
No. 資料番号 資料名称 備考

1 工認-689　改1 Ⅴ-3-5-4-4-2 管の基本板厚計算書

2 工認-924　改0
Ⅴ-2-1-13-1 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性について
の計算書作成の基本方針

3 工認-925　改0
Ⅴ-2-1-13-2 横置一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作
成の基本方針

4 工認-926　改0
Ⅴ-2-1-13-3 平底たて置円筒形容器の耐震性についての計算書
作成の基本方針

5 工認-927　改0
Ⅴ-2-1-13-4 横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本
方針

6 工認-928　改0
Ⅴ-2-1-13-5 たて軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基
本方針

7 工認-929　改1 Ⅴ-2-1-13-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針

8 工認-931 改0
Ⅴ-2-1-13-8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本
方針

9 工認-932 改0
Ⅴ-2-1-13-9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成
の基本方針

10 工認-1050 改0
Ⅴ-3-5-4-1-6 ストレーナ部ティーの応力計算書(高圧炉心スプ
レイ系)

11 工認-1051 改0
Ⅴ-3-5-4-2-6 ストレーナ部ティーの応力計算書(低圧炉心スプ
レイ系)

12 工認-1057 改0 Ⅴ-3-5-4-1-2 高圧炉心スプレイ系ストレーナの強度計算書

13 工認-1058 改0 Ⅴ-3-5-4-2-2 低圧炉心スプレイ系ストレーナの強度計算書

14 工認-1061 改0 Ⅴ-2-4-1 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の耐震計算結果

15 工認-1064 改0 Ⅴ-2-7-1 放射性廃棄物の廃棄施設の耐震計算結果

16 工認-1066 改0 Ⅴ-2-9-1 原子炉格納施設の耐震計算結果

17 工認-1068 改0 Ⅴ-3-9-1-1-2 ドライウェルトップヘッドの強度計算書

18 工認-1060 改0 Ⅴ-2-3-1 原子炉本体の耐震計算結果

19 工認-1062 改0 Ⅴ-2-5-1 原子炉冷却系統施設の耐震計算結果

20 工認-1063 改0 Ⅴ-2-6-1 計測制御系統施設の耐震計算結果

21 工認-1065 改0 Ⅴ-2-8-1 放射線管理施設の耐震計算結果

22 工認-596　改3
Ⅴ-2-10-1-2-2 非常用ディーゼル発電機空気だめの耐震性につ
いての計算書

23 工認-634　改1
Ⅴ-2-10-1-3-2 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめ
の耐震性についての計算書

24 工認-687　改1 Ⅴ-2-5-5-4-2 管の耐震性についての計算書

25 工認-690　改1 Ⅴ-3-5-4-4-3 管の応力計算書

26 工認-691　改1 Ⅴ-2-4-3-2-1 管の耐震性についての計算書
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27 工認-693　改1 Ⅴ-3-4-2-2-2 管の応力計算書

28 工認-697　改1 Ⅴ-2-9-7-1-2 フィルタ装置の耐震性についての計算書

29 工認-698　改1 Ⅴ-2-5-4-2-1 管の耐震性についての計算書

30 工認-699　改1 Ⅴ-3-5-3-2-2 管の応力計算書

31 工認－708 改1 Ⅴ-2-9-2-1 原子炉格納容器本体の耐震性についての計算書

32 工認-711 改2 Ⅴ-2-9-2-10 電気配線貫通部の耐震性についての計算書

33 工認-739　改2
Ⅴ-2-5-5-4-1 常設高圧代替注水系ポンプの耐震性についての
計算書

34 工認-742 改0 Ⅴ-2-7-2-3-1 管の耐震性についての計算書

35 工認-743　改1
Ⅴ-2-9-5-5-1 静的触媒式水素再結合器の耐震性についての計
算書

36 工認-761 改1 Ⅴ-2-9-7-1-3 移送ポンプの耐震性についての計算書

37 工認-770 改1 Ⅴ-2-9-2-9 配管貫通部の耐震性についての計算書

38 工認-772 改1 Ⅴ-2-9-4-2 ベント管の耐震性についての計算書

39 工認-776　改1
Ⅴ-2-10-1-2-3 非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクの耐
震性についての計算書

40 工認-777　改1
Ⅴ-2-10-1-3-3 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デ
イタンクの耐震性についての計算書

41 工認-780 改1 Ⅴ-2-9-4-1 ダイヤフラム・フロアの耐震性についての計算書

42 工認-783 改2 Ⅴ-3-9-2-5-1-4 フィルタ装置の強度計算書

43 工認-855 改3 Ⅴ-2-3-3-2-1 炉心支持構造物の応力解析の方針

44 工認-856 改2 Ⅴ-2-3-4-4-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針

45 工認-901　改1
Ⅴ-2-5-5-5-1 常設低圧代替注水系ポンプの耐震性についての
計算書

46 工認-905　改1 Ⅴ-2-9-4-3-4-1 管の耐震性についての計算書

47 工認-906　改1 Ⅴ-3-9-2-2-4-2 管の応力計算書

48 工認-959 改1 Ⅴ-2-9-5-6-1 管の耐震性についての計算書

49 工認-960 改1 Ⅴ-3-9-2-3-3-2 管の応力計算書

50 工認-961　改1 Ⅴ-2-9-4-3-2-1 管の耐震性についての計算書

51 工認-963 改1 Ⅴ-2-9-7-1-1 管の耐震性についての計算書

52 工認-964 改1 Ⅴ-3-9-2-5-1-2 管の応力計算書

53 工認-970 改1 Ⅴ-2-3-3-2-2 炉心シュラウドの耐震性についての計算書

54 工認-971 改1 Ⅴ-2-3-3-2-3 シュラウドサポートの耐震性についての計算書

55 工認-972 改1 Ⅴ-2-3-3-2-4 上部格子板の耐震性についての計算書

56 工認-973 改1 Ⅴ-2-3-3-2-5 炉心支持板の耐震性についての計算書
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57 工認-974 改1 Ⅴ-2-3-3-2-6 燃料支持金具の耐震性についての計算書

58 工認-975 改1 Ⅴ-2-3-3-2-7 制御棒案内管の耐震性についての計算書

59 工認-981 改1 Ⅴ-2-5-5-5-2 管の耐震性についての計算書

60 工認-989 改1
Ｖ-2-9-2-11 サプレッション・チェンバ底部ライナ部の耐震性
についての計算書

61 工認-990 改0
Ｖ-3-9-1-1-6 サプレッション・チェンバ底部ライナ部強度計
算書

62 工認-991 改0 Ⅴ-3-9-2-1 ベント管の強度計算書

63 工認-994 改1 Ⅴ-2-3-4-4-2 蒸気乾燥器の耐震性についての計算書

64 工認-995 改1 Ⅴ-2-3-4-4-4 シュラウドヘッドの耐震性についての計算書

65 工認-996 改1 Ⅴ-2-3-4-4-5 ジェットポンプの耐震性についての計算書

66 工認-997 改1 Ⅴ-2-3-4-4-6 給水スパージャの耐震性についての計算書

67 工認-998 改1
Ⅴ-2-3-4-4-7 高圧及び低圧炉心スプレイスパージャの耐震性
についての計算書

68 工認-999 改1
Ⅴ-2-3-4-4-8 残留熱除去系配管（原子炉圧力容器内部）の耐
震性についての計算書

69 工認-1000 改1
Ⅴ-2-3-4-4-9 高圧及び低圧炉心スプレイ配管（原子炉圧力容
器内部）の耐震性についての計算書

70 工認-1001 改1
Ⅴ-2-3-4-4-10 差圧検出・ほう酸水注入管（原子炉圧力容器内
部）の耐震性についての計算書

71 工認-1002 改1 Ⅴ-2-3-4-4-11 中性子計測案内管の耐震性についての計算書

72 工認-1010　改1 Ⅴ-2-1-12-2 ダクト及び支持構造物の耐震計算について

73 工認-1024 改0 Ⅴ-3-9-1-1-3 ドライウェルフランジ部の強度計算書

74 工認－1025 改0
Ⅴ-3-9-1-1-4 ドライウェル本体及びサプレッション・チェン
バ本体の強度計算書

75 工認－1029 改0 Ⅴ-3-9-1-4-1 原子炉格納容器貫通部の強度計算書

76 工認-1032 改0 Ⅴ-3-別添6-1 炉心シュラウドの応力計算書

77 工認-1033 改0 Ⅴ-3-別添6-2 シュラウドサポートの応力計算書

78 工認-1034 改0 Ⅴ-3-別添6-3 上部格子板の応力計算書

79 工認-1035 改0 Ⅴ-3-別添6-4 炉心支持板の応力計算書

80 工認-1036 改0 Ⅴ-3-別添6-5 燃料支持金具の応力計算書

81 工認-1037 改0 Ⅴ-3-別添6-6 制御棒案内管の応力計算書

82 工認-1038 改0 Ⅴ-3-別添7-1 ジェットポンプの応力計算書

83 工認-1039 改0
Ⅴ-3-別添7-2 高圧及び低圧炉心スプレイスパージャの応力計
算書

84 工認-1040 改0
Ⅴ-3-別添7-3 残留熱除去系配管（原子炉圧力容器内部）の応
力計算書

85 工認-1041 改0
Ⅴ-3-別添7-4 高圧及び低圧炉心スプレイ配管（原子炉圧力容
器内部）の応力計算書

86 工認-1042 改0
Ⅴ-3-別添7-5 差圧検出・ほう酸水注入管（原子炉圧力容器内
部）の応力計算書
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87 補足-340-10 改0
工事計画に係る補足説明資料　耐震性に関する説明書のうち
補足-340-10【ケミカルアンカの高温環境下での使用につい
て】

88 補足-340-17 改2
工事計画に係る補足説明資料　耐震性に関する説明書のうち
補足-340-17【常設高圧代替注水系ポンプの耐震性についての
計算書に関する補足説明資料】

89 工認-711 改2 Ⅴ-2-9-2-10 電気配線貫通部の耐震性についての計算書

90 工認-770 改1 Ⅴ-2-9-2-9 配管貫通部の耐震性についての計算書

91 工認-780 改1 Ⅴ-2-9-4-1 ダイヤフラム・フロアの耐震性についての計算書

92 工認-991 改0 Ⅴ-3-9-2-1 ベント管の強度計算書

93 工認－1029 改0 Ⅴ-3-9-1-4-1 原子炉格納容器貫通部の強度計算書

94 工認-385　改1
Ⅴ-2-5-4-1-1 残留熱除去系熱交換器の耐震性についての計算
書

95 工認-578　改1 Ⅴ-2-5-4-1-4 管の耐震性についての計算書

96 工認-633　改1 Ⅴ-2-5-3-1-1 アキュムレータの耐震性についての計算書

97 工認-664　改1 Ⅴ-2-9-5-4-1 低圧マニホールドの耐震性についての計算書

98 工認-697　改1 Ⅴ-2-9-7-1-2 フィルタ装置の耐震性についての計算書

99 工認-741 改0 Ⅴ-2-7-2-2-1 管の耐震性についての計算書

100 工認-761 改1 Ⅴ-2-9-7-1-3 移送ポンプの耐震性についての計算書

101 工認-859 改2 Ⅴ-2-11-2-4 チャンネル着脱機の耐震性についての計算書

102 工認-383　改1
Ⅴ-2-5-6-1-1 原子炉隔離時冷却系ポンプの耐震性についての
計算書

103 工認-384　改1
Ⅴ-2-5-6-1-2 原子炉隔離時冷却系ポンプ駆動用蒸気タービン
の耐震性についての計算書

104 工認-433　改3 Ⅴ-2-4-2-2 使用済燃料貯蔵ラックの耐震性についての計算書

105 工認-461　改3 Ⅴ-2-6-3-2-1 水圧制御ユニットの耐震性についての計算書

106 工認-462　改3
Ⅴ-2-9-5-3-2 可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワの
耐震性についての計算書

107 工認-463　改3
Ⅴ-2-9-5-3-3 可燃性ガス濃度制御系再結合装置の耐震性につ
いての計算書

108 工認-575　改2 Ⅴ-2-6-3-1 制御棒駆動機構の耐震性についての計算書
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Ⅴ-3-5-4-4-2 管の基本板厚計算書 

工認-689　改1

平成30年8月16日

東海第二発電所 工事計画審査資料

資料番号

提出年月日
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まえがき 

本計算書は，「Ⅴ-3-1-3 クラス２機器の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-1-6 重大事故等ク

ラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」並びに「Ⅴ-3-2-4 クラス

２管の強度計算方法」及び「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて計算

を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につい

ては，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 



NT2 補② Ⅴ-3-5-4-4-2 R1 

・評価条件整理表 

管No. 

既設

or 

新設

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 評価条件に変更があるか 

既工認に

おける 

評価結果

の有無 

既工認 

評価規格

評価区分

同等性

評価 

区分 

評価 

クラス 
DB 

クラス

SA 

クラス

クラス

アップ

の有無

DB条件 SA条件 

条件 

変更の

有無 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

1 新規 無 － SA-2 － － － 8.62 302 － － － 

設計・ 

建設規格

－ SA-2 

2 新規 無 － SA-2 － － － 8.62 302 － － － 

設計・ 

建設規格

－ SA-2 

3 新規 無 － SA-2 － － － 1.04 135 － － － 

設計・ 

建設規格

－ SA-2 

4 新規 無 － SA-2 － － － 1.04 135 － － － 

設計・ 

建設規格

－ SA-2 

5 新規 無 － SA-2 － － － 0.70 120 － － － 

設計・ 

建設規格

－ SA-2 

6 新規 無 － SA-2 － － － 0.70 120 － － － 

設計・ 

建設規格

－ SA-2 

7 新規 無 － SA-2 － － － 0.70 120 － － － 

設計・ 

建設規格

－ SA-2 

8 新規 無 － SA-2 － － － 0.70 120 － － － 

設計・ 

建設規格

－ SA-2 

9 新規 無 － SA-2 － － － 10.70 120 － － － 

設計・ 

建設規格

－ SA-2 
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・適用規格の選定 

管No. 評価項目 

評価 

区分 

判定基準 適用規格 

1 管の強度計算 

設計・ 

建設規格 

－ 設計・建設規格 

2 管の強度計算 

設計・ 

建設規格 

－ 設計・建設規格 

3 管の強度計算 

設計・ 

建設規格 

－ 設計・建設規格 

4 管の強度計算 

設計・ 

建設規格 

－ 設計・建設規格 

5 管の強度計算 

設計・ 

建設規格 

－ 設計・建設規格 

6 管の強度計算 

設計・ 

建設規格 

－ 設計・建設規格 

7 管の強度計算 

設計・ 

建設規格 

－ 設計・建設規格 

8 管の強度計算 

設計・ 

建設規格 

－ 設計・建設規格 

9 管の強度計算 

設計・ 

建設規格 

－ 設計・建設規格 
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目次 

1. 概略系統図                                  1

2. 管の強度計算書                                  2
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NT2 補② Ⅴ-3-5-4-4-2 R1 

1. 概略系統図 

5
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1 1

1
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*

*

*
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*

高圧炉心スプレイ系より

高圧炉心スプレイ系へ

原子炉隔離時冷却系より

原子炉隔離時冷却系へ

原子炉隔離時冷却系より

原子炉隔離時冷却系へ

常設高圧代替注水系ポンプ

MO

Ｐ

1

4
*

4

9

9
*

MO

9

Ｆ

原子炉隔離時冷却系より

原子炉隔離時冷却系へ

9
*

注記 ＊：管継手 

高圧代替注水系概略系統図 
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NT2 補② Ⅴ-3-5-4-4-2 R1E 

2. 管の強度計算書（重大事故等クラス２管） 

設計・建設規格PPC-3411準用 

NO.

最高使用圧力 

Ｐ 

（MPa） 

最高 

使用温度

（℃） 

外径 

Ｄｏ

（mm） 

公称厚さ

（mm） 

材料 製法 クラス Ｓ 

（MPa）

η Ｑ ｔｓ 

（mm）

ｔ 

（mm）

算式 ｔｒ 

（mm）

1 8.62 302 114.3 8.6 STPT410 S 2 103 1.00 12.5% 7.5 4.63 A 4.63 

2 8.62 302 89.1 7.6 STPT410 S 2 103 1.00 12.5% 6.6 3.61 A 3.61 

3 1.04 135 216.3 8.2 STPT410 S 2 103 1.00 12.5% 7.1 1.09 C 3.80 

4 1.04 135 355.6 11.1 STPT410 S 2 103 1.00 12.5% 9.7 1.79 C 3.80 

5 0.70 120 457.2 14.3 STPT410 S 2 103 1.00 12.5% 12.5 1.55 C 3.80 

6 0.70 120 267.4 9.3 STPT410 S 2 103 1.00 12.5% 8.1 0.91 C 3.80 

7 0.70 120 216.3 8.2 STPT410 S 2 103 1.00 12.5% 7.1 0.74 C 3.80 

8 0.70 120 216.3 8.2 STPT410 S 2 103 1.00 12.5% 7.1 0.74 C 3.80 

9 10.70 120 165.2 14.3 STPT410 S 2 103 1.00 12.5% 12.5 8.24 A 8.24 

評価：ｔｓ≧ｔｒ，よって十分である。 



N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
-
1
3-
1
 
R0
 

Ⅴ-2-1-13-1 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性 

       についての計算書作成の基本方針 

東海第二発電所 工事計画審査資料

資料番号

提出年月日

工認-924　改0

平成30年8月16日

本資料のうち，枠囲みの内容は，
営業秘密又は防護上の観点から
公開できません。



N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
-
1
3-
1
 
R0
 

目    次 

1. 概要                                    1 

2. 一般事項                                    1 

2.1 評価方針                                    1 

2.2 適用基準                                    2 

2.3 記号の説明                                    3 

2.4 計算精度と数値の丸め方                                    6

3. 評価部位                                    7

4. 固有周期                                    7 

4.1 固有周期の計算方法                                    7 

5. 構造強度評価                                    12 

5.1 構造強度評価方法                                    12 

5.2 設計用地震力                                    12 

5.3 計算方法                                    13 

5.4 応力の評価                                    21 

6. 耐震計算書のフォーマット                                    25 



N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
-
1
3-
1
 
R
0 

1 

1. 概要 

本基本方針は，添付書類「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書

が求められているスカート支持たて置円筒形容器（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の

計算を行うもの）が，十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について

記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に従う

ものとする。 

ただし，本基本方針が適用できないスカート支持たて置円筒形容器にあっては，個別耐震計算

書にその耐震計算方法を含めて記載する。 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

スカート支持たて置円筒形容器の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 

3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 

評価部位」にて設定する箇所において，「4.固有周期」で算出した固有周期に基づく設計地震

力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。確認結果を「6. 耐震計算書のフォーマット」にて示す。 

スカート支持たて置円筒形容器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 スカート支持たて置円筒形容器の耐震評価フロー 

計算モデルの設定

理論式による固有周期の算出

地震時における応力

スカート支持たて置円筒形容器の構造強度評価

設計用地震力
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2.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－ 

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62 年 8月及び平成 3年 6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）) 

 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規格」

という。） 
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2.3 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａ 胴の軸断面積 mm
2

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm
2

Ａｓ スカートの軸断面積 mm
2

Ａｓｅ スカートの有効せん断断面積 mm
2

Ｃｃ 基礎ボルト計算における係数 － 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｔ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｂｉ ベースプレートの内径 mm 

Ｄｂｏ ベースプレートの外径 mm 

Ｄｃ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｄｊ スカートに設けられた各開口部の穴径（ｊ＝1，2，3…ｊ１） mm 

Ｄｓ スカートの内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ スカートの縦弾性係数 MPa 

ｅ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｃ 基礎に作用する圧縮力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂ 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔ スカートの許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ スカートのせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2

Ｈ 水頭 mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm
4

Ｉｓ スカートの断面二次モーメント mm
4

ｊ１ スカートに設けられた開口部の穴の個数 － 

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

ｋ 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 － 

胴のスカート接合点から重心までの距離 mm 

１， ２ 基礎ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離 

（図5－2に示す距離） 

mm 

ｒ

ｓ

容器の重心から上端支持部までの距離 

スカートの長さ 

mm 

mm 

Ｍｓ 

Ｍｓ１ 

Ｍｓ２ 

スカートに作用する転倒モーメント 

スカートの上端部に作用する転倒モーメント 

スカートの下端部に作用する転倒モーメント 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器のスカート接合部から上部の空質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｑ 

Ｑ′ 

Ｓ 

重心に作用する任意の水平力 

Ｑにより上端の支持部に作用する反力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 

N 

N 

MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の

40℃における値 

MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 － 

ＴＨ 水平方向固有周期 ｓ 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔ１ 基礎ボルト面積相当板幅 mm 

ｔ２ 圧縮側基礎相当幅 mm 

ｔｓ スカートの厚さ mm 

Ｙ スカート開口部の水平断面における最大円周長さ mm 

ｚ 基礎ボルト計算における係数 － 

α 

δ 

δ′

δ０

基礎ボルト計算における中立軸を定める角度 

荷重Ｑによる容器の上端での変位量 

荷重Ｑ′による容器の上端での変位量 

荷重Ｑ，Ｑ′による容器の重心での変位量 

rad 

mm 

mm 

mm 

η 座屈応力に対する安全率 － 

π 円周率 － 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

ρ′

σ０

σ０ｃ

σ０ｔ

σ２

σ２φ

σ２ｃ 

液体の密度（＝比重×10－6） 

胴の一次一般膜応力の最大値 

胴の組合せ圧縮応力 

胴の組合せ引張応力 

地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 

地震動のみによる胴の周方向一次応力と二次応力の和 

地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（圧縮側） 

kg/mm
3

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

σ２ｔ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（引張側） 

MPa 

σ２ｘｃ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（圧縮側） MPa 

σ２ｘｔ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（引張側） MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｃ 基礎に生じる圧縮応力 MPa 

σｓ スカートの組合せ応力 MPa 

σｓ１ スカートの運転時質量による軸方向応力 MPa 

σｓ２ 水平方向地震によりスカートに生じる曲げモーメントによる軸方

向応力 

MPa 

σｓ３ スカートの鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ１，σφ１ 静水頭又は内圧により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ２ 胴の運転時質量による軸方向引張応力 MPa 

σｘ３ 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ４ 水平方向地震により胴に生じる曲げモーメントによる軸方向応力 MPa 

σｘ５ 胴の鉛直方向地震による軸方向引張応力 MPa 

σｘ６ 胴の鉛直方向地震による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 

σφ 胴の周方向応力の和 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｓ 地震によりスカートに生じるせん断応力 MPa 

φ１(ｘ) 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ２(ｘ) 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－1に示すとおりである。 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数 値 の 種 類 単 位 処  理  桁 処 理 方 法 表  示  桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

 スカートの厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの

値とする。 

長

さ
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3. 評価部位 

スカート支持たて置円筒形容器の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

耐震評価上厳しくなる胴，スカート及び基礎ボルトについて評価を実施する。 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

スカート支持たて置円筒形容器の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

b. 容器はスカートで支持され，スカートは下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数

の基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とする。 

c. 胴とスカートをはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。

d. スカート部材において，マンホール等の開口部があって補強をしていない場合は，欠損

の影響を考慮する。 

e. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

本容器は，前記の条件より図4－1に示す下端固定の1質点系振動モデルあるいは下端固定上

端支持の1質点系振動モデルとして考える。 

gＣＨ・ｍ０・

ｓ ｓ

ｒgＣＨ・ｍ０・

gｍ０・ gｍ０・（1＋Ｃｖ） （1＋Ｃｖ）

下端固定の場合         下端固定上端支持の場合 

図4－1 固有周期の計算モデル 

(2) 水平方向固有周期 

a. 下端固定の場合 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

)＋・3・・3・・(
・Ｉ3・Ｅ

1
＋

3・Ｅ・Ｉ
／＝1000Ｋ 322

3

Ｈ ｓｓｓ
ｓｓ

＋

ｓｅｓ

ｓ

ｅ ・ＡＧ
＋

Ｇ・Ａ
＋  （4.1.1） 
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ここで，スカートの開口部（図4－2参照）による影響を考慮し，胴及びスカートの断面

性能は次のように求める。 

胴の断面性能は次式で求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ
8

Ｉ＝ 3
ｉ

π
 （4.1.2） 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ・
3

2
＝Ａ ｉｅ π  （4.1.3） 
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スカートの断面性能は次式で求める。 

・Ｙ・ｔ)＋ｔ・(Ｄ
4

1
－・ｔ)＋ｔ・(Ｄ

8
＝Ｉ ｓｓｓｓｓｓｓ

23π

 （4.1.4） 

スカート開口部の水平断面における最大円周長さは次式で求める。 

（図 4－2及び図 4－3参照） 

ｓｓ
ｓｓ

＋ｔＤ

Ｄ
)・sin＋ｔ(Ｄ＝Ｙ

ｊ
ｊ１

ｊ＝

－１Σ
1

 （4.1.5） 

ｓｓｓｓｅ )－Ｙ}・ｔ＋ｔ・(Ｄ・{
3

2
＝Ａ π  （4.1.6） 

したがって，固有周期は次式で求める。 

Ｈ

０
Ｈ

Ｋ

ｍ
・2・＝Ｔ π  （4.1.7） 

Ｄ２

Ｄ３

Ｄｊ１

Ｄ１

図4－2 スカート開口部の形状 

ｔｓ

Ｄｓ Ｙ

図4－3 スカート開口部の水平断面における最大円周長さ 

ＴＨ

ｓ
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b. 下端固定上端支持の場合 

重心の位置に水平方向の荷重Ｑが作用したときに上端の支持部に生じる反力Ｑ′は，

図4－4に示すように荷重Ｑ及び反力Ｑ′による上端の変位量δとδ′が等しいとし

て求める。 

図4－4 下端固定上端支持の場合の変形モデル 

図4－4の(1)の場合 

ｓｓ・Ｉ6・Ｅ

Ｑ
)＋＋3・・(2・

6・Ｅ・Ｉ

Ｑ・
＝ ｒ

2

δ

)}＋＋・(・6・＋・3・＋2・・{ ｒｓｓｒｓｓ
23

ｓｅｓ

ｓ

ｅ ・ＡＧ

Ｑ・
＋

Ｇ・Ａ

Ｑ・
＋  （4.1.8） 

図4－4の(2)の場合 

ｓｓ

ｒ

・Ｉ3・Ｅ

Ｑ′
＋

3・Ｅ・Ｉ

)＋Ｑ′・(
′＝

3

δ

}＋)・＋3・(＋・)＋3・(・{ 322
ｓｓｒｓｒ

ｓｅｓ

ｓ

ｅ

ｒ

・ＡＧ

・Ｑ′
＋

Ｇ・Ａ

)＋・(Ｑ′
＋  （4.1.9） 

（4.1.8）式と（4.1.9）式を等しく置くことにより， 

ｓｓ

ｓｓｓ

ｅｓｓ

ｓ

ｅ

ｓｓ

ｓｓｓｓ

・Ｉ3・Ｅ

＋)・＋3・(＋・)＋3・(

＋
3・Ｅ・Ｉ

)＋(
／

・ＡＧ
＋

Ｇ・Ａ
＋

・Ｉ6・Ｅ

)＋＋・(・6・＋・3・＋2・
＋

6・Ｅ・Ｉ

)＋3・2・・(
Ｑ′＝Ｑ・

322

3

23

2

ｒｒ

ｒ

ｒｒ

ｒ

ｅｓｓ

ｓ

ｅ

ｒ

・ＡＧ
＋

Ｇ・Ａ

＋
＋  （4.1.10） 

Ｑ
Ｑ

δ′δ

r

s

r

s

 r

s

δ０

(1) (2) (3)

Ｑ′ Ｑ′



N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
-
1
3-
1
 
R
0 

11 

したがって，図4－4の(3)に示す重心位置での変位量δ０は図4－4の(1)及び(2)の重心位

置での変位量の重ね合わせから求めることができ，ばね定数ＫＨは次式で求める。 

ｓｓ

ｒｓｒｓｓｓｓ

ｒ

ｓｅｓ

ｓ

ｅ

ｓｓ

ｓｓｓ

o

・Ｉ3・Ｅ

・・
2

3
＋・・＋3・・＋3・＋・3・

＋

6・Ｅ・Ｉ

・＋3・2・
・

Ｑ

Ｑ′
－

・ＡＧ
＋

Ｇ・Ａ
・

Ｑ

Ｑ′
－1＋

・Ｉ3・Ｅ

＋・＋3・・3・
＋

3・Ｅ・Ｉ
／＝1000

Ｑ
＝Ｋ

2232

23

3223

Ｈ

δ

 （4.1.11） 

固有周期は（4.1.7）式により求める。 

(3) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数Ｋｖは，次式で求める。 

ｓｓ

ｓ
ｖ

・ＡＥ
＋

Ｅ・Ａ
／1000＝Ｋ   （4.1.12） 

・ｔ＋ｔ)(Ｄ・Ａ＝ ｉπ   （4.1.13） 

ｓｓｓｓ ・ｔ)－Ｙｔ＋・(Ｄ＝Ａ π   （4.1.14） 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

ｖ

ｖ

Ｋ

ｍ
・・＝Ｔ

０

π2   （4.1.15） 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1項a.～e.のほか，次の条件で計算する。

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

基礎ボルト

ベースプレート

開 口 部

スカート

基礎ボルト

ベースプレート
胴板 

基礎 

図5－1 概 要 図 

5.2 設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度及び基準地震動Ｓｓによる地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 

設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定される。
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5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

応力計算における水平方向と鉛直方向の組合せについて，静的地震力を用いる場合は絶

対値和を用いる。動的地震力を用いる場合は，絶対値和又はＳＲＳＳ法を用いる。

5.3.1.1 胴の計算方法 

(1) 静水頭又は内圧による応力 

静水頭による場合（鉛直方向地震時を含む。） 

2・ｔ

Ｄ・Ｈ・・′
＝

ｉ
φ

ρ
σ １

g
 (5.3.1.1.1) 

2・ｔ

Ｃ・Ｄ・Ｈ・・′
＝

ｖｉ
φ

ρ
σ

g
２  (5.3.1.1.2) 

σｘ１＝0                                   (5.3.1.1.3) 

内圧による場合 

2・ｔ

＋1.2・ｔ)・(ＤＰ
＝

ｉｒ
φ１σ  (5.3.1.1.4) 

σφ２＝0                                   (5.3.1.1.5) 

4・ｔ

＋1.2・ｔ)・(ＤＰ
＝

ｉｒ
ｘ１σ  (5.3.1.1.6) 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がスカートと接合する点を境界として，上部には胴自身の質量による圧縮応力

が，下部には下部の胴自身の質量と内容物の質量による引張応力が生じる。 

下部の胴について 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

)・－ｍ(ｍ
＝

ｉ

ｅ
ｘ

π
σ

０
２

g
 (5.3.1.1.7) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ)・－ｍ(ｍ
＝

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
σ

０
５

g
 (5.3.1.1.8) 

上部の胴について 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・ｍ
＝

ｉ

ｅ
ｘ

π
σ ３

g
 (5.3.1.1.9) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
σ ６

g
 (5.3.1.1.10) 
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(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はスカート接合部で最大となる曲げモーメントを受け

る。この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次のように

求める。 

a. 下端固定の場合 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ

・・・ｍ4・Ｃ
＝

2

０
４

ｉ

Ｈ
ｘ

π
σ

g
  (5.3.1.1.11) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
＝

ｉ

Ｈ

π
τ

０ g
 (5.3.1.1.12) 

b. 下端固定上端支持の場合 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ

)＋・(
Ｑ

Ｑ′
－・・・ｍ4・Ｃ

＝
2

０

４

ｉ

ｒＨ

ｘ
π

σ

g
 (5.3.1.1.13) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

)
Ｑ

Ｑ′
(1－・・・ｍ2・Ｃ

＝
ｉ

Ｈ

π
τ

０ g
 (5.3.1.1.14) 

(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 

σφ＝σφ１＋σφ２  (5.3.1.1.15) 

22
０ τ)－σ(σσσσ 4・＋＋＋・

2

1
＝ ｘｔφｘｔφｔ

 (5.3.1.1.16) 

ここで， 

【絶対値和】 

σｘｔ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ５  (5.3.1.1.17) 

【ＳＲＳＳ法】 
2

５
2

４２１ ｘｘｘｘｘｔ σσσσσ ＋＋＋＝ (5.3.1.1.18)

(b) 組合せ圧縮応力 

σφ＝－σφ１－σφ２  (5.3.1.1.19) 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 

22
０ τσσσσσ 4・＋)－(＋＋・

2

1
＝ ｘｃφｘｃφｃ

 (5.3.1.1.20) 
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ここで， 

【絶対値和】 

σｘｃ＝－σｘ１＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ６  (5.3.1.1.21) 

【ＳＲＳＳ法】 
2

６
2

４３１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋－＝  (5.3.1.1.22) 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法

それぞれに対して， 
）｝），組合せ圧縮応力（応力（＝Max｛組合せ引張 ｃｔ ０００ σσσ

 (5.3.1.1.23)

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

b. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

(a) 組合せ引張応力 

σ２φ＝σφ２ (5.3.1.1.24)

4・τ＋)－σ(σ＋＋σ＝σσ 22
２２２２２ ｘｔφｘｔφｔ

(5.3.1.1.25)
ここで， 

【絶対値和】 

σ２ｘｔ＝σｘ４＋σｘ５  (5.3.1.1.26) 

【ＳＲＳＳ法】 
2

５
2

４２ ｘｘｔｘ σσσ ＋＝  (5.3.1.1.27) 

(b) 組合せ圧縮応力 

σ２φ＝－σφ２  (5.3.1.1.28) 

4・＋)－(＋＋＝ 22
２２２２２ τσσσσσ ｘｃφｘｃφｃ

 (5.3.1.1.29) 

ここで， 

【絶対値和】 

σ２ｘｃ＝σｘ４＋σｘ６  (5.3.1.1.30) 

【ＳＲＳＳ法】 
2

６
2

４２ ｘｘｃｘ σσσ ＋＝ (5.3.1.1.31)

したがって，胴の地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の最大

値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法それぞれに対して， 

σ２＝Max { 組合せ引張応力（σ２ｔ），組合せ圧縮応力（σ２ｃ）} 

(5.3.1.1.32)

とする。 
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5.3.1.2 スカートの計算方法 

(1) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

スカート底部に生じる運転時質量及び鉛直方向地震による圧縮応力は次式で求め

る。 

ｓｓｓ
ｓ

)－Ｙ}・ｔ＋ｔ・(Ｄ{

・ｍ
＝

π
σ

０
１

g
  (5.3.1.2.1) 

ｓｓｓ

ｖ
ｓ

)－Ｙ}・ｔ＋ｔ・(Ｄ{

・Ｃ・ｍ
＝

π
σ

０
３

g
  (5.3.1.2.2) 

(2) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力によりスカートに作用する曲げモーメントにより生じる軸方向

応力及び水平方向地震力によるせん断応力は次のように求める。 

a. 下端固定の場合 

2

Ｙ
)－＋ｔ・(Ｄ

4
・ｔ・)＋ｔＤ(

Ｍ
＝

ｓｓｓｓｓ

ｓ
ｓ

π
σ ２

 (5.3.1.2.3) 

ｓｓｓ
ｓ

)－Ｙ}・ｔ＋ｔ・(Ｄ{

・・ｍ2・Ｃ
＝

π
τ

０Ｈ g
 (5.3.1.2.4) 

ここで， 

Ｍｓ＝ＣＨ・ｍ０・g・( ｓ＋ )  (5.3.1.2.5) 

b. 下端固定上端支持の場合 

軸方向応力は(5.3.1.2.3)式で表されるが，曲げモーメントＭｓは次のＭｓ１又

はＭｓ２のいずれか大きい方の値とする。 

)＋(・
Ｑ

Ｑ′
－・・・ｍ＝ＣＭ ｒＨｓ ０１ g

 (5.3.1.2.6) 

)＋＋(・
Ｑ

Ｑ′
－＋・・・ｍ＝ＣＭ ｒｓｓＨｓ ０２ g

 (5.3.1.2.7) 

ｓｓｓ

Ｈ

ｓ
｝・ｔ)－Ｙ＋ｔ・（Ｄ｛

)
Ｑ

Ｑ′
(1－・・・ｍ2・Ｃ

＝
π

τ
０ g

 (5.3.1.2.8) 
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(3) 組合せ応力 

組合せ応力は次式で求める。 

【絶対値和】 

22
３２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・＋)＋＋(＝  (5.3.1.2.9) 

【ＳＲＳＳ法】 

222
３

2
２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・＋)＋＋(＝  (5.3.1.2.10) 
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5.3.1.3 基礎ボルトの計算方法 

(1) 引張応力 

基礎に作用する転倒モーメントＭｓは下端固定の場合，(5.3.1.2.5)式を，下端固

定上端支持の場合は(5.3.1.2.6)式又は(5.3.1.2.7)式のいずれか大きい方を用いる。 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧縮荷

重については，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求める。（図 5－2

参照） 

以下にその手順を示す。 

a. σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋを

求める。 

ｃ

ｂ

σ
σ

ｓ・
＋1

1
ｋ＝

 (5.3.1.3.1) 

b. 基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

α＝cos－１（1－2・ｋ）                                (5.3.1.3.2) 

図5－2 基礎の荷重説明図 

２

ｚ・Ｄｃ

σｂ

ｋ･Ｄｃ

(1－ｋ)・Ｄｃ

ｔ２ｔ１

Ｆｔ
α

１

ｅ・Ｄｃ
Ｆｔ

Ｆｃ

Ｆｃ

ｓ・σｃ
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c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 

αααπ

αααπααπ

＋sin)・cos－(

・cos・sin
2

3
)＋－・(

2

1
＋)・cos－(

・
2

1
ｅ＝

2

ααα

ααααα

・cos－sin

・cos＋・cos・sin
2

3
－・

2

1

＋

2

 (5.3.1.3.3) 

ααα

ααααα
α

・cos－sin

・cos＋・cos・sin
2

3
－・

2

1

＋cos・
2

1
ｚ＝

2

 (5.3.1.3.4) 

α

ααα

＋cos1

＋sin・cos)(π－2・
＝Ｃ

}{
ｔ  (5.3.1.3.5) 

α
ααα

cos－1

)・cos－2・(sin
＝Ｃｃ  (5.3.1.3.6) 

d. 各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。 

【絶対値和】 

ｃ

ｃｖｓ
ｔ

・Ｄｅ

・ｚ・Ｄ・）・ｍ－（1－ＣＭ
＝Ｆ

０ g
 (5.3.1.3.7) 

Ｆｃ＝Ｆｔ＋（1－Ｃｖ）・ｍ０・g  (5.3.1.3.8) 

【ＳＲＳＳ法】

gg
・・ｍ

ｅ

ｚ
－

ｅ・Ｄ

)・ｚ・Ｄ・・ｍ（ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｃ

ｃｖｓ
ｔ

＋

 (5.3.1.3.9) 

gg
・・ｍ)

ｅ

ｚ
－(1＋

ｅ・Ｄ

)ｅ)・Ｄ－(ｚ・・ｍ（ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｃ

ｃｖｓ
ｃ

・＋

 (5.3.1.3.10) 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったときであり，

(5.3.1.3.3)式及び(5.3.1.3.4)式においてαをπに近づけた場合の値 ｅ＝

0.75及びｚ＝0.25を(5.3.1.3.7)式又は(5.3.1.3.9)式に代入し，得られるＦｔの

値によって引張力の有無を次のように判定する。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 
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e.  σｂ及びσｃを求める。 

ｔｃ

ｔ
ｂ

・Ｃ・Ｄｔ

2・Ｆ
＝

１

σ  (5.3.1.3.11) 

ｃｃ

ｃ
ｃ

・Ｃ)・Ｄ＋ｓ・ｔｔ(

2・Ｆ
＝

１２

σ  (5.3.1.3.12) 

ここで， 

ｃ

ｂ

・Ｄ

ｎ・Ａ
＝ｔ
π

１  (5.3.1.3.13) 

１２ ｔ－)－ＤＤ・(
2

1
＝ｔ ｂｉｂｏ  (5.3.1.3.14) 

σｂ及びσｃがa項にて仮定した値と十分に近似していることを確認する。この

場合のσｂ及びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力とする。 

(2) せん断応力 

a. 下端固定の場合 

ｂ

Ｈ
ｂ

ｎ・Ａ

・ｍ・Ｃ
＝

０
τ

g
 (5.3.1.3.15) 

b. 下端固定上端支持の場合 

ｂ

Ｈ

ｂ
ｎ・Ａ

)
Ｑ

Ｑ′
(1－・・ｍ・Ｃ

＝

０

τ
g

 (5.3.1.3.16) 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 胴の応力評価 

5.3.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。 ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許 容 応 力 Ｓａ

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの場

合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さ

Ｓｕの0.6倍のいずれか小さい方

の値。ただし，オーステナイト系

ステンレス鋼及び高ニッケル合

金にあっては許容引張応力Ｓの

1.2倍の方が大きい場合は，この

大きい方の値とする。 

設計引張強さＳｕの0.6倍 

一次応力と 

二次応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計

降伏点Ｓｙの2倍以下であれば，疲れ解析は不要とする。 

 一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

5.4.2 スカートの応力評価 

(1) 5.3.1.2項で求めたスカートの組合せ応力が許容引張応力ƒｔ以下であること。 

ただし，ƒｔは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静

的震度による荷重との組合せ

の場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重と

の組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ
・1.5

1.5

Ｆ
・1.5

1.5

Ｆ ＊
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(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。 

（座屈の評価） 

1≦
・

＋
＋・

ｂ

ｓ

ｃ

ｓｓ ２３１ σησση
ff  (5.4.2.1) 

ここで，ƒｃは次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

Ｆ＝cf  (5.4.2.2) 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 

Ｆ

8000・
Ｆ－・

6800・

1
－1・＝Ｆ １φｃ

g
gf

Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ
・

g

 (5.4.2.3) 

800≦
2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

8000・

ｓ

ｓｓg
 のとき 

ｓ

ｓｓ
ｃ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
φ＝ １f  (5.4.2.4) 

ただし，φ１(ｘ)は次の関数とする。 

ｘ・
16

1
－ｘｐｅ－11－0.901・・

ｘ

Ｅ
(ｘ)＝0.6・φ

ｓ
１  (5.4.2.5) 

また，ƒｂは次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

Ｆ＝ｂf  (5.4.2.6) 

Ｆ

9600・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 

Ｆ

9600・
φＦ－・

8400・

1
－1＝Ｆ・ ２ｂ

g
gf

Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

ｓ

ｓｓ g

 (5.4.2.7) 

800≦
2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

9600・

ｓ

ｓｓg
 のとき 

ｓ

ｓｓ
ｂ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ２f  (5.4.2.8) 
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ただし，φ２(ｘ)は次の関数とする。 

ｘ・
16

1
－－ｅｘｐ11－0.731・・

ｘ

Ｅ
0.6・＝(ｘ)φ

ｓ
２  (5.4.2.9) 

ηは安全率で次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

η＝１                                   (5.4.2.10) 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 

Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

6800・

0.5・Ｆ
＝1＋

ｓ

ｓｓ
η

g
g  (5.4.2.11) 

ｓ

ｓｓ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

8000・g
 のとき 

η＝1.5                                   (5.4.2.12) 
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5.4.3 基礎ボルトの応力評価 

5.3.1.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓ以下

であること。ただし，ƒｔｏは下表による。

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]                         (5.4.3.1) 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの

場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重と

の組合せの場合 

許容引張応力 

ｔｏ 
・1.5

2

Ｆ
・1.5

2

Ｆ

許容せん断応力 

ｓｂ 
・1.5

31.5・

Ｆ
・1.5

31.5・

Ｆ

＊
＊
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6. 耐震計算書のフォーマット 

スカート支持たて置円筒形容器の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果

〔重大事故等対処設備単独の場合〕

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

注記 ＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章

番を「2．」から「1．」とする。
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【フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果】 

【○○○○容器の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件

耐震設計上の 

重要度分類

据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 Ｓｓ

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

建屋 

EL.     ＊ ＣH＝    ＣV＝    ＣH＝    ＣV＝    

1.2 機器要目 

ｍ０

（kg） 

ｍｅ

（kg） 

Ｄｉ

（mm） 

ｔ

（mm） 

Ｄｓ

（mm） 

ｔｓ

（mm） 

Ｅ

（MPa） 

Ｅｓ 

（MPa） 

Ｇ

（MPa） 

Ｇｓ 

（MPa） 

＊1 ＊2 ＊1 ＊2

（mm）

ｓ

（mm）

Ｄ１

（mm） 

Ｄ２

（mm） 

Ｄ３

（mm） 
ｓ ｎ Ｄｃ 

（mm） 

Ｄｂｏ 

（mm） 

Ｄｂｉ Ａｂ Ｙ 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

（mm） （mm
2

） （mm） Ｍｓ

（N･mm） 

Ｍｓ 

（N･mm） 

（M  ） 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｙ（スカート）

（MPa） 

Ｓｕ（スカート）

（MPa） 

Ｆ（スカート）

（MPa） 

Ｆ（スカート）

（MPa） 

         ＊1           ＊1           ＊1          ＊2         ＊2

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 
＊2 ＊2 注記 ＊1：最高使用温度で算出 

     ＊2：周囲環境温度で算出 

＊

＊

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

機  器  名  称

基礎ボルト

スカート

Ｄ
ｊ

胴板

Ｄｂｉ

Ｄｂｏ

Ｄｃ

ｔｓ

ｓ

ｔ Ｄｉ

Ｄｓ

Ａ Ａ

Ａ～Ａ矢視図

Ｄ２

Ｄ１

スカート開口部の形状を示す。

Ｄ３

2
0
0
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1.3. 計算数値 

1.3.1  胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力                                                        （単位：MPa） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力

静水頭又は内圧による応力 σφ１＝ σｘ１＝ － σφ１＝ σｘ１＝ － 

運転時質量による引張応力 － σｘ２＝ － － σｘ２＝ － 

鉛直方向地震による引張応力 σφ２＝ σｘ５＝ － σφ２＝ σｘ５＝ － 

空 質 量 に よ る 圧 縮 応 力 － σｘ３＝ － － σｘ３＝ － 

鉛直方向地震による圧縮応力 － σｘ６＝ － － σｘ６＝ － 

水平方向地震による応力 － σｘ４＝ τ＝ － σｘ４＝ τ＝ 

引 張 側 σφ＝ σｘｔ＝ － σφ＝ σｘｔ＝ － 

圧 縮 側 σφ＝ σｘｃ＝ － σφ＝ σｘｃ＝ － 

引 張 り σｏｔ＝ σ0ｔ＝ 

圧   縮 － － 

(2)地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                                         （単位：MPa） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力

鉛直方向地震による引張応力 σφ２＝ σｘ５＝ － σφ２＝ σｘ５＝ － 

鉛直方向地震による圧縮応力 － σｘ６＝ － － σｘ６＝ － 

水平方向地震による応力 － σｘ４＝ τ＝ － σｘ４＝ τ＝ 

引 張 側 σ２φ＝ σ２ｘｔ＝ － σ２φ＝ σ２ｘｔ＝ －

圧 縮 側 σ２φ＝ σ２ｘｃ＝ － σ２φ＝ σ２ｘｃ＝ －

組 合 せ 応 力 引 張 り σ２ｔ＝ σ２ｔ＝

（変動値） 圧   縮 σ２ｃ＝ σ２ｃ＝

1.3.2  スカートに生じる応力                           （単位：MPa）    1.3.3  基礎ボルトに生じる応力           （単位：MPa） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ
基 準 地 震 動 Ｓｓ

応   力 組合せ応力 応   力 組合せ応力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 σｓ１＝

σｓ＝

σｓ１＝

σｓ＝

引 張 応 力 σｂ＝ σｂ＝

鉛直方向地震による応力 σｓ３＝ σｓ３＝ せん断応力 τｂ＝ τｂ＝

水平方向地震 曲   げ σｓ２＝ σｓ２＝

に よ る 応 力 せ ん 断 τｓ＝ τｓ＝

応 力 の 和

組 合 せ 応 力

応 力 の 和

弾性設計用地震動Ｓｄ

又 は 静 的 震 度
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1.4. 結論 

1.4.1  固有周期     （単位：s） 

方   向 固 有 周 期

水 平 方 向 ＴＨ＝

鉛 直 方 向 ＴＶ＝

1.4.2  応力                                            （単位：MPa） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算 出 応 力 許 容 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力

一次一般膜 σ0＝ Ｓａ＝ σ0＝ Ｓａ＝

一次＋二次 σ２＝ Ｓａ＝ σ２＝ Ｓａ＝

組 合 せ σｓ＝ f ｔ＝ σｓ＝ fｔ＝

圧縮と曲げ

の 組 合 せ

  (座屈の評価) （無次元） （無次元）

引 張 り σｂ＝ fｔｓ＝ ＊ σｂ＝ fｔｓ＝ ＊

せ ん 断 τｂ＝ fｓｂ＝ τｂ＝ fｓｂ＝

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

応   力材   料部   材

胴   板

スカート

基礎ボルト

―――――――――― ＋ ――――― ≦1
ｂｃ

η･σｓ２η･(σｓ１＋σｓ３)
―――――――――― ＋ ――――― ≦1

ｂｃ

η･σｓ２η･(σｓ１＋σｓ３)
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【○○○容器の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

耐震設計上の 

重要度分類

据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 Ｓｓ

最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
比 重 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

建屋 

EL.     ＊ ＣH＝   ＣV＝   ＣH＝   ＣV＝   静水頭    

1.2 機器要目 

ｍ０

（kg） 

ｍｅ

（kg） 

Ｄｉ

（mm） 

ｔ

（mm） 

Ｄｓ

（mm） 

ｔｓ

（mm） 

Ｅ

（MPa） 

Ｅｓ 

（MPa） 

Ｇ

（MPa） 

Ｇｓ 

（MPa） 

（mm）

ｓ

（mm）

Ｄ１

（mm） 

Ｄ２

（mm） 

Ｄ３

（mm） 

Ｈ

（mm） 
ｓ ｎ Ｄｃ 

（mm） 

Ｄｂｏ 

（mm） 

Ｄｂｉ Ａｂ Ｙ 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

（mm） （mm
2

） （mm） Ｍｓ

（N･mm） 

Ｍｓ 

（N･mm） 

（M  ） 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｙ（スカート）

（MPa） 

Ｓｕ（スカート）

（MPa） 

Ｆ（スカート）

（MPa） 

Ｆ（スカート）

（MPa） 

         ＊1           ＊1           ＊1          ＊2         ＊2

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

         ＊2          ＊2

別紙

本記載例は，最高使用圧力が静水頭の容器を示した

ものである。

＊

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

【静水頭の場合】

（圧力容器と様式が異なるページのみ掲載）

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

     ＊2：周囲環境温度で算出 

機 器 名 称

＊

Ｄ４

Ｄ２Ｄ１

スカート開口部の形状を示す。

Ｄ３

スカート

胴板

基礎ボルト

20
0

Ｈ

Ａ Ａ

Ａ～Ａ矢視図

Ｄ
ｊ

Ｄｂｉ

Ｄｂｏ

Ｄｃ

ｔｓ

ｓ

ｔ Ｄｉ

Ｄｓ
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【フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果】 

【○○○○容器の耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件

設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 Ｓｓ

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

建屋 

EL.     ＊ － － ＣH＝    ＣV＝    

2.2 機器要目 

ｍ０

（kg） 

ｍｅ

（kg） 

Ｄｉ

（mm） 

ｔ

（mm） 

Ｄｓ

（mm） 

ｔｓ

（mm） 

Ｅ

（MPa） 

Ｅｓ 

（MPa） 

Ｇ

（MPa） 

Ｇｓ 

（MPa） 

      ＊1       ＊2       ＊1       ＊2

（mm）

ｓ

（mm）

Ｄ１

（mm） 

Ｄ２

（mm） 

Ｄ３

（mm） 
ｓ ｎ Ｄｃ 

（mm） 

Ｄｂｏ 

（mm） 

Ｄｂｉ Ａｂ Ｙ 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

（mm） （mm
2

） （mm） Ｍｓ

（N･mm） 

Ｍｓ 

（N･mm） 

（M  ）  －  

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｙ（スカート）

（MPa） 

Ｓｕ（スカート）

（MPa） 

Ｆ（スカート）

（MPa） 

Ｆ（スカート）

（MPa） 

         ＊1           ＊1           ＊1          ＊2         ＊2 －

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

＊2 ＊2 －  

＊

＊

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

【重大事故等対処設備単独の場合】

本フォーマットを使用する。

ただし，章番を 1.とする。

機  器  名  称

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

     ＊2：周囲環境温度で算出 

基礎ボルト

スカート

Ｄ
ｊ

胴板

Ｄｂｉ

Ｄｂｏ

Ｄｃ

ｔｓ

ｓ

ｔ Ｄｉ

Ｄｓ

Ａ Ａ

Ａ～Ａ矢視図

Ｄ２

Ｄ１

スカート開口部の形状を示す。

Ｄ３

2
0
0
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2.3. 計算数値 

2.3.1  胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力                                                        （単位：MPa） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力

静水頭又は内圧による応力 － － － σφ１＝ σｘ１＝ － 

運転時質量による引張応力 － － － － σｘ２＝ － 

鉛直方向地震による引張応力 － － － σφ２＝ σｘ５＝ － 

空 質 量 に よ る 圧 縮 応 力 － － － － σｘ３＝ － 

鉛直方向地震による圧縮応力 － － － － σｘ６＝ － 

水平方向地震による応力 － － － － σｘ４＝ τ＝ 

引 張 側 － － － σφ＝ σｘｔ＝ － 

圧 縮 側 － － － σφ＝ σｘｃ＝ － 

引 張 り － σ0ｔ＝ 

圧   縮 － － 

(2)地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                                         （単位：MPa） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力

鉛直方向地震による引張応力 － － － σφ２＝ σｘ５＝ － 

鉛直方向地震による圧縮応力 － － － － σｘ６＝ － 

水平方向地震による応力 － － － － σｘ４＝ τ＝ 

引 張 側 － － － σ２φ＝ σ２ｘｔ＝ －

圧 縮 側 － － － σ２φ＝ σ２ｘｃ＝ －

組 合 せ 応 力 引 張 り － σ２ｔ＝

（変動値） 圧   縮 － σ２ｃ＝

2.3.2  スカートに生じる応力                           （単位：MPa）    2.3.3  基礎ボルトに生じる応力           （単位：MPa） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

応   力 組合せ応力 応   力 組合せ応力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 －

－

σｓ１＝

σｓ＝

引 張 応 力 － σｂ＝

鉛直方向地震による応力 － σｓ３＝ せん断応力 － τｂ＝

水平方向地震 曲   げ － σｓ２＝

に よ る 応 力 せ ん 断 － τｓ＝

応 力 の 和

組 合 せ 応 力

応 力 の 和

弾性設計用地震動Ｓｄ

又 は 静 的 震 度
基 準 地 震 動 Ｓｓ
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2.4. 結論 

2.4.1  固有周期     （単位：s） 

方   向 固 有 周 期

水 平 方 向 ＴＨ＝

鉛 直 方 向 ＴＶ＝

2.4.2  応力                                            （単位：MPa） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算 出 応 力 許 容 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力

一次一般膜 － － σ0＝ Ｓａ＝

一次＋二次 － － σ２＝ Ｓａ＝

組 合 せ － － σｓ＝ fｔ＝

圧縮と曲げ

の 組 合 せ

  (座屈の評価) － （無次元）

引 張 り － － σｂ＝ fｔｓ＝ ＊

せ ん 断 － － τｂ＝ fｓｂ＝

すべて許容応力以下である。                注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

応   力材   料部   材

胴   板

スカート

基礎ボルト

―――――――――― ＋ ――――― ≦1
ｂｃ

η･σｓ２η･(σｓ１＋σｓ３)
―――――――――― ＋ ――――― ≦1

ｂｃ

η･σｓ２η･(σｓ１＋σｓ３)
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【○○○容器の耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

設備分類 
据付場所及び床面高さ 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 Ｓｓ

最高使用圧力 最高使用温度 周囲環境温度 

 （m） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

（MPa） （℃） （℃）  

建屋 

EL.     ＊ － － ＣH＝    ＣV＝    静水頭    

2.2 機器要目 

ｍ０

（kg） 

ｍｅ

（kg） 

Ｄｉ

（mm） 

ｔ

（mm） 

Ｄｓ

（mm） 

ｔｓ

（mm） 

Ｅ

（MPa） 

Ｅｓ 

（MPa） 

Ｇ

（MPa） 

Ｇｓ 

（MPa） 

（mm）

ｓ

（mm）

Ｄ１

（mm） 

Ｄ２

（mm） 

Ｄ３

（mm） 

Ｈ

（mm） 
ｓ ｎ Ｄｃ 

（mm） 

Ｄｂｏ 

（mm） 

Ｄｂｉ Ａｂ Ｙ 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

（mm） （mm
2

） （mm） Ｍｓ

（N･mm） 

Ｍｓ 

（N･mm） 

（M  ） 
 －  

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｙ（スカート）

（MPa） 

Ｓｕ（スカート）

（MPa） 

Ｆ（スカート）

（MPa） 

Ｆ（スカート）

（MPa） 

        ＊1         ＊1           ＊1             ＊2            ＊2 －  

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

 ＊2   ＊2 －  

別紙

本記載例は，最高使用圧力が静水頭の容器を示した

ものである。

＊

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

【静水頭の場合】

（圧力容器と様式が異なるページのみ掲載）

【重大事故等対処設備単独の場合】

本フォーマットを使用する。

但し，項番を 1.とする。

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

     ＊2：周囲環境温度で算出 

機 器 名 称 比 重

＊

Ｄ４

Ｄ２Ｄ１

スカート開口部の形状を示す。

Ｄ３

スカート

胴板

基礎ボルト

20
0

Ｈ

Ａ Ａ

Ａ～Ａ矢視図

Ｄ
ｊ

Ｄｂｉ

Ｄｂｏ

Ｄｃ

ｔｓ

ｓ

ｔ Ｄｉ

Ｄｓ
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1. 概要 

本基本方針は，添付資料「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書

が求められている横置一胴円筒形容器（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行う

もの）が，十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したも

のである。 

解析の方針及び減衰定数については，添付資料「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に従う

ものとする。 

ただし，本基本方針が適用できない横置一胴円筒形容器にあっては，個別耐震計算書にその耐

震計算方法を含めて記載する。 

2. 一般事項 

 2.1 評価方針 

   横置一胴円筒形容器の応力評価は，添付資料「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造

強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部

位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計地震力

による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。確認結果を「6. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

横置一胴円筒形容器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 横置一胴円筒形容器の耐震評価フロー 

設計用地震力 

計算モデル設定 

理論式による固有周期の算出 

地震時における応力 

横置一胴円筒形容器の構造強度評価 
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2.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62年 8 月及び平成 3年 6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）) 

 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 



N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
-
1
3-
2
 
R0
 

3 

2.3 記号の説明 

記 号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2

Ａｓ 第1脚の断面積 mm
2

Ａｓ１ 第1脚の長手方向に対する有効せん断断面積 mm
2

Ａｓ２ 第1脚の横方向に対する有効せん断断面積 mm
2

Ａｓ３ 第1脚の長手方向に対するせん断断面積 mm
2

Ａｓ４ 第1脚の横方向に対するせん断断面積 mm
2

ａ 第1脚底板の長手方向幅 mm 

ｂ 第1脚底板の横方向幅 mm 

Ｃ１ 第1脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の横方

向） 

mm 

Ｃ２ 第1脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の長手方

向） 

mm 

Ｃｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得ら

れる値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃ ｊ 軸方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得ら

れる値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

ｄ１ 第1脚底板端面から基礎ボルト中心までの長手方向の距離 mm 

ｄ２ 第1脚底板端面から基礎ボルト（外側）中心までの横方向の距離 mm 

ｄ３ 第1脚底板端面から基礎ボルト（内側）中心までの横方向の距離 mm 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa

ｅ 第1脚中心から偏心荷重作用点までの距離 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa

ƒｔ 脚の許容引張応力 MPa

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa

Ｇｓ 脚のせん断弾性係数 MPa

g 
Ｈ

重力加速度（＝9.80665） 

水頭 

m/s
2 

mm

ｈ１ 基礎から第1脚の胴付け根部までの高さ mm 

ｈ２ 基礎から胴の中心までの高さ mm 

Ｉｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント mm
4

＊
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記 号 記   号   の   説   明 単  位 

Ｉｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面二次モーメント mm
4

ｊ１ 荷重分布で分割する荷重の数 － 

ｊ２ 第1脚より第2脚と反対の方向に作用する荷重の数（第1脚上の荷

重は含まない。） 

－ 

ｊ３ 第2脚より第1脚と反対の方向に作用する荷重の数（第2脚上の荷

重は含まない。） 

－ 

Ｋ１ｊ，Ｋ２ｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｋｃ 第1脚のばね定数（胴の横方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋ 第1脚のばね定数（胴の長手方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋｖ 第1脚のばね定数（胴に鉛直力が作用する場合） N/m 

Ｋｃｊ，Ｋ ｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

０ 脚中心間距離 mm 

ｉ 第1脚より各荷重までの距離（ここで第2脚側の距離は正，その

反対側は負とする。）（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） 

mm 

ｗ 当板における脚の取り付かない部分の長手方向長さ mm 

Ｍ 第1脚底板に作用するモーメント N･mm 

Ｍ１ 第1脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍ２ 第2脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍｃ 横方向地震により胴の第1脚付け根部に作用するモーメント N･mm 

Ｍｃ１ 横方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 

Ｍ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に作用するモーメント N･mm 

Ｍ １ 長手方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 

Ｍｘ 胴に生じる軸方向の曲げモーメント N･mm/mm 

Ｍφ 胴に生じる周方向の曲げモーメント N･mm/mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｉ 容器各部の質量（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） kg 

ｍｓ１ 第1脚の質量 kg 

ｍｓ２ 第2脚の質量 kg 

Ｎｘ 胴に生じる軸方向の膜力 N/mm 

Ｎφ 胴に生じる周方向の膜力 N/mm 

ｎ 脚1個当たりの基礎ボルトの本数 － 

ｎ１ 長手方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの本数 － 

ｎ２ 横方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの本数 － 

Ｐ 運転時質量により胴の第1脚付け根部に作用する反力 N 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ｐｅ 鉛直方向地震により胴の第1脚付け根部に作用する反力 N 

Ｐ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に作用する鉛直荷重 N 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｐｓ 長手方向及び鉛直方向地震により第1脚底部に作用する鉛直荷重 N 

Ｐｓ１ 横方向及び鉛直方向地震により第1脚底部に作用する鉛直荷重 N 

Ｒ１ 第1脚の受ける荷重 N 

Ｒ２ 第2脚の受ける荷重 N 

ｒｍ 第1脚付け根部における胴の平均半径 mm 

ｒｏ 第1脚付け根部における胴の外半径 mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 － 

Ｔ１ 長手方向固有周期 ｓ 

Ｔ２ 横方向固有周期 ｓ 

Ｔ３ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 第1脚側胴板の厚さ mm 

ｔｅ 第1脚付け根部における胴の有効板厚 mm 

Ｘｎ 基礎が圧縮力を受ける幅 mm 

Ｚ 引用文献(1)による胴の断面係数 mm
3

Ｚｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面係数 mm
3

Ｚｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面係数 mm
3

β，β１，β２ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータ － 

γ 引用文献(2)によるシェルパラメータ － 

θ 引用文献(1)による胴の有効範囲角の2分の1 rad 

θ０ 胴の第1脚端部より鉛直軸までの角度 rad 

θｗ 胴の第1脚端部より当板端部までの角度 rad 

π 

ρ 

円周率 

液体の密度（＝比重×10-6） 

－ 

kg/mm
3

σ０ 胴の組合せ一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次一般膜応

力 

MPa 

´
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

σ０ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次一般

膜応力の和 

MPa 

σ０ｃφ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次一般

膜応力の和 

MPa 

σ０ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次一

般膜応力 

MPa 

σ０ ｘ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次一

般膜応力の和 

MPa 

σ０ φ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次一

般膜応力の和 

MPa 

σ１ 胴の組合せ一次応力の最大値 MPa 

σ１ｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応力 MPa 

σ１ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力

の和 

MPa 

σ１ｃφ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力

の和 

MPa 

σ１ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応力 MPa 

σ１ ｘ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力の

和 

MPa 

σ１ φ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力の

和 

MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の組合せ一次応力と二次応力の和の変動値

の最大値 

MPa 

σ２ｃ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ｃφ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σ２ ｘ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σ２ φ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

σｂ１ 長手方向及び鉛直方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｂ２ 横方向及び鉛直方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｓ 第1脚の組合せ応力の最大値 MPa 

σｓｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

σｓ 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

σｓ１ 運転時質量により第1脚に生じる圧縮応力 MPa 

σｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 MPa 

σｓ３ 横方向地震により第1脚に生じる曲げ応力 MPa 

σｓ４ 鉛直方向地震により第1脚に生じる圧縮応力 MPa 

σｘ１ 内圧又は静水頭により胴に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ２ 運転時質量による長手方向曲げモーメントにより胴の第1脚付け

根部に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ３ 運転時質量により胴の第1脚付け根部に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ４１，σｘ４２ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる軸方向一次応力

の和及び二次応力の和 

MPa 

σｘ４１１，σｘ４２１ 長手方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に

生じる軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ４１２，σｘ４２２ 長手方向地震による鉛直荷重により胴の第1脚付け根部に生じる

軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ４１３ 長手方向地震による水平方向荷重により胴に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ５１，σｘ５２ 横方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に生

じる軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ６ 鉛直方向地震による長手方向曲げモーメントにより胴の第1脚付

け根部に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ７１，σｘ７２ 鉛直方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる軸方向一次応力

及び二次応力 

MPa 

σφ１ 内圧又は静水頭により胴に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直地震力が加わり胴に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ３ 運転時質量により胴の第1脚付け根部に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ４１，σφ４２ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる周方向一次応力

の和及び二次応力の和 

MPa 

σφ４１１，σφ４２１ 長手方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に

生じる周方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ４１２，σφ４２２ 長手方向地震による鉛直荷重により胴の第1脚付け根部に生じる

周方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ５１，σφ５２ 横方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に生

じる周方向一次応力及び二次応力 

MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

σφ７１，σφ７２ 鉛直方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる周方向一次応力及

び二次応力 

MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τｂ１ 長手方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｂ２ 横方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｃ 横方向地震により胴の第1脚付け根部に生じるせん断応力 MPa 

τ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に生じるせん断応力 MPa 

τｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 

τｓ３ 横方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 
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2.4 計算精度と数値の丸め方

精度は 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数 値 の 種 類 単 位 処  理  桁 処 理 方 法 表  示  桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

角度 rad 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

    ＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

    ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

長

さ
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3. 評価部位 

  横置一胴円筒形容器の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価

上厳しくなる胴，脚及び基礎ボルトについて評価を実施する。 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. 容器及び内容物の質量は胴の中心軸に集中するものとする。 

b. 容器の胴は2個の脚で支持され，脚はそれぞれ基礎ボルトで基礎に固定されており，固

定端とする。 

c. 胴は剛とし，脚をはりと考え，変形モードは脚の曲げ及びせん断変形を考慮する。 

d. 脚が長手方向に変形する場合，脚を基礎に取り付ける基礎ボルトが，脚の変形方向に

直角な方向より見て脚1個につき1列の場合は下端を単純支持とする。 

その他の場合は固定とする。 

e. 第2脚は長手方向にスライドできるものとし，その方向の力はすべて第1脚で受けるも

のとする。 

f. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

g. 本容器の荷重状態及び胴に生じるモーメントを図4－1～図4－4に示す。 

図4－1 荷 重 状 態 図4－2 脚の位置での曲げ 

モーメント 

３

２

１

４

５

６

７

ｊ１

０

第 1 脚 第 2脚

ｍ７･gｍ５･g
ｍ６･gｍ１･g

ｍ２･g
ｍ３･g ｍ４･g

Ｒ２Ｒ１

ｍｓ２･gｍｓ１･g

Ｍ２

第 1 脚 第 2脚

Ｍ１

ｍj１･g
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図4－3 長手方向荷重による胴の第1脚付        図4－4 横方向荷重による 

け根部のモーメント及び鉛直荷重           胴の第1脚付け根 

部のモーメント 

h. 本容器は，前記の条件より図4－5，図4－6及び図4－7のような1質点系振動モデルとし

て考える。 

ｈ１ ｈ２

+ｍｓ１
Ｒ1g

Ｋｃ

第 1脚 

ｈ１ Ｋ

下端固定 
の場合 

ｍ０

ｈ１

+ｍｓ１
Ｒ1g

Ｋｖ

図 4－5 長手方向の固有周期  図 4－6 横方向の固有周期  図 4－7 鉛直方向の固有周期 

計算モデル          計算モデル          計算モデル 

(2) 脚の受ける荷重 

脚の受ける荷重はモーメントの釣合いより求める。図4－1において第1脚回りのモーメン

トの釣合いは次式で求める。 
1

０２

j

1=i
ｉｉ ＝0・－Ｒ・・ｍ g  （4.1.1） 

したがって，脚の受ける荷重は次式で求める。 
1

０２

j

1=i

ｉｉ ／・・ｍ＝Ｒ g  （4.1.2）

1

２１

j

1=i

ｉ －Ｒ・ｍ＝Ｒ g  （4.1.3） 

(3) 長手方向の固有周期 

図4－5におけるばね定数は次式で求める。 

１

１
3

１

ｓｓｓｙｓ ・ＡＧ

ｈ
＋

・Ｉ12・Ｅ

ｈ

1000
＝Ｋ  （4.1.4） 

Ｐ

Ｍ

第 1脚 第 2 脚

ＣＨ･(ｍ０－ｍｓ１)･g

Ｍｃ ｈ１

ＣＨ･Ｒ１

ro
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固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π  （4.1.5）

(4) 横方向の固有周期 

図4－6におけるばね定数は次式で求める。 

２

１１２１１２１２
2

１

ｓｓｓｘｓｓｘｓ

ｃ

・ＡＧ

ｈ
＋

・ＩＥ

／2)－ｈ・(ｈ)・ｈ－ｈ(ｈ
＋

・Ｉ6・Ｅ

)－ｈ・(3・ｈｈ

1000
＝Ｋ

 （4.1.6）

固有周期は次式で求める。 

ｃ

ｓ

Ｋ

＋ｍ
Ｒ

・＝2・Ｔ

１
１

２ π
g

 （4.1.7） 

ただし，脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

(5) 鉛直方向の固有周期 

図4－7におけるばね定数は次式で求める。 

ｓｓ

ｖ

・ＥＡ

ｈ

1000
＝Ｋ

１
 (4.1.8)

固有周期は次式で求める。 

ｖ

ｓ

Ｋ

＋ｍ
Ｒ

＝2・π・Ｔ

１
１

３
g  （4.1.9）

ただし，脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1項a.～f.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。ここで，水平方向

地震力は胴の長手方向に作用する場合と胴の横方向に作用する場合を考慮する。 

(2) 第1脚と第2脚は同形状であり，受ける荷重の大きい方の脚についての評価を計算書に記載

する。
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当 板 胴 板

第 1脚

第 2脚 基礎ボルト

基 礎

図5－1 概 要 図 

5.2 設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度及び基準地震動Ｓｓによる地震力は，「Ⅴ-2-1-7 設計

用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

応力計算における水平方向と鉛直方向の組合せについて，静的地震力を用いる場合は絶

対値和を用いる。動的地震力を用いる場合は，絶対値和又はＳＲＳＳ法を用いる。 

5.3.1.1 胴の計算方法 

(1) 曲げモーメント 

図4－1に示すように胴を集中荷重を受けるはりとして考える。 

図4－2において脚付け根部における曲げモーメントＭ１及びＭ２は次式で求める。 

2j

1=i
ｉｉ１ ・・ｍ＝Ｍ g  （5.3.1.1.1）

1

131

０２

j

+-j=ji

ｉ－ｉ ・・ｍ＝Ｍ g  （5.3.1.1.2） 

(2) 静水頭又は内圧による応力 

静水頭による場合（鉛直方向地震時を含む。） 

2・ｔ

・Ｄ・ρ
σ

ｉ
１φ

・
＝

H´ g
 （5.3.1.1.3） 

2・ｔ

・Ｄ・ρ
σ

ｖｉ
２φ

Ｃ・・
＝

H´ g  （5.3.1.1.4） 

4・ｔ

・Ｄ・ρ
σ

ｉ
１ｘ

・
＝

H´ g
（5.3.1.1.5） 

内圧による場合

2・ｔ

)(Ｐ
σ

＋1.2・ｔＤ・
＝

ｉｒ
１φ  （5.3.1.1.6） 

長手方向 横方向 
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０＝２φσ （5.3.1.1.7）

4・ｔ

)(Ｄ・Ｐ
σ

＋1.2・ｔ
＝

ｉｒ
１ｘ  （5.3.1.1.8）

(3) 運転時質量及び鉛直方向地震により生じる長手方向曲げモーメントによる応力 

(1)で求めた曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に生じる応力は次のように求

める。 

引用文献(1)によれば，この曲げモーメントは胴の断面に対して一様に作用するも

のではなく，脚取付部において円周方向の曲げモーメントに置き換えられ，胴の局部

変形を生じさせようとする。 

いま，長手方向の曲げモーメントによる胴の応力の影響範囲を脚上
6

θ0
の点とする

と長手方向曲げモーメントに対する胴の有効断面積は図5－2に2･θで示される円殻で

ある。 

したがって，運転時質量による応力は次式で求める。 

Ｚ

Ｍ
＝

１
２ｘσ  （5.3.1.1.9）

また，鉛直方向地震による応力は次式で求める。 

ｖｘ Ｃ・
Ｚ

Ｍ１
６σ （5.3.1.1.10）

ここで， 

2

＋ｔＤ
＝ｒ

ｅｉ
ｍ （5.3.1.1.11）

osθ(sinθ／θ)－c

θ／θθ－2・sinθ＋sinθ・cos
・・ｔＺ＝ｒ

2
2

ｅｍ  （5.3.1.1.12）

有効範囲w

2

w

2

非有効範囲

θ0

2･θ
ｔ

eθ0

6θw

ｒm

図 5－2 脚付け根部の有効範囲 

胴の脚付け根部に取り付く当板の大きさが 

周方向範囲   
＊1

ｗ
6

θ
≧θ

０

（5.3.1.1.13）

長手方向範囲  

2＊
ｉ

ｗ ・ｔ
2

＋ｔＤ
1.56・≧  （5.3.1.1.14） 
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である場合，脚付け根部における胴の有効板厚ｔｅは胴板の厚さと当板の厚さの合

計とする。また，当板が上記の範囲を満たさない場合，ｔｅは胴板の厚さとする。 

注記＊1：引用文献(1)より引用 

＊2：引用文献(3)より引用 

(4) 運転時質量及び鉛直方向地震による脚付け根部の応力 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

胴の脚付け根部には脚反力による周方向応力及び軸方向応力が生じる。胴の第1脚

付け根部に作用する反力は次式で求める。 

運転時質量による反力は， 

１Ｐ＝Ｒ  （5.3.1.1.15） 

鉛直方向地震による反力は， 

１・Ｒ＝ＣＰ ｖe  （5.3.1.1.16） 

この反力Ｐ及びＰｅにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，引用文献(2)

により次のように求める。 

脚が胴に及ぼす力の関係を図5－3に示す。 

図5－3 脚が胴に及ぼす力の関係 

ここで，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβは以下のように定

義する。 

ｅｍ ｔ／ｒ＝γ  （5.3.1.1.17） 

ｍ／ｒ＝Ｃβ １１  （5.3.1.1.18） 

ｍ／ｒ＝Ｃβ ２２  （5.3.1.1.19） 

4≧β１／β２≧1のとき 

２１１２１ ・ββ・)－1)・(1－Ｋ／β・(β
3

1
1－β＝ ｊ  （5.3.1.1.20） 

ただし， 0.5≦β

4

1
≦β１／β２＜1のとき 

Ｐ

Ｍ

Ｍc

2･Ｃ２

2･Ｃ１

ｔeｒｍ



N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
-
1
3-
2
 
R0
 

16 

２１２２１ ・ββ・))・(1－Ｋ／β・(1－β
3

4
1－β＝ ｊ  （5.3.1.1.21） 

ただし， 0.5≦β

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図よ

り値（以下＊を付記するもの）を求めることにより応力は次式で求める。 

反力Ｐによる応力は， 

一次応力 

ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
・

Ｐ／ｒ

Ｎ
＝３σ  （5.3.1.1.22） 

ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
・

Ｐ／ｒ

Ｎ
＝３σ  （5.3.1.1.23） 

反力Ｐｅによる応力は， 

一次応力 

ｅｍ

ｅ
＊

ｍｅ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
・

／ｒＰ

Ｎ
＝７１σ （5.3.1.1.24）

ｅｍ

ｅ
＊

ｍｅ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
・

／ｒＰ

Ｎ
＝７１σ  （5.3.1.1.25） 

二次応力 

2
７２

ｅ

ｅ
＊

ｅ

φ
φ

ｔ

Ｐ･6
・

Ｐ

Ｍ
＝σ  （5.3.1.1.26） 

2
７２

ｅ

ｅ
＊

ｅ

ｘ
ｘ

ｔ

Ｐ・6
・

Ｐ

Ｍ
＝σ  （5.3.1.1.27）

(5) 長手方向地震による脚付け根部の応力 

第2脚は長手方向に自由にスライドできるので第1脚は図4－3のように変形し，脚付

け根部に生じる曲げモーメント及び鉛直荷重は次式で求める。 

１１０ ・ｈ)・－ｍ・(ｍ・Ｃ
2

1
＝Ｍ ｓＨ g  （5.3.1.1.28） 

０

１２

１０

・ｈ
2

1
－ｈ

・)・－ｍ・(ｍ＝ＣＰ ｓＨ g  （5.3.1.1.29） 

曲げモーメントＭ と鉛直荷重Ｐ により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図より

値（以下＊を付記するもの）を求めることにより（5.3.1.1.31）式～（5.3.1.1.38）

式で求める。 

ここで，シェルパラメータγ及びＰ の場合のアタッチメントパラメータβは(4)と

同じであるが，Ｍ の場合のアタッチメントパラメータβは次式による。 

ただし，二次応力を求める場合は更にＫ ｊを乗じた値とする。 

3 2
２１・βββ＝ （5.3.1.1.30）

ただし， 0.5≦β
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曲げモーメントＭ により生じる応力は次式で求める。 

一次応力 

１
22

４１１ ・Ｃ
・β・ｔｒ

Ｍ
・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
＝

ｅｍ

＊

ｍ

φ
φσ （5.3.1.1.31） 

２
22

４１１ ・Ｃ
・β・ｔｒ

Ｍ
・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
＝

ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘσ

 （5.3.1.1.32） 

二次応力 

2
４２１

ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
＝σ  （5.3.1.1.33） 

2
４２１

ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
＝σ  （5.3.1.1.34） 

鉛直荷重Ｐ により生じる応力は次式で求める。 

一次応力 

ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
・

／ｒＰ

Ｎ
＝４１２σ  （5.3.1.1.35） 

ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
・

／ｒＰ

Ｎ
＝４１２σ  （5.3.1.1.36） 

二次応力 

2
４２２

ｅ

＊
φ

φ
ｔ

6・Ｐ
・

Ｐ

Ｍ
＝σ  （5.3.1.1.37） 

2
４２２

ｅ

＊
ｘ

ｘ
ｔ

6・Ｐ
・

Ｐ

Ｍ
＝σ  （5.3.1.1.38） 

また，水平方向荷重により胴には，次式で求める引張応力が生じる。 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

)・－ｍ・(ｍＣ
＝

ｉ

ｓ
ｘ

π
σ

１０
１３４

Ｈ g
 （5.3.1.1.39） 

したがって，曲げモーメントＭ ，鉛直荷重Ｐ 及び水平方向荷重により生じる胴の

応力は次式で求める。 

一次応力 

４１２４１１４１ φφφ σσσ ＋＝  （5.3.1.1.40） 

４１３４１２４１１４１ ｘｘｘｘ σσσσ ＋＋＝  （5.3.1.1.41） 

二次応力 

４２２４２１４２ φφφ σσσ ＋＝  （5.3.1.1.42） 

４２２４２１４２ ｘｘｘ σσσ ＋＝  （5.3.1.1.43） 

また，長手方向地震が作用した場合，第1脚付け根部に生じるせん断応力は次式 

で求める。 

・ｔ4・Ｃ

)・－ｍ・(ｍＣ
＝

２

１０ ｓＨ
τ

g
 （5.3.1.1.44） 
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(6) 横方向地震による脚付け根部の応力 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

横方向地震が作用した場合，第1脚の付け根部に生じる曲げモーメントＭｃは次式

で求める。 

ｏｃ ・ｒ・Ｒ＝ＣＭ １Ｈ  （5.3.1.1.45） 

ｅ
ｉ

ｏ ＋ｔ
2

Ｄ
＝ｒ  （5.3.1.1.46） 

この曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，シェルパ

ラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図より値（以下

＊を付記するもの）を求めることにより（5.3.1.1.48）式～（5.3.1.1.51）式で求め

る。 

ここで，シェルパラメータγは(4)と同じであるが，アタッチメントパラメータβ

は次式による。ただし，二次応力を求める場合は更にＫｃｊを乗じた値とする。 

3
２

2
１ ・βββ＝  （5.3.1.1.47） 

ただし， 0.5≦β

したがって，応力は次式で求める。 

一次応力 

１
22

５１ ｃ
ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

φ
φ ・Ｃ

・β・ｔｒ

Ｍ
・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
＝σ

 （5.3.1.1.48） 

２
22

５１ ｃ
ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

ｘ
ｘ ・Ｃ

・β・ｔｒ

Ｍ
・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
＝σ

 （5.3.1.1.49） 

二次応力 

2
５２

ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

φ
φ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
＝σ  （5.3.1.1.50） 

2
５２

ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

ｘ
ｘ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
＝σ

（5.3.1.1.51）

また，横方向地震が作用した場合，第1脚付け根部に生じるせん断応力は次式で求

める。 

・ｔ4・Ｃ

・ＲＣ
＝

１

１Ｈ
ｃτ  （5.3.1.1.52） 
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(7) 組合せ応力 

(2)～(6)によって求めた第1脚付け根部に生じる胴の応力は以下のように組み合わ

せる。 

a. 一次一般膜応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

σ０ ＝Max｛周方向応力(σ０ φ)，軸方向応力(σ０ ｘ)｝  

 （5.3.1.1.53） 

ここで， 

σ０ φ＝σφ１＋σφ２  （5.3.1.1.54） 

【絶対値和】 

σ０ ｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ６＋σｘ４１３  （5.3.1.1.55） 

【ＳＲＳＳ法】 

2
４１３

2
６２１０ ｘｘｘｘｘ σσσσσ ＋＋＋＝  （5.3.1.1.56） 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

σ０ｃ＝Max｛周方向応力(σ０ｃφ)，軸方向応力(σ０ｃｘ)｝ 

 （5.3.1.1.57） 

ここで， 

σ０ｃφ＝σφ１＋σφ２  （5.3.1.1.58） 

【絶対値和】 

σ０ｃｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ６  （5.3.1.1.59） 

【ＳＲＳＳ法】 

σ０ｃｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ６  （5.3.1.1.60） 

したがって，胴に生じる一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，そ

れぞれに対して， 

σ０＝Max｛長手方向地震時応力(σ０ )，横方向地震時応力(σ０ｃ)｝ 

 （5.3.1.1.61） 

とする。 
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b. 一次応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

22
１１１１１ 4・τ＋)－()＋＋(・

2

1
＝ ｘｘφ σσσσσ φ

 （5.3.1.1.62） 

ここで， 

【絶対値和】 

σ１ φ＝σφ１＋σφ２＋σφ３＋σφ４１＋σφ７１  （5.3.1.1.63） 

σ１ ｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４１＋σｘ６＋σｘ７１

 （5.3.1.1.64） 

【ＳＲＳＳ法】 

)( 2
７１２

2
４１３１１ σ＋＋＋＝ φφφφφφ σσσσσ  （5.3.1.1.65） 

2
７１６

2
４１３２１１ )＋(＋＋＋＋＝ ｘｘｘｘｘｘｘ σσσσσσσ

 （5.3.1.1.66） 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

22
１１１１１ ｃｃｘｃφｃｘｃφｃ τσσσσσ 4・＋)－()＋＋(・

2

1
＝

 （5.3.1.1.67） 

ここで， 

【絶対値和】 

σ１ｃφ＝σφ１＋σφ２＋σφ３＋σφ５１＋σφ７１  （5.3.1.1.68） 

σ１ｃｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ５１＋σｘ６＋σｘ７１ 

 （5.3.1.1.69） 

【ＳＲＳＳ法】 

)( 2
７１２

2
５１３１１ φφφφφφｃ σσσσσ σ＋＋＋＝  （5.3.1.1.70） 

2
７１６

2
５１３２１１ )＋(＋＋＋＋＝ ｘｘｘｘｘｘｘｃ σσσσσσσ

 （5.3.1.1.71） 

したがって，胴に生じる一次応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，それぞれ

に対して， 

σ１＝Max｛長手方向地震時応力(σ１ )，横方向地震時応力(σ１ｃ)｝ 

 （5.3.1.1.72） 

とする。 
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c. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の変動値 

22
２２２２２ τσσσσσ 4・＋)－()＋＋＝( ｘφxφ

 （5.3.1.1.73） 

ここで， 

【絶対値和】 

２７１７２４１４２２ φφφφφφ σσσσσσ ＋＋＋＋＝  （5.3.1.1.74） 

７２７１６４２４１２ ｘｘｘｘｘｘ σσσσσσ ＋＋＋＋＝  （5.3.1.1.75） 

【ＳＲＳＳ法】 

2
４２４１

2
７２７１２２ ）＋（＋）＋＋（＝ φφφφφφ σσσσσσ

 （5.3.1.1.76） 
2

７２７１６
2

４２４１２ ）＋＋（＋）＋（＝ ｘｘｘｘｘｘ σσσσσσ

 （5.3.1.1.77） 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合の変動値 

22
２２２２２ ｃｃｘｃφｃxｃφｃ τσσσσσ 4・＋)－()＋＋＝(

 （5.3.1.1.78） 

ここで， 

【絶対値和】 

２７７１５２５１２２ φφφφφφｃ σσσσσσ ＋＋＋＋＝  （5.3.1.1.79） 

２７１７６５２５１２ ｘｘｘｘｘｃｘ σσσσσσ ＋＋＋＋＝  （5.3.1.1.80） 

【ＳＲＳＳ法】 

2
５２５１

2
７２７１２２ ）＋（＋）＋＋（＝ φφφφφｃφ σσσσσσ

 （5.3.1.1.81） 
2

７２７１６
2

５２５１２ ）＋＋（＋）＋（＝ ｘｘｘｘｘｃｘ σσσσσσ

 （5.3.1.1.82） 

したがって，胴に生じる地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の最

大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，それぞれに対して， 

σ２＝Max｛長手方向地震時応力(σ２ )，横方向地震時応力(σ２ｃ)｝ 

 （5.3.1.1.83） 

とする。 
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5.3.1.2 脚の計算方法 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

(1) 運転時荷重による応力 

ｓ

ｓ
ｓ

Ａ

・＋ｍＲ
＝

１１
１σ

g
 （5.3.1.2.1） 

(2) 鉛直方向地震による応力 

ｖ
ｓ

ｓ
ｓ ・Ｃ

Ａ

・＋ｍＲ
＝

１１
４σ

g
 （5.3.1.2.2） 

(3) 長手方向地震による応力 

曲げ及び圧縮応力は次式で求める。 

ｓｓｙ
ｓ

Ａ

Ｐ
＋

Ｚ

Ｍ
＝

１
２σ  （5.3.1.2.3） 

ここで， 

１０１ ・ｈ・・ｍＣ・
2

1
＝Ｍ Ｈ g  （5.3.1.2.4） 

せん断応力は次式で求める。 

３

０
２

ｓ
ｓ

Ａ

・・ｍＣ
＝

Ｈ
τ

g
 （5.3.1.2.5） 

(4) 横方向地震による応力 

曲げ応力は次式で求める。 

ｓｘ

ｓ
ｓ

Ｚ

)・ｈ・ｍ＋Ｒ・(Ｃ
＝

２１１
３

Ｈ
σ

g
 （5.3.1.2.6） 

せん断応力は次式で求める。 

４

１１
３

ｓ

ｓ
ｓ

Ａ

)・ｍ＋Ｒ・(Ｃ
＝

Ｈ
τ

g
 （5.3.1.2.7） 

(5) 組合せ応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

【絶対値和】 
2

２
2

４２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・＋)＋＋(＝  （5.3.1.2.8） 

【ＳＲＳＳ法】 

2
２

22
４

2
２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・＋)＋＋(＝  （5.3.1.2.9） 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

【絶対値和】 
2

３
2

４３１ ｓｓｓｓｓｃ τσσσσ 3・＋)＋＋(＝  （5.3.1.2.10） 

【ＳＲＳＳ法】 

2
３

22
４

2
３１ ｓｓｓｓｃｓ τσσσσ 3・＋)＋＋(＝  （5.3.1.2.11） 

したがって，脚に生じる最大応力は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，それぞれに対して， 

σｓ＝Max｛長手方向地震時応力(σｓ )，横方向地震時応力(σｓｃ)｝ 

 （5.3.1.2.12） 

とする。 
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5.3.1.3 基礎ボルトの計算方法 

(1) 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

a. 引張応力 

長手方向地震が作用した場合に脚底面に作用するモーメントは次式で求める。 

１Ｍ＝Ｍ  （5.3.1.3.1） 

鉛直荷重は 

【絶対値和】 

）－Ｐ・＋ｍ)・(Ｒ＝(1－ＣＰ １１ ｓｖｓ g  （5.3.1.3.2） 

【ＳＲＳＳ法】 

22
１１１１ Ｐ＋）・＋ｍＣｖ・(Ｒ－・ｍ＋Ｒ＝Ｐ ｓｓｓ gg

 （5.3.1.3.3） 

である。ここで，モーメントと鉛直荷重の比を 

ｓｅ＝Ｍ／Ｐ  （5.3.1.3.4） 

とする。 

図5－4のように脚底面においてボルト位置に圧縮荷重がかかる状況では基礎ボ

ルトに引張力は作用しないため，引張力の評価は行わない。 

一方，図5－5のように，ボルト位置に圧縮荷重がかからない状況に相当する 

3

ｄ
＋

6

ａ
ｅ＞

１
 （5.3.1.3.5） 

のとき，基礎ボルトに引張力が生じる。 

図 5－5 基礎部に作用する外荷重より 

生じる荷重の関係（その 2） 

図 5－4 基礎部に作用する外荷重より 

生じる荷重の関係（その 1） 

Ｍ

Ａ

Ｆｂ

ｂ

ａ

Ｘｎ

ｅｄ１

ＰｓＰｓ

ｂ

ａ
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Ｍ

ｅｄ１

ＰｓＰｓ
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このとき図5－5において，鉛直荷重の釣合い，Ａ点回りのモーメントの釣合

い，基礎ボルトの伸びと基礎の縮みの関係から中立軸の位置Ｘｎは 

)－ｄ
2

ａ
・(ｅ＋

ｂ

・ｎ6・ｓ・Ａ
－)・Ｘ

2

ａ
＋3・(ｅ－ １

１23 ｂ
ｎｎＸ

)＝0－Ｘ・(ａ－ｄ ｎ１ （5.3.1.3.6） 

より求めることができ，基礎ボルトに生じる引張力は 

3

Ｘ
－ａ－ｄ

)
3

Ｘ
＋

2

ａ
・(ｅ－Ｐ

＝Ｆ
ｎ

ｎ
ｓ

ｂ

１

 （5.3.1.3.7） 

となる。 

したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

ｂ

ｂ
ｂ

・Ａｎ

Ｆ
＝

１

１σ
 （5.3.1.3.8） 

b. せん断応力 

ｂ
ｂ

ｎ・Ａ

・・ｍＣ
＝

０
１

Ｈ
τ

g
 （5.3.1.3.9） 

(2) 鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は， 

Ｒ１をＲ２に置き換える。 

a. 引張応力 

(a) 長手方向から見て図5－6のように応力を

2列の基礎ボルトで受ける場合 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合に

脚底面に作用するモーメントは 

２１１１ )・ｈ・＋ｍ・(Ｒ＝ＣＭ ｓｃ Ｈ g

（5.3.1.3.10）

鉛直荷重は 

)・＋ｍ)・(Ｒ＝(1－ＣＰ １１１ ｓｖｓ g
 （5.3.1.3.11） 

で求める。 

(1)と同様にして中立軸の位置Ｘｎを 

・
ａ

・ｎ6・ｓ・Ａ
－)・Ｘ

2

ｂ
＋3・(ｅ－Ｘ

２23 ｂ
ｎｎ

0＝)－ｄ)・(ｂ－Ｘ－ｄ
2

ｂ
＋(ｅ＋)－ｄ)・(ｂ－Ｘ－ｄ

2

ｂ
(ｅ＋ ３３２２ ｎｎ

 （5.3.1.3.12）

図 5－6 基礎部に作用する外荷重より

生じる荷重の関係（その 3） 
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ただし 

１１ ｓｃ ／Ｐｅ＝Ｍ  （5.3.1.3.13） 

より求めると，基礎ボルトに生じる引張力は 

)－ｄ)・(ｂ－Ｘ
3

Ｘ
－)＋(ｂ－ｄ－ｄ)・(ｂ－Ｘ

3

Ｘ
－(ｂ－ｄ

)－ｄ)・(ｂ－Ｘ
3

Ｘ
＋

2

ｂ
・(ｅ－Ｐ

＝Ｆ

３３２２

２１

ｎ
ｎ

ｎ
ｎ

ｎ
ｎ

ｓ

ｂ

 （5.3.1.3.14） 

となる。 

したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

ｂ

ｂ
ｂ

・Ａｎ

Ｆ
＝

２

２σ  （5.3.1.3.15） 

(b) 長手方向から見て応力を1列の基礎ボルトで受ける場合 

(1)と同様にして引張応力は求められるが，ＭをＭｃ１，ＰｓをＰｓ１，ｄ１を

ｄ２，ａをｂ，ｂをａ及びｎ１をｎ２に置き換え，得られた基礎ボルトの応力を

σｂ２とする。 

b. せん断応力 

ｂ

ｓ
ｂ

ｎ・Ａ

)・＋ｍ・(ＲＣ
＝

１１
２

Ｈ
τ

g
 （5.3.1.3.16） 

(3) 基礎ボルトに生じる最大応力 

(1)及び(2)より求められた基礎ボルトの応力のうち最大のものをσｂ及びτｂと

する。 

a. 基礎ボルトの最大引張応力 

σｂ＝Max｛長手方向地震時応力(σｂ１)，横方向地震時応力(σｂ２)｝ 

 （5.3.1.3.17） 

b. 基礎ボルトの最大せん断応力 

τｂ＝Max｛長手方向地震時応力(τｂ１)，横方向地震時応力(τｂ２)｝ 

 （5.3.1.3.18） 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 胴の応力評価 

5.3.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許 容 応 力 Ｓａ

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの場

合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さ

Ｓｕの0.6倍のいずれか小さい

方の値。ただし，オーステナイ

ト系ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金にあっては許容引張応力

Ｓの1.2倍の方が大きい場合

は，この大きい方の値とする。

設計引張強さＳｕの0.6倍 

一 次 応 力 上記の1.5倍の値 上記の1.5倍の値 

一次応力と二次 

応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計降伏

点Ｓｙの2倍以下であれば，疲れ解析は不要とする。 

5.4.2 脚の応力評価 

5.3.1.2項で求めた脚の組合せ応力が許容引張応力ƒｔ以下であること。 

ただし，ƒｔは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの場

合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ
・1.5

1.5

Ｆ
・1.5

1.5

Ｆ

＊
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5.4.3 基礎ボルトの応力評価 

5.3.1.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓ以下

であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τb， ƒｔｏ]                         （5.4.3.1） 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの場

合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ
・1.5

2

Ｆ
・1.5

2

Ｆ

許容せん断応力 

ƒｓｂ

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5

31.5・

Ｆ

＊
＊
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6. 耐震計算書のフォーマット 

横置一胴円筒形容器の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

注記 ＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設

備に示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載

の章番を「2．」から「1．」とする。 

7. 引用文献 

(1) Stresses in Large Horizontal Cylindrical Pressure Vessels on Two Saddle 

Supports，Welding Research Supplement，Sep. 1951. 

(2) Wichman， K.R. et al.:Local Stresses in Spherical and Cylindrical Shells due  

to External Loadings，Welding Research Council bulletin，March 1979 revision of WRC 

bulletin 107 / August 1965. 

(3) 日本工業規格 ＪＩＳ Ｂ ８２７８(2003)「サドル支持の横置圧力容器」 
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【フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果】 

【○○○○○タンクの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設  

1.1 設 計 条 件  

耐震設計上の 

重要度分類

据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 ＳＳ

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

   建屋 

EL.   ＊
ＣＨ＝   ＣＶ＝   ＣＨ＝   ＣＶ＝   

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機 器 要 目  

ｍ１

（kg） 

ｍ２

（kg） 

ｍ３

（kg） 

ｍ４

（kg） 

ｍ５

（kg） 

ｍ６

（kg） 

ｍ７

（kg） 

１

（mm） 

２

（mm） 

３

（mm） 

４

（mm） 

５

（mm） 

６

（mm） 

７

（mm） 

Ｍ１

（N･mm） 

Ｍ２

（N･mm） 

Ｒ１

（N） 

Ｒ２

（N） 

ｍ０

（kg） 

ｍｓ１

（kg） 

ｍｓ２

（kg） 

Ｄi

（mm） 

ｔ 

（mm） 

ｔe 

（mm） 

０

（mm） 

ｈ１

（mm） 

ｈ２

（mm） 

ｗ 

（rad） 

ｗ 

（mm） 

     ＊1

Ｃ１

（mm） 

Ｃ２

（mm） 

Ｉｓｘ

（mm
4
） 

Ｉｓｙ

（mm
4
） 

Ｚｓｘ

（mm
3
） 

Ｚｓｙ

（mm
3
） 

０

（rad） （rad） 

Ａ～Ａ矢視図 

胴板 

脚 

1
2
5
0

基礎ボルト

A A 

ａ 

ｂ

ｄ
２

ｄ１

機  器  名  称 
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Ａｓ

（mm
2
） 

Ｅｓ

（MPa） 

Ｇｓ

（MPa） 

Ａｓ１ 

（mm
2
） 

Ａｓ２

（mm
2
） 

Ａｓ３

（mm
2
） 

Ａｓ４

（mm
2
） 

Ｋ１１
＊4 Ｋ１２

＊4 Ｋ２１
＊4 Ｋ２２

＊4 Ｋ １ Ｋ ２ Ｋｃ１ Ｋｃ２ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃｃ１ Ｃｃ２

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２
ａ 

（mm） 

ｂ 

（mm） 

Ａｂ

（mm
2
） 

ｄ１

（mm） 

ｄ２

（mm） 

（M  ） 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｙ（脚） 

（MPa） 

Ｓｕ（脚） 

（MPa） 

Ｆ（脚） 

（MPa） 

Ｆ（脚） 

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

＊2 ＊2 ＊2 ＊3 ＊3 ＊3 ＊3

                                                                                                                     注記 ＊1：本計算においては当板を有効とした。 

                                                                                                                       ＊2：最高使用温度で算出 

                                                                                                                       ＊3：周囲環境温度で算出 

                                                                                                                        ＊4：表中で上段は一次応力，下段は二次応力の係数とする。 

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出 

 ＊3：当板の材料を示す。 

胴板と当板の材料が異なる場合 

 当板の Sy，Su及び S値を記載する。 

Ｓｙ(胴板）
（MPa）

＊1

(  ＊3) 

Ｆ(基礎ボルト） 
（MPa）

Ｓ(胴板） 
（MPa）

＊1

(  ＊3)

Ｓｕ(胴板）
（MPa）

＊1

(  ＊3) 

＊＊
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1.3 計 算 数 値 

  1.3.1 胴に生じる応力 

   (1) 一次一般膜応力 （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内 圧 に よ る 応 力 σφ１＝ σｘ１＝ σφ１＝ σｘ１＝ σφ１＝ σｘ１＝ σφ１＝ σｘ１＝ 

内 圧 に よ る 応 力

（ 鉛 直 方 向 地 震 時 ）
σφ２＝ － σφ２＝ － σφ２＝ － σφ２＝ －

運転時質量による長手方向曲げ

モーメントにより生じる応力
－ σｘ２＝ － σｘ２＝ － σｘ２＝ － σｘ２＝ 

鉛直方向地震による長手方向曲げ

モーメントにより生じる応力
－ σｘ６＝ － σｘ６＝ － σｘ６＝ － σｘ６＝ 

長手方向地震により胴軸断面

全 面 に 生 じ る 引 張 応 力
－ σｘ４１３＝  － － － σｘ４１３＝ － － 

組 合 せ 応 力 σ０ ＝ σ０ｃ＝ σ０ ＝ σ０ｃ＝ 

   (2) 一 次 応 力 （単位：MPa） 

 地震の種類 性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内 圧 に よ る 応 力 σφ１＝ σｘ１＝ σφ１＝ σｘ１＝ σφ１＝ σｘ１＝ σφ１＝ σｘ１＝ 

内 圧 に よ る 応 力

（ 鉛 直 方 向 地 震 時 ）
σφ２＝ － σφ２＝ － σφ２＝ － σφ２＝ －

運転時質量による長手方向曲げ

モーメントにより生じる応力
－ σｘ２＝ － σｘ２＝ － σｘ２＝ － σｘ２＝ 

鉛直方向地震による長手方向曲げ

モーメントにより生じる応力
－ σｘ６＝ － σｘ６＝ － σｘ６＝ － σｘ６＝

運 転 時 質 量 に よ る 脚 反 力

に よ り 生 じ る 応 力
σφ３＝ σｘ３＝ σφ３＝ σｘ３＝ σφ３＝ σｘ３＝ σφ３＝ σｘ３＝

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 脚 反 力

に よ り 生 じ る 応 力
σφ７１＝  σｘ７１＝  σφ７１＝  σｘ７１＝  σφ７１＝ σｘ７１＝ σφ７１＝ σｘ７１＝ 

水 平 方 向 地 震 引張り 

σφ４１１＝ 

σφ４１２＝  

σｘ４１１＝  

σｘ４１２＝  σφ５１＝ σｘ５１＝ 

σφ４１１＝ 

σφ４１２＝ 

σｘ４１１＝ 

σｘ４１２＝ σφ５１＝ σｘ５１＝ 

に よ る 応 力 σφ４１＝ σｘ４１＝   σφ４１＝ σｘ４１＝   

 せん断 τ ＝ τｃ＝  τ ＝ τｃ＝  

組 合 せ 応 力 σ１ ＝ σ１ｃ＝ σ１ ＝ σ１ｃ＝ 
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   (3) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内 圧 に よ る 応 力

（ 鉛 直 方 向 地 震 時 ）
σφ２＝ － σφ２＝ － σφ２＝ － σφ２＝ －

鉛直方向地震による長手方向

曲げモーメントにより生じる応力
－ σｘ６＝ － σｘ６＝ － σｘ６＝ － σｘ６＝

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 脚 反 力

に よ り 生 じ る 応 力

σφ７１＝ 

σφ７２＝ 

σｘ７１＝ 

σｘ７２＝ 

σφ７１＝ 

σφ７２＝ 

σｘ７１＝ 

σｘ７２＝ 

σφ７１＝ 

σφ７２＝ 

σｘ７１＝ 

σｘ７２＝ 

σφ７１＝ 

σφ７２＝ 

σｘ７１＝ 

σｘ７２＝ 

σφ４１＝ σｘ４１＝ σφ５１＝ σｘ５１＝ σφ４１＝ σｘ４１＝ σφ５１＝ σｘ５１＝ 

σφ４２１＝ 

σφ４２２＝ 

σｘ４２１＝ 

σｘ４２２＝ σφ５２＝ σｘ５２＝ 

σφ４２１＝ 

σφ４２２＝ 

σｘ４２１＝ 

σｘ４２２＝ σφ５２＝ σｘ５２＝ 

σφ４２＝ σｘ４２＝   σφ４２＝ σｘ４２＝   

 せん断 τ ＝ τｃ＝ τ ＝ τｃ＝ 

組 合 せ 応 力 σ２ ＝ σ２ｃ＝ σ２ ＝ σ２ｃ＝ 

  1.3.2 脚に生じる応力                                    （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

運転時質量による応力 圧 縮 σｓ１＝  σｓ１＝  σｓ１＝  σｓ１＝  

鉛直方向地震による応力 圧 縮 σｓ４＝  σｓ４＝  σｓ４＝  σｓ４＝ 

水平方向地震による応力
曲 げ σｓ２＝ σｓ３＝  σｓ２＝ σｓ３＝ 

せん断 τｓ２＝  τｓ３＝ τｓ２＝ τｓ３＝

組 合 せ 応 力 σｓ ＝ σｓｃ＝ σｓ ＝ σｓｃ＝ 

  1.3.3 基礎ボルトに生じる応力                                （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

鉛 直 方 向 地 震 及 び水

平方向地震による応力
引張り σｂ１＝ σｂ２＝ σｂ１＝ σｂ２＝ 

水 平 方 向 地 震 に よ る

応力 
せん断 τｂ１＝ τｂ２＝ τｂ１＝ τｂ２＝ 

引張り水平方向地震 

に よ る 応 力 
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1.4 結   論 

  1.4.1 固 有 周 期 

 （単位：s） 

方   向 固 有 周 期 

長 手 方 向 Ｔ１＝ 

横 方 向 Ｔ２＝ 

鉛 直 方 向 Ｔ３＝ 

  1.4.2 応   力 

 （単位：MPa） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算 出 応 力 許 容 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 

一次一般膜 σ０＝ Ｓa＝ σ０＝ Ｓa＝ 

胴   板 一   次 σ１＝ Ｓa＝ σ１＝ Ｓa＝ 

 一次＋二次 σ２＝ Ｓa＝ σ２＝ Ｓa＝ 

脚  組 合 せ σｓ＝ ｔ ＝ σs＝ ｔ ＝ 

基礎ボルト 
引 張 り σｂ＝ ｔｓ＝  ＊ σｂ＝ ｔｓ＝  ＊

せ ん 断 τｂ＝ ｓｂ＝ τｂ＝ ｓｂ＝ 

すべて許容応力以下である｡                  注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

部   材 材   料 応   力 

胴板と当板の材料が異なる場合，当板の材料名及び許容応力を記載する。 

 1.4.2 応力 
            （単位：MPa) 

部   材 材   料 許 容 応 力 

胴   板

Ｓａ＝
（ ＊）

( ＊) Ｓａ＝
（ ＊）

脚  ƒｔ ＝ 

基礎ボルト
ƒｔｓ＝  
ƒｓｂ＝ 

注記 ＊当板の材料を示す。 
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【○○○○○タンクの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設 計 条 件 

耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 ＳＳ

最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
比 重 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

  建屋 

EL.   ＊ ＣＨ＝   ＣＶ＝   ＣＨ＝   ＣＶ＝   静水頭    

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機 器 要 目 

ｍ１

（kg） 

ｍ２

（kg） 

ｍ３

（kg） 

ｍ４

（kg） 

ｍ５

（kg） 

ｍ６

（kg） 

ｍ７

（kg） 

１

（mm） 

２

（mm） 

３

（mm） 

４

（mm） 

５

（mm） 

６

（mm） 

７

（mm） 

Ｍ１

（N･mm） 

Ｍ２

（N･mm） 

Ｒ１

（N） 

Ｒ２

（N） 

Ｈ 

（mm） 

ｍ０

（kg） 

ｍｓ１

（kg） 

ｍｓ２

（kg） 

Ｄi

（mm） 

ｔ 

（mm） 

ｔe 

（mm） 

０

（mm） 

ｈ１

（mm） 

ｈ２

（mm） 

ｗ 

（rad） 

ｗ 

（mm） 

＊1

Ｃ１

（mm） 

Ｃ２

（mm） 

Ｉｓｘ

（mm
4
） 

Ｉｓｙ

（mm
4
） 

Ｚｓｘ

（mm
3
） 

Ｚｓｙ

（mm
3
） 

０

（rad） （rad） 

別紙 

Ａ～Ａ矢視図 

胴板 

脚 

1
2
5
0

基礎ボルト

A A 

ａ 

ｂ

ｄ
２

ｄ１

【静水頭の場合】 

（圧力容器と様式が異なるページのみ掲載）

機  器  名  称 
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1.3 計 算 数 値 

  1.3.1 胴に生じる応力 

   (1) 一次一般膜応力 （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

静 水 頭 に よ る 応 力 σφ１＝ σｘ１＝ σφ１＝ σｘ１＝ σφ１＝ σｘ１＝ σφ１＝ σｘ１＝ 

静 水 頭 に よ る 応 力

（ 鉛 直 方 向 地 震 時 ）
σφ２＝ － σφ２＝ － σφ２＝ － σφ２＝ －

運転時質量による長手方向曲げ

モーメントにより生じる応力
－ σｘ２＝ － σｘ２＝ － σｘ２＝ － σｘ２＝ 

鉛直方向地震による長手方向曲げ

モーメントにより生じる応力
－ σｘ６＝ － σｘ６＝ － σｘ６＝ － σｘ６＝ 

長手方向地震により胴軸断面

全 面 に 生 じ る 引 張 応 力
－ σｘ４１３＝ － － － σｘ４１３＝ － － 

組 合 せ 応 力 σ０ ＝ σ０ｃ＝ σ０ ＝ σ０ｃ＝ 

   (2) 一 次 応 力 （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

静 水 頭 に よ る 応 力 σφ１＝ σｘ１＝ σφ１＝ σｘ１＝ σφ１＝ σｘ１＝ σφ１＝ σｘ１＝ 

静 水 頭 に よ る 応 力

（ 鉛 直 方 向 地 震 時 ）
σφ２＝ － σφ２＝ － σφ２＝ － σφ２＝ －

運転時質量による長手方向曲げ

モーメントにより生じる応力
－ σｘ２＝ － σｘ２＝ － σｘ２＝ － σｘ２＝ 

鉛直方向地震による長手方向曲げ

モーメントにより生じる応力
－ σｘ６＝ － σｘ６＝ － σｘ６＝ － σｘ６＝

運 転 時 質 量 に よ る 脚 反 力

に よ り 生 じ る 応 力
σφ３＝ σｘ３＝ σφ３＝ σｘ３＝ σφ３＝ σｘ３＝ σφ３＝ σｘ３＝

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 脚 反 力

に よ り 生 じ る 応 力
σφ７１＝ σｘ７１＝ σφ７１＝ σｘ７１＝ σφ７１＝ σｘ７１＝ σφ７１＝ σｘ７１＝ 

水 平 方 向 地 震 引張り 

σφ４１１＝ 

σφ４１２＝  

σｘ４１１＝ 

σｘ４１２＝  σφ５１＝ σｘ５１＝ 

σφ４１１＝ 

σφ４１２＝ 

σｘ４１１＝  

σｘ４１２＝ σφ５１＝ σｘ５１＝ 

に よ る 応 力 σφ４１＝ σｘ４１＝ σφ４１＝ σｘ４１＝   

 せん断 τ ＝ τｃ＝ τ ＝ τｃ＝ 

組 合 せ 応 力 σ１ ＝ σ１ｃ＝ σ１ ＝ σ１ｃ＝ 
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   (3) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

静 水 頭 に よ る 応 力

（ 鉛 直 方 向 地 震 時 ）
σφ２＝ － σφ２＝ － σφ２＝ － σφ２＝ －

鉛直方向地震による長手方向

曲げモーメントにより生じる応力
－ σｘ６＝ － σｘ６＝ － σｘ６＝ － σｘ６＝

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 脚 反 力

に よ り 生 じ る 応 力

σφ７１＝ 

σφ７２＝ 

σｘ７１＝ 

σｘ７２＝ 

σφ７１＝ 

σφ７２＝ 

σｘ７１＝ 

σｘ７２＝ 

σφ７１＝ 

σφ７２＝ 

σｘ７１＝ 

σｘ７２＝ 

σφ７１＝ 

σφ７２＝ 

σｘ７１＝ 

σｘ７２＝ 

σφ４１＝ σｘ４１＝ σφ５１＝ σｘ５１＝ σφ４１＝ σｘ４１＝ σφ５１＝ σｘ５１＝ 

σφ４２１＝ 

σφ４２２＝ 

σｘ４２１＝ 

σｘ４２２＝ σφ５２＝ σｘ５２＝ 

σφ４２１＝ 

σφ４２２＝ 

σｘ４２１＝ 

σｘ４２２＝ σφ５２＝ σｘ５２＝ 

σφ４２＝ σｘ４２＝   σφ４２＝ σｘ４２＝   

 せん断 τ ＝ τｃ＝ τ ＝ τｃ＝ 

組 合 せ 応 力 σ２ ＝ σ２ｃ＝ σ２ ＝ σ２ｃ＝ 

1.3.2 脚に生じる応力                                     （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

運転時質量による応力 圧 縮 σｓ１＝ σｓ１＝ σｓ１＝ σｓ１＝ 

鉛直方向地震による応力 圧 縮 σｓ４＝ σｓ４＝ σｓ４＝ σｓ４＝

水平方向地震による応力
曲 げ σｓ２＝ σｓ３＝ σｓ２＝ σｓ３＝ 

せん断 τｓ２＝ τｓ３＝ τｓ２＝ τｓ３＝

組 合 せ 応 力 σｓ ＝ σｓｃ＝ σｓ ＝ σｓｃ＝ 

  1.3.3 基礎ボルトに生じる応力                                （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

鉛 直 方 向 地 震 及 び 水

平方向地震による応力
引張り σｂ１＝ σｂ２＝ σｂ１＝ σｂ２＝ 

水 平 方 向 地 震 に よ る

応力 
せん断 τｂ１＝ τｂ２＝ τｂ１＝ τｂ２＝ 

引張り水平方向地震 

に よ る 応 力 
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【フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果】 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設 計 条 件 

設備分類
据付場所及び床面高さ 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 ＳＳ

最高使用圧力 最高使用温度 周囲環境温度

 （m） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

（MPa） （℃） （℃） 

  建屋 

EL.   ＊ － － ＣＨ＝   ＣＶ＝   

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機 器 要 目  

ｍ１

（kg） 

ｍ２

（kg） 

ｍ３

（kg） 

ｍ４

（kg） 

ｍ５

（kg） 

ｍ６

（kg） 

ｍ７

（kg） 

１

（mm） 

２

（mm） 

３

（mm） 

４

（mm） 

５

（mm） 

６

（mm） 

７

（mm） 

Ｍ１

（N･mm） 

Ｍ２

（N･mm） 

Ｒ１

（N） 

Ｒ２

（N） 

ｍ０

（kg） 

ｍｓ１

（kg） 

ｍｓ２

（kg） 

Ｄi

（mm） 

ｔ 

（mm） 

ｔe 

（mm） 

０

（mm） 

ｈ１

（mm） 

ｈ２

（mm） 

ｗ 

（rad） 

ｗ 

（mm） 

＊1

Ｃ１

（mm） 

Ｃ２

（mm） 

Ｉｓｘ

（mm
4
） 

Ｉｓｙ

（mm
4
） 

Ｚｓｘ

（mm
3
） 

Ｚｓｙ

（mm
3
） 

０

（rad） （rad） 

Ａ～Ａ矢視図 

脚 基礎ボルト

A A 

ａ 

ｂ

ｄ
２

ｄ１

胴板 

【重大事故等対処設備単独の場合】 

本フォーマットを使用する。 

ただし，章番を 1.とする。 

機  器  名  称 



NT2 補① Ⅴ-2-1-13-2 R0 

3
8
 

Ａｓ

（mm
2
） 

Ｅｓ

（MPa） 

Ｇｓ

（MPa） 

Ａｓ１ 

（mm
2
） 

Ａｓ２

（mm
2
） 

Ａｓ３

（mm
2
） 

Ａｓ４

（mm
2
） 

Ｋ１１
＊4 Ｋ１２

＊4 Ｋ２１
＊4 Ｋ２２

＊4 Ｋ １ Ｋ ２ Ｋｃ１ Ｋｃ２ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃｃ１ Ｃｃ２

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２
ａ 

（mm） 

ｂ 

（mm） 

Ａｂ

（mm
2
） 

ｄ１

（mm） 

ｄ２

（mm） 

（M  ） 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｙ（脚） 

（MPa） 

Ｓｕ（脚） 

（MPa） 

Ｆ（脚） 

（MPa） 

Ｆ（脚） 

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

＊2 ＊2 ＊2 ＊3 ＊3 －    ＊3 ＊3 －  

                                                                                                        注記 ＊1：本計算においては当板を有効とした。 

                                                                                                          ＊2：最高使用温度で算出 

                                                                                                          ＊3：周囲環境温度で算出 

                                                                                                           ＊4：表中で上段は一次応力，下段は二次応力の係数とする。 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

   ＊2：周囲環境温度で算出 

 ＊3：当板の材料を示す。 

胴板と当板の材料が異なる場合 

 当板の Sy，Su及び S値を記載する。 
 Ｓｙ(胴板）

（MPa）
＊1

(  ＊3) 

Ｆ (基礎ボルト） 
（MPa）

Ｓ(胴板） 
（MPa）

＊1

(  ＊3) 

Ｓｕ(胴板）
（MPa）

＊1

(  ＊3) 

＊＊
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2.3 計 算 数 値 

2.3.1 胴に生じる応力 

   (1) 一次一般膜応力                                                              （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内 圧 に よ る 応 力 － － － － σφ１＝ σｘ１＝ σφ１＝ σｘ１＝ 

内 圧 に よ る 応 力

（ 鉛 直 方 向 地 震 時 ）
－ － － － σφ２＝ － σφ２＝ －

運転時質量による長手方向曲げ

モーメントにより生じる応力
－ － － － － σｘ２＝ － σｘ２＝ 

鉛直方向地震による長手方向曲げ

モーメントにより生じる応力
－ － － － － σｘ６＝ － σｘ６＝ 

長手方向地震により胴軸断面

全 面 に 生 じ る 引 張 応 力 － － － － － σｘ４１３＝  － － 

組 合 せ 応 力 － － σ０ ＝ σ０ｃ＝ 

   (2) 一 次 応 力                                                                （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内 圧 に よ る 応 力 － － － － σφ１＝ σｘ１＝ σφ１＝ σｘ１＝ 

内 圧 に よ る 応 力

（ 鉛 直 方 向 地 震 時 ）
－ － － － σφ２＝ － σφ２＝ －

運転時質量による長手方向曲げ

モーメントにより生じる応力
－ － － － － σｘ２＝ － σｘ２＝ 

鉛直方向地震による長手方向曲げ

モーメントにより生じる応力
－ － － － － σｘ６＝ － σｘ６＝

運 転 時 質 量 に よ る 脚 反 力

に よ り 生 じ る 応 力
－ － － － σφ３＝ σｘ３＝ σφ３＝ σｘ３＝

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 脚 反 力

に よ り 生 じ る 応 力
－ － － － σφ７１＝ σｘ７１＝ σφ７１＝ σｘ７１＝ 

水 平 方 向 地 震 引張り 

－ 

－ 

－ 

－ － － 

σφ４１１＝ 

σφ４１２＝ 

σｘ４１１＝ 

σｘ４１２＝  σφ５１＝ σｘ５１＝ 

に よ る 応 力  － － σφ４１＝ σｘ４１＝   

 せん断 － － τ ＝ τｃ＝  

組 合 せ 応 力 － － σ１ ＝ σ１ｃ＝ 
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   (3) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                                                   （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内 圧 に よ る 応 力

（ 鉛 直 方 向 地 震 時 ）
－ － － － σφ２＝ － σφ２＝ －

鉛直方向地震による長手方向

曲げモーメントにより生じる応力
－ － － － － σｘ６＝ － σｘ６＝

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 脚 反 力

に よ り 生 じ る 応 力

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

σφ７１＝ 

σφ７２＝ 

σｘ７１＝ 

σｘ７２＝ 

σφ７１＝ 

σφ７２＝ 

σｘ７１＝ 

σｘ７２＝ 

－ － － － σφ４１＝ σｘ４１＝ σφ５１＝ σｘ５１＝ 

－ 

－ 

－ 

－ － － 

σφ４２１＝ 

σφ４２２＝ 

σｘ４２１＝ 

σｘ４２２＝ σφ５２＝ σｘ５２＝ 

－ －   σφ４２＝ σｘ４２＝   

 せん断 － － τ ＝ τｃ＝ 

組 合 せ 応 力 － － σ２ ＝ σ２ｃ＝ 

2.3.2 脚に生じる応力                                       （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 圧 縮 － － σｓ１＝  σｓ１＝  

鉛直方向地震による応力 圧 縮 － － σｓ４＝  σｓ４＝ 

水平方向地震による応力
曲 げ － － σｓ２＝ σｓ３＝ 

せん断 － － τｓ２＝ τｓ３＝

組 合 せ 応 力 － － σｓ ＝ σｓｃ＝ 

  2.3.3 基礎ボルトに生じる応力                                   （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

鉛 直 方 向 地 震 及 び 水

平 方 向 地 震 に よ る 応 力
引張り － － σｂ１＝ σｂ２＝ 

水 平 方 向 地 震 に よ る

応力 
せん断 － － τｂ１＝ τｂ２＝ 

引張り水 平 方 向 地 震 

に よ る 応 力
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2.4 結   論 

  2.4.1 固 有 周 期 

 （単位：s） 

方   向 固 有 周 期 

長 手 方 向 Ｔ１＝ 

横 方 向 Ｔ２＝ 

鉛 直 方 向 Ｔ３＝ 

 2.4.2 応   力 

（単位：MPa） 

   弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算 出 応 力 許 容 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 

  一次一般膜 － － σ０＝ Ｓa＝ 

胴   板  一   次 － － σ１＝ Ｓa＝ 

  一次＋二次 － － σ２＝ Ｓa＝ 

脚  組 合 せ － － σｓ＝ ｔ ＝ 

引 張 り － － σｂ＝ ｔｓ＝  ＊

せ ん 断 － － τｂ＝ ｓｂ＝ 

すべて許容応力以下である｡                  注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

部   材 材   料 応   力 

基礎ボルト 

胴板と当板の材料が異なる場合，当板の材料名及び許容応力を記載する。
 2.4.2 応力 

   （単位：MPa) 

部   材 材   料 許 容 応 力 

Ｓａ＝
（ ＊）

( ＊) Ｓａ＝
（ ＊）

脚  ƒｔ ＝ 

基礎ボルト
ƒｔｓ＝  
ƒｓｂ＝ 

胴   板 

注記 ＊：当板の材料を示す。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設 計 条 件 

設備分類
据付場所及び床面高さ

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 ＳＳ

最高使用圧力 最高使用温度 周囲環境温度 

 （m） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

（MPa） （℃） （℃） 比重 

  建屋 

EL.   ＊
－ － ＣＨ＝   ＣＶ＝   静水頭    

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機 器 要 目 

ｍ１

（kg） 

ｍ２

（kg） 

ｍ３

（kg） 

ｍ４

（kg） 

ｍ５

（kg） 

ｍ６

（kg） 

ｍ７

（kg） 

１

（mm） 

２

（mm） 

３

（mm） 

４

（mm） 

５

（mm） 

６

（mm） 

７

（mm） 

Ｍ１

（N･mm） 

Ｍ２

（N･mm） 

Ｒ１

（N） 

Ｒ２

（N） 

Ｈ 

（mm） 

ｍ０

（kg） 

ｍｓ１

（kg） 

ｍｓ２

（kg） 

Ｄi

（mm） 

ｔ 

（mm） 

ｔe 

（mm） 

０

（mm） 

ｈ１

（mm） 

ｈ２

（mm） 

ｗ 

（rad） 

ｗ 

（mm） 

＊1

Ｃ１

（mm） 

Ｃ２

（mm） 

Ｉｓｘ

（mm
4
） 

Ｉｓｙ

（mm
4
） 

Ｚｓｘ

（mm
3
） 

Ｚｓｙ

（mm
3
） 

０

（rad） （rad） 

Ａ～Ａ矢視図 

ａ 

ｂ

ｄ
２

ｄ１

胴板 

脚 

1
2
5
0

基礎ボルト

A A 

【静水頭の場合】 

（圧力容器と様式が異なるページのみ掲載） 

機  器  名  称 
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2.3 計 算 数 値 

  2.3.1 胴に生じる応力 

   (1) 一次一般膜応力                                                              （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

静 水 頭 に よ る 応 力 － － － － σφ１＝ σｘ１＝ σφ１＝ σｘ１＝ 

静 水 頭 に よ る 応 力

（ 鉛 直 方 向 地 震 時 ）
－ － － － σφ２＝ － σφ２＝ －

運転時質量による長手方向曲げ

モーメントにより生じる応力
－ － － － － σｘ２＝ － σｘ２＝ 

鉛直方向地震による長手方向曲げ

モーメントにより生じる応力
－ － － － － σｘ６＝ － σｘ６＝ 

長手方向地震により胴軸断面

全 面 に 生 じ る 引 張 応 力
－ － － － － σｘ４１３＝ － － 

組 合 せ 応 力 － － σ０ ＝ σ０ｃ＝ 

   (2) 一 次 応 力                                                                （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

静 水 頭 に よ る 応 力 － － － － σφ１＝ σｘ１＝ σφ１＝ σｘ１＝ 

静 水 頭 に よ る 応 力

（ 鉛 直 方 向 地 震 時 ）
－ － － － σφ２＝ － σφ２＝ －

運転時質量による長手方向曲げ

モーメントにより生じる応力
－ － － － － σｘ２＝ － σｘ２＝ 

鉛直方向地震による長手方向曲げ

モーメントにより生じる応力
－ － － － － σｘ６＝ － σｘ６＝

運 転 時 質 量 に よ る 脚 反 力

に よ り 生 じ る 応 力
－ － － － σφ３＝ σｘ３＝ σφ３＝ σｘ３＝

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 脚 反 力

に よ り 生 じ る 応 力
－ － － － σφ７１＝ σｘ７１＝ σφ７１＝ σｘ７１＝ 

水 平 方 向 地 震 引張り 

－ 

－ 

－ 

－ － － 

σφ４１１＝ 

σφ４１２＝ 

σｘ４１１＝ 

σｘ４１２＝ σφ５１＝ σｘ５１＝ 

に よ る 応 力 － －   σφ４１＝ σｘ４１＝   

 せん断 － － τ ＝ τｃ＝ 

組 合 せ 応 力 － － σ１ ＝ σ１ｃ＝ 
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 (3) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                                                   （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

静 水 頭 に よ る 応 力

（ 鉛 直 方 向 地 震 時 ）
－ － － － σφ２＝ － σφ２＝ －

鉛直方向地震による長手方向

曲げモーメントにより生じる応力
－ － － － － σｘ６＝ － σｘ６＝

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 脚 反 力

に よ り 生 じ る 応 力

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

σφ７１＝ 

σφ７２＝ 

σｘ７１＝ 

σｘ７２＝ 

σφ７１＝ 

σφ７２＝ 

σｘ７１＝ 

σｘ７２＝ 

－ － － － σφ４１＝ σｘ４１＝ σφ５１＝ σｘ５１＝ 

－ 

－ 

－ 

－ － － 

σφ４２１＝ 

σφ４２２＝ 

σｘ４２１＝ 

σｘ４２２＝ σφ５２＝ σｘ５２＝ 

－ －   σφ４２＝ σｘ４２＝   

 せん断 － － τ ＝ τｃ＝ 

組 合 せ 応 力 － － σ２ ＝ σ２ｃ＝ 

2.3.2 脚に生じる応力                                       （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 圧 縮 － － σｓ１＝  σｓ１＝  

鉛直方向地震による応力 圧 縮 － － σｓ４＝  σｓ４＝ 

水平方向地震による応力
曲 げ － － σｓ２＝ σｓ３＝ 

せん断 － － τｓ２＝ τｓ３＝

組 合 せ 応 力 － － σｓ ＝ σｓｃ＝ 

2.3.3 基礎ボルトに生じる応力                                   （単位：MPa） 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

 地震の方向 長 手 方 向 横 方 向 長 手 方 向 横 方 向 

鉛 直 方 向 地 震 及 び 水

平 方 向 地 震 に よ る 応 力
引張り － － σｂ１＝ σｂ２＝ 

水 平 方 向 地 震 に よ る

応力 
せん断 － － τｂ１＝ τｂ２＝ 

引張り水平方向地震に

よ る 応 力 
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Ⅴ-2-1-13-3 平底たて置円筒形容器の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本基本方針は，添付書類「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書

が求められている平底たて置円筒形容器（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行

うもの）が，十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算方法について記載したも

のである。 

解析の方針及び減衰定数については，添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に従

うものとする。 

ただし，本基本方針が適用されない平底たて置円筒形容器にあっては，個別耐震計算書にその

耐震計算方法を含めて記載する。 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

平底たて置円筒形容器の応力評価は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構

造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部

位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力

による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認する

ことで実施する。確認結果を「6. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

平底たて置円筒形容器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 平底たて置円筒形容器の耐震評価フロー 

設計用地震力 

計算モデルの設定 

理論式による固有周期の算出 

地震時における応力 

平底たて置円筒形容器の構造強度評価 
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2.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62年 8 月及び平成 3年 6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）) 

 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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2.3 記号の説明  

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａ 胴の軸断面積 mm
2

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm
2

Ｃｃ 基礎ボルト計算における係数 － 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｔ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｂｉ ベースプレートの内径 mm 

Ｄｂｏ ベースプレートの外径 mm 

Ｄｃ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

ｅ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

Ｆ  設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｃ 基礎に作用する圧縮力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂ 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2

Ｈ 水頭 mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm
4

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

ｋ 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 － 

１， ２ 基礎ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離 

（図5－2に示す距離） 

mm 

ｇ 基礎から容器重心までの距離 mm 

Ｍｓ 基礎に作用する転倒モーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器の空質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 － 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔ１ 基礎ボルト面積相当板幅 mm 

ｔ２ 圧縮側基礎相当幅 mm 

ｚ 基礎ボルト計算における係数 － 

α 基礎ボルト計算における中立軸を定める角度 rad 

 座屈応力に対する安全率 － 

π 円周率 － 

ρ′ 液体の密度（＝比重×10－6） kg/mm
3

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 胴の組合せ圧縮応力 MPa 

σ０ｔ 胴の組合せ引張応力 MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σ２φ 地震動のみによる胴の周方向一次応力と二次応力の和 MPa 

σ２ｃ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（圧縮側） 

MPa 

σ２ｔ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（引張側） 

MPa 

σ２ｘｃ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（圧縮側） MPa 

σ２ｘｔ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（引張側） MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｃ 基礎に生じる圧縮応力 MPa 

σｘ１,σφ１ 静水頭により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ２ 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ３ 胴の鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ４ 水平方向地震により胴に生じる曲げモーメントによる軸方向応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 

σφ 胴の周方向応力の和 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

φ１（ｘ） 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ２（ｘ） 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数 値 の 種 類 単 位 処  理  桁 処 理 方 法 表  示  桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張り強さ及び降

伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値

とする。  

長

さ
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3. 評価部位 

平底たて置円筒形容器の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評

価上厳しくなる胴及び基礎ボルトについて評価を実施する。 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

b. 容器は胴下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数の基礎ボルトで基礎に固定され

ており，固定端とする。 

c. 胴をはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

d. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

本容器は，前記の条件より図4－1に示すような下端固定の1質点系振動モデルとして考え

る。 

ｇ

ＣＨ・ｍ０・g

(1＋ＣＶ)･ｍ０･g

図4－1 固有周期の計算モデル 

(2) 水平方向固有周期 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

ｅ

ｇｇ

Ｇ・Ａ
＋

3・Ｅ・Ｉ

1000
＝Ｋ

3
Ｈ  （4.1.1）

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ
8

Ｉ＝ 3
ｉ

π
 （4.1.2） 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ・
3

2
＝Ａ ｉｅ π  （4.1.3）

したがって，固有周期ＴＨは次式で求める。 

Ｈ

０
Ｈ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ π （4.1.4） 
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(3) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数ＫＶは次式で求める。 

Ａ・Ｅ

1000
＝Ｋ

ｇ
Ｖ

（4.1.5）

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

＋ｔ)・ｔ・(ＤＡ＝ ｉπ
 （4.1.6）

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

ｖ

ｅ
ｖ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ π （4.1.7）

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1項a.～d.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

基礎

胴板 

ベースプレート

基礎ボルト

図5－1 概 要 図 

5.2 設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度及び基準地震動Ｓｓによる地震力は，添付書類「Ⅴ-2-

1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。

基礎ボルト 

ベ－スプレ－ト
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5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

応力計算における水平方向と鉛直方向の組合せについて，静的地震力を用いる場合は，

絶対値和を用いる。動的地震力を用いる場合は，絶対値和又はＳＲＳＳ法を用いる。 

5.3.1.1 胴の計算方法 

(1) 静水頭及び鉛直方向地震による応力 

2・ｔ

・Ｈ・Ｄ′・
＝

ｉ
φ

ρ
１σ

g
 （5.3.1.1.1）

2・ｔ

・Ｃ・Ｈ・Ｄ′・
＝

ｖｉ
φ

ρ
２σ

g
 （5.3.1.1.2）

＝0１ｘσ  （5.3.1.1.3）

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がベースプレートと接合する点には，胴自身の質量による圧縮応力と鉛直方向地

震による軸方向応力が生じる。 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・ｍ
＝σ

ｉ

ｅ
ｘ

π
２

g
（5.3.1.1.4）

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝σ

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
３

g
（5.3.1.1.5）

(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はベースプレート接合部で最大となる曲げモーメントを

受ける。この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次のよう

に求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ

・・・ｍ4・Ｃ
＝σ

2

０
４

ｉ

ｇＨ
ｘ

π

g
（5.3.1.1.6）

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
τ＝

ｉ

Ｈ

π

０ g
（5.3.1.1.7）

(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 

２１ φφφ σσσ ＋＝  （5.3.1.1.8） 

22
０ τσσσσσ 4・＋)－(＋＋・

2

1
＝ ｘｔφｘｔφｔ

 （5.3.1.1.9） 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２１ ｘｘｘｘｘｔ σσσσσ ＋＋－＝  （5.3.1.1.10） 

【ＳＲＳＳ法】 

2
４

2
３２１ ｘｘｘｘｔｘ σσσσσ ＋＋－＝  （5.3.1.1.11） 
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(b) 組合せ圧縮応力 

２１ φφφ σσσ －＝－  （5.3.1.1.12） 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 

22
０ τσσσσσ 4・＋)－(＋＋・

2

1
＝ ｘｃφｘｃφｃ

 （5.3.1.1.13）

ここで， 

【絶対値和】 

４３２１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋＝－  （5.3.1.1.14） 

【ＳＲＳＳ法】 
2

４
2

３２１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋＝－  （5.3.1.1.15） 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ

法それぞれに対して， 

σ０＝Max｛組合せ引張応力（σ０ｔ），組合せ圧縮応力（σ０ｃ）｝
 （5.3.1.1.16） 

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

b. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

(a) 組合せ引張応力 

２２ φφ σσ ＝  （5.3.1.1.17） 

22
２２２２２ τσσσσσ 4・＋)－(＋＋＝ ｘｔφｘｔφｔ

 （5.3.1.1.18） 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２ ｘｘｘｔ σσσ ＋＝  （5.3.1.1.19） 

【ＳＲＳＳ法】 
2

４
2

３２ ｘｘｘｔ σσσ ＋＝  （5.3.1.1.20） 

(b) 組合せ圧縮応力 

２２ φφ σσ ＝－  （5.3.1.1.21） 
22

２２２２２ τσσσσσ 4・＋)－(＋＋＝ ｘｃφｘｃφｃ

 （5.3.1.1.22） 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２ ｘｘｘｃ σσσ ＋＝  （5.3.1.1.23） 

【ＳＲＳＳ法】 
2

４
2

３２ ｘｘｘｃ σσσ ＋＝  （5.3.1.1.24） 

したがって，胴の地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の最

大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法それぞれに対して， 

σ２＝Max｛組合せ引張応力（σ２ｔ），組合せ圧縮応力（σ２ｃ）｝
 （5.3.1.1.25） 

とする。  
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5.3.1.2 基礎ボルトの計算方法 

(1) 引張応力 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧縮荷重

については，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求める。(図5－2参照) 

以下にその手順を示す。 

図5－2 基礎の荷重説明図 

a. σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋを

求める。 

ｃ

ｂ

σ
σ

ｓ・
1＋

1
ｋ＝ （5.3.1.2.1）

１ ２

ｔ２

ｔ１

α
Ｆc Ｆt 

ｅ･Ｄｃ

Ｆｔ 

Ｆｃ ｚ･Ｄｃ

(1－ｋ)･Ｄc 

ｓ･σｃ

σｂ

ｋ･Ｄｃ
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b. 基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

(1－2・ｋ)＝cos －１α  （5.3.1.2.2）

c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 

αααπ

αααπαπ
ｅ

sin＋)・cos－(

・cos・sin
2

3
)＋－・(

2

1
α＋)・cos－(

・
2

1
＝

2

・cos－sin

・cos＋・cos・sin
2

3
－・

2

1

＋
ααα

ααααα 2

（5.3.1.2.3）

ααα

ααααα
αｚ

・cos－sin

・cos＋・cos・sin
2

3
－・

2

1

＋cos・
2

1
＝

2

（5.3.1.2.4）

α
αααπ

1＋cos

＋sin・cos)－(2・
＝Ｃ

}{
ｔ

（5.3.1.2.5）

α
ααα

1－cos

)cos・－2・(sin
＝ＣＣ

（5.3.1.2.6）

d. 各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。 

【絶対値和】 

ｃ

ｃｖ
ｔ

Ｄ・ｅ

Ｄ・・(1－ＣＭｓ－
＝Ｆ

・ｚ・ｍ) ０ g

 （5.3.1.2.7）

g・)・ｍ＋(1－ＣＦ＝Ｆ ０ｖｔｃ  （5.3.1.2.8） 

【ＳＲＳＳ法】 

gg
・・

ｅ
－

ｅ・Ｄ

)Ｄ・・＋(ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｍ
ｚ・ｚ・ｍ

ｃ

ｃｖｓ
ｔ

 （5.3.1.2.9）

gg
・・)

ｅ
1－(＋

ｅ・Ｄ

)Ｄ(ｚ－ｅ)・・＋(ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｍ
ｚ・・ｍ

ｃ

ｃｖｓ
ｃ

 （5.3.1.2.10）

ここで， 

ｇＨｓ ・・ｍ・＝ＣＭ ０ g  （5.3.1.2.11） 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったときであり，

（5.3.1.2.3）式及び（5.3.1.2.4）式においてαをπに近づけた場合の値 

ｅ＝0.75及びｚ＝0.25を（5.3.1.2.7）式又は（5.3.1.2.9）式に代入し，得ら

れるＦｔの値によって引張力の有無を次のように判定する。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 
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e. σｂ及びσｃを求める。 

ｔｃ

ｔ
ｂ

・Ｃ・Ｄｔ

2・Ｆ
＝

１

σ  （5.3.1.2.12）

ｃｃ

ｃ
ｃ

・Ｃ)・Ｄ＋ｓ・ｔ(ｔ

2・Ｆ
＝

１２

σ  （5.3.1.2.13）

ここで， 

ｃ

ｂ

・Ｄ

ｎ・Ａ
＝ｔ
π

１ （5.3.1.2.14）

１２ )－ｔ－Ｄ・(Ｄ
2

1
＝ｔ ｂｉｂｏ （5.3.1.2.15）

σｂ及びσｃがa項にて仮定した値と十分に近似していることを確認する。こ

の場合のσｂ及びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力とする。 

(2) せん断応力 

ｂ

Ｈ
ｂ

ｎ・Ａ

・
＝

０・ｍ
τ

Ｃ g
 （5.3.1.2.16）
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5.4 応力の評価 

5.4.1 胴の応力評価 

(1) 5.3.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類

許 容 応 力 Ｓａ

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの場

合 

基準地震動Ｓｓによる荷

重との組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さ

Ｓｕの0.6倍のいずれか小さい方

の値。ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び高ニッケル

合金にあっては許容引張応力Ｓ

の1.2倍の方が大きい場合は，こ

の大きい方の値とする。 

設計引張強さＳｕの0.6倍

一次応力と 

二次応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計

降伏点Ｓｙの2倍以下であれば，疲れ解析は不要とする。 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。（座

屈の評価） 

１≦
・

＋
）＋・（

ｂ

ｘ

ｃ

ｘｘ ４３２ σησση
ff

 （5.4.1.1） 

ここで，ƒｃは次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝Ｆcf  （5.4.1.2） 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
のとき 

Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

Ｆ

8000・
Ｆ－・

6800・

1
－1・＝Ｆ

ｉ
ｃ １φ

gg
gf

 （5.4.1.3） 

800≦
2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

8000・ ｉg
 のとき 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ

ｉ
ｃ １f  （5.4.1.4） 
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ただし， （ｘ）φ １ は次の関数とする。 

ｘ・
16

1
－1－exp1－0.901・・

ｘ

Ｅ
（ｘ）＝0.6・φ１

 （5.4.1.5） 

また，ƒ ｂは次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝Ｆｂf  （5.4.1.6） 

Ｆ

9600・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
 のとき 

Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

Ｆ

9600・
Ｆ－・

8400・

1
－1＝Ｆ・

ｉ
ｂ ２φ

gg
gf

 （5.4.1.7） 

800≦
2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

9600・ ｉg
 のとき 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ

ｉ
ｂ ２f  （5.4.1.8） 

ただし， （ｘ）φ ２ は次の関数とする。 

ｘ・
16

1
－1－exp1－0.731・・

ｘ

Ｅ
（ｘ）＝0.6・φ２

 （5.4.1.9） 

ηは安全率で次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝1η  （5.4.1.10） 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
 のとき 

Ｆ

1200・
－

2・ｔ

2・ｔ＋Ｄ
・

6800・

0.5・Ｆ
＝1＋

ｉ
η

g
g  （5.4.1.11） 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

8000・ ｉg
 のとき 

＝1.5η  （5.4.1.12） 
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5.4.2 基礎ボルトの応力評価 

5.3.1.2 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下

であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τb， ƒｔｏ]  （5.4.2.1） 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下である

こと。ただし， ƒｓｂは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの

場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重と

の組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ
・1.5

2

Ｆ
・1.5

2

Ｆ

許容せん断応力 

ƒｓｂ

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5

31.5・

Ｆ

＊
＊
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6. 耐震計算書のフォーマット 

平底たて置円筒形容器の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

注記 ＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章

番を「2．」から「1．」とする。 
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【フォーマットⅠ　設計基準対象施設としての評価結果】

【○○○○タンクの耐震性についての計算結果】

1.　設計基準対象施設

 1.1　設 計 条 件

基準地震動Ｓｓ

水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向

設計震度 設計震度 設計震度 設計震度

＊

 1.2　機 器 要 目

ｍ０ ｍｅ Ｄｉ ｔ Ｅ Ｇ ｇ Ｈ

（kg） （kg） （mm） （mm） （MPa） （MPa） （mm） （mm）

＊1 ＊1

Ｄｃ Ｄｂｏ Ｄｂｉ Ａｂ

（mm） （mm） （mm） （mm2） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

＊1 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2

注記  ＊1: 最高使用温度で算出

 1.3　計算数値 ＊2: 周囲環境温度で算出

　 1.3.1　胴に生じる応力

　　  (1)　一次一般膜応力 （単位：MPa）

σφ1＝ σφ1＝

σφ2＝ σφ2＝

σＸ2＝ σＸ2＝

σＸ3＝ σＸ3＝

σＸ4＝ τ＝ σＸ4＝ τ＝

σφ＝ σＸｔ＝ σφ＝ σＸｔ＝

σφ＝ σＸｃ＝ σφ＝ σＸｃ＝

σ０ｔ＝ σ０ｔ＝

圧　　　縮 σ０ｃ＝ σ０ｃ＝

（M 　 ）

ＣＶ＝

基準地震動Ｓｓ

せん断応力軸方向応力周方向応力せん断応力軸方向応力

据付場所及び床面高さ
(m)

固有周期
(s)

水平方向 鉛直方向

1
7

機　　器　　名　　称
耐震設計上の
重要度分類

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

周方向応力

最高使用圧力
（MPa）

最高使用温度
（℃）

周囲環境温度
（℃）

比　重

弾性設計用地震動Ｓ ｄ

又 は 静 的 震 度

ＣＨ＝ ＣＶ＝ ＣＨ＝

Ｓｙ（胴板）

ｎｓ

Ｓｕ（胴板） Ｓ（胴板） Ｓｙ(基礎ボルト)Ｓｕ(基礎ボルト)

注記　＊：基準床レベルを示す。　

EL.

引　張　側

圧　縮　側

引　張　り

Ｆ(基礎ボルト) Ｆ (基礎ボルト)

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

建屋

応 力 の 種 類

応 力 の 和

組 合 せ 応 力

静 水 頭 に よ る 応 力

鉛直方向地震による引張応力

鉛直方向地震による軸方向応力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

空 質 量 に よ る 圧 縮 応 力

＊
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　　 (2)　地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 （単位：MPa）

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力

鉛直方向地震による応力 σφ2＝ σＸ3＝ σφ2＝ σＸ3＝

水平方向地震による応力 σＸ4＝ τ＝ σＸ4＝ τ＝

引　張　側 σ2φ＝ σ2Ｘｔ＝ σ2φ＝ σ2Ｘｔ＝

圧　縮　側 σ2φ＝ σ2Ｘｃ＝ σ2φ＝ σ2Ｘｃ＝

引　張　り σ２ｔ＝ σ２ｔ＝

圧　　　縮 σ２ｃ＝ σ２ｃ＝

   1.3.2  基礎ボルトに生じる応力 （単位：MPa）

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

引  張  応  力 σｂ＝ σｂ＝

せ ん 断 応 力 τｂ＝ τｂ＝

 1.4　結  論

   1.4.1　固有周期 （単位：ｓ）  1.4.2　 応    力 （単位：MPa）

固  有  周  期

一次一般膜 σ0＝ Ｓａ＝ σ0＝ Ｓａ＝

一次＋二次 σ2＝ Ｓａ＝ σ2＝ Ｓａ＝

 η・(σｘ2+σｘ3) η・σｘ4  η・(σｘ2+σｘ3) η・σｘ4

ƒｃ ƒｂ ƒｃ ƒｂ

引  張　り σｂ＝ ƒｔｓ＝
*

σｂ＝ ƒｔｓ＝
*

基礎ボルト

せ  ん  断 τｂ＝ ƒｓｂ＝ τｂ＝ ƒｓｂ＝

すべて許容応力以下である。 注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出

―

―

―

算　出　応　力

―

基準地震動Ｓｓ

水 平 方 向 許　容　応　力

胴     板

　　　　　　　　（無次元）

算　出　応　力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

許　容　応　力

　　　　　　　　（無次元）

1
8

―

―

―

鉛 直 方 向

―

方　向

ＴＨ＝

ＴＶ＝

応 力 の 種 類

＋ ≦１

（座屈の評価）

圧 縮 と 曲 げ
の 組 合 せ

応 力 の 和

組合せ応力
(変動値)

部 材 応 力材 料

＋ ≦１
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【フォーマットⅡ　重大事故等対処設備としての評価結果】

【○○○○タンクの耐震性についての計算結果】

2.　重大事故等対処設備

 2.1　設 計 条 件

基準地震動Ｓｓ

水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向

設計震度 設計震度 設計震度 設計震度

＊

 2.2　機 器 要 目

ｍ０ ｍｅ Ｄｉ ｔ Ｅ Ｇ ｇ Ｈ

（kg） （kg） （mm） （mm） （MPa） （MPa） （mm） （mm）

＊1 ＊1

Ｄｃ Ｄｂｏ Ｄｂｉ Ａｂ

（mm） （mm） （mm） （mm2） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

＊1 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2

注記  ＊1: 最高使用温度で算出

 2.3　計算数値 ＊2: 周囲環境温度で算出

　 2.3.1　胴に生じる応力

　　  (1)　一次一般膜応力 （単位：MPa）

σφ1＝

σφ2＝

σＸ2＝

σＸ3＝

σＸ4＝ τ＝

σφ＝ σＸｔ＝

σφ＝ σＸｃ＝

σ０ｔ＝

圧　　　縮 σ０ｃ＝

EL.

－

軸方向応力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

せん断応力

Ｓｙ（胴板）

（M 　 ）

Ｓｕ（胴板）

－

－

－

水平方向 鉛直方向

1
9

機　　器　　名　　称 設備分類
据付場所及び床面高さ

(m)

固有周期
(s)

－

最高使用圧力
（MPa）

最高使用温度
（℃）

周囲環境温度
（℃）

比　重

ＣＨ＝ ＣＶ＝

せん断応力

Ｓｕ(基礎ボルト)Ｆ (基礎ボルト)Ｆ (基礎ボルト)

引　張　側

周方向応力 軸方向応力

基準地震動Ｓｓ

周方向応力

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

圧　縮　側

－

－

引　張　り

－

－

－

－

－

弾性設計用地震動Ｓ ｄ

又 は 静 的 震 度

－ －

ｓ ｎ

Ｓ（胴板） Ｓｙ(基礎ボルト)

注記　＊：基準床レベルを示す。　

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－ －

－

建屋

応 力 の 種 類

応 力 の 和

組 合 せ 応 力

静 水 頭 に よ る 応 力

鉛直方向地震による引張応力

鉛直方向地震による軸方向応力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

空 質 量 に よ る 圧 縮 応 力

＊

【重大事故等対処設備単独の場合】
本フォーマットを使用する。

ただし，章番を1.とする。
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　　 (2)　地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 （単位：MPa）

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力

鉛直方向地震による応力 σφ2＝ σＸ3＝

水平方向地震による応力 σＸ4＝ τ＝

引　張　側 σ2φ＝ σ2Ｘｔ＝

圧　縮　側 σ2φ＝ σ2Ｘｃ＝

引　張　り σ２ｔ＝

圧　　　縮 σ２ｃ＝

　 2.3.2　基礎ボルトに生じる応力 （単位：MPa）

引  張  応  力 σｂ＝

せ ん 断 応 力 τｂ＝

 2.4　結  論

   2.4.1　固有周期 （単位：ｓ）  2.4.2　 応    力 （単位：MPa）

σ0＝ Ｓａ＝

σ2＝ Ｓａ＝

 η・(σｘ2+σｘ3) η・σｘ4

ƒｃ ƒｂ

σｂ＝ ƒｔｓ＝ *

τｂ＝ ƒｓｂ＝

すべて許容応力以下である。 注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出

固  有  周  期

基礎ボルト

ＴＨ＝

鉛 直 方 向 ＴＶ＝

胴 板

部 材

―一 次 ＋ 二 次

（ 座 屈 の 評 価 ）

一 次 一 般 膜 ―

2
0

圧 縮 と 曲 げ

の 組 合 せ

―

―

―

算　出　応　力

方 向

水 平 方 向

―

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

―

―

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

―

―

―

― ―

―

―

　―

　―

―

―

引 張 り

せ ん 断

―

―

許　容　応　力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

―

―

―

　　　　　　　　（無次元）

―

材 料 応 力

―

―

―

許　容　応　力算　出　応　力

基準地震動Ｓｓ

―

―

応 力 の 種 類

応 力 の 和

組合せ応力
(変動値)

＋ ≦１
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1. 概要 

本基本方針は，添付書類「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明

書が求められている横軸ポンプ（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うも

の）が，十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したも

のである。 

解析の方針及び減衰定数については，添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に従

うものとする。 

なお，本基本方針は横軸ブロワ及びファンにも適用する。（その場合は，ポンプをブロワ又

はファンと読み替える。） 

ただし，本基本方針が適用できない横軸ポンプにあっては，個別耐震計算書にその耐震計算

方法を含めて記載する。 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

横軸ポンプの応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の

制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて

設定する箇所に作用する設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 構

造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，横軸ポンプの機能維持評価

は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.1 動的機能維持 (2) 回転機器及び

弁」にて設定した動的機器の機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が動的機能確認

済加速度以下であることを，「5. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。確認結果を「6. 耐震計算書のフォーマット」にて示す。 

横軸ポンプの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 横軸ポンプの耐震評価フロー 

横軸ポンプの機能維持評価 

評価用加速度の算出 

横軸ポンプの構造強度評価 

地震時における応力 

計算モデルの設定 

設計用地震力 
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2.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62年 8 月及び平成 3年 6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）) 

 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ 1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｐ ポンプ振動による震度 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 

Ｆｉ 

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値＊1

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1

MPa 

MPa

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒ ｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa

ƒ ｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa

ƒ ｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈｐ 予想最大両振幅 μm 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

Ｍｐ ポンプ回転により作用するモーメント N･mm 

ｍｉ 運転時質量＊2 kg 

Ｎ 回転速度（原動機の同期回転速度） min-1

ｎｉ ボルトの本数＊1 － 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 － 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の

40℃における値＊1

MPa 

π 円周率 － 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa

注記 ＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ，Ｆｂｉ，ƒ ｓｂｉ，ƒ ｔｏｉ，ƒ ｔｓｉ， １ｉ， ２ｉ， 

ｎｉ，ｎｆｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下

のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：ポンプ取付ボルト 

ｉ＝3：原動機取付ボルト 

なお，ポンプと原動機間に減速機がある場合は，次のように定義する。 

ｉ＝4：減速機取付ボルト 

＊

＊
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＊2：ｈ i及びｍ iの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：ポンプ取付面 

ｉ＝3：原動機取付面 

なお，ポンプと原動機間に減速機がある場合は，次のように定義する。 

ｉ＝4：減速機取付面 

＊3： １ｉ≦ ２ｉ 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ＊1 mm ― ― 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。  

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及

び降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数

位までの値とする。 
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3. 評価部位 

  横軸ポンプの耐震評価は「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しく

なる基礎ボルト及び取付ボルトについて評価を実施する。 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) 横軸ポンプは構造的に 1 個の大きなブロック状をしており，重心の位置がブロック状の

ほぼ中心にあり，かつ，下面が基礎ボルトにて固定されている。 

したがって，全体的に一つの剛体と見なせるため，固有周期は十分に小さく，固有周期

の計算は省略する。 

(2) ポンプ及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

(3) 地震力はポンプに対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(4) ポンプは基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とする。 

(5) 転倒方向は図 4－1 概要図における軸直角方向及び軸方向について検討し，計算書には計

算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。

(6) 設計用地震力は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

なお，横軸ポンプは剛として扱うため，設置床面の最大応答加速度の 1.2 倍の値を用い

て評価する。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

      軸直角方向 

     軸方向 

図 4－1 概 要 図 

基  礎 

原動機

ポンプ

ポンプベース 

原動機取付ボルト

ポンプ取付ボルト

基礎ボルト

ポンプベース

原動機
ポンプ

原動機取付ボルト

ポンプ取付ボルト

基礎ボルト

軸中心

基  礎 
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4.2 設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度及び基準地震動Ｓｓによる地震力は，添付書類「Ⅴ-2-

1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

4.3 計算方法 

4.3.1 応力の計算方法 

4.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は地震による震度，ポンプ振動による震度及びポンプ回転により作

用するモーメントによって生じる引張力とせん断力について計算する。 

図 4－2(1) 計算モデル 

（軸直角方向転倒－1 )Ｃ－(1－Ｃ ｖｐ ≧0の場合） 

( １ｉ≦ ２ｉ) 転倒支点となる 
ボルト列

引張りを受ける 
ボルト列

２i１i

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g

転倒支点

ｈ
i

２i１i

転倒方向 

据付面又は 
取付面 

(1－Ｃｐ－Ｃｖ )・ｍｉ・g
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図 4－2(2) 計算モデル 

（軸直角方向転倒－2 )Ｃ－(1－Ｃ ｖｐ ＜0の場合） 

( １ｉ≦ ２ｉ) 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g

転倒支点

ｈ
i

２i１i

転倒方向 

据付面又は 
取付面 

(Ｃｐ＋Ｃｖ－1)・ｍｉ・g

転倒支点となる 
ボルト列

引張りを受ける 
ボルト列

２i１i
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図 4－2（3） 計算モデル 

（軸直角方向転倒－3  軸直角方向の重心位置が，両端のボルトの間にない場合で 

               の場合） 

図 4－2（4） 計算モデル 

（軸直角方向転倒－4  軸直角方向の重心位置が，両端のボルトの間にない場合で 

               の場合）

転倒支点

ｈ
i

転倒方向 

据付面又は 
取付面 

(Ｃｐ＋Ｃｖ－1)・ｍｉ・g

転倒支点となる 
ボルト列

引張りを受ける 
ボルト列

（ ２i＋１i)／( ２i－１i ）≧ (Ｃｖ＋Ｃｐ )

（ ２i＋１i)／( ２i－１i ）＜ (Ｃｖ＋Ｃｐ )

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g

転倒支点

ｈ
i

２i

１i

転倒方向 

据付面又は 
取付面 

(1＋Ｃｐ＋Ｃｖ )・ｍｉ・g

転倒支点となる 
ボルト列

引張りを受ける 
ボルト列

２i－ １i

２i

１i

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g

２i－ １i
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図 4－3（1） 計算モデル 

（軸方向転倒－1  )Ｃ－(1－Ｃ ｖｐ ≧0の場合） 

図 4－3（2） 計算モデル 

（軸方向転倒－2  )Ｃ－(1－Ｃ ｖｐ ＜0の場合） 

( １ｉ≦ ２ｉ) 
１i ２i

ｈ
i

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g

転倒支点

据付面又は 
取付面

(1－Ｃｐ－Ｃｖ)・ｍｉ・g

( １ｉ≦ ２ｉ) 

１i ２i

ｈ
i

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g

転倒支点

据付面又は 
取付面

(Ｃｐ＋Ｃｖ－1)・ｍｉ・g

引張りを受ける
ボルト列

転倒支点となる
ボルト列

１i ２i

転倒方向 

転倒方向 

引張りを受ける
ボルト列

転倒支点となる
ボルト列

１i ２i
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図 4－3（3） 計算モデル 

（軸方向転倒－3  軸方向の重心位置が，両端のボルトの間にない場合で 

              の場合） 

図 4－3（4） 計算モデル 

（軸方向転倒－4  軸方向の重心位置が，両端のボルトの間にない場合で 

              の場合） 

ｈ
i

(ＣＨ ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g

転倒支点

据付面又は 
取付面

１i

２i

(1＋Ｃｐ＋Ｃｖ)・ｍｉ・g

（ ２i＋１i)／( ２i－１i ）≧ (Ｃｖ＋Ｃｐ )

ｈ
i

(ＣＨ ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g

転倒支点

据付面又は 
取付面

１i

２i

(Ｃｐ＋Ｃｖ－1)・ｍｉ・g

（ ２i＋１i)／( ２i－１i ）＜ (Ｃｖ＋Ｃｐ )

転倒方向 

転倒方向 

２i－ １i

転倒支点となる 

ボルト列 

引張りを受ける 

ボルト列 

転倒支点となる 

ボルト列 
引張りを受ける 

ボルト列 

２i－ １i
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 4－2 及び図 4－3 で最外列のボルト

を支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

なお，ポンプと原動機のベースが共通である場合の基礎ボルト(ｉ＝1)及び計算モデル 

図 4－3 の場合のボルト(ｉ＝1～4)については，ポンプ回転によるモーメントは作用しない。 

引張力 

計算モデル図 4－2(1)及び 4－3(1)の場合の引張力 

【絶対値和】 

)＋・(ｎ

・)Ｃ－(1－Ｃ・・ｍ＋Ｍ)・ｈ＋Ｃ・(Ｃ・ｍ
＝Ｆ

２ｉ１ｉｆｉ

１ｉｖｐｉｐｉｐＨｉ
ｂｉ

－ gg

)＋・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・・・Ｃｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋・ｈ・(Ｃ・ｍ

＝
２ｉ１ｉｆｉ

１ｉｉｐ１ｉｉｐｉ

１ｉｖｉＨｉ

－ gg
g

  (4.3.1.1.1) 

【ＳＲＳＳ法】 

)＋・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・Ｃ・・ｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋)・ｈＣ・・ｍ

＝Ｆ
２ｉ１ｉｆｉ

１ｉｉｐ１ｉｉｐｉ

2
１ｉｖ

2
ｉＨｉ

ｂｉ
－ gg

g ((

  (4.3.1.1.2) 

計算モデル図 4－2(2)及び 4－3(2)の場合の引張力 

【絶対値和】 

)＋・(ｎ

・)Ｃ－(1－Ｃ・・ｍ＋Ｍ)・ｈ＋Ｃ・(Ｃ・ｍ
＝Ｆ

２ｉ１ｉｆｉ

ｉ２ｖｐｉｐｉｐＨｉ
ｂｉ

－ gg

)＋・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・・・Ｃｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋・ｈ・(Ｃ・ｍ

＝
２ｉ１ｉｆｉ

ｉ２ｉｐｉ２ｉｐｉ

ｉ２ｖｉＨｉ

－ gg
g

  (4.3.1.1.3) 

【ＳＲＳＳ法】 

)＋・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・Ｃ・・ｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋)・ｈＣ・・ｍ

＝Ｆ
２ｉ１ｉｆｉ

ｉ２ｉｐｉ２ｉｐｉ

2
ｉ２ｖ

2
ｉＨｉ

ｂｉ
－ gg

g ((

  (4.3.1.1.4) 
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計算モデル図 4－2(3)及び 4－3(3)の場合の引張力 

【絶対値和】 

)・(ｎ

・)Ｃ＋Ｃ＋(1・・ｍ＋＋Ｍ)・ｈ＋Ｃ・(Ｃ・ｍ
＝Ｆ

ｉ１２ｉｆｉ

１ｉｖｐｉｐｉｐＨｉ
ｂｉ

－
gg

)・(ｎ

・・ｍ＋＋Ｍ)＋(ｈ・・・Ｃｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋・ｈ・(Ｃ・ｍ

＝
ｉ１２ｉｆｉ

１ｉｉｐ１ｉｉｐｉ

１ｉｖｉＨｉ

－
gg

g

  (4.3.1.1.5) 

【ＳＲＳＳ法】 

)・(ｎ

・・ｍ＋＋Ｍ)＋(ｈ・Ｃ・・ｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋)・ｈＣ・・ｍ

＝Ｆ
ｉ１２ｉｆｉ

１ｉｉｐ１ｉｉｐｉ

2
１ｉｖ

2
ｉＨｉ

ｂｉ
－

gg
g ((

  (4.3.1.1.6) 

計算モデル図 4－2(4)及び 4－3(4)の場合の引張力 

【絶対値和】 

)・(ｎ

・1)Ｃ＋(Ｃ・・ｍ＋＋Ｍ)・ｈ＋Ｃ・(Ｃ・ｍ
＝Ｆ

ｉ１２ｉｆｉ

ｉ２ｖｐｉｐｉｐＨｉ
ｂｉ

－
－gg

)・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・・・Ｃｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋・ｈ・(Ｃ・ｍ

＝
ｉ１２ｉｆｉ

ｉ２ｉｐｉ２ｉｐｉ

ｉ２ｖｉＨｉ

－
－ gg

g

  (4.3.1.1.7) 

【ＳＲＳＳ法】 

)・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・Ｃ・・ｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋)・ｈＣ・・ｍ

＝Ｆ
ｉ１２ｉｆｉ

ｉ２ｉｐｉ２ｉｐｉ

2
ｉ２ｖ

2
ｉＨｉ

ｂｉ
－

－ gg
g ((

  (4.3.1.1.8) 

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐは次式で求める。 

・Ｐ・10
・Ｎ2・

60
＝Ｍ 6

π
ｐ   (4.3.1.1.9) 

（ N･mm/s1kW＝106 ） 

ただし，ベースが共通でポンプと原動機間に減速機がある場合，ポンプ及び減速機取付

ボルト(ｉ＝2及び 4)における(4.3.1.1.9)式中のＮはポンプ回転速度とする。 

また，Ｃｐはポンプ振動による振幅及び原動機の同期回転速度を考慮して定める値で，

次式で求める。 

・1000

60

Ｎ
2・π・・

1000

Ｈ
・

2

1

＝Ｃ

2
ｐ

ｐ g   (4.3.1.1.10) 
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引張応力 

ｂｉ

ｂｉ
ｂｉ

Ａ

Ｆ
＝σ   (4.3.1.1.11) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

2
ｉｂｉ ・ｄ

4
＝Ａ
π

  (4.3.1.1.12) 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

g・)・ｍ＋Ｃ＝(ＣＱ ｉｐｂｉ Ｈ   (4.3.1.1.13) 

せん断応力 

ｂｉｉ

ｂｉ
ｂｉ

・Ａｎ

Ｑ
＝τ   (4.3.1.1.14) 
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4.4 応力の評価 

4.4.1 ボルトの応力評価 

4.3.1.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒ ｔｓｉ以下

であること。ただし，ƒ ｔｏｉは下表による。 

ƒ ｔｓｉ＝Min[1.4・ƒ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒ ｔｏｉ]              (4.4.1.1) 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒ ｓｂｉ以下である

こと。ただし，ƒ ｓｂｉは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ

Ｆｉ

2
・1.5  

 Ｆｉ

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ

Ｆｉ

1.5・ 3
・1.5 

 Ｆｉ

1.5・ 3
・1.5 

＊
＊
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5. 機能維持評価 

5.1 動的機能維持評価方法 

評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の動的機

能維持を評価する。 

評価用加速度は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定

する。 

機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」による。 

なお，この適用形式を外れる場合は，加振試験等に基づき確認した加速度を用

いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

6. 耐震計算書のフォーマット 

横軸ポンプの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

注記 ＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設

備に示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載

の章番を「2．」から「1．」とする。 
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【フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果】 

【○○○○○ポンプの耐震性についての計算結果】 

1．設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の

重要度分類 

据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

建屋 
EL.   ＊1 －＊2 －＊2 Ｃ H＝   Ｃ V＝  Ｃ H＝ Ｃ V＝ Ｃ P＝    

1.2 機器要目 

部     材 
ｍｉ

(kg)
ｈｉ

(mm) 
１ｉ

＊3

(mm) 
２ｉ

＊3

(mm) 

Ａ
ｂｉ

(mm) 
ｎｉ ｎｆｉ

＊3

基礎ボルト 
(ｉ＝1) （M  ） 

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) （M  ）

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) （M  ）

減速機取付ボルト 
(ｉ＝4) （M  ）

部     材 
Ｓ

ｙｉ

 (MPa) 

Ｓ
ｕｉ

(MPa) 

Ｆ i 

(MPa) 

Ｆ i

(MPa) 

転倒方向 ＭＰ(N・mm) 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

     ＊2   ＊2 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

     ＊1   ＊1 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

     ＊1   ＊1 

減速機取付ボルト 

(ｉ＝4) 

     ＊1   ＊1 

予想最大両振幅 

(μm) 

回転速度 

(min
-1
) 

Ｈｐ＝ Ｎ＝ 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。

＊

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

   ＊2：周囲環境温度で算出 

   ＊3：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒

に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に

対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部      材 

Ｆ bｉ Ｑ bｉ

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

減速機取付ボルト 
(ｉ＝4) 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力                                             (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張り σb1＝ ƒts1＝  ＊ σb1＝ ƒts1＝    ＊

せん断 τb1＝ ƒsb1＝  τb1＝ ƒsb1＝ 

ポンプ取付ボルト  
引張り σb2＝ ƒts2＝    ＊ σb2＝ ƒts2＝    ＊

せん断 τb2＝ ƒsb2＝ τb2＝ ƒsb2＝ 

原動機取付ボルト  
引張り σb3＝ ƒts3＝    ＊ σb3＝ ƒts3＝    ＊

せん断 τb3＝ ƒsb3＝ τb3＝ ƒsb3＝ 

減速機取付ボルト  
引張り σb4＝ ƒts4＝    ＊ σb4＝ ƒts4＝    ＊

せん断 τb4＝ ƒsb4＝ τb4＝ ƒsb4＝ 

すべて許容応力以下である。                   注記＊：ƒ ｔｓｉ＝Min[1.4・ƒ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒ ｔｏｉ]より算出

1.4.2 動的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向   

鉛直方向   

原動機 

水平方向   

鉛直方向   

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果】 

【○○○○○ポンプの耐震性についての計算結果】 

2．重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動によ

る震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

建屋 
EL.    ＊1 －＊2 －＊2 － － Ｃ H＝  Ｃ V＝  Ｃ P＝   

2.2 機器要目 

部     材 
ｍｉ

(kg)

ｈｉ

(mm) 
１ｉ

＊3

(mm) 
２ｉ

＊3

(mm) 

Ａ
ｂｉ

(mm) 
ｎｉ ｎｆｉ

＊3

基礎ボルト 
(ｉ＝1) （M  ） 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) （M  ）

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) （M  ）

減速機取付ボルト 
(ｉ＝4) （M  ）

部     材 
Ｓ

ｙｉ

 (MPa) 

Ｓ
ｕｉ

(MPa) 
Ｆ i 

(MPa) 
Ｆ i 

(MPa) 

転倒方向 ＭＰ(N・mm) 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

        ＊2       ＊2 

－  －  －  

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 

        ＊1       ＊1 

－  －  －  

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 

        ＊1       ＊1 

－  －  －  

減速機取付ボルト 
(ｉ＝4) 

       ＊1       ＊1 

－  －  
－ 

予想最大両振幅 

(μm) 

回転速度 

(min
-1
) 

Ｈｐ＝ Ｎ＝ 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

   ＊2：周囲環境温度で算出 

   ＊3：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒

に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に

対する評価時の要目を示す。 

＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部      材 

Ｆ bｉ Ｑ bｉ

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
－ －

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
－  －  

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

－  －  

減速機取付ボルト 
(ｉ＝4) 

－  －  

2.4 結論

2.4.1 ボルトの応力                                            (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張り － － σb1＝ ƒts1＝    *

せん断 － － τb1＝ ƒsb1＝ 

ポンプ取付ボルト  
引張り － － σb2＝ ƒts2＝    *

せん断 － － τb2＝ ƒsb2＝ 

原動機取付ボルト  
引張り － － σb3＝ ƒts3＝    *

せん断 － － τb3＝ ƒsb3＝ 

減速機取付ボルト  
引張り － － σb4＝ ƒts4＝    *

せん断 － － τb4＝ ƒ sb4＝ 

すべて許容応力以下である。                   注記＊：ƒ ｔｓｉ＝Min[1.4・ƒ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒ ｔｏｉ]より算出

2.4.2 動的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向   

鉛直方向   

原動機 

水平方向   

鉛直方向   

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。
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減速機取付ボルト

１４ ２４

転 倒 方
向

基礎ボルト

１１ ２１

転 倒 方 向 

原動機取付ボルト 

１３               2 ３

 Ｃ～Ｃ矢視図    

(原動機取付ボルト) 

転 倒 方 向  

Ｄ～Ｄ矢視図   

(減速機取付ボルト) 

（ １ｉ≦ ２ｉ）     Ａ～Ａ矢視図                              12       22

                  (基礎ボルト)   

Ｃ

１４ ２４

Ｄ Ｄ

ｈ
１

２
１

１
１

１
２

 
２

２
２
３

１
３

ｈ
２

ｈ
４

2
0
0

(ポンプ取付ボルト) 

ＡＣ

Ｂ～Ｂ矢視図

Ｂ

Ｂ

Ａ

ポンプ取付ボルト

転 倒 方 向 

転 倒 方 向 

ｈ
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1. 概要 

本基本方針は，添付書類「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明

書が求められているたて軸ポンプ（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うも

の）が，十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したも

のである。解析の方針及び減衰定数については，添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方

針」に従うものとする。 

ただし，本基本方針が適用できないたて軸ポンプにあっては，個別耐震計算書にその耐震計

算方法を含めて記載する。 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

   たて軸ポンプの応力評価は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上

の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」に

て設定する箇所において，「4.2 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力によ

る応力等が許容限界内に収まることを，「4. 固有値解析及び構造強度評価」にて示す方法

にて確認することで実施する。また，たて軸ポンプの機能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-9 

機能維持の基本方針 4.1 動的機能維持 (2) 回転機器及び弁」にて設定した動的機器の

機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が動的機能確認済加速度以下であることを，

「5. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 耐震計

算書のフォーマット」に示す。 

たて軸ポンプの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 たて軸ポンプの耐震評価フロー 

設計用地震力 

たて軸ポンプの機能維持評価 

評価用加速度の算出 

解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

地震時における応力 

たて軸ポンプの構造強度評価 

地震応答解析 
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2.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62 年 8 月及び平成 3年 6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）) 

 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ 1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

Ａｃ バレルケーシング又はコラムパイプの断面積 mm2

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｐ ポンプ振動による震度 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｃ バレルケーシング又はコラムパイプの内径 mm 

Ｄｉ ボルトのピッチ円直径＊1 mm 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3131 に定める値＊1 MPa

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒ ｓｂｉ
せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa

ƒ ｔｏ i
引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa

ƒ ｔｓ i
引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈｐ 予想最大両振幅 μm 

Ｍ 図 4－2 計算モデルによる多質点解析により求められるモーメント N･mm 

Ｍｉ 図 4－2 計算モデルのイ，ロ，ハ及びニを支点とする地震及

び水平方向のポンプ振動による転倒モーメント＊2

N･mm 

Ｍｐ ポンプ回転により作用するモーメント N･mm 

ｍ バレルケーシング付根部に対しては，ポンプ床下部質量 

コラムパイプ付根部に対しては，コラムパイプ総質量 

kg 

ｍｉ 運転時質量＊3 kg 

Ｎ 回転速度（原動機の同期回転速度） min-1

ｎｉ ボルトの本数＊1 － 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 － 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｐｃ バレルケーシング又はコラムパイプの内圧 MPa 

Ｑｂｉ 図 4－2計算モデルのイ，ロ，ハ及びニにおける地震及び水

平方向のポンプ振動によりボルトに作用するせん断力＊1

N 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に定める値 MPa 

Ｓａ バレルケーシング又はコラムパイプの許容応力 MPa 

Ｓｕ，Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙ，Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa

Ｓｙｉ（ＲＴ） 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値＊1

MPa 

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ｔｉ 固有周期＊4 ｓ 

ｔ バレルケーシング又はコラムパイプの厚さ mm 

Ｚ バレルケーシング又はコラムパイプの断面係数 mm3

π 円周率 － 

σ バレルケーシング又はコラムパイプの一次一般膜応力の最大値 MPa 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa

σｃＨ 水平方向地震によりバレルケーシング又はコラムパイプに生じる

応力 

MPa 

σｃｖ 鉛直方向地震によりバレルケーシング又はコラムパイプに生じる

応力 

MPa 

σｚＰ バレルケーシング又はコラムパイプの内圧による軸方向応力 MPa 

σθＰ バレルケーシング又はコラムパイプの内圧による周方向応力 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa

注記 ＊1：Ａｂｉ，Ｄｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ，Ｆｂｉ，ƒ ｓｂｉ，ƒ ｔｏ i，ƒ ｔｓ i，ｎｉ， 

ｎｆｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとお

りとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：ポンプ取付ボルト 

ｉ＝3：原動機台取付ボルト 

ｉ＝4：原動機取付ボルト 

なお，ポンプ取付ボルト(上)，(下)がある場合は，ｉ＝2：ポンプ取付ボルト 

(下)，ｉ＝3：ポンプ取付ボルト(上)とし，ｉ＝3をｉ＝4，ｉ＝4をｉ＝5とす 

る。 

＊2：Ｍ iの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：イ 

ｉ＝2：ロ 

ｉ＝3：ハ 

ｉ＝4：ニ 

＊3：ｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：ポンプ取付面 

ｉ＝3：原動機台取付面 

ｉ＝4：原動機取付面 

なお，ポンプ取付面(上)，(下)がある場合は，ｉ＝2：ポンプ取付面(下)， 

ｉ＝3：ポンプ取付面(上)とし，ｉ＝3をｉ＝4，ｉ＝4をｉ＝5とする。 

＊4：Ｔｉの添字ｉの意味は，固有周期の次数を示す。 

＊
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ＊1 mm ― ― 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。  

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

3. 評価部位 

  たて軸ポンプの耐震評価は「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳し

くなる基礎ボルト,取付ボルト並びにバレルケーシング及びコラムパイプについて評価を実施す

る。 
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4. 固有値解析及び構造強度評価 

4.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

たて軸ポンプの固有値解析及び構造強度評価に用いる解析モデルの作成条件を以下に示す。 

(1) ポンプは基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とする。 

(2) ポンプは原動機を含めて多質点モデルにてモデル化し，軸とケーシングとを分け軸受部

をばねで接続した複列式多質点モデルとする。 

(3) モデル化に際しては，原動機，ポンプ及び内容物の質量は各質点に集中するものとする。 

(4) 下部サポートは鉛直方向にスライドできるものとし，水平方向の地震力を受けるものと

する。 

(5) 地震力はポンプに対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

図 4－1 概 要 図 

原動機 

ポンプ 

コラムパイプ 

バレルケーシング 
下部サポート 

基礎 
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4.2 固有周期 

 たて軸ポンプの固有周期について，「4.1 たて軸ポンプの固有値解析及び構造強度評価方

法」に基づき作成した解析モデルにより計算する。 

4.3 設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度及び基準地震動Ｓｓによる地震力は，添付書類「Ⅴ-2-

1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

4.4 計算方法 

4.4.1 応力の計算方法 

図 4－2 計算モデル 

ボルトの応力は地震による震度，ポンプ振動による震度及びポンプ回転により作用

するモーメントによって生じる引張力とせん断力について計算する。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：ポンプ取付ボルト＊

ｉ＝3：原動機台取付ボルト＊

ｉ＝4：原動機取付ボルト＊

注記＊：ポンプ取付ボルト(上)，(下)がある場合は，ｉ＝2：ポンプ取付ボ

ルト(下)，ｉ＝3：ポンプ取付ボルト(上)とし，ｉ＝3をｉ＝4，

ｉ＝4をｉ＝5とする。 
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なお，転倒モーメント並びにせん断力は，解析コードを用いた地震応答解析により

算出するが，その際，水平方向には設計震度とポンプ振動による震度の合計を考慮し，

鉛直方向には，設計震度と自重を考慮する。 
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は転倒支点から正比例した力が作用するものとし，最も厳し

い条件として転倒支点から最も離れたボルトについて計算する。 

引張力 

ｉｆｉ

ｉ
ｉｖｐｉ

ｂｉ

・Ｄ・ｎ
8

3
2

Ｄ
・・)・ｍ－Ｃ－（1－ＣＭ

＝Ｆ
g

 (4.3.1.1.1) 

ここで，Ｍｉは計算機コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いた地震応答解析により求める。 

また，Ｃｐはポンプ振動による振幅及び原動機の同期回転速度を考慮して定める値で，

次式で求める。 

・1000

60

Ｎ
2・π・・

1000

Ｈ
・

2

1

＝Ｃ

2
ｐ

ｐ g  (4.3.1.1.2) 

引張応力 

ｂｉ

ｂｉ
ｂｉ

Ａ

Ｆ
＝σ  (4.3.1.1.3) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

2
ｉｂｉ ・ｄ

4
＝Ａ
π

 (4.3.1.1.4) 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わ

ない。 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算する。なお，基礎

ボルト(ｉ＝1)については，ポンプ回転によるモーメントは作用しない。 

せん断力 

せん断力は計算機コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いた地震応答解析により求めるＱｂ

ｉ及びポンプ回転により作用するモーメントＭｐを考慮して求める。 

せん断応力 

ｉｂｉ

ｉｐｉｂ
ｉｂ

Ａ・ｎ

／Ｄ・Ｍ＋2Ｑ
＝τ  (4.3.1.1.5) 

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐは次式で求める。 

・Ｐ・10
・Ｎ2・

60
＝Ｍ 6

π
ｐ  (4.3.1.1.6) 

N･mm/s）（1kW＝106
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4.4.1.2 バレルケーシング及びコラムパイプの計算方法 

バレルケーシング及びコラムパイプの応力は次式により求める。 

(1) 水平方向地震力による応力 

多質点モデルを用いて応答計算を行い，得られた各部に働くモーメントにより，

曲げ応力は以下のようになる。 

Ｚ

Ｍ
＝Ｈｃσ  (4.3.1.2.1) 

(2) 鉛直方向地震による応力 

c

pｖ
ｖc

Ａ

）・ｍ・＋Ｃ（1＋Ｃ
＝σ

g
 (4.3.1.2.2) 

(3) 内圧による応力 

ｔ2・

Ｄ・Ｐ
＝

cc
θＰσ  (4.3.1.2.3) 

4・ｔ

Ｄ・Ｐ
＝

cc
ｚＰσ  (4.3.1.2.4) 

以上の(1)～(3)の各応力から，一次一般膜応力は 

）（＝Max θＰＰＨ σ，σ＋σ＋σσ ｚcvc  (4.3.1.2.5) 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 
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4.5 応力の評価 

4.5.1 ボルトの応力評価 

4.3.1.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒ ｔｓｉ以下

であること。ただし，ƒ ｔｏ iは下表による。 

ƒ ｔｓ i ＝Min[1.4・ƒ ｔｏ i－1.6・τｂｉ， ƒ ｔｏ i]                     (4.4.1.1) 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒ ｓｂｉ以下である

こと。ただし，ƒ ｓｂｉは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ

Ｆｉ

2
・1.5  

 Ｆｉ

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ

Ｆｉ

1.5・ 3
・1.5 

 Ｆｉ

1.5・ 3
・1.5 

＊
＊
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4.5.2 バレルケーシング及びコラムパイプの応力評価 

4.3.1.2 項で求めた応力が最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であること。ただし，

Ｓａは下表による。 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

応力の種類 

許 容 応 力 Ｓａ

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静

的震度による荷重との組合せ

の場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組

合せの場合 

一次一般膜応力

設計降伏点Ｓｙと設計引張強

さＳｕの 0.6 倍のいずれか小

さい方の値。ただし，オース

テナイト系ステンレス鋼及び

高ニッケル合金にあっては許

容引張応力Ｓの 1.2 倍の方が

大きい場合は，この大きい方

の値とする。 

設計引張強さＳｕの 0.6 倍 
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5. 機能維持評価 

5.1 動的機能維持評価方法 

評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の動的

機能維持を評価する。 

評価用加速度は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設

定する。機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」によ

る。 

なお，この適用形式を外れる場合は，加振試験等に基づき確認した加速度を

用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

6. 耐震計算書のフォーマット 

たて軸ポンプの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章

番を「2．」から「1．」とする。 
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【フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果】 

【○○○○ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機 器 名 称 
耐震設計上の

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ（m）

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ
ポンプ振動 

による震度 

最高使用

温度 

（℃） 

周囲環境

温度 

（℃） 

最高使用圧力（MPa） 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
吸込側 吐出側 

建屋 

EL.  ＊
  ＣＨ＝    ＣＶ＝    ＣＨ＝    ＣＶ＝   Ｃｐ＝     

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

（1）ボルト (2）バレルケーシング，コラムパイプ 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

部     材 
ｍｉ

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

Ａｂｉ

(mm2) 
ｎｉ  ｎｆｉ

Ｍｐ 

(N･mm) 

Ｓｙｉ

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 
部材 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｄｃ

(mm) 
ｔ 
(mm) 

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1） （M  ） 
＊2 ＊2   バレルケーシング ＊1 ＊1 ＊1 

ポンプ取付ボルト(下)

（ｉ＝2） （M  ） 
＊1 ＊1   コラムパイプ ＊1 ＊1 ＊1

ポンプ取付ボルト(上)

（ｉ＝3） （M  ） 
＊1 ＊1

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） （M  ） 
＊1 ＊1

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） （M  ） 
＊2 ＊2

予想最大両振幅 

(μm) 

回転速度 

(min-1) 

Ｈｐ＝ Ｎ＝ 

＊

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 
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1.3 計算数値 

（1）ボルトに作用する力 （2）バレルケーシング，コラムパイプに作用する力 

（単位：N・mm）

部      材 

Ｍｉ(N･mm) Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N) 

部材 

Ｍ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1）
 バレルケーシング

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2）
      コラムパイプ   

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3）
原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4）
原動機取付ボルト 

（ｉ＝5）

1.4 結   論 

1.4.1 固有周期            （単位：ｓ） 

モード 固有周期 

水平 1 次 ＴＨ1＝ 

鉛直 1 次 ＴＶ1＝ 

1.4.2 ボルトの応力                                   (単位：MPa)  1.4.3 バレルケーシング，コラムパイプの応力            (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 部材 材料  
一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力  
バレルケーシング

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
σ＝ Ｓａ＝ 

基 礎 ボ ル ト  

引張り σｂ1＝ ƒ ｔｓ 1＝  ＊ σｂ1＝ ƒ ｔｓ 1＝   ＊ 基準地震動Ｓｓσ＝ Ｓａ＝ 

せん断 τｂ1＝ ƒ ｓｂ 1＝ τｂ1＝ ƒ ｓｂ 1＝ 
コラムパイプ  

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
σ＝ Ｓａ＝ 

ポンプ取付ボルト(下)
引張り σｂ2＝ ƒ ｔｓ 2＝  ＊ σｂ2＝ ƒ ｔｓ 2＝   ＊ 基準地震動Ｓｓσ＝ Ｓａ＝ 

せん断 τｂ2＝ ƒ ｓｂ 2＝ τｂ2＝ ƒ ｓｂ 2＝ すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト(上)
引張り σｂ3＝ ƒ ｔｓ 3＝  ＊ σｂ3＝ ƒ ｔｓ 3＝   ＊

せん断 τｂ3＝ ƒ ｓｂ 3＝ τｂ3＝ ƒ ｓｂ 3＝ 

原動機台取付ボルト  
引張り σｂ4＝ ƒ ｔｓ 4＝  ＊ σｂ4＝ ƒ ｔｓ 4＝   ＊

せん断 τｂ4＝ ƒ ｓｂ 4＝ τｂ4＝ ƒ ｓｂ 4＝ 

原動機取付ボルト  
引張り σｂ5＝ ƒ ｔｓ 5＝  ＊ σｂ5＝ ƒ ｔｓ 5＝   ＊

せん断 τｂ5＝ ƒ ｓｂ 5＝ τｂ5＝ ƒ ｓｂ 5＝ 

すべて許容応力以下である。         注記＊：ƒ ｔｓｉ＝Min[1.4・ƒ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒ ｔｏｉ]より算出
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1.4.4 動的機能の評価結果 

1.4.4.1 機能確認済加速度との比較            (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 ＊1

鉛直方向 ＊2

原動機 
水平方向 ＊1

鉛直方向 ＊2

注記 ＊1：水平方向評価用加速度はコラム先端の応答加速度又は 1.0ZPA のうちいずれか大きい値。 

   ＊2：鉛直方向評価用加速度は 1.0ZPA。 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1    

2    

3    

4    

5    

6    

7    

8    

9    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

19    

20    

21    

22    

23    

24    

25    

26    

27    

28    

29    

30    

31    

32    

33    

34    

35    

36    

37    

38    

39    

40    
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(2) 要素の断面性状 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント 

(mm4) 

断面二次 

極モーメント 

(mm4) 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

11      

12      

13      

14      

15      

16      

17      

18      

19      

20      

21      

22      

23      

24      

25      

26      

27      

28      

29      

30      

31      

32      

(3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

1 15 (N/mm) 

3 17 (N/mm) 

6 20 (N/mm) 

9 23 (N/mm) 

12 38 (N/mm) 

13 39 (N/mm) 

17 27 (N/mm)  

31 33 (N・ mm/rad) 
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(4) 節点の質量 

節点番号 
質量 

(kg) 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

23  

24  

25  

26  

27  

28  

29  

30  

31  

32  

33  

34  

35  

36  

37  

38  

39  

40  
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(5) 材料物性値 

材料番

号 

温度 

（℃） 

縦弾性係数 

（MPa）  

質量密度 

（ kg/mm3）  

ポアソン比 

（－） 
材質 部位 

1      

2      

3      

4      

5      
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【フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果】 

【○○○○ポンプの耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処施設 

2.1 設計条件 

機 器 名 称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ
ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

（℃） 

周囲環境 

温度 

（℃） 

最高使用圧力（MPa） 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
吸込側 吐出側 

建屋 

EL.  ＊
  － － ＣＨ＝    ＣＶ＝    Ｃｐ＝     

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

（1）ボルト (2）バレルケーシング，コラムパイプ 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

予想最大両振幅 

(μm) 

回転速度 

(min-1) 

Ｈｐ＝ Ｎ＝ 

部     材 
ｍｉ

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

Ａｂｉ

(mm2) 
ｎｉ  ｎｆｉ

Ｍｐ 

(N･mm) 

Ｓｙｉ

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 
部材 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｄｃ

(mm) 
ｔ 
(mm) 

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1） （M  ） 
＊2 ＊2 －  バレルケーシング ＊1 ＊1 ＊1 

ポンプ取付ボルト(下)

（ｉ＝2） （M  ） 
＊1 ＊1 －  コラムパイプ ＊1 ＊1 ＊1

ポンプ取付ボルト(上)

（ｉ＝3） （M  ） 
＊1 ＊1 －  

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） （M  ） 
＊1 ＊1 －  

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） （M  ） 
＊2 ＊2 －  

＊

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

 ＊2：周囲環境温度で算出 
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2.3 計算数値 

（1）ボルトに作用する力 （2）バレルケーシング，コラムパイプに作用する力 

（単位：N・mm）

部      材 

Ｍｉ(N･mm) Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N) 

部材 

Ｍ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ

基 礎 ボ ル ト 

（ｉ＝1）
－  －  －  バレルケーシング －

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2）
－  －  －  コラムパイプ －  

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3）
－  －  －  

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4）
－  －  －  

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5）
－  －  －  

2.4 結   論 

2.4.1 固有周期             

モード 固有周期（ｓ） 卓越方向 

2.4.2 ボルトの応力                                   (単位：MPa)  2.4.3 バレルケーシング，コラムパイプの応力            (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 部材 材料  
一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 
バレルケーシング

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
－ － 

基 礎 ボ ル ト  

引張り － － σｂ1＝ ƒ ｔｓ 1＝  ＊ 基準地震動Ｓｓσ＝ Ｓａ＝ 

せん断 － － τｂ1＝ ƒ ｓｂ 1＝ 
コラムパイプ  

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
－ － 

ポンプ取付ボルト(下)
引張り － － σｂ2＝ ƒ ｔｓ 2＝   ＊ 基準地震動Ｓｓσ＝ Ｓａ＝ 

せん断 － － τｂ2＝ ƒ ｓｂ 2＝ すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト(上)
引張り － － σｂ3＝ ƒ ｔｓ 3＝   ＊

せん断 － － τｂ3＝ ƒ ｓｂ 3＝ 

原動機台取付ボルト  
引張り － － σｂ4＝ ƒ ｔｓ 4＝   ＊

せん断 － － τｂ4＝ ƒ ｓｂ 4＝ 

原動機取付ボルト  
引張り － － σｂ5＝ ƒ ｔｓ 5＝   ＊

せん断 － － τｂ5＝ ƒ ｓｂ 5＝ 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒ ｔｓｉ＝Min[1.4・ƒ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒ ｔｏｉ]より算出
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2.4.4 動的機能の評価結果 

2.4.4.1 機能確認済加速度との比較            (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 ＊1

鉛直方向 ＊2 

原動機 
水平方向 ＊1

鉛直方向 ＊2 

注記 ＊1：水平方向評価用加速度はコラム先端の応答加速度又は 1.0ZPA のうちいずれか大きい値。 

   ＊2：鉛直方向評価用加速度は 1.0ZPA。

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1    

2    

3    

4    

5    

6    

7    

8    

9    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

19    

20    

21    

22    

23    

24    

25    

26    

27    

28    

29    

30    

31    

32    

33    

34    

35    

36    

37    

38    

39    

40    
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(2) 要素の断面性状 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント 

(mm4) 

断面二次 

極モーメント 

(mm4) 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

11      

12      

13      

14      

15      

16      

17      

18      

19      

20      

21      

22      

23      

24      

25      

26      

27      

28      

29      

30      

31      

32      

(3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

1 15 (N/mm) 

3 17 (N/mm) 

6 20 (N/mm) 

9 23 (N/mm) 

12 38 (N/mm) 

13 39 (N/mm) 

17 27 (N/mm)  

31 33 (N・ mm/rad) 
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(4) 節点の質量 

節点番号 
質量 

(kg) 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

23  

24  

25  

26  

27  

28  

29  

30  

31  

32  

33  

34  

35  

36  

37  

38  

39  

40  
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(5) 材料物性値 

材料番

号 

温度 

（℃） 

縦弾性係数 

（MPa）  

質量密度 

（ kg/mm3）  

ポアソン比 

（－） 
材質 部位 

1      

2      

3      

4      

5      
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コラムパイプ 

バレルケーシング 

容器，基礎台及びボルトの形状 

は実機ベースで記載する。 

なお，ボルトのスリーブは記載しない。
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Ⅴ-2-1-13-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針 
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本基本方針は，実用発電用原子炉及びその附属施設のうち，管の耐震性についての計算書（以

下「計算書」という。）について説明するものである。 

1.2 適用規格 

適用規格を以下に示す。 

(1) 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（原子力規制委員会 2013

年 6 月）（以下「技術基準規則」という。） 

(2) 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈（原子力規制委員会

2013 年 6月）（以下「技術基準規則解釈」という。） 

(3) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版を含む。））（ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9月）（以下「設計・建設規格」という。） 

(4) 耐震設計に係る工認審査ガイド（原子力規制委員会 2013 年 6月）（以下「耐震審査ガイ

ド」という。） 

(5) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４６０１・補-1984，

ＪＥＡＧ４６０１-1987 及びＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版）（日本電気協会 電気技術基準

調査委員会 昭和 59 年 9月，昭和 62年 8月及び平成 3年 6月）（以下「ＪＥＡＧ４６０１」

という。） 
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2. 計算方針 

耐震審査ガイドの記載に基づき，ＪＥＡＧ４６０１の規定を適用する。なお，適用の際は耐震

重要度分類におけるＡs クラス及びＡクラスをＳクラス，基準地震動Ｓ2 及びＳ1 をそれぞれ基準

地震動Ｓs及び弾性設計用地震動Ｓdと読み替えるものとする。 

ＤＢ施設については耐震設計上の重要度分類に応じてＳクラス評価，Ｂクラス評価を実施し，

ＳＡ設備についてはＳs機能維持評価を実施する。 

管については，一次応力評価，一次＋二次応力評価及び疲労評価を実施する。 

支持構造物については，添付書類「Ⅴ-2-1-11 機器・配管の耐震支持設計方針」に基づき，

以下に示す種類及び型式に区分して応力評価を実施する。 

(1)オイルスナッバ 

(2)メカニカルスナッバ 

(3)ロッドレストレイント 

(4)スプリングハンガ 

(5)コンスタントハンガ 

(6)リジットハンガ 

(7)レストレイント 

(8)アンカ 

上記の支持構造物のうち，(1)～(5)については，添付書類「Ⅴ-2-1-11 機器・配管の耐震支

持設計方針」において，種別及び型式単位に設定した許容荷重に対する応力評価を実施し，計算

応力が許容応力以下であることを確認していることから，荷重確認による評価を実施し，計算荷

重が許容荷重以下であることを確認する。なお，支持構造物は強度計算及び耐震性についての計

算の基本式が同一であることから，強度計算を耐震性についての計算に含めて実施する。 

弁については，動的機能維持要求弁に対する動的機能維持評価を実施し，計算により求めた弁

応答加速度が機能確認済加速度以下であることを確認する。なお，弁応答加速度が機能確認済加

速度を超過する場合は構造強度評価を実施し，計算応力が許容応力以下であることを確認する。 
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3. 計算方法 

耐震性についての計算は 3次元多質点系はりモデルによる解析により実施する。配管系の動的

解析手法としては，スペクトルモーダル解析法を用いる。 

3.1 解析モデルの作成

配管系の解析モデル作成に当たっては，以下を考慮する。 

(1) 配管系は 3次元多質点系はりモデルとし，曲げ，せん断，ねじり及び軸力に対する剛性

を考慮する。 

(2) 弁等の偏心質量がある場合には，その影響を評価できるモデル化を行う。また，弁の剛

性を考慮したモデル化を行う。 

(3) 同一モデルに含める範囲は，原則としてアンカ点からアンカ点までとする。 

(4) 分岐管がある場合には，その影響を考慮できるモデル化を行う。ただし，母管に対して

分岐管の径が十分に小さく，分岐管の振動が母管に与える影響が小さい場合にはこの限り

ではない。 

(5) 質点は応力が高くなると考えられる点に設定するとともに，代表的な振動モードを十分

に表現できるように，適切な間隔で設ける。 

(6) 配管の支持構造物は，以下の境界条件として扱うことを基本とする。 

a. レストレイント：拘束方向の剛性を考慮する。 

b. スナッバ：拘束方向の剛性を考慮する。 

c. アンカ：6方向の剛性を考慮する。 

d. ガイド：拘束方向及び回転拘束方向の剛性を考慮する。 

e. ハンガ：拘束方向の剛性を考慮する。 

(7) 配管系の質量は，配管自体の質量の他に弁等の集中質量，保温材等の付加質量及び管内

流体の質量を考慮するものとする。 
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3.2 解析条件

解析において考慮する解析条件を以下に示す。 

(1) 荷重条件 

a. 内圧 

b. 機械的荷重（自重その他の長期的荷重） 

c. 機械的荷重（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力及びその他の短期的荷重） 

d. 地震荷重（基準地震動Ｓs，弾性設計用地震動Ｓd 及び静的震度による慣性力及び相対

変位) 

(2) 設計用地震力 

設計用地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定し

た設備評価用床応答曲線を用いる。また，減衰定数は添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析

の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

なお，設備評価用床応答曲線は配管系の重心レベルを求め，その重心レベルの上階の設

備評価用床応答曲線を適用する。もしくは，配管系が設置されているレベルを包絡する設

備評価用床応答曲線を適用する。 
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4. 計算式 

4.1 記号の定義

計算式中に説明のない記号の定義は下表のとおりとする。 

記号 単位 定義 

Ｂ1,Ｂ2, 

Ｂ2b,Ｂ2r

― 
設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数(一次応力の計算に使

用するもの) 

Ｃ2,Ｃ2b,Ｃ2r ― 
設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数(一次＋二次応力の計

算に使用するもの) 

Ｄ0 mm 管の外径 

Ｅ MPa 設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1に規定する縦弾性係数 

ｉ1 ― 
応力係数で設計・建設規格 PPC-3810 に規定する値又は 1.33 のいず

れか大きい方の値 

ｉ2 ― 
応力係数で設計・建設規格 PPC-3810 に規定する値又は 1.0 のいずれ

か大きい方の値 

Ｋ2,Ｋ2b,Ｋ2r ― 
設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数(ピーク応力の計算に

使用するもの) 

Ｍa N･mm 
管の機械的荷重(自重その他の長期的荷重に限る)により生ずるモー

メント 

Ｍb N･mm 
耐震性についての計算：管の機械的荷重(地震を含めた短期的荷重)

により生ずるモーメント 

Ｍb* N･mm 地震による慣性力により生ずるモーメントの全振幅 

Ｍbp N･mm 

耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分

岐管の機械的荷重(地震による慣性力を含む)により生ずるモーメン

ト 

Ｍbs N･mm 

耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分

岐管の地震による慣性力と相対変位により生ずるモーメントの全振

幅 

Ｍc N･mm 
耐震性についての計算：地震による相対変位により生ずるモーメント

の全振幅 

Ｍip N･mm 
耐震性についての計算：管の機械的荷重(地震による慣性力を含む)

により生ずるモーメント 
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記号 単位 定義 

Ｍis N･mm 
耐震性についての計算：管の地震による慣性力と相対変位により生ず

るモーメントの全振幅 

Ｍrp N･mm 
耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主

管の機械的荷重(地震による慣性力を含む)により生ずるモーメント 

Ｍrs N･mm 
耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主

管の地震による慣性力と相対変位により生ずるモーメントの全振幅 

ｎi 回 繰返し荷重 iの実際の繰返し回数 

Ｎi 回 
繰返し荷重 i に対し，設計・建設規格 PPB-3534 にしたがって算出さ

れた許容繰返し回数 

Ｐ MPa 耐震性についての計算：地震と組合せるべき運転状態における圧力 

Ｓｈ MPa 
使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に規定

する材料の許容引張応力 

Ｓ  MPa 繰返しピーク応力強さ 

Ｓm MPa 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1 に規定する材料の設計応力

強さ 

Ｓn MPa 一次＋二次応力 

Ｓp MPa ピーク応力 

Ｓprm MPa 一次応力 

Ｓy MPa 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏

点 

Ｓｕ MPa 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に規定する材料の設計引

張強さ 

ｔ mm 管の厚さ 

Ｚ，Ｚｉ mm3 管の断面係数 

Ｚｂ mm3 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の断面係数 

Ｚｒ mm3 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の断面係数 

εe ― 

Ｓp を求めたピーク応力強さのサイクルに対して，弾性解析により計

算したときのひずみであり，次の計算式により計算した値 

εe＝σ
―

*／Ｅ 

σ
―

*：弾性解析によるミーゼス相当応力 

εep ― 

Ｓpを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，材料の応力-ひずみ

関係として，降伏応力をＳmの 1.5 倍の値とした弾完全塑性体とした

弾塑性解析により計算したときのひずみであり，次の計算式により計

算した値 

εep＝σ
―

／Ｅ＋ε
―

p 

σ
―

：弾塑性解析によるミーゼス相当応力 

ε
―

p：弾塑性解析によるミーゼス相当塑性ひずみ 
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4.2 耐震性についての計算

(1) クラス１管及び重大事故等クラス２管であってクラス１管 

a. 一次応力 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓprm＝Ｂ1ＰＤ0／2ｔ＋Ｂ2bＭbp／Ｚb＋Ｂ2rＭrp／Ｚr

(b) (a)以外の管 

Ｓprm＝Ｂ1ＰＤ0／2ｔ＋Ｂ2Ｍip／Ｚi

b. 一次＋二次応力 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓn＝Ｃ2bＭbs／Ｚb＋Ｃ2rＭrs／Ｚr

(b) (a)以外の管 

Ｓn＝Ｃ2Ｍis／Ｚi

c. ピーク応力 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓp＝Ｋ2bＣ2bＭbs／Ｚb＋Ｋ2rＣ2rＭrs／Ｚr

(b) (a)以外の管 

Ｓp＝Ｋ2Ｃ2Ｍis／Ｚi

d. 繰返しピーク応力強さ 

Ｓ ＝ＫeＳp／2 

Ｋｅ：次の計算式により計算した値 

イ. Ｓｎ＜3･Ｓｍの場合 

Ｋｅ＝1 

ロ. Ｓｎ≧3･Ｓｍ場合 

(イ) Ｋ＜Ｂ０の場合 

ⅰ. Ｓｎ／(3･Ｓｍ)＜［(ｑ＋Ａ０／Ｋ－1) 

－ ）｝･（ｑ－･Ａ－／Ｋ－ｑ＋Ａ ００ 141){( 2 ］／（2･Ａ０）の場合 

Ｋｅ＝Ｋｅ
＊＝1＋Ａ０･{Ｓｎ／(3･Ｓｍ)－1／Ｋ} 

ⅱ. Ｓｎ／(3･Ｓｍ)≧［(ｑ＋Ａ０／Ｋ－1) 

－ ）｝･（ｑ－･Ａ－／Ｋ－ｑ＋Ａ ００ 141){( 2 ］／（2･Ａ０）の場合 

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋(ｑ－1)(1－3･Ｓｍ／Ｓｎ) 

 (ロ) Ｋ≧Ｂ０の場合 

ⅰ. Ｓｎ／(3･Ｓｍ)＜[(ｑ－1)－ 111 ｑ－Ｋ－Ａ０ ]／ａの場合 

 Ｋｅ＝Ｋｅ
＊＊＝ａ･Ｓｎ／(3･Ｓｍ)＋Ａ０･(1－1／Ｋ)＋1－ａ 
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ⅱ. Ｓｎ／(3･Ｓｍ)≧[(ｑ－1)－ 111 ｑ－Ｋ－Ａ０ ]／ａの場合 

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋(ｑ－1)･(1－3･Ｓｍ／Ｓｎ) 

ここで， 

Ｋ＝Ｓｐ／Ｓｎ， 

ａ＝Ａ０･(1－1／Ｋ)＋(ｑ－1)－2･ 111 ｑ－Ｋ－Ａ０

ｑ，Ａ０，Ｂ０：下表に掲げる材料の種類に応じ，それぞれの同表に掲げる値 

材料の種類 ｑ Ａ０ Ｂ０

低合金鋼 3.1 1.0 1.25 

マルテンサイト系ステンレス鋼 3.1 1.0 1.25 

炭素鋼 3.1 0.66 2.59 

オーステナイト系ステンレス鋼 3.1 0.7 2.15 

高ニッケル合金 3.1 0.7 2.15 

Ｓｎ≧3･Ｓｍの場合，4.2(1)d.ロ.に関わらず，次の計算式により計算した値を用い

ても良い。 

Ｋｅ＝εｅｐ／εｅ

e. 疲労累積係数 

Σ(ｎi／Ｎi)≦1.0 

(2) (1)を除く管 

a. 一次応力 

Ｓprm＝ＰＤ0／4ｔ＋0.75ｉ1(Ｍa＋Ｍb)／Ｚ 

b. 一次＋二次応力 

Ｓn＝(0.75ｉ1Ｍb*＋ｉ2Ｍc)／Ｚ 
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5. 荷重の組合せ及び許容応力 

耐震性についての計算において考慮する荷重の組合せ及び許容応力を表5－1～表5－5に示す。 

表 5－1 荷重の組合せ（耐震設計上の重要度分類Ｓクラス及びＳｓ機能維持対象） 

施設 

分類＊1
設備 管クラス 荷重の組合せ＊2

許容応力 

状態 

ＤＢ 

原子炉格納容器 

バウンダリ 

クラス１管 

クラス２管 

IL＋Ｓd

ⅢAＳ ⅡL＋Ｓd

ⅣL(Ｌ)＋Ｓd
＊3

IL＋Ｓs

ⅣAＳ ⅡL＋Ｓs

ⅣL(Ｌ)＋Ｓd
＊4,＊5 

上記を除く設備 

クラス１管 

クラス２管 

クラス３管 

クラス４管 

火力技術基準適用の管 

IL＋Ｓd

ⅢAＳ ⅡL＋Ｓd

ⅣL(Ｌ)＋Ｓd
＊3

IL＋Ｓs

ⅣAＳ ⅡL＋Ｓs

ⅣL(Ｌ)＋Ｓd
＊4,＊5 

ＳＡ 

原子炉冷却材圧力 

バウンダリ 
重大事故等クラス２管 ―＊8 ―＊8

原子炉格納容器 

バウンダリ 
重大事故等クラス２管 

ⅤL(Ｌ)＋Ｓd
＊6,＊7

ⅤAＳ 
ⅤL(ＬＬ)＋Ｓs

＊6

上記を除く設備 

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

火力技術基準適用の管 

ⅤL＋Ｓs ⅤAＳ 

注記 ＊1：ＤＢ施設とＳＡ設備の兼用範囲はＤＢ施設及びＳＡ設備の荷重の組合せを考慮する。 

＊2：運転状態の添字 Lは荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態，(ＬＬ)は(Ｌ)より更

に長期的に荷重が作用している状態を示す。 

＊3：ECCS 等（非常用炉心冷却系及びそれに関連する系統）のみにおいて考慮する。 

＊4：ECCS 等（非常用炉心冷却系及びそれに関連する系統）以外において考慮する。 

＊5：クラス１管においてのみ考慮する。 

＊6：プロセス条件に加え，重大事故時の原子炉格納容器バウンダリ条件として，重大事故時

の原子炉格納容器限界温度及び圧力を考慮する。 

＊7：荷重の組合せⅤL(Ｌ) ＋ＳdはⅤL(ＬＬ) ＋Ｓsに包絡されるため，評価を省略する。 

＊8：原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲は重大事故等発生時の環境条件が設計条件（圧力・ 

温度等）を超える時間が短期（10-1 年未満）であるため，運転状態ⅤにおいてＳd 又は

Ｓs地震力との組合せは考慮不要である。 
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表 5－2 荷重の組合せ（耐震設計上の重要度分類Ｂクラス） 

施設 

分類  
設備 管クラス 荷重の組合せ＊2

許容応力 

状態 

ＤＢ 
液体廃棄物処理系 

固体廃棄物処理系 
クラス３管 

IL＋1/2・Ｓd

ＢAＳ 
ⅡL＋1/2・Ｓd

表 5－3 許容応力（クラス１管及び重大事故等クラス２管であってクラス１管） 

許容応力 

状態 

一次一般 

膜応力 

一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力 

一次＋二次 

＋ピーク応力 

ⅢAＳ 1.5Ｓm
*2

2.25Ｓm
*3

ただし，ねじりによる応力

が 0.55Ｓm を超える場合

は，曲げとねじりによる応

力について 1.8Ｓmとする。

3Ｓm
*5

Ｓd 又はＳs 地震動

のみによる応力振

幅について評価す

る。 

Ｓd 又はＳs 地震動の

みによる疲労累積係

数と運転状態Ⅰ，Ⅱに

おける疲労累積係数

の和が 1.0 以下であ

ること。 
ⅣAＳ 

ⅤAＳ＊1
2Ｓm

*2

3Ｓm
*4

ただし，ねじりによる応力

が 0.73Ｓm を超える場合

は，曲げとねじりによる応

力について 2.4Ｓmとする。

注記 ＊1：許容応力状態ⅤAＳは許容応力状態ⅣAＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣAＳとして 

評価を実施する。 

＊2：軸力による全断面平均応力については，許容応力状態ⅢAＳの一次一般膜応力の許容値（1.5・

Ｓｍ）の 0.8 倍の値とする。 

＊3：許容応力状態ⅢAＳと供用状態Ｃを考慮し，2.25･Ｓｍと 1.8･Ｓｙの小さい方を許容値とする。  

＊4：許容応力状態ⅣAＳと供用状態Ｄを考慮し，3･Ｓｍと 2･Ｓｙの小さい方を許容値とする。 

＊5：3･Ｓｍを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300(同 PVB-3313

を除く)又は PPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)の簡易弾塑性解析を用いる。 
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表 5－4 許容応力（「クラス１管及び重大事故等クラス２管であってクラス１管」を除く管で耐

震設計上の重要度分類Ｓクラス及びＳｓ機能維持対象） 

許容応力 

状態 

一次一般 

膜応力 

一次応力 

（曲げ応力を含む） 

一次＋二次 

応力 

一次＋二次 

＋ピーク応力 

ⅢAＳ 

Min(Ｓy,0.6Ｓu)*2

ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び高ニ

ッケル合金については

1.2Ｓhとしてもよい。 

Ｓy

ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び高ニ

ッケル合金については

1.2Ｓhとしてもよい。 

Ｓd 又はＳs 地震動のみによる

疲労解析を行い疲労累積係数

が 1.0 以下であること。ただ

し，地震動のみによる一次＋

二次応力の変動値が2Ｓy以下

であれば，疲労解析は不要で

ある。*3

ⅣAＳ 

ⅤAＳ＊1
0.6Ｓu

*2 0.9Ｓu

注記 ＊1：許容応力状態ⅤAＳは許容応力状態ⅣAＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣAＳとして 

     評価を実施する。 

＊2：軸力による全断面平均応力については，許容応力状態ⅢAＳの一次一般膜応力の許容値の 0.8

倍の値とする。  

＊3：2･Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，

(4)及び(5)（ただし，Ｓｍは 2/3･Ｓｙと読み替える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

表 5－5 許容応力（クラス 3管で耐震設計上の重要度分類Ｂクラス） 

許容応力 

状態 

一次一般 

膜応力 

一次応力 

（曲げ応力を含む） 

一次＋二次 

応力 

一次＋二次 

＋ピーク応力 

ＢAＳ 

＊1

Ｓy と 0.6・Ｓuの小さい

方。ただし，オーステナ

イト系ステンレス鋼及び

高ニッケル合金について

は上記値と 1.2・Ｓｈと

の大きい方。 

Ｓy

ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び高ニ

ッケル合金については上

記値と1.2Ｓhとの大きい

方。 

－ 

注記 ＊1：軸力による全断面平均応力については本欄の 0.8 倍の値とする。 
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6. 計算精度と数値の丸め方 

計算精度は 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 6－1に示すとおりである。 

表 6－1 表示する数値の丸め方 

項目 数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

鳥瞰図 
寸法 mm 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

変位量 mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

計算条件 

圧力 MPa 小数点第 3位 四捨五入 小数点第 2位＊1

温度 ℃ 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

外径 mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

厚さ mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

縦弾性係数 MPa 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

質量 kg 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

単位長さ質量 kg/m 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

ばね定数 N/mm 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

回転ばね定数 N･mm/rad 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

方向余弦 ― 小数点第 5位 四捨五入 小数点第 4位 

許容応力＊2 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

減衰定数 ％ ― ― 小数点第 1位 

解析結果

及び評価 

固有周期 s 小数点第 4位 四捨五入 小数点第 3位 

震度 ― 小数点第 3位 切上げ 小数点第 2位 

刺激係数 ― 小数点第 4位 四捨五入 小数点第 3位 

計算応力 MPa 小数点第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

計算荷重 kN 小数点第 1位 切上げ 整数位 

許容荷重 kN 小数点第 1位 切捨て 整数位 

疲労累積係数 ― 小数点第 5位 切上げ 小数点第 4位 

弁応答加速度 ×9.8m/s2 小数点第 2位 切上げ 小数点第 1位 

機能確認済加速度 ×9.8m/s2 ― ― 小数点第 1位 

注記 ＊1：必要に応じて小数点第 3位表示とする。また，静水頭は「静水頭」と記載する。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容応力は，比例法 

により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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7. 計算書の構成 

(1) 概要 

本基本方針及び添付書類「Ⅴ-2-1-11 機器・配管の耐震支持設計方針」に基づき，管，

支持構造物及び弁の耐震性についての計算を実施した結果を示す旨を記載する。なお，支

持構造物は強度計算及び耐震性についての計算の基本式が同一であることから，強度計算

を耐震性についての計算に含めて実施している旨を記載する。 

また，評価結果の記載方法は以下とする旨を記載する。 

    a. 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析

モデル単位に記載する。また，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発生値（以

下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結

果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果につ

いても記載する。 

b. 支持構造物 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に支持点荷重が最大となる支持

点の評価結果を代表として記載する。 

c. 弁 

評価結果を記載する対象弁は，工認主要弁かつ動的機能維持要求弁とし，機能確認済

加速度の応答加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁を代表として，弁型

式別に評価結果を記載する。 

(2) 概略系統図及び鳥瞰図 

    a. 概略系統図 

工事計画記載範囲の系統の概略を示した図面を添付する。 

b. 鳥瞰図 

  評価結果記載の解析モデルの解析モデル図を添付する。鳥瞰図に示す記号例を下表に

示す。 

記号例 内容 

 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を

「(SA)」，設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾

を「(DB)」とする。） 

 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

計算書記載範囲の管 

 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管

のうち，他系統の管であって解析モデルの概略を示すた

めに表記する管 

　　　　　　（太線）

　　　　　　（細線）

　　　　　　（破線）
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記号例 内容 

 質点 

質点に記載される記号は，「W」は溶接点、「Z」は配管の

座，「S」はスリーブ，「F」はフランジ，「N」はノズル，

「A」はアンカを示す。

アンカ 

レストレイント 

レストレイント 

 （本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方

向成分を示す。スナッバについても同様とする。） 

スナッバ 

ハンガ 

リジットハンガ 

 拘束点の地震による相対変位量(mm) 

（ * は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，

‘内に変位量を記載する。） 

(3) 計算条件 

本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 耐-1～耐-7 に示す。 

(4) 解析結果及び評価 

本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 耐-8～耐-13 に示す。 
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・FORMAT 耐-1： 

荷重の組合せ及び許容応力状態 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 

分類＊1

設備 

分類＊2

機器等 

の区分 

耐震設計上の 

重要度分類 

荷重の組

合せ＊3,4

許容応力 

状態＊5

注記 ＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 

＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重

大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備

を示す。 

＊3：運転状態の添字 Lは荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態を示す。 

＊4：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 

＊5：許容応力状態ⅤAＳは許容応力状態ⅣAＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣAＳとし 

て評価を実施する。 

・FORMAT 耐-2： 

設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥瞰図番号 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

耐震設計上の

重要度分類 

縦弾性係数 

(MPa) 

・FORMAT 耐-3： 

配管の付加質量，フランジ部の質量，弁部の質量 

鳥瞰図番号 

質量 対応する評価点 

注：配管の付加質量は，保温等の配管に付加される重量を示す。 
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・FORMAT 耐-4： 

弁部の寸法 

鳥瞰図番号 

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 

・FORMAT 耐-5： 

支持点及び貫通部ばね定数 

鳥瞰図番号 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

・FORMAT 耐-6： 

材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力(MPa)＊

Ｓm Ｓy Ｓu Ｓh

注記 ＊：評価に使用しない許容応力については「―」と記載する。 

・FORMAT 耐-7： 

設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設備評価用床応答曲線を下表に示す。 

なお，設備評価用床応答曲線は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき

策定したものを用いる。また，減衰定数は添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載

の減衰定数を用いる。 

鳥瞰図 建物・構築物 標高 減衰定数(％) 
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・FORMAT 耐-8： 

固有周期及び設計震度 

鳥瞰図番号 

耐震設計上の重要度分類 Ｓ 

適用する地震動等 Ｓd及び静的震度 Ｓs

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊1
応答鉛直 

震度＊1
応答水平震度＊1

応答鉛直 

震度＊1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

1 次        

2 次        

･･･        

8 次        

n 次        

n＋1次＊4  ― ― ― ― ― ― 

動的震度＊2

静的震度＊3    ― ― ― 

注：本表はＳクラスの場合を示す。なお，Ｓs機能維持評価の場合は，「Ｓd及び静的震度」欄及び「静

的震度」欄を削除したものを使用する。 

注記 ＊1：各モードの固有周期に対し，設備評価用床応答曲線より得られる震度を示す。 

＊2：Ｓd又はＳs地震動に基づく最大設備評価用床応答加速度より定めた震度を示す。 

＊3：3.6ＣI及び 1.2Ｃvより定めた震度を示す。 

＊4：固有周期が 0.050s 以下であることを示す。 

・FORMAT 耐-9： 

各モードに対応する刺激係数 

鳥瞰図番号 

モード 
固有周期 

(s) 

刺激係数＊１

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次     

2 次     

･･･     

8 次     

n 次     

注：3次モードまでを代表として，各質点の変位の相対量･方向を示した振動モード図を添付する。 

注記 ＊1：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリクスの積から算出した値

を示す。
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・FORMAT 耐-10-1： 

管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

クラス１管 

鳥瞰図 

許容 

応力 

状態 

最大 

応力 

評価点 

配管 

要素 

名称 

最大応力 

区分 

一次応力評価 

(MPa) 

一次＋二次応力評価 

(MPa) 

疲労 

評価 

一次応力 

Ｓprm(Ｓd) 

Ｓprm(ＳS) 

許容応力 

2.25Ｓm
＊1

3Ｓm
＊1

ねじり 

応力 

Ｓt(Ｓd) 

Ｓt(Ｓs) 

許容 

応力 

0.55Ｓm

0.73Ｓm

一次＋二次 

応力 

Ｓn(ＳS) 

許容 

応力 

3Ｓm

疲労累積係

数 

Ｕ+ＵＳs

鳥瞰図 

番号 

ⅢAＳ 

ⅢAＳ 

ⅣAＳ 

ⅣAＳ 

ⅣAＳ 

ⅣAＳ 

  Ｓprm(Ｓd) 

Ｓt(Ｓd) 

Ｓprm(ＳS) 

Ｓt(ＳS) 

Ｓn(Ｓs) 

Ｕ+ＵＳs

Max

―

Max 

― 

― 

― 

2.25Ｓm

― 

3Ｓm

― 

― 

― 

― 

Max＊2 

―

Max＊2

― 

― 

― 

0.55Ｓm

― 

0.73Ｓm 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

Max 

― 

― 

― 

― 

― 

3Ｓm 

― 

― 

― 

―

―

Ｕ+ＵＳs
＊3 

Max 

注：本表は曲げ＋ねじり応力評価を除く評価結果を示すものである。 

注記 ＊1：設計・建設規格 PPB-3552 及び PPB-3562 の規定に基づく供用状態Ｃ及びＤにおける一

次応力評価を許容応力状態ⅢAＳ及びⅣAＳにおける一次応力評価に含めて実施する場

合は，許容応力状態ⅢAＳ及びⅣAＳの許容応力をそれぞれ，Min(2.25Ｓm，1.8Ｓy)及び

Min(3Ｓm，2Ｓy)とする。 

   ＊2：ねじり応力が許容応力状態ⅢAＳのとき 0.55Ｓm，又は許容応力状態ⅣAＳのとき 0.73Ｓm

を超える場合は，曲げ＋ねじり応力評価を実施する。 

   ＊3：一次＋二次応力が 3Ｓm以下の場合は「―」と記載する。 

下表に示すとおりねじりによる応力が許容応力状態ⅢAＳのとき 0.55Ｓm，又は許容応力状態ⅣA

Ｓのとき 0.73Ｓmを超える評価点のうち曲げとねじりによる応力は許容値を満足している。 

鳥瞰図 評価点 

一次応力評価(MPa) 

ねじり応力 

Ｓt(Ｓd) 

Ｓt(Ｓs) 

許容応力 

0.55Ｓm

0.73Ｓm

曲げとねじり応力 

Ｓt＋Ｓb(Ｓd) 

Ｓt＋Ｓb(Ｓs) 

許容応力 

1.8Ｓm

2.4Ｓm

鳥瞰図 

番号 

Max 

Max 

0.55Ｓm

0.73Ｓm

Max 

Max 

1.8Ｓm

2.4Ｓm

注：本表はねじり＋曲げ応力評価結果を示すものである。 
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・FORMAT 耐-10-2： 

管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

クラス２以下の管 

鳥瞰図 
許容応力 

状態 

最大応力 

評価点 

最大応力 

区分 

一次応力評価(MPa) 一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価 

計算応力 

Ｓprm(Ｓd) 

Ｓprm(Ｓs) 

許容応力 

Ｓy
＊1

0.9Ｓu

計算応力 

Ｓn(Ｓs) 

許容応力 

2Ｓy

疲労累積係数 

ＵＳs

鳥瞰図 

番号 

ⅢAＳ 

ⅣAＳ 

ⅣAＳ 

Ｓprm(Ｓd) 

Ｓprm(Ｓs) 

Ｓn(Ｓs) 

Max 

Max 

― 

Ｓy
＊1

0.9Ｓu 

― 

― 

― 

Max 

― 

― 

2Ｓy

― 

― 

ＵＳs
＊2

注記 ＊1：オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓyと 1.2Ｓhのうち大

きい方とする。 

＊2：一次＋二次応力が 2Ｓy以下の場合は「―」と記載する。 

・FORMAT 耐-10-3： 

管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

鳥瞰図 

許容 

応力 

状態 

最大 

応力 

評価点 

配管 

要素 

名称 

最大応力 

区分 

一次応力評価 

(MPa) 

一次＋二次応力評価 

(MPa) 

疲労 

評価 

一次応力 

Ｓprm(ＳS) 

許容応力 

3Ｓm

ねじり 

応力 

Ｓt(Ｓs) 

許容 

応力 

0.73Ｓm

一次＋二次 

応力 

Ｓn(ＳS) 

許容 

応力 

3Ｓm

疲労累積係

数 

Ｕ+ＵＳs

鳥瞰図 

番号 

ⅤAＳ 

ⅤAＳ 

ⅤAＳ 

ⅤAＳ 

  Ｓprm(ＳS) 

Ｓt(ＳS) 

Ｓn(Ｓs) 

Ｕ+ＵＳs

Max 

― 

― 

― 

3Ｓm

― 

― 

― 

―

Max＊1

― 

― 

― 

0.73Ｓm 

― 

― 

― 

― 

Max 

― 

― 

― 

3Ｓm 

― 

―

―

Ｕ+ＵＳs
＊2 

Max 

注：本表は曲げ＋ねじり応力評価を除く評価結果を示すものである。 

注記 ＊1：ねじり応力が許容応力状態ⅤAＳのとき 0.73Ｓm を超える場合は，曲げ＋ねじり応力評

価を実施する。 

   ＊2：一次＋二次応力が 3Ｓm以下の場合は「―」と記載する。 
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下表に示すとおりねじりによる応力が許容応力状態ⅤAＳのとき0.73Ｓmを超える評価点のうち曲

げとねじりによる応力は許容値を満足している。 

鳥瞰図 評価点 

一次応力評価(MPa) 

ねじり応力 

Ｓt(Ｓs) 

許容応力 

0.73Ｓm

曲げとねじり応力 

Ｓt＋Ｓb(Ｓs) 

許容応力 

2.4Ｓm

鳥瞰図番号  Max 0.73Ｓm Max 2.4Ｓm

注：本表はねじり＋曲げ応力評価結果を示すものである。 

・FORMAT 耐-10-4： 

管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管 

鳥瞰図 
許容応力 

状態 

最大応力 

評価点 

最大応力 

区分 

一次応力評価(MPa) 一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価 

計算応力 

Ｓprm(Ｓs) 

許容応力 

0.9Ｓu

計算応力 

Ｓn(Ｓs) 

許容応力 

2Ｓy

疲労累積係数 

ＵＳs

鳥瞰図 

番号 

ⅤAＳ 

ⅤAＳ 

Ｓprm(Ｓs) 

Ｓn(Ｓs) 

Max 

― 

0.9Ｓu 

― 

― 

Max 

― 

2Ｓy

― 

ＵＳs
＊1

注記 ＊1：一次＋二次応力が 2Ｓy以下の場合は「―」と記載する。 

・FORMAT 耐-10-5： 

管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

クラス３管 

鳥瞰図 
許容応力 

状態 

最大応力 

評価点 

最大応力 

区分 

一次応力評価(MPa) 一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価 

計算応力 

Ｓprm(Ｓs) 

許容応力 

Ｓy

計算応力 

Ｓn(Ｓd) 

許容応力 

2Ｓy

疲労累積係数 

ＵＳs

鳥瞰図 

番号 
ＢAＳ  Ｓprm(Ｓd) Max Ｓy ― ― ― 
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・FORMAT 耐-11： 

支持構造物評価結果 

 下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

支持構造物評価結果(荷重評価) 

支持 

構造物 

番号 

種類 型式 材質 
温度 

（℃） 

評価結果 

計算荷重 

(kN) 

許容荷重 

(kN) 

 メカニカルスナッバ  

添付書類「Ⅴ-2-1-11

機器・配管の耐震支持

設計方針」参照 

 オイルスナッバ    

 ロッドレストレイント    

 スプリングハンガ    

 コンスタントハンガ    

 リジットハンガ    

支持構造物評価結果(応力評価) 

支持 

構造物 

番号 

種類 型式 材質 
温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力(kN) モーメント(kN･m) 
応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 
ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

 レストレイント             

 アンカ             

注：評価対象がない場合はすべての欄に「―」と記載する。 

  ⅢAＳ，ⅣAＳの評価結果のうち，裕度最小の結果を記載する。 

・FORMAT 耐-12： 

弁の動的機能維持評価結果 

下表に示すとおり応答加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。 

弁番号 形式 要求機能 

応答加速度 

(×9.8m/s2) 

機能確認済加速度 

(×9.8m/s2) 

構造強度評価結果＊

(MPa) 

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力 

注：評価対象がない場合はすべての欄に「―」と記載する。 

注記 ＊：弁応答加速度が機能確認済加速度以下の場合は「―」と記載する。 
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・FORMAT 耐-13-1： 

 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデル

を選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及

び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（クラス*範囲） 

N

o 

配管 

モデル 

許容応力状態 ⅢAS 許容応力状態 ⅣAS 

一次応力 一次応力 一次＋二次応力 疲労評価 

評

価

点 

計 算

応力 

[MPa] 

許 容

応力 

[MPa] 

裕度 

代

表 

評

価

点 

計 算

応力 

[MPa] 

許 容

応力 

[MPa] 

裕度 

代

表 

評

価

点 

計 算

応力 

[MPa] 

許 容

応力 

[MPa] 

裕度 

代

表 

評

価

点 

疲労累

積係数 

代

表 

1 ****-1 1 ** ** *.** ○ 1 ** ** *.** ― 1 ** ** *.** ― 1 0.**** ― 

2 ****-2 2 ** ** *.** ― 2 ** ** *.** ○ 2 ** ** *.** ○ 2 0.**** ○ 

3 ****-3 3 ** ** *.** ― 3 ** ** *.** ― 3 ** ** *.** ― 3 ― ― 

注：耐震設計上の重要度分類Ｓクラス範囲の記載方法(重大事故等クラス 2でクラス 1管と重大事故

等クラス 2でクラス 2，3管は上記の表を分けて記載する。) 

注記＊：ⅢAS の一次＋二次応力の許容値はⅣAS と同様であることから，地震荷重が大きいⅣAS の一

次＋二次応力裕度最小を代表とする。ⅣAS の計算応力は，ⅤAS とⅣAS の大きい方を記載し

ている。 

・FORMAT 耐-13-2： 

 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデル

を選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及

び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（クラス*範囲） 

No 

配管 

モデル 

許容応力状態 ⅤAS 

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価 

評価点 

計 算

応力 

[MPa] 

許 容

応力 

[MPa] 

裕度 代表 評価点 

計 算

応力 

[MPa] 

許 容

応力 

[MPa] 

裕度 代表 評価点 

疲労累

積係数 

代表 

1 ****-1 1 ** ** *.** ― 1 ** ** *.** ― ― ― ― 

2 ****-2 2 ** ** *.** ○ 2 ** ** *.** ― 2 0.**** ― 

3 ****-3 3 ** ** *.** ― 3 ** ** *.** ○ 3 0.**** ○ 

注：耐震設計上の重要度分類Ｓクラス範囲を含まない，Ｓｓ機能維持範囲の記載方法 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-1
-
1
3-
6
 
R1
 



23

・FORMAT 耐-13-3： 

 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデル

を選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及

び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（クラス*範囲） 

No 

配管 

モデル 

許容応力状態 ＢAS 

一次応力 

評価点 

計算応力 

[MPa] 

許容応力 

[MPa] 

裕度 代表 

1 ****-1 1 ** ** *.** ― 

2 ****-2 2 ** ** *.** ○ 

3 ****-3 3 ** ** *.** ― 

4 ****-4 4 ** ** *.** ― 

注：耐震設計上の重要度分類Ｂクラス範囲の記載方法 
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1. 概要 

基本方針は，添付書類「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が

求められている計装ラック（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，

十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に従う

ものとする。 

ただし，本基本方針が適用できない計装ラックにあっては，個別耐震計算書にその耐震計算方

法を含めて記載する。 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

計装ラックの応力評価は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」のうち「3.1 構造

強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」

にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく応力等が許容限界内

に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，計装

ラックの機能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」のうち「4.2 電気的機

能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認

済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「7. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

計装ラックの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 計装ラックの耐震評価フロー 

計器の電気的機能維持評価

評価用加速度

計装ラックの構造強度評価

地震時における応力

固有値測定試験

設計用地震力
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2.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－ 

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協 

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62年 8月及び平成 3年 6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）) 

 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規格」

という。） 
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2.3 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａｂｉ

ＣＨ

ＣＶ

ｄｉ

Ｆｉ

Ｆｉ

Ｆｂｉ

Ｆb1ｉ 

Ｆb2ｉ

fｓｂｉ
fｔｏｉ
fｔｓｉ
g 
ｈｉ

１ｉ

１ｉ

２ｉ

２ｉ

３ｉ

ｍｉ

ｎｉ

ｎfｉ

ｎfVｉ 

ｎfHｉ 

Ｑｂｉ

Ｑｂ1ｉ

Ｑｂ2ｉ

Ｓｕｉ

Ｓｙｉ

ボルトの軸断面積＊1

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径＊1

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値＊1

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1

ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1

鉛直方向地震及び壁掛取付面に対し左右方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1

鉛直方向地震及び壁掛取付面に対し前後方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1

重力加速度（＝9.80665） 

取付面から重心までの距離 

重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3

重心を下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1

重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 

上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1 

左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離（壁掛形）＊1 

計装ラックの質量 

ボルトの本数＊1

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（側面方向）（壁掛形）＊1

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（正面方向）（壁掛形）＊1

ボルトに作用するせん断力＊1

水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1

鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値＊1

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値＊1

mm2

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

－ 

－ 

－ 

－ 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

＊
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｓｙｉ（ＲＴ）

πｉ

σｂｉ

τｂｉ

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の40℃におけ

る値＊1

円周率＊1

ボルトに生じる引張応力＊1

ボルトに生じるせん断応力＊1

MPa 

－ 

MPa 

MPa 

注記 ＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆi ，Ｆｂｉ，Ｆｂ1i，Ｆｂ2i，fｓｂｉ，fｔｏｉ，fｔｓｉ， 1ｉ， 2ｉ， 3ｉ，ｎｉ，ｎfｉ，ｎfVi，ｎfHi， 

Ｑｂｉ，Ｑｂ1i，Ｑｂ2i，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σｂｉ 及び τｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2：ｈi及びｍiの添字iの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3： 1ｉ≦ 2ｉ 
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値

とする。  
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3. 評価部位 

計装ラックの耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくな

る基礎ボルト及び取付ボルトについて評価を実施する。 

4. 固有周期 

計装ラックの固有周期は，振動試験（加振試験又は打振試験）にて求める。なお，振動試験に

より固有周期が求められていない計装ラックについては，構造が同様な計装ラックに対する振動

試験の結果算定された固有周期を使用する。 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 計装ラックの質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は計装ラックに対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 計装ラックは取付ボルトでチャンネルベースに固定されており，固定端とする。 

(4) チャンネンベースは基礎ボルト又は埋込金物で基礎と固定されており，固定端とする。

(5) 床面据付の計装ラックの転倒方向は，図 5－1概要図（直立形）における長辺方向及び短

辺方向について検討し，計算書には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をい

う。）を記載する。壁掛形の計装ラックについては，図 5－2概要図（壁掛形）における正

面方向及び側面方向について検討し，計算書には計算結果の厳しい方を記載する。 

(6) 計装ラックの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位置に

重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
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図 5－1 概要図（直立形） 

図 5－2 概要図（壁掛形） 

正面 側面

（長辺方向） （短辺方向）

基礎

チャンネルベース

取付ボルト

計装ラック

基礎ボルト

後打ち金物

（側面方向）（正面方向）

壁

取付ボルト

壁

チャンネルベース

計装ラック

基礎ボルト
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5.2 設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度及び基準地震動ＳＳによる地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 

設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。なお，壁掛形の計装ラックの設計用地震力について

は，設置床上階の設計用地震力を使用する。 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

5.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張力

とせん断力について計算する。 

図5－3(1) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒 (1－Ｃv)≧0の場合） 

Ａ

2111

引張りを受ける

基礎ボルト列
転倒支点となる

基礎ボルト列

転倒支点

Ａ～Ａ矢視図

（ 11≦ 21）

チャンネルベース

Ａ

転倒方向

ｍ1･ＣＨ･g

ｍ1･(１－ＣＶ)･g

基礎ボルト

後打ち金物

ｈ
1

基礎ボルト
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図5－3(2) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒 (1－Ｃv)≧0の場合） 

Ａ

2212

引張りを受ける

取付ボルト列
転倒支点となる

取付ボルト列

転倒支点

取付ボルト

Ａ～Ａ矢視図

取付ボルト 

ｈ
2

（  12≦  22）チャンネルベース

Ａ

転倒方向

ｍ2･ＣＨ･g

ｍ2･(１－ＣＶ)･g



N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
-
1
3-
8
 
R0

10 

図5－3(3) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒 (1－Ｃv)＜0の場合） 

引張りを受ける

基礎ボルト列

転倒支点となる

基礎ボルト列

基礎ボルト

ｍ1･ＣＨ･g

Ａ

転倒支点
2111

Ａ～Ａ矢視図

（ 11≦ 21）

チャンネルベース

Ａ

転倒方向

ｍ1･(ＣＶ－１)･g

基礎ボルト

後打ち金物

ｈ
1
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図5－3(4) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒 (1－Ｃv)＜0の場合） 

ｍ2･ＣＨ･g

Ａ

転倒支点

2212

引張りを受ける

取付ボルト列

転倒支点となる

取付ボルト列

Ａ～Ａ矢視図

取付ボルト 

ｈ
2

（  12≦  22）
チャンネルベース

Ａ

取付ボルト

転倒方向

ｍ2･(ＣＶ－１)･g
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図5－3(5) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒 (1－Ｃv)≧0の場合） 

基礎ボルト

転倒支点

（ 11≦ 21）

2111

チャンネルベース

転倒方向

ｍ1･ＣＨ･g

ｍ1･(１－ＣＶ)･g

ＡＡ

Ａ～Ａ矢視図

基礎ボルト

後打ち金物

ｈ
1

転倒支点となる

基礎ボルト列
引張りを受ける

基礎ボルト列
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図5－3(6) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒 (1－Ｃv)≧0の場合） 

転倒支点

転倒支点となる

取付ボルト列

（ 12≦ 22）

2212

引張りを受ける

取付ボルト列

取付ボルト 

ｈ
2

チャンネルベース

取付ボルト

転倒方向

ｍ2･ＣＨ･g

ｍ2･(１－ＣＶ)･g

ＡＡ

Ａ～Ａ矢視図
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図5－3(7) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒 (1－Ｃv)＜0の場合） 

転倒支点となる

基礎ボルト列

引張りを受ける

基礎ボルト列

基礎ボルト

ｍ1･ＣＨ･g

ｍ1･(ＣＶ－１)･g

チャンネルベース

（ 11≦ 21）

転倒支点

転倒方向

ＡＡ

Ａ～Ａ矢視図

基礎ボルト

後打ち金物

2111

ｈ
1
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図5－3(8) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒 (1－Ｃv)＜0の場合） 

転倒支点となる

取付ボルト列

引張りを受ける

取付ボルト列

ｍ2･ＣＨ･g

ｍ2･(ＣＶ－１)･g

取付ボルト 

ｈ
2

2 21 2

チャンネルベース
（ 12≦ 22）

転倒支点

取付ボルト

転倒方向

ＡＡ

Ａ～Ａ矢視図
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ｍ1・(1＋ＣＶ)・g

引張りを受ける

図 5－4(1)計算モデル（壁掛形  正面方向転倒の場合） 

図 5－4(2)計算モデル（壁掛形  側面方向転倒の場合） 

壁

転倒方向

壁



N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
-
1
3-
8
 
R0

17 

引張りを受ける

取付ボルト列

転倒支点となる

取付ボルト列

ｈ2

転倒方向

転倒方向

ｍ2・ＣＨ・g

図 5－4(3)計算モデル（壁掛形 正面方向転倒の場合）

ｍ2・ＣＨ・g

ｍ 2・(1＋ＣＶ)・g

転倒支点となる

取付ボルト列

引張りを受ける

取付ボルト列

転倒支点 ｈ
2
 

チャンネルベース

ｍ2・(1＋ＣＶ)・g

図 5－4(4)計算モデル（壁掛形 側面方向転倒の場合）

壁

取付ボルト

取付ボルト

32

22

12

31

21

11

壁
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 (1) 引張応力 

基礎ボルト及び取付ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図5－3及び図

5－4で最外列のボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受け

るものとして計算する。 

引張力（Ｆｂi） 

計算モデル図5－3(1)，5－3(2)，5－3(5)及び5－3(6)の場合の引張力 

Ｆｂi＝                           (5.3.1.1.1) 

計算モデル図5－3(3)，5－3(4)，5－3(7)及び5－3(8)の場合の引張力 

Ｆｂi＝                           (5.3.1.1.2) 

計算モデル図5－4(1),5－4(2),5－4(3)及び5－4(4)の場合の引張力 

Ｆｂ1i＝                           (5.3.1.1.3) 

Ｆｂ2i＝                             (5.3.1.1.4)

Ｆｂi＝Ｍａｘ（Ｆｂ1i，Ｆｂ2i）                            (5.3.1.1.5)

引張応力 

σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ
 ･･････････････････････････････････････････････ (5.3.1.1.6) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂi＝
π

4
・ｄ２ ･･････････････････････････････････････････ (5.3.1.1.7) 

ただし，Ｆｂが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わ

ない。 

ｍi・CH・ｈi・g－ｍi・（1－ＣＶ）・ 1i・g

ｎfi・（ 1i＋ 2i）

ｍi・CH・ｈi・g－ｍi・（1－ＣＶ）・ 2i・g

ｎfi・（ 1i＋ 2i）

ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g
ｎfVi・ 2i

＋
ｍi・CH・ｈi・g
（ ）・ｈ ＋ｎfHi・ 3i

ｍi・（1＋Cv）・ｈi・g＋ｍi・CH・ 1i・g
ｎfVi・ 2i
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(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

a.直立形の場合 

Ｑｂi＝ｍi・ＣＨ・g  (5.3.1.1.8)

b.壁掛形の場合 

Ｑｂ1i＝ｍi・ＣＨ・g  (5.3.1.1.9) 

Ｑｂ2i＝ｍi・（１＋ＣＶ）・g  (5.3.1.1.10) 

Ｑｂi＝ （Ｑｂ1i）2＋（Ｑｂ2i）2  (5.3.1.1.11) 

せん断応力 

τｂi＝                                      (5.3.1.1.12)

√

Ｑｂi

ｎi・Ａｂi
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5.4 応力の評価 

5.4.1 ボルトの応力評価 

5.3.1項で求めたボルトの引張応力σｂiは次式より求めた許容引張応力ftsi以下であるこ

と。ただし，fｔｏｉ  は下表による。 

fｔｓｉ ＝Min[1.4・fｔｏｉ－1.6・τｂｉ， fｔｏｉ]                       (5.4.1.1) 

せん断応力τｂiは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 fｓｂｉ 以下であること。

ただし，fｓｂｉは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許容引張応力 

fｔｏｉ
 Ｆi

2
・1.5  

 Ｆi

2
・1.5  

許容せん断応力 

fｓｂｉ

 Ｆi

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆi

1.5・ 3
・1.5  

＊

＊
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の電気的

機能維持を評価する。 

評価用加速度は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定

する。 

機能確認済加速度は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき加

振試験等により確認した加速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載す

る。 

7. 耐震計算書のフォーマット 

7.1 直立形計装ラックの耐震計算書のフォーマット 

直立形計装ラックの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

7.2 壁掛形計装ラックの耐震計算書のフォーマット 

壁掛形計装ラックの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

 フォーマットⅢ 設計基準対象施設としての評価結果 

 フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

 フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

注記 ＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章

番を「2．」から「1．」とする。
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【フォーマットⅠ 直立形計装ラックの設計基準対象施設としての評価結果】 

【○○○○の耐震性についての計算結果】 

1．設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の

重要度分類 

据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

  建屋 

EL.   ＊ ＣＨ＝   ＣＶ＝   ＣＨ＝   ＣＶ＝   

注記  ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

 1.2.1 ○○○○ 

部     材 
ｍi 

(kg) 

hi 

(mm) 

1i
＊

(mm) 

2i
＊

(mm) 

Ａbi

(mm2) 
ｎi ｎfi＊

基礎ボルト 

(i＝1) 
（M  ）

取付ボルト 
(i＝2) 

（M  ）

部     材 

Ｓyi

(MPa) 

Ｓui

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓd又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ

基礎ボルト 

(i＝1) 

取付ボルト 

(i＝2) 

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に

対する評価時の要目を示す。
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部      材 

Ｆbi Ｑbi

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 
(i＝1) 

取付ボルト 

(i＝2) 

1.4 結 論

1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト
引張り σb1＝ ƒts1＝   ＊ σb1＝ ƒts1＝   ＊

せん断 τb1＝ ƒsb1＝ τb1＝ ƒsb1＝ 

取付ボルト  
引張り σb2＝ ƒts2＝   ＊ σb2＝ ƒts2＝   ＊

せん断 τb2＝ ƒsb2＝ τb2＝ ƒsb2＝ 

すべて許容応力以下である。                   注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                     (×9.8 m/s2)

 評価用加速度 機能確認済加速度 

○○○○ 

水平方向   

鉛直方向   

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【フォーマットⅡ 直立形計装ラックの重大事故等対処設備としての評価結果】 

2．重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

  建屋 

EL.   ＊ － － ＣＨ＝   ＣＶ＝   

注記  ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

 1.2.1 ○○○○ 

部     材 
ｍi 

(kg) 

hi 

(mm) 

1i
＊

(mm) 

2i
＊

(mm) 

Ａbi

(mm2) 
ｎi ｎfi＊

基礎ボルト 

(i＝1) 
（M  ）

取付ボルト 
(i＝2) 

（M  ）

部     材 

Ｓyi

(MPa) 

Ｓui

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓd又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ

基礎ボルト 

(i＝1) 
－  －  

取付ボルト 

(i＝2) 
－  －  

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に

対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に

対する評価時の要目を示す。

【重大事故等対処設備単独の場合】

本フォーマットを使用する。

ただし，章番を 1.とする。
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部      材 

Ｆbi Ｑbi

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 
(i＝1) 

－ －

取付ボルト 

(i＝2) 
－ －

2.4 結 論

2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト
引張り － － σb1＝ ƒts1＝   ＊

せん断 － － τb1＝ ƒsb1＝ 

取付ボルト  
引張り － － σb2＝ ƒts2＝   ＊ 

せん断 － － τb2＝ ƒsb2＝ 

すべて許容応力以下である。                   注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出 

2.4.2 電気的機能維持の評価結果                     (×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

○○○○ 

水平方向   

鉛直方向   

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1 1

基礎ボルト

転倒方向

Ａ～Ａ矢視図

ＡＡ ｈ
1

転倒支点

21

1 1
≦  

2 1

ｈ
2

転倒方向

Ａ～Ａ矢視図

取付ボルト

ＡＡ

転倒支点

12

1 2
≦  

2 2

2 2
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【フォーマットⅢ 壁掛形計装ラックの設計基準対象施設としての評価結果】

【〇〇〇〇の耐震性についての計算結果】 

1．設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の

重要度分類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

   建屋 

EL.   

（EL.   ＊） 

  ＣＨ＝   ＣＶ＝   ＣＨ＝   ＣＶ＝   

注記  ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

 1.2.1 ○○○○ 

部     材 
ｍi 

(kg) 

hi 

(mm) 

1i

(mm) 

2i

(mm) 

3i

(mm) 

Ａbi

(mm2) 
ｎi ｎfVi ｎfHi

基礎ボルト 
（i＝1） 

（M  ）

取付ボルト 
（i＝2） 

（M  ）

部     材 

Ｓyi

(MPa) 

Ｓui

(MPa) 

Ｆi 

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓd又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ

基礎ボルト 

（i＝1） 

取付ボルト 

（i＝2） 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部      材 

Ｆbi Ｑbi

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 

（i＝1） 

取付ボルト 
（i＝2） 

1.4 結 論

1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張り σb1＝ ƒts1＝   ＊ σb1＝ ƒts1＝   ＊ 

せん断 τb1＝ ƒsb1＝ τb1＝ ƒsb1＝ 

取付ボルト  
引張り σb2＝ ƒts2＝   ＊ σb2＝ ƒts2＝   ＊

せん断 τb2＝ ƒsb2＝ τb2＝ ƒsb2＝ 

すべて許容応力以下である。                   注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                     (×9.8m/s2)

 評価用加速度 機能確認済加速度 

○○○○ 

水平方向   

鉛直方向   

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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転倒方向

取付ボルト

壁

転倒方向

2
2 

1
2 

32

ｈ
2
 

壁

基礎ボルト

1
1

2
1

31

ｈ
1

ｈ1

転倒方向

壁

ｈ2

転倒方向
壁

転倒支点 転倒支点
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【フォーマットⅣ 壁掛形計装ラックの重大事故等対処設備としての評価結果】 

2．重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ
周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

   建屋 

EL.  

（EL.   ＊） 

  － － ＣＨ＝   ＣＶ＝   

注記  ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

 1.2.1 ○○○○ 

部     材 
ｍi 

(kg) 

hi 

(mm) 

1i

(mm) 

2i

(mm) 

3i

(mm) 

Ａbi

(mm2) 
ｎi ｎfVi ｎfHi

基礎ボルト 
（i＝1） 

（M  ）

取付ボルト 
（i＝2） 

（M  ）

部     材 
Ｓyi

(MPa) 

Ｓui

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ

基礎ボルト 

（i＝1） 
－  －  

取付ボルト 
（i＝2） 

－  －  

＊

【重大事故等対処設備単独の場合】

本フォーマットを使用する。

ただし，章番を 1.とする。
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部      材 

Ｆbi Ｑbi

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 
静的震度 

基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 

（i＝1） 
－ －

取付ボルト 
（i＝2） 

－  －  

2.4 結 論

2.4.1 ボルトの応力                                                       (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張り － － σb1＝ ƒts1＝   ＊

せん断 － － τb1＝ ƒsb1＝ 

取付ボルト  
引張り － － σb2＝ ƒts2＝   ＊

せん断 － － τb2＝ ƒsb2＝ 

すべて許容応力以下である。                   注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出 

2.4.2 電気的機能維持の評価結果                     (×9.8 m/s2)

 評価用加速度 機能確認済加速度 

○○○○ 

水平方向   

鉛直方向   

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1 

1. 概要 

基本方針は，添付書類「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が

求められている計器スタンション（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）

が，十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものであ

る。解析の方針及び減衰定数については，添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に従

うものとする。 

ただし，本基本方針が適用できない計器スタンションにあっては，個別耐震計算書にその耐震

計算方法を含めて記載する。 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

計器スタンションの応力評価は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」のうち「3.1 

構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部

位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく応力等が許容限

界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，

計器スタンションの機能維持評価は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」のうち「4.2 

電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的

機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実

施する。確認結果を「7. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

計器スタンションの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

＊：算出方法は，振動試験又は理論式による。 

図 2－1 計器スタンションの耐震評価フロー  

評価用加速度の算出地震時における応力

計器の電気的機能維持評価計器スタンションの構造強度評価

固有周期の算出＊

設計用地震力
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2.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－ 

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協 

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62年 8月及び平成 3年 6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）) 

 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規格」

という。） 
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2.3 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａｂ

ＣＨ

ＣＶ

ｄ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ

Ｆｂ1

Ｆｂ2

fｓｂ
fｔｏ
fｔｓ
g 
ｈ1 

ｈ2 

１

２

３

ａ

ｂ

ｍ 

ｎ 

ｎf 

ｎfＶ

ｎfＨ

Ｑｂ 

Ｑｂ1 

Ｑｂ2

ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径 

設計・建設規格 SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 

ボルトに作用する引張力（1本当たり） 

鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（１本当たり）（壁掛形） 

鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震によりボ

ルトに作用する引張力（１本当たり）（壁掛形） 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

取付面から重心までの距離 

取付面から重心までの距離(壁掛形) 

重心とボルト間の水平方向距離＊

重心とボルト間の水平方向距離＊ 

重心と下側ボルト間の距離(壁掛形)

側面(左右)ボルト間の距離(壁掛形) 

上下ボルト間の距離(壁掛形) 

計器スタンションの質量 

ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数(側面方向)(壁掛形) 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数(正面方向)(壁掛形) 

ボルトに作用するせん断力 

水平方向地震によりボルトに作用するせん断力(壁掛形) 

鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力(壁掛形) 

mm2

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2

mm  

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

－ 

－ 

－ 

－ 

N 

N 

N 

＊
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｓｕ

Ｓｙ

Ｓｙ（ＲＴ）

π 

σｂ

τｂ

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める材料の 

40℃における値 

円周率 

ボルトに生じる引張応力 

ボルトに生じるせん断応力 

MPa 

MPa 

MPa 

－ 

MPa 

MPa 

注記 ＊： 1≦ 2 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位までの値とする。  
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3. 評価部位 

計器スタンションの耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳

しくなる基礎ボルトについて評価を実施する。 

4. 固有周期 

計器スタンションの固有周期は，振動試験（加振試験又は打振試験）又は理論式にて求める。

なお，振動試験又は理論式により固有周期が求められていない計器スタンションについては，構

造が同様な計器スタンションに対する振動試験又は理論式の結果算定された固有周期を使用する。 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 計器スタンションの質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は計器スタンションに対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 計器スタンションは基礎ボルトで床面及び壁面に固定されており，固定端とする。 

(4) 転倒方向は，図 5－1概要図（直立形）における正面方向及び側面方向並びに図 5－2

概要図（壁掛形）における正面方向及び側面方向について検討し，計算書には計算結果

の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。

(5) 計器スタンションの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくな

る位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

 (6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。  
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図 5－1 概要図(直立形) 

図 5－2 概要図(壁掛形) 

基礎ボルト

正面 側面

計器

スタンション

（正面方向） （側面方向）

検出器

取付板

計器取付ボルト

基礎

（床面）

正面 側面

検出器

取付板

計器取付ボルト

計器

スタンション

基礎ボルト

基礎

（壁面）

（正面方向） （側面方向）

平面

平面
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5.2 設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度及び基準地震動Ｓｓによる地震力は，「Ⅴ-2-1-7 設計用

床応答曲線の作成方針」に基づく。なお，壁掛形の計器スタンションの設計用地震力について

は，設置床上階の設計用地震力を使用する。 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

5.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張力

とせん断力について計算する。 

図5－3(1) 計算モデル 

(直立形 正面方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合) 

図5－3(2) 計算モデル 

(直立形 正面方向転倒－2 (1－ＣＶ)＜0の場合) 

引張りを受ける
ボルト列

（  1≦  2）

ｍ･ＣＨ･g

ｍ･(1－ＣＶ)･g
転倒支点

 1

転倒支点となる
ボルト列

 2

 1  2

ｈ
1

転倒方向

引張りを受ける
ボルト列

ｍ･ＣＨ･g

転倒支点

 1

転倒支点となる
ボルト列

 2

 1  2

（  1≦  2）

ｍ･(ＣＶ  －1)･g

ｈ
1

転倒方向
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図5－4(1) 計算モデル 

(直立形 側面方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合) 

図5－4(2) 計算モデル 

(直立形 側面方向転倒－1 (1－ＣＶ)＜0の場合) 

転倒方向

引張りを受ける
ボルト列

ｍ･(1－ＣＶ)･g
転倒支点

 2

ｍ･ＣＨ･g
転倒支点となる
ボルト列

（ 1≦ 2）

1

 1  2

ｈ
1

転倒方向

引張りを受ける
ボルト列

（  1≦  2）

ｍ･(ＣＶ－1)･g

転倒支点

転倒支点となる
ボルト列

ｍ･ＣＨ･g

 2 1

 21

ｈ
1



N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
-
1
3-
9
 
R0
 

9 

図5－4(3) 計算モデル 

(直立形 側面方向転倒－3 重心位置が両端のボルトの間にない場合で 

( 2＋ 1)/( 2－ 1)≧ＣＶの場合) 

図5－4(4) 計算モデル 

(直立形 側面方向転倒－4 重心位置が両端のボルトの間にない場合で 

( 2＋ 1)/( 2－ 1) ＜ＣＶの場合) 

転倒方向

ｈ
1

引張りを受ける
ボルト列

ｍ･ＣＨ･g

ｍ･(1＋ＣＶ)･g
転倒支点

 2

 1

転倒支点となる
ボルト列

 2－ 1

（ 1≦ 2）

引張りを受ける
ボルト列

（  1≦  2）

ｍ･(ＣＶ－1)･g

転倒支点

2

転倒支点となる
ボルト列

ｍ･ＣＨ･g

転倒方向

1

2 － 1

ｈ
1



N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
-
1
3-
9
 
R0
 

10 

図5－5(1) 計算モデル 

(壁掛形 正面方向転倒の場合) 

図5－5(2) 計算モデル 

(壁掛形 側面方向転倒の場合) 

引張りを受ける
ボルト列

ｍ･ＣＨ･g

転倒支点となる
ボルト列

ｍ･(1＋ＣＶ)･g

転倒方向

ｈ
2

転倒支点

転倒方向引張りを受ける
ボルト列

転倒支点となる
ボルト列

ｍ･(1＋ＣＶ)･g

ｈ2

ｍ･ＣＨ･g

b

3

転倒支点
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図5－3，図5－4及び図5－5で

最外列のボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるも

のとして計算する。 

引張力（Ｆｂ） 

計算モデル図5－3(1)及び5－4(1)の場合の引張力 

   Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・ 1

ｎf・( 1＋ 2)
 (5.3.1.1.1) 

計算モデル図5－3 (2)及び5－4 (2)の場合の引張力 

   Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・ 2

ｎf・( 1＋ 2)
 (5.3.1.1.2)

計算モデル図5－4 (3)の場合の引張力 

   Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 ＋ｍ・g ・(１＋ＣＶ)・ 1

ｎf・( 2－ 1)
 (5.3.1.1.3) 

計算モデル図5－4 (4)の場合の引張力 

   Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・ 2

ｎf・( 2－ 1)
 (5.3.1.1.4) 

計算モデル図5－5 (1)の場合の引張力 

   Ｆｂ1＝ｍ・g・ ＣＨ・ｈ2

ｎfH・ a

＋
(１＋ＣＶ)・ｈ2

ｎfV・ b

 (5.3.1.1.5) 

計算モデル図5－5 (2)の場合の引張力 

   Ｆｂ2＝ｍ・g・
ＣＨ・ 3＋(１＋ＣＶ)・ｈ2

ｎfV・ b

 (5.3.1.1.6) 

Ｆｂ ＝Max（Ｆｂ1，Ｆｂ2）                                  (5.3.1.1.7) 

引張応力（σｂ） 

 σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ
 (5.3.1.1.8) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 
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 Ａｂ＝
π

4
・ｄ２  (5.3.1.1.9) 

ただし，Ｆｂが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行

わない。 
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(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

a.直立形の場合 

Ｑｂ ＝ ｍ・g・ＣＨ  (5.3.1.1.10) 

b.壁掛形の場合 

Ｑｂ1＝ ｍ・g・ＣＨ  (5.3.1.1.11) 

Ｑｂ2＝ ｍ・g・（1＋ＣＶ）                                (5.3.1.1.12) 

Ｑｂ ＝ (Ｑｂ1)2 ＋(Ｑｂ2)2  (5.3.1.1.13) 

せん断応力 

τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ
 (5.3.1.1.14) 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 ボルトの応力評価 

5.3.1.1 項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 fｔs 以下であ

ること。ただし，fｔo は下表による。 

fｔs ＝Min[1.4・fｔo－1.6・τｂ， fｔo] (5.4.1.1) 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 fｓb 以下であること。

ただし， fｓb は下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔo

 Ｆ 

2
・1.5  

 Ｆ

2
・1.5  

許容せん断応力 

fｓb

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆ

1.5・ 3
・1.5  

＊
＊
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の電気的

機能維持を評価する。 

評価用加速度は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

機能確認済加速度は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき加振試験等に

より確認した加速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。

7. 耐震計算書のフォーマット 

7.1 直立形計器スタンションの耐震計算書のフォーマット 

直立形計器スタンションの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

7.2 壁掛形計器スタンションの耐震計算書のフォーマット 

壁掛形計器スタンションの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅢ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

注記 ＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡ及びⅣを使用するものとする。ただし，評価結果表に記

載の章番を「2．」から「1．」とする。
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【フォーマットⅠ 直立形計器スタンションの設計基準対象施設としての評価結果】 

【○○○○の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所及び床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

   建屋 

EL.   ＊ 
  ＣH＝   ＣV＝   ＣH＝  ＣV＝  

1.2 機器要目 

1.2.1 ○○○○ 

部     材 
ｍ 
(kg) 

h1
(mm) 

1
＊

(mm) 
2
＊

(mm) 
Ａb

(mm2) 
ｎ ｎf

＊

基礎ボルト 
（M  ）

部     材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ＊

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト       

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方転倒に対する評価時の要目を示す。

1.3 計算数値     

1.3.1 ボルトに作用する力          (単位：N)

部      材 

Ｆb Ｑb

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力                                              (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り σb＝    fｔs＝   ＊ σb＝    fｔs＝   ＊

せん断 τb＝    fｓb＝    τb＝    fｓb＝    

すべて許容応力以下である。                          注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出 

1.4.2 電気的機能の評価結果                   (単位：×9.8m/s2)  

 評価用加速度 機能確認済加速度 

水平方向   

鉛直方向   

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

（正面方向）

1  2

ｈ
1

（ 1≦ 2）

転倒方向

基礎ボルト

（ 1≦ 2）

（側面方向）

転倒方向

2 1

ｈ
1

基礎ボルト
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フォーマットⅡ 直立形計器スタンションの重大事故等対処設備としての評価結果】 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

   建屋 

EL.   ＊ 
  ― ― ＣH＝  ＣV＝  

2.2 機器要目 

2.2.1 ○○○○ 

部     材 
ｍ 

(kg) 

h1
(mm) 

1
＊

(mm) 
2
＊

(mm) 

Ａb

(mm2) 
ｎ ｎf

＊

基礎ボルト 
（M  ）

部     材 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト   －  －  

注記 ＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方転倒に対する評価時の要目を示す。

2.3 計算数値     

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部      材 

Ｆb Ｑb

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト － －

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

＊

【重大事故等対処設備単独の場合】

本フォーマットを使用する。

ただし，章番を 1.とする。



1
9
 

NT2 補① Ⅴ-2-1-13-9 R0 

2.4 結論

2.4.1 ボルトの応力                                              (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σb＝ fｔs＝  ＊

せん断 － － τb＝ fｓb＝ 

すべて許容応力以下である。                        注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出 

2.4.2 電気的機能の評価結果                  (単位：×9.8m/s2)

 評価用加速度 機能確認済加速度 

水平方向   

鉛直方向   

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

（ 1≦ 2）

（正面方向）

1  2

ｈ
1

転倒方向

基礎ボルト

（ 1≦ 2）

（側面方向）

転倒方向

2 1

ｈ
1

基礎ボルト
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【フォーマットⅢ 壁掛形計器スタンションの設計基準対象施設としての評価結果】 

【○○○○の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所及び床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

   建屋 

EL.   ＊ 
  ＣH＝    ＣV＝   ＣH＝ ＣV＝

1.2 機器要目 

1.2.1 ○○○○ 

部     材 
ｍ 
(kg) 

h2
(mm) 

3

(mm) 
a

(mm) 
b

(mm) 
Ａb

(mm2) 
ｎ ｎfＶ ｎfＨ

基礎ボルト 
（M  ）

部     材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト       

1.3 計算数値     

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部      材 

Ｆb Ｑb

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

＊

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力                                                 (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り σb＝ fｔs＝   ＊ σb＝ fｔs＝   ＊

せん断 τb＝ fｓb＝ τb＝ fｓb＝ 

すべて許容応力以下である。                         注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出 

1.4.2 電気的機能の評価結果                   (単位：×9.8m/s2)  

 評価用加速度 機能確認済加速度 

水平方向   

鉛直方向   

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 
3

h２

ａ

ｂ

転倒方向

（側面方向）

基礎ボルト

転倒方向

基礎ボルト

ｈ
2
 

3

ｂ

ａ

（正面方向）
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【フォーマットⅣ 壁掛形計器スタンションの重大事故等対処設備としての評価結果】 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

   建屋 

EL.   ＊ 
  ― ― ＣH＝  ＣV＝  

2.2 機器要目 

2.2.1 ○○○○ 

部     材 
ｍ 
(kg) 

h2
(mm) 

3

(mm) 
a

(mm) 
b

(mm) 
Ａb

(mm2) 
ｎ ｎfＶ ｎfＨ

基礎ボルト 
（M  ）

部     材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト   －  －  

2.3 計算数値     

2.3.1 ボルトに作用する力           (単位：N) 

部      材 

Ｆb Ｑb

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト － －

＊

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

【重大事故等対処設備単独の場合】

本フォーマットを使用する。

ただし，章番を 1.とする。
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2.4 結論

2.4.1 ボルトの応力                                              (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σb＝ fｔs＝  ＊

せん断 － － τb＝ fｓb＝ 

すべて許容応力以下である。                         注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出 

2.4.2 電気的機能の評価結果                   (単位：×9.8m/s2)

 評価用加速度 機能確認済加速度 

水平方向   

鉛直方向   

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

3

h２
ａ

ｂ

転倒方向

（側面方向）

基礎ボルト

転倒方向

基礎ボルト

ｈ
2
 

3

ｂ

ａ

（正面方向）
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本計算書は，高圧炉心スプレイ系ストレーナ部ティーの応力計算について説明するものであ

る。高圧炉心スプレイ系ストレーナ部ティーは残留熱除去系ストレーナ部ティー及び低圧炉心

スプレイ系ストレーナ部ティーと同様の形状を有しており，評価条件については同等である。

また，添付書類「Ⅴ-3-5-3-1-7 ストレーナ部ティーの応力計算書（残留熱除去系）」において，

ストレーナの解析モデルを用いた応力計算を実施しており，その荷重条件については上記のス

トレーナで最大となる値を用いている。以上より，本計算書の評価結果については，添付書類

「Ⅴ-3-5-3-1-7 ストレーナ部ティーの応力計算書（残留熱除去系）」による。 
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本計算書は，低圧炉心スプレイ系ストレーナ部ティーの応力計算について説明するものであ

る。低圧炉心スプレイ系ストレーナ部ティーは残留熱除去系ストレーナ部ティー及び高圧炉心

スプレイ系ストレーナ部ティーと同様の形状を有しており，評価条件については同等である。

また，添付書類「Ⅴ-3-5-3-1-7 ストレーナ部ティーの応力計算書（残留熱除去系）」において，

ストレーナの解析モデルを用いた応力計算を実施しており，その荷重条件については上記のス

トレーナで最大となる値を用いている。以上より，本計算書の評価結果については，添付書類

「Ⅴ-3-5-3-1-7 ストレーナ部ティーの応力計算書（残留熱除去系）」による。 
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本計算書では，高圧炉心スプレイ系ストレーナの強度について説明するものである。 

高圧炉心スプレイ系ストレーナは残留熱除去系ストレーナ及び低圧炉心スプレイ系ストレ

ーナと同様の形状を有しており，解析モデルや評価条件については同等である。また，添付書

類「Ⅴ-3-5-3-1-3 残留熱除去系ストレーナの強度計算書」において，ストレーナの解析モデ

ルを用いた強度の評価を実施しており，その荷重条件については上記のストレーナで最大とな

る値を用いる。 

以上より，本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-5-3-1-3 残留熱除去系ストレ

ーナの強度計算書」による。 
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本計算書では，低圧炉心スプレイ系ストレーナの強度について説明するものである。 

低圧炉心スプレイ系ストレーナは残留熱除去系ストレーナ及び高圧炉心スプレイ系ストレ

ーナと同様の形状を有しており，解析モデルや評価条件については同等である。また，添付書

類「Ⅴ-3-5-3-1-3 残留熱除去系ストレーナの強度計算書」において，ストレーナの解析モデ

ルを用いた強度の評価を実施しており，その荷重条件については上記のストレーナで最大とな

る値を用いる。 

以上より，本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-5-3-1-3 残留熱除去系ストレ

ーナの強度計算書」による。 
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1. 概要 

本資料は，核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の設備の耐震計算の手法及び条件の整

理について説明するものである。 

2. 耐震評価条件整理 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の設備に対して，設計基準対象施設の耐震クラス，

重大事故等対処施設の設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震

評価における手法及び条件について，既に認可を受けた実績と差異の有無を整理した。

また，重大事故等対処施設のうち，設計基準対象施設であるものについては，重大事故

等対処施設の評価条件と設計基準対象施設の評価条件の差異の有無を整理した。結果を

表 2-1 に示す。 

核燃料物資の取扱施設及び貯蔵施設のうち、新設又は、新規登録の設計基準対象施設

並びに重大事故等対処施設の耐震計算は表 2-1 に示す計算書に記載することとする。ま

た，表 2-1 に示す設備のうち，耐震評価における手法及び条件について，既に認可を受

けた実績と差異がない施設の耐震計算は，工事計画認可実績を示し，入力条件及び評価

結果を示すことを基本とする。 

なお，既設の設備における弾性設計用地震動Ｓｄによる耐震計算については，基準地

震動Ｓｓによる評価結果が弾性設計用地震動Ｓｄの許容限界を満足する場合，省略するこ

ととし，省略せず耐震評価を実施する場合は，静的地震力についても考慮することとす

る。 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（1/3） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

核
燃
料
物
質
の
取
扱
施
設
及
び
貯
蔵
施
設

使用済燃料

貯蔵設備 

使用済燃料 
プール 

S － Ⅴ-2-4-2-1 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-4-2-1 

使用済燃料貯蔵
ラック 

S 無 Ⅴ-2-4-2-2 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-4-2-2 

使用済燃料乾式
貯蔵容器 

S 無 Ⅴ-2-4-2-3 － － － 

使用済燃料プー
ル温度（ＳＡ） 

－ － － 
常設／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-4-2-4 

使用済燃料プー
ル水位・温度
（ＳＡ広域） 

C － － 
常設／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-4-2-5 

使用済燃料

貯蔵槽冷却

浄化設備 

主配管 S 無 Ⅴ-2-4-3-1-1 － － － 

主配管 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-4-3-2-1 

代替燃料プール
冷却系熱交換器 

－ － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-4-3-3-1 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（2/3） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

核
燃
料
物
質
の
取
扱
施
設

及
び
貯
蔵
施
設

使用済燃

料貯蔵槽

冷却浄化

設備 

代替燃料プール
冷却系ポンプ 

－ － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-4-3-3-2 

常設低圧代替注
水系ポンプ 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-5-5-5-1 

代替淡水貯槽 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-2-29 

西側淡水貯水設
備 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-2-23 

主配管 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
 Ｖ-2-4-3-2-1 

主配管 － － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-4-3-3-3 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（3/3） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

核
燃
料
物
質
の

取
扱
施
設

及
び
貯
蔵
施
設

その他 

使用済燃料プー
ル監視カメラ 

S － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-4-4-1 

使用済燃料プー
ル監視カメラ用
空冷装置 

S － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-4-4-2 

注 1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大

事故防止設備以外の常設重大事故防止設備を示す。 

E
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1. 概要 

本資料は，放射性廃棄物の廃棄施設の設備の耐震計算の手法及び条件の整理について

説明するものである。 

2. 耐震評価条件整理 

放射性廃棄物の廃棄施設の設備に対して，設計基準対象施設の耐震クラス，重大事故

等対処施設の設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震評価にお

ける手法及び条件について，既に認可を受けた実績と差異の有無を整理した。また，重

大事故等対処施設のうち，設計基準対象施設であるものについては，重大事故等対処施

設の評価条件と設計基準対象施設の評価条件の差異の有無を整理した。結果を表 2-1 に

示す。 

放射性廃棄物の廃棄施設の設備の耐震計算は表 2-1 に示す計算書に記載することとす

る。また，表 2-1 に示す設備のうち，耐震評価における手法及び条件について，既に認

可を受けた実績と差異がない施設の耐震計算は，工事計画認可実績を示し，入力条件及

び評価結果を示すことを基本とする。 

なお，既設の設備における弾性設計用地震動Ｓｄによる耐震計算については，基準地

震動Ｓｓによる評価結果が弾性設計用地震動Ｓｄの許容限界を満足する場合，省略するこ

ととし，省略せず耐震評価を実施する場合は，静的地震力についても考慮することとす

る。
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の記載

箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の記載

箇所 

放
射
性
廃
棄
物
の
廃
棄
施
設

気体，液

体又は固

体廃棄物

処理設備 

主配管 S 無 Ⅴ-2-7-2-1-1 － － － 

格納容器機器ドレ

ンサンプ 
B － Ⅴ-2-7-2-1-2 常設／緩和 無 Ⅴ-2-7-2-1-2 

格納容器床ドレン

サンプ 
－ － － 常設／緩和 無 Ⅴ-2-7-2-1-3 

主配管 B 有 Ⅴ-2-7-2-2-1 － － － 

主配管 B 有 Ⅴ-2-7-2-3-1 － － － 

主排気筒 C 有 Ⅴ-2-7-2-4 － － － 

非常用ガス 

処理系排気筒 
S 有 Ⅴ-2-7-2-5 常設／緩和 有 Ⅴ-2-7-2-5 

注 1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 



N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-9
-
1
 R
0 

Ⅴ-2-9-1 原子炉格納施設の耐震計算結果

東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号 工認-1066 改 0 

提出年月日 平成 30 年 8 月 16 日 



N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-9
-
1
 R
0 

目次 

1. 概要                                  1 

2. 耐震評価条件整理                                  1 



1 

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-9
-
1
 R
0 

1. 概要 

本資料は，原子炉格納施設の設備の耐震計算の手法及び条件の整理について説明する

ものである。 

2. 耐震評価条件整理 

原子炉格納施設の設備に対して，設計基準対象施設の耐震クラス，重大事故等対処施

設の設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震評価における手法

及び条件について，既に認可を受けた実績と差異の有無を整理した。また，重大事故等

対処施設のうち，設計基準対象施設であるものについては，重大事故等対処施設の評価

条件と設計基準対象施設の評価条件の差異の有無を整理した。結果を表 2-1 に示す。 

原子炉格納施設のうち，新設又は、新規登録の設計基準対象施設並びに重大事故等対

処施設の耐震計算は表 2-1 に示す計算書に記載することとする。また，表 2-1 に示す設

備のうち，耐震評価における手法及び条件について，既に認可を受けた実績と差異がな

い施設の耐震計算は，工事計画認可実績を示し，入力条件及び評価結果を示すことを基

本とする。 

なお，既設の設備における弾性設計用地震動Ｓｄによる耐震計算については，基準地

震動Ｓｓによる評価結果が弾性設計用地震動Ｓｄの許容限界を満足する場合，省略するこ

ととし，省略せず耐震評価を実施する場合は，静的地震力についても考慮することとす

る。 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（1/8） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基

準施行前

に認可さ

れた実績

との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
格
納
施
設

原子炉格納

容器 

原子炉格納容器 
本体 

S 有 

Ⅴ-2-9-2-1， 

Ⅴ-2-9-2-2， 

Ⅴ-2-9-2-3， 

Ⅴ-2-9-2-4， 

Ⅴ-2-9-2-5， 

Ⅴ-2-9-2-11 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 

Ⅴ-2-9-2-1， 

Ⅴ-2-9-2-2， 

Ⅴ-2-9-2-3， 

Ⅴ-2-9-2-4， 

Ⅴ-2-9-2-5， 

Ⅴ-2-9-2-11 

機器搬入用ハッチ S 有 Ⅴ-2-9-2-6 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-9-2-6 

所員用エアロック S 有 Ⅴ-2-9-2-7 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-9-2-7 

サプレッション・
チェンバアクセス
ハッチ 

S 有 Ⅴ-2-9-2-8 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-9-2-8 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（2/8） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
格
納
施
設

原子炉格納容

器配管貫通部

及び電気配線

貫通部 

配管貫通部 S 有 Ⅴ-2-9-2-9 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-9-2-9 

電気配線貫通部 S 有 Ⅴ-2-9-2-10 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-9-2-10 

原子炉建屋 

原子炉建屋原子
炉棟 

S 無 Ⅴ-2-9-3-1 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-9-3-1 

原子炉建屋大物
搬入口 

S － Ⅴ-2-9-3-2 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-9-3-2 

原子炉建屋エア
ロック 

S － Ⅴ-2-9-3-3 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-9-3-3 

原子炉建屋基礎
盤 

S 無 Ⅴ-2-9-3-4 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-9-3-4 

圧力低減設備

その他の安全

設備 

ダイヤフラム・
フロア 

S 有 Ⅴ-2-9-4-1 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-9-4-1 

ベント管 S 有 Ⅴ-2-9-4-2 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-9-4-2 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（3/8） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基

準施行前

に認可さ

れた実績

との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
格
納
施
設

圧力低

減設備

その他

の安全

設備 

主配管 S 無 Ⅴ-2-9-4-3-1 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-9-4-3-1 

主配管 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-9-4-3-2-1 

主配管 － － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-9-4-3-3-1 

主配管 － － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-9-4-3-4-1 

主配管 － － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-9-4-3-5-1 

コリウムシールド － － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-9-4-3-5-2 

残留熱除去系ポンプ － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-5-4-1-2 

残留熱除去系熱交換器 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-5-4-1-1 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（4/8） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基

準施行前

に認可さ

れた実績

との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
格
納
施
設

圧力低減

設備その

他の安全

設備 

残留熱除去系ストレ
ーナ 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-5-4-1-3 

常設低圧代替注水系
ポンプ 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ｖ-2-5-5-5-1 

代替循環冷却系ポン
プ 

－ － － 常設／緩和 － Ｖ-2-5-5-6-1 

常設高圧代替注水系
ポンプ 

－ － － 常設／緩和 － Ｖ-2-5-5-4-1 

高圧炉心スプレイ系
ストレーナ 

－ － － 常設／緩和 有 Ⅴ-2-5-5-1-1 

ほう酸水注入ポンプ － － － 常設／緩和 有 Ⅴ-2-6-4-1-1 

ほう酸水貯蔵タンク － － － 常設／緩和 有 Ⅴ-2-6-4-1-2 

原子炉圧力容器 － － － 常設／緩和 無 
Ⅴ-2-3-4-1-2， 

Ⅴ-2-3-4-1-3
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（5/8） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基

準施行前

に認可さ

れた実績

との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
格
納
施
設

圧力低減

設備その

他の安全

設備 

炉心支持構造物 － － － 常設／緩和 無 Ⅴ-2-3-3-2-1 

低圧炉心スプレイス
パージャ 

－ － － 常設／緩和 有 Ⅴ-2-3-4-4-7 

低圧炉心スプレイ配
管（原子炉圧力容器
内部） 

－ － － 常設／緩和 有 Ⅴ-2-3-4-4-9 

残 留 熱 除 去 系 配 管
（原子炉圧力容器内
部） 

－ － － 常設／緩和 有 Ⅴ-2-3-4-4-8 

差圧検出・ほう酸水
注入管（ティーより
N10 ノズルまでの外
管） 

－ － － 常設／緩和 無 Ⅴ-2-3-4-3-4 

差圧検出・ほう酸水
注入管（原子炉圧力
容器内部） 

－ － － 常設／緩和 有 Ⅴ-2-3-4-4-10 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（6/8） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基

準施行前

に認可さ

れた実績

との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
格
納
施
設

放射性物質

濃度制御設

備及び可燃

性ガス濃度

制御設備並

びに格納容

器再循環設

備 

主配管 S 無 Ⅴ-2-9-5-1-1 常設／緩和 無 Ⅴ-2-9-5-1-1 

非常用ガス 
再循環系排風機 

S 無 Ⅴ-2-9-5-1-2 常設／緩和 有 Ⅴ-2-9-5-1-2 

非常用ガス再循環
系フィルタトレイ
ン 

S 無 Ⅴ-2-9-5-1-3 常設／緩和 有 Ⅴ-2-9-5-1-3 

主配管 S 無 Ⅴ-2-9-5-2-1 常設／緩和 無 Ⅴ-2-9-5-2-1 

非常用ガス処理系
排風機 

S 無 Ⅴ-2-9-5-2-2 常設／緩和 有 Ⅴ-2-9-5-2-2 

非常用ガス処理系
フィルタトレイン 

S 無 Ⅴ-2-9-5-2-3 常設／緩和 有 Ⅴ-2-9-5-2-3 

非常用ガス処理系
排気筒 

－ － － 常設／緩和 有 Ⅴ-2-7-2-5 

ブローアウト 
パネル閉止装置 

－ － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-9-5-2-4 
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第 2-1 表 耐震評価条件整理一覧表（7/8） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基

準施行前

に認可さ

れた実績

との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
格
納
施
設

放射性物質

濃度制御設

備及び可燃

性ガス濃度

制御設備並

びに格納容

器再循環設

備 

主配管 S 無 Ⅴ-2-9-5-3-1 － － － 

可燃性ガス濃度制
御系再結合装置ブ
ロワ 

S 無 Ⅴ-2-9-5-3-2 － － － 

可燃性ガス濃度制
御系再結合装置 

S 無 Ⅴ-2-9-5-3-3 － － － 

低圧マニホールド S 無 Ⅴ-2-9-5-4-1 － － － 

主配管 S 無 Ⅴ-2-9-5-4-2 － － － 

主蒸気隔離弁漏え
い抑制系ブロワ 

S 無 Ⅴ-2-9-5-4-3 － － － 

静的触媒式水素再
結合器 

－ － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-9-5-5-1 

主配管 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-9-5-6-1 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（8/8） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
格
納
施
設

原子炉格納容器

調気設備 
主配管 S 無 Ⅴ-2-9-6-1-1 － － － 

圧力逃がし装置 

主配管 － － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-9-7-1-1 

フィルタ装置 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-9-7-1-2 

移送ポンプ － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-9-7-1-3 

注 1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 
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1. 概要 

本資料は，原子炉本体の設備の耐震計算の手法及び条件の整理について説明するもの

である。 

2. 耐震評価条件整理 

原子炉本体の設備に対して，設計基準対象施設の耐震クラス，重大事故等対処施設の

設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震評価における手法及び

条件について，既に認可を受けた実績と差異の有無を整理した。また，重大事故等対処

施設のうち，設計基準対象施設であるものについては，重大事故等対処施設の評価条件

と設計基準対象施設の評価条件の差異の有無を整理した。結果を表 2-1 に示す。 

原子炉本体の設備の耐震計算は表 2-1 に示す計算書に記載することとする。また，表

2-1 に示す設備のうち，耐震評価における手法及び条件について，既に認可を受けた実

績と差異がない施設の耐震計算は，工事計画認可実績を示し，入力条件及び評価結果を

示すことを基本とする。 

なお，既設の設備における弾性設計用地震動Ｓｄによる耐震計算については，基準地

震動Ｓｓによる評価結果が弾性設計用地震動Ｓｄの許容限界を満足する場合，省略するこ

ととし，省略せず耐震評価を実施する場合は，静的地震力についても考慮することとす

る。 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（1/3） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計上の

重要度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
本
体

炉
心

燃料集合体 S 無 Ⅴ-2-3-3-1 － － － 

炉
心
支
持
構
造
物

炉心シュラウド S 有 Ⅴ-2-3-3-2-2 － － －

シュラウドサポート S 有 Ⅴ-2-3-3-2-3 － － －

上部格子板 S 有 Ⅴ-2-3-3-2-4 － － －

炉心支持板 S 有 Ⅴ-2-3-3-2-5 － － －

燃料支持金具 S 有 Ⅴ-2-3-3-2-6 － － －

制御棒案内管 S 有 Ⅴ-2-3-3-2-7 － － －
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（2/3） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計上

の重要度分

類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
本
体

原子炉圧力容器 S 有 
Ⅴ-2-3-4-1-2，

Ⅴ-2-3-4-1-3 
－ － － 

原
子
炉
圧
力
容
器

付
属
構
造
物

原子炉圧力容器 
スタビライザ 

S 無 Ⅴ-2-3-4-3-1 － － － 

原子炉格納容器 
スタビライザ 

S 無 Ⅴ-2-3-4-3-2 － － － 

制御棒駆動機構 
ハウジング支持金具 

S 無 Ⅴ-2-3-4-3-3 － － － 

差圧検出・ほう酸水 
注入配管 

S 無 Ⅴ-2-3-4-3-4 － － － 

原
子
炉
圧
力
容
器

内
部
構
造
物

蒸気乾燥器 S 有 Ⅴ-2-3-4-4-2 － － － 

気水分離器及び 
スタンドパイプ 

S 有 Ⅴ-2-3-4-4-3 － － － 

シュラウドヘッド S 有 Ⅴ-2-3-4-4-4 － － － 

ジェットポンプ S 有 Ⅴ-2-3-4-4-5 － － －
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（3/3） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類 

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
圧
力
容
器

原
子
炉
圧
力
容
器

内
部
構
造
物

給水スパージャ S 無 Ⅴ-2-3-4-4-6 － － － 

高圧及び低圧炉心 
スプレイスパージャ 

S 有 Ⅴ-2-3-4-4-7 － － － 

残留熱除去系配管 
（原子炉圧力容器内部） 

S 有 Ⅴ-2-3-4-4-8 － － － 

高圧及び低圧炉心 

スプレイ配管 
（原子炉圧力容器内部） 

S 有 Ⅴ-2-3-4-4-9 － － － 

差圧検出・ほう酸水 

注入管 
（原子炉圧力容器内部） 

S 無 Ⅴ-2-3-4-4-10 － － － 

中性子計測案内管 S 無 Ⅴ-2-3-4-4-11 － － － 
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1. 概要 

本資料は，原子炉冷却系統施設の設備の耐震計算の手法及び条件の整理について説明

するものである。 

2. 耐震評価条件整理 

原子炉冷却系統施設の設備に対して，設計基準対象施設の耐震クラス，重大事故等対

処施設の設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震評価における

手法及び条件について，既に認可を受けた実績と差異の有無を整理した。また，重大事

故等対処施設のうち，設計基準対象施設であるものについては，重大事故等対処施設の

評価条件と設計基準対象施設の評価条件の差異の有無を整理した。結果を表 2-1 に示す。 

原子炉冷却系統施設のうち，新設又は、新規登録の設計基準対象施設並びに重大事故

等対処施設の耐震計算は表 2-1 に示す計算書に記載することとする。また，表 2-1 に示

す設備のうち，耐震評価における手法及び条件について，既に認可を受けた実績と差異

がない施設の耐震計算は，工事計画認可実績を示し，入力条件及び評価結果を示すこと

を基本とする。 

なお，既設の設備における弾性設計用地震動Ｓｄによる耐震計算については，基準地

震動Ｓｓによる評価結果が弾性設計用地震動Ｓｄの許容限界を満足する場合，省略するこ

ととし，省略せず耐震評価を実施する場合は，静的地震力についても考慮することとす

る。 



NT2 補② Ⅴ-2-5-1 R0 

2
 

表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（1/9） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設

原子炉冷

却材再循

環設備 

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-2-1-1 － － － 

原子炉冷

却材の循

環設備 

アキュムレータ S 無 Ⅴ-2-5-3-1-1 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-5-3-1-1 

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-3-1-2 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-5-3-1-2 

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-3-2-1 － － － 

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-3-3-1 － － － 

残留熱除

去設備 

残留熱除去系熱交
換器 

S 有 Ⅴ-2-5-4-1-1 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-4-1-1 

残留熱除去系ポン
プ 

S 無 Ⅴ-2-5-4-1-2 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-5-4-1-2 

残留熱除去系スト
レーナ 

S 無 Ⅴ-2-5-4-1-3 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-4-1-3 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（2/9） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設

残留熱除

去設備 

原子炉圧力容器 － － － 常設耐震／防止 無 
Ⅴ-2-3-4-1-2，

Ⅴ-2-3-4-1-3 

炉心支持構造物 － － － 常設耐震／防止 無 

Ⅴ-2-3-3-2-2，

Ⅴ-2-3-3-2-3，

Ⅴ-2-3-3-2-4， 

Ⅴ-2-3-3-2-5， 

Ⅴ-2-3-3-2-6， 

Ⅴ-2-3-3-2-7 

ジェットポンプ － － － 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-3-4-4-5 

原子炉格納容器 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 

Ⅴ-2-9-2-1， 

Ⅴ-2-9-2-2， 

Ⅴ-2-9-2-3， 

Ⅴ-2-9-2-4， 

Ⅴ-2-9-2-5， 

Ⅴ-2-9-2-11 

フィルタ装置 － － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-9-7-1-2 

非常用ガス処理系
排気筒 

－ － － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-7-2-5 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（3/9） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設

残留熱除

去設備 

主配管 S 無 
Ⅴ-2-5-2-1-1，

Ⅴ-2-5-4-1-4 
常設耐震／防止 有 

Ⅴ-2-5-2-1-1，

Ⅴ-2-5-4-1-4 

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-4-1-5 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-4-1-5 

主配管 － － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-5-4-2-1 

非常用炉

心冷却設

備その他

原子炉注

水設備 

高圧炉心スプレイ
系ポンプ 

S 無 Ⅴ-2-5-5-1-1 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-5-1-1 

高圧炉心スプレイ
系ストレーナ 

S 無 Ⅴ-2-5-5-1-2 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-5-1-2 

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-5-1-3 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-5-1-3 

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-5-1-4 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-5-1-4 

低圧炉心スプレイ
系ポンプ 

S 無 Ⅴ-2-5-5-2-1 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-5-2-1 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（4/9） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設

非常用炉

心冷却設

備その他

原子炉注

水設備 

低圧炉心スプレイ
系ストレーナ 

S 無 Ⅴ-2-5-5-2-2 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-5-2-2 

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-5-2-3 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-5-2-3 

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-5-2-4 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-5-2-4 

原子炉隔離時冷却
系ポンプ 

－ － － 常設耐震／防止 － 
Ⅴ-2-5-6-1-1， 

Ⅴ-2-5-6-1-2 

原子炉隔離時冷却
系ストレーナ 

－ － － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-5-5-3-1 

残留熱除去系ポン
プ 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-5-4-1-2 

残留熱除去系熱交
換器 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-5-4-1-1 

残留熱除去系スト
レーナ 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-5-4-1-3 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（5/9） 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設

非常用炉

心冷却設

備その他

原子炉注

水設備 

ほう酸水注入ポン
プ 

－ － － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-6-4-1-1 

ほう酸水注入タン
ク 

－ － － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-6-4-1-2 

常設高圧代替注水
系ポンプ 

－ － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-5-5-4-1 

主配管 － － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-5-5-4-2 

常設低圧代替注水
系ポンプ 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-5-5-5-1 

主配管 － － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-5-5-5-2 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（6/9） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設

非常用炉

心冷却設

備その他

原子炉注

水設備 

代替循環冷却系ポ
ンプ 

－ － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-5-5-6-1 

主配管 － － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-5-5-6-2 

原子炉圧力容器 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 

Ⅴ-2-3-4-1-2 

Ⅴ-2-3-4-1-3 

炉心支持構造物 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-3-3-2-1 

高圧炉心スプレイ
スパージャ 

－ － － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-3-4-4-7 

高圧炉心スプレイ
配管（原子炉圧力容
器内部） 

－ － － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-3-4-4-9 

低圧炉心スプレイ
スパージャ 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-3-4-4-7 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（7/9） 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設

非常用炉

心冷却設

備その他

原子炉注

水設備 

低圧炉心スプレイ
配管(原子炉圧力容
器内部) 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-3-4-4-9 

残留熱除去系配管
(原子炉圧力容器内
部) 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-3-4-4-8 

差圧検出・ほう酸水
注入管（ティーより
N10 ノズルまでの外
管） 

－ － － 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-3-4-3-4 

差圧検出・ほう酸水
注入管（原子炉圧力
容器内部） 

－ － － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-3-4-4-10 

代替淡水貯槽 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-2-29 

西側淡水貯水設備 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-2-23 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（8/9） 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設

原子炉冷

却材補給

設備 

原子炉隔離時冷却
系ポンプ 

S 無 
Ⅴ-2-5-6-1-1，

Ⅴ-2-5-6-1-2 
－ － －

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-6-1-3 － － －

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-6-1-4 － － －

原子炉補

機冷却設

備 

残留熱除去系海水
系ポンプ 

S 無 Ⅴ-2-5-7-1-1 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-5-7-1-1 

残留熱除去系海水
系ストレーナ 

S 無 Ⅴ-2-5-7-1-2 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-5-7-1-2 

主配管 S 無 Ⅴ-2-5-7-1-3 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-5-7-1-3 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（9/9） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設

原子炉補

機冷却設

備 

緊急用海水ポンプ － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-5-7-2-1 

緊急用海水系スト
レーナ 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-5-7-2-2 

主配管 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-5-7-2-3 

原子炉冷

却材浄化
主配管 S 無 Ⅴ-2-5-8-1-1 － － － 

注 1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 
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1. 概要 

本資料は，計測制御系統施設の設備の耐震計算の手法及び条件の整理について説明す

るものである。 

2. 耐震評価条件整理 

計測制御系統施設の設備に対して，設計基準対象施設の耐震設計上の重要度分類，重

大事故等対処施設の設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震評

価における手法及び条件について，既に認可を受けた実績と差異の有無を整理した。ま

た，重大事故等対処施設のうち，設計基準対象施設であるものについては，重大事故等

対処施設の評価条件と設計基準対象施設の評価条件の差異の有無を整理した。結果を表

2-1 に示す。 

通信連絡設備については設備が複数の機器により構成されている。添付書類「Ⅴ-1-1-

10 通信連絡設備に関する説明書」に記載の機器構成を図 2-1～図 2-3 に示し，その機

器構成による設備の内訳を表 2-2 に示す。 

計測制御系統施設のうち，新設又は、新規登録の設計基準対象施設並びに重大事故等

対処施設の耐震計算は表 2-1 に示す計算書に記載することとする。また，表 2-1 に示す

設備のうち，耐震評価における手法及び条件について，既に認可を受けた実績と差異が

ない施設の耐震計算は，工事計画認可実績を示し，入力条件及び評価結果を示すことを

基本とする。 

なお，既設の設備における弾性設計用地震動Ｓｄによる耐震計算については，基準地

震動Ｓｓによる評価結果が弾性設計用地震動Ｓｄの許容限界を満足する場合，省略するこ

ととし，省略せず耐震評価を実施する場合は，静的地震力についても考慮することとす

る。 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（1/18） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

制御材 制御棒 S 無 Ⅴ-2-6-2-1 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-2-1 

制御材駆

動装置 

制御棒駆動 
機構 

S 有 Ⅴ-2-6-3-1 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-3-1 

水圧制御 
ユニット 

S 無 Ⅴ-2-6-3-2-1 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-6-3-2-1 

主配管 S 無 Ⅴ-2-6-3-2-2 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-3-2-2 

主配管 － － － 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-3-2-2 

ほう酸水

注入設備 

ほう酸水注入ポン
プ 

S 無 Ⅴ-2-6-4-1-1 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-6-4-1-1 

ほう酸水貯蔵タン
ク 

S 無 Ⅴ-2-6-4-1-2 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-6-4-1-2 

主配管 S 無 Ⅴ-2-6-4-1-3 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-4-1-3 

主配管 － － － 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-4-1-3 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（2/18） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

ほう酸水

注入設備 

差圧検出・ほう酸水
注入管（ティーより
N10 ノズルまでの外
管） 

－ － － 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-3-4-3-4 

差圧検出・ほう酸水
注入管（原子炉圧力
容器内部） 

－ － － 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-3-4-4-10

原子炉圧力容器 － － － 常設耐震／防止 有 
Ⅴ-2-3-4-1-2 

Ⅴ-2-3-4-1-3 

炉心支持構造物 － － － 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-3-3-2-1 

計測装置 

起動領域計装 S 無 Ⅴ-2-6-5-1 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-5-1 

出力領域計装 S 無 Ⅴ-2-6-5-2 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-5-2 

主蒸気流量 S 無 Ⅴ-2-6-5-3 － － － 

原子炉圧力容器温度 － － － 
常設／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-4 

高圧代替注水系系統
流量 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-5 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（3/18） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

計測装置 

低圧代替注水系原
子炉注水流量（常設
ライン用） 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-6 

低圧代替注水系原
子炉注水流量（常設
ライン狭帯域用） 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-7 

低圧代替注水系原

子炉注水流量（可搬

ライン用） 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-8 

低圧代替注水系原
子炉注水流量（可搬
ライン狭帯域用） 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-9 

代替循環冷却系原
子炉注水流量 

－ － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-6-5-10 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（4/18） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

計測装置 

代替循環冷却系ポ
ンプ入口温度 

－ － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-6-5-11 

残留熱除去系熱交
換器入口温度 

C － － 
常設／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-12 

残留熱除去系熱交

換器出口温度 
C － － 

常設／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-13 

原子炉隔離時冷却
系系統流量 

S 無 Ⅴ-2-6-5-14 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-5-14 

高圧炉心スプレイ
系系統流量 

S 無 Ⅴ-2-6-5-15 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-6-5-15 

低圧炉心スプレイ
系系統流量 

S 無 Ⅴ-2-6-5-16 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-6-5-16 

残留熱除去系系統
流量 

S 無 Ⅴ-2-6-5-17 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-6-5-17 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（5/18） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

計測装置 

原子炉圧力 

S＊2 無 Ⅴ-2-6-5-18 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-6-5-18 

S＊3 無 Ⅴ-2-6-5-18 － － － 

原子炉圧力（ＳＡ） － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-19 

原子炉水位 S 無 Ⅴ-2-6-5-20 － － － 

原子炉水位（広帯
域） 

S＊4 無 Ⅴ-2-6-5-21 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-6-5-21 

－ － － 常設耐震／防止＊5 － Ⅴ-2-6-5-21 

原子炉水位（燃料
域） 

S 無 Ⅴ-2-6-5-22 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-6-5-22 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（6/18） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

計測装置 

原子炉水位（ＳＡ広
帯域） 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-23 

原子炉水位（ＳＡ燃
料域） 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-24 

ドライウェル圧力 

S＊6 無 Ⅴ-2-6-5-25 － － － 

－ － － 
常設耐震／防止＊7

常設／緩和＊7
－ Ⅴ-2-6-5-25 

サプレッション・チ
ェンバ圧力 

S＊8 無 Ⅴ-2-6-5-26 － － － 

－ － － 
常設耐震／防止＊9

常設／緩和＊9
－ Ⅴ-2-6-5-26 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（7/18） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

計測装置 

サプレッション・プ
ール水温度 

S＊10 無 Ⅴ-2-6-5-27 － － － 

－ － － 
常設耐震／防止＊11

常設／緩和＊11
－ Ⅴ-2-6-5-27 

ドライウェル雰囲
気温度 

－ － － 
常設／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-28 

サプレッション・チ
ェンバ雰囲気温度 

－ － － 
常設／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-29 

格納容器内水素濃
度 

S 無 Ⅴ-2-6-5-30 － － － 

格納容器内水素濃
度（ＳＡ） 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-31 

格納容器内酸素濃
度 

S 無 Ⅴ-2-6-5-32 － － － 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（8/18） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

計測装置 

格納容器内酸素濃度
（ＳＡ） 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-33 

格納容器下部水温 － － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-6-5-34 

代替淡水貯槽水位 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-35 

西側淡水貯水設備水
位 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-36 

低圧代替注水系格納
容器 ス プ レイ 流量
（常設ライン用） 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-37 

低圧代替注水系格納
容器 ス プ レイ 流量
（可搬ライン用） 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-5-38 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（9/18） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対

象施設との

評価条件の

差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

計測装置 

低圧代替注水系格納
容器下部注水流量 

－ － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-6-5-39 

代替循環冷却系格納
容器スプレイ流量 

－ － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-6-5-40 

サプレッション・プ
ール水位 

S＊12 無 Ⅴ-2-6-5-41 － － － 

－ － － 
常設耐震／防止＊13

常設／緩和＊13
－ Ⅴ-2-6-5-41 

格納容器下部水位 － － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-6-5-42 

原子炉建屋水素濃度 － － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-6-5-43 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（10/18） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

制御用空

気設備 

自動減圧機能用ア
キュムレータ 

－ － － － － － 

主配管 S  Ⅴ-2-6-6-1-1 － － － 

主配管 － － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-6-6-2-1 

主配管 － － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-6-6-3-1 

その他の 

計測制御

設備 

所内電気操作盤 S 無 Ⅴ-2-6-7-1 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-6-7-1 

タービン補機盤 S 無 Ⅴ-2-6-7-1 － － － 

窒素置換－空調換
気制御盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 － － － 

非常用ガス処理系，
非常用ガス循環系
操作盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 － － － 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（11/18） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

その他の 

計測制御

設備 

タービン補機補助
継電器盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 － － － 

緊急時炉心冷却系
操作盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-6-7-1 

原子炉補機操作盤 S 無 Ⅴ-2-6-7-1 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-7-1 

原子炉制御操作盤 S 無 Ⅴ-2-6-7-1 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-7-1 

プロセス放射線モ
ニタ計装盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 － － － 

出力領域モニタ計
装盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-7-1 

原子炉保護系継電
器盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 － － － 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（12/18） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

その他の 

計測制御

設備 

プロセス計装盤 S 無 Ⅴ-2-6-7-1 － － － 

残留熱除去系（Ｂ），
（Ｃ）補助継電器盤

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-6-7-1 

原子炉隔離時冷却
系継電器盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-7-1 

原子炉格納容器隔
離系継電器盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 － － － 

高圧炉心スプレイ
系継電器盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-7-1 

自動減圧系継電器
盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-7-1 

低圧炉心スプレイ
系，残留熱除去系
（Ａ）補助継電器盤

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-6-7-1 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（13/18） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

その他の 

計測制御

設備 

漏えい検出系操作
盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 － － － 

プロセス放射線モ
ニタ，起動領域モニ
タ操作盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-7-1 

格納容器雰囲気監
視系操作盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 － － － 

サプレッション・プ
ール温度記録計盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 － － － 

原子炉保護系トリ
ップユニット盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 － － － 

緊急時炉心冷却系
トリップユニット
盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-6-7-1 

高圧炉心スプレイ
系トリップユニッ
ト盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-7-1 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（14/18） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

その他の 

計測制御

設備 

RCIC タービン制御
盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-7-1 

原子炉遠隔停止操
作盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-7-1 

ほう酸水注入ポン
プ操作盤 

S 無 Ⅴ-2-6-7-1 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-6-7-1 

ＳＡ設備新設盤 S － Ⅴ-2-6-7-1 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-6-7-1 

安全パラメータ表
示システム（ＳＰＤ
Ｓ）新設盤 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-6-7-1 

再循環系ポンプ遮
断器 

S 無 Ⅴ-2-6-7-8 常設耐震／防止 無 Ⅴ-2-6-7-8 

再循環系ポンプ低
速度用電源装置遮
断器 

－ － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-6-7-9 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（15/18） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

その他の 

計測制御

設備 

格納容器内雰囲気
ガスサンプリング
装置 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-7-10 

フィルタ装置入口
水素濃度 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-7-11 

静的触媒式水素再
結合器動作監視装
置 

－ － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-6-7-12 

フィルタ装置水位 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-7-13 

フィルタ装置圧力 － － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-7-14 

フィルタ装置スク
ラビング水温度 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-7-15 

残留熱除去系海水
系系統流量 

C － － 
常設／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-7-16 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（16/18） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

その他の 

計測制御

設備 

緊急用海水系流量
（残留熱除去系熱
交換器） 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-7-17 

緊急用海水系流量
（残留熱除去系補
機） 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-7-18 

常設高圧代替注水
系ポンプ吐出圧力 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-7-19 

常設低圧代替注水
系ポンプ吐出圧力 

－ － － 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-6-7-20 

代替循環冷却系ポ
ンプ吐出圧力 

－ － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-6-7-21 

原子炉隔離時冷却
系ポンプ吐出圧力 

C － － 常設／防止 － Ⅴ-2-6-7-22 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（17/18） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

その他の 

計測制御

設備 

高圧炉心スプレイ
系ポンプ吐出圧力 

C － － 常設／防止 － Ⅴ-2-6-7-23 

低圧炉心スプレイ
系ポンプ吐出圧力 

S 無 Ⅴ-2-6-7-24 常設耐震／防止 有 Ⅴ-2-6-7-24 

残留熱除去系ポン
プ吐出圧力 

S 無 Ⅴ-2-6-7-25 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-6-7-25 

非常用窒素供給系
供給圧力 

－ － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-6-7-26 

非常用窒素供給系
高圧窒素ボンベ圧
力 

－ － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-6-7-27 

非常用逃がし安全
弁駆動系供給圧力 

－ － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-6-7-28 

非常用逃がし安全
弁駆動系高圧窒素
ボンベ圧力 

－ － － 常設耐震／防止 － Ⅴ-2-6-7-29 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（18/18） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故

防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備，「その他」は常設重大事故等対処施設（防止でも緩和でもない設備）を

示す。  

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処施設 

耐震設計上の

重要度分類 

新規制基準

施工前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類＊1

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

計
測
制
御
系
統
施
設

その他 

衛星電話設備（固定型）
C 

（新規登録） 
－ － 

常設／防止 
常設／緩和 

その他 
－ 表 2-2＊14

安全パラメータ表示シ
ステム（ＳＰＤＳ） 

C 

（新規登録） 
－ － 

常設／防止 

常設／緩和 
－ 表 2-2＊14

統合原子力防災ネット
ワークに接続する通信
連絡設備 

C 

（新規登録） 
－ － その他 － 表 2-2＊14
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   ＊2：対象計器は，PT-B22-N051A，PT-B22-N051B。 

   ＊3：対象計器は，PT-B22-N078A，PT-B22-N078B，PT-B22-N078C，PT-B22-N078D。 

   ＊4：対象計器は，LT-B22-N091A，LT-B22-N091B，LT-B22-N091C，LT-B22-N091D。 

   ＊5：対象計器は，LT-B22-N079A，LT-B22-N079B，LT-B22-N079C，LT-B22-N079D。 

＊6：対象計器は，PT-B22-N067A，PT-B22-N067B，PT-B22-N067C，PT-B22-N067D，PT-B22-N094A，PT-B22-N094B，PT-B22-N094C，PT-

B22-N094D，PT-C72-N050A，PT-C72-N050B，PT-C72-N050C，PT-C72-N050D，PT-26-79.51A，PT-26-79.51B。 

＊7：対象計器は，PT-26-79.60。 

＊8：対象計器は，PT-26-79.52A，PT-26-79.52B。 

＊9：対象計器は，PT-26-79.61。 

＊10：対象計器は，TE-T23-N001B，TE-T23-N001C，TE-T23-N002B，TE-T23-N002C，TE-T23-N003B，TE-T23-N003C，TE-T23-

N004B，TE-T23-N004C，TE-T23-N005B，TE-T23-N005C，TE-T23-N006B，TE-T23-N006C，TE-T23-N007，TE-T23-N009，TE-T23-

N011，TE-T23-N012，TE-T23-N013，TE-T23-N014，TE-T23-N015，TE-T23-N017，TE-T23-N019，TE-T23-N020，TE-T23-N021，

TE-T23-N022。 

＊11：対象計器は，TE-T23-N030，TE-T23-N040，TE-T23-N050。 

＊12：対象計器は，LT-26-79.5A，LT-26-79.5B。 

＊13：対象計器は，LT-26-79.60。 

＊14：通信連絡設備は複数の機器で構成されているため，別途整理し，表 2-2 に記載する。 
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図 2-1 衛星電話設備（固定型） 概略構成図 
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図 2-2 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）及びデータ伝送装置の概略構成図 
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図 2-3 統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備の概略構成図
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表 2-2 耐震評価条件整理一覧表（通信連絡設備）（1/3） 

評価対象設備 

衛星電話設備 
（固定型） 

安全パラメータ
表示システム
（ＳＰＤＳ） 

統合原子力防
災ネットワー
クに接続する
通信連絡設備 

耐震計算の 
記載箇所 

図 2-1 図 2-2 図 2-3 

計
測
制
御
系
統
施
設

その他 
衛星電話設備 
（固定型） 

衛星電話設備（固定型） 
（中央制御室） 

① － － Ⅴ-2-6-7-2-1 

屋外アンテナ 

（中央制御室） 
② － － Ⅴ-2-6-7-2-2 

衛星電話設備用通信機器 
収納ラック（中央制御室） 

③ － － Ⅴ-2-6-7-2-3 

衛星電話設備（固定型） 
（緊急時対策所） 

④ － － Ⅴ-2-6-7-2-4 

屋外アンテナ 

（緊急時対策所） 
⑤ － － Ⅴ-2-6-7-2-5 

衛星電話設備用通信機器 

収納ラック（緊急時対策所） 
⑥ － － Ⅴ-2-6-7-2-6 
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表 2-2 耐震評価条件整理一覧表（通信連絡設備）（2/3） 

評価対象設備 

衛星電話設備 
（固定型） 

安全パラメータ
表示システム
（ＳＰＤＳ） 

統合原子力
防災ネット
ワークに接
続する通信
連絡設備 

耐震計算の 
記載箇所 

図 2-1 図 2-2 図 2-3 

計
測
制
御
系
統
施
設

その他 
安全パラメー
タ表示システ
ム（ＳＰＤＳ）

無線通信用アンテナ － ① － Ⅴ-2-6-7-4 

ＳＰＤＳデータ収集盤－Ａ － ② － Ⅴ-2-6-1 

ＳＰＤＳデータ収集盤－Ｂ － ② － Ⅴ-2-6-1 

ＳＰＤＳ入出力盤－Ａ － ② － Ⅴ-2-6-1 

ＳＰＤＳ入出力盤－Ｂ － ② － Ⅴ-2-6-1 

ＳＰＤＳインターフェース盤 － ② － Ⅴ-2-6-1 

ＳＰＤＳ通信盤 － ② － Ⅴ-2-6-1 

ＳＰＤＳ入出力盤－Ａ － ② － Ⅴ-2-6-1 

ＳＰＤＳ入出力盤－Ｂ － ② － Ⅴ-2-6-1 
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表 2-2 耐震評価条件整理一覧表（通信連絡設備）（3/3） 

評価対象設備 

衛星電話設備 
（固定型） 

安全パラメータ
表示システム
（ＳＰＤＳ） 

統合原子力
防災ネット
ワークに接
続する通信
連絡設備 

耐震計算の 
記載箇所 

図 2-1 図 2-2 図 2-3 

計
測
制
御
系
統
施
設

その他 

統合原子力防
災ネットワー
クに接続する
通信連絡設備 

テレビ会議システム － － ① Ⅴ-2-6-7-5 

ＩＰ電話（有線系，衛星系） － － ② Ⅴ-2-6-7-5 

ＩＰ－ＦＡＸ（有線系，衛星系） － － ③ Ⅴ-2-6-7-5 

統合原子力防災ネットワーク設備
衛星アンテナ 

－ － ④ Ⅴ-2-6-7-6 

ＬＡＮ収容架（SA） － － ⑤ Ⅴ-2-6-7-7 
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1. 概要 

本資料は，放射線管理施設の設備の耐震計算の手法及び条件の整理について説明する

ものである。 

2. 耐震評価条件整理 

放射線管理施設の設備に対して，設計基準対象施設の耐震クラス，重大事故等対処施

設の設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震評価における手法

及び条件について，既に認可を受けた実績と差異の有無を整理した。また，重大事故等

対処施設のうち，設計基準対象施設であるものについては，重大事故等対処施設の評価

条件と設計基準対象施設の評価条件の差異の有無を整理した。結果を表 2-1 に示す。 

放射線管理施設のうち、新設又は、新規登録の設計基準対象施設並びに重大事故等対

処施設の耐震計算は表 2-1 に示す計算書に記載することとする。また，表 2-1 に示す設

備のうち，耐震評価における手法及び条件について，既に認可を受けた実績と差異がな

い施設の耐震計算は，工事計画認可実績を示し，入力条件及び評価結果を示すことを基

本とする。 

なお，既設の設備における弾性設計用地震動Ｓｄによる耐震計算については，基準地

震動Ｓｓによる評価結果が弾性設計用地震動Ｓｄの許容限界を満足する場合，省略するこ

ととし，省略せず耐震評価を実施する場合は，静的地震力についても考慮することとす

る。 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（1/4） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

放
射
線
管
理
施
設

放射線管

理用計測

装置 

主蒸気管放射線モ
ニタ 

S 無 Ⅴ-2-8-2-1 － － － 

格納容器雰囲気放
射線モニタ（Ｄ／
Ｗ） 

S 無 Ⅴ-2-8-2-2 
常設耐震／防止

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-8-2-2 

格納容器雰囲気放
射線モニタ（Ｓ／
Ｃ） 

S 無 Ⅴ-2-8-2-3 
常設耐震／防止

常設／緩和 
有 Ⅴ-2-8-2-3 

原子炉建屋換気系
（ダクト）放射線
モニタ 

S 無 Ⅴ-2-8-2-4 － － － 

フィルタ装置出口
放射線モニタ（低
レンジ） 

－ － － 
常設耐震／防止

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-8-2-5 

フィルタ装置出口
放射線モニタ（高
レンジ） 

－ － － 
常設耐震／防止

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-8-2-6 

耐圧強化ベント系
放射線モニタ 

－ － － 
常設耐震／防止

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-8-2-7 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（2/4） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

放
射
線
管
理
施
設

放射線管

理用計測

装置 

使用済燃料プール
エリア放射線モニ
タ（低レンジ） 

－ － － 
常設耐震／防止

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-8-2-8 

使用済燃料プール
エリア放射線モニ
タ（高レンジ） 

－ － － 
常設耐震／防止

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-8-2-9 

換気設備 

主配管（ダクト） S 無 Ⅴ-2-8-3-1-1 
常設耐震／防止

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-8-3-1-1 

中央制御室換気系

空気調和機ファン
S 無 Ⅴ-2-8-3-1-2 

常設耐震／防止

常設／緩和
無 Ⅴ-2-8-3-1-2 

中央制御室換気系

フィルタ系ファン 
S 無 Ⅴ-2-8-3-1-2 

常設耐震／防止

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-8-3-1-2 

中央制御室換気系

フィルタユニット
S 無 Ⅴ-2-8-3-1-3 

常設耐震／防止

常設／緩和
無 Ⅴ-2-8-3-1-3 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（3/4） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

放
射
線
管
理
施
設

換気設備 

主配管 － － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-8-3-2-1 

中央制御室待避室
差圧計 

－ － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-8-3-2-2 

主配管（ダクト） － － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-8-3-3-1 

主配管 － － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-8-3-3-2 

緊急時対策所非常

用送風機
－ － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-8-3-3-3 

緊急時対策所非常

用フィルタ装置 
－ － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-8-3-3-4 

緊急時対策所用差
圧計 

－ － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-8-3-3-5 
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表 2-1 耐震評価条件整理一覧表（4/4） 

評価対象設備 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

耐震設計

上の重要

度分類 

新規制基準

施行前に認

可された実

績との差異 

耐震計算の 

記載箇所 
設備分類（注 1）

設計基準対象

施設との評価

条件の差異 

耐震計算の 

記載箇所 

放
射
線
管
理
施
設

換気設備 

主配管 － － － 
常設耐震／防止

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-8-3-4-1 

第二弁操作室差圧
計

－ － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-8-3-4-2 

生体遮蔽

装置 

二次遮蔽 B 無 Ⅴ-2-8-4-2 
常設／防止

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-8-4-2

中央制御室遮蔽 S － Ⅴ-2-8-4-3 
常設耐震／防止

常設／緩和 
無 Ⅴ-2-8-4-3 

中 央 制 御 室 遮 蔽
（待避室） 

－ － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-8-4-4 

緊急時対策所遮蔽 － － － 常設／緩和 － Ⅴ-2-8-4-5 

第二弁操作室遮蔽 － － － 
常設耐震／防止

常設／緩和 
－ Ⅴ-2-8-4-6 

注 1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大

事故防止設備以外の常設重大事故防止設備を示す。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の

設計方針に基づき，非常用ディーゼル発電機空気だめが設計用地震力に対して十分な構造

強度を有していることを説明するものである。 

非常用ディーゼル発電機空気だめは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重

大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に

分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示

す。 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

非常用ディーゼル発電機空気だめの構造計画を表2－1に示す。 
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表2－1 構造計画

計 画 の 概 要 
概略構造図 

基礎･支持構造 主体構造 

胴を4個の脚で支

持し，脚をそれ

ぞれ基礎ボルト

で基礎に据え付

ける。 

横置円筒形容器 

2904 

胴 脚 

基礎 
基礎ボルト 

1
2
0
0
（
内
径
）
 

（単位：mm） 
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2.2 評価方針 

非常用ディーゼル発電機空気だめの応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 

3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 

構造計画」にて示す非常用ディーゼル発電機空気だめの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設

定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力による応

力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実

施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

非常用ディーゼル発電機空気だめの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 非常用ディーゼル発電機空気だめの耐震評価フロー 

有限要素法モデルの作成 

応力解析 

非常用ディーゼル発電機空気だめの構造強度評価 

解析モデル設定 

理論式による固有周期の算出 

設計用地震力 

地震時における応力 
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2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建

設規格」という。） 



5 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-1
0
-
1-
2
-
2 
R
1
 

2.4 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2

Ａｓ 固定脚の断面積 mm
2

Ａｓ１ 固定脚の長手方向に対する有効せん断断面積 mm
2

Ａｓ２ 固定脚の横方向に対する有効せん断断面積 mm
2

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｓｂ ボルト１本あたりに作用するせん断力 N 

Ｆｔｂ ボルト１本あたりに作用する引張力 N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ 脚のせん断弾性係数 MPa

ｈ１ 基礎から固定脚の胴付け根部までの高さ mm 

ｈ２ 基礎から胴の中心までの高さ mm 

Ｉｓｘ 固定脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント mm
4

Ｉｓｙ 固定脚の横方向軸に対する断面二次モーメント mm
4

Ｋｃ 固定脚のばね定数（胴の横方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋ  固定脚のばね定数（胴の長手方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋｖ 固定脚のばね定数（胴に鉛直力が作用する場合） N/m 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ

Ｓｙ（ＲＴ） 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

MPa 

Ｔ 胴の温度条件 ℃ 

Ｔｓ 脚の温度条件 ℃ 

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ｔ１ 長手方向固有周期 ｓ 

Ｔ２ 横方向固有周期 ｓ 

Ｔ３ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 固定脚側胴板の厚さ mm 

ｔｅ 固定脚付け根部における胴の有効板厚 mm 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｘ 胴の長手方向一次一般膜応力 MPa 

σ０ｙ 胴の周方向一次一般膜応力 MPa 

σ１ 胴の一次応力の最大値 MPa 

σ１ｘ 胴の長手方向一次応力 MPa 

σ１ｙ 胴の周方向一次応力 MPa 

σ２ 胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σ２ｘ 胴の長手方向一次＋二次応力 MPa 

σ２ｙ 胴の周方向一次＋二次応力 MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｓ１ 脚の一次応力の最大値 MPa 

σｓ１ｘ 脚のシェル要素におけるｘ方向一次応力 MPa 

σｓ１ｙ 脚のシェル要素におけるｙ方向一次応力 MPa 

σｓ２ 脚の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σｓ２ｘ 脚のシェル要素におけるｘ方向一次＋二次応力 MPa 

σｓ２ｙ 脚のシェル要素におけるｙ方向一次＋二次応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τ０ｘｙ 胴の一次一般膜せん断応力 MPa 

τ１ｘｙ 胴の一次せん断応力 MPa 

τ２ｘｙ 胴の一次＋二次せん断応力 MPa 

τｓ１ｘｙ 脚のシェル要素における一次せん断応力 MPa 

τｓ２ｘｙ 脚のシェル要素における一次＋二次せん断応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1

 胴の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

   ＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

   ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

長

さ
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3. 評価部位 

非常用ディーゼル発電機空気だめの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方

法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる胴，脚及び基礎ボルトについて実施する。非常

用ディーゼル発電機空気だめの耐震評価部位については，表2－1の概略構造図に示す。 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

容器及び内容物の質量は動の中心軸に集中するものとする。また，水平方向は，脚をはりと

考え，変形モードは脚の曲げ及びせん断変形を考慮する。胴の水平方向及び水平方向及び鉛

直方向は剛とみなす。 

(1) 計算モデル 

本容器は，図4－1，図4－2及び図4－3のような1質点系振動モデルとして考える。 

ｈ１ ｈ２Ｋｃｈ１ Ｋ

ｍ０

ｈ１Ｋｖ

ｍ０ ｍ０

図 4－1 長手方向の固有周期  図 4－2 横方向の固有周期  図 4－3 鉛直方向の固有周期 

計算モデル          計算モデル         計算モデル 

(2) 脚の受ける荷重 

脚の受ける荷重は全ての脚が下端固定構造であるため，機器の運転時質量ｍ０を全ての脚

で受けるものとする。 

(3) 長手方向の固有周期 

図4－1におけるばね定数は次式で求める。 

１

１
3

１

ｓｓｓｙｓ ・ＡＧ

ｈ
＋

・Ｉ12・Ｅ

ｈ

1000
＝Ｋ  （4.1.1）

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π  （4.1.2）
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(4) 横方向の固有周期 

図4－2におけるばね定数は次式で求める。 

２

１１２１１２１２
2

１

ｓｓｓｘｓｓｘｓ

ｃ

・ＡＧ

ｈ
＋

・ＩＥ

／2)－ｈ・(ｈ)・ｈ－ｈ(ｈ
＋

・Ｉ6・Ｅ

)－ｈ・(3・ｈｈ

1000
＝Ｋ

 （4.1.3）

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π  （4.1.4） 

 (5) 鉛直方向の固有周期 

図4－3におけるばね定数は次式で求める。 

ｓｓ

ｖ

・ＥＡ

ｈ

1000
＝Ｋ

１
  (4.1.5)

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π

 （4.1.6）

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，「6.1 設計基準対象施設としての評価結果」

及び「6.2 重大事故等対処設備としての評価結果」の機器要目に示す。 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を，表 4-1に示す。計算結果より，剛であることを確認した。 

表 4-1 固有周期(s) 

水平方向 
鉛直方向 

長手方向 横方向 

0.005 0.017 0.002 

Ｋｃ
Ｔ２

Ｔ 3

Ｋｖ
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5. 地震応答解析及び構造強度評価 

5.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 地震力は，容器に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用するものとし，原則として，

強度評価において組合せるものとする。なお，基礎ボルトにおいては，作用する荷重の算出

において組合せるものとする。 

(2) 容器の胴は4個の脚で支持され，脚はそれぞれ基礎に基礎ボルトで取り付ける。 

(3) 胴と脚との取付部において胴の局部変形を考慮する。 

(4) 脚は全脚固定とし，水平方向荷重は全ての脚で受けるものとする。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用ディーゼル発電機空気だめの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表5－2に

示す。 

5.2.2 許容応力 

非常用ディーゼル発電機空気だめの許容応力を表5－3～表5－4に示す。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

非常用ディーゼル発電機空気だめの許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表5－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表5－6に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設) 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

非常用ディーゼル発電機 

空気だめ 
Ｓ 

クラス３容器＊1

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊1：クラス３容器の支持構造物を含む。 

   ＊2：Ｓｓと組み合わせ，ⅢＡＳの評価を実施する。 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備) 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

非常用ディーゼル発電機 

空気だめ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊2 
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表5－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
   一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さ

い方。 

ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び 

高ニッケル合金について

は上記値と 1.2・Ｓのう

ち大きい方とする。 

左欄の 1.5 倍の値 弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによ

る疲労解析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であ

ること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労

累積係数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要。 

   注記 ＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略す

る。 

＊2：2・Ｓｙを超えるときは弾塑性解析若しくは設計・建設規格 PVB-3300 (PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。）の 

簡易弾塑性解析を用いる。

＊2

＊2 
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表5－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物) 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ft 1.5・fs

ⅣＡＳ 

1.5・ft 1.5・fs
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 

＊＊
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表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴 
SM50B＊1 

(16mm＜厚さ≦40mm) 
最高使用温度 60 ― 304 471 ― 

脚 
 

周囲環境温度 ― 309 480 ― 

基礎ボルト 
 

周囲環境温度 ― 231 394 ― 

 

 

表 5－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴 
SM50B＊1 

(16mm＜厚さ≦40mm) 
最高使用温度 60 ― 304 471 ― 

脚 
 

周囲環境温度 ― 309 480 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 231 394 ― 



15 

N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
0
-
1-
2
-
3
 R
0
 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-1
0
-
1-
2
-
2 
R
1
 

5.3 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

添付書類「Ｖ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

評価に用いる設計用地震力を表5－7及び表5－8に示す。 

表 5－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平

方向 

鉛直

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

EL. -4.0＊1
0.017 0.002 －＊2 －＊2

ＣＨ＝

0.87 

ＣＶ＝

0.90 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

表 5－8 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平

方向 

鉛直

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

EL. -4.0＊
0.017 0.002 － － 

ＣＨ＝

0.87 

ＣＶ＝

0.90 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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5.4 解析モデル及び諸元 

非常用ディーゼル発電機空気だめの解析モデルを図5－1に，解析モデルの概要を以下に示す。

また，機器の諸元を表5－9に示す。 

(1) 空気だめをシェル要素でモデル化したＦＥＭモデルによって求める。

(2) 拘束条件は，脚を脚底面ボルト位置で変位3(X，Y，Z)方向拘束，脚底面を鉛直(Z)方向フ

リーとする。

(3) 解析コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用し，胴，脚及び基礎ボルトの応力を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅴ-5-5 計

算機プログラム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。

表5－9 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 ｍ０ kg 2000 

温度条件 

（雰囲気温度） 

胴 Τ ℃ 60 

脚 Ｔｓ ℃ 

縦弾性係数 
胴 Ｅ MPa 201000 

脚 Ｅｓ MPa 201000 

ポアソン比 ν － 0.3 

要素数 － 個 13544 

節点数 － 個 13522 
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図5－1 解析モデル 
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5.5 計算方法 

(1) 胴の応力 

ＦＥＭ解析結果から得られる各部材（シェル要素）の応力成分より各種応力を算出する。 

胴については，以下の式を用いて応力を算出する。 

ａ． 一次一般膜 

  (5.5.1) 

ｂ． 一次応力 

  (5.5.2) 

ｃ． 一次＋二次応力 

  (5.5.3) 

表5-10 ＦＥＭ解析による胴の応力成分 

項目 記号 単位 応力値 

胴の長手方向一次一般膜応力 σ０ｘ MPa 44.7 

胴の周方向一次一般膜応力 σ０ｙ MPa 89.8 

胴の一次一般膜せん断応力 τ０ｘｙ MPa 0.0 

胴の長手方向一次応力 σ１ｘ MPa 41.3 

胴の周方向一次応力 σ１ｙ MPa 105.9 

胴の一次せん断応力 τ１ｘｙ MPa 7.1 

胴の長手方向一次＋二次応力 σ２ｘ MPa 20.0 

胴の周方向一次＋二次応力 σ２ｙ MPa 23.4 

胴の一次＋二次せん断応力 τ２ｘｙ MPa 8.6 

σ１ ＝

σ０ ＝ ・  (σ０ｘ＋σ０ｙ)＋ (σ０ｘ－σ０ｙ)２ ＋ 4・τ０ｘｙ２
1 

2 

・  (σ１ｘ＋σ１ｙ)＋ (σ１ｘ－σ１ｙ)２ ＋ 4・τ１ｘｙ２
1 

2 

σ２ ＝ ・  (σ２ｘ＋σ２ｙ)＋ (σ２ｘ－σ２ｙ)２ ＋ 4・τ２ｘｙ２
1 

2 
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(2) 脚の応力 

ＦＥＭ解析結果から得られる各部材（シェル要素）の応力成分より各種応力を算出する。 

脚については，以下の式を用いて応力を算出する。 

ａ． 一次応力 

  (5.5.4) 

ｂ． 一次＋二次応力 

  (5.5.5) 

表5-11 ＦＥＭ解析による脚の応力成分 

項目 記号 単位 応力値 

脚のシェル要素におけるｘ方向一次応力 σｓ１ｘ MPa 79.6 

脚のシェル要素におけるｙ方向一次応力 σｓ１ｙ MPa 0.8 

脚のシェル要素における一次せん断応力 τｓ１ｘｙ MPa 4.1 

脚のシェル要素におけるｘ方向一次＋二次応力 σｓ２ｘ MPa 9.0 

脚のシェル要素におけるｙ方向一次＋二次応力 σｓ２ｙ MPa 28.0 

脚のシェル要素における一次＋二次せん断応力 τｓ２ｘｙ MPa 2.5 

σｓ２ ＝

σｓ１ ＝ ・  (σｓ１ｘ＋σｓ 1ｙ)＋ (σｓ１ｘ－σｓ１ｙ)２ ＋ 4・τｓ１ｘｙ２
1 

2 

・  (σｓ２ｘ＋σｓ２ｙ)＋ (σｓ２ｘ－σｓ２ｙ)２ ＋ 4・τｓ２ｘｙ２
1 

2 
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(3) 基礎ボルトの応力 

ＦＥＭ解析結果から得られる基礎ボルト固定位置における最大荷重を用いて，各種応力を

算出する。 

基礎ボルトについては，以下の式を用いて応力を算出する。 

ａ． 引張応力 

  (5.5.6) 

ｂ． せん断応力 

  (5.5.7) 

表5-12 ＦＥＭ解析による基礎ボルトの最大荷重 

項目 記号 単位 荷重値 

ボルト１本あたりに作用する引張力 Ｆｔｂ N 4.095×103

ボルト１本あたりに作用するせん断力 Ｆｓｂ N 2.726×104

5.6 計算条件 

応力解析に用いる自重（胴，脚及び基礎ボルト）は，本計算書の【非常用ディーゼル発電機

空気だめの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

Ｆｓｂ

Ａｂ

Ｆｔｂ

Ａｂ

τｂ ＝

σｂ ＝
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5.7 応力の評価 

5.7.1 胴及び脚の応力評価 

4.6項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度及び脚の周囲環境温度における許容応力

Ｓａ以下であること。ただし，Ｓａは5.5.2項 表5－3による。

5.7.2 基礎ボルトの応力評価 

4.6項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ｔｓf 以下であ

ること。ただし，ƒｔｏ は下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]                      (5.7.2.1) 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ 以下であ

ること。ただし，ƒｓｂ は下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ

・1.5
2

Ｆ
・1.5
2

Ｆ

許容せん断応力 

ƒｓｂ

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ

＊
＊
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

非常用ディーゼル発電機空気だめの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。なお，弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的震度

は基準地震動Ｓｓを下回っており，基準地震動Ｓｓによる発生値が，弾性設計用地震動Ｓ

ｄ又は静的震度に対する評価における許容限界を満足するため，弾性設計用地震動Ｓｄ又

は静的震度による発生値の算出を省略した。 

6.2  重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用ディーゼル発電機空気だめの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を

以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有

していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【非常用ディーゼル発電機空気だめの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設  

1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ 

 (m) 

固有周期 (s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 Ｓｓ

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 

空気だめ 
Ｓ 

原子炉建屋 

EL. -4.0＊1
0.017 0.002 －＊2 －＊2 ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 3.24 60 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

                          ＊2：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

1.2 機 器 要 目 

ｍ０

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ

(mm) 

ｔｅ

(mm) 

Ｉｓｘ

(mm4) 

Ｉｓｙ 

(mm4) 

2000 1200 22.0 22.0 2.128×108 5.230×108

ＡＳ

（mm2） 

Ｅ 

（MPa） 

ＥＳ

（MPa） 

ＧＳ 

（MPa） 

ＡＳ１

（mm2） 

ＡＳ２ 

（mm2）
ｎ 

Ａｂ

（mm2） 

5.333×104 201000 201000 77300 2.153×104 3.133×104 4 
452.4 

（M24） 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｙ（脚）

（MPa） 

Ｓｕ（脚）

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

304 471 309 480 231 394 231 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊

＊2 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 

＊1 ＊2 
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1.3 計算数値 

1.3.1 胴に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 － σ０ ＝ 90 

一 次 － σ１ ＝ 107 

一次＋二次 － σ２ ＝ 31 

1.3.2 脚に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一 次 － σＳ１ ＝ 80 

一次＋二次 － σＳ２ ＝ 29 

1.3.3 基礎ボルトに生じる応力                     （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

引 張 り － σｂ ＝ 9 

せ ん 断 － τｂ ＝ 61 
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1.4 結論 

1.4.1 応力                                                                               （単位：MPa） 

すべて許容応力以下である。                        注記 ＊1：基準地震動Ｓｓによる算出値 

 ＊2：ƒ ｔｓ＝Min[1.4・ƒ ｔｏ－1.6・τｂ， ƒ ｔｏ]より算出 

部 材 材 料 応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

算出応力＊1 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SM50B 

一次一般膜 σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 

一 次 σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 

一次＋二次 σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 

脚 

一 次 σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 

一次＋二次 σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 

基礎ボルト 

引 張 り σｂ ＝ 9 ƒ ｔｓ ＝ 145＊2 σｂ ＝ 9 ƒ ｔｓ ＝ 192＊2

せ ん 断 τｂ ＝ 61 ƒ ｓｂ ＝ 133 τｂ ＝ 61 ƒ ｓｂ ＝ 159 
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2. 重大事故等対処設備  

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

 (m) 

固有周期 (s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 Ｓｓ

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 

空気だめ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

EL. -4.0＊
0.017 0.002 － － ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 3.24 60 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機 器 要 目 

ｍ０

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ

(mm) 

ｔｅ

(mm) 

Ｉｓｘ

(mm4) 

Ｉｓｙ 

(mm4) 

2000 1200 22.0 22.0 2.128×108 5.230×108

ＡＳ

（mm2） 

Ｅ 

（MPa） 

ＥＳ

（MPa） 

ＧＳ 

（MPa） 
ＡＳ１

（mm2） 

ＡＳ２ 

（mm2）
ｎ 

Ａｂ

（mm2） 

5.333×104 201000 201000 77300 2.153×104 3.133×104 4 
452.4 

（M24） 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｙ（脚）

（MPa） 

Ｓｕ（脚）

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

304 471 309 480 231 394 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊

＊2 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 

＊1 ＊2 



2
7
 

NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-2-2 R1 

2.3 計算数値 

2.3.1 胴に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 － σ０ ＝ 90 

一 次 － σ１ ＝ 107 

一次＋二次 － σ２ ＝ 31 

2.3.2 脚に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一 次 － σＳ１ ＝ 80 

一次＋二次 － σＳ２ ＝ 29 

2.3.3 基礎ボルトに生じる応力                     （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

引 張 り － σｂ ＝ 9 

せ ん 断 － τｂ ＝ 61 
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2.4 結論 

2.4.1 応力                                                                           （単位：MPa） 

すべて許容応力以下である。                        注記 ＊：ƒ ｔｓ＝Min[1.4・ƒ ｔｏ－1.6・τｂ， ƒ ｔｏ]より算出 

部 材 材 料 応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SM50B 

一次一般膜 － － σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 

一 次 － － σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 

一次＋二次 － － σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 

脚 

一 次 － － σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 

一次＋二次 － － σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 

基礎ボルト 

引 張 り － － σｂ ＝ 9 ƒ ｔｓ ＝ 192＊

せ ん 断 － － τｂ ＝ 61 ƒ ｓｂ ＝ 159 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の

設計方針に基づき，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめが設計用地震力に対し

て十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめは，設計基準対象施設においてはＳクラ

ス施設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事

故緩和設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造

強度評価を示す。 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの構造計画を表2－1に示す。 
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表2－1 構造計画

計 画 の 概 要 
概略構造図 

基礎･支持構造 主体構造 

胴を4個の脚で支

持し，脚をそれ

ぞれ基礎ボルト

で基礎に据え付

ける。 

横置円筒形容器 

2904 

胴 脚 

基礎 
基礎ボルト 

1
2
0
0
（
内
径
）
 

（単位：mm） 
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2.2 評価方針 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維

持の基本方針 3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界

に基づき，「2.1 構造計画」にて示す高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの部位

を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周

期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」に

て示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの耐震評価フロー 

有限要素法モデルの作成 

応力解析 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの構造強度評価 

解析モデル設定 

理論式による固有周期の算出 

設計用地震力 

地震時における応力 
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2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建

設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2

Ａｓ 固定脚の断面積 mm
2

Ａｓ１ 固定脚の長手方向に対する有効せん断断面積 mm
2

Ａｓ２ 固定脚の横方向に対する有効せん断断面積 mm
2

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｓｂ ボルト１本あたりに作用するせん断力 N 

Ｆｔｂ ボルト１本あたりに作用する引張力 N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ 脚のせん断弾性係数 MPa

ｈ１ 基礎から固定脚の胴付け根部までの高さ mm 

ｈ２ 基礎から胴の中心までの高さ mm 

Ｉｓｘ 固定脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント mm
4

Ｉｓｙ 固定脚の横方向軸に対する断面二次モーメント mm
4

Ｋｃ 固定脚のばね定数（胴の横方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋ  固定脚のばね定数（胴の長手方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋｖ 固定脚のばね定数（胴に鉛直力が作用する場合） N/m 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ

Ｓｙ（ＲＴ） 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

MPa 

Ｔ 胴の温度条件 ℃ 

Ｔｓ 脚の温度条件 ℃ 

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ｔ１ 長手方向固有周期 ｓ 

Ｔ２ 横方向固有周期 ｓ 

Ｔ３ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 固定脚側胴板の厚さ mm 

ｔｅ 固定脚付け根部における胴の有効板厚 mm 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｘ 胴の長手方向一次一般膜応力 MPa 

σ０ｙ 胴の周方向一次一般膜応力 MPa 

σ１ 胴の一次応力の最大値 MPa 

σ１ｘ 胴の長手方向一次応力 MPa 

σ１ｙ 胴の周方向一次応力 MPa 

σ２ 胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σ２ｘ 胴の長手方向一次＋二次応力 MPa 

σ２ｙ 胴の周方向一次＋二次応力 MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｓ１ 脚の一次応力の最大値 MPa 

σｓ１ｘ 脚のシェル要素におけるｘ方向一次応力 MPa 

σｓ１ｙ 脚のシェル要素におけるｙ方向一次応力 MPa 

σｓ２ 脚の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σｓ２ｘ 脚のシェル要素におけるｘ方向一次＋二次応力 MPa 

σｓ２ｙ 脚のシェル要素におけるｙ方向一次＋二次応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τ０ｘｙ 胴の一次一般膜せん断応力 MPa 

τ１ｘｙ 胴の一次せん断応力 MPa 

τ２ｘｙ 胴の一次＋二次せん断応力 MPa 

τｓ１ｘｙ 脚のシェル要素における一次せん断応力 MPa 

τｓ２ｘｙ 脚のシェル要素における一次＋二次せん断応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1

 胴の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

   ＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

   ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

長

さ
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3. 評価部位 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造

強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる胴，脚及び基礎ボルトについて実施

する。高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの耐震評価部位については，表2－1の概略

構造図に示す。 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

容器及び内容物の質量は動の中心軸に集中するものとする。また，水平方向は，脚をはりと

考え，変形モードは脚の曲げ及びせん断変形を考慮する。胴の水平方向及び水平方向及び鉛

直方向は剛とみなす。 

(1) 計算モデル 

本容器は，図4－1，図4－2及び図4－3のような1質点系振動モデルとして考える。 

ｈ１ ｈ２Ｋｃｈ１ Ｋ

ｍ０

ｈ１Ｋｖ

ｍ０ ｍ０

図 4－1 長手方向の固有周期  図 4－2 横方向の固有周期  図 4－3 鉛直方向の固有周期 

計算モデル          計算モデル         計算モデル 

(2) 脚の受ける荷重 

脚の受ける荷重は全ての脚が下端固定構造であるため，機器の運転時質量ｍ０を全ての脚

で受けるものとする。 

(3) 長手方向の固有周期 

図4－1におけるばね定数は次式で求める。 

１

１
3

１

ｓｓｓｙｓ ・ＡＧ

ｈ
＋

・Ｉ12・Ｅ

ｈ

1000
＝Ｋ  （4.1.1）

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π  （4.1.2）
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(4) 横方向の固有周期 

図4－2におけるばね定数は次式で求める。 

２

１１２１１２１２
2

１

ｓｓｓｘｓｓｘｓ

ｃ

・ＡＧ

ｈ
＋

・ＩＥ

／2)－ｈ・(ｈ)・ｈ－ｈ(ｈ
＋

・Ｉ6・Ｅ

)－ｈ・(3・ｈｈ

1000
＝Ｋ

 （4.1.3）

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π  （4.1.4） 

 (5) 鉛直方向の固有周期 

図4－3におけるばね定数は次式で求める。 

ｓｓ

ｖ

・ＥＡ

ｈ

1000
＝Ｋ

１
  (4.1.5)

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π

 （4.1.6）

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，「6.1 設計基準対象施設としての評価結果」

及び「6.2 重大事故等対処設備としての評価結果」の機器要目に示す。 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を，表 4-1に示す。計算結果より，剛であることを確認した。 

表 4-1 固有周期(s) 

水平方向 
鉛直方向 

長手方向 横方向 

0.005 0.017 0.002 

Ｋｃ
Ｔ２

Ｔ 3

Ｋｖ
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5. 地震応答解析及び構造強度評価 

5.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 地震力は，容器に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用するものとし，原則として，

強度評価において組合せるものとする。なお，基礎ボルトにおいては，作用する荷重の算出

において組合せるものとする。 

(2) 容器の胴は4個の脚で支持され，脚はそれぞれ基礎に基礎ボルトで取り付ける。 

(3) 胴と脚との取付部において胴の局部変形を考慮する。 

(4) 脚は全脚固定とし，水平方向荷重は全ての脚で受けるものとする。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち

設計基準対象施設の評価に用いるものを表5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるも

のを表5－2に示す。 

5.2.2 許容応力 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの許容応力を表5－3～表5－4に示す。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの許容応力評価条件のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表5－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表5－6に

示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設) 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

空気だめ 

Ｓ 
クラス３容器＊1

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊1：クラス３容器の支持構造物を含む。 

   ＊2：Ｓｓと組み合わせ，ⅢＡＳの評価を実施する。 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備) 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

空気だめ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊2 
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表5－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
   一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さ

い方。 

ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び 

高ニッケル合金について

は上記値と 1.2・Ｓのう

ち大きい方とする。 

左欄の 1.5 倍の値 弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによ

る疲労解析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であ

ること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労

累積係数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要。 

   注記 ＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略す

る。 

＊2：2・Ｓｙを超えるときは弾塑性解析若しくは設計・建設規格 PVB-3300 (PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。）の 

簡易弾塑性解析を用いる。

＊2

＊2 
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表5－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物) 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ft 1.5・fs

ⅣＡＳ 

1.5・ft 1.5・fs
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 

＊＊
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表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴 
SM50B＊1 

(16mm＜厚さ≦40mm) 
最高使用温度 60 ― 304 471 ― 

脚 
 

周囲環境温度 ― 309 480 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 231 394 ― 

 

  

表 5－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴 
SM50B＊1 

(16mm＜厚さ≦40mm) 
最高使用温度 60 ― 304 471 ― 

脚 
 

周囲環境温度 ― 309 480 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 231 394 ― 
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5.3 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

添付書類「Ｖ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

評価に用いる設計用地震力を表5－7及び表5－8に示す。 

表 5－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平

方向 

鉛直

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

EL. -4.0＊1
0.017 0.002 －＊2 －＊2

ＣＨ＝

0.87 

ＣＶ＝

0.90 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

表 5－8 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平

方向 

鉛直

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

EL. -4.0＊
0.017 0.002 － － 

ＣＨ＝

0.87 

ＣＶ＝

0.90 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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5.4 解析モデル及び諸元 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの解析モデルを図5－1に，解析モデルの概要

を以下に示す。また，機器の諸元を表5－9に示す。 

(1) 空気だめをシェル要素でモデル化したＦＥＭモデルによって求める。

(2) 拘束条件は，脚を脚底面ボルト位置で変位3(X，Y，Z)方向拘束，脚底面を鉛直(Z)方向フ

リーとする。

(3) 解析コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用し，胴，脚及び基礎ボルトの応力を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅴ-5-5 計

算機プログラム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。

表5－9 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 ｍ０ kg 2000 

温度条件 

（雰囲気温度） 

胴 Τ ℃ 60 

脚 Ｔｓ ℃ 

縦弾性係数 
胴 Ｅ MPa 201000 

脚 Ｅｓ MPa 201000 

ポアソン比 ν － 0.3 

要素数 － 個 13544 

節点数 － 個 13522 
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図5－1 解析モデル 
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5.5 計算方法 

(1) 胴の応力 

ＦＥＭ解析結果から得られる各部材（シェル要素）の応力成分より各種応力を算出する。 

胴については，以下の式を用いて応力を算出する。 

ａ． 一次一般膜 

  (5.5.1) 

ｂ． 一次応力 

  (5.5.2) 

ｃ． 一次＋二次応力 

  (5.5.3) 

表5-10 ＦＥＭ解析による胴の応力成分 

項目 記号 単位 応力値 

胴の長手方向一次一般膜応力 σ０ｘ MPa 44.7 

胴の周方向一次一般膜応力 σ０ｙ MPa 89.8 

胴の一次一般膜せん断応力 τ０ｘｙ MPa 0.0 

胴の長手方向一次応力 σ１ｘ MPa 41.3 

胴の周方向一次応力 σ１ｙ MPa 105.9 

胴の一次せん断応力 τ１ｘｙ MPa 7.1 

胴の長手方向一次＋二次応力 σ２ｘ MPa 20.0 

胴の周方向一次＋二次応力 σ２ｙ MPa 23.4 

胴の一次＋二次せん断応力 τ２ｘｙ MPa 8.6 

σ１ ＝

σ０ ＝ ・  (σ０ｘ＋σ０ｙ)＋ (σ０ｘ－σ０ｙ)２ ＋ 4・τ０ｘｙ２
1 

2 

・  (σ１ｘ＋σ１ｙ)＋ (σ１ｘ－σ１ｙ)２ ＋ 4・τ１ｘｙ２
1 

2 

σ２ ＝ ・  (σ２ｘ＋σ２ｙ)＋ (σ２ｘ－σ２ｙ)２ ＋ 4・τ２ｘｙ２
1 

2 
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(2) 脚の応力 

ＦＥＭ解析結果から得られる各部材（シェル要素）の応力成分より各種応力を算出する。 

脚については，以下の式を用いて応力を算出する。 

ａ． 一次応力 

  (5.5.4) 

ｂ． 一次＋二次応力 

  (5.5.5) 

表5-11 ＦＥＭ解析による脚の応力成分 

項目 記号 単位 応力値 

脚のシェル要素におけるｘ方向一次応力 σｓ１ｘ MPa 79.6 

脚のシェル要素におけるｙ方向一次応力 σｓ１ｙ MPa 0.8 

脚のシェル要素における一次せん断応力 τｓ１ｘｙ MPa 4.1 

脚のシェル要素におけるｘ方向一次＋二次応力 σｓ２ｘ MPa 9.0 

脚のシェル要素におけるｙ方向一次＋二次応力 σｓ２ｙ MPa 28.0 

脚のシェル要素における一次＋二次せん断応力 τｓ２ｘｙ MPa 2.5 

σｓ２ ＝

σｓ１ ＝ ・  (σｓ１ｘ＋σｓ 1ｙ)＋ (σｓ１ｘ－σｓ１ｙ)２ ＋ 4・τｓ１ｘｙ２
1 

2 

・  (σｓ２ｘ＋σｓ２ｙ)＋ (σｓ２ｘ－σｓ２ｙ)２ ＋ 4・τｓ２ｘｙ２
1 

2 
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(3) 基礎ボルトの応力 

ＦＥＭ解析結果から得られる基礎ボルト固定位置における最大荷重を用いて，各種応力を

算出する。 

基礎ボルトについては，以下の式を用いて応力を算出する。 

ａ． 引張応力 

  (5.5.6) 

ｂ． せん断応力 

  (5.5.7) 

表5-12 ＦＥＭ解析による基礎ボルトの最大荷重 

項目 記号 単位 荷重値 

ボルト１本あたりに作用する引張力 Ｆｔｂ N 4.095×103

ボルト１本あたりに作用するせん断力 Ｆｓｂ N 2.726×104

5.6 計算条件 

応力解析に用いる自重（胴，脚及び基礎ボルト）は，本計算書の【高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機空気だめの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

Ｆｓｂ

Ａｂ

Ｆｔｂ

Ａｂ

τｂ ＝

σｂ ＝
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5.7 応力の評価 

5.7.1 胴及び脚の応力評価 

4.6項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度及び脚の周囲環境温度における許容応力

Ｓａ以下であること。ただし，Ｓａは5.5.2項 表5－3による。

5.7.2 基礎ボルトの応力評価 

4.6項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ｔｓf 以下であ

ること。ただし，ƒｔｏ は下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]                      (5.7.2.1) 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ 以下であ

ること。ただし，ƒｓｂ は下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ

・1.5
2

Ｆ
・1.5
2

Ｆ

許容せん断応力 

ƒｓｂ

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ

＊
＊
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの設計基準対象施設としての耐震評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を

有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。なお，弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的震度

は基準地震動Ｓｓを下回っており，基準地震動Ｓｓによる発生値が，弾性設計用地震動Ｓ

ｄ又は静的震度に対する評価における許容限界を満足するため，弾性設計用地震動Ｓｄ又

は静的震度による発生値の算出を省略した。 

6.2  重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐

震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な

構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-2-2 R1 

【高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設  

1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ 

 (m) 

固有周期 (s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 Ｓｓ

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

空気だめ 

Ｓ 
原子炉建屋 

EL. -4.0＊1
0.017 0.002 －＊2 －＊2 ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 3.24 60 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

                          ＊2：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

1.2 機 器 要 目 

ｍ０

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ

(mm) 

ｔｅ

(mm) 

Ｉｓｘ

(mm4) 

Ｉｓｙ 

(mm4) 

2000 1200 22.0 22.0 2.128×108 5.230×108

ＡＳ

（mm2） 

Ｅ 

（MPa） 

ＥＳ

（MPa） 

ＧＳ 

（MPa） 

ＡＳ１

（mm2） 

ＡＳ２ 

（mm2）
ｎ 

Ａｂ

（mm2） 

5.333×104 201000 201000 77300 2.153×104 3.133×104 4 
452.4 

（M24） 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｙ（脚）

（MPa） 

Ｓｕ（脚）

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

304 471 309 480 231 394 231 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊

＊2 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 

＊1 ＊2 



NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-2-2 R1 

1.3 計算数値 

1.3.1 胴に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 － σ０ ＝ 90 

一 次 － σ１ ＝ 107 

一次＋二次 － σ２ ＝ 31 

1.3.2 脚に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一 次 － σＳ１ ＝ 80 

一次＋二次 － σＳ２ ＝ 29 

1.3.3 基礎ボルトに生じる応力                     （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

引 張 り － σｂ ＝ 9 

せ ん 断 － τｂ ＝ 61 
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NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-2-2 R1 

1.4 結論 

1.4.1 応力  （単位：MPa） 

すべて許容応力以下である。 注記 ＊1：基準地震動Ｓｓによる算出値 

＊2：ƒ ｔｓ＝Min[1.4・ƒ ｔｏ－1.6・τｂ， ƒ ｔｏ]より算出

部 材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

算出応力＊1 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SM50B 

一次一般膜 σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 

一 次 σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 

一次＋二次 σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 

脚 

一 次 σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 

一次＋二次 σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 

基礎ボルト 

引 張 り σｂ ＝ 9 ƒ ｔｓ ＝ 145＊2 σｂ ＝ 9 ƒ ｔｓ ＝ 192＊2

せ ん 断 τｂ ＝ 61 ƒ ｓｂ ＝ 133 τｂ ＝ 61 ƒ ｓｂ ＝ 159 
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NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-2-2 R1 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

 (m) 

固有周期 (s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 Ｓｓ

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

空気だめ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

EL. -4.0＊
0.017 0.002 － － ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 3.24 60 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機 器 要 目 

ｍ０

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ

(mm) 

ｔｅ

(mm) 

Ｉｓｘ

(mm4) 

Ｉｓｙ

(mm4) 

2000 1200 22.0 22.0 2.128×108 5.230×108

ＡＳ

（mm2） 

Ｅ 

（MPa） 

ＥＳ

（MPa） 

ＧＳ

（MPa） 
ＡＳ１

（mm2） 

ＡＳ２

（mm2）
ｎ 

Ａｂ

（mm2） 

5.333×104 201000 201000 77300 2.153×104 3.133×104 4 
452.4 

（M24） 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｙ（脚）

（MPa） 

Ｓｕ（脚）

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

304 471 309 480 231 394 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊

＊2 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 

＊1 ＊2 



2
7
 

NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-2-2 R1 

2.3 計算数値 

2.3.1 胴に生じる応力  （単位：MPa） 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 － σ０ ＝ 90 

一 次 － σ１ ＝ 107 

一次＋二次 － σ２ ＝ 31 

2.3.2 脚に生じる応力  （単位：MPa） 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一 次 － σＳ１ ＝ 80 

一次＋二次 － σＳ２ ＝ 29 

2.3.3 基礎ボルトに生じる応力  （単位：MPa） 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

引 張 り － σｂ ＝ 9 

せ ん 断 － τｂ ＝ 61 
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NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-2-2 R1 

2.4 結論 

2.4.1 応力 （単位：MPa） 

すべて許容応力以下である。 注記 ＊：ƒ ｔｓ＝Min[1.4・ƒ ｔｏ－1.6・τｂ， ƒ ｔｏ]より算出

部 材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SM50B 

一次一般膜 － － σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 

一 次 － － σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 

一次＋二次 － － σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 

脚 

一 次 － － σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 

一次＋二次 － － σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 

基礎ボルト 

引 張 り － － σｂ ＝ 9 ƒ ｔｓ ＝ 192＊

せ ん 断 － － τｂ ＝ 61 ƒ ｓｂ ＝ 159 
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Ⅴ-2-5-5-4-2 管の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」，添付書類「Ⅴ-2-1-13-6

管の耐震性についての計算書作成の基本方針」及び添付書類「Ⅴ-2-1-11 機器・配管

の耐震支持設計方針」に基づき，管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な

構造強度を有していること説明するものである。 

 評価結果の記載方法は以下に示す通りとする。 

(1) 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解

析モデル単位に記載する。また，全８モデルのうち，各応力区分における最大応力評

価点の許容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表とし

て鳥瞰図，計算条件および評価結果を記載する。代表モデルの選定結果及び全モデル

の評価結果を 4.2.4 に記載する。 

(2) 支持構造物 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に支持点荷重が最大となる支

持点の評価結果を代表として記載する。 

(3) 弁 

機能確認済加速度の応答加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁を代

表として，評価結果を記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図 

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記  号 内    容 

 （太線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

 （太破線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

 （細線） 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算

書記載範囲の管 

 （破線） 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のう

ち，他系統の管であって系統の概略を示すために表記する

管 

鳥瞰図番号（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載する範

囲） 

鳥瞰図番号（評価結果のみを記載する範囲） 

アンカ 

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

クラス１管 

クラス２管 

クラス３管 

クラス４管 

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 
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3

高圧代替注水系概略系統図
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記   号 内    容 

（太線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

(重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を

「（ＳＡ）」,設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の

末尾を「（ＤＢ）」とする。) 

（細線） 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計

算書記載範囲の管 

（破線） 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のう

ち，他系統の管であって解析モデルの概略を示すために

表記する管 

○ 節   点 

◎ 質   点 

ア ン カ 

レストレイント 

（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向

成分を示す。スナッバについても同様とする。） 

スナッバ 

ハンガ 

拘束点の地震による相対変位量（mm） 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，辻内

に変位量を記載する。） 

注： 鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 
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鳥瞰図 AHPI-3（ＳＡ）（1／2） 
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鳥瞰図 AHPI-3（ＳＡ）（2／2） 
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3. 計算条件

3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 

分類＊1
設備分類＊2

機器等 

の区分 

耐震設計上の

重要度分類
荷重の組合せ＊3,4

許容応力

状態＊5

原子炉冷却

系統施設 

非常用炉心冷却設備 

その他原子炉注水設備
高圧代替注水系 ＳＡ 常設耐震／防止

重大事故等

クラス２管
－ 

ⅤL(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6,7

ⅤAＳ 
ⅤL(ＬＬ)＋Ｓｓ

＊6

注記 ＊1： ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 

＊2： 「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事

故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊3： 運転状態の添字 L は荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態，(ＬＬ)は(Ｌ)より更に長期的に荷重が作用している状態

を示す。 

＊4： 許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 

＊5： 許容応力状態ⅤAＳは許容応力状態ⅣAＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣAＳとして評価を実施する。 

＊6： プロセス条件に加え，重大事故時の原子炉格納容器バウンダリ条件として，重大事故時の原子炉格納容器限界温度及び圧力

を考慮する。 

＊7： 荷重の組合せⅤL(Ｌ) ＋ＳｄはⅤL(ＬＬ) ＋Ｓｓに包絡されるため，評価を省略する。 
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3.2 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥瞰図番号 AHPI-3 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

外径 

（mm）

厚さ 

（mm） 
材料 

耐震設計上の

重要度分類

縦弾性係数

（MPa） 

1 

801,  1,  3,600,802,  4 

6,  7,  9,311,901,312 

10, 12,803, 13, 15,602 

804,603,805,604,806, 16 

18,605, 19, 21,807, 22 

24, 25, 27, 28,606, 30 

808,607,809,608,810,609 

31, 33,811,610, 34, 36 

37, 39, 40, 42,812,611 

813, 43, 45, 46, 48,612 

814,613, 49, 51, 52, 54 

815,614, 55, 57,816, 58 

60,817, 61, 63, 64, 66 

67, 69, 70, 72,818, 73 

75, 76, 78,615, 79, 81 

82, 84,819, 85,616, 87 

820, 88 

8.62 302 114.3 8.6 STPT410 － 
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設計条件

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥瞰図番号 AHPI-3 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

外径 

（mm）

厚さ 

（mm） 
材料 

耐震設計上の

重要度分類

縦弾性係数

（MPa） 

1 

617, 90,821, 91, 93, 618 

94, 96,822,619,823,  97 

99,100,102,412,411, 221 

8.62 302 114.3 8.6 STPT410 － 

2 222,501,103,105,502,1001 8.62 302 89.1 7.6 STPT410 － 
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配管の付加質量 

鳥瞰図番号 AHPI-3 

質量 対応する評価点 

801,  1,  3,600,802,  4,  6,  7,  9,311,901,312, 10, 12 

803, 13, 15,602,804, 603,805,604,806, 16, 18,605, 19, 21 

807, 22, 24, 25, 27,  28,606, 30,808,607,809,608,810,609 

31, 33,811,610, 34,  36, 37, 39, 40, 42,812,611,813, 43 

45, 46, 48,612,814, 613, 49, 51, 52, 54,815,614, 55, 57 

816, 58, 60,817, 61,  63, 64, 66, 67, 69, 70, 72,818, 73 

75, 76, 78,615, 79,  81, 82, 84,819, 85,616, 87,820, 88 

617, 90,821, 91, 93, 618, 94, 96,822,619,823, 97, 99,100 

102,412,411,221 

222,501,103,105,502,1001 
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フランジ部の質量

鳥瞰図番号 AHPI-3 

質量 対応する評価点 

501 

502 
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弁部の質量 

鳥瞰図番号 AHPI-3 

質量 対応する評価点 

901 

951 
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弁部の寸法 

鳥瞰図番号 AHPI-3 

評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm） 

901 



14 

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-5
-
5
-4
-
2
 R
1
 

支持点及び貫通部ばね定数 

鳥瞰図番号 AHPI-3 

支持点番号 
各軸方向ばね定数（N/mm） 各軸回り回転ばね定数（N・mm/rad）

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

801 

802 

803* 

803* 

804 

805 

806 

807 

808 

809 

810 

811* 

811 

812* 

812 

813* 

813 

814* 

814 

815* 
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支持点及び貫通部ばね定数 

鳥瞰図番号 AHPI-3 

支持点番号 
各軸方向ばね定数（N/mm） 各軸回り回転ばね定数（N・mm/rad）

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

815 

816* 

816* 

817 

818 

819 

820* 

820* 

821 

822 

823* 

823* 

1001 
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3.3 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材料 
最高使用温度

（℃） 

許容応力（MPa） 

Ｓm Ｓy Ｓu Ｓh

STPT410 302 － 182 404 103 
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3.4 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設備評価用床応答曲線を下

表に示す。 

なお，設備評価用床応答曲線は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方

針」に基づき策定したものを用いる。また，減衰定数は添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応

答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

鳥瞰図 建物・構築物 標高 減衰定数（％） 

AHPI-3 原子炉建屋 
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4. 解析結果及び評価

4.1 固有周期及び設計震度 

鳥瞰図番号 AHPI-3 

耐震設計上の重要度分類 － 

適用する地震動等 Ｓｓ

モード
固有周期 

（s） 

応答水平震度＊1
応答鉛直 

震度＊1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

3.25 3.25 4.96 

3.25 3.25 4.21 

2.66 2.66 3.13 

1.42 1.42 2.07 

1.10 1.10 1.82 

1.08 1.08 1.82 

1.08 1.08 1.82 

1.08 1.08 1.82 

0.92 0.92 0.80 

0.92 0.92 0.80 

動的震度＊2 1.10 1.10 0.96 

注記 ＊1：各モードの固有周期に対し，設備評価用床応答曲線

より得られる震度を示す。 

＊2：Ｓd 又はＳs 地震動に基づく最大設計用床応答加速度 

より定めた震度を示す。 

＊3：固有周期が 0.050s 以下であることを示す 
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各モードに対応する刺激係数 

鳥瞰図番号 AHPI-3 

モード
固有周期 

（s） 

刺激係数 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 
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代表的振動モード図 

振動モード図は，3 次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線

で図示し，次ページ以降に示す。 
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鳥瞰図 AHPI-3 
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鳥瞰図 AHPI-3 
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鳥瞰図 AHPI-3 
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4.2 評価結果 

4.2.1 管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

重大事故等クラス２管 

鳥瞰図 
許容応力 

状態 

最大応力 

評価点 

最大応力 

区分 

一次応力評価（MPa） 一次＋二次応力評価（MPa） 疲労評価 

計算応力 

Ｓprm（Ｓｓ）

許容応力 

0.9Ｓu

計算応力 

Ｓn（Ｓｓ） 

許容応力 

2Ｓy

疲労累積係数

ＵＳｓ

AHPI-3 ⅤAＳ 4 Ｓprm（Ｓｓ） 363 － － － 

AHPI-3 ⅤAＳ 9 Ｓn（Ｓｓ） － － 364 － 
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4.2.2 支持構造物評価結果 

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

支持構造物評価結果(荷重評価) 

支持構造物番号 種類 型式 材質 
温度 

（℃） 

評価結果 

支持点荷重 

（kN） 

許容荷重 

（kN） 

SNO-AHPI-2-005 オイルスナッバ SN-3 「Ⅴ-2-1-11 機器・配

管 の 耐 震 支 持 設 計 方

針」参照 

26 45 

RO-AHPI-4-001 ロッドレストレイント RSA-6 67 108 

支持構造物評価結果(応力評価) 

支持構造物 

番号 
種類 型式 材質 

温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力（kN） モーメント（kN）
応力 

分類 

計算 

応力 

（MPa）

許容 

応力 

（MPa）
ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

RE-AHPI-4-022 レストレイント サドル SS400 135 80 25 ― ― ― ― せん断 38 65 

AN-AHPI-4-007 アンカ ラグ
STKR400 

STPT410 
135 62 12.4 50 16.4 78 40 組合せ 202 223 
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4.2.3 弁の動的機能維持評価結果 

下表に示すとおり応答加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。 

弁番号 型式 
要求 

機能 

応答加速度 

（×9.8 m/s2） 

機能確認済加速度 

（×9.8 m/s2） 

構造強度評価結果 

（MPa） 

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力

SA13-MO-F300 一般弁 β（Ｓｓ） 3.5 1.0 6.0 6.0 － － 

※応答加速度は打ち切り振動数 50Hz として計算した結果を示す。
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4.2.4 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評

価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２範囲）

No. 配管モデル 

供用状態（ⅣＡＳ） 

一次応力（膜＋曲げ） 一次＋二次応力 疲労評価 

評価

点 

計算応

力[MPa]

許容応

力

[MPa] 

裕度
代

表

評価

点 

計算応

力

[MPa] 

許容応力

[MPa] 
裕度

代

表

評価

点 

疲労

累積

係数 

代

表 

1 AHPI-1 1 363 － 1 434 － － － － 

2 AHPI-2 15 363 － 15 434 － － － － 

3 AHPI-3 4 363 ○ 9 364 ○ － － － 

4 AHPI-4 810 363 － 810 430 － － － － 

5 RCIC-14,15,16,17,18 192 363 － 192 434 － － － － 

6 HPCS-R-1 60 363 － 53 428 － － － － 

7 RCIC-4 61 363 － 61 430 － － － － 

8 RCIC-5,6 408A 363 － 408A 364 － － － － 
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Ⅴ-3-5-4-4-3 管の応力計算書 

本資料のうち，枠囲みの内容は，
営業秘密または防護上の観点から
公開できません。

工認-690　改1

平成30年8月16日

東海第二発電所 工事計画審査資料

資料番号

提出年月日
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まえがき 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造

物の強度計算の基本方針」及び添付書類「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の強度計算方法」

に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果は以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につ

いては，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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評価条件整理表

応力計算 
モデルNo. 

既設
or 

新設

施設時の

技術基準

に対象と

する施設

の規定が

あるか

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に

おける 

評価結果

の有無

施設時の

適用規格
評価区分 

同等性

評価 

区分

評価 
クラス

クラス

アップ
の有無

施設時

機器 
クラス

DB 
クラス

SA 
クラス

条件 

アップ
の有無

DB条件 SA条件 

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

AHPI-3 新設 － － － － SA-2 － － － 8.62 302 － － 
設計・ 

建設規格 
－ SA-2 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造

物の強度計算の基本方針」及び添付書類「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の強度計算方法」に

基づき，管についての計算を実施した結果を示す旨を記載する。 

また、評価結果の記載方法は以下に示す通りとする。 

(1) 管

工事計画記載範囲の管のうち，最大応力評価点の評価結果を解析モデル単位に記載する。ま

た，全８モデルのうち，最大応力評価点の許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを

代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載する。代表モデルの選定及び全モデルの評価

結果を 5.に記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記 号 内 容 

 （太線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

 （太破線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

 （細線） 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算

書記載範囲の管 

 （破線） 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のう

ち，他系統の管であって系統の概略を示すために表記する

管 

鳥瞰図番号（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載する範

囲） 

鳥瞰図番号（評価結果のみ記載を省略する範囲） 

アンカ

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

クラス１管

クラス２管

クラス３管

クラス４管

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 
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3

高圧代替注水系概略系統図
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

(重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（Ｓ

Ａ）」,設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を

「（ＤＢ）」とする。) 

（細線） 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計

算書記載範囲の管 

（破線） 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のう

ち，他系統の管であって解析モデルの概略を示すために

表記する管 

○ 節 点 

◎ 質 点 

ア ン カ

レストレイント

（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向

成分を示す。スナッバについても同様とする。） 

スナッバ

ハンガ

拘束点の地震による相対変位量（mm） 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，辻内に

変位量を記載する。） 

注： 鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 
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鳥瞰図 AHPI-3（ＳＡ）（1／2） 
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鳥瞰図 AHPI-3（ＳＡ）（2／2） 
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3. 計算条件 

3.1 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥瞰図番号 AHPI-3 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

1 

801,  1,  3,600,802,  4 

6,  7,  9,311,901,312 

10, 12,803, 13, 15,602 

804,603,805,604,806, 16 

18,605, 19, 21,807, 22 

24, 25, 27, 28,606, 30 

808,607,809,608,810,609 

31, 33,811,610, 34, 36 

37, 39, 40, 42,812,611 

813, 43, 45, 46, 48,612 

814,613, 49, 51, 52, 54 

815,614, 55, 57,816, 58 

60,817, 61, 63, 64, 66 

67, 69, 70, 72,818, 73 

75, 76, 78,615, 79, 81 

82, 84,819, 85,616, 87 

820, 88 

8.62 302 114.3 8.6 STPT410
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設計条件

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥瞰図番号 AHPI-3 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

1 

617, 90,821, 91, 93, 618 

94, 96,822,619,823,  97 

99,100,102,412,411, 221 

8.62 302 114.3 8.6 STPT410

2 222,501,103,105,502,1001 8.62 302 89.1 7.6 STPT410
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弁部の質量 

鳥瞰図番号 AHPI-3 

質量 対応する評価点 

901 

951 
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弁部の寸法 

鳥瞰図番号 AHPI-3 

評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm） 

901 



1
1
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3.2 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材料 
最高使用温度

（℃） 

許容応力（MPa） 

Ｓm Ｓy Ｓu Ｓh

STPT410 302 － 182 404 103 

注記 ＊1：評価に使用しない許容応力については「－」と記載する
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4. 評価結果  

下表に示すとおり最大応力はすべて許容応力以下である。 

重大事故等クラス２管 

設計・建設規格 PPC-3500 による評価結果 

鳥瞰図 
最大応力 

評価点 

最大応力 

区分 

一次応力評価(MPa) 

計算応力 

Ｓprm(1) 

Ｓprm(2) 

許容応力 

1.5Ｓh

1.8Ｓh

AHPI-3 6 Ｓprm(1) 118 154 

AHPI-3 6 Ｓprm(2) 118 185
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5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果

を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２範囲） 

No. 配管モデル 

Sprm(1) Sprm(2) 

一次応力 一次応力 

評価点 
計算応力

[MPa] 

許容応力

[MPa] 
裕度 代表 

評価

点 

計算応力

[MPa] 

許容応力

[MPa] 
裕度 代表 

1 AHPI-1 1 154 － 1 185 － 

2 AHPI-2 42 154 － 42 185 － 

3 AHPI-3 6 154 ○ 6 185 ○ 

4 AHPI-4 411 154 － 411 185 － 

5 RCIC-14,15,16,17,18 192 154 － 192 185 － 

6 HPCS-R-1 54 154 － 54 185 － 

7 RCIC-4 46 154 － 46 185 － 

8 RCIC-5,6 403 154 － 403 185 － 
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Ⅴ-2-4-3-2-1 管の耐震性についての計算書 

本資料のうち，枠囲みの内容は，
営業秘密または防護上の観点から
公開できません。

工認-691　改1

平成30年8月16日

東海第二発電所 工事計画審査資料

資料番号

提出年月日
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」，「Ｖ-2-1-13-6 管の耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」及び「Ｖ-2-1-11 機器・配管の耐震支持設計方針」に基づ

き，管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度又は動的機能を有している

ことを説明するものである。 

評価結果の記載方法は以下に示す通りとする。 

（1） 管

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モデ

ル単位に記載する。また，全3モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許容値／

発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載

する。代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を4.2.4に記載する。

（2） 支持構造物

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に支持点荷重が最大となる支持点

の評価結果を代表として記載する。 

（3） 弁

機能確認済加速度の応答加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁を代表と

して，評価結果を記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（太破線）

（細線） 

（破線） 

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他 

計算書記載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の 

うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表 

記する管 

鳥瞰図番号（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載す 

る範囲） 

鳥瞰図番号（評価結果のみ記載する範囲） 

アンカ

クラス１管

クラス２管

クラス３管

クラス４管

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 

○○-○-○○

○○-○-○○
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（細線） 

（破線） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（SA）」，設 

計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（DB）」とする。） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記 

載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他 

系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管 

質 点 

ア ン カ

レストレイント

(本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

す。スナッバについても同様とする。) 

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

拘束点の地震による相対変位量(mm) 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また， 内に 

変位量を記載する。) 

注：鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 

*
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3. 計算条件

3.1 荷重の組合せ及び許容応力 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力を下表に示す。 

注記＊1： ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 
＊2： 「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 
＊3： 運転状態の添字Ｌは荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態，(ＬＬ)は(Ｌ)より更に長期的に荷重が作用している状態を示す。 
＊4： 許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 
＊5： 許容応力状態ＶＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。 

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 
分類＊1 設備分類＊2 機器等 

の区分 
耐震設計上の
重要度分類 

荷重の組合せ＊3,4 許容応力
状態＊5

核燃料物質の
取扱施設及び
貯蔵施設 

使用済燃料貯蔵
槽冷却浄化設備

代替燃料プール
注水系 

ＳＡ 
常設耐震／防止 
常設／緩和 

重大事故等クラス２管 － ＶＬ＋Ｓｓ ＶＡＳ 
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3.2 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

耐震設計上の

重要度分類 

縦弾性係数 

（MPa） 

1 
A00～A48，A42～B04 

A48～D02，A48～E05 
1.40 66 216.3 8.2 STPT410 － 

2 

D03～D04，D06～D08 

D10～D17，E06～E44 

E46～E63 

1.40 66 114.3 6.0 STPT410 － 

3 

E64～E88，E88～F06 

E88～G02，G04～G12 

G14～G16 

1.40 66 89.1 5.5 STPT410 － 

4 F08～H01 1.00 66 89.1 5.5 STPT410 － 
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フランジ部の質量

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

質量 対応する評価点 

E20 
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弁部の寸法 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm） 評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm）

D04～D06 D05～D05A 

D05A～D05B D05B～D05C

D08～D10 D09～D09A 

D09A～D09B D09B～D09C

E44～E46 E45～E45A 

E45A～E45B E45B～E45C

F06～F08 F07～F07A 

F07A～F07B F07B～F07C

G02～G04 G03～G03A 

G03A～G03B G03B～G03C

G12～G14 
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弁部の質量 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点 

D04，D06，E44，E46 D05，E45 

D05A，E45A D05C，E45C 

D08，D10 D09 

D09A D09C 

F06，F08，G02，G04 F07，G03 

F07A，G03A F07C，G03C 

G12，G14 G13 



15 

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-4
-
3
-2
-
1
 
R2

支持点及び貫通部ばね定数 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

支持点番号 
各軸方向ばね定数（N/mm） 各軸回り回転ばね定数（N・mm/rad）

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

A00 

A05 

A08 

A10 

A14 

A18 

A22 

A24 

A32 

A36 

B02 

B04 

D05B 

D07 

D09B 

D11 

D15 

D17 

E04 

E13 

E16 

E23 

E25 

E27 

E31 

E34 

E37 

E41 

E45B 

E47 
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支持点及び貫通部ばね定数 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

支持点番号 
各軸方向ばね定数（N/mm） 各軸回り回転ばね定数（N・mm/rad）

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

E50 

E54 

E59 

E62 

E69 

E73 

E79 

E83 

G03B 

G06 

G11 

F02 

F05 

F07B 

H01 
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3.3 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材 料 
最高使用温度 

（℃） 

許容応力（MPa） 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

STPT410 66 － 231 407 － 
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3.4 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設備評価用床応答曲線を下表 

に示す。 

なお，設備評価用床応答曲線は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき 

策定したものを用いる。また，減衰定数は「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載 

の減衰定数を用いる。 

鳥瞰図 建物・構築物 標高 
減衰定数 

（％） 

ALPI-004R4F 原子炉建屋 
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4. 解析結果及び評価

4.1 固有周期及び設計震度 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F

耐震設計上の重要度分類 － 

適用する地震動等 Ｓｓ 

モード
固有周期 
（s） 

応答水平震度 応答鉛直震度 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

4.80 4.80 6.82 

4.71 4.71 6.82 

4.71 4.71 6.82 

4.40 4.40 6.82 

2.56 2.56 6.90 

2.06 2.06 4.92 

1.99 1.99 4.59 

－ － － 

動 的 震 度 2.09 2.09 1.77 
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各モードに対応する刺激係数 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

モード
固 有 周 期 

（s） 

刺 激 係 数 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 
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代表的振動モード図 

振動モード図は，3次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図 

示し，次ページ以降に示す。 
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4.2 評価結果 

4.2.1 管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

重大事故等クラス２管 

鳥瞰図 

許 容 応 力 

状  態 

（供用状態） 

最 大 応 力 

評 価 点 

最 大 応 力 

区   分 

一次応力評価（MPa） 一次＋二次応力評価（MPa） 疲労評価 

計算応力 

 Ｓprm（Ｓｓ）

許容応力 

0.9Ｓｕ 

計算応力 

Ｓｎ（Ｓｓ）

許容応力 

2Ｓｙ

疲労累積係数 

ＵＳｓ 

ALPI-004R4F 

ALPI-004R4F 

ＶＡＳ 

ＶＡＳ 

G10F 

G10F

Ｓprm（Ｓｓ）

Ｓｎ（Ｓｓ） － 

366 

－ 

－ － 

462 

－ 

－ 
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4.2.2 支持構造物評価結果 

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

支持構造物評価結果（荷重評価） 

支持構造物評価結果（応力評価） 

注 反力が最大となる支持点の支持構造物評価結果（応力評価）は，兼用の低圧代替注水系に示す。 

支持構造物 
番号 

種類 型式 材質 
温度 
（℃） 

評価結果 

計算 
荷重
（kN）

許容 
荷重 
（kN）

ALPI-234ROR-2 ロッドレストレイント RSA-1 

「Ｖ-2-1-11 機

器・配管の耐震支

持設計方針」参照 

3 18 

支持構造物 
番号 

種類 型式 材質 
温度 
（℃） 

支持点荷重 評価結果 

反力（kN） モーメント（kN・m）

応力 
分類 

計算 
応力 

（MPa）

許容 
応力 

（MPa）ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

－ － － － － － － － － － － － － － 
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4.2.3 弁の動的機能維持評価結果 

下表に示すとおり応答加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。 

弁番号 形式 
要求 

機能 

応答加速度 
（×9.8 m/s2） 

機能確認済加速度 
（×9.8 m/s2） 

構造強度評価結果 
（MPa） 

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力 

－ － － － － － － － －
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4.2.4 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件 

及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２範囲）

No 配管モデル 

許容応力状態 ⅤＡＳ 

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価 

評価点
計算応力
[MPa] 

許容応力
[MPa] 

裕度 代表 評価点 
計算応力
[MPa] 

許容応力
[MPa] 

裕度 代表 評価点
疲労累積 
係数 

代表 

1 ALPI-008R6F B09F 81 366 4.51 - B09F 148 462 3.12 － － － － 

2 ALPI-009R6F 34 17 431 25.35 - 11 18 376 20.88 － － － － 

3 ALPI-004R4F G10F 133 366 2.75 ○ G10F 224 462 2.06 ○ － － － 
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Ⅴ-3-4-2-2-2 管の応力計算書 

本資料のうち，枠囲みの内容は，
営業秘密または防護上の観点から
公開できません。

工認-693　改1

平成30年8月16日

東海第二発電所 工事計画審査資料

資料番号

提出年月日
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まえがき 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造

物の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

計算を行う。 

評価条件整理結果は以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につ

いては，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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評価条件整理表

応力計算 
モデルNo. 

既設 
or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無

施設時の 

適用規格
評価区分 

同等性 

評価 

区分

評価 
クラス 

クラス 

アップ 
の有無 

施設時 

機器 
クラス 

DB 
クラス 

SA 
クラス 

条件 

アップ 
の有無 

DB条件 SA条件 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

ALPI-004R4F 新設 － － － － SA-2 － － － 1.4 66 － － 
設計・ 

建設規格 
－ SA-2 

ALPI-008R6F 新設 － － － － SA-2 － － － 1.0 66 － － 
設計・ 

建設規格 
－ SA-2 

ALPI-009R6F 新設 － － － － SA-2 － － － 1.0 66 － － 
設計・ 

建設規格 
－ SA-2 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計

算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，管の応力計

算を実施した結果を示したものである 

(1) 管 

工事計画記載範囲の管のうち，設計条件あるいは管クラスに変更がある管における最大応力

評価点の評価結果を解析モデル単位に記載する。また，全 3モデルのうち，最大応力評価点の

許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結果

を記載する。代表モデルの選定及び全モデルの評価結果を 5.に記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図 

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記   号 内    容 

（太線） 

（太破線）

（細線） 

（破線） 

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他 

計算書記載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の 

うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表 

記する管 

鳥瞰図番号（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載す 

る範囲） 

鳥瞰図番号（評価結果のみ記載する範囲） 

アンカ 

クラス１管 

クラス２管 

クラス３管 

クラス４管 

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 

○○-○-○○ 

○○-○-○○ 
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（細線） 

（破線） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（SA）」，設 

計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（DB）」とする。） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記 

載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他 

系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管 

質 点 

ア ン カ

レストレイント

(本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

す。スナッバについても同様とする。) 

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

拘束点の熱膨張による相対変位量(mm) 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。) 

注：鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 
*
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3. 計算条件 

3.1 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 耐震クラス 

縦弾性係数 

（MPa） 

1 
A00～A48，A42～B04 

A48～D02，A48～E05 
1.40 66 216.3 8.2 STPT410 － 

2 

D03～D04，D06～D08 

D10～D17，E06～E44 

E46～E63 

1.40 66 114.3 6.0 STPT410 － 

3 

E64～E88，E88～F06 

E88～G02，G04～G12 

G14～G16 

1.40 66 89.1 5.5 STPT410 － 

4 F08～H01 1.00 66 89.1 5.5 STPT410 － 
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フランジ部の質量

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

質量 対応する評価点 

E20 
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弁部の寸法 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm） 評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm）

D04～D06 D05～D05A 

D05A～D05B D05B～D05C

D08～D10 D09～D09A 

D09A～D09B D09B～D09C

E44～E46 E45～E45A 

E45A～E45B E45B～E45C

F06～F08 F07～F07A 

F07A～F07B F07B～F07C

G02～G04 G03～G03A 

G03A～G03B G03B～G03C

G12～G14 
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弁部の質量 

鳥 瞰 図 ALPI-004R4F 

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点 

D04，D06，E44，E46 D05，E45 

D05A，E45A D05C，E45C 

D08，D10 D09 

D09A D09C 

F06，F08，G02，G04 F07，G03 

F07A，G03A F07C，G03C 

G12，G14 G13 
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3.2 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材  料 
最高使用温度 

（℃） 

許容応力（MPa） 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

STPT410 66 － － － 103 
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4. 評価結果  

下表に示すとおり最大応力はすべて許容応力以下である。 

重大事故等クラス２管 

設計・建設規格 PPC-3500 による評価結果 

鳥瞰図 
最 大 応 力 

評 価 点 

最 大 応 力 

区   分＊1

一次応力評価(MPa) 

計算応力 

Ｓprm(1) 

Ｓprm(2) 

許容応力 

1.5Ｓh 

1.8Ｓh 

ALPI-004R4F G09F Ｓprm(1) 37 154 

ALPI-004R4F G09F Ｓprm(2) 38 185 

   注記 ＊1：Ｓprm(1)， Ｓprm(2)はそれぞれ，設計・建設規格 PPC-3520(1)，(2)に基づき計算した一次応力を示す。
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5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載

している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２範囲） 

No. 配管モデル 

Sprm(1) Sprm(2) 

一次応力 一次応力 

評価点 
計算応力 

[MPa] 

許容応力 

[MPa] 
裕度 代表 評価点 

計算応力 

[MPa] 

許容応力 

[MPa] 
裕度 代表 

1 ALPI-008R6F A09N 21 154 7.33 － A09N 22 185 8.40 － 

2 ALPI-009R6F 34 17 189 11.11 － 34 17 226 13.29 － 

3 ALPI-004R4F G09F 37 154 4.16 ○ G09F 38 185 4.86 ○ 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方

針に基づき，フィルタ装置が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明する

ものである。 

フィルタ装置は，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類される。以下，

重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

フィルタ装置の構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要
概略構造図＊

基礎・支持構造 主体構造

胴をスカートで支持

し，スカートを基礎

ボルトで基礎に据え

付ける。

上面及び下面に鏡板

を有するたて置円筒

形

注記 ＊:フィルタ装置の内部構造物（金属フィルタ，銀ゼオライトフィルタ，ベンチュリノズル等）は溶接等により容器 

に固定される構造であり，水平・鉛直ともに変位は拘束されることから容器と一体として評価する。 

NT2 補② Ⅴ-2-9-7-1-2 R2 
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基礎ボルト

スカート

胴板

17
90

 
10

80
0 

φ4600 

金属ﾌｨﾙﾀ

銀ｾﾞｵﾗｲﾄﾌｨﾙﾀ

ﾍﾞﾝﾁｭﾘﾉｽﾞﾙ

（単位：mm）



3. 構造強度評価

3.1 構造強度評価方法 

フィルタ装置の構造はスカート支持たて置円筒形容器であるため，構造強度評価は，「Ⅴ

-2-1-13-1  スカート支持たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記

載の耐震計算方法に基づき評価する。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

フィルタ装置の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 3－1に示す。 

3.2.2 許容応力 

フィルタ装置の許容応力を表 3－2～表 3－3に示す。 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

フィルタ装置の使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 3－4に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納

施設 

圧力逃がし

装置 
フィルタ装置 常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

4
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表 3－2 許容応力（重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は行わない。 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：座屈に対する評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

5
 

NT2 補② Ⅴ-2-9-7-1-2 R2 



表 3－3 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（スカート） 

許容限界＊1，＊2 

（基礎ボルト） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fｔ 1.5・fｓ
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用い

る。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

表 3－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa)

胴 板 SUS316L 最高使用温度 200 ― 120 407 ― 

ス カ ー ト SUS304 最高使用温度 200 ― 144 402 205 

基 礎 ボ ル ト 

（H1075） 
SUS630 周囲環境温度 ― 829 932 ― 

6
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4. 評価結果 

4.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

フィルタ装置の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【フィルタ装置の耐震性についての計算結果】 

1． 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

フィルタ装置 常設／緩和 

格納容器圧力逃がし 

装置格納槽 

EL. -12.8＊ 

― ― ＣＨ＝2.15 ＣＶ＝1.07 0.62 200

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

ｍ０

(kg) 

ｍｅ

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｄｓ

(mm) 

ｔＳ

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｇｓ

(MPa) 

4600 30.0 4600 30.0 183000＊1 183000＊1 70400＊1 70400＊1

(mm) 

 ｓ

(mm) 

Ｄ１

(mm) 

Ｄ２

(mm) 

Ｄ３

(mm) 

Ｄ4

(mm) 

Ｄ5

(mm) 
s ｎ 

Ｄｃ

(mm) 

Ｄｂｏ

(mm) 

1790 

Ｄｂｉ

(mm) 

Ａｂ

(mm2) 

Ｙ

(mm) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

Ｍｓ 

(N･mm) 

Ｍｓ 

(N･mm) 

― 1.334×1010

Ｓｙ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｕ(胴板) 

(MPa) 

Ｓ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｙ(スカート)

(MPa) 

Ｓｕ(スカート)

(MPa) 

Ｆ(スカート)

(MPa) 

Ｆ (スカート)

(MPa) 

120＊1 407＊1 ― 144＊1 402＊1 ― 194 

Ｓｙ(基礎ボルト)

(MPa) 

Ｓｕ(基礎ボルト)

(MPa) 

Ｆ(基礎ボルト)

(MPa) 

Ｆ (基礎ボルト)

(MPa) 

829＊2

（H1075） 

932＊2

（H1075） 
― 652 

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出

8
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1.3 計算数値 

 1.3.1 胴に生じる応力 

   (1) 一次一般膜応力                                           （単位：MPa） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭又は内圧による応力 ― ― ― σφ1＝48 σx1＝24 ― 

運転時質量による引張応力 ― ― ― ― σx2＝2 ― 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― ― σx5＝2 ― 

空 質 量 に よ る 圧 縮 応 力 ― ― ― ― σx3＝2 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― ― ― ― σx6＝2 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σx4＝17 τ＝14 

応 力 の 和 
引 張 側 ― ― ― σφ＝48 σxt＝43 ― 

圧 縮 側 ― ― ― σφ＝-48 σxc＝-4 ― 

組 合 せ 応 力 
引 張 り ― σ0t＝59 

圧 縮 ― ― 

     (2)地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                            （単位：MPa） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― ― σx5＝2 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― ― ― ― σx6＝2 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σx4＝17 τ＝14 

応 力 の 和 
引 張 側 ― ― ― σ2φ＝0 σ2xt＝18 ― 

圧 縮 側 ― ― ― σ2φ＝0 σ2xc＝19 ― 

組 合 せ 応 力 

（ 変 動 値 ） 

引 張 り ― σ2t＝50 

圧 縮 ― σ2c＝51 

1.3.2  スカートに生じる応力                           （単位：MPa）    1.3.3  基礎ボルトに生じる応力                    （単位：MPa）

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ   弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ 

応 力 組合せ応力 応 力 組合せ応力  引 張 応 力 ― σb＝118 

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 ― 

― 

σs1＝4 

σs＝50 

 せん断応力 ― τb＝40 

鉛 直方 向地 震によ る応 力 ― σs3＝4 

水平方向地震 

に よ る 応 力 

曲 げ ― σs2＝35 

せ ん 断 ― τs＝15 

9
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1.4 結論

1.4.1 固有周期  

    （単位：s） 

方     向 固 有 周 期 

水 平 方 向 ＴＨ

鉛 直 方 向 ＴＶ

1.4.2 応力 

                                                                        （単位：MPa） 

すべて許容応力以下である。                           注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出 

部 材 材 料 応  力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ 

算 出 応 力 許 容 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 

胴 板 SUS316L 

一 次 一 般 膜 ― ― σ0＝59 Sa＝244 

一 次 ＋ 二 次 ― ― σ2＝51 Sa＝240 

ス カ ー ト  

組 合 せ ― ― σs＝50 ƒt＝194 

圧 縮 と 曲 げ 

の 組 合 せ 

(座屈の評価) 

ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1 ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1

― 0.23（無次元） 

基礎ボルト  

引 張 り ― ― σb＝118 ƒts＝489＊

せ ん 断 ― ― τb＝40 ƒsb＝376 

1
0
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」，「Ｖ-2-1-11 機器・配管の耐

震支持設計方針」及び「Ｖ-2-1-13-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づ

き，管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度又は動的機能を有している

ことを説明するものである。 

評価結果の記載方法は以下に示すとおりとする。 

（1） 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モデ

ル単位に記載する。また，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発生値（裕度）

が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載する。

（2） 支持構造物 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式ごとの反力が最大となる支持点の評価

結果を代表として記載する。 

（3） 弁 

機能確認済加速度の応答加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁を代表と

して，評価結果を記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図 

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記   号 内    容 

（太線） 

（太破線）

（細線） 

（破線） 

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他 

計算書記載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の 

うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表 

記する管 

鳥瞰図番号（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載す 

る範囲） 

鳥瞰図番号（評価結果のみ記載する範囲） 

アンカ 

クラス１管 

クラス２管 

クラス３管 

クラス４管 

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 

○○-○-○○ 

○○-○-○○ 
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（細線） 

（破線） 

○ 

◎ 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（SA）」，設 

計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（DB）」とする。） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記 

載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他 

系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管 

節 点 

質 点 

ア ン カ

レストレイント

（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

す。スナッバについても同様とする。） 

スナッバ

ハンガ

拘束点の地震による相対変位量(mm) 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また， 内に 

変位量を記載する。) 

注：鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 

*
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3. 計算条件

3.1 荷重の組合せ及び許容応力 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力を下表に示す。 

注記＊1： ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 
＊2： 「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。
＊3： 運転状態の添字Ｌは荷重が作用している状態を示す。 
＊4： 許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 
＊5： 許容応力状態ＶＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。 

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 
分類＊1 設備分類＊2 機器等 

の区分 
耐震設計上の 
重要度分類

荷重の組合せ＊3,4 許容応力
状態＊5

原子炉冷却 
系統施設 

残留熱除去 
設備 

耐圧強化 
ベント系 

ＳＡ 常設耐震／防止 重大事故等クラス２管 － ＶＬ＋Ｓｓ ＶＡＳ 
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3.2 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図 AC-SGTS 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

耐震設計上の
重要度分類

縦弾性係数 

（MPa） 

1 209～210 0.62 200 457.2 12.7 SM400C Ｓ 

2 
211～212F，215F～216F 

217F～2211 
0.62 200 318.5 10.3 STPT410 Ｓ 
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フランジ部の質量

鳥 瞰 図 AC-SGTS 

質量 対応する評価点 

212F，215F，216F，217F 
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弁部の寸法 

鳥 瞰 図 AC-SGTS 

評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm） 

212F～213 

213～2131 

2131～2132 

2132～2133 

213～215F 

216F～2161 

2161～2162 

2162～2163 

2163～2164 

2161～217F 
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弁部の質量 

鳥 瞰 図 AC-SGTS 

質量 対応する評価点 

213，2161 

2131，2162 

2132，2163 

2133，2164 
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支持点及び貫通部ばね定数 

鳥 瞰 図 AC-SGTS 

支持点番号 
各軸方向ばね定数（N/mm） 各軸回り回転ばね定数（N・mm/rad）

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

2151 － － － － 
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3.3 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材 料 
最高使用温度 

（℃） 

許容応力（MPa） 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

SM400C 200 － 193 373 － 

STPT410 200 － 207 404 － 
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3.4 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設備評価用床応答曲線を下表に 

示す。 

なお，設備評価用床応答曲線は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策 

定したものを用いる。また，減衰定数は「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載の 

減衰定数を用いる。 

鳥瞰図 建物・構築物 標高 
減衰定数 

（%） 

AC-SGTS 原子炉建屋 
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4. 解析結果及び評価

4.1 固有周期及び設計震度 

鳥 瞰 図 AC-SGTS

耐震設計上の重要度分類 － 

適用する地震動等 Ｓｓ 

モード
固有周期 
（s） 

応答水平震度 応答鉛直震度 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

2.62 2.62 8.36 

2.62 2.62 8.36 

1.98 1.98 7.48 

1.98 1.98 7.48 

1.76 1.76 6.89 

1.69 1.69 5.43 

1.89 1.89 4.76 

1.89 1.89 4.68 

1.50 1.50 3.10 

－ － － 

動 的 震 度 1.67 1.67 1.44 
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各モードに対応する刺激係数 

鳥 瞰 図 ANI-7 

モード
固 有 周 期 

（s） 

刺 激 係 数 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 



23 

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-5
-
4
-2
-
1
 R
1

代表的振動モード図 

振動モード図は，3次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図 

示し，次ページ以降に示す。 
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4.2 評価結果 

4.2.1 管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

重大事故等クラス２管 

鳥瞰図 

許 容 応 力 

状  態 

（供用状態） 

最 大 応 力 

評 価 点 

最 大 応 力 

区   分 

一次応力評価（MPa） 一次＋二次応力評価（MPa） 疲労評価 

計算応力 

 Ｓprm（Ｓｓ）

許容応力 

0.9Ｓｕ 

計算応力 

Ｓｎ（Ｓｓ）

許容応力 

2Ｓｙ

疲労累積係数 

ＵＳｓ 

AC-SGTS 
ＩⅤＡＳ 

ＩⅤＡＳ 

2092 

2092 

Ｓprm（Ｓｓ）

Ｓｎ（Ｓｓ） － 

335 

－ 

－ － 

356 

－ 

－ 
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4.2.2 支持構造物評価結果 

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

支持構造物評価結果（荷重評価） 

支持構造物評価結果（応力評価） 

支持構造物 
番号 

種類 型式 材質 
温度 
（℃） 

評価結果 

計算 
荷重
（kN）

許容 
荷重 

（kN）

－ － － － － － － 

支持構造物 
番号 

種類 型式 材質 
温度 
（℃） 

支持点荷重 評価結果 

反力（kN） モーメント（kN・m）

応力 
分類 

計算 
応力 

（MPa）

許容 
応力 

（MPa）ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

RE-SGTS-R001 レストレイント パイプバンド
STK400 

SM400B 
200 39.7 53.3 0 － － － 圧縮 42 111 
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4.2.3 弁の動的機能維持評価結果 

下表に示すとおり応答加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。 

＊ 応答加速度は，打ち切り振動数を 50Hz として計算した結果を示す。 

弁番号 形式 
要求 

機能 

応答加速度＊

（×9.8 m/s2） 
機能確認済加速度 
（×9.8 m/s2） 

構造強度評価結果 
（MPa） 

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力 

－ － － － － － － － －
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まえがき 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造

物の強度計算の基本方針」並びに「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づい

て計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につ

いては，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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評価条件整理表

応力計算 
モデルNo. 

既設 
or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無

施設時の 
適用規格 

評価区分 
同等性 
評価 

区分 

評価 
クラス 

クラス 

アップ 
の有無 

施設時 

機器 
クラス 

DB 
クラス 

SA 
クラス 

条件 

アップ 
の有無 

DB条件 SA条件 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

AC-SGTS 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造

物の強度計算の基本方針」並びに「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

管の応力計算を実施した結果を示したものである。 

（1） 管 

工事計画記載範囲の管のうち，設計条件あるいは管クラスに変更がある管における最大応力

評価点の評価結果を解析モデル単位に記載する。また，最大応力評価点の許容値／発生値（裕

度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載する。
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2. 概略系統図及び鳥瞰図 

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記   号 内    容 

（太線） 

（太破線）

（細線） 

（破線） 

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他 

計算書記載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の 

うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表 

記する管 

鳥瞰図番号（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載す 

る範囲） 

鳥瞰図番号（評価結果のみ記載する範囲） 

アンカ 

クラス１管 

クラス２管 

クラス３管 

クラス４管 

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 

○○-○-○○ 

○○-○-○○ 
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記   号 内    容 

（太線） 

（細線） 

（破線） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（SA）」，設 

計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（DB）」とする。） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記 

載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他 

系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管 

質   点 

ア ン カ 

レストレイント 

(本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

す。スナッバについても同様とする。) 

スナッバ 

ハンガ 

リジットハンガ 

注：鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 
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3. 計算条件

3.1 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図 AC-SGTS 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

1 209～210 0.62 200 457.2 12.7 SM400C 

2 
211～212F，215F～216F 

217F～2211 
0.62 200 318.5 10.3 STPT410 
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フランジ部の質量

鳥 瞰 図 AC-SGTS 

質量 対応する評価点 

212F，215F，216F，217F 
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弁部の寸法 

鳥 瞰 図 AC-SGTS 

評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm） 

212F～213 

213～2131 

2131～2132 

2132～2133 

213～215F 

216F～2161 

2161～2162 

2162～2163 

2163～2164 

2161～217F 
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弁部の質量 

鳥 瞰 図 AC-SGTS 

質量 対応する評価点 

213，2161 

2131，2162 

2132，2163 

2133，2164 
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3.2 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材 料 
最高使用温度 

（℃） 

許容応力（MPa） 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

SM400C 200 － － － 100 

STPT410 200 － － － 103 
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4. 計算結果

下表に示すとおり最大応力はそれぞれの許容値以下である。

重大事故等クラス２管 

設計・建設規格 PPC-3520 による評価結果 

鳥瞰図 
最大応力

評価点 

最大応力 

区 分 

一次応力評価(MPa) 

計算応力 

Ｓprm（1）

Ｓprm（2）

許容応力 

1.5Ｓh 

1.8Ｓh 

AC-SGTS 2092 Ｓprm（1） 42 150 

AC-SGTS 2092 Ｓprm（2） 43 180 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，原子炉格納容器が設計用地震力に対して十分な構造強度を有して

いることを説明するものである。その耐震評価は原子炉格納容器の地震応答解析，応力評価に

より行う。 

原子炉格納容器は設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事故等対処設備

においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，そ

れぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

原子炉格納容器の構造計画を表 2－1に示す。 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

 m 以下においてコ

ンクリートに埋設されてお

り，原子炉格納容器外側壁及

び原子炉建屋の基礎と一体と

なっている。 

上部円錐胴部円筒形の鋼製

容器（胴部内径約  m，全

高約  m）であり，板厚は

 mm である。 

原子炉格納容器の水平地震

力はシアラグ及び原子炉格納

容器下部より原子炉建屋に伝

達される。 

NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-1 R1 

原子炉格納容器 
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2.2 評価方針 

(1) 原子炉格納容器胴の応力評価は，東海第二発電所 昭和 48年 4月 9日付け 47公第

12076 号（既工認）にて認可された実績のある手法を適用する。各荷重による応力は，

実績のある三次元シェルモデルによる有限要素解析手法を適用する。また，ＪＥＡＧ４

６０１に基づき，軸圧縮荷重及び曲げモーメントによる座屈評価を行う。 

(2) 解析コードはＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを用いる。なお，評価に用いる解析コードＭＳＣ 

ＮＡＳＴＲＡＮの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-1 計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3. 形状及び主要寸法

原子炉格納容器胴の形状及び主要寸法を図 3－1及び図 3－2に，原子炉格納容器のドライウ

ェルビームシートの形状及び主要寸法を図 3－3～図 3－7に示す。 

図 3－1 ドライウェル円錐部，サプレッション・チェンバ円筒部の形状及び主要寸法（単位：mm） 
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図 3－2 サプレッション・チェンバ円筒部，サンドクッション部の形状及び主要寸法（単位：mm） 
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図 3－3 上段ビームシートの寸法及び名称（単位：mm） 

① 補強リング

② 側板

③ シートプレート

④ 下板

○P7   応力評価点
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図 3－4 下段Ａビームシート（補強板なし）の寸法及び名称（単位：mm） 

① 側板

② シートプレート

③ 下板

○P8   応力評価点
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図 3－5 下段Ａビームシート及び補強板（単位：mm） 

① 側板

② シートプレート

③ 下板

④ 補強板

○P9   応力評価点
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図 3－6 下段Ｂビームシート及び補強板（単位：mm） 

① 側板

② シートプレート

③ 下板

④ 補強板

P10  応力評価点 
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図 3－7 ビームシートの位置（単位：mm） 
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4. 設計条件 

4.1 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての最高使用圧力及び最高使用温度 

a. ドライウェル 

内圧ＰＤ  310 kPa 

外圧ＰＤＯ  14 kPa 

温度ＴＤ  171 ℃ 

b. サプレッション・チェンバ 

内圧ＰＤ  310 kPa 

外圧ＰＤＯ  14 kPa 

温度ＴＤ  104.5 ℃ 

(2) 冷却材喪失事故後の最大内圧ＰＤＢＡ

a. ドライウェル    255 kPa 

b. サプレッション・チェンバ 196 kPa 

(3) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

内圧ＰＳＡ（Ｌ）   465 kPa ＊(ＳＡ後長期) 

内圧ＰＳＡ（ＬＬ）   200 kPa (ＳＡ後長々期) 

温度ＴＳＡ（Ｌ）   171 ℃ (ＳＡ後長期) 

温度ＴＳＡ（ＬＬ）   150 ℃ (ＳＡ後長々期) 

注記 ＊：原子炉冷却材喪失事故時荷重と組み合わせる場合には，事象に応じた内圧を設

定する。

(4) 死荷重 

死荷重はドライウェル及びサプレッション・チェンバ容器の自重及びシェルに取付くアタ

ッチメントの重量を考慮したものである。死荷重の値が大きく変化する代表的応力評価点に

対して荷重の大きさを示す。 

応力評価点 P3   N 

応力評価点 P4   N 

応力評価点 P5   N 

応力評価点 P6   N 

(5) 活荷重 

内部機器支持ビームから加わる荷重（燃料交換時以外）  N 

内部機器支持ビームから加わる荷重（燃料交換時）  N 

イクイプメントハッチ床に加わる荷重  N 

パーソネルエアロック床に加わる荷重  N 

サプレッション・チェンバ内のキャットウォークに加わる荷重  N 

溶接パッドの支持荷重  N 
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(6) 水荷重 

ドライウェル下フランジ・シールプレートに加わる荷重（燃料交換時） 

  N 

リングガーターにかかるサプレッション・チェンバ内保有水重量  N 

スプレイヘッダ内保有水重量  N 

重大事故等対処設備の評価に用いる水荷重として，下記の冠水水位による水頭圧を考慮す

る。 

冠水水位  mm 

(7) 地震力による荷重 

a. 原子炉格納容器胴 

原子炉格納容器に加わる地震荷重について，添付書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容

器及び圧力容器内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」において計算され

た計算結果を用いる。応力計算に用いる鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重のうち，設計基準

対象施設の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表

4－2 に示す。また，弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的地震力及び基準地震動ＳＳによる水平

方向地震荷重のうち，設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－3 に，重大事故等対

処設備の評価に用いるものを表 4－4に示す。 

(8) 逃がし安全弁作動時荷重 

最大正圧  kPa 

最大負圧  kPa 

(9) 原子炉冷却材喪失事故時荷重 

最大正圧  kPa 

最大負圧  kPa 

表 4－1 鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重（設計基準対象施設） 

(単位：N) 

応力評価点＊

通常運転時 燃料交換時 

鉛直荷重 
地震荷重 

鉛直荷重 
地震荷重 

Ｓｄ* ＳＳ Ｓｄ* ＳＳ

P1 

P2 

P3 

P4 

P5 

P6 

注記 ＊：応力評価点の位置は図 3－1及び図 3－2参照。 
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表 4－2 鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重（重大事故等対処設備） 

(単位：N) 

応力評価点＊1

重大事故等時 

鉛直荷重 
地震荷重 

Ｓｄ ＳＳ

P1 

P2 

P3 

P4 

P5 

P6 

注記 ＊1：応力評価点の位置は図 3－1及び図 3－2参照。 

＊2：座屈評価に用いる荷重。 

表 4－3 水平方向地震荷重（設計基準対象施設） 

応力評価点＊

Ｓｄ*による地震荷重 ＳＳによる地震荷重

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

P1 

P2 

P3 

P4 

P5 

P6 

注記 ＊：応力評価点の位置は図 3－1及び図 3－2参照。 
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表 4－4 水平方向地震荷重（重大事故等対処設備） 

応力評価点＊1

Ｓｄによる地震荷重 ＳＳによる地震荷重

せん断力 

(N) 

モーメント 

(N･mm) 

せん断力 

(N) 

モーメント 

(N･mm) 

P1 

P2 

P3 

P4 

P5 

P6 

注記 ＊1：応力評価点の位置は図 3－1及び図 3－2参照。 

   ＊2：座屈評価に用いる荷重。 

b. ビームシート 

内部機器支持ビームからビームシートに加わる最大荷重を表 4－5 に示す。なお，下段

ビームシートにおいて地震荷重の加わる 135°，315°の位置を下段Ｂとしその他を下段

Ａとする。また，各取付位置における設計荷重を表 4－6に示す。 

表 4－5 最大荷重（設計基準対象施設） 

取付位置 
最大荷重Ｐ(N) 

荷重の組合せ 
Ｓｄ* ＳＳ

上段 総荷重＋活荷重 

下段Ａ 総荷重 

下段Ｂ 総荷重＋地震荷重 

下段Ｂ補強板 

取付部 

下段Ａに加わる最大荷重＋

下段Ｂに加わる最大荷重＋

2×地震荷重 
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表 4－6 各取付位置における設計荷重（設計基準対象施設） 

取付位置 

Ｓｄ* ＳＳ

半径方向 

分力 

Ｐｎ(N) 

軸方向 

モーメント

ＭＬ(N･mm) 

円周方向 

モーメント

Ｍｃ(N･mm) 

半径方向 

分力 

Ｐｎ(N) 

軸方向 

モーメント

ＭＬ(N･mm) 

円周方向 

モーメント

Ｍｃ(N･mm) 

上段 

下段Ａ 

下段Ｂ 

下段Ｂ補強板

取付部 

c. ビームシートと原子炉格納容器の取付部

原子炉格納容器に加わる鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重を表 4－7 に示す。水平方向地

震荷重を表 4－8に示す。 

表 4－7 鉛直荷重及び鉛直方向地震荷重（設計基準対象施設） 

(単位：N) 

取付位置 

通常運転時 燃料交換時 

鉛直荷重 
地震荷重 

鉛直荷重 
地震荷重 

Ｓｄ* ＳＳ Ｓｄ* ＳＳ

上段 

下段 

表 4－8 水平方向地震荷重（設計基準対象施設） 

取付位置 

Ｓｄ*による地震荷重 ＳＳによる地震荷重 

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

せん断力 

(N) 

モーメント

(N･mm)

上段 

下段 
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4.2 材料及び許容応力 

(1) 材料 

応力計算に使用する材料を表 4-9 に示す。 

表 4－9 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

ドライウェル円錐部シェル SGV49 相当  SGV480＊

サプレッション・チェンバ 

円筒部シェル 
SGV49 相当  SGV480＊

ビームシート SGV49 相当  SGV480＊

注記 ＊：新 JIS を示す。 

(2) 荷重の組合せ及び許容応力 

基準地震動の策定に伴う地震荷重との組合せの評価として，荷重の組合せ及び許容応力状

態のうち，設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－10に，重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 4－11 に，許容応力状態に対する許容限界について表 4-12 に示す。各材

料の許容応力状態に対する許容応力のうち，設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－

13 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－14 に示す。 

表4－10 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

注記 ＊：原子炉格納容器は冷却材喪失事故後の最終障壁となることから，構造全体としての安

全裕度を確認する意味で，冷却材喪失事故後の最大内圧との組合せを考慮する。 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の

重要度分類 

機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

原子炉 

格納施設 

原子炉 

格納容器 

原子炉格納容器胴及

びドライウェルビー

ムシートと原子炉格

納容器胴との接合部 

Ｓ 
クラス 

ＭＣ容器 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ 

＋Ｓｄ
 ＊

ⅣＡＳ 
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表4－11 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

原子炉 

格納施設 

原子炉 

格納容器 

原子炉格納 

容器胴 

常設耐震／

防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容

器 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ

＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ

ⅤＡＳ（ⅤＡＳと

してⅣＡＳの許

容限界を用い

る。） 

＊2

Ｄ＋ＰＳＡＬ

＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ

ⅤＡＳ（ⅤＡＳと

してⅣＡＳの許

容限界を用い

る。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大 

事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：原子炉格納容器は，放射性物質放出の最終障壁となることから，重大事故等後の最高内圧 

と最高温度との組合せを考慮する。
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表4－12 許容限界（クラスＭＣ容器及び重大事故等クラス２容器） 

注記 ＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

   ＊2：設計・建設規格 PVB-3111に準じる場合は，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の非又は1.5のいずれか小さい方の値（α）を

用いる。 

＊3：3・Ｓを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。ＳｍはＳと読み替える。）の弾塑性解

析を用いる。 

許容応力状態 

許容限界＊1

一次一般膜応力 

一次膜応力

＋ 

一次曲げ応

力 

一次＋二次応力 一次＋二次＋ピーク応力 

特別な応力限界 

純せん 

断応力 
支圧応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さい方。 

ただし，オーステナイト系ステン

レス鋼及高ニッケル合金について

は1.2・Ｓとする。 

左欄の 

1.5倍の値

＊2

3・Ｓ＊3

Ｓｄ又はＳＳ地震動

のみによる応力振幅

について評価する。 

＊4＊5 

Ｓｄ又はＳＳ地震動のみ

による疲労解析を行い，

運転状態Ⅰ，Ⅱにおける

疲労累積係数との和が

1.0 以下であること。 

0.6・Ｓ 
Ｓｙ

＊6

（1.5・Ｓｙ） 

ⅣｖＳ 

構造上の連続な部分は0.6・Ｓｕ，

不連続な部分はＳｙと0.6・Ｓｕの

小さい方。 

ただし，オーステナイト系ステン

レス鋼及び高ニッケル合金につい

ては，構造上の連続な部分は2・

Ｓと0.6Ｓｕの小さい方，不連続な

部分は1.2・Ｓとする。 

左欄の 

1.5倍の値

＊2

0.4・Ｓｕ

Ｓｕ
＊6

（1.5・Ｓｕ） ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡ

Ｓの許容限界を用

いる。） 

NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-1 R0 
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＊4：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要。  

ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳＳ地震動による応力の全振幅」と読み替える。  

＊5：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数を1.0以下とする。 

＊6：（ ）内は，支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値。  

NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-1 R0 
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表4－13 許容応力（設計基準対象施設） 

(単位：MPa) 

材料 
温度 

（℃） 

許容応力 

状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力 

Ｐｍ ＰＬ＋Ｐｂ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ

SGV480

171 
ⅢＡＳ － 344 393 

ⅣＡＳ － 380 393 

104.5 
ⅢＡＳ 237 356 393 

ⅣＡＳ 258 387 393 

表4－14 許容応力（重大事故等対処設備） 

(単位：MPa) 

材料 
温度 

（℃） 

許容応力 

状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力 

Ｐｍ ＰＬ＋Ｐｂ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ

SGV480
150 ⅤＡＳ 254 381 393 

171 ⅤＡＳ 253 380 393 
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5. 応力計算 

5.1 応力評価点 

原子炉格納容器胴の形状及び応力レベルを考慮して設定した応力評価点を表 5－1 及び図 3

－1～図 3－6に示す。 

表 5－1 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

P1 円筒部と円錐部の接合部 

P2 円錐部の角度変化部 

P3 円錐部の板厚変化部 

P4 円錐部と円筒部の接合部 

P5 円筒部（中央部） 

P6 底部のフランジプレートとの接合部 

P7 上段ビームシートとの接合部 

P8 下段Ａビームシート（補強板なし）との接合部 

P9 下段Ａビームシート（補強板あり）との接合部 

P10 下段Ｂビームシートとの接合部 
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5.2 計算方針 

各荷重により原子炉格納容器胴に生じる応力は，解析コードＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを使用

して計算する。原子炉格納容器の計算モデルを図 5－1～5－5 に，計算モデルの諸元を表 5-2

に示す。 

図 5－1 計算モデル 
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図 5－2 上段ビームシートの解析モデル 
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図 5－3 下段Ａビームシート（補強板なし）の解析モデル 
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図 5－4 下段Ａビームシート（補強板あり）の解析モデル 
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図 5－5 下段Ｂビームシート（補強板あり）の解析モデル 
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表 5－2 解析モデル諸元表 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － SGV480 

質量 ｍ０ kg －＊1

温度条件 Τ ℃ －＊2

縦弾性係数 Ｅ MPa －＊2

ポアソン比 ν －  

要素数 － 個 図5-1～図5-5に 

記載のとおり 節点数 － 個 

注記 ＊1：単位荷重による解析のため，質量の入力は不要。 

＊2：動的応答を考慮しない為，温度及び剛性（縦弾性係数）は解析結果に影響しない。 
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5.3 座屈評価 

(1) 評価荷重 

 応力評価点 P6の座屈評価に用いる地震荷重を以下に示す。 

a. 設計基準対象施設としての評価荷重 

軸圧縮荷重    Ｐ＝  (N) 

曲げモーメント  Ｍ＝  (N･mm) 

b. 重大事故等対処設備としての評価荷重 

軸圧縮荷重    Ｐ＝  (N) 

曲げモーメント  Ｍ＝  (N･mm) 

 (2) 評価式 

応力評価点 P6に対する地震時における評価は，以下の評価式を用いて行う。 

1.0≦
ｆ

α・(Ｍ／Ｚ)
＋

ｆ

α・(Ｐ／Ａ)

bc

ここで， 

Ａ：断面積(mm2)

Ｚ：断面係数(mm3) 

ｆc：軸圧縮荷重に対する座屈応力で，次の計算式により計算した値(MPa) 

     ｆc

)800(

)(
6800
11

)(

2

2112

1

≦≦

≦

＝　

c

cF
g

F

F

  ここで， 

16
1exp1901.016.0 E

c ＝　

ｆb：曲げモーメントに対する座屈応力で，次の計算式により計算した値(MPa) 

ｆb

)800(

)(
8400
11

)(

3

3113

1

≦≦

≦

＝　

b

bF
g

F

F

ここで， 

16
1exp1731.016.0 E

b ＝　

α：安全率で次に規定する値。許容応力状態ⅢAＳ及びⅣAＳに対して， 

 α

)(5.1

)(
13600

0.1

)(0.1

2

211

1

≦

≦

＝　
g

F

Ｅ：材料の縦弾性係数(MPa)

ｔ：円筒の板厚(mm) 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-9
-
2
-1
 
R
0 



29 

Ｒ：円筒の平均半径(mm) 

η：Ｒ／ｔ 

η1：1200ｇ／Ｆ 

η2：8000ｇ／Ｆ 

η3：9600ｇ／Ｆ 

ｇ：重力加速度 

Ｆ：設計・建設規格 SSB-3121.1 において定めるＦの値(MPa) 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉格納容器胴の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基

準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅣＡＳに対する応力評価結果を表 6－1に示す。 

表 4－10 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ及びＤ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*の評価に

ついて，それぞれ発生値が高い方の評価を記載している。 

(2) 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅢＡＳに対する応力評価結果を表 6－2に示す。 

表 4－10 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*の評価について評価を記載してい

る。 
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表 6－1 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ又はＤ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*）（その１） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

原子炉格納容器胴 

P1 円筒部と円錐部の接合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 131 380 ○ ②＊1

一次＋二次応力 144 393 ○ ①＊1

P2 円錐部の角度変化部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 73 380 ○ ①＊1

一次＋二次応力 156 393 ○ ①＊1

P3 円錐部の板厚変化部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 86 380 ○ ②＊1

一次＋二次応力 90 393 ○ ①＊1

P4 円錐部と円筒部の接合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 112 387 ○ ①＊1

一次＋二次応力 284 393 ○ ①＊1

P5 円筒部（中央部） 

一次一般膜応力 82 258 ○ ②＊1

一次膜応力＋一次曲げ応力 82 387 ○ ②＊1

一次＋二次応力 98 393 ○ ①＊1

P6 底部のフランジプレートとの接合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 66 387 ○ ①＊1

一次＋二次応力 186 393 ○ ①＊1

座屈 0.59 1 ○ 
①＊1

単位なし 

NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-1 R1 



3
2
 

表 6－1 許容応力状態ⅣAＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ又はＤ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*）（その２） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

原子炉格納容器胴 

P7 上段ビームシートとの接合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 116 380 ○ ②＊1

一次＋二次応力 286 393 ○ ①＊1

P8 
下段Ａビームシート（補強板なし） 

との接合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 112 380 ○ ②＊1

一次＋二次応力 324 393 ○ ①＊1

P9 
下段Ａビームシート（補強板あり） 

との接合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 106 380 ○ ②＊1

一次＋二次応力 210 393 ○ ①＊1

P10 下段Ｂビームシートとの接合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 128 380 ○ ②＊1

一次＋二次応力 544 393 ×＊2 ①＊1

疲労評価 0.821 1 ○ 単位なし 

注記 ＊1：①：Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ / ②：Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ における結果を示す。 

＊2：P10 の一次＋二次応力評価結果は評価基準値を満足しないが，設計・建設規格（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005）PVB-3300 に基づいて疲労

評価を行い，この結果より耐震性を有することを確認した。 
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表 6－2 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*）（その１） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

原子炉格納容器胴 

P1 円筒部と円錐部の接合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 47 344 ○  

一次＋二次応力 88 393 ○  

P2 円錐部の角度変化部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 54 344 ○  

一次＋二次応力 96 393 ○  

P3 円錐部の板厚変化部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 31 344 ○  

一次＋二次応力 42 393 ○  

P4 円錐部と円筒部の接合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 70 356 ○  

一次＋二次応力 140 393 ○  

P5 円筒部（中央部） 

一次一般膜応力 37 237 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 37 356 ○  

一次＋二次応力 52 393 ○  

P6 底部のフランジプレートとの接合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 42 356 ○  

一次＋二次応力 102 393 ○  

座屈 0.59＊ 1 ○ 単位なし 

NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-1 R1 
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表 6－2 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*）（その２） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

原子炉格納容器胴 

P7 上段ビームシートとの接合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 61 344 ○  

一次＋二次応力 216 393 ○  

P8 
下段Ａビームシート（補強板なし） 

との接合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 50 344 ○  

一次＋二次応力 218 393 ○  

P9 
下段Ａビームシート（補強板あり） 

との接合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 47 344 ○  

一次＋二次応力 130 393 ○  

P10 下段Ｂビームシートとの接合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 61 344 ○  

一次＋二次応力 370 393 ○  

注記 ＊： 保守的に（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ）の評価結果を記載する。 

NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-1 R1 
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6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉格納容器胴の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価

基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅤＡＳに対する応力評価結果を表 6－3に示す。 

表 4－11 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ及びＤ＋ＰＳＡＬ 

＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄの評価について，それぞれ発生値が高い方の評価を記載している。 
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表 6－3 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ又はＤ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値

MPa MPa 

原子炉格納容器胴 

P1 円筒部と円錐部の接合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 232 380 ○ ②＊

一次＋二次応力 92 393 ○ ①＊

P2 円錐部の角度変化部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 71 380 ○ ②＊

一次＋二次応力 120 393 ○ ①＊

P3 円錐部の板厚変化部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 156 380 ○ ②＊

一次＋二次応力 88 393 ○ ①＊

P4 円錐部と円筒部の接合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 157 380 ○ ②＊

一次＋二次応力 278 393 ○ ①＊

P5 円筒部（中央部） 

一次一般膜応力 227 253 ○ ②＊

一次膜応力＋一次曲げ応力 227 380 ○ ②＊

一次＋二次応力 146 393 ○ ①＊

P6 底部のフランジプレートとの接合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 94 380 ○ ②＊

一次＋二次応力 304 393 ○ ①＊

座屈 0.98 1 
○ ①＊

単位なし 

注記 ＊：①：Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ / ②：Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄにおける結果を示す。 

NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-1 R1E 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，電気配線貫通部が設計用地震力に対して十分な構造強度を有して

いることを説明するものである。その耐震評価は電気配線貫通部の地震応答解析，応力評価に

より行う。 

電気配線貫通部は設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事故等対処設備

においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，そ

れぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

電気配線貫通部の構造計画を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

電気配線貫通部は，原子炉格

納容器に支持される。 

・原子炉格納容器に円筒形ス

リーブ，アダプタ及びヘッダ

が取り付けられた鋼製構造物

である。 
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電気配線貫通部 

電気配線貫通部取付部

電気配線貫通部 拡大図 

スリーブ 

アダプタ

ヘッダ
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2.2 評価方針 

(1) 電気配線貫通部の応力評価は，原子炉格納容器側の応力については，原子炉格納容器に作

用する荷重（死荷重，圧力，地震荷重）による応力と，貫通部に作用する荷重による応力を

組み合わせて評価する。原子炉格納容器に作用する荷重による応力は，引用図書(1)で計算

した応力を用い，貫通部に作用する荷重による応力は，実績のある三次元シェルモデルによ

る有限要素解析手法を適用する。 

(2) 解析コードはＮＡＳＴＲＡＮを用いる。なお，評価に用いる解析コードＮＡＳＴＲＡＮの

検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-1 計算機プログラム（解析コー

ド）の概要」に示す。 

(3) 本計算書における評価部位は，電気配線貫通部の形状及び応力レベルを考慮し，電気配線

貫通部の原子炉格納容器への取付部とする。 
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3. 形状及び主要寸法 

電気配線貫通部の形状及び主要寸法を図 3－1 及び表 3－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
図 3－1 電気配線貫通部の形状 

 

 
表 3－1 電気配線貫通部の寸法 

(単位：mm) 

貫通部番号
取付位置 

(EL.) 
ＤＯ ｔ Ｔ１ Ｔ２ ＬＳＬ Ｌｉ ＬＯ 
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Ｌｉ ＬＳＬ ＬＯ 

ｔ
 

Ｄ
Ｏ
 

Ｔ１ 

Ｔ２ 
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4. 設計条件 

4.1 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての最高使用圧力及び最高使用温度 

内圧ＰＤ  310 kPa 

外圧ＰＤＯ  14 kPa 

温度ＴＤ  171 ℃ 

(2) 冷却材喪失事故後の最大内圧ＰＤＢＡ 255 kPa 

(3) 重大事故等対処施設としての評価圧力及び評価温度 

内圧ＰＳＡＬ  465 kPa （ＳＡ後長期） 

内圧ＰＳＡＬＬ  200 kPa （ＳＡ後長々期） 

温度ＴＳＡＬ  171 ℃ （ＳＡ後長期） 

温度ＴＳＡＬＬ  150 ℃ （ＳＡ後長々期） 

(4) 死荷重 

a. 電気配線貫通部の自重 

  

(5) 地震力による荷重 

解析モデルによる固有値解析の結果を表 4-1，図 4-1，図 4-2 及び表 4-2，表 4-3，図 4-3

に示す。 

電気配線貫通部に加わる地震荷重について，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作

成方針」にて設定した応答スペクトルの作成方針に基づき，作成した設計用床応答曲線を用

いる。表 4－4，表 4-6 に示す設計震度により電気配線貫通部に加わる荷重を解析コードＮ

ＡＳＴＲＡＮを使用して計算する。計算モデルを図 4－1 に，計算モデルの諸元を表 5-2 に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 4－1 計算モデル 
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接続箱中心位置に接続箱質量を設定し，スリーブは等分布質量を設定 

格納容器との接合はシェルバネを考慮 
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表 4－1 固有周期（設計基準対象施設） 

 

モード 
固有周期 

(s) 
卓越方向 

刺激係数 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 次 水平方向(周方向) 

2 次 鉛直方向 

3 次 水平方向（径方向） 

 

 

 

 

図 4－2 モード変形図（設計基準対象施設） 
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表 4－2 固有周期（重大事故等対処設備） 

モード
固有周期 

(s) 
卓越方向 

刺激係数 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 次 水平方向(周方向) 

2 次 鉛直方向 

3 次 水平方向（径方向） 

図 4－3 モード変形図（重大事故等対処設備） 
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表 4－3 設計震度（設計用床応答曲線）（設計基準対象施設） 

 

地震動 

設置場所 

及び床面高さ 

(m) 

方向 
減衰定数 

(％) 
備考 

Ｓｄ 

原子炉格納容器 

EL.21.420～

EL.24.422 

鉛直 1.0 水平方向はＸ方向

及びＹ方向の包絡

曲線を用いる。 水平 1.0 

ＳＳ 

原子炉格納容器 

EL.21.420～

EL.24.422 

鉛直 1.0 水平方向はＸ方向

及びＹ方向の包絡

曲線を用いる。 水平 1.0 

注記 ＊：電気配線貫通部は溶接構造物のため 1.0 %を適用 

 

表 4－4 設計震度（設計基準対象施設） 

 

方向 Ｓｄ
  ＳＳ 

鉛直方向 

水平方向 
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表 4－5 設計震度（設計用床応答曲線）（重大事故等対処設備）

地震動

設置場所

及び床面高さ

(m)

方向
減衰定数

(％)
備考

Ｓｄ 

原子炉格納容器 

EL.21.420～

EL.24.422 

鉛直 1.0 水平方向はＸ方向

及びＹ方向の包絡

曲線を用いる。 水平 1.0

ＳＳ

原子炉格納容器 

EL.21.420～

EL.24.422 

鉛直 1.0 水平方向はＸ方向

及びＹ方向の包絡

曲線を用いる。 水平 1.0

注記 ＊：電気配線貫通部は溶接構造物のため 1.0 %を適用 

表 4－6 設計震度（重大事故等対処設備）

方向 Ｓｄ ＳＳ 

鉛直方向 

水平方向 
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4.2 材料及び許容応力

(1) 材料

表 4－7 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

原子炉格納容器胴 SGV49 相当 SGV480＊ 

補強板 SGV49 相当 SGV480＊ 

注記 ＊：現行の JIS を示す。 

(2) 荷重の組合せ及び許容応力

基準地震動の策定に伴う地震荷重との組合せの評価として，荷重の組合せ及び許容応力状

態のうち，設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－8 に，重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 4－9 に示す。各材料の許容応力状態に対する許容応力のうち，設計基準

対象施設の評価に用いるものを表 4－11に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4

－12に示す。

表4－8 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称

耐震設計上

の重要度分

類

機器等

の区分
荷重の組合せ

許容応力

状態

原子炉

格納施設

原子炉

格納容器

電気配線

貫通部
Ｓ

クラス

ＭＣ容器

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*＊ ⅣＡＳ 

注記 ＊：原子炉格納容器は冷却材喪失事故後の最終障壁となることから，構造全体としての安

全裕度を確認する意味で，冷却材喪失事故後の最大内圧との組合せを考慮する。 
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表4－9 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

原子炉 

格納施設 

原子炉 

格納容器

電気配線

貫通部 

常設耐震／

防止 

常設 

／緩和 

重大事故

等クラス

２容器 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ 

＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとし

てⅣＡＳの許

容限界を用

いる。） 

＊2 

Ｄ＋ＰＳＡＬ 

＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとし

てⅣＡＳの許

容限界を用

いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大 

事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 
＊2：原子炉格納容器は，放射性物質放出の最終障壁となること喪失事故後の最終障壁とな

ることから，重大事故等後の最高内圧と最高温度との組合せを考慮する。 



 

 

1
2
 

表4－10 許容限界（クラスＭＣ容器及び重大事故等クラス２容器） 

 

注記 ＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

   ＊2：設計・建設規格 PVB-3111に準じる場合は，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は，1.5のいずれか小さい方の値（α）

を用いる。 

許容応力状態 

許容限界＊1 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋

一次曲げ応力
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ピーク

応力 

特別な応力限界 

純せん 

断応力 
支圧応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さい

方。 

ただし，オーステナイト系

ステンレス鋼及高ニッケル

合金については1.2・Ｓと

する。 

左欄の 

1.5倍の値＊2 

3・Ｓ＊3 

Ｓｄ又はＳＳ地震動の

みによる応力振幅に

ついて評価する。 

＊4，＊5 

Ｓｄ又はＳＳ地震動の

みによる疲労解析を

行い，運転状態Ⅰ，

Ⅱにおける疲労累積

係数との和が1.0 以

下であること。 

0.6・Ｓ 
Ｓｙ

＊6 

（1.5・Ｓｙ） 

ⅣＡＳ 

構造上の連続な部分は

0.6・Ｓｕ，不連続な部分

は，Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さ

い方。 

ただし，オーステナイト系

ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金については，構造上

の連続な部分は2・Ｓと0.6

Ｓｕの小さい方，不連続な

部分は1.2・Ｓとする。 

左欄の 

1.5倍の値＊2 
0.4・Ｓｕ 

Ｓｕ
＊6 

（1.5・Ｓｕ） ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳ

の許容限界を用い

る。） 

NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-10 R1 



 

 

1
3
 

＊3：3・Ｓを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。ＳｍはＳと読み替える。）の弾塑性解

析を用いる。 
＊4：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要。 

ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳＳ地震動による応力の全振幅」と読み替える。 
＊5：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数を1.0以下とする。 
＊6：（ ）内は，支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値。 

 

NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-10 R1 
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表4－11 許容応力（設計基準対象施設） 

(単位：MPa) 

材料 
温度 

（℃） 

許容応力

状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力

Ｐｍ ＰＬ＋Ｐｂ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 

SGV480 171 

ⅢＡＳ － 344 393 

ⅣＡＳ 
－ 344＊1 393 

－ 380＊2 393 

注記 ＊1：構造不連続部に対する許容応力を示す。 

＊2：構造連続部に対する許容応力を示す。 

 

 
表4－12 許容応力（重大事故等対処設備） 

(単位：MPa) 

材料 
温度 

（℃） 

許容応力

状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力

Ｐｍ ＰＬ＋Ｐｂ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 

SGV480 

171 ⅤＡＳ 
－ 344＊1 393 

－ 380＊2 393 

150 ⅤＡＳ 
－ 348＊1 393 

－ 381＊2 393 

注記 ＊1：構造不連続部に対する許容応力を示す。 

＊2：構造連続部に対する許容応力を示す。 
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5. 応力計算 

5.1 応力評価点 

電気配線貫通部の形状及び応力レベルを考慮して設定した応力評価点を表 5－1及び図 5－1

に示す。 

 

 
表 5－1 応力評価点 

 

貫通部番号 応力評価点番号 応力評価点 

 

Ｐ１ 
原子炉格納容器胴とスリーブとの結合部（胴側） 

（Ｐ１－Ａ～Ｐ１－Ｃ） 

Ｐ２ 
補強板結合部（胴側） 

（Ｐ２－Ａ～Ｐ２－Ｃ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 5－1 応力評価点 
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5.2 計算方針

5.2.1 原子炉格納容器に作用する荷重による応力 

原子炉格納容器に作用する最高使用圧力（内圧），最高使用圧力（外圧），死荷重及び地

震荷重による応力は，引用図書(1)で計算した応力を用いる。 

5.2.2 貫通部に作用する荷重による応力 

貫通部に作用する死荷重，地震荷重による応力は，解析コードＮＡＳＴＲＡＮを用いて

計算する。 

計算モデルを図 5－2 に示す。 

図 5－2 計算モデル（
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表 5－2 解析モデル諸元表 

 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － SGV49相当 

質量 ｍ０ kg － 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 66 

等価縦弾性係数 Ｅ MPa 

等価ポアソン比 ν － 

応力増倍率 － － － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

配管貫通部の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を

満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅣＡＳに対する応力評価結果を表 6－1に示す。 

表 4－10 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ
*及びＤ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳの評価に

ついて，それぞれ発生値が高い方の評価を記載している。 

(2) 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅢＡＳに対する応力評価結果を表 6－2に示す。 

表 4－10 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ
*の評価について評価を記載してい

る。 
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表 6－1 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ又はＤ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ
*） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

電気配線貫通部 

Ｐ１－Ａ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 112 344 ○ ①＊ 

一次＋二次応力 516 393 ×＊ ① ＊ 

疲労評価 0.346 1 ○ 単位なし

Ｐ１－Ｂ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 117 344 ○ ①＊ 

一次＋二次応力 524 393 ×＊ ① ＊ 

疲労評価 0.378 1 ○ 単位なし

Ｐ１－Ｃ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 96 344 ○ ①＊ 

一次＋二次応力 336 393 ○ ①＊ 

Ｐ２－Ａ 補強板取付部（胴側） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 104 380 ○ ②＊ 

一次＋二次応力 440 393 ×＊ ① ＊ 

疲労評価 0.065 1 ○ 単位なし

Ｐ２－Ｂ 補強板取付部（胴側） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 112 380 ○ ②＊ 

一次＋二次応力 446 393 ×＊ ① ＊ 

疲労評価 0.069 1 ○ 単位なし

Ｐ２－Ｃ 補強板取付部（胴側） 
一次膜応力＋一次曲げ応力 98 380 ○ ②＊ 

一次＋二次応力 320 393 ○ ①＊ 

注記 ＊：①：Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ / ②：Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ
*における結果を示す。 

Ｐ１－Ａ，Ｐ１－Ｂ及びＰ２－Ａ，Ｐ２－Ｂの一次＋二次応力評価結果は評価基準値を満足しないが，設計・建設規格（ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１－2005）PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，この結果より耐震性を有することを確認した。 

NT2 補② Ⅴ-2-9-2-10 R1 
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表 6－2 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ
*） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

電気配線貫通部 

Ｐ１－Ａ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 60 344 ○  

一次＋二次応力 274 393 ○  

Ｐ１－Ｂ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 66 344 ○  

一次＋二次応力 276 393 ○  

Ｐ１－Ｃ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 57 344 ○  

一次＋二次応力 180 393 ○  

Ｐ２－Ａ 補強板取付部（胴側） 
一次膜応力＋一次曲げ応力 60 344 ○  

一次＋二次応力 234 393 ○  

Ｐ２－Ｂ 補強板取付部（胴側） 
一次膜応力＋一次曲げ応力 59 344 ○  

一次＋二次応力 236 393 ○  

Ｐ２－Ｃ 補強板取付部（胴側） 
一次膜応力＋一次曲げ応力 55 344 ○  

一次＋二次応力 170 393 ○  
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6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

電気配線貫通部の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基

準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅤＡＳに対する応力評価結果を表 6－3に示す。 

表 4－10 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ又はＤ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬ

Ｌ＋ＳＳの評価について，それぞれ発生値が高い方の評価を記載している。 
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表 6－3 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ又はＤ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

電気配線貫通部 

Ｐ１－Ａ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 176 344 ○ ②＊ 

一次＋二次応力 512 393 ×＊ ① ＊ 

疲労評価 0.327 1 ○ 単位なし

Ｐ１－Ｂ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 185 344 ○ ②＊ 

一次＋二次応力 520 393 ×＊ ①＊ 

疲労評価 0.350 1 ○ 単位なし

Ｐ１－Ｃ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 162 344 ○ ②＊ 

一次＋二次応力 332 393 ○ ①＊ 

Ｐ２－Ａ 補強板取付部（胴側） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 174 380 ○ ②＊ 

一次＋二次応力 436 393 ×＊ ①＊ 

疲労評価 0.059 1 ○ 単位なし

Ｐ２－Ｂ 補強板取付部（胴側） 

一次膜応力＋一次曲げ応力 182 380 ○ ②＊ 

一次＋二次応力 442 393 ×＊ ①＊ 

疲労評価 0.063 1 ○ 単位なし

Ｐ２－Ｃ 補強板取付部（胴側） 
一次膜応力＋一次曲げ応力 166 380 ○ ②＊ 

一次＋二次応力 318 393 ○ ①＊ 

注記 ＊：①：Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ / ②：Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄにおける結果を示す。 

Ｐ１－Ａ，Ｐ１－Ｂ及びＰ２－Ａ，Ｐ２－Ｂの一次＋二次応力評価結果は評価基準値を満足しないが，設計・建設規格（ＪＳＭＥ Ｓ 

ＮＣ１－2005）PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，この結果より耐震性を有することを確認した。
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7. 引用図書 

(1) 「Ⅴ-2-9-2-1 原子炉格納容器本体の耐震性についての計算書」 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，常設高圧代替注水系ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度及

び動的機能を有していることを説明するものである。 

常設高圧代替注水系ポンプは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備

に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

常設高圧代替注水系ポンプの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプはポンプベースに固定さ

れ，ポンプベースは基礎ボルトで

基礎に据え付ける。 

ターボ形横軸ポンプ  

基礎ボルト

ポンプ取付ボルト

ポンプベース

ポンプ

原動機

803.6 

1
2
9
5 

（単位：ｍｍ） 
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3. 固有周期

3.1 固有周期の算出方法 

振動試験により固有振動数（共振周波数）を測定する。固有周期を表 3－1に示す。試験の

結果，水平方向，鉛直方向は剛であることを確認した。 

表 3－1 固有周期（s） 

水平方向 鉛直方向 

4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

常設高圧代替注水系ポンプの構造は横軸ポンプであるため，構造強度評価は添付書類「Ⅴ-

2-1-13-4 横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基

づき評価する。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

常設高圧代替注水系ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 3－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

常設高圧代替注水系ポンプの許容応力を表 3－2に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

常設高圧代替注水系ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 3－3に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心

冷却設備そ

の他原子炉

注水設備 

常設高圧代替注水系ポンプ 常設耐震／防止 
重大事故等 

クラス２ポンプ＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。  

4
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表 4－2 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許 容 限 界＊1＊2 

（ボ ル ト 等） 

一 次 応 力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして，ⅣＡ

Ｓの許容限界を用い

る。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。  

5
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 699 803 ― 

ポンプ取付ボルト 

 

最高使用温度 120 663 759 ― 

6
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5. 機能維持評価 

5.1 機能維持評価方法

常設高圧代替注水系ポンプの機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 

4.1 動的機能維持」にて設定した動的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が，動的

機能維持確認済加速度以下であることを，「5.2 動的機能維持評価」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

常設高圧代替注水系ポンプの機能維持評価フローを図 5－1に示す。 

図 5－1 常設高圧代替注水系ポンプの機能維持評価フロー 

5.2 動的機能維持評価 

5.2.1 評価用加速度

常設高圧代替注水系ポンプの動的機能維持評価について，以下に示す。 

ポンプはポンプベースに固定され，ポンプベースは基礎ボルトで基礎に据え付けられること

から，設計用地震力は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に示す，常設高圧

代替注水系ポンプの設置床における基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線とする。評

価用加速度には，設置場所の設備評価用床最大加速度を適用する。 

評価用加速度を表 4-1 に示す。 

            表 4-1 評価用加速度      （単位：×9.8m/s2） 

対象機器設置箇所 加振方向 
最大加速度 

Ss 

原子炉建屋 

EL. -4.0（m） 

水平 
NS 0.72 

EW 0.72 

鉛直 0.75 

設計用地震力 

評価用加速度の算出 

ポンプの動的機能維持評価 

加振試験 

機能維持確認済加速度の確認 
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5.2.2 機能確認済加速度

常設高圧代替注水系ポンプの機能確認済加速度について以下に示す。 

常設高圧代替注水系ポンプは，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき，実機

の据付状態を模擬した上で，当該機器が設置される床における設備評価用床応答曲線を包絡す

る模擬地震波により加振試験を行い，動的機能の健全性を確認した。機能確認済加速度には，

加振台において測定した最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－2に示す。 

表 5－2 機能確認済加速度 （単位：×9.8m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

常設高圧代替注水系ポンプ

水平 

鉛直 

6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

常設高圧代替注水系ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は評価基準値を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。なお，弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的震

度は基準地震動Ｓｓを下回っており，基準地震動Ｓｓによる発生値が，弾性設計用地震

動Ｓｄ又は静的震度に対する評価における許容限界を満足するため，弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度による発生値の算出を省略した。 

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【常設高圧代替注水系ポンプの耐震性についての計算結果】 

1．重大事故等対処設備

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

常設高圧代替 

注水系ポンプ 
常設耐震／防止 

原子炉建屋 

EL. -4.0*1
― ― ＣＨ=0.87 ＣＶ=0.90 Ｃｐ=0.77 120 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

部 材 
ｍｉ

（kg） 

ｈｉ

（mm） 

１ｉ
*3

（mm） 

２ｉ
*3

（mm） 

Ａｂｉ

（mm2） 
ｎｉ ｎｆｉ

*3

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
12 

2 

6 

ポンプ取付ボルト

（ｉ＝2） 
4 

2 

2 

部 材 
Ｓｙｉ

（MPa）

Ｓｕｉ

（MPa） 

Ｆｉ

（MPa） 

Ｆｉ
＊

（MPa） 

転倒方向 
Ｍｐ

（N・mm） 

弾性設計用

地震動Ｓｄ又

は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ

弾性設計用

地震動Ｓｄ又

は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
699*2 803*2 ― 562 ― 軸 ― ― 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
663*1 759*1 ― 531 ― 軸 ― ― 

予想最大両振幅 

（μm） 

回転速度 

（min-1） 

Ｈｐ= Ｎｐ=

基礎ボルト h1
h
2

軸中心

mi・g

12
22

11 21

転倒方向

ＡＡ

ポンプ

（ポンプ取付ボルト）
（基礎ボルト）

2111

12

22

Ａ～Ａ矢視図

基礎ボルト

ポンプ取付ボルト

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出

＊3：各ボルトの機器要目における上段は軸方向転倒に

対する評価時の要目を示し，下段は軸直角方向転

倒に対する評価時の要目を示す。
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1.3 計算数値 

ボルトに作用する力  （単位：N） 

部 材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― 1.897×104 ― 5.852×104

ポンプ取付ボルト

（ｉ＝2） 
― 4.500×104 ― 4.257×104

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力   （単位：MPa） 

部 材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

引張り ― ― σｂ１=19 fｔｓ１=421*

せん断 ― ― τｂ１=5 fｓｂ１=324 

ポンプ取付ボルト 

引張り ― ― σｂ２=64 fｔｓ２=398*

せん断 ― ― τｂ２=15 fｓｂ２=306 

すべて許容応力以下である。     注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出

1.4.2 動的機能の評価結果 （単位：×9.8 m/s2） 

評価用加速度 機能確認済加速度 

常設高圧代替注水系ポンプ 
水平方向 0.72 

鉛直方向 0.75 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」及び「Ⅴ-2-1-14-6 管の耐震性につい

ての計算書作成の基本方針」に基づき，管が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し

ていること説明するものである。 

評価結果記載方法は以下に示す通りとする。 

(1) 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解

析モデル単位に記載する。また，全4モデルのうち，各応力区分における最大応力評

価点の許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条

件及び評価結果を記載する。代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を4.2.3

に記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図
2.1 概略系統図

概略系統図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線）
工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

（細線）
工事計画記載範囲外の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

（細線）

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の 

管のうち，他系統の管であって系統の概略を示すために 

表記する管 

鳥瞰図番号 

（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載する範囲） 

鳥瞰図番号（評価結果のみ記載する範囲） 

アンカ

[管クラス] 

クラス３ クラス３管
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を

「(SA)」，設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を

「(DB)」とする。） 

（細線） 工事計画記載範囲外の管のうち，本計算書記載範囲の管 

質 点 

ア ン カ

レストレイント

注： 鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。 
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3. 計算条件
3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 

分類＊1
設備分類 

機器等 

の区分 

耐震設計上の

重要度分類

荷重の組合せ 

＊2,3

許容応力 

状態 

放射性廃棄物 

の廃棄施設 
固体廃棄物処理系 固体廃棄物処理系 ＤＢ ― クラス３管 Ｂ 

ⅠL＋1/2Ｓd

ⅡL＋1/2Ｓd

ＢAＳ 

注記 ＊1： ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 

＊2： 運転状態の添字Lは荷重を示す。 

＊3： 許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 
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3.2 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図   C-03-1360-001 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

耐震設計上の
重要度分類

縦弾性係数 

(MPa) 

P6 

A07A～A94N 

A33～J17 

A34～F31 

A49～B20 

1.96 65 34.0 4.5 STPT42 B

P7 
B20～B31 

F31～F42 
1.81 65 34.0 4.5 STPT42 B

P8 

B21～C03 

B22～D04 

B25～E02 

F33～H02 

F32～G02 

F36～I02 

1.81 65 27.2 3.9 STPT42 B 

P9 H02～H06 1.03 65 27.2 3.9 STPT42 B 

P12 
A00～A07A 

A94N～A130 
1.96 65 34.0 4.5 STPT410 B

P13 
A125～K03 

A128～L02 
1.96 65 27.2 3.9 STPT410 B 
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配管の付加質量  

鳥瞰図番号   C-03-1360-001 

質量 対応する評価点 

1 kg 

A07A,A10,A12,A16,A18,A19,A21,A24,A28,A32,A38,A42,A46,A53,A57,

A61,A63,A65,A67,A70,A73,A77,A80,A84,A86,A87,A89,A90,B01,B03, 

B05,B09,B11,B13,B15,B17,B26,B28,B30,F01,F03,F04,F06,F10,F12, 

F14,F16,F19,F21,F23,F25,F26,F28,F37,F39,F41,J01,J03,J04,J06, 

J10,J12,J14,J16 

7 kg E02,I02,L02 

11 kg C03,G02 
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フランジ部の質量 

鳥瞰図番号   C-03-1360-001 

質量 対応する評価点 

2 kg A130,B31,F42 
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弁部の質量 

鳥瞰図番号   C-03-1360-001 

質量 対応する評価点 

4 kg 
A126～A127,B23～B24,D01～D02,E01～E02,F34～F35, 

H01～H02,I01～I02,K01～K02,L01～L02 

5 kg C02～C03,G01～G02 

10 kg A121～A122,B19～B20,F30～F31 
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弁部の寸法 

鳥瞰図番号   C-03-1360-001 

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 

D01～D02,E01～E02, 

H01～H02,I01～I02, 

K01～K02,L01～L02 

27.2 3.9 117 

C02～C03,G01～G02 27.2 3.9 178 

A121～A122, 

B19～B20,F30～F31 
34.0 4.5 125 

A126～A127, 

B23～B24,F34～F35 
34.0 4.5 203 
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支持点及び貫通部ばね定数 

鳥瞰図番号   C-03-1360-001 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

 A00  1.8×109 1.8×109 1.8×109 1.4×1010 1.4×1010 1.4×1010

 A01  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A02  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A03  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A05  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A06  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A08  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A09  1.8×109 － 1.8×109 － － － 

 A13  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A14  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A15  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A22  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A23  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A25  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A26  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A27  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A29  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A30  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A31  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A35  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A36  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A37  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A39  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A40  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A41  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A43  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A44  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A45  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A47  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A48  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A50  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A51  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A52  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A54  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A55  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A56  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A58  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A59  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A60  1.8×109 1.8×109 － － － － 
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 *印のＹ軸方向のばね定数はマイナス側にのみとする。

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

* A64 * － 1.8×109 － － － － 

 A68  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A69  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A71  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A72  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A74  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A75  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A76  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A78  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A79  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A81  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A82  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A83  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A91  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A92  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A93  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A97  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A99  1.8×109 － 1.8×109 － － － 

 A101  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A104  1.8×109 － 1.8×109 － － － 

 A107  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A108  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A109  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A110  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A112  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A113  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A114  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A115  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A116  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A117  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A120  1.8×109 － 1.8×109 － － － 

 A124  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A130  1.8×109 1.8×109 1.8×109 1.4×1010 1.4×1010 1.4×1010

 B06  1.8×109 － 1.8×109 － － － 

 B07  1.8×109 － 1.8×109 － － － 

 B08  1.8×109 － 1.8×109 － － － 

 B10  1.8×109 － 1.8×109 － － － 

 B14  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 B18  1.8×109 1.8×109 － － － － 
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 *印のＹ軸方向のばね定数はマイナス側にのみとする。

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

 B31  1.8×109 1.8×109 1.8×109 1.4×1010 1.4×1010 1.4×1010

 D04  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 F07  1.8×109 － 1.8×109 － － － 

 F08  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 F09  1.8×109 － 1.8×109 － － － 

* F13 * － 1.8×109 － － － － 

 F17  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 F18  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 F20  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 F22  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 F29  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 F42  1.8×109 1.8×109 1.8×109 1.4×1010 1.4×1010 1.4×1010

 H06  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 J07  1.8×109 － 1.8×109 － － － 

 J08  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 J09  1.8×109 － 1.8×109 － － － 

 J13  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 J17  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 K03  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 



3
7
 

NT2 補③ Ⅴ-2-7-2-3-1 R0 

3.3  材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材 料 
最高使用温度 

（℃） 

許容応力（MPa）*

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT42 65 ― 232 ― 103 

STPT410 65 ― 232 ― 103 

注記 ＊：評価に使用しない許容応力については「―」と記載する。 
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3.4 設計用地震力 
本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設備評価用床応答曲線を下表に示

す。 

なお，設備評価用床応答曲線は，「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策

定したものを用いる。また，減衰定数は「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載の減

衰定数を用いる。 

鳥瞰図 建物・構築物 標高 減衰定数(％) 

C-03-1360-001 原子炉建屋付属棟 
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4. 解析結果及び評価
4.1 固有周期及び設計震度

鳥 瞰 図  C-03-1360-001

耐震設計上の重要度分類 B 

適用する地震動等 静的震度*5 1/2 Ｓd

モード
固有周期 
（s） 

応答水平震度*1 応答鉛直震度*1 応答水平震度*1 応答鉛直震度*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

― ― ― 0.40 0.40 0.69 

― ― ― 0.40 0.40 0.69

― ― ― 0.40 0.40 0.69

― ― ― 0.40 0.40 0.69

― ― ― 0.40 0.40 0.69

― ― ― 0.40 0.40 0.69

― ― ― 0.40 0.40 0.69

― ― ― 0.40 0.40 0.69

― ― ― 0.26 0.26 0.54 

― ― ― ― ― ― 

動 的 震 度*2 ― ― ― 1.74 1.74 2.62 

静 的 震 度*3 0.32 0.32 ― ― ― ― 

注記 ＊1： 各モードの固有周期に対し，設備評価用床応答曲線より得られる震度を示す。 

＊2： Ｓd地震動に基づく最大設備評価用床応答加速度より定めた震度を示す。

＊3： 1.8ＣIより定めた震度を示す。

＊4： 固有周期が0.050s以下であることを示す。

＊5： 静的震度を示す為，応答震度については「－」と記載する。 
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各モードに対応する刺激係数 

鳥 瞰 図  C-03-1360-001

モード
固 有 周 期 

（s） 

刺 激 係 数*1

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

注記 ＊1：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリクスの積から算出した値 

を示す。 
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代表的振動モード図 

振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を赤

線で図示し，次ページ以降に示す。 
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4.2 評価結果 

4.2.1 管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

クラス３管

鳥 瞰 図 

許 容 応 力 

状 態 

最 大 応 力 

評 価 点 

最 大 応 力 

区 分 

一次応力評価（MPa） 一次＋二次応力評価（MPa） 疲労評価 

計算応力 

Ｓprm (Ｓd) 

許容応力 

Sy

計算応力 

Ｓn (Ｓd) 

許容応力 

2Ｓy

疲労累積係数 

ＵＳs

C-03-1360-001 ＢＡＳ B21 Ｓprm (Ｓd) 232 ― ― ― 
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4.2.2 弁の動的機能維持評価結果 

下表に示すとおり応答加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。 

弁番号 形式 
要求 

機能 

応答加速度 

(×9.8 m/s2) 

機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

構造強度評価結果 

(MPa) 

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力 

― ― ― ― ― ― ― ― ― 
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4.2.3 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果

を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（クラス3範囲） 

No 
配管 

モデル

許容応力状態 BAS 

一次応力 

評価点 
計算応力 

[MPa] 

許容応力 

[MPa] 
裕度 代表 

1 C-03-1360-001 B21 81 232 2.86 ○ 

2 C-03-1360-002 B19 37 232 6.27 ―

3 C-03-1360-003 K03 50 160 3.20 ―

4 C-03-1360-004 F01F 58 232 4.00 ―
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計

方針に基づき，静的触媒式水素再結合器が設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを説明するものである。 

静的触媒式水素再結合器は，重大事故等対処設備において常設重大事故緩和設備に分類され

る。以下，この分類に応じた構造強度評価を示す。 
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2. 一般事項 

2.1 構造計画 

静的触媒式水素再結合器の構造計画を表2－1に示す。 

    表2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

静的触媒式水素再結合

器は取付ボルトにて架

台に固定する。 

架台はアンカボルトに

て壁面に固定する。 

角形 
壁面

アンカボルト

架台

7
89

460

約860 460

触媒カートリッジ

静的触媒式水素再結合器本体

取付ボルト

NT2 補② Ⅴ-2-9-5-5-1 R1  

3
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2.2 評価方針 

静的触媒式水素再結合器の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 

構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構

造計画」にて示す静的触媒式水素再結合器の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇

所において，「4.4 解析モデル及び諸元」及び「4.5 固有周期」で算出した固有周期及び

荷重に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「4. 応力解析及び構造強度評価」にて

示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

静的触媒式水素再結合器の耐震評価フローを図2－1に示す。 

図 2－1 静的触媒式水素再結合器の耐震評価フロー 

解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析

応力解析 

地震時における応力 

静的触媒式水素再結合器の構造強度評価 

設計用地震力 
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2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建

設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単 位

Ａｂ1 

Ａｂ2 

ＣＨ

ＣＶ

ｄ１

ｄ２

Ｅ

ＥＳ

Ｆ 

Ｆｂａ

Ｆｂｐ 

ƒｔ

ƒｔo

ƒｔｓ

ƒｓｂ

Ｇ 

Ｇｓ

１～ ４

ｍo

ｎ１

ｎ２

ｎｆ１ 

ｎｆ２ 

Ｑｂａ

Ｑｂｐ 

Ｓu 

Ｓy

Ｓy（ＲＴ） 

Ｔ 

Ｔ１

Ｔ２

ｔ 

ν 

取付ボルトの軸断面積 

アンカボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

取付ボルトの呼び径 

アンカボルトの呼び径 

本体の縦弾性係数 

架台の縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

アンカボルトに作用する引張力 

取付ボルトに作用する引張力 

許容引張応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

ボルトの許容せん断応力 

本体のせん断弾性係数 

架台のせん断弾性係数 

重心とボルト間の水平方向距離 

本体の運転時質量 

せん断力を受ける取付ボルトの本数 

せん断力を受けるアンカボルトの本数 

引張力を受ける取付ボルトの本数 

引張力を受けるアンカボルトの本数 

アンカボルトに作用するせん断力 

取付ボルトに作用するせん断力 

設計･建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計･建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計･建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の40℃に 

おける値 

温度条件 

水平方向固有周期 

鉛直方向固有周期 

本体の厚さ 

ポアソン比 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

kg 

－ 

－ 

－ 

－ 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

℃ 

－ 

－ 

mm 

－ 

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単 位

σｂａ 

σｂｐ 

σｐ 

σｓ 

τｂａ 

τｂｐ 

アンカボルトに作用する引張応力 

取付ボルトに作用する引張応力 

本体に作用する組合せ応力 

架台に作用する組合せ応力 

アンカボルトに作用するせん断応力 

取付ボルトに作用するせん断応力 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は6桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は表2－2に示すとおりとする。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ＊1 mm ― ― 整数位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

本体の耐震評価は，「4.1 応力解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づき，本体，架

台，取付ボルト，アンカボルトについて実施する。本体の耐震評価部位については，表2－1の

概略構造図に示す。 

4. 応力解析及び構造強度評価 

4.1 応力解析及び構造強度評価方法 

(1) 地震力は，本体に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとし，原則として，

応力評価において組合せるものとする。 

(2) 触媒カートリッジは，本体と一体として評価する。 

(3) カートリッジが補強材として作用しないよう解析モデルでは，本体に質量のみを負荷

する。 

(4) 本体は，壁に設置した架台に取付ボルトで取り付ける。また，架台は，壁にアンカボ

ルトで取り付ける。 

(5) 本体は，形状が円筒形ではないため，三次元のシェル要素を用いて本体及び架台の応

力を算出する。なお，取付ボルト及びアンカボルトの強度評価については，解析結果

で得られた荷重を用いて，理論式により応力を算出する。 

(6) 本体は、壁に設置した架台上に取付ボルト４本で据付けられている。このうち１本は

固定、その他３本は熱膨張を逃がす構造となっていることから、評価上転倒による引

張を受けるボルト本数は保守的に１本とする。また、上記構造から評価上せん断を受

けるボルト本数も保守的に１本とする。 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

静的触媒式水素再結合器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表4－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

静的触媒式水素再結合器の許容応力を表4－2 に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

静的触媒式水素再結合器の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備

の評価に用いるもの表4－3に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等その他の支持構造物） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 供用状態 

原子炉 

格納施設 

圧力低減設 

備その他の 

安全設備 

静的触媒式 

水素再結合器
常設／緩和 －＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容 

  限界を用いる）

注記＊1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

注記＊2： その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

注記＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

1
1
 

NT2 補② Ⅴ-2-9-5-5-1 R1 



表4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

 許容限界＊1，＊２ 

（ボルト以外） 

許容限界＊1，＊２ 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ƒ ｔ 1.5・ƒ ｔ 1.5・ƒ ｓＶＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

 許容限界を用いる） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は 

評価を省略する。 

NT2 補② Ⅴ-2-9-5-5-1 R1 

1
2
 

＊ ＊ ＊



表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa) 

本体 SUS304 最高使用温度 300 127 391 205 

架台 SS400 最高使用温度 300 170 373 － 

取付ボルト SUS304 最高使用温度 300 127 391 205 

アンカボルト SS400 最高使用温度 300 170 373 － 

1
3
 

NT2 補② Ⅴ-2-9-5-5-1 R1 
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4.3 解析モデル及び諸元 

静的触媒式水素再結合器の解析モデルを図4-1に，解析モデルの概要を以下に示す。また，

機器の諸元を表4-6に示す。 

(1) 静的触媒式水素再結合器本体及び架台をシェル要素でモデル化する。 

(2) 拘束条件としては，架台は壁で固定されている。静的触媒式水素再結合器本体は，取付

ボルトにより架台に固定されている。 

(3) 解析コードは，「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値，静的触媒式水素再結合器

本体の応力及び架台の応力を求める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性

確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-49 計算機プログラム（解析コード）の概

要 ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」に示す。 

図4-1 解析モデル 

①本体 

②架台 

固定端 

① ：本体部材 

② ：架台部材 



14 

N
T
2
 
補
②
 
Ⅴ
-
2
-
9
-
5
-
5
-
1
 
R
1
 

表4－6 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 
SUS304 (本体) 

SS400  (架台) 

全体質量 ― kg 

温度条件 

（最高使用温度） 
Ｔ ℃ 

300 (本体) 

300 (架台) 

縦弾性係数 

（最高使用温度） 

Ｅ 

ＥＳ
MPa 

176000（本体） 

185000（架台）

ポアソン比 ν － 0.3 

要素数 － 個 

節点数 － 個 
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4.4 固有周期 

4.5.1 振動モード図及び刺激係数 

解析コード「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」により求めた固有値解析の結果を表4－7に示す。 

表 4－7 固有周期（s） 

モード 卓越方向 
固有周期 

（ｓ） 

5 次 Ｔ 5＝

17 次 Ｔ 17＝

4.5 設計用地震力 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」

に基づき設定する。また，減衰定数は添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記

載の減衰定数を用いる。 

評価に用いる設計用地震力を表4－5に示す。 

表 4－5 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ

減衰定数 

（％） 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平 鉛直 

原子炉建屋 

EL. 46.5 ＊1

(EL. 57.0 ＊2) 
ＣＨ＝2.09 ＣＶ＝1.77 － － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：壁に設置した架台に取り付けられた機器のため，設置床上階の設計用地震力

を使用する。 
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4.6  計算方法 

4.6.1 本体 

本体の応力は，自重，鉛直方向地震及び水平方向地震(Ｘ,Ｙ)を考慮し，三次元シェル

要素による解析結果を用いる。ここで，各応力の算出式は下記による。 

応力の種類 単位 応力算出式 

組合せ応力 MPa σｘ２＋σｙ２－σｘσｙ＋３τｘｙ２

三次元シェル要素による解析結果を5.項に示す。 

4.6.2 架台 

架台の応力は，本体と同様に，自重，鉛直方向地震及び水平方向地震(Ｘ,Ｙ)を考慮し

三次元シェル要素による解析結果を用いる。各応力の算出式は本体と同様である。 

三次元シェル要素による解析結果を5.項に示す。 

4.6.3 取付ボルト 

取付ボルトの応力は，地震による震度によって生じる引張力とせん断力について計算す

る。 

引張りを受ける
ボルト

転倒支点となる
ボルト列

21

転倒方向

転倒支点

図4－2 計算モデル（長辺方向転倒） 



17 

N
T
2
 
補
②
 
Ⅴ
-
2
-
9
-
5
-
5
-
1
 
R
1
 

3

4

Ｍａ

転倒方向
Ｍａ

引張りを受ける
ボルト

（A-A矢視図）

転倒支点となるボルト列

A

A

図4－3 計算モデル（短辺方向転倒） 

(1) 引張応力 

取付ボルトに対する引張力は図4－2及び図4－3で取付ボルトを支点とする転倒

を考え，この片側の取付ボルト1本で受けるものとして計算する。 

引張応力(σｂｐ) 

Ｆｂｐ

σｂｐ＝          ･････････････････････････････････････････ (4.6.1) 
ｎｆ１･Ａｂ１ 

ここで， 

引張力Ｆｂｐは，解析結果より得られた値を用いる。 

取付ボルトの軸断面積Ａｂ１は， 

π 
Ａｂ１＝    ･ｄ１

2  ･･･････････････････････････････････････ (4.6.2) 
4 

(2) せん断応力 

取付ボルトに対するせん断力は，取付ボルト1本で受けるものとして計算する。 

せん断応力(τｂｐ) 

Ｑｂｐ 

τｂｐ＝            ･･･････････････････････････････････････････ (4.6.3) 
ｎ１･Ａｂ１

ここで， 

せん断応力Ｑｂｐは，解析結果より得られた値を用いる。 
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4.6.4 アンカボルト 

アンカボルトについては，自重，鉛直方向地震力及び水平方向地震力によって生じ

る，引張力及びせん断力について計算する。 

34

Ｍａ

引張りを受ける
ボルト

転倒支点となるボルト列

図4-4 計算モデル（水平方向転倒） 

図4-5 計算モデル（鉛直方向転倒） 

3

4

Ｍ
ａ

転倒方向
Ｍ

ａ

引張りを受ける
ボルト

（A-A矢視図）

転倒支点となるボルト列

A

A
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(1) 引張応力 

アンカボルトに対する引張力は図4－4及び図4－5でアンカボルトを支点とする

転倒を考え，この片側のアンカボルト2本で受けるものとして計算する。 

引張応力(σｂａ) 

Ｆｂａ

σｂａ＝         ･･････････････････････････････････････ (4.6.4) 
ｎｆ２･Ａｂ２

ここで， 

引張力Ｆｂａは，解析結果より得られた値を用いる。 

アンカボルトの軸断面積Ａｂ２は， 

π 
Ａｂ２＝     ･ｄ２2  ･････････････････････････････････････ (4.6.5) 

4 

(2) せん断応力 

アンカボルトに対するせん断力は，アンカボルト4本で受けるものとして計算す

る。 

せん断応力(τｂａ) 

Ｑｂａ 

τｂａ＝            ･･･････････････････････････････････････････ (4.6.6) 
ｎ２･Ａｂ２

ここで， 

せん断応力Ｑｂａは，解析結果より得られた値を用いる。 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる計算条件は，本計算書の【静的触媒式水素再結合器の耐震性についての

計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.8 応力の評価 

4.8.1 本体及び架台の応力評価 

4.6.1及び4.6.2項で求めた本体及び架台の応力は許容応力ƒｔ以下であること。 

ただし，ƒｔは下表による。 

 基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
ƒｔ ×1.5

4.8.2 取付ボルト及びアンカボルトの応力評価 

4.6.3項で求めた取付ボルトの引張応力σｂｐ及び4.6.4項で求めたアンカボルトの引張

応力σｂａは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔoは下表によ

る。 

ƒｔs＝Min[1.4･ƒｔo－1.6･τｂ，ƒｔo] ・･････････････････････････････ (4.8.1) 

せん断応力τｂｈ及びτｂv はせん断力のみを受ける取付ボルト及びアンカボルトの許容

せん断応力 ƒｓb以下であること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔo
×1.5 

許容せん断応力 

ƒｓb
×1.5 

Ｆ 

2 

＊

Ｆ 

1.5 

＊
 

1.5･ 3 

Ｆ ＊
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

静的触媒式水素再結合器の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。なお，弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的震度

は基準地震動Ｓｓを下回っており，基準地震動Ｓｓによる発生値が，弾性設計用地震動Ｓ

ｄ又は静的震度に対する評価における許容限界を満足するため，弾性設計用地震動Ｓｄ又

は静的震度による発生値の算出を省略した。 



【静的触媒式水素再結合器の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機 器 名 称 設備分類 

据付場所及び

床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

最高使用温度

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

静的触媒式水素

再結合器 
常設／緩和 

原子炉建屋 

EL. 57.0＊1
－ － ＣＨ＝2.09＊2 ＣＶ＝1.77＊2 300 － 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓ sの震度に地盤部物性のばらつきを考慮した設計震度 

1.2 機器要目   

ｍｏ

(kg) 

ｔ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Εｓ

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｇｓ

(MPa) 

Ａｂ１

(mm2) 

Ａｂ２

(mm2) 
１ 

(mm) 

２ 

(mm) 

３ 

(mm)

４ 

(mm)

12 176000 185000 67700 71200 
113.1 

(M12) 

201.1 

(M16) 
222 238 115 115 

ｎ１

(－) 

ｎf１

(－) 

ｎ２

(－) 

ｎf２

(－) 

1 1 4 2 

Ｓｙ(本体) 

(MPa) 

Ｓｕ(本体) 

(MPa) 

Ｆ (本体) 

(MPa) 

Ｓｙ(架台) 

(MPa) 

Ｓｕ(架台) 

(MPa) 

Ｆ (架台) 

(MPa) 

127 391 171 170 373 204 

Ｓｙ(取付ボルト)

(MPa) 

Ｓｕ(取付ボルト)

(MPa) 

Ｆ (取付ボルト) 

(MPa) 

Ｓｙ(アンカボルト)

(MPa) 

Ｓｕ(アンカボルト)

(MPa) 

Ｆ（アンカボルト）

(MPa) 

127 391 171 170 373 204 

NT2 補② Ⅴ-2-9-5-5-1 R1  

＊ ＊

2
3
 

＊ ＊



1.3 結 論 

1.3.1  固有周期 

 (単位：ｓ) 

モード 卓 越 方 向 固 有 周 期 

5次 Ｔ5＝

17次 Ｔ17＝

1.3.2  応力及び許容荷重 

(単位：MPa) 

部 材 材 料 応 力 
基準地震動Ｓｓ

算 出 応 力 許 容 応 力 

本 体 SUS304 組 合 せ σｐ  ＝  119 ƒｔ  ＝  171 

架 台 SS400 組 合 せ σｓ  ＝   16 ƒｔ  ＝  204 

取付ボルト SUS304 
引 張 り σｂｐ＝    7 ƒｔs ＝  128＊

せ ん 断 τｂｐ＝    9 ƒｓb ＝   98 

アンカボルト SS400 
引 張 り σｂａ＝   14 ƒｔs ＝  153＊

せ ん 断 τｂａ＝    4 ƒｓb ＝  117 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

NT2 補② Ⅴ-2-9-5-5-1 R1 E 
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Ⅴ-2-9-7-1-3  移送ポンプの耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，移送ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有

していることを説明するものである。 

移送ポンプは，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重

大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

移送ポンプの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプはポンプベー

スに固定され，ポン

プベースは基礎ボル

トで基礎に据え付け

る。 

うず巻形横軸ポンプ

ポンプ（原動機と一体）

ポンプベース

ポンプ取付ボルト（上）

基礎ボルト

ポンプ取付ボルト（下）

914 

61
0 

（単位：mm）
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3 

3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

移送ポンプの構造は横軸ポンプであるため，構造強度評価は，「Ⅴ-2-1-13-4 横軸ポンプの

耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

移送ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用いる

ものを表 3－1に示す。 

3.2.2 許容応力 

移送ポンプの許容応力を表 3－2～表 3－3に示す。 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件

移送ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用いるも

のを表 3－4に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納

施設 

圧力逃がし 

装置 
移送ポンプ 常設／緩和 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊1
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表 3－2 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 3－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 188 479 205 

ポンプ取付ボルト（下） 最高使用温度 200 ― 633 759 ― 

ポンプ取付ボルト（上） 最高使用温度 200 ― 633 759 ― 
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4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

移送ポンプの地震後の動的機能維持評価について，以下に示す。 

移送ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性であるため，

「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能確認済加速度

を表 4－1に示す。 

表 4－1 機能確認済加速度      （単位：×9.8 m/s2）   

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
横形単段遠心式 

ポンプ 

水平 

鉛直 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

移送ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していること

を確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【移送ポンプの耐震性についての計算結果】 

1．重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び 
床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用 
温度 
（℃） 

周囲環境 
温度 
（℃） 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

移送ポンプ 常設／緩和 
格納槽内 

EL. -12.8＊1 －＊2 －＊2 － － ＣH＝0.47 ＣV＝0.55 ＣP＝0.21 200 

1.2 機器要目

部  材 
ｍｉ

(kg)

ｈｉ

(mm) 
１ｉ

(mm)
２ｉ

(mm) 

Ａ
ｂｉ

(mm2) 
ｎｉ

ｎｆｉ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

4 － 
2 

2 

ポンプ取付ボルト（下） 
(ｉ＝2) 

6 － 
2 

3 

ポンプ取付ボルト（上） 

(ｉ＝3) 
6 － 

2 

3 

部  材 
Ｓ

ｙｉ

 (MPa) 

Ｓ
ｕｉ

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

転倒方向 ＭＰ(N・mm) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
188＊1 479＊1 － 246 － 軸直角 － － 

ポンプ取付ボルト（下） 
(ｉ＝2) 

633＊2

（径≦63mm）

759＊2

（径≦63mm）
－ 531 － 軸直角 － － 

ポンプ取付ボルト（上） 
(ｉ＝3) 

633＊2

（径≦63mm）

759＊2

（径≦63mm）
－ 531 

－
軸直角 － － 

予想最大両振幅 

(μm) 

回転速度 

(min
-1
)

Ｈｐ＝  Ｎ＝  

注記 ＊1：基準床レベルを示す。

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。

注記 ＊1：周囲環境温度で算出

＊2：最高使用温度で算出

＊3：各ボルトの機器要目における上段は軸方向転倒に

対する評価時の要目を示し，下段は軸直角方向転

倒に対する評価時の要目を示す。

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N) 

部   材 

Ｆbｉ Ｑbｉ

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
－ 1.375×103 － 3.801×103

ポンプ取付ボルト（下） 

(ｉ＝2) 
－ 1.762×103 － 3.374×103

ポンプ取付ボルト（上） 
(ｉ＝3) 

－ 955.7 － 3.288×103

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部  材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト
引張り － － σb1＝  7 ƒts1＝184＊

せん断 － － τb1＝  5 ƒsb1＝142

ポンプ取付ボルト（下）
引張り － － σb2＝  9 ƒts2＝398＊

せん断 － － τb2＝  3 ƒsb2＝306

ポンプ取付ボルト（上）
引張り － － σb3＝  5 ƒts3＝398＊

せん断 － － τb3＝  3 ƒsb3＝306

すべて許容応力以下である。 注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出

1.4.2 動的機能の評価結果  (単位：×9.8m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 0.44 

鉛直方向 0.50 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，配管貫通部が設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを説明するものである。その耐震評価は配管貫通部の地震応答解析，応力評価により行

う。 

配管貫通部は設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事故等対処設備にお

いては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，それぞ

れの分類に応じた耐震評価を示す。 

 



 

 

2
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

配管貫通部の構造計画を表 2－1に示す。 

 

表 2－1 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

配管貫通部は原子炉格納容器

により支持される。 

原子炉格納容器に円筒形スリ

ーブが取り付けられた鋼製構

造物である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配管貫通部 
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2.2 評価方針 

(1) 配管貫通部の応力評価のうち，原子炉格納容器側の応力については，原子炉格納容器に

作用する荷重（死荷重，圧力，地震荷重）による応力と，貫通部に作用する荷重（配管

反力）による応力を組み合わせて評価する。原子炉格納容器に作用する荷重による応力

は，添付書類「Ⅴ-2-9-2-1 原子炉格納容器本体の耐震性についての計算書｣で計算した

応力を用い，貫通部に作用する荷重による応力は，実績のある三次元シェルモデルによ

る有限要素解析手法を適用する。 

(2) 解析コードはＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを用いる。なお，評価に用いる解析コードＭＳＣ 

ＮＡＳＴＲＡＮの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-1 計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3. 形状及び主要寸法

配管貫通部の形状及び主要寸法を図 3－1 及び表 3－1 に示す。

図3－1 配管貫通部の形状 

表3－1 配管貫通部の主要寸法 

(単位：mm) 

貫通部番号 Ｔ１ Ｔ２ ｄｏ ｔｎｏ Ｒ＊ 

注記 ＊：原子炉格納容器中心から原子炉格納容器内側までの距離 

スリーブ

原子炉格納容器内側
ｔ

ｎ
ｏ
 

Ｒ＊

Ｔ２

φ
ｄ

ｏ
 

Ｔ１
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4. 設計条件 

4.1 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての最高使用圧力及び最高使用温度 

内圧ＰＤ  310 kPa 

外圧ＰＤＯ  14 kPa 

温度ＴＤ  104.5 ℃ 

(2) 冷却材喪失事故後の最大内圧ＰＤＢＡ 196 kPa 

(3) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

内圧ＰＳＡＬ  465 kPa (ＳＡ後長期) 

内圧ＰＳＡＬＬ  200 kPa (ＳＡ後長々期) 

温度ＴＳＡＬ  171 ℃ (ＳＡ後長期) 

温度ＴＳＡＬＬ  150 ℃ (ＳＡ後長々期) 

(4) 配管荷重 

貫通部に作用する配管反力による設計荷重を表 4－1 に示す。地震荷重の作用方向を図 4

－1 に示す。 

 

 

表 4－1 配管反力による設計荷重 

 

貫通部番号 荷重の種類 
軸力(N) モーメント(N･mm) 

Ｐ ＭＣ ＭＬ 

 

死荷重 

逃し安全弁 

作動時荷重 

地震荷重
Ｓｄ 

ＳＳ 

 

死荷重 

逃し安全弁 

作動時荷重 

地震荷重
Ｓｄ 

ＳＳ 
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図 4－1 地震荷重の作用方向 

 

 

 

 

 

 

鉛直方向 水平方向 

ＭＣ(Ｗ) 

原子炉格納容器胴 

ＭＣ(Ｅ) 

スリーブ 

Ｐ(Ｓ) 

Ｐ(Ｎ) 

原子炉格納容器胴 

ＭＬ(Ｕ) 

ＭＬ(Ｄ) 

スリーブ 
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4.2 材料及び許容応力 

(1) 材料 

 

表 4－2 使用材料表 

 

使用部位 使用材料 備考 

原子炉格納容器胴 SGV49 相当 SGV480＊ 

補強板 SGV49 相当 SGV480＊ 

注記 ＊：新 JIS を示す。 

 
 (2) 荷重の組合せ及び許容応力 

基準地震動の策定に伴う地震荷重との組合せの評価として，荷重の組合せ及び許容応力状

態のうち，設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－3 に，重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 4－4に，許容応力状態に対する許容限界について表 4－5に示す。各材料

の許容応力状態に対する許容応力のうち，設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－6

に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－7に示す。 

 

表4－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

 

施設区分 機器名称

耐震設計上

の重要度分

類 

機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力

状態 

原子炉 

格納施設 

原子炉 

格納容器

配管 

貫通部 
Ｓ 

クラス 

ＭＣ容器 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*＊ ⅣＡＳ 

注記 ＊：原子炉格納容器は冷却材喪失事故後の最終障壁となることから，構造全体としての安

全裕度を確認する意味で，冷却材喪失事故後の最大内圧との組合せを考慮する。 
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表4－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

原子炉 

格納施設 

原子炉 

格納容器

配管 

貫通部 

常設耐震／

防止 

常設 

／緩和 

重大事故

等クラス

２容器 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ 

＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。）

＊2 

Ｄ＋ＰＳＡＬ 

＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。）

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大 

事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 
＊2：原子炉格納容器は，放射性物質放出の最終障壁となること喪失事故後の最終障壁とな

ることから，重大事故等後の最高内圧と最高温度との組合せを考慮する。事故防止設

備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 
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表4－5 許容限界（クラスＭＣ容器及び重大事故等クラス２容器） 

 

注記 ＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

   ＊2：設計・建設規格 PVB-3111に準じる場合は，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は，1.5のいずれか小さい方の値（α）

許容応力状態 

許容限界＊1 

一次一般膜応力 

一次膜応力

＋ 

一次曲げ応

力 

一次＋二次応力 
一次＋二次＋ピーク

応力 

特別な応力限界 

純せん 

断応力 
支圧応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さい方。 

ただし，オーステナイト系ステン

レス鋼及高ニッケル合金について

は1.2・Ｓとする。 

左欄の 

1.5倍の値＊2

3・Ｓ＊3 

Ｓｄ又はＳＳ地震動

のみによる応力振幅

について評価する。

＊4，＊5 

Ｓｄ又はＳＳ地震動

のみによる疲労解析

を行い，運転状態

Ⅰ，Ⅱにおける疲労

累積係数との和が

1.0 以下であるこ

と。 

0.6・Ｓ 
Ｓｙ

＊6 

（1.5・Ｓｙ） 

ⅣＡＳ 
構造上の連続な部分は0.6・Ｓｕ，

不連続な部分は，Ｓｙと0.6・Ｓｕ

の小さい方。 

ただし，オーステナイト系ステン

レス鋼及び高ニッケル合金につい

ては，構造上の連続な部分は2・

Ｓと0.6Ｓｕの小さい方，不連続な

部分は1.2・Ｓとする。 

左欄の 

1.5倍の値＊2
0.4・Ｓｕ 

Ｓｕ
＊6 

（1.5・Ｓｕ） ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡ

Ｓの許容限界を用

いる。） 
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を用いる。 

＊3：3・Ｓを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。ＳｍはＳと読み替える。）の弾塑性解

析を用いる。 
＊4：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要。 

ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳｓ地震動による応力の全振幅」と読み替える。 
＊5：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数を1.0以下とする。 
＊6：（ ）内は，支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値 
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表4－6 許容応力（設計基準対象施設） 

(単位：MPa) 

材料 
温度 

（℃） 

許容応力

状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力

Ｐｍ ＰＬ＋Ｐｂ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 

SGV480 104.5 

ⅢＡＳ － 356 393 

ⅣＡＳ 
－ 356＊1 393 

－ 387＊2 393 

注記 ＊1：構造不連続部に対する許容応力を示す。 

   ＊2：構造連続部に対する許容応力を示す。 

 

表4－7 許容応力（重大事故等対処設備） 

(単位：MPa) 

材料 
温度 

（℃） 

許容応力

状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力

Ｐｍ ＰＬ＋Ｐｂ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 

SGV480 

171 ⅤＡＳ 
－ 344＊1 393 

－ 380＊2 393 

150 ⅤＡＳ 
－ 348＊1 393 

－ 381＊2 393 

注記 ＊1：構造不連続部に対する許容応力を示す。 

   ＊2：構造連続部に対する許容応力を示す。 
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5. 応力計算 

5.1 応力評価点 

貫通部の形状及び応力レベルを考慮して設定した応力評価点を表 5－1 及び図 5－1 に示す。 

 

 

表 5－1 応力評価点 

 

貫通部番号 応力評価点番号 応力評価点 

 

Ｐ１ 
原子炉格納容器胴とスリーブとの取付部 

（Ｐ１－Ａ～Ｐ１－Ｃ） 

Ｐ２ 
補強板取付部 

（Ｐ２－Ａ～Ｐ２－Ｃ） 

 

Ｐ３ 
原子炉格納容器胴とスリーブとの取付部 

（Ｐ３－Ａ～Ｐ３－Ｃ） 

Ｐ４ 
補強板取付部 

（Ｐ４－Ａ～Ｐ４－Ｃ） 
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図 5－1 配管貫通部の応力評価点 

 

Ａ～Ａ矢視図 

P2 B ,  P4 B 

P1 C ,  P3 C 

P1 A ,  P3 A 

P2 C ,  P4 C 

P1 B ,  P3 B 

P2 A ,  P4 A 

P1 B ,  P3 B 

P2 B ,  P4 B 

P2 A ,  P4 A 

P1 A ,  P3 A 

原子炉格納容器内側 原子炉格納容器外側 
Ａ 

Ａ 

スリーブ 
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5.2 計算方針 

5.2.1 原子炉格納容器に作用する荷重による応力 

原子炉格納容器に作用する最高使用圧力(内圧)，最高使用圧力(外圧)，死荷重及び地震

荷重による応力は，添付書類「Ⅴ-2-9-2-1 原子炉格納容器本体の耐震性についての計算

書｣で計算した応力を用いる。 

5.2.2 貫通部に作用する荷重による応力 

貫通部に作用する死荷重，地震荷重による応力は，解析コードＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ

を用いて計算する。 

貫通部番号 及び の計算モデルを図 5－2及び図 5－3 に示す。 

図 5－2 貫通部番号 の解析モデル 
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図 5－3 貫通部番号 の解析モデル 
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表 5－2 解析モデル諸元表 

 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － SGV480 

質量 ｍ０ kg －＊ 

温度条件 Τ ℃ 4.1に記載のとおり

縦弾性係数 Ｅ MPa  

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 図5-2～図5-3に 

記載のとおり 節点数 － 個 

注記 ＊：単位荷重による解析のため，質量は定義不要。 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

配管貫通部の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を

満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅣＡＳに対する応力評価結果を表 6－1に示す。 

表 4－3 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*及びＤ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳの評価に

ついて，それぞれ発生値が高い方の評価を記載している。 

(2) 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅢＡＳに対する応力評価結果を表 6－2に示す。 

表 4－3 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*の評価について評価を記載してい

る。 
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表 6－1 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ又はＤ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

配管貫通部 

X-31 

Ｐ１ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 176 356 ○ ①＊ 

一次＋二次応力 230 393 ○ ①＊ 

Ｐ２ 補強板取付部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 166 387 ○ ①＊ 

一次＋二次応力 226 393 ○ ①＊ 

配管貫通部 

X-34 

Ｐ３ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 176 356 ○ ①＊ 

一次＋二次応力 230 393 ○ ①＊ 

Ｐ４ 補強板取付部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 166 387 ○ ①＊ 

一次＋二次応力 232 393 ○ ①＊ 

注記 ＊：①：Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ / ②：Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*における結果を示す。 
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表 6－2 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

配管貫通部 

X-31 

Ｐ１ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 137 356 ○  

一次＋二次応力 130 393 ○  

Ｐ２ 補強板取付部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 130 356 ○  

一次＋二次応力 130 393 ○  

配管貫通部 

X-34 

Ｐ３ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 137 356 ○  

一次＋二次応力 130 393 ○  

Ｐ４ 補強板取付部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 129 356 ○  

一次＋二次応力 130 393 ○  
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6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

配管貫通部の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値

を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅤＡＳに対する応力評価結果を表 6－3に示す。 

表 4－4 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ及びＤ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ

＋ＳＳの評価について，それぞれ評価基準値に対する発生値の割合が高い方の評価を記載し

ている。 
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表 6－3 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ又はＤ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

配管貫通部 

X-31 

Ｐ１ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 266 348 ○ ①＊ 

一次＋二次応力 346 393 ○ ①＊ 

Ｐ２ 補強板取付部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 258 380 ○ ②＊ 

一次＋二次応力 346 393 ○ ①＊ 

配管貫通部 

X-34 

Ｐ３ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 266 348 ○ ①＊ 

一次＋二次応力 344 393 ○ ①＊ 

Ｐ４ 補強板取付部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 258 380 ○ ②＊ 

一次＋二次応力 350 393 ○ ①＊ 

注記 ＊：①：Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ / ②：Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄにおける結果を示す。 
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1. 概要 

本説明書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度

及び機能維持の設計方針に基づき，ベント管が設計用地震力に対して十分な構造強度を

有していることを説明するものである。その耐震評価はベント管の地震応答解析，応力

評価により行う。

ベント管は設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事故等対処設備

においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以

下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

ベント管の構造計画を表 2－1に示す。 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ベント管上部をダイヤフラム

フロアに固定し，下部には水平

ブレースにて支持している。 

ベント管は内径  mm，板厚

 mm，長さ  mm の管で

できている。 

ベント管の上部には配管破断

時の防護のためジェットデフ

レクタを取付けた構造である。

ベント管詳細図

NT2 補③ Ⅴ-2-9-4-2 R1 

ベント管 

ブレーシング

ベント管

ジェットデフレクタ
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2.2 評価方針

(1) ベント管の応力評価は，東海第二発電所 昭和 48 年 10 月 22 日付け 48 公第 8316

号（既工認）にて認可された実績のある手法を適用する。各荷重による応力は，実

績のある三次元ビームモデルによる有限要素解析手法を適用する。 

(2) 解析コードはＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを用いる。なお，評価に用いる解析コードＭ

ＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-

1 計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3. 形状及び主要寸法 

ベント管の形状及び主要寸法を図 3－1 に示す。 

図 3－1 ベント管の形状及び主要寸法（単位：mm） 

（ 単位：mm ）

ベント管

ジェットデフレクタ

ブレーシング
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4. 設計条件 

4.1 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての最高使用圧力及び最高使用温度 

内圧ＰＤ  173 kPa 

温度ＴＤ  171 ℃ 

(2) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

内圧ＰＳＡＬ  173 kPa （ＳＡ後長期） 

内圧ＰＳＡＬＬ  173 kPa （ＳＡ後長々期） 

温度ＴＳＡＬ  171 ℃ （ＳＡ後長期） 

温度ＴＳＡＬＬ  150 ℃ （ＳＡ後長々期） 

(3) 死荷重

ベント管の自重  

(4) 地震力による荷重 

解析モデルによる固有値解析の結果を表 4-1，図 4-1 及び表 4-2，図 4-2 に示す。 

ベント管の設計震度について，水平方向については，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用

床応答曲線の作成方針」にて設定した応答スペクトルの作成方針に基づき，作成し

た（設計用床応答曲線）表 4－3 及び表 4－5 を用いる。また，鉛直方向については

表 4－4 及び表 4－6 に示す設計震度を用いる。表 4－3～表 4－6 に示す設計震度に

よりベント管に加わる荷重を解析コードＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを使用して計算す

る。計算モデルを図 4－3 に，計算モデルの諸元を表 4-7 に示す。 

(5) 逃がし安全弁作動時荷重 

逃がし安全弁作動時空気泡圧力による荷重としては，気泡差圧による荷重と気泡

速度によるドラッグ力が作用する。 

2 2
max DmaxＰ＝（ΔＰ ）+（Ｐ ）

ここに， 

0 0

1 1

max max
1 1

ΔＰ ＝Ｐ ･Ｒ ･ －
ｒ ｒ ＋ａ

0
0

1

4

2
Dmax D max

γ Ｒ
Ｐ ＝ ･Ｃ ･Ｖ ･

2･ ｒg

Ｐ0max：最大気泡圧力 

Ｒ0：気泡半径 

ｒ1：気泡中心と構造物前面までの距離 

ａ：構造物の厚さ 

Ｖ0max：最大気泡表面速度 

ＣD：ドラッグ係数 

N
T
2

補
③

Ⅴ
-
2
-
9
-
4
-
2

R
1
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γ：比重量 

ｇ：重力加速度 

(6) 冷却材喪失事故時蒸気ブローダウンによる荷重 

ベント管に加わる水平方向荷重 

Ｆ1＝ ･sin(π･t/3) (×103 N) 0≦ｔ≦3 ms 
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表 4－1 固有周期（設計基準対象施設） 

モード
固有周期 

(s) 
卓越方向 

刺激係数 

Ｘ Ｚ 

1 次 水平方向 

2 次 水平方向 

表 4－2 固有周期（重大事故等対処設備） 

モード
固有周期 

(s) 
卓越方向 

刺激係数 

Ｘ Ｚ 

1 次 水平方向 

2 次 水平方向 

3 次 水平方向 

N
T
2

補
③

Ⅴ
-
2
9
-
4
-
2

R
1

1 次モード 2 次モード 

図 4－1 モード変形図（設計基準対象施設） 

1 次モード 3 次モード 2 次モード 

図 4－2 モード変形図（重大事故等対処設備） 
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表 4－3 設計震度（設計用床応答曲線）（設計基準対象施設）

地震動 

設置場所 

及び床面高さ 

(m) 

方向 
減衰定数 

(％) 
備考 

Ｓｄ

原子炉格納容器 

EL.13.523 

ペデスタル 

EL.2.189, 

EL.8.395 及び 

EL.13.198 

水平 0.5＊

水平方向はＸ方向

及びＹ方向の包絡

曲線を用いる。 

ＳＳ

原子炉格納容器 

EL.13.523 

ペデスタル 

EL.2.189, 

EL.8.395 及び 

EL.13.198 

水平 0.5＊

水平方向はＸ方向

及びＹ方向の包絡

曲線を用いる。 

注記 ＊：保温材の無い配管のため 

表 4－4 設計震度（設計基準対象施設）

機器 方向 Ｓｄ ＳＳ

ベント管 鉛直 

N
T
2

補
③

Ⅴ
-
2
-
9
-
4
-
2

R
1
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表 4－5 設計震度（設計用床応答曲線）（重大事故等対処設備）

地震動 

設置場所 

及び床面高さ 

(m) 

方向 
減衰定数 

(％) 
備考 

Ｓｄ

原子炉格納容器 

EL.13.523 

ペデスタル 

EL.2.189, 

EL.8.395 及び 

EL.13.198 

水平 0.5＊

水平方向はＸ方向

及びＹ方向の包絡

曲線を用いる。 

ＳＳ

原子炉格納容器 

EL.13.523 

ペデスタル 

EL.2.189, 

EL.8.395 及び 

EL.13.198 

水平 0.5＊

水平方向はＸ方向

及びＹ方向の包絡

曲線を用いる。 

注記 ＊：保温材の無い配管のため 

表 4－6 設計震度（重大事故等対処設備）

機器 方向 Ｓｄ ＳＳ

ベント管 鉛直 

N
T
2

補
③

Ⅴ
-
2
-
9
-
4
-
2

R
1
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図 4－3 ベント管の計算モデル 

N
T
2

補
③

Ⅴ
-
2
-
9
-
4
-
2

R
1
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表 4－7 解析モデル諸元表 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － SGV480 

質量 ｍ０ kg 

温度条件 Τ ℃ 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 

N
T
2

補
③

Ⅴ
-
2
-
9
-
4
-
2

R
1
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4.2 材料及び許容応力 

(1) 材料 

表 4－8 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

ベント管 SGV49 相当  SGV480＊

注記 ＊：新 JIS を示す。 

(2) 荷重の組合せ及び許容応力 

基準地震動の策定に伴う地震荷重との組合せの評価として，荷重の組合せ及び許

容応力状態のうち，設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－9 に，重大事故等

対処設備の評価に用いるものを表 4－10 に，許容応力状態に対する許容限界につい

て表 4-11 に示す。また，各材料の許容応力状態に対する許容応力のうち，設計基準

対象施設の評価に用いるものを表 4－12 に，重大事故等対処設備の評価に用いるも

のを表 4－13 に示す。 

表4－9 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 

耐震設

計上の

重要度

分類

機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

原子炉 

格納施設 

圧力低減設

備その他の

安全設備 

ベント管 Ｓ 
クラス 

２管 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ
* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

N
T
2

補
③

Ⅴ
-
2
-
9
-
4
-
2

R
1
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表4－10 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

原子炉 

格納施設 

圧力低減設

備その他の

安全設備 

ベント管

常設耐震 

／防止 

常設／緩和 

重大事

故等ク

ラス２

管 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ

＋ＭＳＡＬＬ

＋ＳＳ

ⅤＡＳ 

（Ⅴ Ａ Ｓとし

てⅣ Ａ Ｓの許

容限界を用い

る。） 

Ｄ＋ＰＳＡＬ

＋ＭＳＡＬ

＋Ｓｄ
*

ⅤＡＳ 

（Ⅴ Ａ Ｓとし

てⅣ Ａ Ｓの許

容限界を用い

る。） 

注記 ＊：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設

耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は

常設重大事故緩和設備を示す。

N
T
2

補
③

Ⅴ
-
2
-
9
-
4
-
2

R
1



1
4
 

表4－11 許容限界（クラス２，３管及び重大事故等クラス２管） 

注記 ＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

   ＊2：軸力による全断面平均応力については，許容応力状態ⅢＡＳの一次一般膜応力の許容値の0.8倍の値とする。 

＊3：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)（ただし，Ｓｍは2/3・Ｓｙと読み替

える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

許容応力状態 

許容限界＊1

一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さい方。 

ただし，オーステナイト系ステンレス

鋼及高ニッケル合金については上記

値と1.2・Ｓｈとの大きい方。 

Ｓｙ

ただし，オーステナイト系ステンレス

鋼及高ニッケル合金については上記

値と1.2・Ｓｈとの大きい方。 

Ｓｄ又はＳＳ地震動のみによる疲労解析を行

い，疲労累積係数が1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変

動値が2・Ｓｙ以下であれば疲労解析不要。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の1.5倍の値 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡ

Ｓの許容限界を用

いる。） 

ＳＳ地震動のみによる疲労解析を行い，疲労累

積係数が1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変

動値が2・Ｓｙ以下であれば疲労解析不要。 

NT2 補③ Ⅴ-2-9-4-2 R1 

＊2 ＊3 

＊3 
＊3 
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表 4－12 許容応力（設計基準対象施設） 

(単位：MPa) 

材料 
温度 

（℃）

許容応力

状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力 

Ｐｍ ＰＬ＋Ｐｂ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ

SGV480 171 
ⅢＡＳ － 229 458 

ⅣＡＳ － 380 458 

表4－13 許容応力（重大事故等対処設備） 

(単位：MPa) 

材料 
温度 

（℃）

許容応力

状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力 

Ｐｍ ＰＬ＋Ｐｂ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ

SGV480
150 ＶＡＳ － 381 464 

171 ＶＡＳ － 380 458 

N
T
2

補
③

Ⅴ
-
2
-
9
-
4
-
2

R
1
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5. 応力計算 

5.1 応力評価点 

ベント管の形状及び応力レベルを考慮して設定した応力評価点を表 5－1 に示す。 

表 5－1 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 上部 

Ｐ２ ブレーシング部 

N
T
2

補
③

Ⅴ
-
2
-
9
-
4
-
2

R
1



17 

5.2 計算方針 

ベント管の応力評価は，東海第二発電所 昭和 48 年 10 月 22 日付け 48 公第 8316 号

（既工認）にて認可された実績のある手法を適用する。各荷重によりベント管に生じ

る応力は，解析コードＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを使用して計算する。ベント管の計算モ

デルを図 4－3 に，計算モデルの諸元を表 4-7 に示す。 

N
T
2

補
③

Ⅴ
-
2
-
9
-
4
-
2

R
1
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ベント管の耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震

性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅣＡＳに対する応力評価結果を表 6－1 に示す。 

表 4－9 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳの評価について記載して

いる。 

(2) 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅢＡＳに対する応力評価結果を表 6－2 に示す。 

表 4－9 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ
*の評価について記載して

いる。 

N
T
2

補
③

Ⅴ
-
2
-
9
-
4
-
2

R
1
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表 6－1 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

ベント管 

Ｐ１ 上部 
膜応力＋曲げ応力 139 380 ○  

一次＋二次応力 196 458 ○  

Ｐ２ ブレーシング部 
膜応力＋曲げ応力 291 380 ○  

一次＋二次応力 422 458 ○  

NT2 補③ Ⅴ-2-9-4-2 R1 



2
0
 

表 6－2 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ
*） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

ベント管 

Ｐ１ 上部 
膜応力＋曲げ応力 101 229 ○  

一次＋二次応力 120 458 ○  

Ｐ２ ブレーシング部 
膜応力＋曲げ応力 209 229 ○  

一次＋二次応力 258 458 ○  

NT2 補③ Ⅴ-2-9-4-2 R1 
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6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

ベント管の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価

基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅤＡＳに対する応力評価結果を表 6－3 に示す。 

表 4－10 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ及びＤ＋ＰＳＡ

Ｌ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄの評価について，それぞれ発生値が高い方の評価を記載している。 

N
T
2

補
③

Ⅴ
-
2
-
9
-
4
-
2

R
1



2
2
 

表 6－3 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ又はＤ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

ベント管 

Ｐ１ 上部 
膜応力＋曲げ応力 159 381 ○ ①＊

一次＋二次応力 306 464 ○ ①＊

Ｐ２ ブレーシング部 
膜応力＋曲げ応力 138 381 ○ ①＊

一次＋二次応力 264 464 ○ ①＊

注記 ＊：①：Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ / ②：Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄにおける結果を示す。 

NT2 補③ Ⅴ-2-9-4-2 R1E 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の

設計方針に基づき，非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクが設計用地震力に対して十

分な構造強度を有していることを説明するものである。 

非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクは，設計基準対象施設においてはＳクラス施

設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩

和設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度

評価を示す。 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクの構造計画を表2－1に示す。 



NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-2-3 R1 
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表2－1 構造計画

計 画 の 概 要 
概略構造図 

基礎･支持構造 主体構造 

胴を6個の脚で支

持し，脚をそれ

ぞれ基礎ボルト

で基礎に据え付

ける。 

横置円筒形容器 

6210 

胴 脚 

基礎 

基礎ボルト 

1
8
0
0
（
内
径
）
 

（単位：mm） 
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2.2 評価方針 

非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクの応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の

基本方針 3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基

づき，「2.1 構造計画」にて示す非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクの部位を踏まえ

「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づ

く設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方

法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクの耐震評価フロー 

有限要素法モデルの作成 

応力解析 

非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクの構造強度評価 

解析モデル設定 

理論式による固有周期の算出 

設計用地震力 
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2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建

設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ａ０ 設計・建設規格 PVB-3315に定める値 －

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2

Ａｓ 固定脚の断面積 mm
2

Ａｓ１ 固定脚の長手方向に対する有効せん断断面積 mm
2

Ａｓ２ 固定脚の横方向に対する有効せん断断面積 mm
2

Ｂ０ 設計・建設規格 PVB-3315に定める値 － 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅ’ 設計・建設規格 添付4－2に定める値（＝2.07×105） MPa 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｓｂ ボルト１本あたりに作用するせん断力 N 

Ｆｔｂ ボルト１本あたりに作用する引張力 N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ 脚のせん断弾性係数 MPa

Ｈ 水頭 mm 

ｈ１ 基礎から固定脚の胴付け根部までの高さ mm 

ｈ２ 基礎から胴の中心までの高さ mm 

Ｉｓｘ 固定脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント mm
4

Ｉｓｙ 固定脚の横方向軸に対する断面二次モーメント mm
4

Ｋ 疲労強度減少係数又は応力集中係数 － 

Ｋｃ 固定脚のばね定数（胴の横方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋｅ 繰返しピーク応力強さの割増し係数 － 

Ｋ  固定脚のばね定数（胴の長手方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋｖ 固定脚のばね定数（胴に鉛直力が作用する場合） N/m 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

Ｎ１ Ｓ１に対応する許容繰返し回数 － 

Ｎ２ Ｓ２に対応する許容繰返し回数 － 

Ｎａ 許容繰返し回数 － 

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ｎｃ 実際の繰返し回数 － 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

ｑ 設計・建設規格 PVB-3315に定める値 － 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓ１ 設計・建設規格 付録材料図表 添付4-2.2に定める値 MPa 

Ｓ２ 設計・建設規格 付録材料図表 添付4-2.2に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓａ’ 設計・建設規格 付録材料図表 添付4-2.2に定める値 MPa 

Ｓ  繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓ ’ 補正した繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓｍ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表1に定める値 MPa 

Ｓｎ 一次＋二次応力強さ（＝算出応力） MPa 

Ｓｐ 応力集中係数を考慮した一次＋二次応力強さ MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ

Ｓｙ（ＲＴ） 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

MPa 

Ｔ 胴の温度条件 ℃ 

Ｔｓ 脚の温度条件 ℃ 

Ｔ１ 長手方向固有周期 ｓ 

Ｔ２ 横方向固有周期 ｓ 

Ｔ３ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 固定脚側胴板の厚さ mm 

ｔｅ 固定脚付け根部における胴の有効板厚 mm 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｘ 胴の長手方向一次一般膜応力 MPa 

σ０ｙ 胴の周方向一次一般膜応力 MPa 

σ１ 胴の一次応力の最大値 MPa 

σ１ｘ 胴の長手方向一次応力 MPa 

σ１ｙ 胴の周方向一次応力 MPa 

σ２ 胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σ２ｘ 胴の長手方向一次＋二次応力 MPa 

σ２ｙ 胴の周方向一次＋二次応力 MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｓ１ 脚の一次応力の最大値 MPa 

σｓ１ｘ 脚のシェル要素におけるｘ方向一次応力 MPa 

σｓ１ｙ 脚のシェル要素におけるｙ方向一次応力 MPa 

σｓ２ 脚の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σｓ２ｘ 脚のシェル要素におけるｘ方向一次＋二次応力 MPa 

σｓ２ｙ 脚のシェル要素におけるｙ方向一次＋二次応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τ０ｘｙ 胴の一次一般膜せん断応力 MPa 

τ１ｘｙ 胴の一次せん断応力 MPa 

τ２ｘｙ 胴の一次＋二次せん断応力 MPa 

τｓ１ｘｙ 脚のシェル要素における一次せん断応力 MPa 

τｓ２ｘｙ 脚のシェル要素における一次＋二次せん断応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1

 胴の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

   ＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

   ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

長

さ
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3. 評価部位 

非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度

評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる胴，脚及び基礎ボルトについて実施する。

非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクの耐震評価部位については，表2－1の概略構造図に示

す。 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

容器及び内容物の質量は動の中心軸に集中するものとする。また，水平方向は，脚をはりと

考え，変形モードは脚の曲げ及びせん断変形を考慮する。胴の水平方向及び水平方向及び鉛直

方向は剛とみなす。 

(1) 計算モデル 

本容器は，図4－1，図4－2及び図4－3のような1質点系振動モデルとして考える。 

ｈ１ ｈ２Ｋｃｈ１ Ｋ

ｍ０

ｈ１Ｋｖ

ｍ０ ｍ０

図 4－1 長手方向の固有周期  図 4－2 横方向の固有周期  図 4－3 鉛直方向の固有周期 

計算モデル          計算モデル         計算モデル 

(2) 脚の受ける荷重 

脚の受ける荷重は全ての脚が下端固定構造であるため，機器の運転時質量ｍ０を全ての脚

で受けるものとする。 

(3) 長手方向の固有周期 

図4－1におけるばね定数は次式で求める。 

１

１
3

１

ｓｓｓｙｓ ・ＡＧ

ｈ
＋

・Ｉ12・Ｅ

ｈ

1000
＝Ｋ  （4.1.1）

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π  （4.1.2）

(4) 横方向の固有周期 

図4－2におけるばね定数は次式で求める。 
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２

１１２１１２１２
2

１

ｓｓｓｘｓｓｘｓ

ｃ

・ＡＧ

ｈ
＋

・ＩＥ

／2)－ｈ・(ｈ)・ｈ－ｈ(ｈ
＋

・Ｉ6・Ｅ

)－ｈ・(3・ｈｈ

1000
＝Ｋ

 （4.1.3）

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π  （4.1.4） 

(5) 鉛直方向の固有周期 

図4－3におけるばね定数は次式で求める。 

ｓｓ

ｖ

・ＥＡ

ｈ

1000
＝Ｋ

１
  (4.1.5)

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π

 （4.1.6）

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，「6.1 設計基準対象施設としての評価結果」及

び「6.2 重大事故等対処設備としての評価結果」の機器要目に示す。 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を，表 4－1に示す。計算結果より，剛であることを確認した。 

表 4－1 固有周期(s) 

水平方向 
鉛直方向 

長手方向 横方向 

0.014 0.039 0.004 

Ｋｃ
Ｔ２

Ｔ 3

Ｋｖ
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5. 地震応答解析及び構造強度評価 

5.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 地震力は，容器に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用するものとし，原則として，

強度評価において組合せるものとする。なお，基礎ボルトにおいては，作用する荷重の算出

において組合せるものとする。 

(2) 容器の胴は6個の脚で支持され，脚はそれぞれ基礎に基礎ボルトで取り付ける。 

(3) 胴と脚との取付部において胴の局部変形を考慮する。 

(4) 脚は全脚固定とし，水平方向荷重は全ての脚で受けるものとする。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計

基準対象施設の評価に用いるものを表5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを

表5－2に示す。 

5.2.2 許容応力 

非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクの許容応力を表5－3～表5－4に示す。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクの許容応力評価条件のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表5－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表5－6に示す。 



NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-2-3 R1 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設) 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

非常用ディーゼル発電機 

燃料油デイタンク 
Ｓ 

―＊1

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊1：クラス２，３容器及びクラス２，３支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

   ＊2：Ｓｓと組み合わせ，ⅢＡＳの評価を実施する。 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備) 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

非常用ディーゼル発電機 

燃料油デイタンク 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊2 
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表5－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
   一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さ

い方。 

ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び 

高ニッケル合金について

は上記値と 1.2・Ｓのう

ち大きい方とする。 

左欄の 1.5 倍の値 弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによ

る疲労解析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であ

ること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労

累積係数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要。 

   注記 ＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略す

る。 

＊2：2・Ｓｙを超えるときは弾塑性解析若しくは設計・建設規格 PVB-3300 (PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。）の 

簡易弾塑性解析を用いる。

＊2

＊2 
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表5－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物) 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ft 1.5・fs

ⅣＡＳ 

1.5・ft 1.5・fs
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 

＊＊
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表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴 
SS41＊

(厚さ≦16mm) 
最高使用温度 55 ― 239 391 ― 

脚 周囲環境温度 ― 231 394 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 231 394 ― 

表 5－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴 
SS41＊

(厚さ≦16mm) 
最高使用温度 55 ― 239 391 ― 

脚 周囲環境温度 ― 231 394 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 231 394 ― 
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5.3 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

添付書類「Ｖ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

評価に用いる設計用地震力を表5－7及び表5－8に示す。 

表 5－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平

方向 

鉛直

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

EL. 8.2＊1
0.039 0.004 －＊2 －＊2

ＣＨ＝

1.10 

ＣＶ＝

0.96 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

   ＊2：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。

表 5－8 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平

方向 

鉛直

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

EL. 8.2＊
0.039 0.004 － － 

ＣＨ＝

1.10 

ＣＶ＝

0.96 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 



17 

N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
0
-
1-
2
-
3
 R
0
 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-1
0
-
1-
2
-
3 
R
1
 

5.4 解析モデル及び諸元 

非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクの解析モデルを図5－1に，解析モデルの概要を以

下に示す。また，機器の諸元を表5－9に示す。 

(1) 燃料油デイタンクをシェル要素でモデル化したＦＥＭモデルによって求める。

(2) 拘束条件は，脚を脚底面ボルト位置で変位3(X，Y，Z)方向拘束，脚底面を鉛直(Z)方向フ

リーとする。

(3) 解析コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用し，胴，脚及び基礎ボルトの応力を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅴ-5-5 計

算機プログラム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。

表5－9 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 ｍ０ kg 15000 

温度条件 

（雰囲気温度） 

胴 Τ ℃ 55 

脚 Ｔｓ ℃ 

縦弾性係数 
胴 Ｅ MPa 201000 

脚 Ｅｓ MPa 201000 

ポアソン比 ν － 0.3 

要素数 － 個 23972 

節点数 － 個 23956 
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図5－1 解析モデル 
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5.5 計算方法 

(1) 胴の応力

ＦＥＭ解析結果から得られる各部材（シェル要素）の応力成分より各種応力を算出する。

胴については，以下の式を用いて応力を算出する。

ａ． 一次一般膜 

  (5.5.1) 

ｂ． 一次応力 

  (5.5.2) 

ｃ． 一次＋二次応力 

  (5.5.3) 

表5－10 ＦＥＭ解析による胴の応力成分 

項目 記号 単位 応力値 

胴の長手方向一次一般膜応力 σ０ｘ MPa 26.1 

胴の周方向一次一般膜応力 σ０ｙ MPa 0.7 

胴の一次一般膜せん断応力 τ０ｘｙ MPa 1.2 

胴の長手方向一次応力 σ１ｘ MPa 45.4 

胴の周方向一次応力 σ１ｙ MPa 57.4 

胴の一次せん断応力 τ１ｘｙ MPa 34.0 

胴の長手方向一次＋二次応力 σ２ｘ MPa 257.8 

胴の周方向一次＋二次応力 σ２ｙ MPa 514.9 

胴の一次＋二次せん断応力 τ２ｘｙ MPa 126.7 

σ１ ＝

σ０ ＝ ・  (σ０ｘ＋σ０ｙ)＋ (σ０ｘ－σ０ｙ)２ ＋ 4・τ０ｘｙ２
1 

2 

・  (σ１ｘ＋σ１ｙ)＋ (σ１ｘ－σ１ｙ)２ ＋ 4・τ１ｘｙ２
1 

2 

σ２ ＝ ・  (σ２ｘ＋σ２ｙ)＋ (σ２ｘ－σ２ｙ)２ ＋ 4・τ２ｘｙ２
1 

2 
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(2) 脚の応力

ＦＥＭ解析結果から得られる各部材（シェル要素）の応力成分より各種応力を算出する。

脚については，以下の式を用いて応力を算出する。

ａ． 一次応力 

  (5.5.4) 

ｂ． 一次＋二次応力 

  (5.5.5) 

表5－11 ＦＥＭ解析による脚の応力成分 

項目 記号 単位 応力値 

脚のシェル要素におけるｘ方向一次応力 σｓ１ｘ MPa 39.8 

脚のシェル要素におけるｙ方向一次応力 σｓ１ｙ MPa 122.4 

脚のシェル要素における一次せん断応力 τｓ１ｘｙ MPa 23.6 

脚のシェル要素におけるｘ方向一次＋二次応力 σｓ２ｘ MPa 125.2 

脚のシェル要素におけるｙ方向一次＋二次応力 σｓ２ｙ MPa 533.2 

脚のシェル要素における一次＋二次せん断応力 τｓ２ｘｙ MPa 43.6 

σｓ２ ＝

σｓ１ ＝ ・  (σｓ１ｘ＋σｓ 1ｙ)＋ (σｓ１ｘ－σｓ１ｙ)２ ＋ 4・τｓ１ｘｙ２
1 

2 

・  (σｓ２ｘ＋σｓ２ｙ)＋ (σｓ２ｘ－σｓ２ｙ)２ ＋ 4・τｓ２ｘｙ２
1 

2 
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(3) 基礎ボルトの応力

ＦＥＭ解析結果から得られる基礎ボルト固定位置における最大荷重を用いて，各種応力を

算出する。 

基礎ボルトについては，以下の式を用いて応力を算出する。 

ａ． 引張応力 

  (5.5.6) 

ｂ． せん断応力 

  (5.5.7) 

表5－12 ＦＥＭ解析による基礎ボルトの最大荷重 

項目 記号 単位 荷重値 

ボルト１本あたりに作用する引張力 Ｆｔｂ N 3.875×104

ボルト１本あたりに作用するせん断力 Ｆｓｂ N 5.072×104

5.6 計算条件 

応力解析に用いる自重（胴，脚及び基礎ボルト）は，本計算書の【非常用ディーゼル発電機

燃料油デイタンクの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

Ｆｓｂ

Ａｂ

Ｆｔｂ

Ａｂ

τｂ ＝

σｂ ＝
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5.7 応力の評価 

5.7.1 胴及び脚の応力評価 

5.5項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度及び脚の周囲環境温度における許容応力

Ｓａ以下であること。ただし，Ｓａは5.5.2項 表5－3による。 

5.7.2 基礎ボルトの応力評価 

5.5項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ｔｓf 以下であ

ること。ただし，ƒｔｏ は下表による。

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] (5.7.2.1) 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ 以下であ

ること。ただし，ƒｓｂ は下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ

・1.5
2

Ｆ
・1.5
2

Ｆ

許容せん断応力 

ƒｓｂ

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ

＊
＊
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5.8 疲労解析評価 

胴及び脚の応力評価において，一次応力と二次応力の和の変動値が設計降伏点Ｓｙの 2 倍を

上回る場合には，設計・建設規格 PVB-3300 に規定された簡易弾塑性評価方法に基づき，疲

労解析評価を実施する。 

なお，疲労解析評価に用いる実際の繰返し回数Ｎｃは 160 回とする。 

(1) 応力集中係数を考慮した一次＋二次応力強さ

応力集中係数を考慮した一次＋二次応力強さＳｐを次式により求める。

Ｓｐ＝Ｓｎ・Ｋ (5.8.1) 

ここで，応力集中係数Ｋは，理論的に求めた値または表 5－13 に示す値を使用し，解析を

実施する。 

表 5－13 疲労強度減少係数または応力集中係数 

容器の部分 
疲労強度減少係数 

または応力集中係数 

局部的な構造上の不連続部 5 

ボルトのねじ部 4 

容器のラグ，ブラケット等の取付物（強め材，支持構

造物及び炉心支持構造物を除く）を取り付けるすみ肉

溶接部 

4 

(2) 繰返しピーク応力強さ

繰返しピーク応力強さＳ を次式により求める。

(5.8.2) 

ここで，繰返しピーク応力強さの割増し係数Ｋｅは，次の手順で求める。 

a. Ｋ＜Ｂ０の場合

(a)   Ａ０ Ａ０

 Ｓｎ Ｋ Ｋ 

3・Ｓｍ 2・Ａ０

(5.8.3) 

Ｋｅ・Ｓｐ

2 

Ｓｎ 1 

3・Ｓｍ  Ｋ
－Ｋｅ＝Ｋｅ＊＝ 1＋Ａ０・

Ｓ ＝

＜

－ －4・Ａ０・(ｑ－1）ｑ＋ －1
2

ｑ＋ －1
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(b)  Ａ０ Ａ０

 Ｓｎ Ｋ Ｋ 

3・Ｓｍ 2・Ａ０

(5.8.4) 

b. Ｋ≧Ｂ０の場合

(a) 1 

 Ｓｎ Ｋ 

3・Ｓｍ  ａ 

(5.8.5) 

(b) 1 

 Ｓｎ Ｋ 

3・Ｓｍ  ａ 

(5.8.6) 

ここで， 

(5.8.7) 

(5.8.8) 

また，ｑ，Ａ０及びＢ０を表 5－14 に示す。 

表 5－14 ｑ，Ａ０及びＢ０の値 

材料の種類 ｑ Ａ０ Ｂ０

低合金鋼 3.1 1.0 1.25 

マルテンサイト系ステンレス鋼 3.1 1.0 1.25 

炭素鋼 3.1 0.66 2.59 

オーステナイト系ステンレス鋼 3.1 0.7 2.15 

高ニッケル合金 3.1 0.7 2.15 

1 

Ｋ 

1 

Ｋ 
Ａ０・ 1 － ＋(ｑ－1)－2・ Ａ０・ 1 － ・(ｑ－1)

1 

Ｋ 

Ｓｎ

3・Ｓｍ

≧

－ －4・Ａ０・（ｑ－1）ｑ＋ －1
2

ｑ＋ －1

’

＋Ａ０・ 1 － ＋1－ａＫｅ＝Ｋｅ＊＊＝ ａ・

Ｋｅ＝Ｋｅ ＝ 1＋(ｑ－1 )・ 1 －
3・Ｓｍ

Ｓｎ

＜

(ｑ－1)－ ・(ｑ－1)Ａ０・ 1 －

≧

(ｑ－1)－ ・(ｑ－1)Ａ０・ 1 －

Ｓｐ

Ｓｎ
Ｋ ＝

ａ＝

Ｋｅ＝Ｋｅ ＝ 1＋(ｑ－1 )・ 1 －
3・Ｓｍ

Ｓｎ

’
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(3) 繰返しピーク応力強さの補正

縦弾性係数比を考慮し，繰返しピーク応力強さＳ を次式で補正する。

(5.8.9) 

(4) 許容繰返し回数

許容繰返し回数Ｎａは次式により求める。

(5.8.10) 

(5) 疲労累積係数

疲労累積係数Ｕｆが次式を満足することを確認する。

(5.8.11) 

Ｎ１

Ｎ２

log Ｓ２／Ｓａ’

log Ｓ２／Ｓ１

Ｎａ＝ Ｎ２・

Ｓ ・Ｅ’ 

Ｅ
Ｓ ’＝

Σ
k

i=1

Ｎｃ（ｉ）

Ｎａ（ｉ）
Ｕｆ＝ ≦ 1.0
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを確認した。（一次＋二次応力については許容応力を超える結果となるが，一次＋二次

＋ピーク応力が疲労解析評価により許容値以下となることを確認した。） 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。なお，弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的震度は

基準地震動Ｓｓを下回っており，基準地震動Ｓｓによる発生値が，弾性設計用地震動Ｓｄ又

は静的震度に対する評価における許容限界を満足するため，弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による発生値の算出を省略した。 

6.2  重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

を有していることを確認した。（一次＋二次応力については許容応力を超える結果となるが，

一次＋二次＋ピーク応力が疲労解析評価により許容値以下となることを確認した。） 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【非常用ディーゼル発電機燃料油デイタンクの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ 

 (m) 

固有周期 (s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 Ｓｓ

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 

燃料油デイタンク 
Ｓ 

原子炉建屋 

EL. 8.2＊1
0.039 0.004 －＊2 －＊2 ＣＨ＝1.10 ＣＶ＝0.96 静水頭 55 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

 ＊2：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

1.2 機 器 要 目

ｍ０

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ

(mm) 

ｔｅ

(mm) 

Ｈ

（mm） 

Ｉｓｘ

(mm4) 

Ｉｓｙ

(mm4) 

15000 1800 9.0 12.0 1604 7.912×108 1.317×109

ＡＳ

（mm2） 

Ｅ 

（MPa） 

ＥＳ

（MPa） 

ＧＳ

（MPa） 

ＡＳ１

（mm2） 

ＡＳ２

（mm2）
ｎ 

Ａｂ

（mm2） 

8.333×104 201000 201000 77300 2.840×104 5.085×104 6 
706.9 

（M30） 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｙ（脚）

（MPa） 

Ｓｕ（脚）

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

239 391 231 394 231 394 231 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊

＊2 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 

＊1 ＊2 
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1.3 計算数値 

1.3.1 胴に生じる応力  （単位：MPa） 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 － σ０ ＝ 27 

一 次 － σ１ ＝ 86 

一次＋二次 － σ２ ＝ 567 

1.3.2 脚に生じる応力  （単位：MPa） 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一 次 － σＳ１ ＝ 129 

一次＋二次 － σＳ２ ＝ 538 

1.3.3 基礎ボルトに生じる応力  （単位：MPa） 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

引 張 り － σｂ ＝ 55 

せ ん 断 － τｂ ＝ 72 



3
0
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1.4 結論 

1.4.1 応力                                                                               （単位：MPa） 

すべて許容応力以下である。                        注記 ＊1：基準地震動Ｓｓによる算出値 

 ＊2：ƒ ｔｓ＝Min[1.4・ƒ ｔｏ－1.6・τｂ， ƒ ｔｏ]より算出 

部 材 材 料 応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

算出応力＊1 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SS41 

一次一般膜 σ０ ＝ 27 Ｓａ ＝ 235 σ０ ＝ 27 Ｓａ ＝ 235 

一 次 σ１ ＝ 86 Ｓａ ＝ 352 σ１ ＝ 86 Ｓａ ＝ 352 

一次＋二次 σ２ ＝ 567 Ｓａ ＝ 478 σ２ ＝ 567 Ｓａ ＝ 478 

一次＋二次 

＋ピーク 

[疲労累積係数] 

0.62 

[疲労累積係数] 

≦1.0 

[疲労累積係数] 

0.62 

[疲労累積係数] 

≦1.0 

脚 

一 次 σＳ１ ＝ 129 Ｓａ ＝ 346 σＳ１ ＝ 129 Ｓａ ＝ 355 

一次＋二次 σＳ２ ＝ 538 Ｓａ ＝ 462 σＳ２ ＝ 538 Ｓａ ＝ 462 

一次＋二次 

＋ピーク 

[疲労累積係数] 

0.23 

[疲労累積係数] 

≦1.0 

[疲労累積係数] 

0.23 

[疲労累積係数] 

≦1.0 

基礎ボルト 

引 張 り σｂ ＝ 55 ƒ ｔｓ ＝ 127＊2 σｂ ＝ 55 ƒ ｔｓ ＝ 174＊2

せ ん 断 τｂ ＝ 72 ƒ ｓｂ ＝ 133 τｂ ＝ 72 ƒ ｓｂ ＝ 159 
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2. 重大事故等対処設備  

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

 (m) 

固有周期 (s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 Ｓｓ

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ディーゼル発電機 

燃料油デイタンク 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

EL. 8.2＊
0.039 0.004 － － ＣＨ＝1.10 ＣＶ＝0.96 静水頭 55 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機 器 要 目

ｍ０

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ

(mm) 

ｔｅ

(mm) 

Ｈ

（mm） 

Ｉｓｘ

(mm4) 

Ｉｓｙ 

(mm4) 

15000 1800 9.0 12.0 1604 7.912×108 1.317×109

ＡＳ

（mm2） 

Ｅ 

（MPa） 

ＥＳ

（MPa） 

ＧＳ 

（MPa） 
ＡＳ１

（mm2） 

ＡＳ２ 

（mm2）
ｎ 

Ａｂ

（mm2） 

8.333×104 201000 201000 77300 2.840×104 5.085×104 6 
706.9 

（M30） 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｙ（脚）

（MPa） 

Ｓｕ（脚）

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

239 391 231 394 231 394 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊

＊2 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 

＊1 ＊2 
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2.3 計算数値 

2.3.1 胴に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 － σ０ ＝ 27 

一 次 － σ１ ＝ 86 

一次＋二次 － σ２ ＝ 567 

2.3.2 脚に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一 次 － σＳ１ ＝ 129 

一次＋二次 － σＳ２ ＝ 538 

2.3.3 基礎ボルトに生じる応力                     （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

引 張 り － σｂ ＝ 55 

せ ん 断 － τｂ ＝ 72 
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2.4 結論 

2.4.1 応力                                                                           （単位：MPa） 

すべて許容応力以下である。                        注記 ＊：ƒ ｔｓ＝Min[1.4・ƒ ｔｏ－1.6・τｂ， ƒ ｔｏ]より算出 

部 材 材 料 応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SS41 

一次一般膜 － － σ０ ＝ 27 Ｓａ ＝ 235 

一 次 － － σ１ ＝ 86 Ｓａ ＝ 352 

一次＋二次 － － σ２ ＝ 567 Ｓａ ＝ 478 

一次＋二次 

＋ピーク 
－ － 

[疲労累積係数] 

0.62 

[疲労累積係数] 

≦1.0 

脚 

一 次 － － σＳ１ ＝ 129 Ｓａ ＝ 355 

一次＋二次 － － σＳ２ ＝ 538 Ｓａ ＝ 462 

一次＋二次 

＋ピーク 
－ － 

[疲労累積係数] 

0.23 

[疲労累積係数] 

≦1.0 

基礎ボルト 

引 張 り － － σｂ ＝ 55 ƒ ｔｓ ＝ 174＊

せ ん 断 － － τｂ ＝ 72 ƒ ｓｂ ＝ 159 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の

設計方針に基づき，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクが設計用地震

力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクは，設計基準対象施設において

はＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常

設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備とし

ての構造強度評価を示す。 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの構造計画を表2－1に示す。 
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表2－1 構造計画

計 画 の 概 要 
概略構造図 

基礎･支持構造 主体構造 

胴を4個の脚で支

持し，脚をそれ

ぞれ基礎ボルト

で基礎に据え付

ける。 

横置円筒形容器 

3560 

胴 脚 

基礎 
基礎ボルト 

1
8
0
0
（
内
径
）
 

（単位：mm） 
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2.2 評価方針 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 

機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許

容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デ

イタンクの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて

算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構

造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

図 2－1 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの耐震評価フロー 

有限要素法モデルの作成 

応力解析 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの構造強度評価

解析モデル設定 

理論式による固有周期の算出 

設計用地震力 
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2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建

設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2

Ａｓ 固定脚の断面積 mm
2

Ａｓ１ 固定脚の長手方向に対する有効せん断断面積 mm
2

Ａｓ２ 固定脚の横方向に対する有効せん断断面積 mm
2

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｓｂ ボルト１本あたりに作用するせん断力 N 

Ｆｔｂ ボルト１本あたりに作用する引張力 N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ 脚のせん断弾性係数 MPa

Ｈ 水頭 mm 

ｈ１ 基礎から固定脚の胴付け根部までの高さ mm 

ｈ２ 基礎から胴の中心までの高さ mm 

Ｉｓｘ 固定脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント mm
4

Ｉｓｙ 固定脚の横方向軸に対する断面二次モーメント mm
4

Ｋｃ 固定脚のばね定数（胴の横方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋ  固定脚のばね定数（胴の長手方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋｖ 固定脚のばね定数（胴に鉛直力が作用する場合） N/m 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ

Ｓｙ（ＲＴ） 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

MPa 

Ｔ 胴の温度条件 ℃ 

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ｔｓ 脚の温度条件 ℃ 

Ｔ１ 長手方向固有周期 ｓ 

Ｔ２ 横方向固有周期 ｓ 

Ｔ３ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 固定脚側胴板の厚さ mm 

ｔｅ 固定脚付け根部における胴の有効板厚 mm 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｘ 胴の長手方向一次一般膜応力 MPa 

σ０ｙ 胴の周方向一次一般膜応力 MPa 

σ１ 胴の一次応力の最大値 MPa 

σ１ｘ 胴の長手方向一次応力 MPa 

σ１ｙ 胴の周方向一次応力 MPa 

σ２ 胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σ２ｘ 胴の長手方向一次＋二次応力 MPa 

σ２ｙ 胴の周方向一次＋二次応力 MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｓ１ 脚の一次応力の最大値 MPa 

σｓ１ｘ 脚のシェル要素におけるｘ方向一次応力 MPa 

σｓ１ｙ 脚のシェル要素におけるｙ方向一次応力 MPa 

σｓ２ 脚の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σｓ２ｘ 脚のシェル要素におけるｘ方向一次＋二次応力 MPa 

σｓ２ｙ 脚のシェル要素におけるｙ方向一次＋二次応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τ０ｘｙ 胴の一次一般膜せん断応力 MPa 

τ１ｘｙ 胴の一次せん断応力 MPa 

τ２ｘｙ 胴の一次＋二次せん断応力 MPa 

τｓ１ｘｙ 脚のシェル要素における一次せん断応力 MPa 

τｓ２ｘｙ 脚のシェル要素における一次＋二次せん断応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1

 胴の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

   ＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

   ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

長

さ
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3. 評価部位

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの耐震評価は，「4.1 地震応答解析

及び構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる胴，脚及び基礎ボルトにつ

いて実施する。高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの耐震評価部位について

は，表2－1の概略構造図に示す。 

4. 固有周期

4.1 固有周期の計算方法 

容器及び内容物の質量は動の中心軸に集中するものとする。また，水平方向は，脚をはりと

考え，変形モードは脚の曲げ及びせん断変形を考慮する。胴の水平方向及び水平方向及び鉛直

方向は剛とみなす。 

(1) 計算モデル

本容器は，図4－1，図4－2及び図4－3のような1質点系振動モデルとして考える。

ｈ１ ｈ２Ｋｃｈ１ Ｋ

ｍ０

ｈ１Ｋｖ

ｍ０ ｍ０

図 4－1 長手方向の固有周期  図 4－2 横方向の固有周期 図 4－3 鉛直方向の固有周期 

計算モデル  計算モデル  計算モデル 

(2) 脚の受ける荷重

脚の受ける荷重は全ての脚が下端固定構造であるため，機器の運転時質量ｍ０を全ての脚

で受けるものとする。 

(3) 長手方向の固有周期

図4－1におけるばね定数は次式で求める。

１

１
3

１

ｓｓｓｙｓ ・ＡＧ

ｈ
＋

・Ｉ12・Ｅ

ｈ

1000
＝Ｋ  （4.1.1）

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π  （4.1.2）

(4) 横方向の固有周期

図4－2におけるばね定数は次式で求める。
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２

１１２１１２１２
2

１

ｓｓｓｘｓｓｘｓ

ｃ

・ＡＧ

ｈ
＋

・ＩＥ

／2)－ｈ・(ｈ)・ｈ－ｈ(ｈ
＋

・Ｉ6・Ｅ

)－ｈ・(3・ｈｈ

1000
＝Ｋ

 （4.1.3）

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π  （4.1.4） 

(5) 鉛直方向の固有周期 

図4－3におけるばね定数は次式で求める。 

ｓｓ

ｖ

・ＥＡ

ｈ

1000
＝Ｋ

１
  (4.1.5)

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π

 （4.1.6）

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，「6.1 設計基準対象施設としての評価結果」及

び「6.2 重大事故等対処設備としての評価結果」の機器要目に示す。 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を，表 4-1に示す。計算結果より，剛であることを確認した。 

表 4-1 固有周期(s) 

水平方向 
鉛直方向 

長手方向 横方向 

0.013 0.037 0.004 

Ｋｃ
Ｔ２

Ｔ 3

Ｋｖ
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5. 地震応答解析及び構造強度評価

5.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 地震力は，容器に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用するものとし，原則として，

強度評価において組合せるものとする。なお，基礎ボルトにおいては，作用する荷重の算出

において組合せるものとする。 

(2) 容器の胴は4個の脚で支持され，脚はそれぞれ基礎に基礎ボルトで取り付ける。

(3) 胴と脚との取付部において胴の局部変形を考慮する。

(4) 脚は全脚固定とし，水平方向荷重は全ての脚で受けるものとする。

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの荷重の組合せ及び許容応力状

態のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表5－1に，重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表5－2に示す。 

5.2.2 許容応力 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの許容応力を表5－3～表5－4に

示す。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの許容応力評価条件のうち設計

基準対象施設の評価に用いるものを表5－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを

表5－6に示す。 



NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-3-3 R1 

1
1
 

表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設) 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

燃料油デイタンク 

Ｓ 
―＊1

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊1：クラス２，３容器及びクラス２，３支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

   ＊2：Ｓｓと組み合わせ，ⅢＡＳの評価を実施する。 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備) 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

燃料油デイタンク 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊2 
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表5－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
   一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さ

い方。 

ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び 

高ニッケル合金について

は上記値と 1.2・Ｓのう

ち大きい方とする。 

左欄の 1.5 倍の値 弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによ

る疲労解析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であ

ること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労

累積係数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要。 

   注記 ＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略す

る。 

＊2：2・Ｓｙを超えるときは弾塑性解析若しくは設計・建設規格 PVB-3300 (PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。）の 

簡易弾塑性解析を用いる。

＊2

＊2 
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表5－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物) 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ft 1.5・fs

ⅣＡＳ 

1.5・ft 1.5・fs
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 

＊＊



NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-3-3 R1 

1
4
 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴 
SS41＊

(厚さ≦16mm) 
最高使用温度 55 ― 239 391 ― 

脚 周囲環境温度 ― 231 394 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 231 394 ― 

表 5－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴 
SS41＊

(厚さ≦16mm) 
最高使用温度 55 ― 239 391 ― 

脚 周囲環境温度 ― 231 394 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 231 394 ― 
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5.3 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

添付書類「Ｖ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

評価に用いる設計用地震力を表5－7及び表5－8に示す。 

表 5－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平

方向 

鉛直

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

EL. 8.2＊1
0.037 0.004 －＊2 －＊2

ＣＨ＝

1.10 

ＣＶ＝

0.96 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

表 5－8 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平

方向 

鉛直

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

EL. 8.2＊
0.037 0.004 － － 

ＣＨ＝

1.10 

ＣＶ＝

0.96 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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5.4 解析モデル及び諸元 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの解析モデルを図5－1に，解析モデ

ルの概要を以下に示す。また，機器の諸元を表5－9に示す。

(1) 燃料油デイタンクをシェル要素でモデル化したＦＥＭモデルによって求める。

(2) 拘束条件は，脚を脚底面ボルト位置で変位3(X，Y，Z)方向拘束，脚底面を鉛直(Z)方向フ

リーとする。

(3) 解析コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用し，胴，脚及び基礎ボルトの応力を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅴ-5-5 計

算機プログラム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。

表5－9 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 ｍ０ kg 8660 

温度条件 

（雰囲気温度） 

胴 Τ ℃ 55 

脚 Ｔｓ ℃ 

縦弾性係数 
胴 Ｅ MPa 201000 

脚 Ｅｓ MPa 201000 

ポアソン比 ν － 0.3 

要素数 － 個 16428 

節点数 － 個 16418 
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図5－1 解析モデル 
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5.5 計算方法 

(1) 胴の応力

ＦＥＭ解析結果から得られる各部材（シェル要素）の応力成分より各種応力を算出する。

胴については，以下の式を用いて応力を算出する。

ａ． 一次一般膜 

  (5.5.1) 

ｂ． 一次応力 

  (5.5.2) 

ｃ． 一次＋二次応力 

  (5.5.3) 

表5－10 ＦＥＭ解析による胴の応力成分 

項目 記号 単位 応力値 

胴の長手方向一次一般膜応力 σ０ｘ MPa 9.2 

胴の周方向一次一般膜応力 σ０ｙ MPa 0.8 

胴の一次一般膜せん断応力 τ０ｘｙ MPa 0.0 

胴の長手方向一次応力 σ１ｘ MPa 27.5 

胴の周方向一次応力 σ１ｙ MPa 33.6 

胴の一次せん断応力 τ１ｘｙ MPa 21.0 

胴の長手方向一次＋二次応力 σ２ｘ MPa 162.7 

胴の周方向一次＋二次応力 σ２ｙ MPa 325.7 

胴の一次＋二次せん断応力 τ２ｘｙ MPa 80.2 

σ１ ＝

σ０ ＝ ・  (σ０ｘ＋σ０ｙ)＋ (σ０ｘ－σ０ｙ)２ ＋ 4・τ０ｘｙ２
1 

2 

・  (σ１ｘ＋σ１ｙ)＋ (σ１ｘ－σ１ｙ)２ ＋ 4・τ１ｘｙ２
1 

2 

σ２ ＝ ・  (σ２ｘ＋σ２ｙ)＋ (σ２ｘ－σ２ｙ)２ ＋ 4・τ２ｘｙ２
1 

2 
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(2) 脚の応力

ＦＥＭ解析結果から得られる各部材（シェル要素）の応力成分より各種応力を算出する。

脚については，以下の式を用いて応力を算出する。

ａ． 一次応力 

  (5.5.4) 

ｂ． 一次＋二次応力 

  (5.5.5) 

表5－11 ＦＥＭ解析による脚の応力成分 

項目 記号 単位 応力値 

脚のシェル要素におけるｘ方向一次応力 σｓ１ｘ MPa 78.4 

脚のシェル要素におけるｙ方向一次応力 σｓ１ｙ MPa 0.5 

脚のシェル要素における一次せん断応力 τｓ１ｘｙ MPa 0.5 

脚のシェル要素におけるｘ方向一次＋二次応力 σｓ２ｘ MPa 77.7 

脚のシェル要素におけるｙ方向一次＋二次応力 σｓ２ｙ MPa 328.8 

脚のシェル要素における一次＋二次せん断応力 τｓ２ｘｙ MPa 27.5 

σｓ２ ＝

σｓ１ ＝ ・  (σｓ１ｘ＋σｓ 1ｙ)＋ (σｓ１ｘ－σｓ１ｙ)２ ＋ 4・τｓ１ｘｙ２
1 

2 

・  (σｓ２ｘ＋σｓ２ｙ)＋ (σｓ２ｘ－σｓ２ｙ)２ ＋ 4・τｓ２ｘｙ２
1 

2 
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(3) 基礎ボルトの応力

ＦＥＭ解析結果から得られる基礎ボルト固定位置における最大荷重を用いて，各種応力を

算出する。 

基礎ボルトについては，以下の式を用いて応力を算出する。 

ａ． 引張応力 

  (5.5.6) 

ｂ． せん断応力 

  (5.5.7) 

表5－12 ＦＥＭ解析による基礎ボルトの最大荷重 

項目 記号 単位 荷重値 

ボルト１本あたりに作用する引張力 Ｆｔｂ N 2.069×104

ボルト１本あたりに作用するせん断力 Ｆｓｂ N 3.131×104

5.6 計算条件 

応力解析に用いる自重（胴，脚及び基礎ボルト）は，本計算書の【高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機燃料油デイタンクの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

Ｆｓｂ

Ａｂ

Ｆｔｂ

Ａｂ

τｂ ＝

σｂ ＝
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5.7 応力の評価 

5.7.1 胴及び脚の応力評価 

5.5項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度及び脚の周囲環境温度における許容応力

Ｓａ以下であること。ただし，Ｓａは5.5.2項 表5－3による。 

5.7.2 基礎ボルトの応力評価 

5.5項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ｔｓf 以下であ

ること。ただし，ƒｔｏ は下表による。

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] (5.7.2.1) 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ 以下であ

ること。ただし，ƒｓｂ は下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ

・1.5
2

Ｆ
・1.5
2

Ｆ

許容せん断応力 

ƒｓｂ

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ

＊
＊
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの設計基準対象施設としての耐震評

価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強

度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。なお，弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的震度は

基準地震動Ｓｓを下回っており，基準地震動Ｓｓによる発生値が，弾性設計用地震動Ｓｄ又

は静的震度に対する評価における許容限界を満足するため，弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による発生値の算出を省略した。 

6.2  重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの重大事故等時の状態を考慮した場

合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十

分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料油デイタンクの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ 

 (m) 

固有周期 (s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 Ｓｓ

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

燃料油デイタンク 

Ｓ 
原子炉建屋 

EL. 8.2＊1
0.037 0.004 －＊2 －＊2 ＣＨ＝1.10 ＣＶ＝0.96 静水頭 55 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

 ＊2：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

1.2 機 器 要 目

ｍ０

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ

(mm) 

ｔｅ

(mm) 

Ｈ

（mm） 

Ｉｓｘ

(mm4) 

Ｉｓｙ

(mm4) 

8660 1800 9.0 12.0 1604 5.274×108 8.778×108

ＡＳ

（mm2） 

Ｅ 

（MPa） 

ＥＳ

（MPa） 

ＧＳ

（MPa） 

ＡＳ１

（mm2） 

ＡＳ２

（mm2）
ｎ 

Ａｂ

（mm2） 

5.555×104 201000 201000 77300 1.893×104 3.390×104 4 
706.9 

（M30） 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｙ（脚）

（MPa） 

Ｓｕ（脚）

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

239 391 231 394 231 394 231 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出

＊

＊2 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 

＊1 ＊2 



NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-3-3 R1 

2
4
 

1.3 計算数値 

1.3.1 胴に生じる応力  （単位：MPa） 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 － σ０ ＝ 10 

一 次 － σ１ ＝ 52 

一次＋二次 － σ２ ＝ 359 

1.3.2 脚に生じる応力  （単位：MPa） 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一 次 － σＳ１ ＝ 79 

一次＋二次 － σＳ２ ＝ 332 

1.3.3 基礎ボルトに生じる応力  （単位：MPa） 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

引 張 り － σｂ ＝ 30 

せ ん 断 － τｂ ＝ 45 



2
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NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-3-3 R1 

1.4 結論 

1.4.1 応力  （単位：MPa） 

すべて許容応力以下である。 注記 ＊1：基準地震動Ｓｓによる算出値 

＊2：ƒ ｔｓ＝Min[1.4・ƒ ｔｏ－1.6・τｂ， ƒ ｔｏ]より算出

部 材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

算出応力＊1 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SS41 

一次一般膜 σ０ ＝ 10 Ｓａ ＝ 235 σ０ ＝ 10 Ｓａ ＝ 235 

一 次 σ１ ＝ 52 Ｓａ ＝ 352 σ１ ＝ 52 Ｓａ ＝ 352 

一次＋二次 σ２ ＝ 359 Ｓａ ＝ 478 σ２ ＝ 359 Ｓａ ＝ 478 

脚 

一 次 σＳ１ ＝ 79 Ｓａ ＝ 346 σＳ１ ＝ 79 Ｓａ ＝ 355 

一次＋二次 σＳ２ ＝ 332 Ｓａ ＝ 462 σＳ２ ＝ 332 Ｓａ ＝ 462 

基礎ボルト 

引 張 り σｂ ＝ 30 ƒ ｔｓ ＝ 130＊2 σｂ ＝ 30 ƒ ｔｓ ＝ 177＊2

せ ん 断 τｂ ＝ 45 ƒ ｓｂ ＝ 133 τｂ ＝ 45 ƒ ｓｂ ＝ 159 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

 (m) 

固有周期 (s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 Ｓｓ

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

燃料油デイタンク 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

EL. 8.2＊
0.037 0.002 － － ＣＨ＝1.10 ＣＶ＝0.96 静水頭 55 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機 器 要 目

ｍ０

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ

(mm) 

ｔｅ

(mm) 

Ｈ

（mm） 

Ｉｓｘ

(mm4) 

Ｉｓｙ

(mm4) 

8660 1800 9.0 12.0 1604 5.274×108 8.778×108

ＡＳ

（mm2） 

Ｅ 

（MPa） 

ＥＳ

（MPa） 

ＧＳ

（MPa） 
ＡＳ１

（mm2） 

ＡＳ２

（mm2）
ｎ 

Ａｂ

（mm2） 

5.555×104 201000 201000 77300 1.893×104 3.390×104 4 
706.9 

（M30） 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｙ（脚）

（MPa） 

Ｓｕ（脚）

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

239 391 231 394 231 394 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊

＊2 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 

＊1 ＊2 
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2.3 計算数値 

2.3.1 胴に生じる応力  （単位：MPa） 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 － σ０ ＝ 10 

一 次 － σ１ ＝ 52 

一次＋二次 － σ２ ＝ 359 

2.3.2 脚に生じる応力  （単位：MPa） 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

一 次 － σＳ１ ＝ 79 

一次＋二次 － σＳ２ ＝ 332 

2.3.3 基礎ボルトに生じる応力  （単位：MPa） 

応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ

発 生 応 力 発 生 応 力 

引 張 り － σｂ ＝ 30 

せ ん 断 － τｂ ＝ 45 
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NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-3-3 R1E 

2.4 結論 

2.4.1 応力 （単位：MPa） 

すべて許容応力以下である。 注記 ＊：ƒ ｔｓ＝Min[1.4・ƒ ｔｏ－1.6・τｂ， ƒ ｔｏ]より算出

部 材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SS41 

一次一般膜 － － σ０ ＝ 10 Ｓａ ＝ 235 

一 次 － － σ１ ＝ 52 Ｓａ ＝ 352 

一次＋二次 － － σ２ ＝ 359 Ｓａ ＝ 478 

脚 

一 次 － － σＳ１ ＝ 79 Ｓａ ＝ 355 

一次＋二次 － － σＳ２ ＝ 332 Ｓａ ＝ 462 

基礎ボルト 

引 張 り － － σｂ ＝ 30 ƒ ｔｓ ＝ 177＊

せ ん 断 － － τｂ ＝ 45 ƒ ｓｂ ＝ 159 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度

及び機能維持の設計方針に基づき，ダイヤフラム・フロアが設計用地震力に対して十分

な構造強度を有していることを説明するものである。その耐震評価はダイヤフラム・フ

ロアの地震応答解析，応力評価により行う。 

ダイヤフラム・フロアは設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事

故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に

分類される。なお，ダイヤフラム・フロアはコンクリート構造物であり，重大事故等対

処設備としての評価は設計基準対象施設としての評価に包絡される。以下，設計基準対

象施設としての耐震評価を示す。  
なお，技術基準規則第17条において，設計基準対象施設に関しては，技術基準

規則の要求に変更がないため，今回の申請において変更は行わない。 

 

 

1.1 基本方針 

ダイヤフラム・フロアの応力評価は，発電用原子力設備規格（コンクリート

製原子炉格納容器規格 ＪＳＭＥ Ｓ  ＮＥ１-2003）（日本機械学会 2003

年12月）（以下「ＣＣＶ規格」という。），鋼構造設計規準（日本建築学会 200

5年改定），各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会 2010年改定）を適

用して評価する。
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

ダイヤフラム・フロアの構造計画を表2-1に示す。 

 

表 2－1 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ダイヤフラム・フロアは鉛

直方向を原子炉本体の基礎

と柱によって支持され，水

平方向はシアラグによって

支持される。 

外径  mm，内径  mm，

スラブ厚さ  ㎜（強度部

材），  mm（断熱材

を含む）の鉄筋コンクリー

ト造スラブである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NT2 補② Ⅴ-2-9-4-1 R1 

ダイヤフラム・フロア  

ダイヤフラム・フロア 拡大図

原子炉格納容器  
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2.2 評価方針 

(1) ダイヤフラム・フロアの応力評価は，東海第二発電所 昭和 48 年 10 月 22 日付

け 48 公第 8316 号（既工認）にて認可された実績ある手法を適用する。各荷重に

よる応力は，実績のある三次元シェルモデルによる有限要素解析手法を適用する。 

(2) 解析コードはＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを用いる。なお，評価に用いる解析コード

ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類

「Ⅴ-5-1 計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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3. 形状及び主要寸法

構造概要を図3－1に示す。

図 3－1 構造概要図（単位：mm） 
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4. 設計条件 

4.1 設計荷重 

設計基準対象施設の評価に用いる設計荷重を表4－1に示す。地震荷重は添付

書類「Ⅴ-2-1 耐震設計の基本方針」及び添付書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉

圧力容器及び圧力容器内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」

より設定する。 

 

表4－1 設計荷重 

    注1：Ｖは鉛直方向を示す。（下向きを正とする。） 

    注2：Ｈは水平方向を示す。 

荷         重 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄｽﾗﾌﾞに 

作用する荷重 

直接鉄骨大ば

りに作用する

荷重 

ｺﾗﾑｻﾎﾟｰﾄに

作用する荷

重 

Ｄ ＤＬ 死荷重  
Ｖ：スラブ用  kN/m2 

Ｖ：鉄骨はり用  kN/m2

Ｖ: 

最大  kN 

Ｖ： 

 kN/m 

Ｏ 

Ｐ１ 

通常運転時

圧

力 
Ｖ：      kN/m2 － － 

Ｔ１ 
温

度 
上下面温度差      ℃ － － 

Ｈ１ 

逃し安全弁作動時

空気泡圧力による

荷重 

Ｒ：  kN/ﾍﾞﾝﾄ管 1 本 － － 

Ｌ 

Ｐ２ 
地震と組合せる 

異常時圧力 
Ｖ：10-1 年後   kN/m2 － － 

Ｔ２ 
地震と組合せる 

異常時温度 

10-1 年後上下面温度差 

 ℃ 
－ － 

Ｓｄ * Ｋ１ 

弾性設計用地震動

Ｓｄにより定まる

地震力又は静的地

震力 

Ｈ：11400 kN

Ｖ： 

鉛直震度 

±0.24 

Ｒ１： 

最大±1454 kN
－ 

ＳＳ Ｋ２ 
基準地震動ＳＳに

より定まる地震力
Ｈ：18600 kN

Ｖ： 

鉛直震度 

±1.08 

Ｒ２： 

最大±2782 kN
－ 
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4.2 材料及び許容応力 

    設計基準強度  ＦＣ =27.4 N/㎜ 2 

    鉄筋    SD345＊（SD35）  

＊：新JISを示す 

 

各材料の許容応力度を表 4－2～表 4－6 に示す。 

 設計基準対象施設の評価に用いる（荷重状態Ⅲ，Ⅳ）の荷重組合せを表 4－7

に示す。 

表 4－2 コンクリートの許容圧縮応力度 

   （単位：N/mm2）  

荷 重 状 態 応力状態１＊ 1 応力状態２＊ 2 

Ⅲ  18.2 20.5 

注記 ＊1：各荷重状態において，温度荷重により生じる応力を除い

た応力が生じている状態。 

＊2：各荷重状態において，応力が生じている状態。 

 

表 4－3 コンクリートの許容せん断応力度 

（単位：N/mm2）  

荷 重 状 態 許 容 値 

Ⅲ 1.14 

 

表4－4 鉄筋の許容応力度 

                           （単位：N/mm2）  

荷  重  状  態 

許 容 値 

圧縮及び引張り せん断 

Ⅲ，Ⅳ 345 345 

 

表4－5 鉄筋とコンクリートの許容ひずみ 

荷  重  状  態 
鉄筋 コンクリート 

圧縮 引張り 圧縮 

Ⅳ 0.005 0.005 0.003 
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表4－6 構造用鋼材の許容応力度 

                           （単位：N/mm2）  

 材 料 板厚 Ｆ値 許容応力度 

構造用鋼材
SM400B

SS400 

40≧ 235 
左記Ｆの値より求める。

40＜ 215 

 

 

表4－7 荷重の組合せ 

   注：異常時の圧力と温度と配管荷重については時間のずれを考慮する。 

   注記 ＊：地震荷重と組み合わせる場合は，異常発生直後を除くその後

の状態の荷重と組み合わせる。 

荷重状態 荷重時名称 地震荷重 荷重番号 荷重の組合せ 

Ⅲ 地 震 時 Ｓｄ * ４ ＤＬ＋Ｐ１＋Ｔ１＋Ｈ１＋Ｒ１＋Ｋ１

Ⅳ 

地 震 時 ＳＳ ５ ＤＬ＋Ｐ１＋Ｔ２＋Ｈ１＋Ｒ２＋Ｋ２

（異常＊＋地震）時 Ｓｄ * ６  ＤＬ＋Ｐ２＋Ｔ２＋Ｒ１＋Ｋ１  
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5. 応力計算 

5.1 応力評価点 

 ダイヤフラム・フロアの形状及び応力レベルを考慮して設定した応力評価点

を表 5－1 及び図 5－1 に示す。 

 

表5－1 応力評価点 

 

応力評価点番号 応力評価点 

No.1 RC スラブ 中間 

No.2 RC スラブ 端部 

No.3 RC スラブ ベント管近傍 

No.4 RC スラブ ベント管近傍 
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図5－1 解析モデル（ダイヤフラム・フロアの応力評価点）
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5.2 計算方針

各荷重によりダイヤフラム・フロアに生じる応力は，解析コードＭＳＣ  ＮＡ

ＳＴＲＡＮを使用して計算する。ダイヤフラム・フロアの計算モデルを図 5－1

に示す。 

ダイヤフラム・フロアは鉛直方向を原子炉本体の基礎と柱によって支持され，

水平方向はシアラグによって支持されている軸対称形の構造をしている。解析

では，鉄筋コンクリートスラブ，鉄骨の大梁，小梁，柱を含む 360°全体をモ

デル化した。非対称形の荷重に対応できるように三次元的にモデル化し有限要

素法による弾性解析を行っている。

鉄筋コンクリートは，有限要素分割は四辺形及び三角形を用いることで板の

曲げと膜力を同時に考慮している。また，鉄骨の大梁，小梁，柱ははり要素を

用いて，軸力，曲げ，せん断力を同時に評価できるようにしている。 

解析に用いる材料の物性値は次のとおりとする。

コンクリートのヤング係数 ＥＣ＝2.43×107 kN/m2

コンクリートのせん断弾性係数 ＧＣ＝1.04×107 kN/m2 

コンクリートのポアソン比 νＣ＝0.167 

コンクリートの線膨張係数 αＣ＝1.0×10-5 /℃  

鉄筋コンクリートの単位体積質量 γＣ＝24 kN/m3

鉄骨のヤング係数   ＥＳ＝2.06×108 kN/m2 

鉄骨のポアソン比   νＳ＝0.3 

鉄骨の線膨張係数   αＳ＝1.0×10-5 /℃  

鉄骨の単位体積質量  γＳ＝77 kN/m3 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
9
-
4
-
1
 
R
1
 



 

11 

表5－2 解析モデル諸元表 

 

項目  記号  単位  
入力値  

鉄筋コンクリート  鉄骨部  

材質  －  －  コンクリート SD345 

質量  ｍ０  kg －＊1 －＊1 

縦弾性係数  Ｅ  MPa 2.43×104 

ポアソン比  ν  －  0.167 

要素数  －  個  
節点数  －  個  
注記 ＊1：単位荷重による解析のため，質量は定義不要。  
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ダイヤフラム・フロアの設計基準対象施設としての評価を以下に示す。発生

値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 鉄筋コンクリート部 

鉄筋コンクリート部の解析結果とそれに基づく断面算定結果を表 6－ 1～

表 6－6 に示す。 

表 6－1 荷重状態Ⅲの軸力及び曲げモーメントによる応力検討結果（円周方向）

判

Ⅲ cσc  4 2 -107 -9 3380 -0.5 -6.5 -0.3 -20.5 -345 345 可

Ⅲ sσt  4 2 -98 -9 3380 -0.5 -6.2 0.2 -20.5 -345 345 可

Ⅲ cσc  4 2 -2699 103 16900 -4.3 -60.2 -31.2 -20.5 -345 345 可

Ⅲ sσt  4 2 3187 103 16900 0.0 73.8 114.8 -20.5 -345 345 可

Ⅲ cσc  4 2 -587 -136 13520 -2.8 -34.1 15.5 -20.5 -345 345 可

Ⅲ sσt  4 2 485 -136 13520 -1.4 -11.1 51.6 -20.5 -345 345 可

Ⅲ cσc  4 2 -638 -170 13520 -3.4 -41.0 22.5 -20.5 -345 345 可

Ⅲ sσt  4 2 672 -170 13520 -1.6 -12.4 67.2 -20.5 -345 345 可

     注１：  は検討ひずみの最大値を示す。

箇

所

名

荷

重

状

態

検

討

応

力

荷

重

番

号

応

力

状

態

設　計　応　力 引張応力及び圧縮応力 許　容　値

ａtx

Ｎx Ｍx cσc sσc sσt cｆc sｆc sｆt

（kN
 
/m） （kN･m

 
/m） （mm

2
/m） N/㎜

2
N/㎜

2
N/㎜

2
N/㎜

2
N/㎜

2
N/㎜

2 定

№1

№2

№3

№4

 

表 6－2 荷重状態Ⅳの軸力及び曲げモーメントによる応力検討結果（円周方向） 

判

Ⅳ sεt  5 1 15 -4 3380 -6 -2 28 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  6 1 8 -4 3380 -8 -4 26 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  5 1 5253 178 16900 0 585 932 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  6 1 2941 114 16900 0 314 536 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  5 1 1004 -226 13520 -126 -55 455 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  6 1 560 -130 13520 -75 -34 259 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  5 1 1207 -281 13520 -161 -73 558 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  6 1 673 -164 13520 -97 -46 320 -3000 -5000 5000 可

     注１：  は検討ひずみの最大値を示す。

箇

所

名

荷

重

状

態

検

討

応

力

荷

重

番

号

応

力

状

態

設　計　応　力 引張ひずみ及び圧縮ひずみ 許　容　値

ａtx

Ｎx Ｍx cεc sεc sεt cεcu sεcu sεtu

（kN
 
/m） （kN･m

 
/m） （mm

2
/m） (×10

6
) (×10

6
) (×10

6
) (×10

6
) (×10

6
) (×10

6
) 定

№1

№2

№3

№4
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表 6－3 面外せん断力による検討結果（円周方向） 

ＱA1

（N/mm）

Ⅲ  4 2 -10 11 11 339 可

Ⅳ  5 1 -4 16 16 339 可

Ⅲ  4 2 103 -256 256 5400 可

Ⅳ  5 1 178 -361 361 5400 可

Ⅲ  4 2 -136 751 751 3780 可

Ⅳ  5 1 -227 1292 1292 3780 可

Ⅲ  4 2 -171 -184 184 3780 可

Ⅳ  5 1 -282 -304 304 3780 可

注1： は面外せん断力の最大値を示す。

箇

所

名

荷

重

状

態

荷

重

番

号

応

力

状

態

設　計　応　力 許容値 判
Ｑx

Ｍx Ｑx （N/mm）
定

（kN･m/m） （kN/m）

№4

№1

№2

№3
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表 6－4 荷重状態Ⅲの軸力及び曲げモーメントによる応力検討結果（半径方向） 

判

Ⅲ cσc  4 2 13 32 3380 -1.2 -11.0 34.1 -20.5 -345 345 可

Ⅲ sσt  4 2 88 32 3380 -1.0 -7.1 45.0 -20.5 -345 345 可

Ⅲ cσc  4 2 -295 9 16900 -0.5 -6.3 -3.8 -20.5 -345 345 可

Ⅲ sσt  4 2 382 9 16900 0.0 9.6 13.1 -20.5 -345 345 可

Ⅲ cσc  4 2 -89 -226 13520 -3.5 -39.3 54.2 -20.5 -345 345 可

Ⅲ sσt  4 2 38 -226 13520 -3.4 -36.6 58.5 -20.5 -345 345 可

Ⅲ cσc  4 2 -291 -92 13520 -1.8 -21.2 13.8 -20.5 -345 345 可

Ⅲ sσt  4 2 242 -92 13520 -1.1 -9.8 31.9 -20.5 -345 345 可

     注１：  は検討ひずみの最大値を示す。

箇

所

名

荷

重

状

態

検

討

応

力

荷

重

番

号

応

力

状

態

設　計　応　力 引張応力及び圧縮応力 許　容　値

ａty

Ｎy Ｍy cσc sσc sσt cｆc sｆc sｆt

（kN
 
/m） （kN･m

 
/m） （mm

2
/m） N/㎜

2
N/㎜

2
N/㎜

2
N/㎜

2
N/㎜

2
N/㎜

2 定

№1

№2

№3

№4

 

表 6－5 荷重状態Ⅳの軸力及び曲げモーメントによる応力検討結果（半径方向） 

判

Ⅳ sεt  5 1 124 63 3380 -119 -56 389 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  6 1 68 37 3380 -71 -34 227 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  5 1 605 19 16900 0 70 106 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  6 1 339 12 16900 0 38 61 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  5 1 18 -395 13520 -375 -268 490 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  6 1 14 -222 13520 -209 -149 277 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  5 1 490 -156 13520 -107 -59 278 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  6 1 274 -90 13520 -62 -35 159 -3000 -5000 5000 可

     注１：  は検討ひずみの最大値を示す。

箇

所

名

荷

重

状

態

検

討

応

力

荷

重

番

号

応

力

状

態

設　計　応　力 引張ひずみ及び圧縮ひずみ 許　容　値

ａty

Ｎy Ｍy cεc sεc sεt cεcu sεcu sεtu

（kN
 
/m） （kN･m

 
/m） （mm

2
/m） (×10

6
) (×10

6
) (×10

6
) (×10

6
) (×10

6
) (×10

6
) 定

№1

№2

№3

№4

 

表 6－6 面外せん断力による検討結果（半径方向） 

ＱA1

（N/mm）

Ⅲ  4 2 33 -26 26 339 可

Ⅳ  5 1 64 -39 39 339 可

Ⅲ  4 2 9 13 13 5400 可

Ⅳ  5 1 19 20 20 5400 可

Ⅲ  4 2 -227 -477 477 3780 可

Ⅳ  5 1 -396 -846 846 3780 可

Ⅲ  4 2 -93 302 302 3780 可

Ⅳ  5 1 -157 529 529 3780 可

注1： は面外せん断力の最大値を示す。

箇

所

名

荷

重

状

態

荷

重

番

号

応

力

状

態

設　計　応　力 許容値 判
Ｑy

Ｍy Ｑy （N/mm）
定

（kN･m/m） （kN/m）

№1

№2

№3

№4
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(2) 鉄骨部 

鉄骨部の解析結果とそれに基づく評価結果を表 6－7～表 6－11 に示す。 

 

表 6－7 大梁の水平方向荷重に対する評価結果 

荷重 

組合せ 

Ｍ 

(kN･m) 

Ｑ  

(kN) 

σｂ  

(N/mm2)

τ  

(N/mm2)

組合せ 

(N/mm2) 

許容値(N/mm2) 

せん断
曲げ 

組合せ

(4) 144.1 1440.6 37.0 33.4 68.7 

135 235 (5) 222.9 2228.5 57.2 51.6 106.2 

(6) 124.7 1247.5 32.1 28.9 59.5 

 

表 6－8 大梁の鉛直方向荷重に対する評価結果 

荷重 

組合せ 

Ｍ 

(kN･m) 

Ｑ  

(kN) 

σｂ  

(N/mm2) 

τ  

(N/mm2) 

組合せ 

(N/mm2) 

許容値(N/mm2) 

せん断
曲げ 

組合せ

(4) 752.8 995.3 31.3 31.1 62.3 

135 235 (5) 1105.7 1547.9 46.0 48.4 95.7 

(6) 723.1 1000.1 30.1 31.3 62.0 

 

表 6－9 小梁の評価結果 

荷重 

組合せ 

Ｍ 

(kN･m) 

Ｑ  

(kN) 

σｂ  

(N/mm2)

τ  

(N/mm2)

組合せ 

(N/mm2) 

許容値(N/mm2) 

せん断
曲げ 

組合せ

(4) 627.7 380.1 70.0 26.4 83.7 

135 235 (5) 1019.5 645.1 113.6 44.8 137.6 

(6) 646.4 379.3 72.0 26.4 85.3 
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表 6－10 柱の評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

表 6－11 シアコネクタの評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

荷重 

組合せ

Ｎ 

(kN) 

断面積 

(mm2) 

σＣ  

(N/mm2)

許容値 

(N/mm2)

(4) 2349.8

52440

44.9

144 (5) 3426.8 65.4

(6) 2355.1 45.0

荷重 

組合せ

Ｆ 

(kN) 

Ｔ  

(kN/本) 
本数 

許容値 

(kN/本)

(4) 1440.6 40.1 

36 82 (5) 2228.5 61.9 

(6) 1247.5 34.7 
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NT2 補② Ⅴ-3-9-2-5-1-4 R2 

まえがき 

  本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」，「Ⅴ-3-2-9 重大事故等

クラス２容器の強度計算方法」及び「Ⅴ-3-2-13 重大事故等クラス2支持構造物（容器）の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

  なお，適用規格の選定結果について以下に示す。適用規格の選定に当たって使用する記号及び略語については，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方

法の概要」に定義したものを使用する。 

・評価条件整理表 

機器名 

既設

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 既工認に 

おける  

評価結果 

の有無 

施設時の  

適用規格 

評価区分 

同等性  

評価  

区分 

評価  

クラス 

クラス  

アップ  

の有無 

施設時  

機器  

クラス 

DB  

クラス 

SA  

クラス 

条件  

アップ  

の有無 

DB条件 SA条件 

圧力  

(MPa) 

温度  

(℃) 

圧力  

(MPa) 

温度  

(℃) 

フィルタ装置 新規 無 － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 
設計・ 

建設規格 
－ SA-2 
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1. 計算条件 

 1.1 計算部位 

    概要図に強度計算箇所を示す。 

図中の番号は次ページ以降の 

計算項目番号を示す。 

図 1-1 概要図 

1.2 設計条件 

最高使用圧力（MPa） 0.62 

最高使用温度（℃） 200 

(単位：mm) 



2. 強度計算

 2.1  容器の胴の厚さの計算

設計・建設規格 PVC-3121，PVC-3122（1）

胴板名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

胴の内径 Ｄｉ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ２ （mm）

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｓｏ （mm）

最小厚さ ｔｓ （mm）

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。

30.00

1.00

突合せ両側溶接

有り

1.50

13.38

13.38

107

(1) 胴板

SUS316L

0.62

200

4600.00

N
T
2
 補

②
Ⅴ
-
3-
9
-
2-
5
-
1-
4 
R
2

 2



2.2　容器の鏡板の厚さの計算

（イ）設計・建設規格 PVC-3210（3）

鏡板の形状

鏡板名称

鏡板の内面における長径 ＤｉＬ （mm）

鏡板の内面における短径の1／2 ｈ （mm）

長径と短径の比 ＤｉＬ／（2・ｈ）

評価：ＤｉＬ／（2・ｈ）≦2，よって半だ円形鏡板である。

（ロ）設計・建設規格 PVC-3220，PVC-3225

鏡板の厚さ

鏡板名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

胴の内径 Ｄｉ （mm）

半だ円形鏡板の形状による係数 Ｋ

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ２ （mm）

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｃｏ （mm）

最小厚さ ｔｃ （mm）

評価：ｔｃ≧ｔ，よって十分である。

突合せ両側溶接

有り

13.38

13.34

13.38

30.00

1.00

2.00

1150.00

4600.00

(1) 鏡板

(1) 鏡板

SUS316L

0.62

200

4600.00

1.00

107
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2.3　容器の平板の厚さの計算
（イ）設計・建設規格 PVC-3310
取付け方法及び穴の有無
平板名称

平板の取付け方法

平板の穴の有無

（ロ）設計・建設規格 PVC-3310
（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3適用）

平板の厚さ
平板名称

平板材料

ボルト材料

ガスケット材料

ガスケット厚さ （mm）

ガスケット座面の形状

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

平板の許容引張応力 Ｓ （MPa）
常温(ガスケット締付時)
(20℃) Ｓａ （MPa）

最高使用温度(使用状態) Ｓｂ （MPa）

ボルト中心円の直径 Ｃ （mm）

ボルト呼び

ボルト本数 ｎ
ボルト谷径 ｄｂ （mm）

実際のボルト総有効断面積 Ａｂ （mm2）
ガスケット接触面の外径 Ｇｓ （mm）

ガスケット接触面の幅 Ｎ （mm）

ガスケット係数 ｍ
最小設計締付圧力 ｙ （N/mm2）
ガスケット座の基本幅 ｂｏ （mm）

ガスケット座の有効幅 ｂ （mm）

平板の径（ガスケット有効径） ｄ＝Ｇ （mm）

内圧による全荷重 Ｗ＝Ｈ （N）

使用状態での最小ボルト荷重 Ｗｍ１ （N）

ガスケット締付最小ボルト荷重 Ｗｍ２ （N）

使用状態 Ａｍ１ （mm2）
ガスケット締付時 Ａｍ２ （mm2）
いずれか大きい値 Ａｍ （mm2）
使用状態 Ｗｏ （N）

ボルト荷重 ガスケット締付時 Ｗｇ （N）

いずれか大きい値 Ｆ （N）

モーメントアーム ｈｇ （mm）

取付け方法による係数 Ｋ
必要厚さ ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｐｏ （mm）

最小厚さ ｔｐ （mm）

評価：ｔｐ≧ｔ，よって十分である。

2.966×106

73.02 

1.70 

66.19 

83.20 

1.805×103

8.535×103

8.535×103

2.907×105

2.966×106

9.52 

666.76 

2.165×105

2.907×105

1.374×106

685.80 

28.55 

3.00 

68.9  

14.28 

4.5

1a-II

0.62

200

107

ボルトの許容
引張応力

ボルトの所要
総有効断面積

(1) マンホール平板

（ｍ）

無し

(1) マンホール平板

SUSF316L

SNB7 (直径63mm超え100mm以下)

渦巻形金属ガスケット(非石綿)(ステンレス鋼)

161

161

812.80 

M42×3

24

38.752

2.831×104
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   　容器の平板の厚さの計算
（イ）設計・建設規格 PVC-3310
取付け方法及び穴の有無
平板名称

平板の取付け方法

平板の穴の有無

（ロ）設計・建設規格 PVC-3310
（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3適用）

平板の厚さ
平板名称

平板材料

ボルト材料

ガスケット材料

ガスケット厚さ （mm）

ガスケット座面の形状

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

平板の許容引張応力 Ｓ （MPa）
常温(ガスケット締付時)
(20℃) Ｓａ （MPa）

最高使用温度(使用状態) Ｓｂ （MPa）

ボルト中心円の直径 Ｃ （mm）

ボルト呼び

ボルト本数 ｎ
ボルト谷径 ｄｂ （mm）

実際のボルト総有効断面積 Ａｂ （mm2）
ガスケット接触面の外径 Ｇｓ （mm）

ガスケット接触面の幅 Ｎ （mm）

ガスケット係数 ｍ
最小設計締付圧力 ｙ （N/mm2）
ガスケット座の基本幅 ｂｏ （mm）

ガスケット座の有効幅 ｂ （mm）

平板の径（ガスケット有効径） ｄ＝Ｇ （mm）

内圧による全荷重 Ｗ＝Ｈ （N）

使用状態での最小ボルト荷重 Ｗｍ１ （N）

ガスケット締付最小ボルト荷重 Ｗｍ２ （N）

使用状態 Ａｍ１ （mm2）
ガスケット締付時 Ａｍ２ （mm2）
いずれか大きい値 Ａｍ （mm2）
使用状態 Ｗｏ （N）

ボルト荷重 ガスケット締付時 Ｗｇ （N）

いずれか大きい値 Ｆ （N）

モーメントアーム ｈｇ （mm）

取付け方法による係数 Ｋ
必要厚さ ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｐｏ （mm）

最小厚さ ｔｐ （mm）

評価：ｔｐ≧ｔ，よって十分である。

ボルトの許容
引張応力

ボルトの所要
総有効断面積

(2) 換気口平板

（ｍ）

無し

(2) 換気口平板

SUSF316L

SNB7 (直径63mm以下)

渦巻形金属ガスケット(非石綿)(ステンレス鋼)

4.5  

1a-II

0.62 

200    

107    

173    

173    

450.90 

M30×3

16    

26.752

8.993×103

374.70 

23.75 

3.00 

68.9  

11.88 

8.68 

357.33 

6.218×104

9.844×104

6.717×105

569.0  

3.883×103

3.883×103

9.844×104

1.114×106

1.114×106

46.78 

2.55 

43.40 

64.10 
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   　容器の平板の厚さの計算
（イ）設計・建設規格 PVC-3310
取付け方法及び穴の有無
平板名称

平板の取付け方法

平板の穴の有無

（ロ）設計・建設規格 PVC-3310
（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3適用）

平板の厚さ
平板名称

平板材料

ボルト材料

ガスケット材料

ガスケット厚さ （mm）

ガスケット座面の形状

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

平板の許容引張応力 Ｓ （MPa）
常温(ガスケット締付時)
(20℃) Ｓａ （MPa）

最高使用温度(使用状態) Ｓｂ （MPa）

ボルト中心円の直径 Ｃ （mm）

ボルト呼び

ボルト本数 ｎ
ボルト谷径 ｄｂ （mm）

実際のボルト総有効断面積 Ａｂ （mm2）
ガスケット接触面の外径 Ｇｓ （mm）

ガスケット接触面の幅 Ｎ （mm）

ガスケット係数 ｍ
最小設計締付圧力 ｙ （N/mm2）
ガスケット座の基本幅 ｂｏ （mm）

ガスケット座の有効幅 ｂ （mm）

平板の径（ガスケット有効径） ｄ＝Ｇ （mm）

内圧による全荷重 Ｗ＝Ｈ （N）

使用状態での最小ボルト荷重 Ｗｍ１ （N）

ガスケット締付最小ボルト荷重 Ｗｍ２ （N）

使用状態 Ａｍ１ （mm2）
ガスケット締付時 Ａｍ２ （mm2）
いずれか大きい値 Ａｍ （mm2）
使用状態 Ｗｏ （N）

ボルト荷重 ガスケット締付時 Ｗｇ （N）

いずれか大きい値 Ｆ （N）

モーメントアーム ｈｇ （mm）

取付け方法による係数 Ｋ
必要厚さ ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｐｏ （mm）

最小厚さ ｔｐ （mm）

評価：ｔｐ≧ｔ，よって十分である。

5.600×105

41.03 

3.29 

34.25 

54.70 

303.7  

2.415×103

2.415×103

5.254×104

5.600×105

7.78 

248.15 

2.998×104

5.254×104

4.177×105

263.70 

19.05 

3.00 

68.9  

9.53 

330.20 

M24   

12    

20.752

4.059×103

ボルトの許容
引張応力

ボルトの所要
総有効断面積

(3) モレキュラシーブ採取口平板

（ｍ）

無し

(3) モレキュラシーブ採取口平板

SUSF316L

SNB7 (直径63mm以下)

渦巻形金属ガスケット(非石綿)(ステンレス鋼)

4.5  

1a-II

0.62 

200    

107    

173    

173    
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2.4　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

―

1.36

20.00

107   

1.00

継手無し

―

1.36

(1) ベントガス入口

SUSF316L

0.62

200   

468.60

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
2

 7



   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

―

1.33

14.30

107   

1.00

継手無し

―

1.33

(2) ベントガス入口

SUSF316L

0.62

200   

457.20

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
2

 8



   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

―

1.05

15.00

107   

1.00

継手無し

―

1.05

(3) ベントガス出口

SUSF316L

0.62

200   

363.40

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
2

 9



   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

―

1.03

11.10

107   

1.00

継手無し

―

1.03

(4) ベントガス出口

SUSF316L

0.62

200   

355.60

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
2
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

―

0.18

3.90

107   

1.00

継手無し

―

0.18

(5) 補給水入口

SUS316LTP-S

0.62

200   

60.50

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
2
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

―

0.18

3.90

107   

1.00

継手無し

―

0.18

(6) ドレン

SUS316LTP-S

0.62

200   

60.50

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
2
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

―

0.15

11.15

107   

1.00

継手無し

―

0.15

(7) 液位計

SUS316L

0.62

200   

50.00

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
2

 13



   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

―

0.15

11.15

107   

1.00

継手無し

―

0.15

(8) 液位計

SUS316L

0.62

200   

50.00

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
2
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

―

0.15

11.15

107   

1.00

継手無し

―

0.15

(9) 試料採取

SUS316L

0.62

200   

50.00

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
2
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

―

0.24

15.45

107   

1.00

継手無し

―

0.24

(10) 出口配管ドレン入口

SUS316L

0.62

200   

80.00

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
2
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

―

0.15

11.15

107   

1.00

継手無し

―

0.15

(11) モレキュラシーブ室ドレン

SUS316L

0.62

200   

50.00

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
2
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

―

0.15

11.15

107   

1.00

継手無し

―

0.15

(12) モレキュラシーブ室ドレン

SUS316L

0.62

200   

50.00

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
2
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

―

1.77

20.00

107   

1.00

継手無し

―

1.77

(13) マンホール

SUSF316L

0.62

200   

609.60

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
2
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

―

0.92

17.40

107   

1.00

継手無し

―

0.92

(14) 換気口

SUSF316L

0.62

200   

318.50

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
2
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   　容器の管台の厚さの計算

　　 設計・建設規格 PVC-3610

管台名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

管台の外径 Ｄｏ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

必要厚さ ｔ１ （mm）

必要厚さ ｔ３ （mm）

ｔ１，ｔ３の大きい値 ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｎｏ （mm）

最小厚さ ｔｎ （mm）

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。

―

0.63

12.70

107   

1.00

継手無し

―

0.63

(15) モレキュラシーブ採取口

SUSF316L

0.62

200   

216.30

N
T
2
 
補
②

Ⅴ
-3
-
9
-
2
-
5
-1
-
4
 
R
2
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2.5　容器の補強を要しない穴の最大径の計算

     設計・建設規格 PVC-3150(2)

胴板名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

胴の外径 Ｄ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

ｄｒ１＝（Ｄ－2・ｔｓ）／4 （mm）

61，ｄｒ１の小さい値 （mm）

Ｋ

Ｄ・ｔｓ （mm2）

200，ｄｒ２の小さい値 （mm）

補強を要しない穴の最大径 （mm）

評価：補強の計算を要する穴の名称 ベントガス入口(2.6(1))

ベントガス出口(2.6(2))

200.00  

200.00  

1.00  

継手無し

―

61.00  

107     

(1) 胴板

SUS316L

0.62  

200     

4660.00  

N
T
2
 補

②
Ⅴ
-
3-
9
-
2
-
5
-
1-
4 
R
2
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   　容器の補強を要しない穴の最大径の計算

     設計・建設規格 PVC-3230(2)

鏡板名称

材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

鏡板のフランジ部の外径 Ｄ （mm）

許容引張応力 Ｓ （MPa）

鏡板の最小厚さ ｔｃ （mm）

継手効率 η

継手の種類

放射線検査の有無

ｄｒ１＝（Ｄ－2・ｔｃ）／4 （mm）

61，ｄｒ１の小さい値 （mm）

Ｋ

Ｄ・ｔｃ （mm2）

200，ｄｒ２の小さい値 （mm）

補強を要しない穴の最大径 （mm）

評価：補強の計算を要する穴の名称 マンホール(2.6(3))

換気口(2.6(4))

200.00  

200.00  

1.00  

継手無し

―

61.00  

107     

(2) 鏡板

SUS316L

0.62  

200     

4660.00  

N
T
2
 補

②
Ⅴ
-
3-
9
-
2
-
5
-
1-
4 
R
2
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2.6　容器の穴の補強計算

     設計・建設規格 PVC-3160

参照附図　ＷＥＬＤ－１１ 

部材名称

胴板材料

管台材料

強め板材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa）

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa）

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa）

穴の径 ｄ （mm）

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm）

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm）

管台の最小厚さ ｔｎ （mm）

胴板の継手効率 η
係数 Ｆ
胴の内径 Ｄｉ （mm）

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm）

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm）

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2）
補強の有効範囲 Ｘ１ （mm）

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm）

補強の有効範囲 Ｘ （mm）

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm）

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm）

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm）

強め板の外径 Ｂｅ （mm）

管台の外径 Ｄｏｎ （mm）

溶接寸法 Ｌ１ （mm）

溶接寸法 Ｌ２ （mm）

溶接寸法 Ｌ３ （mm）

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm2）
管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2）
すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2）
強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm2）
補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2）
評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。

200   

(1) ベントガス入口

SUS316L

SUSF316L

SUS316L

0.62

107   

107   

107   

478.60

1.00

1.00

4600.00

13.38

19.00

750.00

468.60

9.00

14.00

638.0 

 1.570×104

N
T
2
 補

②
Ⅴ
-
3-
9
-
2-
5
-
1-
4 
R
2
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部材名称

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm）

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N）

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N）

すみ肉溶接の許容せん断応力 Ｓｗ１ （MPa）

突合せ溶接の許容せん断応力 Ｓｗ２ （MPa）

突合せ溶接の許容引張応力 Ｓｗ３ （MPa）

管台壁の許容せん断応力 Ｓｗ４ （MPa）

応力除去の有無

すみ肉溶接の許容せん断応力係数 Ｆ１

突合せ溶接の許容せん断応力係数 Ｆ２

突合せ溶接の許容引張応力係数 Ｆ３

管台壁の許容せん断応力係数 Ｆ４

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ１ （N）

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ２ （N）

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ３ （N）  8.118×105

突合せ溶接部のせん断力 Ｗｅ４ （N）  2.205×105

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ８ （N）

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ９ （N）

管台のせん断力 Ｗｅ１０ （N）  9.898×105

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ１ （N）  1.721×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ２ （N）  1.997×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ３ （N）  1.912×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ４ （N）  2.022×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ５ （N）  1.316×106

評価：Ｗｅｂｐ１≧Ｗ，Ｗｅｂｐ２≧Ｗ，Ｗｅｂｐ３≧Ｗ，Ｗｅｂｐ４≧Ｗ，Ｗｅｂｐ５≧Ｗ
以上より十分である。
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   　容器の穴の補強計算

     設計・建設規格 PVC-3160
参照附図　ＷＥＬＤ－１４’ 

部材名称

胴板材料

管台材料

強め板材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

胴板の許容引張応力 Ｓｓ （MPa）

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa）

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa）

穴の径 ｄ （mm）

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm）

胴板の最小厚さ ｔｓ （mm）

管台の最小厚さ ｔｎ （mm）

胴板の継手効率 η
係数 Ｆ
胴の内径 Ｄｉ （mm）

胴板の計算上必要な厚さ ｔｓｒ （mm）

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm）

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2）
補強の有効範囲 Ｘ１ （mm）

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm）

補強の有効範囲 Ｘ （mm）

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm）

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm）

強め板の外径 Ｂｅ （mm）

管台の外径 Ｄｏｎ （mm）

溶接寸法 Ｌ１ （mm）

溶接寸法 Ｌ２ （mm）

溶接寸法 Ｌ４ （mm）

胴板の有効補強面積 Ａ１ （mm2）
管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2）
すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2）
強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm2）
補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2）
評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。

(2) ベントガス出口
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SUSF316L

SUS316L
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部材名称

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm）

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N）

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N）

すみ肉溶接の許容せん断応力 Ｓｗ１ （MPa）

突合せ溶接の許容せん断応力 Ｓｗ２ （MPa）

突合せ溶接の許容引張応力 Ｓｗ３ （MPa）

管台壁の許容せん断応力 Ｓｗ４ （MPa）

応力除去の有無

すみ肉溶接の許容せん断応力係数 Ｆ１

突合せ溶接の許容せん断応力係数 Ｆ２

突合せ溶接の許容引張応力係数 Ｆ３

管台壁の許容せん断応力係数 Ｆ４

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ１ （N）

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ３ （N）

突合せ溶接部のせん断力 Ｗｅ４ （N）

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ６ （N）

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ８ （N）

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ９ （N）

管台のせん断力 Ｗｅ１０ （N）

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ１ （N）

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ２ （N）

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ３ （N）

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ４ （N）

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ５ （N）

評価：Ｗｅｂｐ１≧Ｗ，Ｗｅｂｐ２≧Ｗ，Ｗｅｂｐ３≧Ｗ，Ｗｅｂｐ４≧Ｗ，Ｗｅｂｐ５≧Ｗ
以上より十分である。
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   　容器の穴の補強計算

     設計・建設規格 PVC-3240
参照附図　ＷＥＬＤ－４１ 

部材名称

鏡板材料

管台材料

強め板材料

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

鏡板の許容引張応力 Ｓｃ （MPa）

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa）

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa）

穴の径 ｄ （mm）

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm）

鏡板の最小厚さ ｔｃ （mm）

管台の最小厚さ ｔｎ （mm）

鏡板の継手効率 η
係数 Ｆ
鏡板の中央部における内半径 Ｒ （mm）

鏡板の計算上必要な厚さ ｔｃｒ （mm）

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm）

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2）
補強の有効範囲 Ｘ１ （mm）

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm）

補強の有効範囲 Ｘ （mm）

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm）

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm）

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm）

強め板の外径 Ｂｅ （mm）

管台の外径 Ｄｏｎ （mm）

溶接寸法 Ｌ１ （mm）

溶接寸法 Ｌ２ （mm）

溶接寸法 Ｌ３ （mm）

鏡板の有効補強面積 Ａ１ （mm2）
管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2）
すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2）
強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm2）
補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2）
評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。

638.0 

 1.581×104

19.00
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107   
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1.00

4140.00

12.01
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部材名称 (3) マンホール

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm） 1000.00

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）  1.015×106

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N）

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N）

すみ肉溶接の許容せん断応力 Ｓｗ１ （MPa）

突合せ溶接の許容せん断応力 Ｓｗ２ （MPa）

突合せ溶接の許容引張応力 Ｓｗ３ （MPa）

管台壁の許容せん断応力 Ｓｗ４ （MPa） 75   

応力除去の有無

すみ肉溶接の許容せん断応力係数 Ｆ１

突合せ溶接の許容せん断応力係数 Ｆ２

突合せ溶接の許容引張応力係数 Ｆ３

管台壁の許容せん断応力係数 Ｆ４

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ１ （N）  4.242×105

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ２ （N）  8.955×105

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ３ （N）  9.720×105

突合せ溶接部のせん断力 Ｗｅ４ （N）  2.869×105

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ８ （N）

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ９ （N）

管台のせん断力 Ｗｅ１０ （N）  1.300×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ１ （N）  2.154×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ２ （N）  2.597×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ３ （N）  2.481×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ４ （N）  2.559×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ５ （N）  1.724×106

評価：Ｗｅｂｐ１≧Ｗ，Ｗｅｂｐ２≧Ｗ，Ｗｅｂｐ３≧Ｗ，Ｗｅｂｐ４≧Ｗ，Ｗｅｂｐ５≧Ｗ
以上より十分である。
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49   

60   

75   

無し

0.46

0.56

N
T
2
 補

②
Ⅴ
-
3-
9
-
2-
5
-
1-
4 
R
2

 29



   　容器の穴の補強計算

     設計・建設規格 PVC-3240
参照附図　ＷＥＬＤ－４１ 

部材名称 (4) 換気口

鏡板材料 SUS316L

管台材料 SUSF316L

強め板材料 SUS316L

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

鏡板の許容引張応力 Ｓｃ （MPa）

管台の許容引張応力 Ｓｎ （MPa）

強め板の許容引張応力 Ｓｅ （MPa）

穴の径 ｄ （mm）

管台が取り付く穴の径 ｄｗ （mm）

鏡板の最小厚さ ｔｃ （mm）

管台の最小厚さ ｔｎ （mm）

鏡板の継手効率 η
係数 Ｆ
鏡板の中央部における内半径 Ｒ （mm）

鏡板の計算上必要な厚さ ｔｃｒ （mm）

管台の計算上必要な厚さ ｔｎｒ （mm）

穴の補強に必要な面積 Ａｒ （mm2）
補強の有効範囲 Ｘ１ （mm）

補強の有効範囲 Ｘ２ （mm）

補強の有効範囲 Ｘ （mm）

補強の有効範囲 Ｙ１ （mm）

補強の有効範囲 Ｙ２ （mm）

強め板の最小厚さ ｔｅ （mm）

強め板の外径 Ｂｅ （mm）

管台の外径 Ｄｏｎ （mm）

溶接寸法 Ｌ１ （mm）

溶接寸法 Ｌ２ （mm）

溶接寸法 Ｌ３ （mm）

鏡板の有効補強面積 Ａ１ （mm2）
管台の有効補強面積 Ａ２ （mm2）
すみ肉溶接部の有効補強面積 Ａ３ （mm2）
強め板の有効補強面積 Ａ４ （mm2）
補強に有効な総面積 Ａ０ （mm2）
評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。
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部材名称

　大きい穴の補強

補強を要する穴の限界径 ｄｊ （mm）

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。

溶接部にかかる荷重 Ｗ１ （N）

溶接部にかかる荷重 Ｗ２ （N）

溶接部の負うべき荷重 Ｗ （N）

すみ肉溶接の許容せん断応力 Ｓｗ１ （MPa）

突合せ溶接の許容せん断応力 Ｓｗ２ （MPa）

突合せ溶接の許容引張応力 Ｓｗ３ （MPa）

管台壁の許容せん断応力 Ｓｗ４ （MPa）

応力除去の有無

すみ肉溶接の許容せん断応力係数 Ｆ１

突合せ溶接の許容せん断応力係数 Ｆ２

突合せ溶接の許容引張応力係数 Ｆ３

管台壁の許容せん断応力係数 Ｆ４

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ１ （N）  2.216×105

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ２ （N）  4.432×105

すみ肉溶接部のせん断力 Ｗｅ３ （N）  5.005×105

突合せ溶接部のせん断力 Ｗｅ４ （N）  1.499×105

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ８ （N）

突合せ溶接部の引張力 Ｗｅ９ （N）

管台のせん断力 Ｗｅ１０ （N）  5.728×105

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ１ （N）  1.094×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ２ （N）  1.332×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ３ （N）  1.282×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ４ （N）  1.223×106

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ５ （N）  7.944×105

評価：Ｗｅｂｐ１≧Ｗ，Ｗｅｂｐ２≧Ｗ，Ｗｅｂｐ３≧Ｗ，Ｗｅｂｐ４≧Ｗ，Ｗｅｂｐ５≧Ｗ
以上より十分である。

49   

(4) 換気口

1000.00

 7.305×105

0.70

0.70

60   

75   

75   

無し

0.46

0.56

N
T
2
 補

②
Ⅴ
-
3-
9
-
2-
5
-
1-
4 
R
2

 31



32 

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
3
-9
-
2
-
5
-
1
-4
 
R
2
E 

3. 支持構造物の強度計算

1. 一次圧縮応力評価

種類 材料 
最高使用温度 

（℃） 

Ｆ値 

（MPa） 

鉛直荷重 

Fc（N） 

断面積 

A（mm2） 

一次圧縮応力 

σc（MPa） 

許容圧縮応力 

fc（MPa） 
評価 

スカート支持

たて置円筒形容器 
200 

σcはfc以下であるの

で，支持構造物の強度

は十分である。
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1. 概要 

1.1 一般事項 

本書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，炉心支持構造物に関する応力解析の方針を述べるものである。 

 炉心支持構造物は，設計基準対象施設においては耐震Ｓクラスに，重大事故等対処設備にお

いては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，炉心支

持構造物の耐震評価及び重大事故等時における強度評価について記載する。 

注 1：本書に記載していない特別な内容がある場合は，各計算書に示す。 

注 2：図表は，原則として巻末に示す。 

1.2 構造の説明 

炉心支持構造物の構造計画を表 1－1に示す。 

    なお，炉心支持構造物は，下記の機器により構成される。 

    (1) 炉心シュラウド  

    (2) シュラウドサポート 

    (3) 上部格子板 

    (4) 炉心支持板 

    (5) 燃料支持金具 

    (6) 制御棒案内管 
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表 1－1 炉心支持構造物の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

 上部格子板及び炉心

支持板は炉心シュラウ

ドにより支持される。 

 炉心シュラウドは，

原子炉圧力容器下部鏡

板に溶接されたシュラ

ウドサポートにより支

持される。 

 燃料支持金具のうち

中央燃料支持金具は制

御棒案内管に支持さ

れ，周辺燃料支持金具

は炉心支持板によって

支持される。燃料集合

体の水平方向について

は，上部格子板及び炉

心支持板によって支持

される。 

 炉心支持構造物は，

炉心シュラウド，シュ

ラウドサポート，上部

格子板，炉心支持板，燃

料支持金具，制御棒案

内管により構成され，

燃料集合体の位置決

め，制御棒の案内を行

う構造となっている。 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-3-2-1 R2 

2
 

上部格子板 

炉心シュラウド 

炉心支持板 

シュラウド 

サポート 

シリンダ 

シュラウド 

サポート 

プレート 

シュラウド 

サポート 

レグ 

制御棒案内管 

周辺燃料支持金具 

中央燃料支持金具 

燃料支持

金具 

シュラウド 

サポート 
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2. 記号の説明 

  本書及び各計算書において，以下の記号を使用する。ただし，本書添付及び各計算書中に別

途記載ある場合は，この限りでない。 

なお，各計算書における記号の字体及び大きさについては，本書と異なる場合がある。 

計算書 

の記号 
記 号 の 説 明 単 位 

Ｅ 

Ｈ 

Ｍ 

Ｐb

Ｐm

Ｓｄ

Ｓｄ* 

Ｓｓ

Ｓ12 

Ｓ23 

Ｓ31 

Ｓm 

Ｓu

Ｓy 

Ｖ 

η 

ν 

σ1 

σ2

σ3

σ

σr

σt

τ r

τrt

τt

ⅢＡＳ 

ⅣＡＳ 

ⅤＡＳ

縦弾性係数 

水平力 

モーメント 

一次曲げ応力 

一次一般膜応力 

弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又はＳクラス設備に 

適用される静的地震力 

基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

主応力差σ1－σ2 

主応力差σ2－σ3 

主応力差σ3－σ1 

設計応力強さ 

設計引張強さ 

設計降伏点 

鉛直力 

溶接部の継手効率 

ポアソン比 

主応力 

主応力 

主応力 

軸方向応力 

半径方向応力 

周方向応力 

せん断応力 

せん断応力 

せん断応力 

設計・建設規格の供用状態Ｃ相当の許容応力を基準として，それに地震

により生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態

設計・建設規格の供用状態Ｄ相当の許容応力を基準として，それに地震

により生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態

運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力を基本として，それに地震に

より生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態

MPa 

N 

N･mm 

MPa 

MPa

－ 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa

MPa 

－ 

－ 

－ 
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3. 計算条件 

 3.1 適用基準 

発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ 

ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年）（以下「設計・建設規格」という。）及び原子力発

電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984）（日本電気協

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年）を適用する。 

注：本書及び各計算書において，設計・建設規格の条項は「設計・建設規格 ○○○-△△△

△(◇)a.(a)」として示す。 

 3.2 評価対象箇所 

応力解析を行う箇所は，次のとおりである。（図 3－1参照） 

   (1) 炉心シュラウド  

   (2) シュラウドサポート 

   (3) 上部格子板 

   (4) 炉心支持板 

   (5) 燃料支持金具 

   (6) 制御棒案内管 

 3.3 形状及び寸法 

   各部の形状及び寸法は，各計算書に示す。 

 3.4 物性値 

   応力計算に使用する材料の物性値は，以下のとおりである。 

  3.4.1 材料の物性値 

材料の物性値は，次のように定める。 

   (1) 縦弾性係数Ｅは，設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1 に定められたものによ

る。 

なお，物性値を補正して使用する場合には，補正方法を各計算書に示す。 

   (2) 材料は，表 3－1に従って分類する。 

主な温度における材料の物性値を表 3－2に示す。 

 3.5 荷重の組合せ及び許容応力状態（供用状態） 

炉心支持構造物の評価に用いる荷重の組合せ及び許容応力状態（供用状態）は，表 3－3に示

すとおりである。また，各許容応力状態（供用状態）で考慮する荷重は，4章に示すとおりであ

る。 

なお，本書及び各計算書において，設計・建設規格 GNR-2120(1)の規定による最高使用圧力

（供用状態Ａを定義する運転状態において機器が受ける最高の圧力以上の圧力であって，設計

上定めるものをいう。）を「設計差圧」と呼ぶ。（図 4－1参照） 
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 3.6 許容限界

  (1) 設計応力強さＳm，設計降伏点Ｓy及び設計引張強さＳuは，それぞれ設計・建設規格 付録

材料図表 Part5 表 1，表 8及び表 9に定められたものを使用する。 

  (2) 許容応力状態ⅢＡＳ及び許容応力状態ⅣＡＳの一次応力強さの評価には，各運転状態におけ

る流体の最高温度（運転状態 I及びⅡ：  ℃）に対する許容限界を用いる。供用状態Ｅ＊の

一次応力強さの評価には，運転状態Ⅴにおける評価温度条件（  ℃）に対する許容限界を

用いる。 

  (3) 炉心支持構造物の各運転状態の応力評価に用いる許容限界は，表 3－4 に示すとおりであ

る。 

これらの表に記載のない軸圧縮荷重を受ける場合に対する許容応力及び外面に圧力を受け

る場合に対する許容外圧は，各計算書に記載するものとする。 

注記 ＊：供用状態Ｅとは，重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）であり，供用状態Ｄを超える状

態である。許容限界の算出式は供用状態Ｄと同様とする。 

 3.7 溶接部の継手効率 

  (1) 溶接部の継手効率は，継手の種類と分類及び継手に適用する検査の種類により，設計・建

設規格 CSS-3150 に従って定める。 

(2) 溶接部の許容限界は，表 3－4に定める許容限界に継手効率を乗じたものとする。 

溶接部の継手効率を添付 1に示す。 
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4. 荷重条件 

炉心支持構造物は，以下の荷重条件に耐えるように設計する。 

各機器の応力解析には本章に示す荷重を考慮する。 

4.1 設計条件 

原子炉圧力容器の最高使用圧力 ：8.62 MPa 

設計差圧 ：図 4－1に示す。 

最高使用温度 ：302 ℃ 

4.2 運転条件 

運転条件及び記号は，次のとおりである。また，これらの記号を解析及び評価に用いる場合 

において，同一事象内に複数の解析時点がある場合は，記号に小番号を付して使用する。 

[例 C03-01，C03-02] 

なお，各計算書においては，{ }内の名称を用いる。 

計算書では以下に示す運転条件のうち，一次応力強さの評価については，各供用状態（許容

応力状態）を定義する各運転状態のうち，最も厳しい運転条件について選定する。 

  4.2.1 運転状態Ⅰ及びⅡ 

(1) ボルト締付け ｛ボルト締付け｝                ［C01］

(2) 耐圧試験（最高使用圧力以下）      ｛耐圧試験最高使用圧力以下｝    ［C02］ 

(3) 起動（昇温） ｛起動昇温｝                    ［C03］

(4) 起動（タービン起動） ｛起動タービン起動｝            ［C04］ 

(5) 夜間低出力運転（出力 75 ％） ｛夜間低出力運転出力 75 ％｝   ［C05］ 

(6) 週末低出力運転（出力 50 ％） ｛週末低出力運転出力 50 ％｝   ［C06］ 

(7) 制御棒パターン変更   ｛制御棒パターン変更｝            ［C07］ 

(8) 給水加熱機能喪失（発電機トリップ）      ｛発電機トリップ｝              ［C08］

(9) 給水加熱機能喪失（給水加熱器部分バイパス） ｛給水加熱器部分バイパス｝        ［C09］ 

(10) スクラム（タービントリップ）   ｛スクラムタービントリップ｝      ［C10］ 

(11) スクラム（その他のスクラム） ｛スクラムその他のスクラム｝     ［C11］ 

(12) 定格出力運転   ｛定格出力運転｝                  ［C12］ 

(13) 停止（タービン停止）  ｛停止タービン停止｝              ［C13］ 

(14) 停止（高温待機）        ｛停止高温待機｝                  ［C14］ 

(15) 停止（冷却）  ｛停止冷却｝                      ［C15］ 

(16) 停止（容器満水）   ｛停止容器満水｝                  ［C16］ 

(17) 停止（満水後冷却）   ｛停止満水後冷却｝                ［C17］ 

(18) ボルト取外し  ｛ボルト取外し｝                  ［C18］

(19) 燃料交換 ｛燃料交換｝                    ［C19］ 

(20) スクラム（原子炉給水ポンプ停止） ｛スクラム原子炉給水ポンプ停止｝     ［C20］ 
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(21) スクラム（逃がし安全弁誤作動）       ｛スクラム逃がし安全弁誤作動｝   ［C21］

4.2.2 運転状態Ⅲ 

(1) スクラム（過大圧力）  ｛スクラム過大圧力｝            ［C22］ 

(2) 冷却材再循環系仕切弁誤作動（冷状態）    ｛冷再循環系仕切弁誤作動｝    ［C23］ 

(3) 冷却材再循環ポンプ誤起動（冷状態）      ｛冷再循環ポンプ誤起動｝       ［C24］ 

4.2.3 運転状態Ⅳ 

(1) 冷却材喪失事故 ｛冷却材喪失事故｝              ［C25］ 

各運転条件における設計上定めた炉心支持構造物の周囲の流体の温度，圧力の変化及びその

繰返し回数を図 4－2に示す。 

4.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件は以下のとおりである。 

温度条件：

圧力条件：

差圧条件：  

4.4 外荷重の条件 

4.4.1 死荷重 

荷重作用点において機器の自重により生じる荷重とし表 4-1に示す。 

4.4.2 機械的荷重 

炉心支持構造物に作用する死荷重及び地震荷重以外の機械的荷重は発生しない。 

4.4.3 地震荷重 

炉心支持構造物に加わる地震荷重については，添付書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容

器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び原子炉本体の基礎の地震応答計算書」に

基づくものとし，表 4-1 に炉心支持構造物に加わる地震荷重を示す。 
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4.5 荷重の組合せと応力評価 

荷重の組合せと応力評価項目の対応を表 4－2に示す。表 4－2及び各計算書において，荷重

の種類と記号は以下のとおりである。 

なお，荷重の組合せについては各機器ごとに適切に組み合わせる。 

     荷 重          記号 

 (1) 原子炉圧力容器の内圧   ［ L01］ 

 (2) 差圧   ［ L02］ 

 (3) 死荷重（機器の自重により生じる荷重）   ［ L04］ 

   (4) 機器の地震時の慣性力による地震荷重Ｓｄ*（一次荷重）    ［ L14 ］ 

 (5) 機器の地震時の慣性力による地震荷重Ｓｓ（一次荷重）    ［ L16 ］ 
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5. 応力解析の手順 

応力解析の手順について述べる。 

 5.1 解析手順の概要 

解析手順の概要を図5－1に示す。本図において，内圧及び差圧による応力とその他の荷重に 

よる応力の計算で考慮する荷重を「機械荷重」という。 

 5.2 荷重条件の選定 

応力解析においては，4 章に示した荷重条件のうちから，その部分に作用する荷重を選定し

て計算を行う。それぞれの部分について考慮した荷重を表 4－1に示す。 

5.3 応力計算と応力の分類 

  5.3.1 応力計算の方法 

   (1) 応力計算は，4.4 項に示す荷重の種類ごとに行う。 

   (2) 解析する箇所の形状は，次の方針に従ってモデル化する。 

    a. 内張り材は，強度部材に含めない。 

    b. 内張り材のない低合金鋼及び炭素鋼母材の内表面は  mm，外表面は  mm の腐食

代を考慮する。内張り材のある低合金鋼及び炭素鋼母材の内表面，オーステナイト系ス

テンレス鋼，高ニッケル合金には，腐食代を考慮しない。 

    c. 溶接部は，溶接金属に相当する鋼材と同じ物性値及び機械的性質を用いる。 

   (3) モデル図と使用する境界条件（拘束条件）は，各計算書に示す。 

 5.3.2 計算に使用する解析コード 

解析コードとしてＡＳＨＳＤ２－Ｂを用いる。なお，解析コード「ＡＳＨＳＤ２－Ｂ」

の検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-53 計算機プログラム（解析

コード）の概要・ＡＳＨＳＤ２－Ｂ」に示す。 

  5.3.3 応力の分類 

応力の計算結果は，表 5－1の応力の分類方法に従って分類して，各計算書に示す。 

 5.4 応力の評価 

  5.4.1 主応力 

     5.3 節で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求める。 

組合せ応力は，一般にσt，σ ，σr，τt ，τ r ，τrtの 6成分をもつが，主応力σは 

引用文献(1)の 1･3･6 項により，次式を満足する 3根σ１，σ２，σ３として計算する。 

σ3－（σt＋σ ＋σr）・σ2＋（σt・σ ＋σ ・σr＋σr・σt－τt 2 

－τ r2－τrt2）・σ－σt・σ ・σr＋σt・τ r2＋σ ・τrt2＋σr・τt 2 

－2・τt ・τ r・τrt＝0 

上式により主応力を求める。 
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  5.4.2 応力強さ 

以下の 3つの主応力差の絶対値で最大のものを応力強さとする。 

Ｓ12＝σ1－σ2

Ｓ23＝σ2－σ3

Ｓ31＝σ3－σ1

  5.4.3 一次応力強さ 

許容応力状態ⅢＡＳ，許容応力状態ⅣＡＳ及び供用状態Ｅにおいて生じる一次一般膜応力

及び一次一般膜＋一次曲げ応力の応力強さが，3.6 節及び 3.7 節に示す許容限界を満足す

ることを示す。 

5.5 特別な評価

  5.5.1 支圧応力の評価 

支圧荷重を受ける部分は，設計・建設規格 CSS-3115 により評価する。解析箇所を以下に

示す。許容応力は，表 3－4(3)に示し，評価方法は，炉心シュラウドの計算書に示す。 

(1) 炉心シュラウドの上部格子板及び炉心支持板支持面 

  5.5.2 座屈に対する評価 

軸圧縮荷重又は外圧を受ける部分は，設計・建設規格 CSS-3116.1 又は CSS-3200 によ

り圧縮応力を評価する。ただし，シュラウドサポートレグの座屈に対する評価は，設計・

建設規格 CSS-3116.2 により圧縮応力を評価する。解析箇所を以下に示す。許容応力及び

評価方法は，各計算書に示す。 

(1) 炉心シュラウドの下部胴 

(2) シュラウドサポートレグ 

(3) 制御棒案内管のボディ 
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6. 解析及び評価結果の添付 

各計算書では，以下に示すように解析結果を添付する。 

全応力評価点（面）について考慮した荷重ごとに応力を分類し，その結果を示す。また，応力

評価点の選定に当たっては，各部分ごとに応力評価上厳しくなる評価点を，各部分を代表する評

価点として選定する。 

応力評価点番号は，計算書ごとに記号 P01 からの連番とする。奇数番号を内面の点，偶数番号

を外面の点として，各計算書の形状・寸法・材料・応力評価点を示す図において定義する。 

なお，軸対称モデルにおいて，非軸対称な外荷重による応力評価を行った場合，荷重の入力方

位と応力評価点の方位の関係により応力に極大値と極小値が生じる。外荷重による応力が極大と

なる方位の応力評価点は［例 P01］と表し，極小となる方位の応力評価点には，プライム（’）
を付けて［例 P01’］と表す。 

一次応力の評価は，内外面の応力評価点を含む断面（応力評価面）について行う。 

6.1 応力評価結果 

  (1) 次の応力評価結果は，全応力評価点（面）について添付する。 

   a. 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

   b. 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

  (2) 次の特別な評価は，対象となるすべての部位について評価し，この結果を記載する。 

   a. 支圧応力 

   b. 座屈

P01’ P01 

P02 P02’

Ｍ 
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図 3－1 全体断面図 
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     (単位：MPa) 

部位 
設計条件 

（設計差圧） 

運転状態 

Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ 

運転状態 

Ⅳ，Ⅴ 

炉心シュラウド 

Ｐ45＝Ｐ4－Ｐ5 

Ｐ32＝Ｐ3－Ｐ2 

Ｐ12＝Ｐ1－Ｐ2 

シュラウドサポート Ｐ12＝Ｐ1－Ｐ2 

上部格子板 Ｐ34＝Ｐ3－Ｐ4 

炉心支持板 Ｐ13＝Ｐ1－Ｐ3 

燃料支持金具 Ｐ13＝Ｐ1－Ｐ3 

制御棒案内管 Ｐ13＝Ｐ1－Ｐ3 

図 4－1 炉心支持構造物の各運転状態における差圧 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
1
 R
1
 

Ｐ4Ｐ5

Ｐ3

Ｐ3
Ｐ2

Ｐ1

Ｐ2



Ⅰ　及び　Ⅱ Ⅲ Ⅳ
C01 C02 C03 C04 C05 C06 C07 C08 C09 C10 C11 C12 C13 C14 C15 C16 C17 C18 C19 C20 C21 C22 C23 C24 C25

ボルト 耐圧試験 起動 夜間 週末 制御棒 給水加熱機能喪失 スクラム 定格 停止 ボルト 燃料 スクラム 冷却材 冷却材 冷却材
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図4－2(1)　炉心支持構造物の運転条件
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図4－2(2)　炉心支持構造物の運転条件
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図 4－2(3) 炉心支持構造物の運転条件（続） 

注記 ＊1：

＊2：

注 1：

注 2：

注 3：

注 4：

注 5：

注 6：

注 7：
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図 4－2(4) 炉心支持構造物の運転条件 

（原子炉圧力容器内領域図） 
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図 5－1 応力解析の手順 

(5.2 節) 

荷重条件の選定 

注：（  ）内は，本書において

  説明のある節の番号を示す。

計 算 始 め 

(5.3 節) 

外荷重による 

応力の計算とその分類 

特別な評価

(5.3 節) 

計 算 終 り 

(5.4 節) 

(5.5 節) 

内圧及び差圧による 

応力の計算とその分類

一次応力強さ

の評価 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
1
 R
1
 



20 

表 3－1 材料の分類 

種類 使用材料 備考 

オーステナイト系 

ステンレス鋼 

SUS304 相当   

SUS304L 相当  

SUS304TP 相当  

SUS304TP 相当

SCS13 相当  

SCS13A 相当  

SCS13A ＊

高ニッケル合金 NCF600 相当   

 注記 ＊：新 JIS を示す。 
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表 3－2 応力計算に使用する材料の物性値 

材料 
温度 

(℃) 

Ｅ 

×105

(MPa) 

ν 

SUS304 

SUS304L 

SUS304TP 

SCS13A 

20 

161 

302 

NCF600 

20 

161 

302 
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表 3－3(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態（供用状態）（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 許容応力状態 荷重の組合せ 

原子炉本体 
炉心支持 

構造物 

炉心シュラウド 

シュラウドサポート 

上部格子板 

炉心支持板 

燃料支持金具 

制御棒案内管 

Ｓ 炉心支持構造物 

ⅢＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* 

ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*

ⅣＡＳ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ

［記号の説明］ 

Ｄ ： 死荷重 

Ｐ ： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態（地震との組合せが独立な運転状態Ⅳ，Ⅴは除く）における圧力荷重 

Ｍ ： 地震及び死荷重以外で地震と組み合わすべきプラントの運転状態（地震との組合せが独立な運転状態Ⅳ，Ⅴは除く）で 

設備に作用している機械的荷重 

ＰＬ ： 地震と組合せが独立な運転状態Ⅳの事故の直後を除き，その後に生じている圧力荷重 

ＭＬ ： 地震と組合せが独立な運転状態Ⅳの事故の直後を除き，その後に生じている死荷重及び地震荷重以外の機械的荷重 

Ｓｄ* ： 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又はＳクラス設備に適用される静的地震力 

Ｓｓ ： 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-3-2-1 R2 
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表 3－3(2) 荷重の組合せ及び許容応力状態（供用状態）（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1
耐震設計上の 

重要度分類 

機器等の

区分 

許容応力状態 

（供用状態）
荷重の組合せ 

原子炉本体 
炉心支持 

構造物 

炉心シュラウド 

シュラウドサポート 

上部格子板 

炉心支持板 

燃料支持金具 

制御棒案内管 

常設耐震 

／防止 

常設／緩和 

Ｓ － 

ⅤＡＳ＊2

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ
＊3

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ
＊3

Ｅ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ 

［記号の説明］ 

Ｄ ： 死荷重 

Ｐ ： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態における圧力荷重 

Ｍ ： 地震及び死荷重以外で地震と組み合わすべきプラントの運転状態で設備に作用している機械的荷重 

ＰＳＡＬ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（Ｌ））に作用する圧力荷重 

ＭＳＡＬ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（Ｌ））に作用する機械的荷重 

ＰＳＡＬＬ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（Ｌ））より更に長期的（長期（ＬＬ））に作用する圧力荷重 

ＭＳＡＬＬ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（Ｌ））より更に長期的（長期（ＬＬ））に作用する機械的荷重 

Ｓｄ ： 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 

Ｓｓ ： 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

注記  ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

   ＊3：「Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

注：許容応力状態ⅤＡＳにおける荷重の組合せで，重大事故後の状態 における圧力荷重ＰＳＡＬ，ＰＳＡＬＬは，設計基準対象施設で想定される圧力

及び機械的荷重と比べて小さい。また，重大事故後の状態で設備に作用する機械荷重Ｍは発生しない。このことから，許容応力状態ⅤＡＳにお

ける荷重の組合せによる評価は，設計基準対象施設の評価に包絡される。 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-3-2-1 R3 
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表3－3(3) 許容限界（炉心支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界（ボルト等以外） 許容限界（ボルト等） 

一次一般膜応力強さ

一次一般膜応

力強さ＋一次

曲げ応力強さ

特別な応力限界 

一次一般膜応力強さ

一次一般膜

応力強さ＋

一次曲げ応

力強さ

一次＋二

次応力強

さ
純せん断 

応力 
支圧応力 

ねじり応

力 

ⅢＡＳ 1.5・Ｓｍ

左欄の 1.5 倍

の値 
0.9・Ｓｍ

1.5・Ｓｙ 

（2.25・Ｓｙ）
1.2・Ｓｍ

1.5・Ｓｍ

左欄の 1.5

倍の値 

ただし，Ｓｕ＞690 MPa の材料に対しては 

①一次膜応力と二次膜応力を加えて求めた膜

応力強さは0.9・Ｓｙと2/3・Ｓｕの小さい

方。 

②一次応力と二次応力を加えて求めた応力強

さは，0.9・Ｓｙ。

ⅣＡＳ 2/3・Ｓｕ

ただし，オーステナ

イト系ステンレス鋼

及び高ニッケル合金

については，2/3・

Ｓｕと 2.4・Ｓｍの小

さい方。 

左欄の 1.5 倍

の値 
1.2・Ｓｍ

2・Ｓｙ 

（3・Ｓｙ） 
1.6・Ｓｍ

2/3・Ｓｕ

ただし，オーステナ

イト系ステンレス鋼

及び高ニッケル合金

については，2/3・

Ｓｕと 2.4・Ｓｍの小

さい方。 

左欄の 1.5

倍の値 
― 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣ

ＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記 ＊1：設計・建設規格 CSS-3160(2)の崩壊荷重の下限に基づく評価を適用する場合は，この限りではない。 

＊2：設計・建設規格 CSS-3160(3)の崩壊荷重の下限に基づく評価を適用する場合は，この限りではない。 

＊3：（ ）内は，支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値。 

＊1 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-3-2-1 R2 

＊3 

＊2 
＊3 

＊1 

＊2 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 
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表 3－4(1) 炉心支持構造物用材料の許容限界

               (単位：MPa) 

応 力 分 類 一次一般膜応力強さ(Ｐｍ) 

状 態 許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 供用状態Ｅ 

温       度(℃) 

オーステナイト系

ステンレス鋼及び

高ニッケル合金 

SUS304 

SUS304TP 
172 260 260 

SUS304L 145 232 232 

SCS13A 172 248 248 

NCF600 246 334 334 

許容応力強さの算出式 1.5・Ｓｍ

Min 

(2.4・Ｓｍ，2/3・Ｓｕ) 

Min 

(2.4・Ｓｍ，2/3・Ｓｕ) 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-3-2-1 R1 
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表 3－4(2) 炉心支持構造物用材料の許容限界

              (単位：MPa) 

応 力 分 類 一次一般膜応力強さ＋一次曲げ応力強さ(Ｐｍ＋Ｐｂ) 

状 態 許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 供用状態Ｅ 

温     度(℃) 

オーステナイト系

ステンレス鋼及び

高ニッケル合金 

SUS304 

SUS304TP 
258 391 391 

SUS304L 218 348 348 

SCS13A 258 372 372 

NCF600 369 501 501 

許容応力強さの算出式 2.25・Ｓｍ

Min 

(3.6・Ｓｍ，Ｓｕ) 

Min 

(3.6・Ｓｍ，Ｓｕ) 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-3-2-1 R1 
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表 3－4(3) 炉心支持構造物用材料の許容限界

(単位：MPa) 

応 力 分 類 支 圧 応 力 

状 態 許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 供用状態Ｅ 

温 度(℃) 

オーステナイト系

ステンレス鋼
SUS304L 163 217 217 

許容応力の算出式 1.5・Ｓｙ 2・Ｓｙ 2・Ｓｙ

NT2 補③ Ⅴ-2-3-3-2-1 R1 
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表 4－1(1) 外荷重 

炉心シュラウド外荷重 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点

鉛直力 水平力 モーメント 

Ｖ 

(kN) 

Ｈ 

(kN) 

Ｍ 

(kN･m) 

L04 死荷重 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｇ 

L14 地震荷重Ｓｄ*

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｇ 

L16 地震荷重Ｓｓ

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｇ 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
1
 R
0
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注：Ｖ，Ｈ及びＭは，Ａ～Ｇの各荷重作用点に作用する。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
1
 R
0
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表 4－1(2) 外荷重 

シュラウドサポート外荷重

記号 荷重名称 

鉛直力 水平力 モーメント

Ｖ1

(kN) 

Ｖ2

(kN) 

Ｈ 

(kN) 

Ｍ 

(kN･m) 

L04 死荷重 

L14 地震荷重Ｓｄ*

L16 地震荷重Ｓｓ 

注 1：  

注 2：  

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
1
 R
0
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表 4－1(3) 外荷重 

上部格子板外荷重 

記号 荷重名称 
鉛直力＊1 水平力＊2

Ｖ(kN) Ｈ(kN) 

L04 死荷重 

L14 地震荷重Ｓｄ*

L16 地震荷重Ｓｓ

注記  ＊1：

＊2：

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
1
 R
0
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表 4－1(4) 外荷重 

炉心支持板外荷重 

記号 荷重名称 
鉛直力 水平力＊3

Ｖ1(N) ＊1 Ｖ2(N) ＊2 Ｈ(kN) 

L04 死荷重 

L14 地震荷重Ｓｄ*

L16 地震荷重Ｓｓ

注記  ＊1：

  ＊2：

＊3：

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
1
 R
0
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表 4－1(5) 外荷重 

燃料支持金具外荷重 

記号 荷重名称 
荷重＊1

作用点 

鉛直力 水平力 

Ｖ(kN) ＊2 Ｈ(kN) ＊2

L04 死荷重 

L14 地震荷重Ｓｄ*

L16 地震荷重Ｓｓ

注記 ＊1：荷重作用点Ａは中央燃料支持金具を示し，荷重作用点Ｂは 

周辺燃料支持金具を示す。 

＊2：  

注：  

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
1
 R
1
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表 4－1(6) 外荷重 

制御棒案内管外荷重 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点 

鉛直力 水平力 モーメント

Ｖ(kN)＊ Ｈ(kN) ＊ Ｍ(kN･m) ＊

L04 死荷重 
Ａ 

Ｂ 

L14 地震荷重Ｓｄ*
Ａ 

Ｂ 

L16 地震荷重Ｓｓ

Ａ 

Ｂ 

注記 ＊：

注：  

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
1
 R
1
 



35 

表 4－2 荷重の組合せ 

状 態 荷重の組合せ 応力評価 

許容応力状態ⅢＡＳ L02＋L04＋L14 
Ｐｍ

Ｐｍ＋Ｐｂ

許容応力状態ⅣＡＳ L02＋L04＋L16 
Ｐｍ

Ｐｍ＋Ｐｂ

供用状態Ｅ L02＋L04 
Ｐｍ

Ｐｍ＋Ｐｂ

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
1
 R
1
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表 5－1 応力の分類 

炉心支持 

構造物の要素 
位 置 荷重の種類 応力の分類 

胴 全胴部の任意断面

外荷重， 

モーメント

又は圧力差 

全断面について平均した

一般膜応力，断面に垂直

な応力成分 
Ｐm

はり又は板 全般 

外荷重， 

モーメント

又は圧力差 

全断面について平均した

一般膜応力，断面に垂直

な応力成分 

曲げ応力 

Ｐm

Ｐb

注： 

Ｐm ：圧力差又は機械的荷重によって生じる膜応力であって，構造上の不連続性及び局部的形 

 状の変化によって生じる膜応力は除く。 

 ただし，実際の応力評価では，応力評価面を構造上の不連続部にとることが多い ので， 

 内径，板厚がその応力評価面での値に等しい単純な殻を仮定し，シェル理論又は はり理 

 論を用いて計算した応力を，その応力評価面におけるＰmとする。 

Ｐb ：外力，内力及びモーメントに対して，単純な平衡の法則を満足する曲げ応力をいう。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
1
 R
0
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添付 1  溶接部の継手効率 

炉心支持構造物の主な溶接部の継手効率は，設計・建設規格 CSS-3150 に従い，付表－1 

のとおりに定められる。 

付表－1 溶接部の継手効率 

継手の箇所 継手の分類 継手の種類 検査の種類＊ 継手効率 

炉心シュラウ

ド 

胴の長手継手 

胴の周継手 

胴とリングの周継手 

リングセクタ同士の継手

炉心シュラウ

ドとシュラウ

ドサポートシ

リンダの溶接

継手 

胴と胴の周継手 

シュラウドサ

ポート 

シリンダの長手継手

プレートとプレートの継手 

シリンダとプレートの継手 

プレートと原子炉圧力容器の周継手 

シリンダとレグの継手

レグと原子炉圧力容器の継手

炉心支持板 

板と板の継手 

胴の長手継手 

胴と板の周継手 

胴と補強ビームの継手 

板と補強ビームの継手 

燃料支持金具 周辺燃料支持金具と炉心支持板 

制御棒案内管 

胴の長手継手 

胴の周継手 

胴とベースの周継手 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
1
 R
0
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注記 ＊：検査の種類を示す記号は次のとおりである｡ 

ＰＴ＋ＲＴ  ：設計・建設規格 CSS-3150 に規定する Aの検査 

ＰＰＴ    ：設計・建設規格 CSS-3150 に規定する Cの検査 

ＲＰＴ＋ＦＰＴ：設計・建設規格 CSS-3150 に規定する Dの検査 

ＰＴ     ：設計・建設規格 CSS-3150 に規定する Eの検査 

ＶＴ     ：設計・建設規格 CSS-3150 に規定する Fの検査 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
1
 R
0
E
 



Ⅴ-2-3-4-4-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針 

東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号 工認-856 改 2 

提出年月日 平成 30年 8 月 16 日 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
 R
0
 

本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から

公開できません。 



目－1 

目次 

1. 概要                                   1 

1.1 一般事項                                   1 

1.2 構造の説明                                   1 

2. 記号の説明                                   3 

3. 計算条件                                   4 

3.1 適用基準                                   4 

3.2 評価対象箇所                                   4 

3.3 形状及び寸法                                   5 

3.4 物性値                                   5 

3.4.1 材料の物性値                                   5 

3.5 荷重の組合せ及び許容応力状態（供用状態）   5 

3.6 許容限界                                   5 

3.7 溶接部の継手効率                                   5 

4. 荷重条件                                   6 

4.1 設計条件                                   6 

4.2 運転条件                                   6 

4.2.1 運転状態Ⅰ及びⅡ                                   6 

4.2.2 運転状態Ⅲ                                   7 

4.2.3 運転状態Ⅳ                                   7 

4.3 重大事故等時の条件                                   7 

4.4 外荷重の条件                                   7 

4.4.1 死荷重                                   7 

4.4.2 機械的荷重                                   7 

4.4.3 地震荷重                                   7 

4.5 荷重の組合せと応力評価   8 

5. 応力解析の手順                                   9 

5.1 解析手順の概要                                   9 

5.2 荷重の選定                                   9 

5.3 応力計算と応力の分類                                   9 

5.3.1 応力計算の方法                                   9 

5.3.2 応力計算に使用する解析コード                                   9 

5.3.3 応力の分類                                   9 

5.4 応力の評価                                   10 

5.4.1 主応力                                   10 

5.4.2 応力強さ                                   10 

5.4.3 一次応力強さ                                   10 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-
4
-
1
 R
2
 



目－2 

5.5 特別な評価   10 

5.5.1 純せん断応力の評価                                   10 

5.6 極限解析による評価                                   10 

5.6.1 極限解析の方法                                   10 

5.6.2 極限解析に使用する解析コード                                   11 

6. 解析及び評価結果の添付                                   12 

6.1 応力評価結果                                   12 

7. 引用文献                                   13 

添付 1  溶接部の継手効率                                   41 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
 R
2
 



目－3 

図表目次 

図 3－1 全体断面図                                   14 

図 4－1 原子炉圧力容器内部構造物の各運転状態における差圧                          15 

図 4－2 原子炉圧力容器内部構造物の運転条件                                   16 

図 5－1 応力解析の手順                                   26 

表 1－1 原子炉圧力容器内部構造物の構造計画                                   2 

表 3－1 材料の分類                                   27 

表 3－2 応力計算に使用する材料の物性値                                   28 

表 3－3 極限解析による評価に使用する材料の物性値                                  29 

表 3－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（供用状態），許容限界   30 

表 3－5 原子炉圧力容器内部構造物用材料の許容限界   33 

表 4－1 外荷重                                   36 

表 4－2 荷重の組合せ                                   39 

表 5－1 応力の分類                                   40 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
 R
2
 



1 

1. 概要

1.1 一般事項 

本書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持

の設計方針に基づき，原子炉圧力容器内部構造物に関する応力解析の方針を述べるものである。 

原子炉圧力容器内部構造物は，設計基準対象施設においては耐震Ｓクラスに分類される。 

下記の機器は，重大事故等対処設備に該当し，常設耐震重要重大事故防止設備又は常設耐震

重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類され，その他の機器は重大事故等対処

設備に該当しない。 

以下，原子炉圧力容器内部構造物の耐震評価及び重大事故等時における強度評価について記

載する。 

【常設耐震重要重大事故防止設備】 

・ジェットポンプ

・高圧炉心スプレイスパージャ

・高圧炉心スプレイ配管（原子炉圧力容器内部）

・差圧検出・ほう酸水注入管（原子炉圧力容器内部）

【常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備】 

・低圧炉心スプレイスパージャ

・残留熱除去系配管（原子炉圧力容器内部）

・低圧炉心スプレイ配管（原子炉圧力容器内部）

注 1：本書に記載していない特別な内容がある場合は，各計算書に示す。 

注 2：図表は，原則として巻末に示す。 

1.2 構造の説明 

原子炉圧力容器内部構造物の構造計画を表 1－1に示す。 

なお，原子炉圧力容器内部構造物は，下記の機器により構成される。 

(1) 蒸気乾燥器

(2) 気水分離器及びスタンドパイプ

(3) シュラウドヘッド

(4) ジェットポンプ

(5) 給水スパージャ

(6) 高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ

(7) 残留熱除去系配管（原子炉圧力容器内部）

(8) 高圧及び低圧炉心スプレイ配管（原子炉圧力容器内部）

(9) 差圧検出・ほう酸水注入管（原子炉圧力容器内部）

(10) 中性子計測案内管

N
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表 1－1 原子炉圧力容器内部構造物の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

 蒸気乾燥器，給水ス

パージャ，高圧及び低

圧炉心スプレイ配管

は，原子炉圧力容器内

部に取り付けられたブ

ラケットにより支持さ

れている。 

また，気水分離器及

びスタンドパイプはシ

ュラウドヘッドに溶接

により接続され，シュ

ラウドヘッドは炉心シ

ュラウド上にボルトに

よりフランジ接続され

る。 

 原子炉圧力容器内部

構造物は蒸気乾燥器，

気水分離器及びスタン

ドパイプ，シュラウド

ヘッド，ジェットポン

プ，給水スパージャ，

高圧及び低圧炉心スプ

レイスパージャ，残留

熱除去系配管，高圧及

び低圧炉心スプレイ配

管，差圧検出・ほう酸

水注入管，中性子計測

案内管により構成され

る。 

2
 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-1 R0 

蒸気乾燥器 

気水分離器及び 
スタンドパイプ 

高圧及び低圧炉心 
スプレイ配管 

高圧及び低圧炉心 
スプレイスパージャ 

中性子計測案内管 

差圧検出・ほう酸水 
注入管 

ジェットポンプ 

残留熱除去系配管 

シュラウドヘッド 

給水スパージャ 
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2. 記号の説明

本書及び各計算書において，以下の記号を使用する。ただし，本書添付及び各計算書中に別途

記載ある場合は，この限りでない。 

なお，各計算書における記号の字体及び大きさについては，本書と異なる場合がある。 

計算書 

の記号 
記 号 の 説 明 単 位 

Ｅ 

ＦL

ＦS

Ｈ 

Ｍ 

Ｐb

Ｐm

Ｓｄ*

Ｓｓ

Ｓ12

Ｓ23

Ｓ31

Ｓm

Ｓu

Ｓy

Ｔ

Ｖ 

η 

ν 

σ1

σ2

σ3

σ

σr

σt

τ r

τrt

τt

ⅢＡＳ 

ⅣＡＳ 

ⅤＡＳ

縦弾性係数 

軸力 

せん断力 

水平力 

モーメント

一次曲げ応力 

一次一般膜応力 

弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

主応力差σ１－σ２

主応力差σ２－σ３

主応力差σ３－σ１

設計応力強さ 

設計引張強さ 

設計降伏点 

ねじりモーメント 

鉛直力 

溶接部の継手効率 

ポアソン比 

主応力 

主応力 

主応力 

軸方向応力 

半径方向応力 

周方向応力 

せん断応力 

せん断応力 

せん断応力 

設計・建設規格の供用状態Ｃ相当の許容応力を基準として，それに地

震により生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

設計・建設規格の供用状態Ｄ相当の許容応力を基準として，それに地

震により生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力を基本として，それに地震

により生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態

MPa 

N 

N 

N 

N･mm 

MPa 

MPa 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

N･mm 

N 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

－ 

－ 

－
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3. 計算条件

 3.1 適用基準 

発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ Ｎ

Ｃ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年）（以下「設計・建設規格」という。）及び原子力発

電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984）（日本電気協

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年）を適用する。 

注：本書及び各計算書において，設計・建設規格の条項は「設計・建設規格 ○○○-△△△

△(◇)a.(a)」として示す。

 3.2 評価対象箇所 

新規制対応工認対象となる設計用地震力及び重大事故等時に対する応力評価の対象箇所は，

次のとおりである。（図 3－1参照） 

機器名称 設計用地震力に対する

応力評価 

重大事故等時に対する 

応力評価 

(1) 蒸気乾燥器 ○ ×＊

(2) 気水分離器及びスタンドパイプ ○ ×＊

(3) シュラウドヘッド ○ ×＊

(4) ジェットポンプ ○ ○ 

(5) 給水スパージャ ○ × 

(6) 高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ ○ ○ 

(7) 残留熱除去系配管 

（原子炉圧力容器内部） 

○ ○ 

(8) 高圧及び低圧炉心スプレイ配管 

（原子炉圧力容器内部） 

○ ○ 

(9) 差圧検出・ほう酸水注入管 

（原子炉圧力容器内部） 

○ ○ 

(10) 中性子計測案内管 ○ ×＊

注：「○」は評価対象，「×」は評価対象外を示す。 

注記 ＊：原子炉冷却材の流路機能がないため，評価対象外とする。 
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 3.3 形状及び寸法 

各部の形状及び寸法は，各計算書に示す。 

 3.4 物性値 

応力計算及び極限解析による評価に使用する材料の物性値は，以下のとおりである。 

 3.4.1 材料の物性値 

材料の物性値は，次のように定める。 

(1) 縦弾性係数Ｅは，設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1及び表 2に定められたも

のによる。 

(2) 材料は，表 3－1に従って分類する。

主な温度における材料の物性値を表 3－2に示す。

極限解析による評価に使用する物性値を表 3－3に示す。

 3.5 荷重の組合せ及び許容応力状態（供用状態）

原子炉圧力容器内部構造物の評価に用いる荷重の組合せ及び許容応力状態（供用状態）は，

表 3－4に示すとおりである。また，各許容応力状態（供用状態）で考慮する荷重は，4章に示

すとおりである。 

なお，本書及び各計算書において，設計・建設規格 GNR-2120(1)の規定による最高使用圧力

（供用状態Ａを定義する運転状態において機器が受ける最高の圧力以上の圧力であって，設計

上定めるものをいう。）を「設計差圧」と呼ぶ。（図 4－1参照） 

 3.6 許容限界

(1) 設計応力強さＳｍ，設計降伏点Ｓｙ及び設計引張強さＳｕは，それぞれ設計・建設規格 付

録材料図表 Part5 表1，表8及び表9に定められたものを使用する。 

(2) 許容応力状態ⅢＡＳ及び許容応力状態ⅣＡＳの一次応力強さの評価には，各運転状態におけ

る流体の最高温度（運転状態Ⅰ及びⅡ：  ℃）に対する許容限界を用いる。供用状態Ｅ＊

の一次応力強さの評価には，運転状態Ⅴにおける評価温度条件（  ℃）に対する許容限界

を用いる。 

(3) 原子炉圧力容器内部構造物の各運転状態の応力評価に用いる許容限界は，設計・建設規格

CSS-3110により表3－5に示すとおりである。 

注記 ＊：供用状態Ｅとは，重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）であり，供用状態Ｄを超える状

態である。許容限界の算出式は供用状態Ｄと同様とする。 

 3.7 溶接部の継手効率 

(1) 溶接部の継手効率は，継手の種類と分類及び継手に適用する検査の種類により，設計・

建設規格 CSS-3150 に従って定める。 
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(2) 溶接部の許容限界は，表 3－5に定める許容限界に継手効率を乗じたものである。

溶接部の継手効率を添付 1に示す。

4. 荷重条件

原子炉圧力容器内部構造物は，以下の荷重条件に耐えるように設計する。

各機器の応力解析には，本章に示す荷重を考慮する。

4.1 設計条件 

原子炉圧力容器の最高使用圧力 ：8.62 MPa 

設計差圧 ：図 4－1に示す。 

最高使用温度 ：302 ℃ 

 4.2 運転条件 

 運転条件及び記号は，次のとおりである。また，これらの記号を解析及び評価に用いる場合 

において，同一事象内に複数の解析時点がある場合は記号に小番号を付して使用する。 

[例 C03-01，C03-02] 

なお，各計算書においては，{ }内の名称を用いる。 

計算書では以下に示す運転条件のうち，一次応力強さの評価については，各供用状態（許容

応力状態）を定義する各運転状態のうち，最も厳しい運転条件について選定する。 

 4.2.1 運転状態Ⅰ及びⅡ 

(1) ボルト締付け ｛ボルト締付け｝     ［C01］ 

(2) 耐圧試験（最高使用圧力以下） ｛耐圧試験最高使用圧力以下｝    ［C02］ 

(3) 起動（昇温） ｛起動昇温｝     ［C03］ 

(4) 起動（タービン起動） ｛起動タービン起動｝      ［C04］ 

(5) 夜間低出力運転（出力 75 ％） ｛夜間低出力運転出力 75 ％｝ ［C05］ 

(6) 週末低出力運転（出力 50 ％） ｛週末低出力運転出力 50 ％｝ ［C06］ 

(7) 制御棒パターン変更   ｛制御棒パターン変更｝        ［C07］ 

(8) 給水加熱機能喪失（発電機トリップ） ｛発電機トリップ｝      ［C08］ 

(9) 給水加熱機能喪失（給水加熱器部分バイパス） ｛給水加熱器部分バイパス｝    ［C09］ 

(10) スクラム（タービントリップ）   ｛スクラムタービントリップ｝      ［C10］ 

(11) スクラム（その他のスクラム） ｛スクラムその他のスクラム｝  ［C11］ 

(12) 定格出力運転   ｛定格出力運転｝     ［C12］ 

(13) 停止（タービン停止）  ｛停止タービン停止｝        ［C13］ 

(14) 停止（高温待機）    ｛停止高温待機｝      ［C14］ 

(15) 停止（冷却）  ｛停止冷却｝          ［C15］ 

(16) 停止（容器満水）  ｛停止容器満水｝          ［C16］ 

(17) 停止（満水後冷却）  ｛停止満水後冷却｝        ［C17］ 
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(18) ボルト取外し  ｛ボルト取外し｝                  ［C18］ 

(19) 燃料交換 ｛燃料交換｝                    ［C19］ 

(20) スクラム（原子炉給水ポンプ停止）    ｛スクラム原子炉給水ポンプ停止｝ ［C20］ 

(21) スクラム（逃がし安全弁誤作動）    ｛スクラム逃がし安全弁誤作動｝   ［C21］ 

4.2.2 運転状態Ⅲ 

(1) スクラム（過大圧力）  ｛スクラム過大圧力｝   ［C22］ 

(2) 冷却材再循環系仕切弁誤作動（冷状態）    ｛冷再循環系仕切弁誤作動｝  ［C23］ 

(3) 冷却材再循環ポンプ誤起動（冷状態） ｛冷再循環ポンプ誤起動｝   ［C24］ 

4.2.3 運転状態Ⅳ 

(1) 冷却材喪失事故 ｛冷却材喪失事故｝     ［C25］ 

各運転条件における原子炉圧力容器内部構造物の周囲の流体の温度，圧力の変化及びその繰

返し回数を図 4－2に示す。 

 4.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件は以下のとおりである。 

温度条件：

圧力条件：

差圧条件：  

 4.4 外荷重の条件 

4.4.1 死荷重 

荷重作用点において機器の自重により生じる荷重とし表 4-1に示す。 

なお，表4-1に記載のない機器の荷重については各計算書において示す。 

4.4.2 機械的荷重 

原子炉圧力容器内部構造物に作用する死荷重及び地震荷重以外の機械的荷重には流体荷

重があるが，重大事故後の状態で変化することはない。 

なお，流体荷重がある機器の荷重については各計算書に示す。 

4.4.3 地震荷重 

原子炉圧力容器内部構造物に加わる地震荷重については，添付資料「Ⅴ-2-3-2 炉心，原

子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び原子炉本体の基礎の地震応

答計算書」に基づくものとし，表 4-1 に地震荷重を示す。 

なお，表4-1に記載のない機器の荷重については各計算書において示す。 
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4.5 荷重の組合せと応力評価

 荷重の組合せと応力評価項目の対応を表 4－2に示す。表 4－2及び各計算書において，荷重

の種類と記号は以下のとおりである。 

なお，荷重の組合せについては各機器ごとに適切に組み合わせる。 

荷重 記号 

(1) 原子炉圧力容器の内圧  ［L01］ 

(2) 差圧 ［L02］ 

(3) 死荷重（機器の自重により生じる荷重） ［L04］ 

(4) 活荷重（流体反力）  ［L08］ 

(5) 配管又は機器の地震時の慣性力による地震荷重Ｓｄ*（一次荷重）  ［L14］ 

(6) 配管又は機器の地震時の慣性力による地震荷重Ｓｓ （一次荷重）  ［L16］ 

注：L08は，L04として考慮する。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
 R
2
 



9 

5. 応力解析の手順

応力解析の手順について述べる。

 5.1 解析手順の概要 

 解析手順の概要を図5－1に示す。本図において，差圧による応力とその他の荷重による応力 

の計算で考慮する荷重を「機械荷重」という。 

 5.2 荷重の選定 

 応力解析においては，4章に示した荷重条件のうちから，その部分に作用する荷重を選定して 

計算を行う。それぞれの部分について考慮した荷重を表4－1に示す。 

 5.3 応力計算と応力の分類 

 5.3.1 応力計算の方法 

(1) 応力計算は，4.4.1 項に示す荷重の種類ごとに行う。

(2) 解析する箇所の形状は，次の方針に従ってモデル化する。

a. 形状及び材料の不連続を考慮して，応力計算のためのメッシュ分割を行う。

b. 溶接部は，溶接金属に相当する鋼材と同じ物性値及び機械的性質を用いる。

(3) モデル図と使用する境界条件（拘束条件）は，各計算書に示す。

 5.3.2 応力計算に使用する解析コード 

 解析コードは「ＡＢＡＱＵＳ」及び「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを用いる。なお，評価に

用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-1 計算機プ

ログラム（解析コード）の概要・ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」及び「Ⅴ-5-5 計算機プログラ

ム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。

 5.3.3 応力の分類 

応力の計算結果は，表 5－1の応力の分類方法に従って分類して，各計算書に示す。 
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 5.4 応力の評価 

 5.4.1 主応力 

5.3 節で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求める。 

組合せ応力は，一般にσt，σ ，σr，τt ，τ r ，τrtの 6成分をもつが，主応力σは，

引用文献(1)の 1･3･6 項により，次式を満足する 3根σ１，σ２，σ３として計算する。 

σ3－（σt＋σ ＋σr）・σ2＋（σt・σ ＋σ ・σr＋σr・σt－τt 2

－τ r2－τrt2）・σ－σt・σ ・σr＋σt・τ r2＋σ ・τrt2＋σr・τt 2

－2・τt ・τ r・τrt＝0

上式により主応力を求める。 

 5.4.2 応力強さ 

以下の 3つの主応力差の絶対値で最大のものを応力強さとする。 

Ｓ12＝σ1－σ2

Ｓ23＝σ2－σ3

Ｓ31＝σ3－σ1

 5.4.3 一次応力強さ 

許容応力状態ⅢＡＳ，許容応力状態ⅣＡＳ及び供用状態Ｅにおいて生じる一次一般膜応力

及び一次一般膜＋一次曲げ応力の応力強さが，3.6 節及び 3.7 節に示す許容限界を満足す

ることを示す。 

 5.5 特別な評価

 5.5.1 純せん断応力の評価 

純せん断荷重を受ける部分は，設計・建設規格 CSS-3114 により評価する。解析箇所 

を以下に示す。許容応力は，表 3－5(3)に示し，評価方法は計算書に示す。 

(1) 蒸気乾燥器の耐震サポート

5.6 極限解析による評価 

気水分離器及びスタンドパイプについては，許容応力状態ⅢＡＳ及び許容応力状態ⅣＡＳに 

対して，設計・建設規格 CSS-3160 に従い極限解析による評価を行う。 

 5.6.1 極限解析の方法 

(1) 極限解析は，有限要素法による弾塑性解析を用いて行う。

(2) 解析する箇所の形状は，次の方針に従ってモデル化する。

a. 形状及び材料の不連続を考慮して，弾塑性解析のためのメッシュ分割を行う。

b. 溶接部は，溶接金属に相当する鋼材と同じ物性値及び機械的性質を用いる。

(3) モデル図と使用する境界条件（拘束条件）は，計算書に示す。
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 5.6.2 極限解析に使用する解析コード 

 解析コードは「ＡＢＡＱＵＳ」を用いる。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥

当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-5 計算機プログラム（解析コード）の概要・

ＡＢＡＱＵＳ」に示す。 
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6. 解析及び評価結果の添付

各計算書では，以下に示すように解析結果を添付する。

全応力評価点（面）について考慮した荷重ごとに応力を分類し，その結果を示す。また，応力

評価点の選定に当たっては，各部分ごとに応力評価上厳しくなる評価点を，各部分を代表する評

価点として選定する。 

応力評価点番号は，計算書ごとに記号 P01 からの連番とする。奇数番号を内面の点，偶数番号

を外面の点として，各計算書の形状・寸法・材料・応力評価点を示す図において定義する。 

なお，軸対称モデルにおいて，非軸対称な外荷重による応力評価を行った場合，荷重の入力方

位と応力評価点の方位の関係により応力に極大値と極小値が生じる。外荷重による応力が極大と

なる方位の応力評価点は［例 P01］と表し，極小となる方位の応力評価点には，プライム（’）
を付けて［例 P01’］と表す。

一次応力の評価は，内外面の応力評価点を含む断面（応力評価面）について行う。 

 6.1 応力評価結果 

(1) 次の応力評価結果は，全応力評価点（面）について添付する。

a. 一次一般膜応力強さの評価のまとめ

b. 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ

(2) 次の特別な評価は，対象となるすべての部位について評価し，この結果を記載する。

a. 純せん断応力

(3) 極限解析による評価は，対象となるすべての部位について，結果を記載する。

P01’ P01 

P02 P02’

Ｍ 
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図 3－1 全体断面図 
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（単位：MPa） 

部位 
設計条件 

（設計差圧）

運転状態 

Ⅰ，Ⅱ 

運転状態 

Ⅲ 

運転状態 

Ⅳ，Ⅴ 

蒸気乾燥器 Ｐ59＝Ｐ5－Ｐ9 

気水分離器及び 

スタンドパイプ
Ｐ45＝Ｐ4－Ｐ5 

シュラウドヘッド Ｐ45＝Ｐ4－Ｐ5 

ジェットポンプ 
Ｐ112＝Ｐ11－Ｐ2 

Ｐ122＝Ｐ12－Ｐ2 

給水スパージャ Ｐ65＝Ｐ6－Ｐ5 

高圧及び低圧炉心 

スプレイスパージャ
Ｐ74＝Ｐ7－Ｐ4 

残留熱除去系配管 Ｐ135＝Ｐ13－Ｐ5 

高圧及び低圧炉心 

スプレイ配管
Ｐ75＝Ｐ7－Ｐ5 

差圧検出・ほう酸水 

注入管 

Ｐ13＝Ｐ1－Ｐ3 

Ｐ81＝Ｐ8－Ｐ1 

Ｐ83＝Ｐ8－Ｐ3 

中性子計測案内管 Ｐ110＝Ｐ1－Ｐ10 

図 4－1 原子炉圧力容器内部構造物の各運転状態における差圧 
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Ⅰ　及び　Ⅱ Ⅲ Ⅳ
C01 C02 C03 C04 C05 C06 C07 C08 C09 C10 C11 C12 C13 C14 C15 C16 C17 C18 C19 C20 C21 C22 C23 C24 C25

ボルト 耐圧試験 起動 夜間 週末 制御棒 給水加熱機能喪失 スクラム 定格 停止 ボルト 燃料 スクラム 冷却材 冷却材 冷却材
締付け 最高使用

圧力以下
昇温 タービン

起動
低出力
運転
(出力
75%)

低出力
運転
(出力
50%)

ﾊﾟﾀｰﾝ
変更

発電機
ﾄﾘｯﾌﾟ

給水加熱
器部分
ﾊﾞｲﾊﾟｽ

ﾀｰﾋﾞﾝ
ﾄﾘｯﾌﾟ

その他の
スクラム

出力
運転

ﾀｰﾋﾞﾝ
停止

高温
待機

冷却 容器
満水

満水後
冷却

取外し 交換 原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止 逃がし
安全弁
誤作動

過大圧力 再循環系
仕切弁
誤作動

（冷状態）

再循環
ﾎﾟﾝﾌﾟ
誤起動

（冷状態）

喪失事故

　　回　　数

図4－2(1)　原子炉圧力容器内部構造物の運転条件

運 転 名 称

差圧

運 転 状 態
運 転 条 件

(MPa)
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Ⅴ
-
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-
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4
-
1 
R0
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Ⅰ　及び　Ⅱ Ⅲ Ⅳ
C01 C02 C03 C04 C05 C06 C07 C08 C09 C10 C11 C12 C13 C14 C15 C16 C17 C18 C19 C20 C21 C22 C23 C24 C25

ボルト 耐圧試験 夜間 週末 制御棒 給水加熱機能喪失 スクラム 定格 停止 ボルト 燃料 スクラム 冷却材 冷却材 冷却材
締付け 最高使用

圧力以下
昇温 タービン

起動
低出力
運転
(出力
75%)

低出力
運転
(出力
50%)

ﾊﾟﾀｰﾝ
変更

発電機
ﾄﾘｯﾌﾟ

給水加熱
器部分
ﾊﾞｲﾊﾟｽ

ﾀｰﾋﾞﾝ
ﾄﾘｯﾌﾟ

その他の
スクラム

出力
運転

ﾀｰﾋﾞﾝ
停止

高温
待機

冷却 容器
満水

満水後
冷却

取外し 交換 原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止 逃がし
安全弁
誤作動

過大圧力 再循環系
仕切弁
誤作動
(冷状態)

再循環
ﾎﾟﾝﾌﾟ
誤起動
(冷状態)

喪失事故

　　回　　数

圧力 温度
(MPa) (℃)

領
域
Ａ

温度
(℃)

領
域
Ｂ

温度
(℃)

領
域
Ｃ

図4－2(2)　原子炉圧力容器内部構造物の運転条件
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図 4－2(3) 原子炉圧力容器内部構造物の運転条件（続） 

注記 ＊1： 

＊2： 
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図 4－2(4) 原子炉圧力容器内部構造物の運転条件 

（原子炉圧力容器内領域図） 
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図 4－2(4) 原子炉圧力容器内部構造物の運転条件（ジェットポンプ） 
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  ＊3：

注：  

運 転 条 件 C01 C02 C03 C04 C05 C06 C07 C08 C09 C10 C11 C12 C13 C14 C15 C16 C17 C18 C19 C20 C21 C22 C23 C24 C25

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-1 R0 



図 4－2(5) 原子炉圧力容器内部構造物の運転条件（給水スパージャ）
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図 4－2(6) 原子炉圧力容器内部構造物の運転条件（高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ）
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図 4－2(7) 原子炉圧力容器内部構造物の運転条件（残留熱除去系配管）
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図 4－2(8) 原子炉圧力容器内部構造物の運転条件（高圧及び低圧炉心スプレイ配管）
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図 4－2(9) 原子炉圧力容器内部構造物の運転条件（差圧検出・ほう酸水注入管） 
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図 5－1 応力解析の手順 

荷重条件の選定 

注：（ ）内は，本書において

説明のある節の番号を示す。

計 算 始 め 

計 算 終 り 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
 R
1
 

差圧による 

応力の計算とその分類 

（5.3 節） 

外荷重による 

応力の計算とその分類 

特別な評価

（5.3 節） 

（5.5 節） 

（5.2 節） 

極限解析 

による評価 

（5.4 節） 

一次応力強さ

の評価 

（5.6 節） 
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表 3－1 材料の分類 

種類 使用材料 備考 

オーステナイト系

ステンレス鋼

SUS304 相当  

SUS304 相当

SUS304TP 相当  

SUS304TP 相当

SUS304TP 相当

SUSF304 相当  

SUSF304 相当

SUS304LTP 相当 ） 

SUS316LTP 

高ニッケル合金 

NCF600 相当  

NCF600 相当  

NCF600 相当

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
 R
1
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表 3－2 応力計算に使用する材料の物性値 

材料 
温度 

（℃）

Ｅ 

×105

（MPa） 

ν 

SUS304 

SUS304TP 

SUSF304 

SUS304LTP 

20 

161 

302 

NCF600 

20 

161 

302 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
 R
0
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表 3－3 極限解析による評価に使用する材料の物性値 

材料 

Ｅ 

×105

（MPa） 

ν 降伏点（MPa） 

許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 

SUS304 

SUS304TP 
1.76 0.3 172 264 

降伏点の算出式 － － 1.5・Ｓｍ

Min 

（2.3・Ｓｍ，0.7・Ｓｕ）

注：運転状態Ⅰ及びⅡの最高温度  ℃）に対する物性値 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
 R
0
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表 3－4(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態（供用状態）（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

機器等の 

区分 
許容応力状態 荷重の組合せ 

原子炉 

本体 

原子炉 

圧力容器 

内部 

構造物 

蒸気乾燥器＊1

気水分離器及びスタンドパイプ＊1

シュラウドヘッド＊1

ジェットポンプ＊1

給水スパージャ＊1

高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ＊1

残留熱除去系配管＊1

高圧及び低圧炉心スプレイ配管＊1

差圧検出・ほう酸水注入管＊1

中性子計測案内管＊1

Ｓ － 

ⅢＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ*

ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ

［記号の説明］ 

Ｄ ： 死荷重 

ＰＤ ： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地震従属事象として運転状態Ⅳに包絡する状態があ

る場合にはこれを含む。）又は当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重 

ＭＤ ： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地震従属事象として運転状態Ⅳに包絡する状態があ

る場合にはこれを含む。）又は当該設備に設計上定められた機械的荷重 

Ｓｄ* ： 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又はＳクラス設備に適用される静的地震力 

Ｓｓ ： 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

注記  ＊1 ：炉心支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-1 R2 
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表 3－4(2)  荷重の組合せ及び供用状態（許容応力状態）（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1
機器等の 

区分 

許容応力状態 

（供用状態） 
荷重の組合せ 

原子炉 

本体 

原子炉 

圧力容器 

内部 

構造物 

ジェットポンプ＊2

高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ＊2

残留熱除去系配管＊2

高圧及び低圧炉心スプレイ配管＊2

差圧検出・ほう酸水注入管＊2

常設耐震／ 

防止 

常設／緩和 

－ 

ⅤＡＳ＊3 Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＊4

Ｅ Ｄ＋Ｐ＋Ｍ 

［記号の説明］ 

Ｄ ： 死荷重 

Ｐ ： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態における圧力荷重 

Ｍ ： 地震及び死荷重以外で地震と組み合わすべきプラントの運転状態で設備に作用している機械的荷重 

ＰＳＡＤ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）における運転状態等を考慮して当該設備に設計上定められた設計圧力による荷重 

ＭＳＡＤ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）における運転状態等を考慮して当該設備に設計上定められた機械的荷重 

Ｓｓ ： 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

注記  ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：炉心支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

＊4：「Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

注：許容応力状態ⅤＡＳにおける荷重の組合せで，重大事故後の状態における圧力荷重ＰＳＡＤ及びＭＳＡＤは，設計基準対象施設で想定される圧力及

び機械的荷重と比べて小さい。また，重大事故後の状態で設備に作用する機械荷重Ｍは発生しない。このことから，許容応力状態ⅤＡＳにおけ

る荷重の組合せによる評価は，設計基準対象施設の評価に包絡される。 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-1 R2 
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表 3－4(3)  許容限界（原子炉圧力容器内部構造物） 

許容応力状態 

許容限界（ボルト等以外） 許容限界（ボルト等） 

一次一般膜応力強さ 

一次一般膜＋

一次曲げ応力

強さ 

特別な応力限界 

一次一般膜応力強さ 

一次一般膜

＋一次曲げ

応力強さ 

一次＋二

次応力強

さ 
純せん断 

応力 
支圧応力 

ねじり

応力 

ⅢＡＳ 1.5・Ｓｍ

左欄の 1.5 倍

の値 
0.9・Ｓｍ

1.5・Ｓｙ

（2.25・Ｓｙ）
1.2・Ｓｍ

1.5・Ｓｍ

左欄の 1.5

倍の値 

ただし，Ｓｕ＞690 MPa の材料に対しては 

①一次膜応力と二次膜応力を加えて求めた膜

応力強さは0.9・Ｓｙと2/3・Ｓｕの小さい方。

②一次応力と二次応力を加えて求めた応力強

さは，0.9・Ｓｙ。

ⅣＡＳ 2/3・Ｓｕ

ただし，オーステナ

イト系ステンレス鋼

及び高ニッケル合金

については，2/3・Ｓ

ｕと 2.4・Ｓｍの小さ

い方。 

左欄の 1.5 倍

の値 
1.2・Ｓｍ

2・Ｓｙ

（3・Ｓｙ） 
1.6・Ｓｍ

2/3・Ｓｕ

ただし，オーステナ

イト系ステンレス鋼

及び高ニッケル合金

については，2/3・Ｓ

ｕと 2.4・Ｓｍの小さ

い方。 

左欄の 1.5

倍の値 
― 

ⅤAＳ 

（ⅤAＳとして

ⅣAＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊1：設計・建設規格 CSS-3160(2)の崩壊荷重の下限に基づく評価を適用する場合は，この限りではない。 

＊2：設計・建設規格 CSS-3160(3)の崩壊荷重の下限に基づく評価を適用する場合は，この限りではない。 

＊3：（ ）内は，支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値。 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-1 R1 

＊1 ＊3 

＊2 
＊3 

＊1 

＊2 

＊2 

＊2 

＊1 

＊1 
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表 3－5(1) 原子炉圧力容器内部構造物用材料の許容限界 

 （単位：MPa） 

応 力 分 類 一次一般膜応力強さ（Ｐｍ） 

状 態 許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 供用状態Ｅ 

温 度（℃） 

オーステナイト系

ステンレス鋼

SUS304 

SUS304TP 

SUSF304 

172 260 260 

SUS304LTP 145 232 232 

SUS316LTP 142 227 － 

許容応力強さの算出式 1.5・Ｓｍ

Min 

（2.4・Ｓｍ，2/3・Ｓｕ） 

Min 

（2.4・Ｓｍ，2/3・Ｓｕ） 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-1 R2 



3
4
 

表 3－5(2) 原子炉圧力容器内部構造物用材料の許容限界 

（単位：MPa） 

応 力 分 類 一次一般膜応力強さ＋一次曲げ応力強さ（Ｐｍ＋Ｐｂ） 

状 態 許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 供用状態Ｅ 

温 度（℃） 

オーステナイト系

ステンレス鋼

SUS304 

SUS304TP 

SUSF304 

258 391 391 

SUS304LTP 218 348 348 

SUS316LTP 213 341 － 

許容応力強さの算出式 2.25・Ｓｍ

Min 

（3.6・Ｓｍ，Ｓｕ） 

Min 

（3.6・Ｓｍ，Ｓu） 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-1 R2 
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表 3－5(3) 原子炉圧力容器内部構造物用材料の許容限界

（単位：MPa） 

応 力 分 類 純 せ ん 断 応 力 

状 態 許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 供用状態Ｅ 

温 度（℃） 

オーステナイト系

ステンレス鋼
SUS304 103 137 137 

許容応力の算出式 0.9・Ｓｍ 1.2・Ｓｍ 1.2・Ｓｍ

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-1 R1 
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表 4－1(1) 外荷重 

蒸気乾燥器外荷重 

記号 荷重名称 

鉛直力 水平力 

全体に加わる

荷重 

最長の蒸気乾燥

器ユニット列に

加わる荷重 

全体に加わる

荷重 

最長の蒸気乾燥

器ユニット列に

加わる荷重 

Ｖ1

（kN） 

Ｖ2

（kN） 

Ｈ1

（kN） 

Ｈ2

（kN） 

L04 死荷重 

L14 地震荷重Ｓｄ*

L16 地震荷重Ｓｓ 

注 1：  

注 2：  

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
 R
0
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表 4－1(2) 外荷重 

気水分離器及びスタンドパイプ外荷重 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点 

鉛直力 水平力 モーメント

Ｖ

（kN） 

Ｈ 

（kN） 

Ｍ＊

（kN･m） 

L04 死荷重 Ａ 

L14 地震荷重Ｓｄ* Ａ 

L16 地震荷重Ｓｓ Ａ 

注記  ＊

注：

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
 R
0
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表 4－1(3) 外荷重 

シュラウドヘッド外荷重

記号 荷重名称 

鉛直力 水平力 モーメント

Ｖ1

（kN） 

Ｖ2

（kN） 

Ｈ 

（kN） 

Ｍ 

（kN･m） 

L04 死荷重 

L14 地震荷重Ｓｄ*

L16 地震荷重Ｓｓ 

注 1

注 2

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
 R
1
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表 4－2 荷重の組合せ 

条件 荷重の組合せ 応力評価 

許容応力状態ⅢＡＳ L02＋L04＋L14 

Ｐｍ

Ｐｍ＋Ｐｂ

極限解析 

許容応力状態ⅣＡＳ L02＋L04＋L16 

Ｐｍ

Ｐｍ＋Ｐｂ

極限解析 

供用状態Ｅ L02＋L04 
Ｐｍ

Ｐｍ＋Ｐｂ

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
 R
0
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表 5－1 応力の分類 

原子炉圧力容器 

内部構造物の要素
位 置 荷重の種類 応力の分類 

管状構造物 

不連続部よ

り遠い部分 

圧力差 一般膜応力 Ｐｍ

外荷重又はモ

ーメント 

全断面について平均した一般膜応力 

曲げ応力 

Ｐｍ

Ｐｂ

不連続部又

はその付近 

外荷重又はモ

ーメント 

全断面について平均した一般膜応力 

曲げ応力 

Ｐｍ

Ｐｂ

鏡板 
全胴部の 

任意断面 

圧力差 
全断面について平均した一般膜応

力，断面に垂直な応力成分 
Ｐｍ

外荷重又はモ

ーメント 

一般膜応力 

曲げ応力 

Ｐｍ

Ｐｂ

はり又は板 全般 

外荷重，モー

メント又は圧

力差 

全断面について平均した一般膜応

力，断面に垂直な応力成分 

曲げ応力 

Ｐｍ

Ｐｂ

注： 

Ｐｍ ：圧力差又は機械的荷重によって生じる膜応力であって，構造上の不連続性及び局部的形 

 状の変化によって生じる膜応力は除く。 

 ただし，実際の応力評価では，応力評価面を，構造上の不連続部にとることが多いので， 

 内径，板厚がその応力評価面での値に等しい単純な殻を仮定し，シェル理論又ははり理 

 論を用いて計算した応力を，その応力評価面におけるＰｍとする。 

Ｐｂ ：外力，内力及びモーメントに対して，単純な平衡の法則を満足する曲げ応力をいう。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
 R
0
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添付 1  溶接部の継手効率 

原子炉圧力容器内部構造物の主な溶接部の継手効率は，設計・建設規格 CSS-3150 に従い，

付表－1のとおりに定められる。 

付表－1 

継手の箇所 継手の分類 継手の種類 検査の種類＊ 継手効率

蒸気乾燥器 リングとサポートの継手

気水分離器及び 

スタンドパイプ
管と鏡板の周継手 

シュラウドヘッド
鏡板と胴の周継手 

管と管の周継手 

ジェットポンプ 

ライザの長手継手

ライザ下部の周継手

ディフューザ下部の 

周継手 

ライザブレースと原子炉

圧力容器内壁との継手 

給水スパージャ 

レジューサとティーの

周継手 

ティーとヘッダの周継手

高圧及び低圧炉心 

スプレイスパージャ

管端部の周継手 

管とヘッダの周継手 

残留熱除去系配管 

フランジネックとリング

の周継手 

サーマルスリーブとフラ

ンジネックの周継手

高圧及び低圧炉心 

スプレイ配管

ヘッダと管の周継手

ヘッダとサーマル

スリーブの周継手

管とスリーブの周継手 

差圧検出・ほう酸水 

注入管 

管と管の周継手 

管とカップリングの周継

手 

管とアダプタの周継手 

中性子計測案内管 管と管の周継手 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
 R
1
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注記  ＊：検査の種類を示す記号は次のとおりである｡ 

ＲＰＴ＋ＦＰＴ：設計・建設規格 CSS-3150 に規定する Dの検査 

ＰＴ     ：設計・建設規格 CSS-3150 に規定する Eの検査 

ＶＴ     ：設計・建設規格 CSS-3150 に規定する Fの検査 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
 R
0
E
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，常設低圧代替注水系ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度及

び動的機能を有していることを説明するものである。 

常設低圧代替注水系ポンプは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備

及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び

動的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

常設低圧代替注水系ポンプの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプはポンプベー

スに固定され，ポン

プベースは基礎ボル

トで基礎に据え付け

る。 

ターボ形横軸ポン

プ

（単位：mm）

基礎ボルト

ポンプベース

ポンプ

ポンプ取付ボルト

原動機

原動機取付ボルト

15
20

 

3895 
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

常設低圧代替注水系ポンプの構造は横軸ポンプであるため，構造強度評価は，「Ⅴ-2-1-13-4

横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価す

る。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

常設低圧代替注水系ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 3－1に示す。 

3.2.2 許容応力 

常設低圧代替注水系ポンプの許容応力を表 3－2に示す。 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件

常設低圧代替注水系ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 3－4に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却

系統施設 

残留熱除去

設備 

常設低圧代替注水系 

ポンプ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

原子炉格納

施設 

圧力低減設

備その他の

安全設備 

常設低圧代替注水系 

ポンプ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊1
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表 3－2 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 3－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 188 479 205 

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 66 
― 

699 803 ― 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 
― 

699 803 ― 
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4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

常設低圧代替注水系ポンプの地震後の動的機能維持評価について，以下に示す。 

常設低圧代替注水系ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特

性であるため，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能

確認済加速度を表 4－1に示す。 

表 4－1 機能確認済加速度      （単位：×9.8 m/s2）   

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
横形多段遠心式 

ポンプ 

水平 1.4 

鉛直 1.0 

原動機 
横形すべり軸受 

電動機 

水平 2.6 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

常設低圧代替注水系ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を

有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【常設低圧代替注水系ポンプの耐震性についての計算結果】 

1．重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び 
床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用 
温度 
（℃） 

周囲環境 
温度 
（℃） 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

常設低圧代替注水系 
ポンプ 

常設耐震／防止
常設／緩和 

常設低圧代替注水系 

ポンプ格納槽 
EL. -18.5＊1

－＊2 －＊2 － － ＣH＝1.58 ＣV＝1.10 ＣP＝0.09 66 

1.2 機器要目

部     材 
ｍｉ

(kg)
ｈｉ

(mm) 
１ｉ

(mm)
２ｉ

(mm) 

Ａ
ｂｉ

(mm2) 
ｎｉ

ｎｆｉ

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

8 － 

2 

4 

ポンプ取付ボルト 
(ｉ＝2) 

4 － 
2 

2 

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

4 － 

2 

2 

部     材 
Ｓｙｉ

 (MPa) 

Ｓｕｉ

(MPa) 
Ｆi 

(MPa) 
Ｆi 

(MPa) 

転倒方向 ＭＰ(N・mm) 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

188＊2 479＊2 － 246 － 軸直角 － － 

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 

699＊1 

（径≦63mm）

803＊1 

（径≦63mm）
－ 562 － 軸 － － 

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 

699＊2 

（径≦63mm）

803＊2 

（径≦63mm）
－ 562 

－
軸直角 － 1.210×106

予想最大両振幅 

(μm) 

回転速度 

(min
-1
) 

Ｈｐ＝ Ｎ＝  

注記 ＊1：基準床レベルを示す。

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。

＊

注記 ＊1：周囲環境温度で算出

   ＊2：最高使用温度で算出

＊3：各ボルトの機器要目における上段は軸方向転倒に

対する評価時の要目を示し，下段は軸直角方向転

倒に対する評価時の要目を示す。
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                 (単位：N) 

部      材 

Ｆbｉ Ｑbｉ

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
－ 2.685×104 － 1.376×105

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
－ 1.615×104 － 8.885×104

原動機取付ボルト 
(ｉ＝3) 

－ 9.898×103 － 2.620×104

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                            (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張り － －

せん断 － －

ポンプ取付ボルト
引張り － －

せん断 － －

原動機取付ボルト
引張り － －

せん断 － －

すべて許容応力以下である。                 注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出 

1.4.2 動的機能の評価結果                    (単位：×9.8m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 1.31 1.4 

鉛直方向 0.92 1.0 

原動機 

水平方向 1.31 2.6 

鉛直方向 0.92 1.0 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」，「Ｖ-2-1-11 機器・配管の耐

震支持設計方針」及び「Ｖ-2-1-13-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づ

き，管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度又は動的機能を有している

ことを説明するものである。 

評価結果の記載方法は以下に示すとおりとする。 

（1） 管

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モデ

ル単位に記載する。また，全2モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許容値／

発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載

する。代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を4.2.4に記載する。

（2） 支持構造物

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式ごとの反力が最大となる支持点の評価

結果を代表として記載する。 

（3） 弁

機能確認済加速度の応答加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁を代表と

して，評価結果を記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（太破線）

（細線） 

（破線） 

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他 

計算書記載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の 

うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表 

記する管 

鳥瞰図番号（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載す 

る範囲） 

鳥瞰図番号（評価結果のみ記載する範囲） 

アンカ

クラス１管

クラス２管

クラス３管

クラス４管

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 

○○-○-○○

○○-○-○○
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（細線） 

（破線） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（SA）」，設 

計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（DB）」とする。） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記 

載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他 

系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管 

質 点 

ア ン カ

レストレイント

(本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

す。スナッバについても同様とする。) 

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

拘束点の地震による相対変位量(mm) 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また， 内に 

変位量を記載する。) 

注：鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 

*
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3. 計算条件

3.1 荷重の組合せ及び許容応力 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力を下表に示す。 

注記＊1： ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 
＊2： 「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 
＊3： 運転状態の添字Ｌは荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態，(ＬＬ)は(Ｌ)より更に長期的に荷重が作用している状態を示す。 
＊4： 許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 
＊5： 許容応力状態ＶＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。 

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 
分類＊1 設備分類＊2 機器等 

の区分 
耐震設計上の
重要度分類 

荷重の組合せ＊3,4 許容応力
状態＊5

原子炉 
格納施設 

圧力低減設備そ
の他の安全設備
の原子炉格納容
器安全設備 

格納容器 
下部注水系 

ＳＡ 常設／緩和 
重大事故等 
クラス２管

－ ＶＬ（ＬＬ）＋Ｓｓ ＶＡＳ 
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3.2 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図 FP-R-1 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

耐震設計上の

重要度分類 

縦弾性係数

（MPa） 

1 

B05～C01，C03～D01 

B05～F05，F07～G05 

B08～H03 

3.14 66 114.3 6.0 STPT410 － 

2 D03～E14 0.62 200 114.3 6.0 STPT410 － 

3 H05～I19 1.40 66 114.3 6.0 STPT410 － 
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フランジ部の質量

鳥 瞰 図 FP-R-1 

質量 対応する評価点 

B13 
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弁部の寸法 

鳥 瞰 図 FP-R-1 

評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm） 評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm）

C01～C03 C02～C02A 

C02A～C02B D01～D03 

D02～D02A D02A～D02B

D02B～D02C F05～F07 

H03～H05 
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弁部の質量 

鳥 瞰 図 FP-R-1 

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点 

C01，C03，D01，D03 C02，D02 

C02A，D02A C02B，D02C 

F05，F07，H03，H05 F06，H04 
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支持点及び貫通部ばね定数 

鳥 瞰 図 FP-R-1 

支持点番号 
各軸方向ばね定数（N/mm） 各軸回り回転ばね定数（N・mm/rad）

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

B11 

B15 

B17 

C04 

D02B 

** E07 ** 

G01 

G05 

I02 

I06 

I10 

I14 

I19 
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設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図 FP-R-2 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

耐震設計上の

重要度分類 

縦弾性係数 

（MPa） 

1 A05～A40 0.62 200 114.3 6.0 STPT410 － 
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支持点及び貫通部ばね定数 

鳥 瞰 図 FP-R-2 

支持点番号 
各軸方向ばね定数（N/mm） 各軸回り回転ばね定数（N・mm/rad）

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

A10 

** A10 ** 

A14 

** A14 ** 

** A20 ** 

** A20 ** 

A23 

** A23 ** 

** A28 ** 

** A28 ** 

A31 

** A31 ** 

A39 

** A39 ** 

** A39 ** 
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3.3 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材 料 
最高使用温度 

（℃） 

許容応力（MPa） 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

STPT410 66 － 231 407 － 

STPT410 200 － 207 404 － 
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3.4 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設備評価用床応答曲線を下表に示

す。 

なお，設備評価用床応答曲線は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定

したものを用いる。また，減衰定数は「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載の減衰

定数を用いる。 

鳥瞰図 建物・構築物 標高 
減衰定数 

（％） 

FP-R-1 原子炉建屋 

FP-R-2 
しゃへい壁 

ペデスタル 
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4. 解析結果及び評価

4.1 固有周期及び設計震度 

鳥 瞰 図 FP-R-1

耐震設計上の重要度分類 － 

適用する地震動等 Ｓｓ 

モード
固有周期 
（s） 

応答水平震度 応答鉛直震度 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

2.59 2.59 5.43 

2.11 2.11 4.68 

1.89 1.89 5.11 

1.77 1.77 4.58 

1.74 1.74 4.46 

1.68 1.68 4.46 

1.68 1.68 4.46 

－ － － 

動 的 震 度 1.67 1.67 1.44 
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各モードに対応する刺激係数 

鳥 瞰 図 FP-R-1 

モード
固 有 周 期 

（s） 

刺 激 係 数 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 
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代表的振動モード図 

振動モード図は，3次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図 

示し，次ページ以降に示す。 
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解析結果及び評価 

固有周期及び設計震度 

鳥 瞰 図 FP-R-2

耐震設計上の重要度分類 － 

適用する地震動等 Ｓｓ 

モード
固有周期 
（s） 

応答水平震度 応答鉛直震度 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

21.18 21.18 6.88 

7.22 7.22 10.07 

7.22 7.22 12.36 

4.99 4.99 12.50 

1.81 1.81 9.18 

－ － － 

動 的 震 度 1.59 1.59 1.34 
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各モードに対応する刺激係数 

鳥 瞰 図 FP-R-2 

モード
固 有 周 期 

（s） 

刺 激 係 数 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 
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代表的振動モード図 

振動モード図は，3次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図 

示し，次ページ以降に示す。 
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4.2 評価結果 

4.2.1 管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

重大事故等クラス２管 

鳥瞰図 

許 容 応 力 

状  態 

（供用状態） 

最 大 応 力 

評 価 点 

最 大 応 力 

区   分 

一次応力評価（MPa） 一次＋二次応力評価（MPa） 疲労評価 

計算応力 

 Ｓprm（Ｓｓ）

許容応力 

0.9Ｓｕ 

計算応力 

Ｓｎ（Ｓｓ）

許容応力 

2Ｓｙ

疲労累積係数 

ＵＳｓ 

FP-R-1 

FP-R-2 

ⅤＡＳ 

ⅤＡＳ 

C03 

A18F 

Ｓprm（Ｓｓ）

Ｓｎ（Ｓｓ） － 

366 

－ 

－ － 

414 

－ 

－ 
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4.2.2 支持構造物評価結果 

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

支持構造物評価結果（荷重評価） 

支持構造物評価結果（応力評価） 

注 反力が最大となる支持点の支持構造物評価結果（応力評価）は，兼用の低圧代替注水系に示す。 

支持構造物 
番号 

種類 型式 材質 
温度 
（℃） 

評価結果 

計算 
荷重
（kN）

許容 
荷重 
（kN）

ALPI-288SNM メカニカルスナッバ SMS-1 

「Ｖ-2-1-11 機

器・配管の耐震支

持設計方針」参照 

4 15 

支持構造物 
番号 

種類 型式 材質 
温度 
（℃） 

支持点荷重 評価結果 

反力（kN） モーメント（kN・m）

応力 
分類 

計算 
応力 

（MPa）

許容 
応力 

（MPa）ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

－ － － － － － － － － － － － － － 
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4.2.3 弁の動的機能維持評価結果 

下表に示すとおり応答加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。 

弁番号 形式 
要求 

機能 

応答加速度 
（×9.8 m/s2） 

機能確認済加速度 
（×9.8 m/s2） 

構造強度評価結果 
（MPa） 

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力 

－ － － － － － － － －
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4.2.4 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載

している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２範囲） 

No. 配管モデル 

供用状態（ⅤＡＳ） 

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価 

評価点 
計算応力 

[MPa] 

許容応力

[MPa] 
裕度 代表 評価点 

計算応力 

[MPa] 

許容応力 

[MPa] 
裕度 代表 評価点 

疲労累積

係数 
代表

1 FP-R-1 C03 183 366 2.00 ○ C03 308 462 1.50 － － － － 

2 FP-R-2 A18F 136 363 2.66 － A18F 326 414 1.26 ○ － － － 
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Ⅴ-3-9-2-2-4-2 管の応力計算書 

本資料のうち，枠囲みの内容は，
営業秘密または防護上の観点から
公開できません。

工認-906　改1

平成30年8月16日

東海第二発電所 工事計画審査資料

資料番号

提出年月日
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まえがき 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造

物の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

計算を行う。 

評価条件整理結果は以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につ

いては，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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評価条件整理表

応力計算 
モデルNo. 

既設 
or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無

施設時の 

適用規格
評価区分 

同等性 

評価 

区分

評価 
クラス 

クラス 

アップ 
の有無 

施設時 

機器 
クラス 

DB 
クラス 

SA 
クラス 

条件 

アップ 
の有無 

DB条件 SA条件 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

FP-R-1

新設 － － － － SA-2 － － － 3.14 66 － － 
設計・ 

建設規格 
－ SA-2 

新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 
設計・ 

建設規格 
－ SA-2 

新設 － － － － SA-2 － － － 1.40 66 － － 
設計・ 

建設規格 
－ SA-2 

FP-R-2 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 
設計・ 

建設規格 
－ SA-2 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造

物の強度計算の基本方針」及び「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

管の応力計算を実施した結果を示したものである。 

(1) 管 

工事計画記載範囲の管のうち，設計条件あるいは管クラスに変更がある管における最大応力

評価点の評価結果を解析モデル単位に記載する。また，全 2モデルのうち，最大応力評価点の

許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結果

を記載する。代表モデルの選定及び全モデルの評価結果を 5.に記載する。



2 

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
3
-9
-
2
-2
-
4
-2
 
R
2

2. 概略系統図及び鳥瞰図

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（太破線）

（細線） 

（破線） 

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他 

計算書記載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の 

うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表 

記する管 

鳥瞰図番号（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載す 

る範囲） 

鳥瞰図番号（評価結果のみ記載する範囲） 

アンカ

クラス１管

クラス２管

クラス３管

クラス４管

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 

○○-○-○○

○○-○-○○
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（細線） 

（破線） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（SA）」，設 

計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（DB）」とする。） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記 

載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他 

系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管 

質 点 

ア ン カ

レストレイント

(本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

す。スナッバについても同様とする。) 

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

拘束点の熱膨張による相対変位量(mm) 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。) 

注：鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 
*
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3. 計算条件

3.1 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図 FP-R-1 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

1 

B05～C01，C03～D01 

B05～F05，F07～G05 

B08～H03 

3.14 66 114.3 6.0 STPT410 

2 D03～E14 0.62 200 114.3 6.0 STPT410 

3 H05～I19 1.40 66 114.3 6.0 STPT410 
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フランジ部の質量

鳥 瞰 図 FP-R-1 

質量 対応する評価点 

B13 
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弁部の寸法 

鳥 瞰 図 FP-R-1 

評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm） 評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm）

C01～C03 C02～C02A 

C02A～C02B D01～D03 

D02～D02A D02A～D02B

D02B～D02C F05～F07 

H03～H05 
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弁部の質量 

鳥 瞰 図 FP-R-1 

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点 

C01，C03，D01，D03 C02，D02 

C02A，D02A C02B，D02C 

F05，F07，H03，H05 F06，H04 
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3.2 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材 料 
最高使用温度 

（℃） 

許容応力（MPa） 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

STPT410 66 － － － 103 

STPT410 200 － － － 103 
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4. 評価結果  

下表に示すとおり最大応力はすべて許容応力以下である。 

重大事故等クラス２管 

設計・建設規格 PPC-3500 による評価結果 

鳥瞰図 
最 大 応 力 

評 価 点 

最 大 応 力 

区    分＊1

一次応力評価(MPa) 

計算応力 

Ｓprm(1) 

Ｓprm(2) 

許容応力 

1.5Ｓh 

1.8Ｓh 

FP-R-1 C04 Ｓprm(1) 54 154 

FP-R-1 C04 Ｓprm(2) 56 185 

    注記 ＊1：Ｓprm(1)， Ｓprm(2)はそれぞれ，設計・建設規格 PPC-3520(1)，(2)に基づき計算した一次応力を示す。 
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5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載

している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２範囲） 

No. 配管モデル 

Sprm(1) Sprm(2) 

一次応力 一次応力 

評価点 
計算応力 

[MPa] 

許容応力 

[MPa] 
裕度 代表 評価点 

計算応力 

[MPa] 

許容応力 

[MPa] 
裕度 代表 

1 FP-R-1 C04 54 154 2.85 ○ C04 56 185 3.30 ○ 

2 FP-R-2 A32N 27 154 5.70 － A32N 28 185 6.60 － 
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Ⅴ-2-9-5-6-1 管の耐震性についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」，「Ｖ-2-1-11 機器・配管の耐

震支持設計方針」及び「Ｖ-2-1-13-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づ

き，管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度又は動的機能を有している

ことを説明するものである。 

評価結果の記載方法は以下に示すとおりとする。 

（1） 管

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

デル単位に記載する。また，全１４モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の 

許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価 

結果を記載する。代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を4.2.4に記載する。 

（2） 支持構造物

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式ごとの反力が最大となる支持点の評価

結果を代表として記載する。 

（3） 弁

機能確認済加速度の応答加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁を代表と

して，評価結果を記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（太破線）

（細線） 

（破線） 

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他 

計算書記載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の 

うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表 

記する管 

鳥瞰図番号（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載す 

る範囲） 

鳥瞰図番号（評価結果のみ記載する範囲） 

アンカ

クラス１管

クラス２管

クラス３管

クラス４管

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 

○○-○-○○

○○-○-○○
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窒素ガス代替注入系概略系統図（その 1）
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窒素ガス代替注入系概略系統図（その２）



5 

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-9
-
5
-6
-
1
 
R2

2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（細線） 

（破線） 

○ 

◎ 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（SA）」，設 

計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（DB）」とする。） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記 

載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他 

系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管 

節 点 

質 点 

ア ン カ

レストレイント

（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

す。スナッバについても同様とする。） 

スナッバ

ハンガ

拘束点の地震による相対変位量(mm) 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また， 内に 

変位量を記載する。) 

注：鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 

*
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鳥瞰図 ANI-7（SA）（1／2） 
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鳥瞰図 ANI-7（SA）（2／2） 
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3. 計算条件

3.1 荷重の組合せ及び許容応力 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力を下表に示す。 

注記＊1： ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 
＊2： 「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。
＊3： 運転状態の添字Ｌは荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態，(ＬＬ)は(Ｌ)より更に長期的に荷重が作用している状態を示す。 
＊4： 許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 
＊5： 許容応力状態ＶＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。 

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 
分類＊1 設備分類＊2 機器等 

の区分 
耐震設計上の 
重要度分類 

荷重の組合せ＊3,4 許容応力
状態＊5

原子炉 
格納施設 

放射性物質濃 
度制御設備及 
び可燃性ガス 
濃度制御設備 
並びに格納容 
器再循環設備 

窒素ガス 
代替注入系 

ＳＡ 
常設耐震／防止 
常設／緩和 

重大事故等クラス２管 － ＶＬ＋Ｓｓ ＶＡＳ 
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3.2 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図 ANI-7 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

耐震設計上の
重要度分類 

縦弾性係数 

（MPa） 

1 801～39，412～827，411～814 0.62 60 60.5 5.5 STPT410 － 

2 39～40，41～412 0.62 60 60.5 5.5 SFVC2B － 

3 40～311，312～41 0.62 60 60.5 3.9 SUS304TP － 
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弁部の寸法 

鳥 瞰 図 ANI-7 

評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm）

311～312 
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弁部の質量 

鳥 瞰 図 ANI-7 

質量 対応する評価点 

901 
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支持点及び貫通部ばね定数 

鳥 瞰 図 ANI-7 

支持点番号 
各軸方向ばね定数（N/mm） 各軸回り回転ばね定数（N・mm/rad）

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

801 

802 

803 

804 

805 

806 

807 

808 

809 

810 

811 

812 

813 

814 

815 

816 

817 

818 

819 

820 

821 

822 

823 

824 

825 

826 

827 
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3.3 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材 料 
最高使用温度 

（℃） 

許容応力（MPa） 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

STPT410 60 － 234 408 － 

SFVC2B 60 － 238 460 － 

SUS304TP 60 － 192 489 － 
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3.4 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設備評価用床応答曲線を下表に 

示す。 

なお，設備評価用床応答曲線は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策 

定したものを用いる。また，減衰定数は「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載の 

減衰定数を用いる。 

鳥瞰図 建物・構築物 標高 
減衰定数 

（%） 

ANI-7 原子炉建屋 



NT2 補② Ⅴ-2-9-5-6-1 R2

1
5
 

4. 解析結果及び評価

4.1 固有周期及び設計震度 

鳥 瞰 図 ANI-7

耐震設計上の重要度分類 － 

適用する地震動等 Ｓｓ 

モード
固有周期 
（s） 

応答水平震度 応答鉛直震度 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

8.19 8.19 11.64 

6.45 6.45 11.64 

6.30 6.30 11.16 

6.09 6.09 7.25 

2.30 2.30 6.25 

2.30 2.30 6.25 

2.30 2.30 3.80 

2.30 2.30 3.75 

1.11 1.11 0.84 

－ － － 

動 的 震 度 1.34 1.34 1.01 
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各モードに対応する刺激係数 

鳥 瞰 図 ANI-7 

モード
固 有 周 期 

（s） 

刺 激 係 数 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 
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代表的振動モード図 

振動モード図は，3次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図 

示し，次ページ以降に示す。 
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鳥瞰図 ANI-7 
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鳥瞰図 ANI-7 
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鳥瞰図 ANI-7 
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4.2 評価結果 

4.2.1 管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

重大事故等クラス２管 

鳥瞰図 

許 容 応 力 

状  態 

（供用状態） 

最 大 応 力 

評 価 点 

最 大 応 力 

区   分 

一次応力評価（MPa） 一次＋二次応力評価（MPa） 疲労評価 

計算応力 

 Ｓprm（Ｓｓ）

許容応力 

0.9Ｓｕ 

計算応力 

Ｓｎ（Ｓｓ）

許容応力 

2Ｓｙ

疲労累積係数 

ＵＳｓ 

ANI-7 

ANI-7 

ⅤＡＳ 

ⅤＡＳ 

801 

801

Ｓprm（Ｓｓ）

Ｓｎ（Ｓｓ） － 

367 

－ 

－ － 

468 

－ 

－ 
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4.2.2 支持構造物評価結果 

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

支持構造物評価結果（荷重評価） 

支持構造物評価結果（応力評価） 

支持構造物 
番号 

種類 型式 材質 
温度 
（℃） 

評価結果 

計算 
荷重
（kN）

許容 
荷重 

（kN）

－ － － － － － － 

支持構造物 
番号 

種類 型式 材質 
温度 
（℃） 

支持点荷重 評価結果 

反力（kN） モーメント（kN・m）

応力 
分類 

計算 
応力 

（MPa）

許容 
応力 

（MPa）ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

ANI-040RES レストレイント Uボルト SUS304 200 1.3 8.3 － － － － 組合せ 155 203 

ANI-388RES アンカ Uバンド SS400 66 0.86 3.8 2.6 3.1 0.43 1.2 組合せ 121 283 
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4.2.3 弁の動的機能維持評価結果 

下表に示すとおり応答加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。 

＊ 応答加速度は，打ち切り振動数を 50Hz として計算した結果を示す。 

弁番号 形式 
要求 

機能 

応答加速度＊

（×9.8 m/s2） 
機能確認済加速度 
（×9.8 m/s2） 

構造強度評価結果 
（MPa） 

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力 

－ － － － － － － － －
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4.2.4 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件 

及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２範囲）

No 配管モデル 

許容応力状態 ⅤＡＳ 

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価 

評価点
計算応力
[MPa] 

許容応力
[MPa] 

裕度 代表 評価点
計算応力
[MPa] 

許容応力
[MPa] 

裕度 代表 評価点
疲労累積
係数 

代表

1 ANI-1 819 144 367 2.54 － 903 240 288 1.20 － － － － 

2 ANI-2 807 63 367 5.82 － 807 114 468 4.10 － － － － 

3 ANI-3 832 19 367 19.31 － 832 33 468 14.18 － － － － 

4 ANI-4 805 77 367 4.76 － 835 401 468 1.16 － － － － 

5 ANI-5 807 37 367 9.91 － 807 55 468 8.50 － － － － 

6 ANI-6 108 196 367 1.87 － 108 356 468 1.31 － － － － 

7 ANI-7 801 244 367 1.50 ○ 801 455 468 1.02 ○ － － － 

8 ANI-8 816 99 367 3.70 － 610 172 468 2.72 － － － － 

9 AC-11 379 193 363 1.88 － 379 345 422 1.22 － － － － 

10 PV-028YD A07F 63 367 5.82 － A07F 78 468 6.00 － － － － 

11 PV-029YD E10 171 367 2.14 － E12N 268 468 1.74 － － － － 

12 PV-030YD C27 153 367 2.39 － C39 246 468 1.90 － － － － 

13 PV-031R2F F11F 106 361 3.40 － F11F 166 288 1.73 － － － － 

14 PV-032R4F C346F 125 367 2.93 － D06 210 288 1.37 － － － － 



N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
3
-9
-
2
-3
-
3
-2
 
R
2

Ⅴ-3-9-2-3-3-2 管の応力計算書 

本資料のうち，枠囲みの内容は，
営業秘密または防護上の観点から
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まえがき 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造

物の強度計算の基本方針」並びに「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づい

て計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につ

いては，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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評価条件整理表

応力計算 
モデルNo. 

既設 
or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無

施設時の 
適用規格 

評価区分 
同等性 
評価 

区分 

評価 
クラス 

クラス 

アップ 
の有無 

施設時 

機器 
クラス 

DB 
クラス 

SA 
クラス 

条件 

アップ 
の有無 

DB条件 SA条件 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

ANI-1

新設 － － － － SA-2 － － － 1.0 60 － － 設計・建設規格 － SA-2 

新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 60 － － 設計・建設規格 － SA-2 

新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

ANI-2 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 60 － － 設計・建設規格 － SA-2 

ANI-3 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 60 － － 設計・建設規格 － SA-2 

ANI-4 

新設 － － － － SA-2 － － － 1.0 60 － － 設計・建設規格 － SA-2 

新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 60 － － 設計・建設規格 － SA-2 

ANI-5 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 60 － － 設計・建設規格 － SA-2 

ANI-6 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 60 － － 設計・建設規格 － SA-2 

ANI-7 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 60 － － 設計・建設規格 － SA-2 

ANI-8 

新設 － － － － SA-2 － － － 1.0 60 － － 設計・建設規格 － SA-2 

新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 60 － － 設計・建設規格 － SA-2 
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応力計算 
モデルNo. 

既設 
or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無

施設時の 
適用規格 

評価区分 
同等性 
評価 

区分 

評価 
クラス 

クラス 

アップ 
の有無 

施設時 

機器 
クラス 

DB 
クラス 

SA 
クラス 

条件 

アップ 
の有無 

DB条件 SA条件 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

AC-11 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

PV-028YD 

新設 － － － － SA-2 － － － 1.0 60 － － 設計・建設規格 － SA-2 

新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 60 － － 設計・建設規格 － SA-2 

PV-029YD 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 60 － － 設計・建設規格 － SA-2 

PV-030YD 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 60 － － 設計・建設規格 － SA-2 

PV-031R2F 

新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 60 － － 設計・建設規格 － SA-2 

新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

PV-032R4F 

新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 60 － － 設計・建設規格 － SA-2 

新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造

物の強度計算の基本方針」並びに「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

管の応力計算を実施した結果を示したものである。 

（1） 管

工事計画記載範囲の管のうち，最大応力評価点の評価結果を解析モデル単位に記載する。ま

た，全１４モデルのうち，最大応力評価点の許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデル

を代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載する。代表モデルの選定結果及び全モデル

の評価結果を 5.に記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（太破線）

（細線） 

（破線） 

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他 

計算書記載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の 

うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表 

記する管 

鳥瞰図番号（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載す 

る範囲） 

鳥瞰図番号（評価結果のみ記載する範囲） 

アンカ

クラス１管

クラス２管

クラス３管

クラス４管

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 

○○-○-○○

○○-○-○○
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窒素ガス代替注入系概略系統図（その１）
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窒素ガス代替注入系概略系統図（その２）
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（細線） 

（破線） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（SA）」，設 

計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（DB）」とする。） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記 

載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他 

系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管 

質 点 

ア ン カ

レストレイント

(本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

す。スナッバについても同様とする。) 

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

注：鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 
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3. 計算条件 

3.1 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図 PV-029YD 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

1 
E08～E09，E10～E27 

E28～E31 
0.62 60 60.5 3.9 STPT410 
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伸縮継手部の質量 

鳥 瞰 図 PV-029YD 

質量 対応する評価点 

E09～E32，E33～E10 

E27～E34，E35～E28 

E32～E33，E34～E35 
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フランジ部の質量 

鳥 瞰 図 PV-029YD 

質量 対応する評価点 

 E09，E10，E27，E28 
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3.2 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材  料 
最高使用温度 

（℃） 

許容応力（MPa） 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

STPT410 60 － － － 103 
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4. 計算結果 

下表に示すとおり最大応力はそれぞれの許容値以下である。 

重大事故等クラス２管 

設計・建設規格 PPC-3520 による評価結果 

鳥瞰図 
最大応力

評価点 

最大応力 

区  分 

一次応力評価(MPa) 

計算応力 

Ｓprm（1）

Ｓprm（2）

許容応力 

1.5Ｓh 

1.8Ｓh 

PV-029YD E12N Ｓprm（1） 55 154 

PV-029YD E12N Ｓprm（2） 55 185 
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5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び

評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２範囲）

No 配管モデル 

供用状態 E*1 供用状態 E*2 

一次応力 一次応力 

評価点
計算応力
[MPa] 

許容応力
[MPa] 

裕度 代表 評価点
計算応力
[MPa] 

許容応力
[MPa] 

裕度 代表

1 ANI-1 150 36 166 4.61 － 150 36 199 5.52 － 

2 ANI-2 49 13 154 11.84 － 49 13 185 14.23 － 

3 ANI-3 607 8 154 19.25 － 607 8 185 23.12 － 

4 ANI-4 411 23 154 6.69 － 411 23 185 8.04 － 

5 ANI-5 22 12 154 12.83 － 22 12 185 15.41 － 

6 ANI-6 108 34 154 4.52 － 108 34 185 5.44 － 

7 ANI-7 1 34 154 4.52 － 1 34 185 5.44 － 

8 ANI-8 60 22 154 7.00 － 60 22 185 8.40 － 

9 AC-11 40 49 154 3.14 － 40 49 185 3.77 － 

10 PV-028YD A07F 41 154 3.75 － A07F 42 185 4.40 － 

11 PV-029YD E12N 55 154 2.80 ○ E12N 55 185 3.36 ○ 

12 PV-030YD C11 42 154 3.66 － C11 42 185 4.40 － 

13 PV-031R2F F11F 59 166 2.81 － F11F 59 199 3.37 － 

14 PV-032R4F C346F 49 154 3.14 － C346F 49 185 3.77 － 

注記＊1：設計・建設規格 PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。 

＊2：設計・建設規格 PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」，「Ｖ-2-1-11 機器・配管の耐

震支持設計方針」及び「Ｖ-2-1-13-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づ

き，管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度又は動的機能を有している

ことを説明するものである。 

評価結果の記載方法は以下に示すとおりとする。 

（1） 管

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

デル単位に記載する。また，全２モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許 

容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結 

果を記載する。代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を4.2.4に記載する。 

（2） 支持構造物

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式ごとの反力が最大となる支持点の評価

結果を代表として記載する。 

（3） 弁

機能確認済加速度の応答加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁を代表と

して，評価結果を記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（太破線）

（細線） 

（破線） 

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他 

計算書記載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の 

うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表 

記する管 

鳥瞰図番号（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載す 

る範囲） 

鳥瞰図番号（評価結果のみ記載する範囲） 

アンカ

クラス１管

クラス２管

クラス３管

クラス４管

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 

○○-○-○○

○○-○-○○
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（細線） 

（破線） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（SA）」，設 

計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（DB）」とする。） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記 

載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他 

系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管 

質 点 

ア ン カ

レストレイント

(本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

す。スナッバについても同様とする。) 

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

拘束点の地震による相対変位量(mm) 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また， 内に 

変位量を記載する。) 

注：鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 

*
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3. 計算条件

3.1 荷重の組合せ及び許容応力 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力を下表に示す。 

注記＊1： ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 
＊2： 「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 
＊3： 運転状態の添字Ｌは荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態，(ＬＬ)は(Ｌ)より更に長期的に荷重が作用している状態を示す。 
＊4： 許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 
＊5： 許容応力状態ＶＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。 

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 
分類＊1 設備分類＊2 機器等 

の区分 
耐震設計上の 
重要度分類 

荷重の組合せ＊3,4 許容応力
状態＊5

原子炉 
格納施設 

圧力低減設備そ
の他の安全設備
の原子炉格納容
器安全設備 

代替格納容器 
スプレイ冷却系

ＳＡ 
常設耐震／防止 
常設／緩和 

重大事故等クラス２管 － ＶＬ＋Ｓｓ ＶＡＳ 
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3.2 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図 RHR-34，37，38，39，50 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

耐震設計上の
重要度分類 

縦弾性係数 

（MPa） 

1 514～517 3.45 174 216.3 8.2 STPT410 － 

2 
518～523，528～529， 

534～542A 
1.40 66 216.3 8.2 STPT410 － 
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配管の付加質量 

鳥 瞰 図 RHR-34，37，38，39，50 

質量 対応する評価点 

514～517 
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フランジ部の質量

鳥 瞰 図 RHR-34，37，38，39，50 

質量 対応する評価点 

541F 
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弁部の寸法 

鳥 瞰 図 RHR-34，37，38，39，50 

評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm） 評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm）

517～518 523～528 

524～525 525～526 

526～527 529～534 

530～531 531～532 

532～533 
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弁部の質量 

鳥 瞰 図 RHR-34，37，38，39，50 

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点 

517～518 524 

525 527 

530 531 

533 
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支持点及び貫通部ばね定数 

鳥 瞰 図 RHR-34，37，38，39，50 

支持点番号 
各軸方向ばね定数（N/mm） 各軸回り回転ばね定数（N・mm/rad）

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

520 

526 

** 526 ** 

** 532 ** 

540 

542A 
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3.3 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材 料 
最高使用温度 

（℃） 

許容応力（MPa） 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

STPT410 174 － 210 404 － 

STPT410 66 － 231 407 － 
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3.4 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設備評価用床応答曲線を下表に 

示す。 

なお，設備評価用床応答曲線は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策 

定したものを用いる。また，減衰定数は「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載の 

減衰定数を用いる。 

鳥瞰図 建物・構築物 標高 
減衰定数 

（%） 

RHR-34，37，38，

39，50 
原子炉建屋 
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4. 解析結果及び評価

4.1 固有周期及び設計震度 

鳥 瞰 図 RHR-34，37，38，39，50 

耐震設計上の重要度分類 － 

適用する地震動等 Ｓｓ 

モード
固有周期 
（s） 

応答水平震度 応答鉛直震度 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

3.18 3.18 6.22 

3.18 3.18 5.94 

3.05 3.05 4.37 

2.85 2.85 4.37 

2.83 2.83 4.37 

2.81 2.81 4.37 

2.64 2.64 4.27 

2.64 2.64 4.26 

1.37 1.37 1.38 

－ － － 

動 的 震 度 1.34 1.34 1.01 
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各モードに対応する刺激係数 

鳥 瞰 図 RHR-34，37，38，39，50 

モード
固 有 周 期 

（s） 

刺 激 係 数 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 
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代表的振動モード図 

振動モード図は，3次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図 

示し，次ページ以降に示す。 
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4.2 評価結果 

4.2.1 管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

重大事故等クラス２管 

鳥瞰図 

許 容 応 力 

状  態 

（供用状態） 

最 大 応 力 

評 価 点 

最 大 応 力 

区   分 

一次応力評価（MPa） 一次＋二次応力評価（MPa） 疲労評価 

計算応力 

 Ｓprm（Ｓｓ）

許容応力 

0.9Ｓｕ 

計算応力 

Ｓｎ（Ｓｓ）

許容応力 

2Ｓｙ

疲労累積係数 

ＵＳｓ 

RHR-34，37，

38，39，50 

RHR-34，37，

38，39，50 

ⅤＡＳ 

ⅤＡＳ 

515 

515 

Ｓprm（Ｓｓ）

Ｓｎ（Ｓｓ） － 

363 

－ 

－ － 

420 

－ 

－ 
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4.2.2 支持構造物評価結果 

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

支持構造物評価結果（荷重評価） 

支持構造物評価結果（応力評価） 

注 反力が最大となる支持点の支持構造物評価結果（応力評価）は，兼用の低圧代替注水系に示す

支持構造物 
番号 

種類 型式 材質 
温度 
（℃） 

評価結果 

計算 
荷重
（kN）

許容 
荷重 
（kN）

－ － － － － － －

支持構造物 
番号 

種類 型式 材質 
温度 
（℃） 

支持点荷重 評価結果 

反力（kN） モーメント（kN・m）

応力 
分類 

計算 
応力 

（MPa）

許容 
応力 

（MPa）ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

ALPI-265ANC アンカ 架構 STKR400 100 24 8 8 3 4 4 組合せ 18 234 
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4.2.3 弁の動的機能維持評価結果 

下表に示すとおり応答加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。 

＊ 応答加速度は，打ち切り振動数を 50Hz として計算した結果を示す。 

弁番号 形式 
要求 

機能 

応答加速度＊

（×9.8 m/s2） 
機能確認済加速度 
（×9.8 m/s2） 

構造強度評価結果 
（MPa） 

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力 

－ － － － － － － － －
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4.2.4 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件 

及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２範囲）

No 配管モデル 

許容応力状態 ⅤＡＳ 

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価 

評価点
計算応力
[MPa] 

許容応力
[MPa] 

裕度 代表 評価点
計算応力
[MPa] 

許容応力
[MPa] 

裕度 代表 評価点
疲労累積
係数 

代表

1 RHR-48 104 50 363 7.26 － 104 49 420 8.57 － － － － 

2 RHR-34，37，38，39，50 515 128 363 2.83 ○ 515 201 420 2.08 ○ － － － 
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Ⅴ-2-9-7-1-1 管の耐震性についての計算書 

本資料のうち，枠囲みの内容は，
営業秘密または防護上の観点から
公開できません。
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」，「Ｖ-2-1-11 機器・配管の耐

震支持設計方針」及び「Ｖ-2-1-13-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づ

き，管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度又は動的機能を有している

ことを説明するものである。 

評価結果の記載方法は以下に示すとおりとする。 

（1） 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ 

デル単位に記載する。また，全１４モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の 

許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価 

結果を記載する。代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を4.2.4に記載する。 

（2） 支持構造物 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式ごとの反力が最大となる支持点の評価

結果を代表として記載する。 

（3） 弁 

機能確認済加速度の応答加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁を代表と

して，評価結果を記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図 

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記   号 内    容 

（太線） 

（太破線）

（細線） 

（破線） 

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他 

計算書記載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の 

うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表 

記する管 

鳥瞰図番号（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載す 

る範囲） 

鳥瞰図番号（評価結果のみ記載する範囲） 

アンカ 

クラス１管 

クラス２管 

クラス３管 

クラス４管 

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 

○○-○-○○ 

○○-○-○○ 
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（細線） 

（破線） 

○ 

◎ 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（SA）」，設 

計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（DB）」とする。） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記 

載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他 

系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管 

節 点 

質 点 

ア ン カ

レストレイント

（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

す。スナッバについても同様とする。） 

スナッバ

ハンガ

拘束点の地震による相対変位量(mm) 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また， 内に 

変位量を記載する。) 

注：鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 

*



NT2 補② Ⅴ-2-9-7-1-1 R2

6
 



NT2 補② Ⅴ-2-9-7-1-1 R2

7
 



NT2 補② Ⅴ-2-9-7-1-1 R2

8
 

3. 計算条件

3.1 荷重の組合せ及び許容応力 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力を下表に示す。 

注記＊1： ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 
＊2： 「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。
＊3： 運転状態の添字Ｌは荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態，(ＬＬ)は(Ｌ)より更に長期的に荷重が作用している状態を示す。 
＊4： 許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 
＊5： 許容応力状態ＶＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。 
＊6： プロセス条件に加え，重大事故時の原子炉格納容器バウンダリ条件として，重大事故時の原子炉格納容器限界温度及び圧力を考慮する。 
＊7： 荷重の組合せＶＬ(Ｌ)＋ＳｄはＶＬ(ＬＬ)＋Ｓｓに包絡されるため，評価を省略する。 

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 
分類＊1 設備分類＊2 機器等 

の区分 
耐震設計上の 
重要度分類 

荷重の組合せ＊3,4 許容応力
状態＊5

原子炉 
格納施設 

圧力低減設備 
その他の 
安全設備 

格納容器圧力 
逃がし装置 

ＳＡ 常設／緩和 重大事故等クラス２管 － 

ＶＬ(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6,7

ＶＡＳ ＶＬ(ＬＬ)＋Ｓｓ
＊6 

ＶＬ＋Ｓｓ

窒素ガス 
代替注入系 

ＳＡ 常設／緩和 重大事故等クラス２管 － ＶＬ＋Ｓｓ ＶＡＳ 

原子炉冷却 
系統施設 

残留熱除去 
設備 

格納容器圧力 
逃がし装置 

ＳＡ 常設耐震／防止 重大事故等クラス２管 － ＶＬ＋Ｓｓ ＶＡＳ 
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3.2 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図 RCIC-32 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

耐震設計上の
重要度分類

縦弾性係数 

（MPa） 

1 29～33W，29～67 0.69 200 60.5 5.5 STPT410 － 191000 

2 38W～40W 0.69 200 60.5 5.5 STPT42 － 191000 

3 67～68 0.69 200 60.5 5.5 SFVC2B － 191000 

4 68～76W，77W～86A 0.69 200 60.5 3.9 SUS316LTP － 183000 
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配管の付加質量 

鳥 瞰 図 RCIC-32 

質量 対応する評価点 

29～33W，38W～40W 
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弁部の寸法 

鳥 瞰 図 RCIC-32 

評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm）

33W～34 

34～35 

35～36 

36～37 

34～38W 

76W～77W 
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弁部の質量 

鳥 瞰 図 ANI-7 

質量 対応する評価点 

34 

35 

37 

 76W～77W 
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支持点及び貫通部ばね定数 

鳥 瞰 図 RCIC-32 

 

支持点番号 
各軸方向ばね定数（N/mm） 各軸回り回転ばね定数（N・mm/rad）

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

36 

45N 

7301 

** 7301 ** 

7701 

86A 
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3.3 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材 料 
最高使用温度 

（℃） 

許容応力（MPa） 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

STPT42 200 － 207 404 － 

STPT410 200 － 207 404 － 

SFVC2B 200 － 213 438 － 

SUS316LTP 200 120 407 
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3.4 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設備評価用床応答曲線を下表に 

示す。 

なお，設備評価用床応答曲線は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策 

定したものを用いる。また，減衰定数は「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載の 

減衰定数を用いる。 

鳥瞰図 建物・構築物 標高 
減衰定数 

（%） 

RCIC-32 原子炉建屋 
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4. 解析結果及び評価

4.1 固有周期及び設計震度 

鳥 瞰 図 RCIC-32

耐震設計上の重要度分類 － 

適用する地震動等 Ｓｓ 

モード
固有周期 
（s） 

応答水平震度 応答鉛直震度 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

3.35 3.35 3.35 

2.23 2.23 3.08 

1.20 1.20 1.74 

1.20 1.20 1.63 

0.97 0.97 2.02 

0.96 0.96 2.02 

－ － － 

動 的 震 度 1.10 1.10 0.96 
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各モードに対応する刺激係数 

鳥 瞰 図 RCIC-32 

モード 
固 有 周 期 

（s） 

刺 激 係 数 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 



18 

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-9
-
7
-1
-
1
 R
2

代表的振動モード図 

振動モード図は，3次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図 

示し，次ページ以降に示す。 
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4.2 評価結果 

4.2.1 管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

重大事故等クラス２管 

鳥瞰図 

許 容 応 力 

状  態 

（供用状態） 

最 大 応 力 

評 価 点 

最 大 応 力 

区   分 

一次応力評価（MPa） 一次＋二次応力評価（MPa） 疲労評価 

計算応力 

 Ｓprm（Ｓｓ）

許容応力 

0.9Ｓｕ 

計算応力 

Ｓｎ（Ｓｓ）

許容応力 

2Ｓｙ

疲労累積係数 

ＵＳｓ 

RCIC-32 

RCIC-32 

ⅤＡＳ 

ⅤＡＳ 

33W 

33W

Ｓprm（Ｓｓ）

Ｓｎ（Ｓｓ） － 

363 

－ 

－ － 

414 

－ 

－ 
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4.2.2 支持構造物評価結果 

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

支持構造物評価結果（荷重評価） 

支持構造物評価結果（応力評価） 

支持構造物 
番号 

種類 型式 材質 
温度 
（℃） 

評価結果 

計算 
荷重
（kN）

許容 
荷重 

（kN）

PV-053SNM メカニカルスナッバ SMS-16 
「Ｖ-2-1-11 機器・

配管の耐震支持設

計方針」参照 

123.0 240.0 

SNO-PV-Y009 オイルスナッバ SN-16 106.0 240.0 

RO-PV-Y008 ロッドレストレイント RTS-10 128.0 180.0 

PV-059HAS スプリングハンガ VSA-2 23.0 30.5 

支持構造物 
番号 

種類 型式 材質 
温度 
（℃） 

支持点荷重 評価結果 

反力（kN） モーメント（kN・m）

応力 
分類 

計算 
応力 

（MPa）

許容 
応力 

（MPa）ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

PV-022RES レストレイント － － 40 － 156.0 40.0 － － － － － － 

PV-067ANC アンカ ラグ SGV480 200 63.3 27.9 152.0 39.7 92.5 16.0 組合せ 63 271 
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4.2.3 弁の動的機能維持評価結果 

下表に示すとおり応答加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。 

＊ 応答加速度は，打ち切り振動数を 50Hz として計算した結果を示す。 

弁番号 形式 
要求 

機能 

応答加速度＊

（×9.8 m/s2） 
機能確認済加速度 
（×9.8 m/s2） 

構造強度評価結果 
（MPa） 

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力 

－ － － － － － － － －
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4.2.4 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件 

及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２範囲）

No 配管モデル 

許容応力状態 ⅤＡＳ 

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価 

評価点
計算応力
[MPa] 

許容応力
[MPa] 

裕度 代表 評価点
計算応力
[MPa] 

許容応力
[MPa] 

裕度 代表 評価点
疲労累積
係数 

代表

1 AC-SGTS 385 78 335 4.29 － 385 128 386 3.01 － － － － 

2 RCIC-2 2W 35 363 10.37 － 2W 92 414 4.50 － － － － 

3 RCIC-32 33W 197 363 1.84 ○ 33W 386 414 1.07 ○ － － － 

4 PV-01 34 39 366 9.38 － 21 63 240 3.80 － － － － 

5 PV-02 15 92 396 4.30 － 15 156 298 1.91 － － － － 

6 PV-03 156W 109 366 3.35 － 215N 203 240 1.18 － － － － 

7 PV-04 5 160 366 2.28 － 5 206 240 1.16 － － － － 

8 PV-05 103 140 366 2.61 － 103 186 240 1.29 － － － － 

9 PV-002R5F B23N 78 363 4.65 － A25 120 386 3.21 － － － － 

10 PV-003YD A05 21 363 17.28 － A05 20 414 20.70 － － － － 

11 PV-007YD A10 27 363 13.44 － A10 26 414 15.92 － － － － 

12 PV-008YD A18F 96 363 3.78 － A13 166 414 2.49 － － － － 

13 PV-009YD A15N 92 363 3.94 － A15N 152 414 2.72 － － － － 

14 PV-202YD A44 117 366 3.12 － A42 136 240 1.76 － － － － 

15 PV-203R1F C05 94 366 3.89 C05 164 240 1.46 － － － － 
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Ⅴ-3-9-2-5-1-2 管の応力計算書 

本資料のうち，枠囲みの内容は，
営業秘密または防護上の観点から
公開できません。

工認-964 改1

平成30年8月16日

東海第二発電所 工事計画審査資料

資料番号

提出年月日
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まえがき 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造

物の強度計算の基本方針」並びに「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づい

て計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語につ

いては，添付書類「Ⅴ-3-2-1 強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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評価条件整理表

応力計算 
モデルNo. 

既設 
or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無

施設時の 
適用規格 

評価区分 
同等性 
評価 

区分 

評価 
クラス 

クラス 

アップ 
の有無 

施設時 

機器 
クラス 

DB 
クラス 

SA 
クラス 

条件 

アップ 
の有無 

DB条件 SA条件 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

AC-SGTS 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

RCIC-2 新設 － － － － SA-2 － － － 0.69 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

RCIC-32 新設 － － － － SA-2 － － － 0.69 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

PV-01 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

PV-02 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

PV-03 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

PV-04 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

PV-05 

新設 － － － － SA-2 － － － 2.50 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

新設 － － － － SA-2 － － － 1.0 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

PV-002R5F 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

PV-003YD 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

PV-007YD 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 
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応力計算 
モデルNo. 

既設 
or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無

施設時の 
適用規格 

評価区分 
同等性 
評価 

区分 

評価 
クラス 

クラス 

アップ 
の有無 

施設時 

機器 
クラス 

DB 
クラス 

SA 
クラス 

条件 

アップ 
の有無 

DB条件 SA条件 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

PV-008YD 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

PV-009YD 新設 － － － － SA-2 － － － 0.62 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

PV-202YD 新設 － － － － SA-2 － － － 2.50 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

PV-203R1F 

新設 － － － － SA-2 － － － 2.50 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 

新設 － － － － SA-2 － － － 0.69 200 － － 設計・建設規格 － SA-2 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造

物の強度計算の基本方針」並びに「Ⅴ-3-2-11 重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づき，

管の応力計算を実施した結果を示したものである。 

（1） 管

工事計画記載範囲の管のうち，最大応力評価点の評価結果を解析モデル単位に記載する。ま

た，全１５モデルのうち，最大応力評価点の許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデル

を代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載する。代表モデルの選定結果及び全モデル

の評価結果を 5.に記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（太破線）

（細線） 

（破線） 

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他 

計算書記載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の 

うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表 

記する管 

鳥瞰図番号（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載す 

る範囲） 

鳥瞰図番号（評価結果のみ記載する範囲） 

アンカ

クラス１管

クラス２管

クラス３管

クラス４管

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 

○○-○-○○

○○-○-○○
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（細線） 

（破線） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（SA）」，設 

計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（DB）」とする。） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記 

載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他 

系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管 

質 点 

ア ン カ

レストレイント

(本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

す。スナッバについても同様とする。) 

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

注：鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 
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3. 計算条件 

3.1 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図 PV-04 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

1 
1N～108W，109W～5 

11～15W，16W～29N 
0.62 200 60.5 3.9 SUS316LTP 
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フランジ部の質量 

鳥 瞰 図 PV-04 

質量 対応する評価点 

201F，21F 

29N 
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弁部の寸法 

鳥 瞰 図 PV-029YD 

評価点 外径（mm） 厚さ（mm） 長さ（mm） 

108W～109W 

6～7 

7～8 

8～8001 

8001～9 

7～10 

15W～16W 
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弁部の質量 

鳥 瞰 図 PV-04 

質量 対応する評価点 

108W～109W，15W～16W 

6，10 

7 

8 

9 
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3.2 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材  料 
最高使用温度 

（℃） 

許容応力（MPa） 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

SUS316LTP 200 － － － 107 
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4. 計算結果 

下表に示すとおり最大応力はそれぞれの許容値以下である。 

重大事故等クラス２管 

設計・建設規格 PPC-3520 による評価結果 

鳥瞰図 
最大応力

評価点 

最大応力 

区  分 

一次応力評価(MPa) 

計算応力 

Ｓprm（1）

Ｓprm（2）

許容応力 

1.5Ｓh 

1.8Ｓh 

PV-04 11 Ｓprm（1） 59 160 

PV-04 11 Ｓprm（2） 59 192 
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5. 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び 

評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２範囲）

No 配管モデル 

供用状態 E*1 供用状態 E*2 

一次応力 一次応力 

評価点 
計算応力 
[MPa] 

許容応力 
[MPa] 

裕度 代表 評価点 
計算応力 
[MPa] 

許容応力 
[MPa] 

裕度 代表 

1 AC-SGTS 385 21 150 7.14 － 385 22 180 8.18 － 

2 RCIC-2 2W 4 154 38.50 － 2W 4 185 46.25 － 

3 RCIC-32 81 15 160 10.66 － 81 15 192 12.80 － 

4 PV-01 9 22 154 7.00 － 9 22 185 8.40 － 

5 PV-02 35 36 190 5.27 － 35 37 228 6.16 － 

6 PV-03 141 38 162 4.26 － 141 38 194 5.10 － 

7 PV-04 11 59 160 2.71 ○ 11 59 192 3.25 ○ 

8 PV-05 103 46 160 3.47 － 103 47 192 4.08 － 

9 PV-002R5F B21F 46 154 3.34 － B21F 47 185 3.93 － 

10 PV-003YD A05 11 154 14.00 － A05 12 185 15.41 － 

11 PV-007YD A10 14 154 11.00 － A10 15 185 12.33 － 

12 PV-008YD A25F 43 154 3.58 － A25F 44 185 4.20 － 

13 PV-009YD A03N 30 154 5.13 － A03N 31 185 5.96 － 

14 PV-202YD A44 49 160 3.26 － A44 50 192 3.84 － 

15 PV-203R1F C45F 29 160 5.51 － B109F 29 192 6.62 － 

注記＊1：設計・建設規格 PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。 

＊2：設計・建設規格 PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。 
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1. 一般事項

本計算書は，炉心シュラウドの耐震性についての計算書である。

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-3-2-1 炉心支持構造物の応力解析の方針」(以下「応力解析の方針」とい

う。)の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ｄi

Ｄo

Ｒo

Ｒ 

Ｉ 

ｔ

σb

σba

g 

断面積 

内径 

外径 

外半径 

平均半径 

断面二次モーメント 

厚さ 

平均支圧応力 

許容支圧応力 

重力加速度 

mm2

mm 

mm 

mm 

mm 

mm4

mm 

MPa 

MPa 

m／s2

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

ａ. 差 圧 

ｂ. 外荷重 

差圧及び外荷重の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 

P05,P05’

P06,P06’

P08,P08’

P07,P07’

P01,P01’

P02,P02’

P04,P04’

P03,P03’

上部胴 
〔SUS304L 相当〕 
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中間胴 
〔SUS304L 相当〕 

下部胴 
〔SUS304L 相当〕 



表 1－1(1) 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ

（MPa） 

一次一般膜 

＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力 

強さ 
許容値

 応力 

 評価面 

応力 

強さ 
許容値 

 応力 

 評価面 

上部胴 

SUS304L 

ⅢＡＳ 18 94 P01’-P02’ 18 141 P01’-P02’
ⅣＡＳ 25 150 P01’-P02’ 25 226 P01’-P02’

中間胴 

SUS304L 

ⅢＡＳ 45 94 P05’-P06’ 45 141 P05’-P06’
ⅣＡＳ 68 150 P05’-P06’ 68 226 P05’-P06’

下部胴 

SUS304L 

ⅢＡＳ 51 94 P07’-P08’ 51 141 P07’-P08’
ⅣＡＳ 75 150 P07’-P08’ 75 226 P07’-P08’3
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表 1－1(2) 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態 
支圧応力(MPa) 

平均支圧応力 許容値 

上部格子板支持面 

SUS304L  

ⅢＡＳ 2 163 

ⅣＡＳ 3 217 

炉心支持板支持面 

SUS304L  

ⅢＡＳ 1 163 

ⅣＡＳ 1 217 

表 1－1(3) 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態 

座屈に対する評価 

座屈応力 

との比 

許容値 

下部胴 

SUS304L 

ⅢＡＳ 0.36 1.0 

ⅣＡＳ 0.56 1.0 
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2. 計算条件

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

なお，下部胴とシュラウドサポートとの接合部の応力解析及び評価は，添付書類「Ⅴ

-2-3-3-2-3 シュラウドサポートの耐震性についての計算書」に示す。

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界

物性値及び許容限界は，「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

σt ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 

τ r ：せん断応力 

σ

σr

σt
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3. 応力計算

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。また，各応力評価点の断面性状を表 3－1に示す。 

3.2 差圧による応力 

3.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件による差圧を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

3.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力

差圧Ｐによる一次一般膜応力は，次式で求める。

・Ｐ
Ｙ－1

1
＝σt

・Ｐ
－１Ｙ

1
＝σ

2

・Ｐ
Ｙ＋１

1
＝－σr

ここで，
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

炉心シュラウドに働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.4 節に示す。 

3.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。

2

Ｄ
・

Ｉ

Ｍ
＋

Ａ

Ｖ
＝σ

o

Ａ

Ｈ
＝τt

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力

外荷重による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は，

一次一般膜応力と同じである。 

3.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 

4. 応力強さの評価

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 4－1に示す。 

表 4－1より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7

節に示す許容値を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 4－2に示す。 

表 4－2より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6

節及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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5. 特別な評価

炉心シュラウドの上部格子板支持面及び炉心支持板支持面には，鉛直荷重により支圧応力が生

じるため，支圧応力の評価を行う。 

また，ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 を用いて炉心シュラウド下部胴について，地震時の軸圧縮

荷重と曲げモーメントによる座屈に対する評価を行う。 

5.1 支圧応力の評価 

5.1.1 支圧面積 

(1) 上部格子板支持面（図 5－1(1)参照）

上部格子板支持面の支圧荷重を受ける面積は次のようになる。

Ａ＝

＝

(2) 炉心支持板支持面（図 5－1(2)参照）

炉心支持板支持面の支圧荷重を受ける面積は次のようになる。

Ａ＝

5.1.2 支圧荷重 

各運転条件における上部格子板支持面及び炉心支持板支持面に作用する鉛直力を「応力

解析の方針」の 4.2 節の表 4－1(1)(荷重作用点Ｆ及びＧ)に示す。 

5.1.3 平均支圧応力 

平均支圧応力σbは，次式により求める。 

Ａ

Ｖ
＝σb

5.1.4 支圧応力の評価 

各許容応力状態における支圧応力の評価を表 5－1に示す。 

表 5－1より，各許容応力状態における平均支圧応力は，「応力解析の方針」の表 3－4(3)

に示す許容値を満足する。 
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5.2 座屈に対する評価 

地震荷重を考慮し，ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 を用いて，軸圧縮荷重及び曲げモーメント

に対する評価を実施する。 

5.2.1 計算データ 

内径 ： Ｄi ＝

外径 ： Ｄo ＝Ｄi＋2・ｔ 

＝

＝

断面積 ： Ａ ＝ )－Ｄ・(Ｄ
4

π 22
io

＝

＝

断面二次モーメント： Ｉ ＝ )－Ｄ・(Ｄ
64

π 44
io

  ＝

  ＝

5.2.2 許容値 

許容応力状態ⅢＡＳ及びⅣＡＳにおいて圧縮応力の座屈応力（ｆc）に対する比と曲げ応

力の座屈応力（ｆb）に対する比の和が 1以下であることを示す。座屈に対する評価は次式

による。 

1.0≦
ｆ

2

Ｄ
・

Ｉ

Ｍ
α

＋
ｆ

Ａ

Ｖ
α

b

ｏ

c

・・

ここで， 

ｆc：軸圧縮荷重に対する座屈応力で次の計算式により計算した値 

η＜η1より 

ｆc＝Ｆ＝146 MPa 

ｆb：曲げモーメントに対する座屈応力で次の計算式により計算した値 

η＜η1より 

ｆb＝Ｆ＝146 MPa 
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α：安全率で次の値 

η＜η1より 

α＝1 

ここで， 

η：Ｒ／ｔ＝ ＝49.6880 

η1：1200・g／Ｆ＝1200×9.80665／146＝80.6026 

Ｆは，以下の３つの値のうち小さい方の値を用いる。 

1.35・Ｓy＝146 MPa (供用状態Ａ及びＢの最高温度  ℃における値) 

0.7 ・Ｓu＝253 MPa (供用状態Ａ及びＢの最高温度  ℃における値) 

Ｓy＝175 MPa (室温における値) 

したがって，Ｆ＝146 MPa とする。 

5.2.3 座屈に対する評価 

評価に用いる応力は，圧縮応力については死荷重及び地震荷重による鉛直力を，曲げ応

力については地震荷重によるモーメントを考慮する。それぞれの荷重を「応力解析の方針」

表 4－1(1)に示す。 

許容応力状態ⅢＡＳ及びⅣＡＳにおける座屈に対する評価を表 5－2に示す。 

表 5－2 より，許容応力状態ⅢＡＳ及びⅣＡＳにおける応力は，ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984 の座屈に対する評価式を満足する。 
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図 5－1(1) 支圧荷重の支持面（上部格子板）(単位：mm) 

図 5－1(2) 支圧荷重の支持面（炉心支持板）(単位：mm) 
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上部格子板 

Ｖ：鉛直力 

Ｖ
炉心支持板 

Ｖ：鉛直力 
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表 3－1 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄi

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 

P05，P06 

P07，P08 
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表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
16 94＊ 22 150＊

P01’
P02’

18 94＊ 25 150＊

P03 

P04 
18 94＊ 27 150＊

P03’
P04’

21 94＊ 31 150＊

P05 

P06 
41 94＊ 62 150＊

P05’
P06’

45 94＊ 68 150＊

P07 

P08 
47 94＊ 69 150＊

P07’
P08’

51 94＊ 75 150＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
16 141＊ 22 226＊

P01’
P02’

18 141＊ 25 226＊

P03 

P04 
18 141＊ 27 226＊

P03’
P04’

21 141＊ 31 226＊

P05 

P06 
41 141＊ 62 226＊

P05’
P06’

45 141＊ 68 226＊

P07 

P08 
47 141＊ 69 226＊

P07’
P08’

51 141＊ 75 226＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 5－1(1) 支圧応力の評価 

応力評価面 ： 上部格子板支持面    （単位：MPa） 

条件 
平均支圧応力 

σb

許容支圧応力 

σba

許容応力状態ⅢＡＳ 2 163 

許容応力状態ⅣＡＳ 3 217 

表 5－1(2) 支圧応力の評価 

応力評価面 ： 炉心支持板支持面    （単位：MPa） 

条件 
平均支圧応力 

σb

許容支圧応力 

σba

許容応力状態ⅢＡＳ 1 163 

許容応力状態ⅣＡＳ 1 217 

表 5－2 座屈に対する評価 

応力評価部位 ： 下部胴 

条件 
座屈応力

との比 
許容値 

許容応力状態ⅢＡＳ 0.36 1.0 

許容応力状態ⅣＡＳ 0.56 1.0 N
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1. 一般事項 

  本計算書は，シュラウドサポートの応力計算書である。 

 1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図1－1に示す。 

 1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-3-2-1 炉心支持構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」と

いう。）の2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｆ 

ｆｃ

Ｉ 

ｉ 

ｋ

Ｔ

Λ 

λ 

ν 

シュラウドサポートレグ1 本当たりの断面積 

シュラウドサポートレグの幅 

部材両端の拘束条件に対する座屈長さの係数 

許容応力度 

許容圧縮応力 

座屈軸についての断面二次モーメント 

座屈軸についての断面二次半径 

シュラウドサポートレグの長さ 

座屈長さ 

シュラウドサポートレグの板厚 

限界細長比 

有効細長比 

設計・建設規格 SSB-3121.1(3)a.におけるν 

 mm2

mm 

－

MPa 

MPa 

 mm4

mm 

mm 

mm 

mm 

－

－

－
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1.3 考慮する荷重 

   考慮した各荷重の値を「応力解析の方針」の4章に示す。 

 1.4 計算結果の概要 

   計算結果の概要を表1－1に示す。 

   なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続部，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目

し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 

注：以下，シュラウドサポートレグ，シュラウドサポートシリンダ，シュラウドサポート

プレート及び炉心シュラウド下部胴を，それぞれ「レグ」，「シリンダ」，「プレート」

及び「下部胴」という。 

S
3
 
④
 Ⅳ

-
3-
1
-
1-
3
 
R0
 

O
M
1
 
④
 
Ⅳ
-3
-
1
-1
-
3
 R
0 

O
M
1
 
④
 
Ⅳ
-3
-
1
-1
-
3
 R
0 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
3
 R
0
 



3 

図1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm）
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表1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力 

強さ 

許容値 応力評価面 応力 

強さ 

許容値 応力評価面 

レグ 

NCF600 

ⅢＡＳ 128 246 P03 - P04 128 369 P03 - P04 

ⅣＡＳ 194 334 P03’- P04’ 194 501 P03’- P04’

シリンダ 

NCF600 

ⅢＡＳ 131 246 P07’- P08’ 131 369 P07’- P08’

ⅣＡＳ 149 334 P07’- P08’ 149 501 P07’- P08’

プレート 

NCF600 

ⅢＡＳ 104 246 P13 - P14 104 369 P13 - P14 

ⅣＡＳ 108 334 P13 - P14 108 501 P13 - P14 

下部胴 

SUS304L 

ⅢＡＳ 79 130 P17’- P18’ 79 196 P17’- P18’

ⅣＡＳ 99 209 P17’- P18’ 99 313 P17’- P18’

NT2 補③ Ⅴ-2-3-3-2-3 R1 

4
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2. 計算条件 

 2.1 解析範囲 

   解析範囲を図1－1に示す。 

2.2 運転条件  

   考慮した運転条件を「応力解析の方針」の4.2節に示す。 

 2.3 材料 

   各部の材料を図1－1に示す。 

 2.4 物性値及び許容限界

   物性値及び許容限界は，「応力解析の方針」の3.4節及び3.6節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

 2.5 応力の記号と方向 

   応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

    σｔ： 周方向応力 

    σ  ： 軸方向応力 

    σｒ ： 半径方向応力 
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3. 応力計算 

 3.1 応力評価点 

   応力評価点の位置を図1－1に示す。 

 3.2 外荷重による応力 

  3.2.1 荷重条件（L04，L14及びL16） 

      シュラウドサポートに作用する外荷重を「応力解析の方針」の4.4節に示す。 

3.3 応力の評価 

   各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の5.4節に示す。 

4. 応力強さの評価 

 4.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表4－1に示す。 

   表4－1より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の3.6節及び3.7

節に示す許容値を満足する。 

 4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表4－2に示す。 

   表4－2より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の3.6

節及び3.7節に示す許容値を満足する。 
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5. 特別な評価

 5.1 座屈に対する評価 

レグには，シュラウドサポートに作用する外荷重により，圧縮応力が生じる。したがって，

これらの荷重の組合せにより発生する圧縮応力の評価を行う。 

   5.1.1 計算データ 

(1) 座屈長さ ｋ

ｋ＝Ｃ・ ＝ 0.7×  ＝  mm 

ここで，Ｃ＝ 0.7 

：レグの長さ＝  mm 

(2) 座屈軸についての断面二次半径 ｉ

i＝
Ａ

Ｉ
＝ ＝36.0844 mm 

  ここで，Ｉ：座屈軸についての断面二次モーメント 

＝
12

1
・Ｔ3・Ｂ＝  mm4

 Ｔ：レグの板厚＝  mm 

 Ｂ：レグの幅 ＝  mm 

 Ａ：レグ1 本当たりの断面積 

＝Ｔ・Ｂ＝  mm2

(3) 有効細長比 λ

λ＝
k

i
＝

5.1.2 外荷重 

シュラウドサポートに作用する外荷重を「応力解析の方針」の4.4節に示す。

5.1.3 圧縮応力 

各許容応力状態においてレグに発生する最大圧縮応力は，応力評価面P03'-P04'での一

次一般膜応力（σ ）に注目して，表5－1に示す。 
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   5.1.4 許容圧縮応力 

 各許容応力状態における許容圧縮応力の計算は，設計・建設規格 SSB-3121を準用して

計算する。 

(1) 許容応力状態ⅢＡＳ

許容応力状態ⅢＡＳにおける許容応力度Ｆは，以下の3つの値のうち小さい方を用いる。

1.35・Ｓｙ＝ 261 MPa （供用状態Ａ及びＢの最高温度  ℃における値） 

0.7 ・Ｓｕ＝ 350 MPa （供用状態Ａ及びＢの最高温度  ℃における値） 

 Ｓｙ＝ 245 MPa （室温における値） 

  したがって，許容応力度Ｆ＝ 245 MPaとする。 

  許容応力状態ⅢＡＳにおける許容圧縮応力ｆｃは，Ｆ＝ 245 MPaに対して次のように得ら

れる。 

限界細長比：Λ＝
Ｆ6・0

Ｅ・π2

.
＝

2456×0

×π2

.
＝

  ここで，Ｅ：縦弾性係数＝  MPa ℃における値） 

  ゆえに，λ＜Λなのでｆｃは， 

ｆｃ＝1.5×
2

Λ

λ
・1－0.4 ・

ν

Ｆ

＝1.5×    ×  ＝231 MPa 

  ここで，ν＝1.5＋
3

2
・

2

Λ

λ

＝1.5＋
3

2
× ＝1.54576 

(2) 許容応力状態ⅣＡＳ

許容応力状態ⅣＡＳにおける許容応力度Ｆは，以下の3つの値のうち小さい方を用いる。

1.35・Ｓｙ＝ 261 MPa （供用状態Ａ及びＢの最高温度  ℃における値） 

0.7 ・Ｓｕ＝ 350 MPa （供用状態Ａ及びＢの最高温度  ℃における値） 

1.2 ・Ｓｙ＝ 294 MPa （室温における値） 

    したがって，許容応力度Ｆ＝ 261 MPaとする。 

許容応力状態ⅣＡＳにおける許容圧縮応力ｆｃは，Ｆ＝ 261 MPaに対して次のように得ら

れる。 

1－0.4
1.54576

245
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 限界細長比：Λ＝
Ｆ6・0

Ｅ・π2

.
＝

2616×0

×π2

.
＝

     ここで，Ｅ：縦弾性係数＝  MPa （  ℃における値） 

     ゆえに，λ＜Λなのでｆｃは， 

ｆｃ＝1.5×
2

Λ

λ
・1－0.4 ・

ν

Ｆ

＝1.5×            ×         ＝245 MPa 

     ここで，ν＝1.5＋
3

2
・

2

Λ

λ

＝1.5＋
3

2
  ＝1.54875 

   5.1.5 座屈に対する評価 

各許容応力状態における座屈に対する評価を表5－1に示す。 

表5－1より，各許容応力状態における圧縮応力は，許容圧縮応力を超えないため，座

屈は発生しない。 

1－0.4
1.54875

261
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表4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

                （単位：MPa） 

評価面 

許容応力状態 

ⅢＡＳ 

許容応力状態 

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 85 221＊ 121 300＊

P01’

P02’ 75 221＊ 109 300＊

P03 

P04 128 246 187 334 

P03’

P04’ 126 246 194 334 

P05 

P06 79 246 81 334 

P05’

P06’ 107 246 130 334 

P07 

P08 103 246 110 334 

P07’

P08’ 131 246 149 334 

P09 

P10 107 246 116 334 

P09’

P10’ 110 246 122 334 

P11 

P12 89 221＊ 92 300＊

P11’

P12’ 90 221＊ 93 300＊

P13 

P14 104 246 108 334 

P13’

P14’ 96 246 94 334 

P15 

P16 62 221＊ 61 300＊

P15’

P16’ 70 221＊ 73 300＊

P17 

P18 74 130＊ 97 209＊

P17’

P18’ 79 130＊ 99 209＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
3
 
R1
 



11 

表4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

                （単位：MPa） 

評価面 

許容応力状態 

ⅢＡＳ 

許容応力状態 

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値 

P01 

P02 85 332＊ 121 450＊

P01’

P02’ 75 332＊ 109 450＊

P03 

P04 128 369 187 501 

P03’

P04’ 126 369 194 501 

P05 

P06 79 369 81 501 

P05’

P06’ 107 369 130 501 

P07 

P08 103 369 110 501 

P07’

P08’ 131 369 149 501 

P09 

P10 107 369 116 501 

P09’

P10’ 110 369 122 501 

P11 

P12 89 332＊ 92 450＊

P11’

P12’ 90 332＊ 93 450＊

P13 

P14 104 369 108 501 

P13’

P14’ 96 369 94 501 

P15 

P16 62 332＊ 61 450＊

P15’

P16’ 70 332＊ 73 450＊

P17 

P18 74 196＊ 97 313＊

P17’

P18’ 79 196＊ 99 313＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表5－1 座屈に対する評価 

                               （単位：MPa） 

許容応力状態 圧縮応力 許容圧縮応力 

ⅢＡＳ 124 231 

ⅣＡＳ 193 245 
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T
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1. 一般事項 

本計算書は，上部格子板の耐震性についての計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-3-2-1 炉心支持構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」とい

う。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

ｂ

ｈa

Ｉy

Ｉz

Ｌ 

断面積 

グリッドプレートの厚さ 

グリッドプレートの高さ 

断面二次モーメント 

断面二次モーメント 

最長グリッドプレートの長さ 

グリッドプレート1スパンの長さ 

mm2 

mm 

mm

mm4 

mm4 

mm 

mm 

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

a. 差  圧 

b. 外荷重 

各荷重の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続及び厳しい荷重作用点に着目し，応力評

価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

P01,P01’

P02,P02’

P02,P02’

P01,P01’

ｙ

ｘ

ｚ
ｙ

ｘ
Ａ～Ａ断面図 

グリッドプレート 

〔SUS304 相当〕 

 

ｂ

ｈ
a

ｚ

 ＝  

ｂ ＝  

ｈa ＝
Ａ

Ａ

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
4
 R
1
 

：応力評価点 

〔   〕：ＪＩＳ相当材 

（   ）：材   料 



表 1－1 計算結果の概要

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力 

強さ 
許容値

 応力 

 評価面 

応力 

強さ 
許容値 

 応力 

 評価点 

グリッド 

プレート 

SUS304  

ⅢＡＳ 7 172 P01-P02 82 258 P01 

ⅣＡＳ 11 260 P01-P02 136 391 P01 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-3-2-4 R1 

3
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界

物性値及び許容限界は，「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

なお，主応力の算出は，「応力解析の方針」の 5.4.1 項に示される式において，σt，σ ， 

σr，τt ，τrtをそれぞれσx，σy，σz，τxy，τzxに添字を置き換えて求める。 

σx ：ｘ方向応力 

σy ：ｙ方向応力 

σz ：ｚ方向応力 

τxy ：せん断応力 

τzx ：せん断応力
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3. 応力計算 

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。また，各応力評価点の断面性状を表 3－1に示す。 

3.2 差圧による応力 

3.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件による差圧を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

3.2.2 計算方法 

差圧Ｐ34 による応力は，以下により求める。なお，計算は，最大応力の発生する最長の

グリッドプレートについて行う。計算モデルを図 3－1に示す。 

(1) 一次応力 

a. 差圧Ｐ34による荷重 

・b・Ｌ＝－ＰＷ 34P

b. 端部におけるモーメント 

12

・ＬＷ
Ｍ＝

P

c. 曲げ応力 

2

ｈ
・

Ｉ

Ｍ
＝σ

a

y
x

d. せん断応力 

2・Ａ

Ｗ
＝τ

P
zx
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3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

上部格子板に働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.4 節に示す。 

3.3.2 計算方法 

外荷重による応力は，以下により求める。 

(1) 一次応力 

a. 鉛直方向荷重による応力 

(a) グリッドプレートの端部における鉛直方向荷重   

Ｖ＝Ｗv

(b) グリッドプレートの端部におけるモーメント 

12

・ＬＷ
＝Ｍ

v
v

(c) 曲げ応力 

2

ｈ
・

Ｉ

Ｍ
＝σ

a

y

v
x

(d) せん断応力 

2・Ａ

Ｗ
＝τ

v
zx

b. 水平方向荷重による応力 

(a) 格子１個当たりの水平方向荷重 

764

4・Ｈ
＝ＷH

(b) 格子の端部におけるモーメント 

12

・Ｗ
＝Ｍ

H
H
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(c) 曲げ応力 

2

ｂ
・

Ｉ

Ｍ
＝σ

z

H
x

(d) せん断応力 

2・Ａ

Ｗ
＝τ

H
xy

3.4 応力の評価 

      各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。応力強さの算出方法「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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4. 応力強さの評価 

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 4－1に示す。 

表 4－1より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7

節に示す許容値を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 4－2に示す。 

表 4－2より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6

節及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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図 3－1(1) 応力計算モデル（鉛直方向荷重）（単位：mm） 

図 3－1(2) 応力計算モデル（水平方向荷重）（単位：mm） 
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ｚ ｚ
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表 3－1 断面性状 

応力評価点 
b 

(mm) 

ｈa

(mm) 

Ａ 

(mm2) 

Ｉy

(mm4) 

Ｉz

(mm4) 

P01，P02 
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表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
7 172 11 260 

P01’
P02’

6 172 11 260 

表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価点

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 82 258 136 391 

P01’ 64 258 118 391 

P02 64 258 118 391 

P02’ 82 258 136 391 
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1. 一般事項 

本計算書は，炉心支持板の耐震性についての計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-3-2-1 炉心支持構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」とい

う。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

ａi

ｂe

Ｄ 

ｄ 

ｅ0

ｅ0’
ｅ1

ｅ1’
ｅ2

ｅ3

ｅA

ｅB

ＦS

ｈc

ｈ0

ｈ1

Ｉ0

Ｉ1

Ｉ2

Ｉ3

ＩA

ＩB 

i 

p

ｔ 

補強ビーム固定端から中央部までの長さ 

等価幅 

制御棒案内管用穴径 

中性子計測案内管用穴径 

中立軸からの距離 

中立軸からの距離 

中立軸からの距離 

中立軸からの距離 

中立軸からの距離 

中立軸からの距離 

中立軸からの距離 

中立軸からの距離 

せん断力 

支持板の厚さ 

補強ビーム固定端の高さ 

補強ビーム高さ 

断面二次モーメント 

断面二次モーメント 

断面二次モーメント 

断面二次モーメント 

断面二次モーメント 

断面二次モーメント 

補強ビーム固定端近傍から中央部までの長さ 

補強ビーム1スパン当たりの長さ 

補強ビーム厚さ 

mm

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

N 

mm 

mm 

mm 

mm4 

mm4 

mm4 

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

mm 

mm 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
5
 R
1
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1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

ａ. 差 圧 

ｂ. 外荷重 

各荷重の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目

し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
5
 R
0
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注 1：Ｂ部の詳細は図 1－1(2)に示す。  

注 2：各補強ビームの寸法を図 1－1(3)に示す。 

図 1－1(1) 形状・寸法・材料・応力評価点 

Ａ

Ｘ

Ａ

P07，P07’
P08，P08’

補強ビーム No.1

補強ビーム No.2

補強ビーム No.3

補強ビーム No.4

補強ビーム No.5

補強ビーム No.6

支持板 

〔SUS304 相当〕 

（ ）

Ａ～Ａ断面図 

Ｙ

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
5
 R
1
 

補強ビーム 

〔SUS304 相当〕 

） 

P01,P01’

補強ビーム No.7 

P03,P03’

：応力評価点 

〔   〕：ＪＩＳ相当材 

（   ）：材   料 

Ｂ

P05，P05’
P06，P06’

P02,P02’
P01,P01’

P04,P04’
P03,P03’

P04,P04’P02,P02’
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図 1－1(2) 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
5
 R
0
 

支持板 

P07,P07’P08,P08’

P05,P05’

Ｃ 

：応力評価点 

補強ビーム 

Ｃ～Ｃ断面図 Ｂ部詳細図 

P06,P06’Ｃ 

P06,P06’

P02,P02’

P02,P02’ P08,P08’
P07,P07’

P01,P01’

P01,P01’ P05,P05’
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各補強ビームの寸法 

（単位：mm） 

寸法

ビーム No. 
ａｉ i ｈ0 ｈ1 ｈｃ ｔ 

補強ビーム No.1 

補強ビーム No.2 

補強ビーム No.3 

補強ビーム No.4 

補強ビーム No.5 

補強ビーム No.6 

補強ビーム No.7 

図 1－1(3) 形状・寸法・材料・応力評価点（補強ビーム）（単位：mm） 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
5
 R
1
 

ｈ
c

ｈ
0

ｔ

ｉ ｉ

ａi ａi

ｈ
1



表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態

一次一般膜応力強さ

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力 

強さ 
許容値

応力 

評価面 

応力 

強さ 
許容値 

応力 

評価点 

 補強ビーム 

SUS304 

ⅢＡＳ 12 129 P03-P04 70 193 P03 

ⅣＡＳ 12 195 P03-P04 72 293 P03 

支持板 

SUS304  

ⅢＡＳ 16 172 P07-P08 68 258 P07’
ⅣＡＳ 27 260 P07-P08 108 391 P07’

NT2 補③ Ⅴ-2-3-3-2-5 R1 

6
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界

物性値及び許容限界は，「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
5
 R
1
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2.6 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

なお，主応力の算出は，「応力解析の方針」5.4.1 項に示される式において，σt，σ ，σr， 

τt ，τ r，τrtをそれぞれσx，σy，σz，τxy，τyz，τzxに添字を置き換えて求める。 

σx ：ｘ方向応力

σy ：ｙ方向応力 

σz ：ｚ方向応力 

τxy：せん断応力

τyz：せん断応力 

τzx：せん断応力 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
5
 R
0
 

σｘ

σｚ

σｙ

支 持 板 

補強ビーム 

σz

σy

σx
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3. 応力計算 

応力計算において，荷重は図 3－1及び図 3－3に示す各補強ビーム及び各支持板に加わると考

えて計算する。 

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。また，各応力評価点の断面性状を表 3－1に示す。 

3.2 差圧による応力 

3.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

3.2.2 計算方法 

(1) 差圧による一次応力の計算 

a. 補強ビーム 

(a) 差圧による荷重 

補強ビームの荷重計算モデルを，図 3－1に示す。 

差圧による単位長さ当たりの分布荷重Ｗ1は，次式で求める。 

）Ｄ・
4

π
－2・・（2・

1
・＝ＰＷ 22

131 p
p

(b) 曲げ応力（一次応力） 

図 3－1に示す補強ビームの荷重計算モデルにより荷重を求め，図 3－2に示す補強

ビームの応力計算モデルにより曲げ応力を求める。ここで，断面二次モーメントＩ0，

Ｉ1は，支持板を穴の部分の面積を除いたものと等しい面積を持つ穴のない帯状の板に

置き換えて計算する。穴としては，制御棒案内管の入る穴及び中性子計測案内管の入

る穴を考慮する。なお，モーメントは最長の補強ビーム No.4 について求める。 

イ. 0≦ｘ≦ iのとき 

(イ) モーメント 

）ｘ－（a・ 22
iA

2

Ｗ
＋Ｍ－Ｍ＝

1

(ロ) 曲げ応力 

σx＝－
Ｍ

Ｉ1

・ｅ1   （補強ビームの下端） 

σx＝
Ｍ

Ｉ1

・ｅ1'   （補強ビームの上端） 

ここで，Ｉ1：Ｉ1部の断面二次モーメント 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
5
 R
1
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ロ. i≦ｘ≦ａiのとき 

(イ) モーメント 

）ａ・(
2

Ｗ
＋Ｍ＝－Ｍ 221

ｘ－iA

(ロ) 曲げ応力 

σx＝－
Ｍ

Ｉ0

・ｅ0   （補強ビームの下端） 

σx＝
Ｍ

Ｉ0

・ｅ0'   （補強ビームの上端） 

ここで，ＭA：固定端モーメント 

ｉｉ

ｉ
ｉ

iｉ

A
ａ･＋I・)－Ｉ(Ｉ

・ａ
3

Ｗ
・)＋I－Ｉ(Ｉ・

3
－ａ・

2
Ｗ

＝Ｍ
110

3１
110

2
21

Ｉ0：Ｉ0部の断面二次モーメント 

Ｉ1：Ｉ1部の断面二次モーメント 

(c) せん断応力（一次一般膜応力） 

補強ビームの固定端でせん断力は最大となり，補強ビームの中央でせん断力は 0と

なる。 

補強ビームの固定端におけるせん断応力は次式で求める。 

τzx＝
ＦS

Ａ0

ここで， ＦS ：固定端におけるせん断力 

 ＦS ＝Ｗ1・ａｉ

 Ａ0 ：固定端の断面積 

 Ａ0 ＝ｂe・ｈc＋ｈ0・ｔ 

b. 支持板 

支持板の計算モデルを，図 3－3及び図 3－4に示す。 

(a) 差圧による荷重 

差圧による単位長さ当たりの分布荷重Ｗ2は，次式で求める。 

)Ｄ・
4

π
・－2・・(2・

2・

1
・＝ＰＷ 2

4

4

132 p

(b) 曲げ応力（一次応力） 

図 3－3に示す支持板の計算モデルにより曲げ応力を求める。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
5
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イ. モーメント 

22
42 ｙ・

2

Ｗ
ｙ＋・・－ＷＭ＝ＭA

ロ. 曲げ応力 

固定端における曲げ応力は，次式で求める。 

2
2

ｅ・
Ｉ

Ｍ
＝σ

A
y  （支持板の下面） 

2
2

ｅ・
Ｉ

Ｍ
－＝σ

A
y  （支持板の上面） 

また，ｙ＝  mm における曲げ応力は，次式で求める。 

3
3

ｅ・
Ｉ

Ｍ
＝σy  （支持板の下面） 

3
3

ｅ・
Ｉ

Ｍ
－＝σy  （支持板の上面） 

ここで，ＭA：固定端モーメント 

2

23

3

2
4

424323

3

2
4

Ｗ・

)－(・－1
Ｉ

Ｉ
＋・6

)・＋3・・－3・－(・－1
Ｉ

Ｉ
－2・

＝Ｍ

22333

A

Ｉ2：Ｉ2部の断面二次モーメント 

Ｉ3：Ｉ3部の断面二次モーメント 

(c) せん断応力（一次一般膜応力） 

固定端におけるせん断応力は，次式で求める。 

5

42

・ｈ

・Ｗ
＝τ

c
yz

ｙ＝  mmにおけるせん断応力は，次式で求める。 
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T
2
 
補
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-
5
 R
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－ )(・
・ｈ

Ｗ
＝τ 4

6

2

c
yz

3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

炉心支持板に働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.4 節に示す。 

3.3.2 計算方法 

(1) 外荷重による一次応力の計算 

a. 補強ビーム 

補強ビームの荷重計算モデルを，図 3－1に示す。 

(a) 死荷重による単位長さ当たりの分布荷重 

死荷重による単位長さ当たりの分布荷重Ｗ3は，次式で求める。 

p

1
3

Ｖ
＝－Ｗ

(b) 鉛直方向地震荷重による単位長さ当たりの分布荷重 

鉛直方向地震荷重による単位長さ当たりの分布荷重Ｗ4は，次式で求める。 

Ｗ4＝
Ｖ1

p

(c) 曲げ応力及びせん断応力 

3.2.2(1)a.項と同様にして求める。 

b. 支持板 

支持板の計算モデルを図 3－3に示す。 

(a) 死荷重による単位長さ当たりの分布荷重 

死荷重による単位長さ当たりの分布荷重Ｗ5は，次式で求める。 

4

2
5

2・

Ｖ
＝－Ｗ
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T
2
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(b) 鉛直方向地震荷重による単位長さ当たりの分布荷重 

鉛直方向地震荷重による単位長さ当たりの分布荷重Ｗ6は，次式で求める。 

Ｗ6＝
Ｖ2

2・ 4

(c) 水平方向地震荷重による荷重 

図 3－4(3)に示す１本の制御棒案内管が支持板に与える水平方向地震荷重Ｈpは，次

式で求める。 

764

4・Ｈ
＝Ｈp

ここで，Ｈは水平方向地震荷重で「応力解析の方針」の 4.4 節に示す。 

(d) 曲げ応力及びせん断応力 

イ. 鉛直方向荷重（死荷重及び鉛直方向地震荷重） 

3.2.2(1)b.項と同様にして求める。 

ロ. 水平方向地震荷重 

図 3－4に示す支持板のモデルにより，曲げ応力を求める。 

(イ) モーメント 

固定端におけるモーメント ＭA 

pA ・Ｈ
2・

－ ＋＝Ｍ
4

ｙ＝  mmにおけるモーメント ＭB

pB ・Ｈ
2・

＝Ｍ
4

(ロ) 曲げ応力（一次応力） 

固定端における曲げ応力 

A
A

A
y ｅ・

Ｉ

Ｍ
＝σ

N
T
2
 
補
③
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-
2
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-
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-
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ｙ＝ mmにおける曲げ応力 

B
B

B
y ｅ・

Ｉ

Ｍ
＝σ

ここで，ＩA：ＩA部の断面二次モーメント 

ＩB：ＩB部の断面二次モーメント 

(ハ) せん断応力（一次一般膜応力） 

固定端におけるせん断応力 

5・ｈ

Ｈ
＝τ

c

p
xy

ｙ＝  mmにおけるせん断応力 

6・ｈ

Ｈ
＝τ

c

p
xy

3.4 応力の評価 

   各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

   応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 N
T
2
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4. 応力強さの評価 

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 4－1に示す。 

表 4－1より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7

節に示す許容値を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 4－2に示す。 

表 4－2より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6

節及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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Ｗ1，Ｗ3，Ｗ4：鉛直方向分布荷重 Ｄ ＝ 

ｐ ＝ 

 ｔ ＝ 

図 3－1 補強ビームの荷重計算モデル（単位：mm） 

図 3－2(1) 補強ビームの応力計算モデル 
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2
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③
 Ⅴ

-
2
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-
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-
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0
 

ｐ

ｔ

2
･

ｐ

ａｉ

ｉ

ＭＡ

ｘ

0

ｚ 
Ｉ1

Ｉ0

Ｄ 

Ｗ3,Ｗ4

Ｗ1
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ｅ1 ＝

ｅ1’ ＝
ｅ0 ＝

ｅ0’ ＝
ｂｅ ＝

ｄ ＝

ここで，ｂｅ＝ )・ｄ
4

π
－・Ｄ

4

π
－2・・(2・

1 222
p

p

図 3－2(2) 補強ビームの応力計算モデル（単位：mm） 
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Ｉ1 Ｉ0

（等価

ｂｅ ｂｅ

Ｉ1部 Ｉ0部 

ｅ
0
’
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1
’

ｂｅ
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0
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Ｄ ＝ 

ｈｃ ＝ 

2 ＝ 

3 ＝ 

4 ＝ 

5 ＝ 

6 ＝ 

p ＝ 

Ｗ2，Ｗ5，Ｗ6：鉛直方向分布荷重 

注記 ＊：固定端から最小幅になる部分までの距離 

図 3－3 支持板の荷重計算及び応力計算モデル（単位：mm） 
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2
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ｃ

Ｄ 

p 5
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4

Ｉ2 Ｉ3 Ｉ2

ｚ

ＭＡ

0 ｙ
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ＦS

Ｗ2
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Ｈp：制御棒案内管用穴 1つ当たりに作用する水平方向地震荷重 

図 3－4 支持板の応力計算モデル（単位：mm） 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
3
-2
-
5
 R
0
 

Ｈｐ

ＭＡ

65

4



20 

表 3－1 断面性状 

応力評価点 
補強ビームに平行な軸 補強ビームに垂直な軸 

Ｉ（mm4） ｅ（mm） Ｉ（mm4） ｅ（mm） 

P01，P02 

P03，P04 

P05，P06 

P07，P08 

N
T
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③
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-
2
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-
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N
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補
③
 Ⅴ

-
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-
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-
5
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0
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 表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価点 

許容応力状態 

ⅢＡＳ 

許容応力状態 

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01＊1 0 172 0 260 

P01’ ＊1 0 172 0 260 

P02＊1 0 172 0 260 

P02’ ＊1 0 172 0 260 

P03＊1 12 129＊3 12 195＊3

P03’ ＊1 11 129＊3 11 195＊3

P04＊1 12 172 12 260 

P04’ ＊1 11 172 11 260 

P05＊2 5 103＊3 7 156＊3

P05’ ＊2 5 103＊3 7 156＊3

P06＊2 5 172 7 260 

P06’ ＊2 5 172 7 260 

P07＊2 16 172 27 260 

P07’ ＊2 16 172 27 260 

P08＊2 16 172 27 260 

P08’ ＊2 16 172 27 260 

注記 ＊1：補強ビーム 

                ＊2：支持板 

＊3：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価点 

許容応力状態 

ⅢＡＳ 

許容応力状態 

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01＊1 19 258 18 391 

P01’ ＊1 21 258 21 391 

P02＊1 10 258 10 391 

P02’ ＊1 9 258 9 391 

P03＊1 70 193＊3 72 293＊3

P03’ ＊1 64 193＊3 62 293＊3

P04＊1 27 258 26 391 

P04’ ＊1 29 258 29 391 

P05＊2 24 154＊3 32 234＊3

P05’ ＊2 11 154＊3 20 234＊3

P06＊2 11 258 14 391 

P06’ ＊2 32 258 41 391 

P07＊2 53 258 93 391 

P07’ ＊2 68 258 108 391 

P08＊2 59 258 98 391 

P08’ ＊2 63 258 102 391 

注記 ＊1：補強ビーム 

                ＊2：支持板 

＊3：継手効率を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項 

本計算書は，燃料支持金具の耐震性についての計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-3-2-1 炉心支持構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」とい

う。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ｄi

Ｄo

Ｉ 

ｔ

断面積 

内 径 

外 径 

断面二次モーメント 

高 さ 

厚 さ 

mm2

mm 

mm 

mm4 

mm 

mm 

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

ａ. 差 圧 

ｂ. 外荷重 

各荷重の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図1－1(1) 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

＝

中央燃料支持金具 

〔SCS13A 相当〕 

P01,P01’

炉心支持板 

P02,P02’

制御棒案内管 
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：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 
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図1－1(2) 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 
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＝  

周辺燃料支持金具 

〔SUS304TP 相当〕 

炉心支持板 

P03,P03’

P04,P04’

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 



表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 
供用状態 

（許容応力状態）

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋ 

一次曲げ応力強さ 

（MPa） 

応力 

強さ 
許容値

応力 

評価面 

応力 

強さ 
許容値 

応力 

評価面 

中央 

燃料支持金具 

SCS13A  

ⅢＡＳ 14 172 P01’-P02’ 14 258 P01’-P02’

ⅣＡＳ 21 248 P01’-P02’ 21 372 P01’-P02’

周辺 

燃料支持金具

SUS304TP  

ⅢＡＳ 8 68 P03’-P04’ 8 103 P03’-P04’

ⅣＡＳ 12 104 P03’-P04’ 12 156 P03’-P04’4
 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-3-2-6 R1 
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界 

物性値及び許容限界は，「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

σt ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 σ

σr

σt
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3. 応力計算 

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 3－1に示す。 

3.2 差圧による応力 

3.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件による差圧を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

計算は，設計条件に対して行い，各供用状態（許容応力状態）での応力は，比例計算に

より求める｡ 

3.2.2 計算方法 

中央燃料支持金具の差圧による応力は，応力評価点の位置における断面で，外径をφ

 mm とし，かつ厚さが最小となる円筒を考え計算する。 

中央燃料支持金具の差圧による応力計算のモデルを，図 3－1に示す。 

周辺燃料支持金具の差圧による応力は，応力評価点の位置における断面の円筒を考え計

算する。 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐ13による一次一般膜応力は，次式で求める。 

13・Ｐ
Ｙ－1

1
＝σt

13・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ

2

13・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－σr

ここで，
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

燃料支持金具に働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.4 節に示す。 

3.3.2 計算方法 

中央燃料支持金具の外荷重による応力は，応力評価点の位置における断面で，その断面

の最小幅を内径とし，かつ厚さが最小となる円筒を考え計算する。 

中央燃料支持金具の外荷重による応力計算のモデルを，図 3－2に示す。 

周辺燃料支持金具の外荷重による応力は，応力評価点の位置における断面の円筒を考え

計算する。 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

2

Ｄ
・

Ｉ

Ｍ
＋

Ａ

Ｖ
＝σ

o

Ａ

Ｈ
＝τt

ここで，Ｍ：応力評価点での水平力Ｈにより発生するモーメント 

Ｍ＝Ｈ・

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は，

一次一般膜応力と同じである。 

3.4 応力の評価 

  各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強 

 さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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4. 応力強さの評価 

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

各供用状態（許容応力状態）における評価をまとめて，表 4－1に示す。 

表 4－1より，各供用状態（許容応力状態）の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の

3.6 節及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各供用状態（許容応力状態）における評価をまとめて，表 4－2に示す。 

表 4－2より，各供用状態（許容応力状態）の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析

の方針」の 3.6 節及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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表 3－1 断面性状 

応力評価点 
ｔ

（mm） 

Ｄo 

（mm） 

Ｄi 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02＊

P03，P04 

注記 ＊：上段は差圧による応力計算のモデルの断面性状を示し，下段は外荷重による応力 

計算のモデルの断面性状を示す。 
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図 3－1 中央燃料支持金具の差圧による応力計算モデル（単位：mm） 

図 3－2 中央燃料支持金具の外荷重による応力計算モデル（単位：mm） 
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表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
9 172 16 248 

P01’
P02’

14 172 21 248 

P03 

P04 
5 68＊ 9 104＊

P03’
P04’

8 68＊ 12 104＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態 

ⅢＡＳ 

許容応力状態 

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
9 258 16 372 

P01’
P02’

14 258 21 372 

P03 

P04 
5 103＊ 9 156＊

P03’
P04’

8 103＊ 12 156＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項 

本計算書は，制御棒案内管の耐震性についての計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類 「Ⅴ-2-3-3-2-1 炉心支持構造物の応力解析の方針」(以下「応力解析の方針」と

いう。)の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ｄi

Ｄo

Ｉ 

Ｒo

ｔ 

Ｌ 

断面積 

内径 

外径 

断面二次モーメント 

外半径 

厚さ 

長さ 

mm2

mm 

mm 

mm4 

mm 

mm 

mm 

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

ａ. 差 圧 

ｂ. 外荷重 

差圧及び外荷重の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

Ｄo

Ａ 

P03,P03’

P04,P04’

ベース 

〔SCS13A 相当〕 

Ａ部詳細図 

Ｄo ＝

Ｄi ＝

ｔ ＝

Ｌ ＝

P01,P01’

P02,P02’
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Ｌ
 

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 

Ｌ
/
2 

炉心支持板

ｔ Ｄi

ボディ 

〔SUS304TP 相当〕 



表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態

一次一般膜応力強さ

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力 

強さ 
許容値 

 応力 

 評価面 

応力 

強さ 
許容値 

 応力 

 評価面 

下部溶接部 

SCS13A 

ⅢＡＳ 8 86 P01’-P02’ 8 129 P01’-P02’
ⅣＡＳ 11 124 P01’-P02’ 11 186 P01’-P02’

長手中央部 

SUS304TP 

ⅢＡＳ 14 86 P03’-P04’ 14 129 P03’-P04’
ⅣＡＳ 20 130 P03’-P04’ 20 195 P03’-P04’

3
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2. 計算条件

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界

物性値及び許容限界は，「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

σt ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 σ

σr

σt
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3. 応力計算

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。また，各応力評価点の断面性状を表 3－1に示す。 

3.2 差圧による応力 

3.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件による差圧を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

計算は，設計条件に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める｡ 

3.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力

差圧Ｐ13による一次一般膜応力は，次式で求める。

13・Ｐ
Ｙ－1

Ｙ
＝－σt

＝0σ

13・Ｐ
Ｙ＋1

Ｙ
＝－σr

ここで，
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

制御棒案内管に働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.4 節に示す。 

3.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。

2

Ｄ
・

Ｉ

Ｍ
＋

Ａ

Ｖ
＝σ

o

Ａ

Ｈ
＝τt

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力

外荷重による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は，

一次一般膜応力と同じである。 

3.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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4. 応力強さの評価

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 4－1に示す。 

表 4－1より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7

節に示す許容値を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 4－2に示す。 

表 4－2より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6

節及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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表 3－1 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄo

（mm） 

Ｄi

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 
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表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

(単位：MPa) 

応力 

評価面 

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 
許容値

応力 

強さ 
許容値 

P01 

P02 
7 86 ＊ 8 124 ＊

P01’
P02’

8 86 ＊ 11 124 ＊

P03 

P04 
11 86 ＊ 17 130 ＊

P03’
P04’

14 86 ＊ 20 130 ＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

(単位：MPa) 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 
許容値 

応力 

強さ 
許容値 

P01 

P02 
7 129 * 8 186 *

P01’
P02’

8 129 * 11 186 *

P03 

P04 
11 129 * 17 195 *

P03’
P04’

14 129 * 20 195 *

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」，「Ｖ-2-1-11 機器・配管の耐

震支持設計方針」及び「Ｖ-2-1-13-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づ

き，管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度又は動的機能を有している

ことを説明するものである。 

評価結果の記載方法は以下に示すとおりとする。 

（1） 管

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

デル単位に記載する。また，全２９モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の 

許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価 

結果を記載する。代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を4.2.4に記載する。 

（2） 支持構造物

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式ごとの反力が最大となる支持点の評価

結果を代表として記載する。 

（3） 弁

機能確認済加速度の応答加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁を代表と

して，評価結果を記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

2.1 概略系統図 

概略系統図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（太破線）

（細線） 

（破線） 

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他 

計算書記載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の 

うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表 

記する管 

鳥瞰図番号（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載す 

る範囲） 

鳥瞰図番号（評価結果のみ記載する範囲） 

アンカ

クラス１管

クラス２管

クラス３管

クラス４管

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 

○○-○-○○

○○-○-○○
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線） 

（細線） 

（破線） 

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（SA）」，設 

計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（DB）」とする。） 

工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記 

載範囲の管 

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他 

系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管 

質 点 

ア ン カ

レストレイント

(本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

す。スナッバについても同様とする。) 

スナッバ

ハンガ

リジットハンガ

拘束点の地震による相対変位量(mm) 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また， 内に 

変位量を記載する。) 

注：鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 

*
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3. 計算条件

3.1 荷重の組合せ及び許容応力 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力を下表に示す。 

注記＊1： ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 
＊2： 「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 
＊3： 運転状態の添字Ｌは荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態，(ＬＬ)は(Ｌ)より更に長期的に荷重が作用している状態を示す。 
＊4： 許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 
＊5： 許容応力状態ＶＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。 

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 
分類＊1 設備分類＊2 機器等 

の区分 
耐震設計上の 
重要度分類 

荷重の組合せ＊3,4 許容応力
状態＊5

原子炉冷却 
系統施設 

非常用炉心冷却
設備その他原子
炉注水設備 

低圧代替注水系 ＳＡ 
常設耐震／防止 
常設／緩和 

重大事故等クラス２管 － ＶＬ＋Ｓｓ ＶＡＳ 

原子炉 
格納施設 

圧力低減設備そ
の他の安全設備
の原子炉格納容
器安全設備 

低圧代替注水系 ＳＡ 常設／緩和 重大事故等クラス２管 － ＶＬ＋Ｓｓ ＶＡＳ 
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3.2 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥 瞰 図 ALPI-013YD 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

耐震設計上の
重要度分類 

縦弾性係数 

（MPa） 

1 A00～A01，A04～A13 3.14 66 216.3 8.2 STPT410 － 
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伸縮継手部の質量 

鳥 瞰 図 ALPI-013YD 

質量 対応する評価点 

A01～A02，A03～A04 

A02～A03 



14 

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-5
-
5
-5
-
2
 R
2

フランジ部の質量

鳥 瞰 図 ALPI-013YD 

質量 対応する評価点 

A01，A04 
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支持点及び貫通部ばね定数 

鳥 瞰 図 ALPI-013YD 

支持点番号 
各軸方向ばね定数（N/mm） 各軸回り回転ばね定数（N・mm/rad）

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

A00 

A05 

A10 

A12 

A13 
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3.3 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材 料 
最高使用温度 

（℃） 

許容応力（MPa） 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

STPT410 66 － 231 407 － 
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3.4 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設備評価用床応答曲線を下表に 

示す。 

なお，設備評価用床応答曲線は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策 

定したものを用いる。また，減衰定数は「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載の 

減衰定数を用いる。 

鳥瞰図 建物・構築物 標高 
減衰定数 

（%） 

ALPI-013YD 

原子炉建屋 

常設低圧代替注水系 

配管カルバート 
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4. 解析結果及び評価

4.1 固有周期及び設計震度 

鳥 瞰 図 ALPI-013YD

耐震設計上の重要度分類 － 

適用する地震動等 Ｓｓ 

モード
固有周期 
（s） 

応答水平震度 応答鉛直震度 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

2.39 2.39 4.28 

2.21 2.21 4.28 

－ － － 

動 的 震 度 0.96 0.96 0.92 
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各モードに対応する刺激係数 

鳥 瞰 図 ALPI-013YD 

モード
固 有 周 期 

（s） 

刺 激 係 数 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 
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代表的振動モード図 

振動モード図は，3次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図 

示し，次ページ以降に示す。 
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4.2 評価結果 

4.2.1 管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

重大事故等クラス２管 

鳥瞰図 

許 容 応 力 

状  態 

（供用状態） 

最 大 応 力 

評 価 点 

最 大 応 力 

区   分 

一次応力評価（MPa） 一次＋二次応力評価（MPa） 疲労評価 

計算応力 

 Ｓprm（Ｓｓ）

許容応力 

0.9Ｓｕ 

計算応力 

Ｓｎ（Ｓｓ）

許容応力 

2Ｓｙ

疲労累積係数 

ＵＳｓ 

ALPI-013YD 

ALPI-013YD 

ⅤＡＳ 

ⅤＡＳ 

A05 

A05

Ｓprm（Ｓｓ）

Ｓｎ（Ｓｓ） － 

366 

－ 

－ － 

462 

－ 

－ 
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4.2.2 支持構造物評価結果 

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

支持構造物評価結果（荷重評価） 

注 反力が最大となる支持点の支持構造物評価結果（荷重評価）は，本系統であって評価結果の記載を省略する範囲も示す。 

支持構造物 
番号 

種類 型式 材質 
温度 
（℃） 

評価結果 

計算 
荷重
（kN）

許容 
荷重 

（kN）

ALPI-009SNM メカニカルスナッバ SMS-3 

「Ⅴ-2-1-11 機器・

配管の耐震支持設

計方針」参照 

8 45 

ALPI-017SNM メカニカルスナッバ SMS-6 6 90 

ALPI-023SNM メカニカルスナッバ SMS-10 6 150 

ALPI-020SNM メカニカルスナッバ SMS-16 3 240 

ALPI-312SNM メカニカルスナッバ SMS-25 3 375 

ALPI-165ROR ロッドレストレイント RSA-1 6 18 

ALPI-011ROR ロッドレストレイント RSA-3 9 54 

ALPI-121ROR-1 ロッドレストレイント RSA-6 16 108 
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支持構造物評価結果 

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

支持構造物評価結果（応力評価） 

注 反力が最大となる支持点の支持構造物評価結果（応力評価）は，本系統であって評価結果の記載を省略する範囲も示す。 

支持構造物 
番号 

種類 型式 材質 
温度 
（℃） 

支持点荷重 評価結果 

反力（kN） モーメント（kN・m）

応力 
分類 

計算 
応力 

（MPa）

許容 
応力 

（MPa）ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

ALPI-083RES レストレイント 架構 STKR400 100 34 0 19 － － － 組合せ 45 234 

ALPI-102ANC アンカ 架構 STKR400 100 5 8 40 5 3 2 組合せ 36 234 
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4.2.3 弁の動的機能維持評価結果 

下表に示すとおり応答加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。 

＊ 応答加速度は，打ち切り振動数を 50Hz として計算した結果を示す。 

弁番号 形式 
要求 

機能 

応答加速度＊

（×9.8 m/s2） 
機能確認済加速度 
（×9.8 m/s2） 

構造強度評価結果 
（MPa） 

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力 

－ － － － － － － － －
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4.2.4 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件 

及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２範囲）

No 配管モデル 

許容応力状態 ⅤＡＳ 

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価 

評価点
計算応力
[MPa] 

許容応力
[MPa] 

裕度 代表 評価点
計算応力
[MPa] 

許容応力
[MPa] 

裕度 代表 評価点
疲労累積 
係数 

代表 

1 ALPI-010YD A07F 36 366 10.16 － A07F 60 462 7.70 － － － － 

2 ALPI-005YD A00 23 366 15.91 － A00 32 462 14.43 － － － － 

3 ALPI-006YD A24 72 366 5.08 － C21 72 462 6.41 － － － － 

4 ALPI-011YD A06 107 366 3.42 － A06 126 462 3.66 － － － － 

5 ALPI-013YD A05 142 366 2.57 ○ A05 194 462 2.38 ○ － － － 

6 ALPI-001DG A66F 116 366 3.15 － A66F 172 462 2.68 － － － － 

7 ALPI-002R4F C50 92 366 3.97 － C50 146 462 3.16 － － － － 

8 RHR-34,37,38,39,50 544 62 363 5.85 － 579 66 462 7.00 － － － － 

9 ALPI-007YD A16 58 366 6.31 － A16 58 462 7.96 － － － － 

10 ALPI-014YD A12 38 366 9.63 － A12 32 462 14.43 － － － － 

11 ALPI-015YD A00 24 366 15.25 － A00 18 462 25.66 － － － － 

12 ALPI-003R3F A109F 97 366 3.77 － A108N 134 462 3.44 － － － － 

13 LPCS-2,3 120 34 363 10.67 － 131A 28 462 16.50 － － － － 

14 C-04-1360-001 A09 45 431 9.57 － A04AN 45 376 8.35 － － － － 

15 C-04-1360-002 A12 17 431 25.35 － A12 11 376 34.18 － － － － 

16 C-04-1360-003 A07 14 431 30.78 － A07 4 376 94.00 － － － － 

17 C-04-1360-004 A15 15 431 28.73 － A10 6 376 62.66 － － － － 
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No 配管モデル 

許容応力状態 ⅤＡＳ 

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価 

評価点
計算応力 
[MPa] 

許容応力 
[MPa] 

裕度 代表 評価点
計算応力 
[MPa] 

許容応力 
[MPa] 

裕度 代表 評価点
疲労累積 
係数 

代表 

18 C-04-1360-005 A05 16 431 26.93 － A08 6 376 62.66 － － － － 

19 C-04-1360-006 A13 15 431 28.73 － A13 3 376 125.33 － － － － 

20 C-04-1360-007 A03 17 431 25.35 － A03 11 376 34.18 － － － － 

21 C-04-1360-008 A00 20 431 21.55 － A00 19 376 19.78 － － － － 

22 C-04-1360-009 A00 21 431 20.52 － A00 22 376 17.09 － － － － 

23 C-04-1360-010 A01 40 431 10.77 － A08F 45 376 8.35 － － － － 

24 C-04-1360-011 A12N 33 431 13.06 － A12N 43 376 8.74 － － － － 

25 C-04-1360-013 A05 37 431 11.64 － A05 51 376 7.37 － － － － 

26 C-04-1360-014 A05 17 431 25.35 － A05 11 376 34.18 － － － － 

27 C-04-1360-015 A00 17 431 25.35 － A00 6 376 62.66 － － － － 

28 C-04-1360-016 A02F 29 431 14.86 － A02F 36 376 10.44 － － － － 

29 C-04-1360-017 A01N 16 431 26.93 － A01N 7 376 53.71 － － － － 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，サプレッション・チェンバ底部ライナ部（以下「底部

ライナ部」という。）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明す

るものである。その耐震評価は底部ライナ部のひずみ評価により行う。 

底部ライナ部は，設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事故等対

処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類され

る。以下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

底部ライナ部の構造計画を表 2－1に示す。 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

・底部ライナ部は，原子炉格納

容器底部コンクリートマット

上に設置されたＨ型鋼を介し

て取り付けられる。 

・板厚  mm の円形鋼板で構

成された鋼製構造物である。 

NT2 補③ Ｖ-2-9-2-11 R0 

底部ライナ部 
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2.2 評価方針 

底部ライナ部のひずみ評価は，東海第二発電所 昭和 48 年 4 月 9 日付け 47 公第

12075 号及び昭和 48 年 4 月 9 日付け 47 公第 12076 号（既工認）にて認可された実績

のある手法を適用する。 
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3. 形状及び主要寸法

底部ライナ部の主要寸法を図 3－1，図 3－2 及び図 3－3 に示す。

なお，耐震計算書に必要な細部の寸法は各項毎に示す。

図 3－1 底部ライナ部全体形状及び主要寸法（単位：mm） 
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図 3－2 中央部の断面形状及び主要寸法（単位：mm） 

図 3－3 周辺部の断面形状及び主要寸法（単位：mm） 
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4. 設計条件

4.1 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての最高使用圧力及び最高使用温度

内圧ＰＤ 310 kPa 

温度ＴＤ 104.5 ℃ 

(2) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

内圧ＰＳＡＬ 465 kPa（ＳＡ後長期） 

内圧ＰＳＡＬＬ 200 kPa（ＳＡ後長々期） 

温度ＴＳＡＬ 171 ℃（ＳＡ後長期） 

温度ＴＳＡＬＬ 150 ℃（ＳＡ後長々期） 

(3) 水荷重

水荷重は以下に示す水位によるものとする。

最高水位  mm 

重大事故時冠水水位  mm 

(4) 逃がし安全弁作動時荷重

最大正圧  kPa 

最大負圧  kPa 

(5) 原子炉冷却材喪失事故時荷重

最大正圧  kPa 

最大負圧  kPa 

(6) アンカーボルトの伸び

アンカーボルトの伸びは引用図書（１）より得られる。アンカーボルトの伸びを表

4－1 及び表 4－2 に示す。 

表 4－1 アンカーボルトの伸び（設計基準対象施設） 

荷重

荷重の組合せ 

アンカーボルトの伸び(mm)

通常運転時 燃料交換時 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ 0.79 0.78 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ 1.88 1.90 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ 3.87 － 
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表 4－2 アンカーボルトの伸び（重大事故等対処設備） 

荷重

荷重の組合せ 
アンカーボルトの伸び(mm) 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ 4.40 

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ 4.89 

(7) 地震荷重 

地震によって生じるライナプレート下部のコンクリートのひずみに等しいひずみ

がライナプレートにも生じると考える。地震荷重によるライナプレートの膜ひずみ

を表 4－3 及び表 4－4 に示す。

表 4－3 地震荷重によるライナプレートの膜ひずみ（設計基準対象施設）＊

 Ｓｄ  ＳＳ

膜ひずみ 0.00027 0.00042 

注記 ＊：膜ひずみの最大値を示す。 

表 4－4 地震荷重によるライナプレートの膜ひずみ（重大事故等対処設備）＊

 Ｓｄ ＳＳ

膜ひずみ 0.00044 0.00039 

注記 ＊：膜ひずみの最大値を示す。 
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4.2 材料及び許容ひずみ 

(1) 材料 

表 4－5 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

ライナプレート SGV49 相当 SGV480＊

注記 ＊：新ＪＩＳを示す。 

(2) 荷重の組合せ及び許容ひずみ 

基準地震動の策定に伴う地震荷重との組合せの評価として，荷重の組合せ及び荷

重状態のうち，設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－6 に，重大事故等対処

設備の評価に用いるものを表 4－8 に示す。各材料の荷重状態に対する許容ひずみの

うち，設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－7 に，重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 4－9 に示す。 

表4－6 荷重の組合せ及び荷重状態（設計基準対象施設）

施設区分 機器名称 

耐震設

計上の

重要度

分類 

機器等 

の区分 
荷重の組合せ 荷重状態 

原子炉 

格納施

設 

原子炉 

格納容

器 

底部 

ライナ部 
Ｓ 

クラス 

ＭＣ 

容器 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ  Ⅲ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ Ⅳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ  Ⅲ，Ⅳ 

表 4－7 ライナプレートの許容ひずみ（設計基準対象施設）

材料 
荷重

荷重の組合せ 

膜ひずみ 

圧縮 引張 

SGV480 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ  0.005 0.003 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ 0.005 0.003 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ  0.005 0.003 

N
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③
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-
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-
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-
1
1
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1
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表4－8 荷重の組合せ及び荷重状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 
機器名

称 
設備分類＊1

機器等 

の区分 
荷重の組合せ 荷重状態 

原子炉 

格納施

設 

原子炉 

格納容

器 

底部 

ライナ部

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等

クラス２ 

容器 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ

＋ＭＳＡＬＬ 

＋ＳＳ

Ⅳ＊2

Ｄ＋ＰＳＡＬ

＋ＭＳＡＬ 

＋Ｓｄ

Ⅳ＊2

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐

震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重

大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故時の許容限界として，荷重状態Ⅳの許容限界を用いる。

表 4－9 ライナプレートの許容ひずみ（重大事故等対処設備）

材料 
荷重

荷重の組合せ 

膜ひずみ 

圧縮 引張 

SGV480 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ

＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ

0.005 0.003 

Ｄ＋ＰＳＡＬ

＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ

0.005 0.003 

N
T
2

補
③

Ｖ
-
2
-
9
-
2
-
1
1

R
0
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5. ひずみ計算 

5.1 ひずみ評価点 

ひずみ評価点を表 5－1 に示す。 

表 5－1 ひずみ評価点 

ひずみ評価点番号 ひずみ評価点 

Ｐ１ 中央部のライナプレート 

Ｐ２ 周辺部のライナプレート 

N
T
2

補
③

Ｖ
-
2
-
9
-
2
-
1
1
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5.2 ひずみ計算方法 

5.2.1 中央部のライナプレート（ひずみ評価点Ｐ１） 

ライナプレートは逃がし安全弁作動時荷重を受ける。逃がし安全弁作動時の負

圧  kPa に対し，サプレッション・チェンバ内の水頭圧は  kPa であり，

その差  kPa (＝ )が正圧としてライナプレートに加わるため，負圧

によるひずみは生じない。 

5.2.2 周辺部のライナプレート（ひずみ評価点Ｐ２） 

周辺部のライナプレートには，中央部のライナプレートと異なり，フランジプレ

ートの浮き上がりに基づくひずみも合わせて考慮しなければならない。 

(1) フランジプレートの浮き上がり及び圧力によるひずみ 

フランジプレート部分は非常に剛であることから，フランジプレートの浮き上

がり量は基礎ボルトの伸びの量に等しいものとする。 

また，フランジプレートが浮き上がると，ライナプレートの一部も同様に浮き上

がるため，フランジプレートの浮き上がり及び圧力によるライナプレートのひず

みは，図 5－1 に示す計算モデルにて計算する。 

N
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図 5－1 計算モデル 

図 5－1 において，たわみｙは次式で表わされる。フランジプレートの浮き上が

りにより，端部のライナプレートはコンクリートから離れる。このとき，水頭圧及

び内圧を受ける。 

4 3 4ｗ
ｙ＝δ－ －4 ｘ＋3ｘ

72ＥＩ

ここに， 

1 2ｗ＝ｗ＋ｗ

g1ｗ : 水頭圧＝ρ ｈ

ρ：水の密度＝1.0×10-6kg/mm3 

：重力加速度＝g 9.80665m/s2 

2ｗ ：内圧

Ｅ：縦弾性係数 

Ｉ：断面二次モーメント 

3＝ ＝
1 1

Ｉ＝ ｔ
12 12

N
T
2

補
③

Ｖ
-
2
-
9
-
2
-
1
1

R
1

(kPa) 
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a. ライナプレートの浮き上がり長さ

ライナプレートの浮き上がる長さ は，たわみの式より求められる。 

たわみと基礎ボルトの伸び量が等しく，ｘ＝0 の点でｙ＝0 となることから，

ｘ＝0，ｙ＝0 を代入して， 

4 3 4ｗ
ｙ＝δ－ －4 ｘ＋3ｘ

72ＥＩ

4ｗ
δ＝

72ＥＩ

4
72ＥＩδ

＝
ｗ

ここに， 

：ライナプレートの浮き上がる長さ（mm） 

b. 浮き上がり及び圧力によるひずみε 

変形後のはりの長さｓは，a.項で求めたスパン の範囲で求められ，次式で表

わされる。 

2

0

ｄｙ
ｓ＝ 1＋ ｄｘ

ｄｘ

2

0

1 ｄｙ
≒ 1＋ ｄｘ

2 ｄｘ

したがって，ひずみεは次のように計算される。 

2

0

s－ 1 ｄｙ
ε＝ ＝ ｄｘ

2 ｄｘ

2

61 ｗ
＝

7560 ＥＩ

このひずみは引張ひずみである。 

以上より，各荷重条件における内圧によるひずみは，表 4－1 及び表 4－2 に示

す最も厳しい荷重条件Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄについて計算すると， 

4
72ＥＩδ

＝
ｗ

4
193000 83.3 4.872

＝
0 4

9

.61

＝309.9mm

ここに，表 4－2 より 

δ＝4.89 mm 

N
T
2
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ｗ＝614 kPa＝0.614 MPa 

ゆえに， 

2

61 ｗ
ε＝

7560 ＥＩ

6

2
1 0.614

＝ 309.9
193000 83.37560

＝0.00017

このひずみは，許容値に比べ十分小さいので無視できる。 

(2) 逃がし安全弁作動時のひずみ 

逃がし安全弁作動時のひずみは（1）と同様に計算される。また，ひずみは表 4

－1 に示す最も厳しい荷重条件Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳにおいて計算する。 

2

61 ｗ
ε＝

7560 ＥＩ

6

2
1 0.157

＝ 348.0
202000 83.37560

＝0.00002

ここに，ｗ：逃がし安全弁作動時の圧力 

ｗ＝70.8＋86.3＝157kPa＝0.157MPa

δ＝1.90mm

4
72ＥＩδ

＝
ｗ

4
202000 83.3 1.972

＝
0 7

0

.15

＝348.0 mm 

このひずみは，許容値に比べ十分小さいので無視できる。 

(3) 冷却材喪失事故時のひずみ 

冷却材喪失事故時のひずみは（1）と同様に計算される。また，ひずみは表 4－

2 に示す最も厳しい荷重条件Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄにおいて計算する。 

2

61 ｗ
ε＝

7560 ＥＩ

2

61 0.699
＝

7560
300.0

193000 83.3

＝0.00019
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ここに，ｗ：冷却材喪失事故時の圧力 

ｗ＝0.699MPa

δ＝4.89mm 

4
72ＥＩδ

＝
ｗ

4
193000 83.3 4.8972

＝
0.699

＝300.0mm 

このひずみは，許容値に比べ十分小さいので無視できる。 

6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果

底部ライナ部の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は評

価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 中央部のライナプレートのひずみ評価（Ｐ１） 

各々の荷重条件での計算結果を表 6－1 に示す。 

表 6－1 中央部ライナプレートのひずみ評価 

（設計基準対象施設） 

荷重の組合せ ひずみ＊1
許容 

ひずみ＊2
判定 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ  ±0.00027 
0.005 ○ 

0.003 ○ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ ±0.00042 
0.005 ○ 

0.003 ○ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ  ±0.00026 
0.005 ○ 

0.003 ○ 

注記 ＊1：正の符号は引張ひずみ，負の符号は圧縮ひずみを示す。 

＊2：上段は圧縮ひずみ，下段は引張ひずみを示す。 

(2) 周辺部のライナプレートのひずみ評価（Ｐ２） 

5.2.2 項に示す計算の結果，フランジプレートの浮き上がりに基づくひずみは許

容値に比べて小さいので，評価は中央部のライナプレートと同様になる。すなわち，

生じるひずみは許容値に比べて小さい。 

N
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6.2 重大事故時等対処設備としての評価結果

底部ライナ部の重大事故時等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 中央部のライナプレートのひずみ評価（Ｐ１） 

各々の荷重条件での計算結果を表 6－2 に示す。 

表 6－2 中央部ライナプレートのひずみ評価 

（重大事故等対処設備） 

荷重の組合せ ひずみ＊1
許容 

ひずみ＊2
判定 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ

＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ

±0.00039 
0.005 ○ 

0.003 ○ 

Ｄ＋ＰＳＡＬ

＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ

±0.00044
0.005 ○ 

0.003 ○ 

注記 ＊1：正の符号は引張ひずみ，負の符号は圧縮ひずみを示す。 

＊2：上段は圧縮ひずみ，下段は引張ひずみを示す。 

(2) 周辺部のライナプレートのひずみ評価（Ｐ２） 

5.2.2 項に示す計算の結果，フランジプレートの浮き上がりに基づくひずみは許

容値に比べて小さいので，評価は中央部のライナプレートと同様になる。すなわち，

生じるひずみは許容値に比べて小さい。 N
T
2

補
③

Ｖ
-
2
-
9
-
2
-
1
1

R
1



17 

7. 引用図書 

(1) 添付書類「Ｖ-2-9-2-5 胴アンカー部の耐震性についての計算書｣
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1. 概要 

本計算書は，サプレッション・チェンバ底部ライナ部の強度計算書である。 

サプレッション・チェンバ底部ライナ部は，設計基準対象施設の底部ライナ部を重大

事故等クラス２容器として兼用する鋼製構造物である。 

設計基準対象施設としては，東海第二発電所 昭和 48 年 4 月 9 日付け 47 公第 12075

号及び昭和 48 年 4 月 9 日付け 47 公第 12076 号にて認可された工事計画書の添付書類

「Ⅲ-3-3-12 サプレッション・チェンバ底部ライナ部強度計算書」に評価結果があり，

強度が十分であることを確認している。 

以下，重大事故等クラス２容器としての強度評価を示す。 
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

底部ライナ部の構造計画を表 2－1に示す。 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

・底部ライナ部は，原子炉格

納容器底部コンクリートマッ

ト上に設置されたＨ型鋼を介

して取り付けられる。 

・板厚  mm の円形鋼板で構

成された鋼製構造物である。 

NT2 補③ Ｖ-3-9-1-1-6 R0 

底部ライナ部 
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2.2 評価方針 

底部ライナ部のひずみ評価は，東海第二発電所 昭和 48 年 4 月 9 日付け 47 公第

12075 号及び昭和 48 年 4 月 9 日付け 47 公第 12076 号（既工認）にて認可された実績

のある手法を適用する。 
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3. 形状及び主要寸法

底部ライナ部の主要寸法を図 3－1，図 3－2 及び図 3－3 に示す。

図 3－1 底部ライナ部全体形状及び主要寸法（単位：mm） 
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図 3－2 中央部の断面形状及び主要寸法（単位：mm） 

図 3－3 周辺部の断面形状及び主要寸法（単位：mm） 
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4. 設計条件

4.1 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

内圧ＰＳＡ 620 kPa 

温度ＴＳＡ 200 ℃ 

(2) 水荷重

水荷重は以下に示す水位によるものとする。

重大事故時冠水水位  mm 

(3) 逃がし安全弁作動時荷重

最大正圧 kPa 

最大負圧 kPa 

(4) 原子炉冷却材喪失事故時荷重

最大正圧 kPa 

最大負圧 kPa 

(5) アンカーボルトの伸び

アンカーボルトの伸びは引用図書（１）より得られる。アンカーボルトの伸びを表

4－1 に示す。 

表 4－1 アンカーボルトの伸び（重大事故等対処設備） 

荷重

荷重の組合せ 
アンカーボルトの伸び(mm)

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ 4.11 

(6) 内圧によるライナプレートの膜ひずみ

内圧によって生じるライナプレート下部のコンクリートのひずみに等しいひずみ

がライナプレートにも生じると考える。内圧によるライナプレートの膜ひずみを表

4－2 に示す。

表 4－2 内圧によるライナプレートの膜ひずみ（重大事故等対処設備） 

荷重

荷重の組合せ 
膜ひずみ(mm) 

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ 0.00095 
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4.2 材料及び許容ひずみ 

(1) 材料 

表 4－3 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

ライナプレート SGV49 相当 SGV480＊

注記 ＊：新 JIS を示す。 

(2) 荷重の組合せ及び許容ひずみ 

重大事故等対処設備の評価における荷重の組合せ及び荷重状態を表 4－3 に，荷重

状態に対する許容ひずみを表 4－4 に示す。 

表4－3 荷重の組合せ及び荷重状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 
機器名

称 
設備分類＊1

機器等 

の区分 
荷重の組合せ 荷重状態 

原子炉 

格納施設 

原子炉 

格納容器 

底部 

ライナ部

常設耐震／

防止 

常設／緩和 

重大事故等

クラス２ 

容器 

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ Ⅳ＊2

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震

重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事

故緩和設備を示す。

注記 ＊2：重大事故時の許容限界として，荷重状態Ⅳの許容限界を用いる。

表 4－4 ライナプレートの許容ひずみ（重大事故等対処設備）

材料 荷重状態 
荷重

荷重の組合せ 

膜ひずみ 

圧縮 引張 

SGV480 Ⅳ＊ Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ 0.005 0.003 

注記 ＊：重大事故時の許容限界として，荷重状態Ⅳの許容限界を用いる。
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5. ひずみ計算 

5.1 ひずみ評価点 

ひずみ評価点を表 5－1 に示す。 

表 5－1 ひずみ評価点 

ひずみ評価点番号 ひずみ評価点 

Ｐ１ 中央部のライナプレート 

Ｐ２ 周辺部のライナプレート 
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 5.2 ひずみ計算方法 

5.2.1 中央部のライナプレート（ひずみ評価点Ｐ１） 

ライナプレートにはサプレッション・チェンバ内の水頭圧が加わるため，負圧

によるひずみは生じない。 

5.2.2 周辺部のライナプレート（ひずみ評価点Ｐ２） 

周辺部のライナプレートには，中央部のライナプレートと異なり，フランジプレ

ートの浮き上がりに基づくひずみも合わせて考慮しなければならない。 

 (1) フランジプレートの浮き上がり及び圧力によるひずみ 

フランジプレート部分は非常に剛であることから，フランジプレートの浮き上

がり量は基礎ボルトの伸びの量に等しいものとする。 

また，フランジプレートが浮き上がると，ライナプレートの一部も同様に浮き上

がるため，フランジプレートの浮き上がり及び圧力によるライナプレートのひず

みは，図 5－1 に示す計算モデルにて計算する。 
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図 5－1 計算モデル 

図 5－1 において，たわみｙは次式で表わされる。フランジプレートの浮き上が

りにより，端部のライナプレートはコンクリートから離れる。このとき，水頭圧及

び内圧を受ける。 

4 3 4ｗ
ｙ＝δ－ －4 ｘ＋3ｘ

72ＥＩ

ここに， 

1 2ｗ＝ｗ＋ｗ

g1ｗ : 水頭圧＝ρ ｈ

ρ：水の密度＝1.0×10-6kg/mm3 

：重力加速度＝g 9.80665m/s2 

2ｗ ：内圧

Ｅ：縦弾性係数 

Ｉ：断面二次モーメント 

3＝ ＝
1 1

Ｉ＝ ｔ
12 12
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a. ライナプレートの浮き上がり長さ

ライナプレートの浮き上がる長さ は，たわみの式より求められる。 

たわみと基礎ボルトの伸び量が等しく，ｘ＝0 の点でｙ＝0 となることから，

ｘ＝0，ｙ＝0 を代入して， 

4 3 4ｗ
ｙ＝δ－ －4 ｘ＋3ｘ

72ＥＩ

4ｗ
δ＝

72ＥＩ

4
72ＥＩδ

＝
ｗ

ここに， 

：ライナプレートの浮き上がる長さ（mm） 

b. 浮き上がり及び圧力によるひずみε 

変形後のはりの長さｓは，a.項で求めたスパン の範囲で求められ，次式で表

わされる。 

2

0

ｄｙ
ｓ＝ 1＋ ｄｘ

ｄｘ

2

0

1 ｄｙ
≒ 1＋ ｄｘ

2 ｄｘ

したがって，ひずみεは次のように計算される。 

2

0

s－ 1 ｄｙ
ε＝ ＝ ｄｘ

2 ｄｘ

2

61 ｗ
＝

7560 ＥＩ

このひずみは引張ひずみである。 

以上より，内圧によるひずみについて計算すると， 

4
72ＥＩδ

＝
ｗ

4
191000 83.3 4.172

＝
0 9

1

.76

＝ 279.7mm 

ここに，表 4－1 より 

δ＝4.11 mm 

ｗ＝769kPa＝0.769 MPa   

N
T
2

補
③

Ｖ
-
3
-
9
-
1
-
1
-
6

R
0



12 

ゆえに， 

2

61 ｗ
ε＝

7560 ＥＩ

6

2
1 0.769

＝ 279.7
191000 83.37560

＝ 0.00015

このひずみは，許容値に比べ十分小さいので無視できる。 

(2) 逃がし安全弁作動時及び冷却材喪失事故時のひずみ 

逃がし安全弁作動時及び冷却材喪失事故時のひずみは（1）と同様に計算される。 

2

61 ｗ
ε＝

7560 ＥＩ

2

61 0.941
＝

7560
266.0

191000 83.3

＝0.00017

ここに， 

ｗ：逃がし安全弁作動時と冷却材喪失事故時の荷重が同時に作用した時の 

圧力 

ｗ＝0.941MPa

δ＝4.11mm 

4
72ＥＩδ

＝
ｗ

4
191000 83.3 4.1172

＝
0.941

＝266.0mm 

このひずみは，許容値に比べ十分小さいので無視できる。 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故時等対処設備としての評価結果 

底部ライナ部の重大事故等対処設備としての評価結果を以下に示す。発生値は評価

基準値を満足している。 

 (1) 中央部のライナプレートのひずみ評価（Ｐ１） 

評価結果を表 6－1 に示す。 

表 6－1 中央部ライナプレートのひずみ評価 

（重大事故等対処設備） 

荷重の組合せ 荷重状態 ひずみ＊1
許容 

ひずみ＊2
判定 

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ Ⅳ＊3 ±0.00095 
0.005 ○ 

0.003 ○ 

注記 ＊1：正の符号は引張ひずみ，負の符号は圧縮ひずみを示す。 

＊2：上段は圧縮ひずみ，下段は引張ひずみを示す。 

＊3：重大事故時の許容限界として，荷重状態Ⅳの許容限界を用いる。

(2) 周辺部のライナプレートのひずみ評価（Ｐ２） 

5.2.2 項に示す計算の結果，フランジプレートの浮き上がりに基づくひずみは許容

値に比べて小さいので，評価は中央部のライナプレートと同様になる。すなわち，生

じるひずみは許容値に比べて小さい。 
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7. 引用図書 

(1) 添付書類「Ｖ-3-9-1-1-5 原子炉格納容器胴アンカー部強度計算書｣
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営業秘密又は防護上の観点から

公開できません。 
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1. 概要 

本計算書は，ベント管の強度計算書である。 

ベント管は，設計基準対象施設のベント管を重大事故等クラス２管として兼用する管

である。 

設計基準対象施設としては，東海第二発電所 昭和 48 年 10 月 22 日付け 48 公第 8316

号にて認可された工事計画書の添付書類「Ⅲ-2-2-1 ベント管の規格計算書」，「Ⅲ-3-2-

2 ベント管の耐震性についての計算書」に評価結果があり，強度が十分であることを確

認している。 

以下，重大事故等クラス２管としての強度評価を示す。 
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

ベント管の構造計画を表 2－1に示す。 

 

表 2－1 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ベント管上部をダイヤフラム

フロアに固定し，下部には水平

ブレースにて支持している。 

ベント管は内径  mm，板厚  

mm，長さ  mm の管でできて

いる。 

ベント管の上部には配管破断時

の防護のためジェットデフレク

タが取付けた構造である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       ベント管詳細図 

 

 

ベント管 

NT2 補③ Ⅴ-3-9-2-1 R0 

ブレーシング

ベント管

ジェットデフレクタ



 

3 

2.2 評価方針  

ベント管の応力評価は，東海第二発電所 昭和 48 年 10 月 22 日付け 48 公第 8316 号

（既工認）にて認可された実績のある手法を適用する。 
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3. 形状及び主要寸法

ベント管の形状及び主要寸法を図 3－1 に示す。

図 3－1 ベント管の形状及び主要寸法（単位：mm） 
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（ 単位：mm ）

ベント管 

ジェットデフレクタ

ブレーシング

P1 

P2

及び  応力評価点 P1 P2
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4. 設計条件

4.1 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

内圧ＰSA 173 kPa 

温度ＴSA 200 ℃ 

(2) 自重

ベント管 

(3) 逃がし安全弁作動時荷重

逃がし安全弁作動時空気泡圧力による荷重としては，気泡差圧による荷重と気泡

速度によるドラッグ力が作用する。 

2 2
max DmaxＰ＝（ΔＰ ） +（Ｐ ） 

ここに， 

0 0

1 1

max max
1 1

ΔＰ ＝Ｐ ･Ｒ ･ －
ｒ ｒ ＋ａ

0
0

1

4

2
Dmax D max

γ Ｒ
Ｐ ＝ ･Ｃ ･Ｖ ･

2･ ｒg

Ｐ0max：最大気泡圧力 

Ｒ0：気泡半径 

ｒ1：気泡中心と構造物前面までの距離 

ａ：構造物の厚さ 

Ｖ0max：最大気泡表面速度 

ＣD：ドラッグ係数 

γ：比重量 

：重力加速度g   

(4) 冷却材喪失事故時蒸気ブローダウンによる荷重

ベント管に加わる水平方向荷重

Ｆ1＝ ･sin(π･t/3) (×103 N) 0≦ｔ≦3 ms
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4.2 材料及び許容応力 

(1) 材料 

表 4－1 使用材料表 

 

使用部位 使用材料 備考 

ベント管 SGV49 相当 ） SGV480＊ 

注記 ＊：新 JIS を示す。 

 

(2) 荷重の組合せ及び許容応力 

重大事故等対処設備の評価における荷重の組合せ及び供用状態を表 4－2 に，供用

状態に対する許容応力を表 4－3 に示す。 

 

 

表4－2 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

 

施設区分 機器名称 設備分類＊ 
機器等 

の区分 

荷重の 

組合せ 
供用状態 

原子炉 

格納施設 

圧力低

減設備

その他

の安全

設備 

ベント管

常設耐震 

／防止 

常設／緩和

重大事故

等クラス

２管 

Ｄ＋ＰＳＡ

＋ＭＳＡ 

Ｅ 

（Ｅとして

Ｄ Ｓ の 許容

限界を準用

する） 

注記 ＊：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常

設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」

は常設重大事故緩和設備を示す。  

 

 

表4－3 許容応力（重大事故等対処設備） 

(単位：MPa) 

材料 供用状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力

Ｐｍ  ＰＬ＋Ｐｂ  ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ  

SGV480 Ｅ － 379 － 

N
T
2
 
補

③
 
Ⅴ

-
3
-
9
-
2
-
1
 
R
0
 



 

7 

5. 応力計算 

5.1 応力評価点 

ベント管の形状及び応力レベルを考慮して設定した応力評価点を表 5－1，図 3－1 に

示す。 

 

 

表 5－1 応力評価点 

 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 上部 

Ｐ２ ブレーシング部 
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5.2 計算方針 

ベント管の応力評価は，東海第二発電所 昭和 48 年 10 月 22 日付け 48 公第 8316 号

（既工認）にて認可された実績のある手法を適用する。 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

ベント管の重大事故等対処設備としての強度評価結果を以下に示す。発生値は評価

基準値を満足している。 

(1) 供用状態Ｅに対する評価 

供用状態Ｅに対する応力評価結果を表 6－1 に示す。 

表 4－2 に示す荷重の組合せについて記載している。 
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表 6－1 供用状態Ｅに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

Ｅ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

ベント管 
Ｐ１ 上部 一次膜応力＋一次曲げ応力 98 379 ○  

Ｐ２ ブレーシング部 一次膜応力＋一次曲げ応力 139 379 ○  

 

NT2 補③ Ⅴ-3-9-2-1 R0E 

1
0
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1. 一般事項 

本計算書は，蒸気乾燥器の耐震性についての計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析

の方針」という。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ａ0 

ｂ 

ｅ1 

ｅ2 

ｅ3 

ｅ4 

Ｆ1 

Ｆ2 

Ｆ3 

Ｆ4 

Ｆ5

ｈ

Ｉy 

Ｉz

Ｌ 

Ｍ1 

Ｍ2 

Ｍ3 

Ｍ4 

Ｍ5 

ｗ1 

ｗ2 

ｗ3 

ｗ4

ユニットサポートの断面積 

耐震サポートのせん断断面積 

受圧幅 

中立軸から各応力評価点までの距離 

中立軸から各応力評価点までの距離 

中立軸から各応力評価点までの距離 

中立軸から各応力評価点までの距離 

ユニットサポートに働くせん断力 

ユニットサポートに働くせん断力 

ユニットサポートに働くせん断力 

ユニットサポートに働くせん断力 

ユニットサポートに働くせん断力 

受圧高さ 

ユニットサポートの断面二次モーメント 

ユニットサポートの断面二次モーメント 

最長蒸気乾燥器ユニット列の全長 

最長蒸気乾燥器ユニット長さ 

ユニットサポートに働くモーメント 

ユニットサポートに働くモーメント 

ユニットサポートに働くモーメント 

ユニットサポートに働くモーメント 

ユニットサポートに働くモーメント 

ユニット列に働く単位長さ当たりの分布荷重

ユニット列に働く単位長さ当たりの分布荷重

ユニット列に働く単位長さ当たりの分布荷重

ユニット列に働く単位長さ当たりの分布荷重

mm2 

mm2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

N 

N 

N 

N 

N 

mm 

mm4 

mm4

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N/mm 

N/mm 

N/mm 

N/mm 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
2
 R
1
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記号 記 号 の 説 明 単 位 

ｗ5 

τa

ユニット列に働く単位長さ当たりの分布荷重

許容せん断応力 

N/mm 

MPa 

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

a. 差圧 

b. 外荷重 

差圧及び外荷重の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
2
 R
1
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図 1－1(1) 形状・寸法・材料・応力評価点（蒸気乾燥器）（単位：mm） 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
2
 R
0
 

Ｌ
 

ｙ

ｘ

ｚ

ｙ

ｂ 

Ｌ＝ 

＝ 

ｂ＝ 
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図 1－1(2) 形状・寸法・材料・応力評価点 

（ユニット及びユニットサポート）（単位：mm） 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
2
 R
0
 

ｈ
＝

ユニットサポート

〔SUS304 相当〕 

ｙ

ｅ3

P01,P01’

図心 

P02,P02’

ｚ

ｅ4

ｅ
1

ｅ
2

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 
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図 1－1(3) 形状・寸法・材料・応力評価点（耐震サポート）（単位：mm） 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
2
 R
0
 

原子炉圧力容器 

サポートブラケット

ｂ1

サポートリング

ｂ1

ｚ

ｙ

ｚ

ｘ

1 ＝ 2 ＝ ， 3 ＝ ， 4 ＝  

ｂ1＝ ，ｂ2＝

2 1 2

3

Ａ

Ａ
4

Ａ～Ａ断面図 

耐震サポート 

〔SUS304 相当〕 

：応力評価面 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 

せん断面 

せん断面 

ｂ2



表 1－1(1) 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態

一次一般膜応力強さ

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力強さ 許容値 応力評価面 応力強さ 許容値 応力評価点 

ユニット

サポート

SUS304

ⅢＡＳ 2 172 P01-P02 10 258 P01’

ⅣＡＳ 3 260 P01-P02 15 391 P01’

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-2 R1 

6
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表 1－1(2) 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態 
純せん断応力（MPa） 

平均せん断応力 許容値 

耐震サポート 

SUS304  

ⅢＡＳ 39 61 

ⅣＡＳ 63 82 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
2
 R
0
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2. 計算条件

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界

物性値及び許容限界は，「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

なお，主応力の算出は，「応力解析の方針」の 5.4.1 項に示される式においてσt，σ ，σr，

τt をそれぞれσx，σy，σz，τxyに添字を置き換えて求める。 

σx ：x 方向応力 

σy ：y 方向応力 

σz ：z 方向応力 

τxy ：せん断応力 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
2
 R
1
 

σz

σy

σx
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3. 応力計算

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1(2)及び(3)に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 3－1に示す。 

蒸気乾燥器には，6 列の蒸気乾燥器ユニット列が配置されているが，このうち最大応力の生

じる最長のものについて評価する。 

なお，強度は，図 1－1(2)の斜線で示した部分（ユニットサポート）が有効であるものとし

て評価する。 

耐震サポートについては，5章で純せん断応力の評価を行う。 

3.2 差圧による応力 

3.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

3.2.2 計算方法 

差圧Ｐ59による応力は，以下により求める。 

応力計算のモデル及び仮定した境界条件を，図 3－1に示す。 

(1) 差圧による荷重

a. 鉛直方向荷重

ユニット列にかかる鉛直方向，単位長さ当たりの分布荷重ｗ1は，次式で求める。

ｗ1＝Ｐ59・ｂ 

b. 水平方向荷重

ユニット列にかかる水平方向，単位長さ当たりの分布荷重ｗ2は，次式で求める。

ｗ2＝Ｐ59・ｈ 

(2) 中央部及び端部のモーメント，せん断力

a. 中央部

ユニット列全長の中央部のユニットサポートにかかるモーメントＭ1及びせん断力

Ｆ1は，次式で求める。 

8

・Ｌｗ
＝Ｍ

2
1

1

Ｆ1＝0 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
2
 R
1
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b. 端部

各ユニットの端部のユニットサポートにかかるモーメントＭ2 及びせん断力Ｆ2 は，次

式で求める。 

12

・ｗ
＝Ｍ

2
2

2

2

・ｗ
＝Ｆ

2
2

(3) 一次一般膜応力

P01 及び P01’
P02 及び P02’

(4) 一次曲げ応力

P01 及び P01’ ： 3
2

1
1

・ｅ
Ｉ

Ｍ
＋・ｅ

Ｉ

Ｍ
＝σ

zy
x

P02 及び P02’ ： 4
2

2
1

・ｅ
Ｉ

Ｍ
－・ｅ

Ｉ

Ｍ
＝－σ

zy
x

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
2
 R
0
 

Ａ

Ｆ
＝：τ

2
xy
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3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

蒸気乾燥器ユニット列に働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

3.3.2 計算方法 

外荷重による応力は，以下により求める。 

応力計算のモデル及び仮定した境界条件を図 3－1に示す。 

(1) 死荷重（L04）

a. ユニット列にかかる鉛直方向，単位長さ当たりの分布荷重ｗ3は，次式で求める。

Ｌ

Ｖ
＝ｗ

2
3

b. ユニット列全長の中央部のユニットサポートにかかるモーメントＭ3及びせん断力

Ｆ3は，次式で求める。 

8

・Ｌｗ
＝Ｍ

2
3

3

Ｆ3＝0 

c. 一次曲げ応力

P01 及び P01’ ： 1
3
・ｅ

Ｉ

Ｍ
＝－σ

y
x

P02 及び P02’ ： 2
3
・ｅ

Ｉ

Ｍ
＝σ

y
x

なお，せん断力Ｆ3＝0 であることより，一次一般膜応力は発生しない。 

(2) 地震荷重Ｓｄ*，Ｓｓ（L14，L16）

a. 地震荷重Ｓｄ*，Ｓｓによる荷重

(a) 鉛直方向荷重

ユニット列にかかる鉛直方向，単位長さ当たりの分布荷重ｗ4は，次式で求める。

Ｌ

Ｖ
＝ｗ

2
4

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
2
 R
0
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(b) 水平方向荷重

ユニット列にかかる水平方向，単位長さ当たりの分布荷重ｗ5は，次式で求める。

Ｌ

Ｈ
＝ｗ

2
5

b. 中央部及び端部のモーメント，せん断力

(a) 中央部

ユニット列全長の中央部のユニットサポートにかかるモーメントＭ4 及びせん断力

Ｆ4は，次式で求める。 

8

・Ｌｗ
＝Ｍ

2
4

4

Ｆ4＝0 

(b) 端部

各ユニット端部のユニットサポートにかかるモーメントＭ5 及びせん断力Ｆ5 は，次

式で求める。 

12

・ｗ
＝Ｍ

2
5

5

2

・ｗ
＝Ｆ

5
5

c. 一次一般膜応力

P01 及び P01’
P02 及び P02’

d. 一次曲げ応力

P01 及び P01’ ： 3
5

1
4

・ｅ
Ｉ

Ｍ
＋・ｅ

Ｉ

Ｍ
＝σ

zy
x

P02 及び P02’ ： 4
5

2
4

・ｅ
Ｉ

Ｍ
＋・ｅ

Ｉ

Ｍ
＝σ

zy
x

3.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 

N
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補
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-
2
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4. 応力強さの評価

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 4－1に示す。 

表 4－1より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7

節に示す許容値を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 4－2に示す。 

表 4－2より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6

節及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 

N
T
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補
③
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-
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-
4
-4
-
2
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1
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5. 特別な評価

耐震サポートには，地震荷重Ｓｄ*（L14），地震荷重Ｓｓ（L16）の水平力Ｈ1により，純せん断

応力が生じるため，純せん断応力の評価を行う。 

5.1 純せん断応力の評価 

耐震サポートには，水平力Ｈ1により純せん断応力が生じる。

5.1.1 計算データ及び荷重 

(1) 計算データ

耐震サポート溶接部のせん断断面積（図 1－1(3)参照）

Ａ0＝

＝

＝

(2) 荷重

各運転条件における水平力を，「応力解析の方針」の 4.2節に示す。

5.1.2 計算方法 

せん断面に発生する平均せん断応力τは， 

τ＝

5.1.3 純せん断応力の評価 

各許容応力状態における純せん断応力の評価を表 5－1に示す。 

表 5－1 より，各許容応力状態における平均せん断応力は，「応力解析の方針」の表 3－

5(3)に示す許容値を満足する。 
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ｗH：水平方向分布荷重（ｗ2又はｗ5） 

図 3－1(1) 解析モデル（水平方向荷重）（単位：mm） 

ｗv：鉛直方向分布荷重（ｗ1，ｗ3，ｗ4） 

図 3－1(2) 解析モデル（鉛直方向荷重）（単位：mm） 

ｗv

Ｌ 

ｈＬ ＝  

ｈ ＝  N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
2
 R
0
 

ｗH

ｈ
 

＝

ｈ ＝



表3－1 断面性状 

応力評価点 
ｂ 

（mm） 

ｈ 

（mm） 

Ｌ 

（mm） （mm）

ｅ1

（mm） 

ｅ2

（mm） 

ｅ3

（mm） 

ｅ4

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉy

（mm4） 

Ｉz

（mm4） 

P01，P01’

P02，P02’

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-2 R0 

1
6
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表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
2 172 3 260 

P01’
P02’

0 172 1 260 

N
T
2
 
補
③
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-
2
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-
4
-4
-
2
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0
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表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価点

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 4 258 10 391 

P01’ 10 258 15 391 

P02 4 258 6 391 

P02’ 4 258 6 391 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
2
 R
0
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表 5－1 純せん断応力の評価 

（単位：MPa） 

供用状態 

（許容応力状態） 

平均せん断応力 

τ 

許容せん断応力 

τa

許容応力状態ⅢＡＳ 39 61＊

許容応力状態ⅣＡＳ 63 82＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項 

本計算書は，シュラウドヘッドの耐震性についての計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の

方針」という。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ1 

Ａ2

Ｄi

Ｄo

Ｄsi

Ｄso

Ｒm

ｔs 

Ｒs 

ｔ

鏡板の断面積 

外側スリーブの断面積 

フランジ内径 

フランジ外径 

外側スリーブ内径 

外側スリーブ外径 

球殻の平均半径 

鏡板厚さ 

球殻の内半径 

フランジ厚さ 

mm2 

mm2

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

a. 差圧 

b. 外荷重 

差圧及び外荷重の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1－1(1) 形状・寸法・材料・応力評価点（シュラウドヘッド）（単位：mm） 

フランジ

〔SUS304 相当〕 

鏡 板 

〔SUS304 相当〕 

Ｄo

炉心シュラウド 

ｔ

P01,P01’

P02,P02’

Ｄo ＝

Ｒs ＝

ｔs ＝  

ｔ ＝  
Ｒs

ｔs

：応力評価点 

〔 〕 ：ＪＩＳ相当材 

（ ） ：材   料 
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図 1－1(2) 形状・寸法・材料・応力評価点（シュラウドヘッドボルト）（単位：mm） 
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：応力評価点 

（ ） ：材   料 

Ｄsi ＝  

Ｄso ＝

Ｄ
so

Ｄ
si

P04,P04’

P03,P03’

外側スリーブ 

（SUS316LTP） 



表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力強さ 許容値 応力評価面 応力強さ 許容値 応力評価点 

シュラウドヘッド

SUS304 

ⅢＡＳ 52 111 P01’-P02’ 125 167 P01 

ⅣＡＳ 79 169 P01’-P02’ 187 254 P01 

シュラウドヘッドボルト

SUS316LTP 

ⅢＡＳ 81 92 P03’-P04’ 81 138 P03’-P04’
ⅣＡＳ 131 147 P03’-P04’ 131 221 P03’-P04’

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-4 R1 

4
 



5 

2. 計算条件

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界

物性値及び許容限界は，「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

σt  ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr  ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 

τ r ：せん断応力 

τrt ：せん断応力 
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σr

σ

シュラウドヘッド シュラウドヘッドボルト

σ
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3. 応力計算

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 3－1に示す。 

3.2 差圧による応力 

3.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

3.2.2 計算方法 

(1) 差圧による一次応力の計算

a. シュラウドヘッド

(a) 一次一般膜応力

差圧Ｐ45による一次一般膜応力は，次式で求める。

s

m
t

2・ｔ

・ＲＰ
＝＝σσ

45

2

Ｐ
＝－σ

45
r

(b) 一次一般膜＋一次曲げ応力

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は

一次一般膜応力と同じである。 

b. シュラウドヘッドボルト

(a) 差圧によるシュラウドヘッドの浮上がり力

差圧Ｐ45によるシュラウドヘッドの浮き上がり力ＦPは，次式で求める。

ＦP＝
π・Ｐ45・Ｄｉ

4×

(b) シュラウドヘッドの死荷重による押付け力

シュラウドヘッドの死荷重Ｖ1による押付け力ＦSHは，次式で求める。

ＦSH＝
Ｖ1
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(c) 一次一般膜応力

差圧Ｐ45による一次一般膜応力は，次式で求める。

σ ＝－
ＦP－ＦSH

Ａ2

(d) 一次一般膜応力＋一次曲げ応力

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は

一次一般膜応力と同じである。 
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3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

シュラウドヘッドに働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.2節に示す。

3.3.2 計算方法 

(1) 外荷重による一次応力の計算

a. シュラウドヘッド

(a) 一次一般膜応力

イ. 死荷重（L04）

死荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。

τ r＝
Ｖ1

Ａ1

ロ. 地震荷重（L14 及び L16）

地震荷重による一次一般膜応力の計算は，解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」を用いて

行う。 

応力計算のモデル及び仮定した境界条件を，図 3－1に示す。

(b) 一次一般膜＋一次曲げ応力

イ. 死荷重（L04）

死荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。

τ r＝
Ｖ1

Ａ1

ロ. 地震荷重（L14 及び L16）

地震荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力の計算は，解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」

を用いて行う。 

応力計算のモデル及び仮定した境界条件を，図 3－1に示す。

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
4
 R
1
 



9 

b. シュラウドヘッドボルト

(a) 一次一般膜応力

イ. 死荷重及び地震荷重（L04，L14 及び L16）

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。

σ ＝－
Ｖ2

Ａ2

(b) 一次一般膜＋一次曲げ応力

イ. 死荷重及び地震荷重（L04，L14 及び L16）

外荷重による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応

力は一次一般膜応力と同じである。 

 3.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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4. 応力強さの評価

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 4－1に示す。 

表 4－1より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7

節に示す許容値を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 4－2に示す。 

表 4－2より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6

節及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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図 3－1 解析モデル 
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表 3－1 断面性状 

応力評価点 
Ｄi

（mm）

Ｄsi

（mm）

Ｄso

（mm）

Ｒm

（mm）

ｔs

（mm）

Ａ1

（mm2） 

Ａ2

（mm2） 

P01，P02 

P03，P04 

注記 ＊：Ａ1＝π・Ｄi・ｔs
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表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
50 111＊ 77 169＊

P01’
P02’

52 111＊ 79 169＊

P03 

P04 
19 92＊ 19 147＊

P03’
P04’

81 92＊ 131 147＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
4
 R
1
 



14 

表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価点

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 125 167＊ 187 254＊

P01’ 120 167＊ 182 254＊

P02 92 167＊ 137 254＊

P02’ 81 167＊ 126 254＊

P03 

P04 
19 138＊ 19 221＊

P03’
P04’

81 138＊ 131 221＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項 

本計算書は，ジェットポンプの耐震性についての計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の

方針」という。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ

Ｄi

Ｄo

Ｉ 

Ｉp 

ｔ 

断面積 

内 径 

外 径 

断面二次モーメント 

ねじり係数 

厚 さ 

mm2

mm 

mm 

mm4

mm4 

mm 

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

a. 差圧 

b. 外荷重 

差圧の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。外荷重の値を「3.荷重条件」に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

Ｃ～Ｃ矢視図

ライザ

〔SUS304TP 相当〕 

P03,P03’

原子炉圧力容器 
再循環水入口ノズル

ロアーリング

〔NCF600 相当〕 
 

ブラケット 

スリップジョイント部

シュラウド

サポートプレート
：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

P01,P01’

P02,P02’

ディフューザ 

〔SUS304 相当〕 

P04,P04’
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ライザブレース

〔SUS304 相当〕 

Ａ～Ａ矢視図 

Ｂ～Ｂ矢視図 

P06,P06’

P05,P05’

Ｃ

Ｃ
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表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態

一次一般膜応力強さ

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力強さ 許容値 応力評価面 応力強さ 許容値 応力評価面 

ライザ 

SUS304TP  

ⅢＡＳ 34 86 P01-P02 70 129 P01-P02 

ⅣＡＳ 35 130 P01-P02 78 195 P01-P02 

ディフューザ 

SUS304  

ⅢＡＳ 9 111 P03-P04 11 167 P03-P04 

ⅣＡＳ 10 169 P03-P04 14 254 P03-P04 

ライザブレース 

SUS304  

ⅢＡＳ 13 111 P05-P06 71 167 P05-P06 

ⅣＡＳ 17 169 P05-P06 100 254 P05-P06 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-5 R1 
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界

物性値及び許容限界は,「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

σt  ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr  ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 
σ

σr

σt
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3. 荷重条件 

3.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各節点

の軸力，せん断力及びモーメントの最大値を求める。 

以上の計算は，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

3.2 解析モデル及び諸元 

本機器の形状を図 1－1に示し，解析モデルを図 3－1に示す。 

また，各節点の座標及び解析モデルのデータ諸元を表 3－1及び表 3－2に示す。 

支持条件は，

する。 

3.3 死荷重 

ジェットポンプの評価に用いる死荷重を表 3－6に示す。

3.4 固有周期 

ジェットポンプの固有値解析の結果を表 3－3に示す。固有値解析より一次固有周期は  

s であることから，剛であることを確認した。 

3.5  地震荷重

3.5.1 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付

書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び

原子炉本体の基礎の地震応答計算書」に基づき設定する。 

評価に用いる設計用地震力を表 3－4，表 3－5に示す。 

3.5.2 地震荷重 

図 3－1に示す解析モデルに 3.4.1 節で設定した地震力を入力することにより，ジェット

ポンプの評価位置に発生する荷重を地震荷重とする。 

算出された地震荷重を表 3－6に示す。 
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4. 応力計算 

4.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 4－1に示す。 

4.2 差圧による応力 

4.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

4.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐによる一次一般膜応力は，次式で求める。 

・Ｐ
Ｙ－1

１
＝σt

・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ

2

・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－　σr

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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4.3 外荷重による応力 

4.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

ジェットポンプに働く外荷重を表 3-4 示す。 

4.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

Ａ

Ｆ
＝σ

L

m
p

S
t ・ｒ

Ｉ

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

ここで，rm：平均半径又はライザブレースの板厚 

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

1
L

・r
Ｉ

Ｍ

Ａ

Ｆ
＝σ

2
p

S
t ・r

Ｉ

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

ここで，r1：外半径又はライザブレースの中立軸から応力評価点までの距離 

    r2：外半径又はライザブレースの板厚 

4.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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5. 応力強さの評価 

5.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5－1に示す。 

表 5－1より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7

節に示す許容値を満足する。 

5.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5－2に示す。 

表 5－2より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6

節及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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図 3－1 解析モデル 
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表 3－1 節点座標 

                  （単位：mm）

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 

68 

69 

70  
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表 3－2 解析モデルのデータ諸元 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3） 外径 内径 

 1～ 2，35～36 

 2～ 3，36～37 

 3～ 4，37～38 

 4～ 5，38～39 

 5～ 6，39～40 

 6～ 7，40～41 

 7～ 8，41～42 

 9～10，43～44 

10～11，44～45 

11～12，45～46 

12～13，46～47 

13～14，47～48 

14～21，48～54，54－21

21～22 

22～30 

30～31 

31～34 

  55～56，56－26， 

26－57，57～58 

59～63，66～70 

63～64，64－24， 

24－65，65～66 
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表 3－3 固有周期

部分 次数 
固有周期 

（ｓ） 

ジェットポンプ 1 
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表 3－4 設計用地震力（設計基準対象施設） 

注記 ＊：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

表 3－5 設計用地震力（重大事故対処設備） 

注記 ＊：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力容器内 

EL.23.38～28.19 m
0.05 以下＊ ＣＨ＝0.98 ＣＶ＝0.73 ＣＨ＝1.61 ＣＨ＝1.38 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力容器内 

EL.23.38～28.19 m
0.05 以下＊ － － ＣＨ＝1.61 ＣＨ＝1.38 
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表 3－6 ジェットポンプ外荷重 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点 

軸力 せん断力 ねじり 

モーメント

曲げ 

モーメント

ＦL

（N） 

ＦS

（N） 

Ｔ 

（N･m） 

Ｍ 

（N･m） 

L04 死荷重 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

L14 地震荷重Ｓｄ*

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

L16 地震荷重Ｓｓ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

注記  ＊：流体反力を含む。 
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表 4－1 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄo

（mm） 

Ｄi

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ＊

（mm4） 

Ip

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 

P05，P06 

注記 ＊：二段表記は上段が y軸まわり，下段が z軸まわりの値を示す。 

y 軸，z軸それぞれの方向は下図のとおりである。 
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表 5－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
34 86＊ 35 130＊

P01’
P02’

34 86＊ 35 130＊

P03 

P04 
9 111＊ 10 169＊

P03’
P04’

9 111＊ 9 169＊

P05 

P06 
13 111＊ 17 169＊

P05’
P06’

13 111＊ 16 169＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 5－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
70 129＊ 78 195＊

P01’
P02’

56 129＊ 64 195＊

P03 

P04 
11 167＊ 14 254＊

P03’
P04’

10 167＊ 14 254＊

P05 

P06 
71 167＊ 100 254＊

P05’
P06’

70 167＊ 99 254＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項 

本計算書は，給水スパージャの耐震性についての計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の

方針」という。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ

Ｄi

Ｄo

Ｉ 

ｔ 

断面積 

内  径 

外  径 

断面二次モーメント 

厚  さ 

mm2

mm 

mm 

mm4

mm 

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

a． 差圧 

b． 外荷重 

差圧の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。外荷重の値を「3.荷重条件」に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 

P01,P01’
P02,P02’

P04,P04’
P03,P03’

Ａ

ブラケット 
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原子炉圧力容器 

ティー

〔SUSF304 相当〕 

ヘッダ

〔SUS304TP 相当〕 

給水ノズル 

Ａ部詳細図 

ピン 
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表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力強さ 許容値 応力評価面 応力強さ 許容値 応力評価面 

ティー 

SUSF304  

ⅢＡＳ 3 111 P01-P02 9 167 P01-P02 

ⅣＡＳ 3 169 P01-P02 12 254 P01-P02 

ヘッダ 

SUS304TP 

ⅢＡＳ 3 111 P03’-P04’ 22 167 P03-P04 

ⅣＡＳ 3 169 P03’-P04’ 23 254 P03-P04 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-6 R1 
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界

物性値及び許容限界は，「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

σt  ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr  ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 
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3. 荷重条件 

3.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各節点

の軸力，せん断力及びモーメントの最大値を求める。 

以上の計算は，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

3.2 解析モデル及び諸元 

本機器の形状を図 1－1に示し，解析モデルを図 3－1に示す。 

また，各節点の座標及び解析モデルのデータ諸元を表 3－1及び表 3－2に示す。 

支持条件は，

ものとする。 

3.3 死荷重

給水スパージャの評価に用いる死荷重を表 3－6に示す。

3.4 固有周期

給水スパージャの固有値解析の結果を表 3-3 に示す。固有値解析より一次固有周期は，

sであることから，剛であることを確認した。 

3.5  地震荷重 

3.5.1 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付

書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び

原子炉本体の基礎の地震応答計算書」に基づき設定する。 

評価に用いる設計用地震力を表 3－4，表 3－5に示す。 

3.5.2 地震荷重

図 3－1に示す解析モデルに 3.4.1 節で設定した地震力を入力することにより，給水スパ

ージャの評価位置に発生する荷重を地震荷重とする。 

算出された地震荷重を表 3－6に示す。 
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4. 応力計算 

4.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 4－1に示す。 

4.2 差圧による応力 

4.2.1  荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

4.2.2  計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐ65による一次一般膜応力は，次式で求める。 

65・Ｐ
Ｙ－1

１
＝σt

65・Ｐ
－1Ｙ

＝σ
2

1

65・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－　σr

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
6
 R
1
 



7 

4.3 外荷重による応力 

4.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

給水スパージャに働く外荷重を表 3-4 示す。 

4.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

Ａ

Ｆ
＝σ

L

m
S

t ・ｒ
・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

ここで，   
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

2

Ｄ
・

ＩＡ
σ

oL ＭＦ
＝

2

Ｄ
・　

・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

oS
t

4.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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5. 応力強さの評価 

5.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5－1に示す。 

表 5－1より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7

節に示す許容値を満足する。 

5.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5－2に示す。 

表 5－2より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6

節及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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図 3－1 解析モデル 
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表 3－1 節点座標 

          （単位：mm） 

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
6
 R
0
 



11 

表 3－2 解析モデルのデータ諸元 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3） 外径 厚さ 

1～ 2 

2～ 3 

3～ 4 

4－15，15－ 5， 5～ 9， 

4－16，16－10，10～14 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
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-
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表 3－3 固有周期

部分 次数 
固有周期 

（ｓ） 

給水スパージャ 1 

N
T
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表 3－4 設計用地震力（設計基準対象施設） 

注記 ＊：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

表 3－5 設計用地震力（重大事故対処設備） 

注記 ＊：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力容器内 

EL.31.54～33.13 m
0.05 以下＊ ＣＨ＝0.97 ＣＶ＝0.75 ＣＨ＝1.62 ＣＨ＝1.38 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力容器内 

EL.31.54～33.13 m
0.05 以下＊ － － ＣＨ＝1.62 ＣＨ＝1.38 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
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-
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-
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表 3-6 給水スパージャ外荷重 

記号 荷重名称
荷重

作用点

軸力 せん断力 ねじり

モーメント

曲げ

モーメント

ＦL 

（N） 

ＦＳ

（N） 

Ｔ 

（N･m） 

Ｍ 

（N･m） 

L04 死荷重
Ａ

Ｂ

L14 地震荷重Ｓｄ*
Ａ

Ｂ

L16 地震荷重Ｓｓ
Ａ

Ｂ

注記 ＊：流体反力を含む。
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表 4－1 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄo

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 

N
T
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-
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表 5－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
3 111＊ 3 169＊

P01’
P02’

2 111＊ 3 169＊

P03 

P04 
3 111＊ 3 169＊

P03’
P04’ 3 111＊ 3 169＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 5－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
9 167＊ 12 254＊

P01’
P02’

6 167＊ 10 254＊

P03 

P04 
22 167＊ 23 254＊

P03’
P04’ 22 167＊ 23 254＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項 

本計算書は，高圧及び低圧炉心スプレイスパージャの耐震性についての計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の

方針」という。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ

Ｄi

Ｄo

Ｉ 

ｔ 

断面積 

内 径 

外 径 

断面二次モーメント 

厚 さ 

mm2

mm 

mm 

mm4

mm 

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

a. 差圧 

b. 外荷重 

差圧の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。外荷重の値を「3.荷重条件」に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

炉心シュラウド 

サポート位置

Ａ

Ｂ
Ｂ

Ａ

サポート位置

ヘッダ

〔SUS304LTP 相当〕 

 

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 

P01,P01’

P02,P02’

P04,P04’

P03,P03’

Ｃ部詳細図 

炉心シュラウド

Ｂ～Ｂ断面図 

ヘッダ

ブラケット 

ブラケット（サポート位置）

ヘッダ

パイプ 

〔SUS304LTP 相当〕 

 

Ａ～Ａ矢視図 

Ｃ

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
7
 R
0
 



3
 

表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態

一次一般膜応力強さ

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力強さ 許容値 応力評価面 応力強さ 許容値 応力評価面 

パイプ 

SUS304LTP 

ⅢＡＳ 7 94 P01-P02 12 141 P01-P02 

ⅣＡＳ 8 150 P01-P02 14 226 P01-P02 

ヘッダ 

SUS304LTP 

ⅢＡＳ 6 94 P03-P04 37 141 P03-P04 

ⅣＡＳ 7 150 P03-P04 43 226 P03-P04 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-7 R1 
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界

物性値及び許容限界は,「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

σt  ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr  ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 σ
σr

σt
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3. 荷重条件 

3.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各節点

の軸力，せん断力及びモーメントの最大値を求める。 

以上の計算は，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

3.2 解析モデル及び諸元 

本機器の形状を図 1－1に示し，解析モデルを図 3－1に示す。 

また，各節点の座標及び解析モデルのデータ諸元を表 3－1及び表 3－2に示す。 

支持条件は，

とする。 

3.3 死荷重 

高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ評価に用いる死荷重を表 3－6に示す。

3.4 固有周期

高圧及び低圧炉心スプレイスパージャの固有値解析の結果を表 3－3に示す。固有値解析より

一次固有周期は，  s であることから，剛であることを確認した。 

3.5 地震荷重 

3.5.1 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付

書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び

原子炉本体の基礎の地震応答計算書」に基づき設定する。 

評価に用いる設計用地震力を表 3－4，表 3－5に示す。 

3.5.2 地震荷重 

図 3－1に示す解析モデルに 3.4.1 節で設定した地震力を入力することにより，高圧及び

低圧炉心スプレイスパージャの評価位置に発生する荷重を地震荷重とする。 

算出された地震荷重を表 3－6に示す。 
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4. 応力計算 

4.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 4－1に示す。 

4.2 差圧による応力 

4.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

4.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐ74による一次一般膜応力は，次式で求める。 

74・Ｐ
Ｙ－1

１
＝σt

74
2

・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ

74・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－　σr

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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4.3 外荷重による応力 

4.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

高圧及び低圧炉心スプレイスパージャに働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.2 節に示

す。 

4.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

Ａ

Ｆ
＝σ

L

m
S

t ・ｒ
・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

ここで，   
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

2

Ｄ
・

Ｉ

Ｍ

Ａ

Ｆ
＝σ

oL

2

Ｄ
・　

・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

oS
t

4.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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5. 応力強さの評価 

5.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5－1に示す。 

表 5－1より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7

節に示す許容値を満足する。 

5.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5－2に示す。 

表 5－2より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6

節及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 

N
T
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図 3－1 解析モデル 
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表 3－1 節点座標 

           （単位：mm） 

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
7
 R
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表 3－2 解析モデルのデータ諸元 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3） 外径 厚さ 

1～ 2 

2～15， 2－16，16～30 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
7
 R
1
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表 3－3 固有周期

部分 次数 
固有周期 

（ｓ） 

高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ 1 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
7
 R
1
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表 3－4 設計用地震力（設計基準対象施設） 

注記 ＊：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

表 3－5 設計用地震力（重大事故対処設備） 

注記 ＊：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力容器内 

EL.29.50～30.56 m
0.05 以下＊ ＣＨ＝1.68 ＣＶ＝0.77 ＣＨ＝2.54 ＣＨ＝1.42 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力容器内 

EL.29.50～30.56 m
0.05 以下＊ － － ＣＨ＝2.54 ＣＨ＝1.42 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
7
 R
1
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表 3－6 高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ外荷重 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点 

軸力 せん断力 ねじり 

モーメント

曲げ 

モーメント

ＦL

（N） 

ＦS

（N） 

Ｔ 

（N･m） 

Ｍ 

（N･m） 

L04 死荷重 
Ａ 

Ｂ 

L14 地震荷重Ｓｄ*
Ａ 

Ｂ 

L16 地震荷重Ｓｓ 
Ａ 

Ｂ 

注記  ＊：流体反力を含む。 
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表 4－1 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄo

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
7
 R
0
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2
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-
4
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-
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表 5－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
7 94＊ 8 150＊

P01’
P02’

7 94＊ 7 150＊

P03 

P04 
6 94＊ 7 150＊

P03’
P04’ 6 94＊ 6 150＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
7
 R
1
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表 5－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
12 141＊ 14 226＊

P01’
P02’

10 141＊ 12 226＊

P03 

P04 
37 141＊ 43 226＊

P03’
P04’ 36 141＊ 42 226＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
7
 R
1
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1. 一般事項 

本計算書は，残留熱除去系配管（原子炉圧力容器内部）（以下「残留熱除去系配管」という。）

の耐震性についての計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の

方針」という。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ

Ｄi

Ｄo

Ｉ 

ｔ 

断面積 

内 径 

外 径 

断面二次モーメント 

厚 さ 

mm2

mm 

mm 

mm4 

mm 

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

a. 差圧 

b. 外荷重 

差圧の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。外荷重の値を「3.荷重条件」に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1－1  形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

P02,P02’

P01,P01’

P03,P03’

P04,P04’

カバー

原
子
炉
圧
力
容
器
側

ベローズ 

フランジネック（4）
〔SUSF304相当〕 

フランジネック（3）

〔SUS304 相当〕

フランジネック（2）

〔SUS304 相当〕

フランジネック（1）
〔SUSF304 相当〕 
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炉
心
シ
ュ
ラ
ウ
ド
側

ピン

サーマルスリーブ

P05,P05’

スリーブ
〔SUS304TP 相当〕 

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 

P06,P06’

P07,P07’

P08,P08’

リング

〔SUS304 相当〕 



表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態

一次一般膜応力強さ

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力強さ 許容値 応力評価面 応力強さ 許容値 応力評価面 

フランジネック（4） 

SUSF304  

ⅢＡＳ 1 111 P01-P02 1 167 P01-P02 

ⅣＡＳ 1 169 P01-P02 1 254 P01-P02 

スリーブ 

SUS304TP  

ⅢＡＳ 4 172 P03-P04 4 258 P03-P04 

ⅣＡＳ 4 260 P03-P04 4 391 P03-P04 

フランジネック（1） 

SUSF304  

ⅢＡＳ 2 68 P05-P06 2 103 P05-P06 

ⅣＡＳ 2 104 P05-P06 2 156 P05-P06 

リング 

SUS304 

ⅢＡＳ 4 172 P07-P08 4 258 P07-P08 

ⅣＡＳ 5 260 P07-P08 5 391 P07-P08 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-8 R1 

3
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界

物性値及び許容限界は,「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

σt  ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr  ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 σ
σr

σt
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3. 荷重条件 

3.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各節点

の軸力，せん断力及びモーメントの最大値を求める。 

以上の計算は，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

3.2 解析モデル及び諸元 

本機器の形状を図 1－1に示し，解析モデルを図 3－1に示す。 

また，各節点の座標及び解析モデルのデータ諸元を表 3－1及び表 3－2に示す。 

支持条件は，

を考慮する。  

3.3 死荷重 

残留熱除去系配管の評価に用いる死荷重を表 3－6に示す。

3.4 固有周期 

残留熱除去系配管の固有値解析の結果を表 3－3 に示す。固有値解析より一次固有周期は，

であるから，剛であることを確認した。

3.5 地震荷重 

3.5.1 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付

書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び

原子炉本体の基礎の地震応答計算書」に基づき設定する。 

評価に用いる設計用地震力を表 3－4，表 3－5に示す。 

3.5.2 地震荷重 

図 3－1に示す解析モデルに 3.4.1 節で設定した地震力を入力することにより，残留熱除

去系配管の評価位置に発生する荷重を地震荷重とする。 

算出された地震荷重を表 3－6に示す。 
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4. 応力計算 

4.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 4－1に示す。 

4.2 差圧による応力 

4.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

4.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐ135による一次一般膜応力は，次式で求める。 

135・Ｐ
Ｙ－1

１
＝σt

135
2

・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ

135・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－　σr

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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4.3 外荷重による応力 

4.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

残留熱除去系配管に働く外荷重を表 3-4 示す。 

4.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

Ａ

Ｆ
＝σ

L

m
S

t ・ｒ
・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

ここで，   
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

2

Ｄ
・

Ｉ

Ｍ

Ａ

Ｆ
＝σ

oL

2

Ｄ
・　

・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

oS
t

4.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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5. 応力強さの評価 

5.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5－1に示す。 

表 5－1より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7

節に示す許容値を満足する。 

5.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5－2に示す。 

表 5－2より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6

節及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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図 3－1 解析モデル 
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表 3－1 節点座標 

              （単位：mm） 

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
8
 R
0
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表 3－2 解析モデルのデータ諸元 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3） 外径 厚さ 

  1～10 

 10～13 

 13～17 

 17～20 

 20～21 

 21～22 

  注：節点 12 に対しては，集中荷重 を付加させる。 

    節点 18 に対しては，集中荷重 を付加させる。 

N
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表 3－3 固有周期

部分 次数 
固有周期 

（ｓ） 

残留熱除去系配管 1 

N
T
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補
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-
2
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-
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表 3－4 設計用地震力（設計基準対象施設） 

注記 ＊：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

表 3－5 設計用地震力（重大事故対処設備） 

注記 ＊：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力容器内 

EL.29.50～30.56 m
0.05 以下＊ ＣＨ＝1.68 ＣＶ＝0.77 ＣＨ＝2.54 ＣＨ＝1.42 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力容器内 

EL.29.50～30.56 m
0.05 以下＊ － － ＣＨ＝2.54 ＣＨ＝1.42 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
8
 R
1
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表 3－6 残留熱除去系配管外荷重 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点 

軸力 せん断力 ねじり 

モーメント

曲げ 

モーメント

ＦL

（N） 

ＦS

（N） 

Ｔ 

（N･m） 

Ｍ 

（N･m） 

L04 死荷重 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

L14 地震荷重Ｓｄ*

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

L16 地震荷重Ｓｓ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
8
 
R1
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表 4－1 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄo

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 

P05，P06 

P07，P08 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
8
 R
0
 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
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-
8
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表 5－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
1 111＊ 1 169＊

P01’
P02’

1 111＊ 1 169＊

P03 

P04 
4 172 4 260 

P03’
P04’ 4 172 4 260 

P05 

P06 
2  68＊ 2 104＊

P05’
P06’ 2  68＊ 2 104＊

P07 

P08 
4 172 5 260 

P07’
P08’

4 172 4 260 

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 5－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
1 167＊ 1 254＊

P01’
P02’

1 167＊ 1 254＊

P03 

P04 
4 258 4 391 

P03’
P04’ 4 258 4 391 

P05 

P06 
2 103＊ 2 156＊

P05’
P06’ 2 103＊ 2 156＊

P07 

P08 
4 258 5 391 

P07’
P08’

4 258 4 391 

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 

N
T
2
 
補
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-
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1. 一般事項 

本計算書は，高圧及び低圧炉心スプレイ配管（原子炉圧力容器内部）（以下「高圧及び低圧炉

心スプレイ配管」という。）の耐震性についての計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の

方針」という。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ

Ｄi

Ｄo 

Ｉ 

断面積 

内 径 

外 径 

断面二次モーメント 

mm2

mm 

mm 

mm4

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

a. 差圧 

b. 外荷重 

差圧の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。外荷重の値を「3.荷重条件」に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目

し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

クランプ

炉心シュラウド
 （上部胴）

原子炉圧力容器 

Ａ

Ｂ

炉心スプレイノズル 

Ａ部詳細図

P01,P01’ P07,P07’
P02,P02’ P08,P08’
P04,P04’ P10,P10’
P03,P03’ P09,P09’

Ｂ部詳細図 

スリーブ

〔SUS304LTP 相当〕 

P06,P06’ P12,P12’

P05,P05’ P11,P11’

注：（ ）内は低圧炉心スプレイ配管に適用する。 
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パイプ 

〔SUS304LTP 相当〕 

：応力評価点 

〔 〕 ：ＪＩＳ相当材

（ ） ：材   料 



表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力強さ 許容値 応力評価面 応力強さ 許容値 応力評価面 

高圧炉心スプレイ配管 

SUS304LTP 

ⅢＡＳ 37 65 P05’-P06’ 106 163 P03-P04 

ⅣＡＳ 54 104 P05’-P06’ 153 261 P03-P04 

低圧炉心スプレイ配管 

SUS304LTP 

ⅢＡＳ 47 65 P11’-P12’ 142 163 P09-P10 

ⅣＡＳ 78 104 P11’-P12’ 228 261 P09-P10 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-9 R1 

3
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界

物性値及び許容限界は,「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

σt  ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr  ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 σ
σr

σt
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3. 荷重条件 

3.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各節点

の軸力，せん断力及びモーメントの最大値を求める。 

以上の計算は，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

3.2 解析モデル及び諸元 

本機器の形状を図 1－1に示し，解析モデルを図 3－1に示す。 

また，各節点の座標及び解析モデルのデータ諸元を表 3－1及び表 3－2に示す。 

支持条件は，

とする。 

3.3 死荷重 

高圧及び低圧炉心スプレイ配管の評価に用いる死荷重を表 3－6及び表 3－7に示す。

3.4 固有周期

高圧及び低圧炉心スプレイ配管の固有周期を表 3－3に示す。 

3.5 地震荷重 

3.5.1 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付

書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び

原子炉本体の基礎の地震応答計算書」及び「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に

基づき設定する。また，減衰定数は添付書類「Ｖ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記

載の減衰定数を用いる。 

評価に用いる設計用地震力を表 3－4，表 3－5に示す。 

3.5.2 地震荷重 

図 3－1 に示す解析モデルに 3.4.1 節で設定した地震力を入力することにより，中性子

計測案内管の評価位置に発生する荷重を地震荷重とする。 

算出された地震荷重を表 3－6及び表 3－7に示す。
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4. 応力計算 

4.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 4－1に示す。 

4.2 差圧による応力 

4.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

4.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐ75による一次一般膜応力は，次式で求める。 

75・Ｐ
Ｙ－1

１
＝σt

75
2

・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ

75・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－　σr

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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4.3 外荷重による応力 

4.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

高圧及び低圧炉心スプレイ配管に働く外荷重を表 3－6，表 3－7に示す。 

4.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

Ａ

Ｆ
＝σ

L

m
S

t ・ｒ
・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

ここで，   
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

2

Ｄ
・

ＩＡ
σ

oL ＭＦ
＝

2

Ｄ
・　

・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

oS
t

4.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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5. 応力強さの評価 

5.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5－1に示す。 

表 5－1より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7

節に示す許容値を満足する。 

5.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5－2に示す。 

表 5－2より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6

節及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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図 3－1 解析モデル 
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表 3－1 節点座標 

             （単位：mm） 

節点番号
座標＊

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

               注記 ＊：（  ）内は，低圧炉心スプレイ配管に適用する。 
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表 3－2 解析モデルのデータ諸元 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3） 外径 厚さ 

1～ 3 

3～ 4 

4～18， 4－20，20～29 

18～19，29～30 
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表 3－3(1) 固有周期（高圧炉心スプレイ配管） 

部分 次数 
固有周期 刺激係数

（s） Ｘ Ｙ Ｚ 

高圧炉心スプレイ

配管 

1 

2 

3 

表 3－3(2) 固有周期（低圧炉心スプレイ配管） 

部分 次数 
固有周期 刺激係数

（s） Ｘ Ｙ Ｚ 

低圧炉心スプレイ

配管 

1 

2 

3 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
9
 R
1
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（単位：Hz） 

図 3－2(1) 振動モード図（高圧炉心スプレイ配管 1 次 ） 

（単位：Hz） 

図 3－2(2) 振動モード図（高圧炉心スプレイ配管 2 次 ） 
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（単位：Hz） 

図 3－2(3) 振動モード図（低圧炉心スプレイ配管 1 次 ） 

（単位：Hz） 

図 3－2(4) 振動モード図（低圧炉心スプレイ配管 2 次 ） 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
9
 R
1
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表 3－4 設計用地震力（設計基準対象施設） 

注記 ＊1：基準地震動Ｓｄに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

表 3－5 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

注記 ＊：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

据付場所及び設置高さ(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(%) 

HPCS LPCS 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉圧力容器内 

EL.31.54～33.13 m 

据付場所及び設置高さ(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(%) 

HPCS LPCS 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉圧力容器内 

EL.31.54～33.13 m 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-9 R1 
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表 3－6 高圧炉心スプレイ配管外荷重 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点 

軸力 せん断力 ねじり 

モーメント

曲げ 

モーメント

ＦL

（N） 

ＦS

（N） 

Ｔ 

（N･m） 

Ｍ 

（N･m） 

L04 死荷重 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

L14 地震荷重Ｓｄ*

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

L16 地震荷重Ｓｓ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

注記  ＊：流体反力を含む。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
9
 R
1
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表 3－7 低圧炉心スプレイ配管外荷重 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点 

軸力 せん断力 ねじり 

モーメント

曲げ 

モーメント

ＦL

（N） 

ＦS

（N） 

Ｔ 

（N･m） 

Ｍ 

（N･m） 

L04 死荷重 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

L14 地震荷重Ｓｄ*

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

L16 地震荷重Ｓｓ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

注記  ＊：流体反力を含む。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
9
 
R1
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表 4－1 断面性状 

応力評価点 
Ｄo

（mm） 

Ｄi

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 

P05，P06 

P07，P08 

P09，P10 

P11，P12 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
9
 R
0
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表 5－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
7 65＊ 9 104＊

P01’
P02’

7 65＊ 10 104＊

P03 

P04 
13 108＊ 19 174＊

P03’
P04’

14 108＊ 19 174＊

P05 

P06 
36 65＊ 54 104＊

P05’
P06’

37 65＊ 54 104＊

P07 

P08 
7 65＊ 11 104＊

P07’
P08’

7 65＊ 12 104＊

P09 

P10 
16 108＊ 25 174＊

P09’
P10’

17 108＊ 25 174＊

P11 

P12 
47 65＊ 78 104＊

P11’
P12’

47 65＊ 78 104＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
9
 R
1
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表 5－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
12 98＊ 17 156＊

P01’
P02’

13 98＊ 17 156＊

P03 

P04 
106 163＊ 153 261＊

P03’
P04’

106 163＊ 153 261＊

P05 

P06 
39 98＊ 57 156＊

P05’
P06’

40 98＊ 58 156＊

P07 

P08 
16 98＊ 24 156＊

P07’
P08’

16 98＊ 25 156＊

P09 

P10 
142 163＊ 228 261＊

P09’
P10’

142 163＊ 228 261＊

P11 

P12 
50 98＊ 83 156＊

P11’
P12’

51 98＊ 84 156＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
9
 R
1
E
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1. 一般事項 

本計算書は，差圧検出・ほう酸水注入管（原子炉圧力容器内部）（以下「差圧検出・ほう酸水

注入管」という。）の耐震性についての計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の

方針」という。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ

Ｄi

Ｄo 

Ｉ 

ｔ 

断面積 

内 径 

外 径 

断面二次モーメント 

厚 さ 

mm2

mm 

mm 

mm4 

mm 

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

a. 差圧 

b. 外荷重 

差圧の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。外荷重の値を「3.荷重条件」に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目

し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 

N
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図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 
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炉心支持板 

炉心シュラウド

差圧検出・ほう酸水注入管ノズル（N10）

 〔NCF600 相当〕

原
子
炉
圧
力
容
器

シュラウド
サポート

Ａ

差圧検出管（1） 

〔SUS304TP 相当〕 

）Ｂ

Ｃ

差圧検出管（2） 

〔SUS304TP 相当〕 

差圧検出・ほう酸水注入管ノズルセーフエンド 

〔SUSF304 相当〕 

 

Ａ部詳細図

Ｂ部詳細図 

Ｃ部詳細図

P03,P03’
P04,P04’

P05,P05’
P06,P06’

P07,P07’
P08,P08’

P01,P01’
P02,P02’

ほう酸水注入管（1） 

〔SUS304TP 相当〕 

ほう酸水注入管（2） 

〔SUS304TP 相当〕 

：応力評価点 

〔 〕 ：ＪＩＳ相当材

（ ） ：材   料 

ティー

サポート
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表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力 

強さ 
許容値 

応力 

評価面 

応力 

強さ 
許容値 

応力 

評価面 

差圧検出管 

SUS304TP 

ⅢＡＳ 2 111 P01-P02 8 167 P01-P02 

ⅣＡＳ 2 169 P01-P02 10 254 P01-P02 

ほう酸水注入管 

SUS304TP 

ⅢＡＳ 6 68 P07-P08 39 103 P07-P08 

ⅣＡＳ 7 104 P07-P08 47 156 P07-P08 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-10 R1 
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界 

物性値及び許容限界は,「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

σt  ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr  ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 σ
σr

σt

N
T
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補
③
 Ⅴ

-
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-3
-
4
-4
-
1
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3. 荷重条件 

3.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各節点

の軸力，せん断力及びモーメントの最大値を求める。 

以上の計算は，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

3.2 解析モデル及び諸元 

本機器の形状を図 1－1に示し，解析モデルを図 3－1に示す。 

また，各節点の座標及び解析モデルのデータ諸元を表 3－1及び表 3－2に示す。 

支持条件は，

とする。  

3.3 死荷重 

差圧検出・ほう酸水注入管の評価に用いる死荷重を表 3－6に示す。

3.4 固有周期

差圧検出・ほう酸水注入管の固有周期を表 3－3に示す。 

3.5 地震荷重

3.5.1 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付

書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び

原子炉本体の基礎の地震応答計算書」及び「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に

基づき設定する。また，減衰定数は添付書類「Ｖ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記

載の減衰定数を用いる。 

評価に用いる設計用地震力を表 3－4，表 3－5に示す。 

3.5.2 地震荷重 

図 3－1 に示す解析モデルに 3.4.1 節で設定した地震力を入力することにより，差圧検

出・ほう酸水注入管（原子炉圧力容器内部）の評価位置に発生する荷重を地震荷重とする。 

算出された地震荷重を表 3－6に示す。 
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4. 応力計算 

4.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 4－1に示す。 

4.2 差圧による応力 

4.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

4.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐ13，Ｐ81及びＰ83による一次一般膜応力は，次式で求める。 

13・Ｐ
Ｙ－1

Ｙ
＝－σt  ， 81・Ｐ

Ｙ－1

１
＝σt  ， 83・Ｐ

Ｙ－1

１
＝σt

13
2

2

・Ｐ
－1Ｙ

Ｙ
＝－σ  ， 81

2
・Ｐ

－1Ｙ

1
＝σ  ， 83

2
・Ｐ

－1Ｙ

1
＝σ

13・Ｐ
Ｙ＋1

Ｙ
＝－　σr  ， 81・Ｐ

Ｙ＋1
＝－　σ

1
r  ， 83・Ｐ

Ｙ＋1

1
＝－　σr

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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4.3 外荷重による応力 

4.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

差圧検出・ほう酸水注入管に働く外荷重を表 3-5 に示す。 

4.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

Ａ

Ｆ
＝σ

L

m
S

t ・ｒ
・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

ここで，   
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

2

Ｄ
・

Ｉ

Ｍ
±

Ａ

Ｆ
＝σ

oL

2

Ｄ
・　

・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

oS
t

4.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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5. 応力強さの評価 

5.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5－1に示す。 

表 5－1より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7

節に示す許容値を満足する。 

5.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5－2に示す。 

表 5－2より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6

節及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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図 3－1 解析モデル 
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表 3－1 節点座標 

            （単位：mm） 

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 
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表 3－2 解析モデルのデータ諸元 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3） 外径 厚さ 

1～ 2 

2～ 3 

3～ 5 

5～ 9 

9～11 

4－12，12～19 

1－20 

20～21 

21～24 

5－25，25～29，29－24 
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表 3－3 固有周期

次数 
固有周期 刺激係数 

（s） Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

（単位：Hz） 

図 3-2 振動モード（1次 ） 
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表 3－4 設計用地震力（設計基準対象施設）

注記 ＊1：基準地震動Ｓｄに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

表 3－5 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

注記 ＊：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

据付場所及び設置高さ(m) 固有周期(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(%) 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉圧力容器内 

EL.20.98～25.56 m 

据付場所及び設置高さ(m) 固有周期(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(%) 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉圧力容器内 

EL.20.98～25.56 m 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-10 R1 
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表 3－6 差圧検出・ほう酸水注入管外荷重 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点 

軸力 せん断力 ねじり 

モーメント

曲げ 

モーメント

ＦL

（N） 

ＦS

（N） 

Ｔ 

（N･mm） 

Ｍ 

（N･mm） 

L04 死荷重 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

L14 地震荷重Ｓｄ*

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

L16 地震荷重Ｓｓ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

注記  ＊：流体反力を含む。 
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表 4－1 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄo

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 

P05，P06 

P07，P08 

N
T
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表 5－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
2 111＊ 2 169＊

P01’
P02’

2 111＊ 2 169＊

P03 

P04 
8 111＊ 8 169＊

P03’
P04’

8 111＊ 8 169＊

P05 

P06 
6 68＊ 6 104＊

P05’
P06’

6 68＊ 6 104＊

P07 

P08 
6 68＊ 7 104＊

P07’
P08’

6 68＊ 7 104＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 5－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
8 167＊ 10 254＊

P01’
P02’

7 167＊ 10 254＊

P03 

P04 
8 167＊ 8 254＊

P03’
P04’

8 167＊ 8 254＊

P05 

P06 
6 103＊ 6 156＊

P05’
P06’

6 103＊ 6 156＊

P07 

P08 
39 103＊ 47 156＊

P07’
P08’

39 103＊ 47 156＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項 

本計算書は，中性子計測案内管の耐震性についての計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の

方針」という。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ

Ｄi

Ｄo

Ｉ 

断面積 

内 径 

外 径 

断面二次モーメント 

mm2

mm 

mm 

mm4

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

a. 差圧 

b. 外荷重 

差圧の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。外荷重の値を「3.荷重条件」に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm）
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中性子計測案内管 

〔SUS304TP 相当〕 

Ａ部詳細図

Ａ 
P02,P02’

P01,P01’

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 

炉心支持板 

中性子計測案内管 
スタビライザ

中性子計測ハウジング 

原子炉圧力容器下部鏡板 



表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力強さ 許容値 応力評価面 応力強さ 許容値 応力評価面 

中性子計測案内管 

SUS304TP 

ⅢＡＳ 3 68 P01’- P02’ 62 103 P01’- P02’
ⅣＡＳ 4 104 P01’- P02’ 102 156 P01’- P02’

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-11 R1 

3
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 運転条件 

考慮した運転条件を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界 

物性値及び許容限界は,「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

σt  ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr  ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 σ
σr

σt
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3. 荷重条件 

3.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各節点

のせん断力及びモーメントの最大値を求める。 

以上の計算は，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

3.2 解析モデル及び諸元 

本機器の形状を図 1－1に示し，解析モデルを図 3－1に示す。 

また，各節点の座標及び解析モデルのデータ諸元を表 3－1及び表 3－2に示す。 

支持条件は，

とする。 

本解析モデルは，図 3－2 に示すように

したモ

デルである。 

3.3 死荷重 

中性子計測案内管の評価に用いる死荷重を表 3－6に示す。

3.4 固有周期

中性子計測案内管の固有周期を表 3－3に示す。 

鉛直方向については，0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。

3.5  地震荷重 

3.5.1 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付

書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉格納容器及び

原子炉本体の基礎の地震応答計算書」及び「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に

基づき設定する。また，減衰定数は添付書類「Ｖ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記

載の減衰定数を用いる。 

評価に用いる設計用地震力を表 3－4，表 3－5に示す。 

3.5.2 地震荷重 

図 3－1 に示す解析モデルに 3.4.1 節で設定した地震力を入力することにより，中性子

計測案内管の評価位置に発生する荷重を地震荷重とする。 

算出された地震荷重を表 3－6に示す。 
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4. 応力計算 

4.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 4－1に示す。 

4.2 差圧による応力 

4.2.1 荷重条件（L02） 

各運転条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，各許容応力状態での応力は，比例計算により求める。 

4.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐ110による一次一般膜応力は，次式で求める。 

110・Ｐ
Ｙ－1

Ｙ
－＝σt

σ ＝0 

110・Ｐ
Ｙ＋1

Ｙ
＝－σr

ここで，
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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4.3 外荷重による応力 

4.3.1 荷重条件（L04，L14 及び L16） 

中性子計測案内管に働く外荷重を表 3-5 に示す。 

4.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

Ａ

Ｆ
＝σ

L

m
S

t ・ｒ
・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

ここで，   
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

2

Ｄ
・

Ｉ

Ｍ
±

Ａ

Ｆ
＝σ

oL

2

Ｄ
・　

・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

oS
t

4.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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5. 応力強さの評価 

5.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5－1に示す。 

表 5－1より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7

節に示す許容値を満足する。 

5.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 5－2に示す。 

表 5－2より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6

節及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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図 3－1 解析モデル 
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図 3－2 中性子計測案内管と中性子計測案内管スタビライザの 

配置及びグループ分割 
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表 3－1 節点座標 

                 （単位：mm） 

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 
15 
16 
17 
18 
19 
20 
21 
22 
23 
24 
25 
26 
27 
28 
29 
30 
31 
32 
33 
34 
35 
36 
37 
38 
39 
40 
41 
42 
43 
44 
45 
46 
47 
48 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
1 
R
0
 



12 

表 3－2 解析モデルのデータ諸元 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3） 外径 厚さ 

 1～ 7 

 7～ 8 

 9～15 

15～16 

17～23 

23～24 

25～31 

31～32 

33～38 

38～39 

39～40 

41～47 

47～48 

 4－12 

12－20 

12－28 

20－28 

20－36 

20－44 

28－36 

28－44 

36－44 

 注記 ＊：（ ）内は，G5グループ中の取り替えた中性子計測ハウジングの寸法を示す。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
1 
R
1
 



13 

表 3－3 固有周期

                （単位：s）         

次数 NS 方向 EW 方向 
刺激係数 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

注 ：鉛直方向については，0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
1 
R
1
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（単位：Hz） 

（ＥＷ方向 ） 

（単位：Hz） 

（ＮＳ方向 ） 

図 3－3(1) 振動モード図（1次） 
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（単位：Hz） 

（ＥＷ方向 ） 

（単位：Hz） 

（ＮＳ方向 ） 

図 3－3(2) 振動モード図（2次） 
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（単位：Hz） 

（ＥＷ方向 ） 

（単位：Hz） 

（ＮＳ方向 ） 

図 3－3(3) 振動モード図（3次） 
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（単位：Hz） 

（ＥＷ方向 ） 

（単位：Hz） 

（ＮＳ方向 ） 

図 3－3(4) 振動モード図（4次）
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表 3－4 設計用地震力（設計基準対象施設） 

注記 ＊1：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

＊2：基準地震動Ｓｄに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

表 3－5 設計用地震力（重大事故対処設備） 

注記 ＊1：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(%) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉圧力容器内 

EL.20.29～25.56 m 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(%) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉圧力容器内 

EL.20.29～25.56 m 

NT2 補③ Ⅴ-2-3-4-4-9 R1 
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表 3－6 中性子計測案内管外荷重 

記号 荷重名称 
荷重 

作用点 

軸力 せん断力 曲げ 

モーメント

ＦL

（N） 

ＦS

（N） 

Ｍ 

（N･m） 

L04 死荷重 Ａ 

L14 地震荷重Ｓｄ* Ａ 

L16 地震荷重Ｓｓ Ａ 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
1 
R
1
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表 4－1 断面性状 

応力評価点 
Ｄo 

（mm） 

Ｄi 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
1 
R
0
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表 5－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
2 68＊ 3 104＊

P01’
P02’

3 68＊ 4 104＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 

N
T
2
 
補
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 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
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表 5－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

許容応力状態

ⅢＡＳ 

許容応力状態

ⅣＡＳ 

応力 

強さ 

許容値 応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
61 103＊ 102 156＊

P01’
P02’

62 103＊ 102 156＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-3
-
4
-4
-
1
1
 R
1
E 
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1. 概要 

本方針は，ダクト及び支持構造物について耐震設計上十分安全であるように考慮すべき事項を

定めたものである。 

2. 耐震設計の原則 

  ダクト及びその支持構造物は，耐震設計上の重要度分類に応じた地震力に対して十分な強度 

を有するように設計する。 

3. ダクト及び支持構造物の設計手順 

ダクトの経路は，建屋の形状，機器の配置，配管，ケーブルトレイ等の経路を考慮し，耐震性

を加味して決定する。 

以上を考慮して決定されたダクト経路について支持方法を定めて，ダクトが十分な耐震強度を

有するように支持点を決定する。 

ダクト支持構造物の設計，製作，据付までの作業の流れを概念的に図 3－1に示す。 

N
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補
③
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-
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図 3－1  ダクト及び支持構造物の設計作業手順 

機器配置計画図 

（建屋基本計画） 

ダクト計画 

ダクト支持間隔及び 

支持点位置の決定 

ダクト及び支持構造物 

と建屋・構築物，機器・

配管・トレイ等との位置

関係の調整 

総合配置計画調整 

耐震設計の基本方針 

（耐震設計上の重要度分類， 

設備評価用地震力） 

機器外形図・基礎図 

系統仕様，系統図 

（ダクト仕様） 

ダクト製作図 支持構造物製作図 

製 作 製 作 

据 付 

検 査 

N
T
2
 
補
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-
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-
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2-
2
 
R0
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4. ダクト設計の基本方針 

4.1 重要度別による設計方針 

ダクトは，耐震設計上の重要度分類に応じてクラス分類し，表 4－1に示す設計方針とする。 

表 4－1  重要度分類と設計方針 

分類 耐震設計上の

重要度分類 

機器等の区分 設計方針 

設計基準対象

施設 
Ｓ クラス Ｎｏｎ 

地震時の加速度に対し機能が保たれるようサポー

トのスパン長を最大許容ピッチ以下に確保するこ

と。（最大許容ピッチは式(4.7)から(4.10)に基

づき座屈限界曲げモーメントより算出する。） 

重大事故等対

処設備 
－ 

重大事故等 

クラス２管 

 4.2 荷重の組合せ*1

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ･･････････････････････････････････････････（4.1） 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ･･････････････････････････････････････････（4.2） 

ここで， 

Ｄ ：死荷重 

ＰＤ：最高使用圧力による機械的荷重  

ＭＤ：設計上定められた機械的荷重 

ＳＳ：基準地震動ＳＳ

Ｓｄ：弾性設計用地震動Ｓｄ
＊2 

注記 ＊1：ダクトは座屈評価のため,死荷重（D）,地震荷重（Ss）を考慮して評価を行う。 

 ＊2：ダクトの耐震支持間隔の算出においては，許容値となる許容座屈曲げモーメン

トの算出にあたり，評価手法上，ダクト材の降伏点を使用するため，基準地震動

ＳＳ評価と弾性設計用地震動Ｓｄ評価に用いる係数，許容値に差異はない。また，

発生曲げモーメントの算出に当たっては，表 4－2に示すとおり，弾性設計用地

震動Ｓｄは基準地震動ＳＳに明らかに包絡されるため，弾性設計用地震動Ｓｄに

対する評価は省略する。尚，緊急時対策所ダクトについては，設計基準対象設備

「‐」であり，重大事故等クラス２管であることから基準地震動ＳＳの評価を行

う。 
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表 4－2 基準地震動ＳＳと弾性設計用地震動Ｓｄの比較例

建物・構築物 設計用地震力 
EL. 

(m) 

震度 

静的震度及び

1.2ZPA*3
設計用床応答曲線*4

水平 鉛直 
固有周期

(s) 
水平 鉛直 

原子炉建屋 
基準地震動ＳＳ 20.3 

～34.7 

1.64 1.34 1.91 4.20 

弾性設計用地震動Ｓｄ 0.86 0.71 1.20 2.21 

注記 ＊3：静的震度,1.2ZPA のうち,大きな値を示す。（1.2ZPA:基準床の最大応答加速度

の 1.2 倍の値） 

＊4：ダクトの固有振動数が，設計用床応答曲線のピーク振動数の√2倍以上となる 

固有周期を示し，水平，鉛直震度はそれぞれ当該固有周期よりも短周期側に 

おける最大応答を示す。 

4.3 設計用地震力 

ダクトについては，「Ⅴ-2-1 耐震設計の基本方針」に示す設計用地震力を用いて評価を行

う。尚,「4.4 ダクト支持点の設計方法」のうち,手法 1はダクトの固有振動数が十分剛（20 Hz

以上）となる領域で設計することから, 表 4－2に示す静的震度及び 1.2ZPA を使用する。 

また,手法 2 は,ダクトの固有周期が 0.05 秒よりも長周期側で,且つ設計用床応答曲線のピ

ーク周期の 1/√2 倍よりも短周期側となる領域で設計することから, 表 4－2 に示す設計用床

応答曲線の震度を使用する。尚,この際に使用する設計用床応答曲線の震度は,図 4－1 に示す

ように谷埋めピーク保持を行い右肩上がりの領域で設計することで保守性を担保する。 

図 4－1  床応答曲線の谷埋め/ピーク保持の例 

固有周期（s）

震
度

：谷埋め/ピーク保持前の床応答曲線

：谷埋め/ピーク保持後の床応答曲線

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-1
-
1
2-
2
 
R1
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4.4 ダクト支持点の設計方法 

ダクト及びその支持構造物は適切な剛性を有するとともに，許容座屈曲げモーメントを満足

する支持間隔とすることにより耐震性を確保する。

支持間隔の算定は，ダクトの固有振動数（fd）が十分剛（20 Hz 以上）となるよう算定する

手法とダクトの固有振動数に応じた地震力で算定する手法が有り，このうち前者を手法 1，後

者を手法 2と呼び，この 2つの手法を用いて支持間隔を決定する。 

ダクトの支持点はまず手法 1の支持間隔で計画し，施工性及びダクトの周囲条件等を考慮し

て手法１の支持間隔以内に収まらない場合は手法２の支持間隔で計画する。 

手法１，手法２による支持間隔算出手順を図 4－2に示す。 

4.4.1 手法 1の支持間隔算定法 

ダクトの固有振動数が 20 Hz 以上となる支持間隔と静的震度及び 1.2ZPA によりダクト

に生じる曲げモーメントが許容座屈曲げモーメント以下となる支持間隔を算定し，いずれ

か小さい方を支持間隔とする。 

4.4.2 手法 2の支持間隔算定法 

静的震度，1.2ZPA 及び設計用床応答曲線から地震力を算定し，ダクトに生じる曲げモー

メントが許容座屈曲げモーメント以下となるように支持間隔を算定する。

ただし，支持間隔はダクトの固有振動数が，設計用床応答曲線のピーク振動数の√2 倍

以上となるように定めるものとし，固有振動数から定まる支持間隔と許容座屈曲げモーメ

ントから定まる支持間隔のうち，いずれか小さい方とする。設計領域の例を図 4－3 に示

す。 
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図 4－2  ダクト支持点間隔算出手順 

NT2 補③ Ⅴ-2-1-12-2 R0 

START

支持間隔設定

Fd:ダクト固有振動数

地震力による

曲げモーメント算定
Max（3.6 Ci*1 , 1.2 ZPA）

座屈評価

Ｍ
０
 ≦ Ｍ

支持間隔決定

END

Fd ＜ 20 Hz

Fd ≧ 20 Hz

NG

OK

手法１

START

支持間隔設定

Fd
＊2
:ダクト固有振動数

地震力による

曲げモーメント算定
Max（3.6 Ci*1 ,FRS, 1.2 ZPA）

座屈評価

Ｍ
０
 ≦ Ｍ

支持間隔決定

END

Ａ ＞ Fd

Ａ ≦ Fd

NG

OK

手法２

Ｍ
０
：発生曲げモーメント（N・mm）

Ｍ ：許容座屈曲げモーメント（N・mm）

Ａ ：設計用 FRS のピークの√2倍の振動数

＊1：設計基準対象施設のみ適用する。 

＊2：Fd ≧ 20 Hz または手法１ ≦ 手法２の

場合は手法１を適用する。
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図 4－3  手法 2設計領域の例 

4.5 耐震支持間隔 

ダクトの耐震支持間隔は，ダクトが薄板構造であることを考慮した剛性評価及び座屈強度

に基づき定める。 

4.5.1 矩形ダクトの固有振動数 

両端単純支持された矩形ダクトの固有振動数は，次式で与えられる。 

W

E・I・
・

2・

π
f

2

g
  ･･･････････････････････････････････････（4.3） 

ここで， 

・β
2

be
＋ae・t・

6

t・be
Ｉ＝

23

･････････････････････････････････（4.4） 

(4.3)～(4.4)式の出典：共同研究報告書「機器配管系の合理的な耐震設計手法の確立に関

する研究」 

ここで， 

ｆ：固有振動数       （ Hz ） 

π：円周率       （ － ） 

：両端単純支持間隔      （ mm ） 

Ｅ：縦弾性係数   （N/mm2） 

g：重力加速度   （mm/s2） 

Ｉ：断面二次モーメント     （ mm4 ） 

Ｗ：ダクト単位長さ重量     （N/mm） 

β：断面二次モーメントの安全係数        （ － ） 

（幅厚比 b/t≦600…β＝0.75 ，b/t＞600…β＝0.6） 

Ｅ・Ｉ・g
ＷN

T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-1
-
1
2-
2
 
R1
 

固有周期（s）

震
度

：谷埋め/ピーク保持前の床応答曲線

：谷埋め/ピーク保持後の床応答曲線

注記 ：ダクトの固有周期は, 水平方向及び鉛直方向それぞ

れについて固有周期 T’よりも短周期側に設計し,加

速度は設計領域における谷埋め/ピーク保持を行っ

た最大値αを適用。 

α
T’：設計に考慮するダクトの最小固有周期 

（＝T･（1/√2））

ＴＴ’

T：床応答曲線ピークの固有周期

設計領域
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ａ

ae/2 ae/2

b
e
/
2

b
e
/
2

t

b

a  ：ダクト長辺寸法    （ mm ） 

b  ：ダクト短辺寸法    （ mm ） 

ae ：ダクトフランジの 

     有効幅    （ mm ） 

be ：ダクトウェブの 

有効幅        （ mm ） 

t ：ダクト板厚    （ mm ） 

a/b：アスペクト比    （ － ）
図 4－4  矩形ダクトの断面図
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4.5.2 矩形ダクトの座屈評価 

地震時，両端単純支持された矩形ダクトに生じる曲げモーメントは次式で与えられ 

る。  

8

・Ｗ・α
＝Ｍ

2

0
････････････････（4.5） 

ここで， 
Ｍ０ ：発生曲げモーメント     （N･mm） 
α ：設計震度     （ － ） 

ここで，矩形ダクトの座屈による大変形を防ぐために矩形ダクトに生じる曲げモーメン

トが許容座屈曲げモーメント以下となるようにする。

Ｍ０≦Ｍ  ････････････････････････････････････････････････････（4.6） 

ここで， 

Ｍ ：許容座屈曲げモーメント     （N･mm） 

（4.5），（4.6）式より許容座屈曲げモーメントから定まる支持間隔は次式で与え

られる。 

Ｗ・

・Ｍ　　8
＝  ････････････････････････････････････････（4.7） 

ここで， 

Ｍ＝Ｓ・ＭＴ  ････････････････････････････････････････････････（4.8） 

・γＥ・σ・
・b１－ν

π・t・I
＝λ・Ｍ ｙ

22
Ｔ ･････････････････････････（4.9） 

2

b
＋ae・t・

6

t・b
Ｉ＝

23

 ････････････････････････････････････････（4.10） 

(4.5)～(4.10)式の出典：共同研究報告書「機器配管系の合理的な耐震設計手法の確立に関

する研究」 

α･Ｗ

図 4－5  両端単純支持梁
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Ｓ ：座屈曲げモーメントの安全係数（＝0.7）     （ － ） 

ＭＴ ：座屈限界曲げモーメント   （N･mm） 

λ ：座屈限界曲げモーメントの補正係数*5      （ － ） 

ν ：ポアソン比（＝0.3）   （ － ） 

σｙ ：降伏点     （N/mm2） 

γ ：座屈限界曲げモーメントの安全係数（＝0.6）*5  （ － ） 

：両端単純支持間隔    （ mm ） 

Ｗ  ：ダクト単位長さ重量        （N/mm） 

注記 *5：出典 共同研究報告書「機器配管系の合理的な耐震設計手法の確立に関

する研究より,理論値と実験値の比率から定まる近似曲線を用いる。 

N
T
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補
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-
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1
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2
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4.6 支持方法 

(1) 直管部

直管部は，「4.5 耐震支持間隔」で求まる支持間隔以下で支持するものとする。また，直

管部が長い箇所には軸方向を拘束する支持構造物を設けるものとする。 

(2) 曲管部

曲管部は，直管部に比べ剛性，及び強度が低下するが，「4.5 耐震支持間隔」で求まる支

持間隔は，これら曲管部の縮小率を包絡する支持間隔としている。 

(3) 重量物の取付部

ダクトに自動ダンパ等の重量物が取り付く場合は，重量物自体又は近傍を支持するものと

する。なお，近傍を支持する場合においては「4.5 耐震支持間隔」で求まる支持間隔と，当

該重量物を考慮した支持間隔を用いて，支持点を設計する。 

4.7 ダクトの構造 

ここでは，主要な矩形ダクトについて記述する。矩形ダクトは，溶接ダクトとハゼ折ダク

トがある。

(1) 溶接ダクトは，二隅あるいは四隅を溶接継手とする。補強は，定ピッチで全周を形鋼で囲

い，ダクトに断続溶接する。 

(2) ハゼ折ダクトの補強は，定ピッチで全周を形鋼で囲いダクトにリベット止めする。

ダクト構造の代表例を図 4－6に示す。

図 4－6 ダクト構造の代表例
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 接合（補強）フランジ 

 接合フランジ 

 補強フランジ 

 ダクトコーナー部（図中Ａ） 

Ａ 

 溶接ダクト  ハゼ折ダクト

 （山形鋼） 
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5. 支持構造物の構造及び種類

 （1）支持構造物は，形鋼を組み合わせた溶接構造を原則とし，その用途に応じて以下に大別する。 

(a) ダクト軸直角の 2方向を拘束するもの

(b) ダクト軸方向及び軸直角の 3方向を拘束するもの

図 5－1～図 5－4に支持構造物の代表例を示す。

（2）支持構造物の構造は,ダクトより作用する地震荷重に対し十分な強度を有する構造とする。尚,
ダクトの荷重は隣接する支持構造物の距離より定まる荷重の負担割合（ダクト長さ）と地震力

から算定する。

図 5－1  2 方向（軸直角方向）拘束の代表例 
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ダクト 

ダクト支持構造物 
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図 5－2  3 方向（軸方向及び軸直角方向）拘束の代表例 

図 5－3  垂直ダクトの支持の代表例 

Ａ
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Ａ～Ａ矢視図 

ＡＡ
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図 5－4  ダクトと支持構造物の接合 

図 5－2におけるＡ部 
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溶接ダクトの場合 

ハゼ折ダクトの場合

ダクト補強（接合）材 

ダクト補強（接合）材 

ダクト支持材 

ダクト支持材 
リベット締め
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1. 概要

本計算書は，ドライウェルフランジ部の強度計算書である。

ドライウェルフランジ部は，設計基準対象施設のドライウェルフランジ部を重大事故等クラス

２容器として兼用される機器である。 

設計基準対象施設としては，東海第二発電所 昭和 48年 4月 9 日付け 47公第 12076 号にて認

可された工事計画書の添付書類「Ⅲ-3-3-2 ドライウェル・フランジ部強度計算書」に評価結果

があり，強度が十分であることを確認している。 

以下，重大事故等クラス 2容器としての強度評価を示す。 

2. 構造説明

2.1 構造計画 

ドライウェルフランジ部の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

・ドライウェルトップヘッド

は，ドライウェルフランジ部で

ボルトによりドライウェル本体

に締結される。 

・上フランジ，下フランジ及び

ボルトにより構成され，フラン

ジ部のガスケットを押圧し，封

止機能を得る鋼製構造物であ

る。 

ドライウェルフランジ部

ドライウェルトップヘッド

ドライウェル本体
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2.2 評価方針 

ドライウェルフランジ部の強度計算は，東海第二発電所 昭和 48 年 4 月 9 日付け 47 公第

12076 号（既工認）にて認可された実績のある手法を適用する。 
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3. 評価部位

ドライウェルフランジ部の形状及び主要寸法を図 3－1に示す。

図 3－1 ドライウェルフランジ部の形状及び主要寸法 
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4. 設計条件 

4.1 評価条件（重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度） 

(1) 内圧ＰＤ 620 kPa 

(2) 温度ＴＤ 200 ℃ 

4.2 材料及び許容応力 

4.2.1 材料 

(1) フランジ  (SGV480 相当) 

(2) ボルト    (SNCM439 相当) 

4.2.2 荷重の組合せ及び許容応力 

ドライウェルフランジ部に対する荷重の組合せ及び供用状態を表 4－1 に，各材料の供用

状態に対する許容応力を表 4－2及び表 4－3に示す。 

表 4－1 荷重の組合せ及び供用状態 

荷重の組合せ 
供用状態 

番号 運転状態 

1 運転状態Ⅴ 

Ｅ 

（ＥとしてＤの許

容限界を用いる） 



6 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
3
-9
-
1
-1
-
3
 R
0
 

表 4－2 フランジの許容応力 

材料 供用状態 

許容応力強さ 

一次応力 

一次一般膜応力 
一次膜応力 

＋一次曲げ応力 

 

(SGV480 相当) 
Ｅ 281 422 

表 4－3 ボルトの許容応力 

材料 供用状態 

許容応力強さ 

一次応力 

平均引張応力 
平均引張応力 

＋曲げ応力 

(SNCM439 相当) 
Ｅ 576 － 
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5. 応力計算

5.1 計算方法 

ドライウェルフランジ部の応力計算は，設計・建設規格 PVE-3700 を適用し，ＪＩＳ Ｂ８

２６５(2003)「圧力容器の構造－一般事項」に基づいて行う。 

5.2 応力算出に係る構成部材 

5.2.1 ボルト 

(1) 呼び

(2) シャフト径

(3) 数量 n 

(4) ボルトの有効断面積

Ab＝n 
π

4
d2＝

5.2.2 ガスケット 

(1) 材料 布又は石綿を多く含まないゴムシート 

(2) ガスケット係数 m 

(3) 最小設計締付圧力 y 

(4) シ－ト面の接触幅 w

(5) ガスケット接触面の幅 N 

(6) ガスケットの厚さ T 

(7) ガスケット座の基本幅 b 

bo＝
w＋T

2
＝

bomax＝
w＋N

4
＝

bomax<bo なので bo＝bomax＝

bo>6.35 mm の場合 b＝

d 
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5.3 フランジ及びボルトの計算応力 

5.3.1 荷重 

(1) 内圧によってフランジに作用する荷重 

H＝0.785 G2 P 

(2) 内圧によってフランジの内径面に作用する荷重 

HD＝0.785 B2 P 

(3) 内圧によって，フランジに作用する荷重とフランジの内径面に作用する荷重の差 

HT＝H－HD

(4) ガスケット荷重 

HG＝2 b×3.14 m P G1＋G2

5.3.2 長さ 

(1) ボルト穴の中心円から HDの作用点までの半径方向の距離 

hD＝
C－ B＋g1

2

(2) ボルト穴の中心円から HTの作用点までの半径方向の距離 

hT＝
C－ B＋G 2

2

(3) ボルト穴の中心円から HGの作用点までの半径方向の距離 

hG＝
C－ G1＋G2 2

2

5.3.3 モ－メントの計算 

(1) 内圧によってフランジ内径面に加わる荷重によるモ－メント 

MD＝HD hD

(2) 内圧によってフランジに加わる全荷重とフランジ内径面に加わる荷重の差による 

モ－メント 

MT＝HT hT

(3) ガスケット荷重によるモ－メント 

MG＝HG hG

(4) 内圧荷重とガスケット荷重によるモ－メント 

MO＝MD＋MT＋MG
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5.3.4 ボルトに作用する荷重 

W＝
MO
hD

 

5.3.5 応力計算 

(1) フランジの軸方向応力 

σH＝
f Mo

L g1
2 B

(2) フランジの径方向応力 

σR＝
1.33 t e＋1 Mo

L t2 B

(3) フランジの周方向応力 

σT＝
Y Mo

t2 B
－Z σR

(4) ボルトの引張応力 

σb＝
W

Ab
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6. 評価結果 

  フランジ及びボルトの応力評価結果を表 6－1及び表 6－2に示す。 

  評価結果に示すように，発生応力は許容応力以下である。 

表 6－1 フランジの応力評価結果 

 (単位：MPa)  

材料 項目 記号 発生応力 許容値 

(SGV480 相当) 

軸方向応力 σH 185 422 

径方向応力 σR 2 281 

周方向応力 σT 86 281 

組合せ応力 
σH＋σR

2
94 281 

σH＋σT

2
136 281 

表 6－2 ボルトの応力評価結果 

 (単位：MPa)  

材料 項目 記号 発生応力 許容値 

 

(SNCM439 相当) 
引張応力 σb 247 576 
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1. 概要 

本計算書は，ドライウェル本体及びサプレッション・チェンバ本体の強度計算書である。 

ドライウェル本体及びサプレッション・チェンバ本体は，設計基準対象施設のドライウェル

本体及びサプレッション・チェンバ本体を重大事故等クラス 2容器として兼用する機器であ

る。 

設計基準対象施設としては，東海第二発電所 昭和 48年 4月 9日付け 47公第 12076 号にて

認可された工事計画書の添付書類「Ⅲ-3-3-3 ドライウェル円錐部およびサプレッションチェ

ンバ円筒部シェル部およびサンドクッション部強度計算書」に評価結果があり，強度が十分で

あることを確認している。 

以下，重大事故等クラス 2容器としての強度評価を示す。 
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

ドライウェル本体及びサプレッション・チェンバ本体の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

 m 以下においてコ

ンクリートに埋設されてお

り，原子炉格納容器外側壁及

び原子炉建屋の基礎と一体と

なっている。 

上部円錐胴部円筒形の鋼製

容器（胴部内径約  m，全

高約  m）であり，板厚は

 mm である。 

原子炉格納容器の水平地震

力はシアラグ及び原子炉格納

容器下部より原子炉建屋に伝

達される。 

ドライウェル本体 

サプレッション・チェンバ本体 
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2.2 評価方針 

(1) ドライウェル本体及びサプレッション・チェンバ本体の応力評価は，東海第二発電所 

昭和 48 年 4 月 9 日付け 47 公第 12076 号（既工認）にて認可された実績のある手法を適

用する。各荷重による応力は，実績のある三次元シェルモデルによる有限要素解析手法

を適用する。 

(2) 解析コードはＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを用いる。なお，評価に用いる解析コードＭＳＣ 

ＮＡＳＴＲＡＮの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-1 計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3. 形状及び主要寸法

ドライウェル本体及びサプレッション・チェンバ本体の形状及び主要寸法を図 3－1及び図 3

－2に示す。 

図 3－1 ドライウェル円錐部，サプレッション・チェンバ円筒部の形状及び主要寸法（単位：mm） 
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図 3－2 サプレッション・チェンバ円筒部，サンドクッション部の形状及び主要寸法（単位：mm） 



7 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
3
-9
-
1
-1
-
4
 R
0
 

4. 設計条件 

4.1 設計荷重 

(1)  重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

内圧ＰSA   620 kPa＊

温度ＴSA   200 ℃ 

注記 ＊：逃がし安全弁作動時荷重及び原子炉冷却材喪失事故時荷重と組み合わせる場合

には，事象に応じた内圧を設定する。 

(2) 死荷重 

死荷重はドライウェル本体及びサプレッション・チェンバ本体の自重及びシェルに取付く

アタッチメントの重量を考慮したものである。死荷重の値が大きく変化する代表的応力評価

点に対して荷重の大きさを示す。 

応力評価点 P3   N 

応力評価点 P4   N 

応力評価点 P5   N 

応力評価点 P6   N 

(3) 活荷重 

内部機器支持ビームから加わる荷重（燃料交換時以外）  N 

内部機器支持ビームから加わる荷重（燃料交換時）  N 

イクイプメントハッチ床に加わる荷重  N 

パーソネルエアロック床に加わる荷重  N 

サプレッション・チェンバ内のキャットウォークに加わる荷重  N 

溶接パッドの支持荷重  N 

(4) 水荷重 

ドライウェル下フランジ・シールプレートに加わる荷重（燃料交換時） 

  N 

リングガーターにかかるサプレッション・チェンバ内保有水重量  N 

スプレイヘッダ内保有水重量  N 

重大事故等対処設備の評価に用いる水荷重として，下記の冠水水位による水頭圧を考慮す

る。 

冠水水位  mm 

(5) 逃がし安全弁作動時荷重 

最大正圧 kPa 

最大負圧 kPa 

(6) 原子炉冷却材喪失事故時荷重 

最大正圧 kPa 

最大負圧 kPa 



8 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
3
-9
-
1
-1
-
4
 R
0
 

4.2 材料及び許容応力 

(1) 材料 

応力計算に使用する材料を表 4-1 に示す。 

表 4－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

ドライウェル円錐部シェル SGV49 相当  SGV480＊

サプレッション・チェンバ 

円筒部シェル 
SGV49 相当  SGV480＊

注記 ＊：新 JIS を示す。 

 (2) 荷重の組合せ及び許容応力 

重大事故等対処設備の評価における荷重の組合せ及び供用状態を表 4－2 に，供用状態に

対する許容応力を表 4－3に示す。 

表4－2 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 供用状態 

原子炉 

格納施設 

原子炉 

格納容器 

ドライウェル本体

及びサプレッショ

ン・チェンバ本体 

常設耐震／

防止 

常設 

／緩和 

重大 

事故等 

クラス

２容器 

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ

Ｅ 

（Ｅとして

Ｄの許容限

界を用いる）

注記＊：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大

事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

表4－3 許容応力（重大事故等対処設備） 

(単位：MPa) 

材料 供用状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力 

Ｐｍ ＰＬ＋Ｐｂ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ

SGV480  Ｅ 281 422 － 
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5. 応力計算 

5.1 応力評価点 

ドライウェル本体及びサプレッション・チェンバ本体の形状及び応力レベルを考慮して設定

した応力評価点を表 5－1及び図 3－1及び図 3－2に示す。 

表 5－1 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

P1 円筒部と円錐部の接合部 

P2 円錐部の角度変化部 

P3 円錐部の板厚変化部 

P4 円錐部と円筒部の接合部 

P5 円筒部（中央部） 

P6 底部のフランジプレートとの接合部 
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5.2 計算方針 

各荷重によりドライウェル本体及びサプレッション・チェンバ本体に生じる応力は，解析コ

ードＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを使用して計算する。ドライウェル本体及びサプレッション・チ

ェンバ本体の計算モデルを図 5－1に，計算モデルの諸元を表 5-2 に示す。 

図 5－1 計算モデル 
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表 5－2 解析モデル諸元表 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － SGV480 

質量 ｍ０ kg －＊1

温度条件 Τ ℃ －＊2

縦弾性係数 Ｅ MPa －＊2

ポアソン比 ν －  

要素数 － 個 

節点数 － 個 

注記 ＊1：単位荷重による解析のため，質量の入力は不要。 

＊2：動的応答を考慮しない為，温度及び剛性（縦弾性係数）は解析結果に影響しない。 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

ドライウェル本体及びサプレッション・チェンバ本体の重大事故等対処設備としての強度評

価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足している。 

(1) 供用状態Ｅに対する評価 

供用状態Ｅに対する応力評価結果を表 6－1に示す。 

表 4－2に示す荷重の組合せについて記載している。 



1
3
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表 6－1 供用状態Ｅに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

Ｅ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

ドライウェル本体

及びサプレッショ

ン・チェンバ本体 

P1 円筒部と円錐部の接合部 一次膜応力＋一次曲げ応力 289 422 ○  

P2 円錐部の角度変化部 一次膜応力＋一次曲げ応力 67 422 ○  

P3 円錐部の板厚変化部 一次膜応力＋一次曲げ応力 206 422 ○  

P4 円錐部と円筒部の接合部 一次膜応力＋一次曲げ応力 157 422 ○  

P5 円筒部（中央部） 
一次一般膜応力 275 281 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 275 422 ○  

P6 底部のフランジプレートとの接合部 一次膜応力＋一次曲げ応力 76 422 ○  
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1. 概要

本計算書は，原子炉格納容器貫通部の強度計算書である。

原子炉格納容器貫通部は，設計基準対象施設の原子炉格納容器貫通部を重大事故等クラス２

容器として兼用する機器である。 

設計基準対象施設としては，東海第二発電所 平成 20年 4月 7日付け平成 20・02・29 原第

41 号にて認可された工事計画書の参考資料，「参考資料 2-1 原子炉格納容器貫通部の評価につ

いて」に評価結果があり，強度が十分であることを確認している。 

以下，重大事故等クラス２容器としての強度評価を示す。 
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

原子炉格納容器貫通部の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉格納容器貫通部は原子

炉格納容器により支持され

る。 

原子炉格納容器に円筒形スリ

ーブが取り付けられた鋼製構

造物である。 

原子炉格納容器

貫通部 
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2.2 評価方針 

(1) 原子炉格納容器貫通部の応力評価のうち，原子炉格納容器側の応力については，原子炉

格納容器に作用する荷重（死荷重，圧力）による応力と，貫通部に作用する荷重（配管

反力）による応力を組み合わせて評価する。原子炉格納容器に作用する荷重による応力

は，添付書類「Ⅴ-3-9-1-1-4 ドライウェル本体及びサプレッション・チェンバ本体の

強度計算書」で計算した応力を用い，貫通部に作用する荷重による応力は，実績のある

三次元シェルモデルによる有限要素解析手法を適用する。

(2) 解析コードはＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを用いる。なお，評価に用いる解析コードＭＳＣ

ＮＡＳＴＲＡＮの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-1 計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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3. 形状及び主要寸法

原子炉格納容器貫通部の形状及び主要寸法を図 3－1及び表 3－1に示す。

図3－1 原子炉格納容器貫通部の形状 

表3－1 原子炉格納容器貫通部の主要寸法 

(単位：mm) 

貫通部番号 Ｔ1 Ｔ2 ｄｏ ｔｎｏ Ｒ＊

X-31

X-34

注記 ＊：原子炉格納容器中心から原子炉格納容器内側までの距離 

スリーブ

原子炉格納容器内側
ｔ

ｎ
ｏ

Ｒ＊

Ｔ2

φ
ｄ

o

Ｔ1
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4. 設計条件

4.1 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

内圧ＰＳＡ 620 kPa 

温度ＴＳＡ 200 ℃ 

(2) 配管荷重

貫通部に作用する配管反力による設計荷重を表 4－1に示す。設計荷重の作用方向を

図 4－1に示す。 

表 4－1 配管反力による設計荷重 

貫通部番号 荷重の種類 
軸力(N) モーメント(N･mm)

Ｐ ＭＣ ＭＬ

X-31 死荷重 

X-34 死荷重 
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図 4－1 地震荷重の作用方向 

鉛直方向 水平方向 

ＭＣ(Ｗ) 

原子炉格納容器胴 

ＭＣ(Ｅ) 

スリーブ

Ｐ(Ｓ) 

Ｐ(Ｎ) 

原子炉格納容器胴 

ＭＬ(Ｕ) 

ＭＬ(Ｄ) 

スリーブ
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4.2 材料及び許容応力 

(1) 材料

表 4－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

原子炉格納容器胴 SGV49 相当 SGV480＊

補強板 SGV49 相当 SGV480＊

注記 ＊：新 JIS を示す。 

(2) 荷重の組合せ及び許容応力

重大事故等対処設備の評価における荷重の組合せ及び供用状態を表 4－2 に，供用状態に

対する許容応力を表 4－3に示す。 

表4－2 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 供用状態 

原子炉 

格納施設 

原子炉 

格納容器 

原子炉 

格納容器 

貫通部 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故

等クラス

２容器 

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ

Ｅ 

（Ｅとし

てＤの許

容限界を

用いる） 

注記 ＊：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大

事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

表4－3 許容応力（重大事故等対処設備） 

(単位：MPa) 

材料 供用状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力 

Ｐ ＰＬ＋Ｐｂ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ

SGV480 Ｅ － 422 － 
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5. 応力計算

5.1 応力評価点 

貫通部の形状及び応力レベルを考慮して設定した応力評価点を表 5－1 及び図 5－1 に示す。 

表 5－1 応力評価点 

貫通部番号 応力評価点番号 応力評価点 

X-31

Ｐ１ 
原子炉格納容器胴とスリーブとの取付部 

（Ｐ１－Ａ～Ｐ１－Ｃ） 

Ｐ２ 
補強板取付部 

（Ｐ２－Ａ～Ｐ２－Ｃ） 

X-34

Ｐ３ 
原子炉格納容器胴とスリーブとの取付部 

（Ｐ３－Ａ～Ｐ３－Ｃ） 

Ｐ４ 
補強板取付部 

（Ｐ４－Ａ～Ｐ４－Ｃ） 
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図 5－1 応力評価点 

Ａ～Ａ矢視図 

P2 B ,  P4 B

P1 C ,  P3 C

P1 A ,  P3 A

P2 C ,  P4 C

P1 B ,  P3 B

P2 A ,  P4 A

P1 B ,  P3 B

P2 B ,  P4 B

P2 A ,  P4 A

P1 A ,  P3 A

原子炉格納容器内側 原子炉格納容器外側 
Ａ 

Ａ 

スリーブ
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5.2 計算方針 

5.2.1 原子炉格納容器に作用する荷重による応力 

原子炉格納容器に作用する内圧及び死荷重による応力は，添付書類「Ⅴ-3-9-1-1-4 ド

ライウェル本体及びサプレッション・チェンバ本体の強度計算書」で計算した応力を用い

る。 

5.2.2 貫通部に作用する荷重による応力 

貫通部に作用する死荷重による応力は，解析コードＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを用いて計

算する。 

貫通部番号 X-31 及び X-34 の計算モデルを図 5－2及び図 5－3に示す。 

図 5－2 貫通部番号 X-31 の解析モデル 
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図 5－3 貫通部番号 X-34 の解析モデル 
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表 5－2 解析モデル諸元表 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － SGV480 

質量 ｍ０ kg －＊1

温度条件 Τ ℃ 4.1に記載のとおり 

縦弾性係数 Ｅ MPa －＊2

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 図5-2～図5-3に 

記載のとおり 節点数 － 個 

注記 ＊1：単位荷重による解析のため，質量は定義不要。 

＊2：動的応答を考慮しない為，剛性（縦弾性係数）は解析結果に影響しない。 
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6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉格納容器貫通部の重大事故等対処設備としての強度評価結果を以下に示す。発生値は

評価基準値を満足している。 

(1) 供用状態Ｅに対する評価

供用状態Ｅに対する応力評価結果を表 6－1に示す。

表 4－2に示す荷重の組合せについて記載している。
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表 6－1 供用状態Ｅに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

Ｅ

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

原子炉格納容器 

貫通部 

X-31

Ｐ１ 
原子炉格納容器胴とスリーブとの

取付部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 269 422 ○ 

Ｐ２ 補強板取付部 一次膜応力＋一次曲げ応力 270 422 ○ 

原子炉格納容器 

貫通部 

X-34

Ｐ３ 
原子炉格納容器胴とスリーブとの

取付部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 270 422 ○ 

Ｐ４ 補強板取付部 一次膜応力＋一次曲げ応力 270 422 ○
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1. 一般事項 

本計算書は，炉心シュラウドの応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-3-2-1 炉心支持構造物の応力解析の方針」(以下「応力解析の方針」とい

う。)の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ｄi

Ｄo

Ｒo

Ｉ 

ｔ

σb

σba 

σc

σca

断面積 

内径 

外径 

外半径 

断面二次モーメント 

厚さ 

平均支圧応力 

許容支圧応力 

圧縮応力 

許容圧縮応力 

mm2

mm 

mm 

mm 

mm4

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

ａ. 差圧 

ｂ. 外荷重 

差圧及び外荷重の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材料 

P05,P05’

P06,P06’

P08,P08’

P07,P07’

P01,P01’

P02,P02’

P04,P04’

P03,P03’

上部胴 
〔SUS304L 相当〕 
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中間胴 
〔SUS304L 相当〕 

下部胴 
〔SUS304L 相当〕 



表 1－1(1) 計算結果の概要 

部分及び材料 供用状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜 

＋一次曲げ応力強さ 

（MPa） 

応力 

強さ 
許容値

  応力 

 評価面 

応力 

強さ 
許容値 

  応力 

 評価面 

上部胴 

SUS304L  
Ｅ 11 150 P01-P02 11 226 P01-P02 

中間胴 

SUS304L  
Ｅ 11 150 P03-P04 11 226 P03-P04 

下部胴 

SUS304L  
Ｅ 20 150 P07-P08      20 226 P07-P08 

3
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表 1－1(2) 計算結果の概要 

部分及び材料 供用状態 
支圧応力(MPa) 

平均支圧応力 許容値 

上部格子板支持面 

SUS304L  
Ｅ 1 217 

炉心支持板支持面 

SUS304L  
Ｅ 1 217 

表 1－1(3) 計算結果の概要 

部分及び材料 供用状態 

座屈に対する評価 

(MPa) 

圧縮応力 許容値 

下部胴 

SUS304L  
Ｅ 2 50 
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

なお，下部胴とシュラウドサポートとの接合部の応力解析及び評価は，添付書類「Ⅴ-3-別添

6-2 シュラウドサポートの応力計算書」に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界 

物性値及び許容限界は，「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

σt ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 σ

σr

σt

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
3
-別

添
6
-
1 
R
0
 



6 

3. 応力計算 

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。また，各応力評価点の断面性状を表 3－1に示す。 

3.2 差圧による応力 

3.2.1 荷重条件（L02） 

重大事故等時の条件による差圧を「応力解析の方針」の 4.3節に示す。 

3.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐによる一次一般膜応力は，次式で求める。 

・Ｐ
Ｙ－1

1
＝σt

・Ｐ
－１Ｙ

1
＝σ

2

・Ｐ
Ｙ＋１

1
＝－σr

ここで，
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04） 

炉心シュラウドに働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.4 節に示す。 

3.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

2

Ｄ
・

Ｉ

Ｍ
＋

Ａ

Ｖ
＝σ

o

Ａ

Ｈ
＝τt

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は，

一次一般膜応力と同じである。 

3.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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4. 応力強さの評価 

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－1に示す。 

表 4－1より，供用状態Ｅの一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7 節

に示す許容値を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－2に示す。 

表 4－2より，供用状態Ｅの一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節

及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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5. 特別な評価 

炉心シュラウドの上部格子板支持面及び炉心支持板支持面には，鉛直荷重により支圧応力が生

じるため，支圧応力の評価を行う。 

軸圧縮荷重に対しては，炉心シュラウド下部胴について，座屈に対する評価を実施する。 

5.1 支圧応力の評価 

5.1.1 支圧面積 

(1) 上部格子板支持面（図 5－1(1)参照） 

上部格子板支持面の支圧荷重を受ける面積は次のようになる。 

Ａ＝

＝

(2) 炉心支持板支持面（図 5－1(2)参照） 

炉心支持板支持面の支圧荷重を受ける面積は次のようになる。 

Ａ＝

5.1.2 支圧荷重 

重大事故等時の条件における上部格子板支持面及び炉心支持板支持面に作用する鉛直力

を「応力解析の方針」の 4.2 節の表 4－1(1)（荷重作用点Ｆ及びＧ）に示す。 

5.1.3 平均支圧応力 

平均支圧応力σbは，次式により求める。 

Ａ

Ｖ
＝σb

5.1.4 支圧応力の評価 

供用状態Ｅにおける支圧応力の評価を表 5－1に示す。 

表 5－1 より，供用状態Ｅにおける平均支圧応力は，「応力解析の方針」の表 3－4(3)に

示す許容値を満足する。 
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5.2 座屈に対する評価 

炉心シュラウドに圧縮応力を発生させる荷重を，「応力解析の方針」の表 4－1(1)に示す。こ

れらの荷重の組合せにより発生する圧縮応力の評価を行う。 

5.2.1 計算データ 

内径 ： Ｄi ＝

外径 ： Ｄo ＝Ｄi＋2・ｔ 

   ＝

   ＝

断面積 ： Ａ ＝ )－Ｄ・(Ｄ
4

π 22
io

   ＝

   ＝

5.2.2 圧縮応力 

重大事故等時の条件での圧縮応力は，次のように求める。 

供用状態Ｅ 

＝
Ａ

Ｖ
＝σc

  ＝2 MPa 

5.2.3 許容圧縮応力 

重大事故等時の条件での許容圧縮応力は，次のように求める。 

供用状態Ｅにおける許容圧縮応力は，次の 2つの値のうち小さい方の値を用いる。 

2.0・Ｓm＝193 MPa 

2.0・Ｂ＝77 MPa 

(供用状態Ｅの温度  ℃における値) 

ここで，Ｂ値は次のようにして求める。 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 12 より， 

＝
0.125

＝
／ｔＲ

0.125

o

を用いて， 

2.0・Ｂ ＝77 MPa 

ゆえに，許容圧縮応力は継手効率を考慮し， 

σca＝50 MPa 

5.2.4 座屈に対する評価 

供用状態Ｅにおける座屈に対する評価を表 5－2に示す。 

表5－2より，供用状態Ｅにおける圧縮応力は，5.2.3項に示す許容圧縮応力を満足する。 
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図 5－1(1) 支圧荷重の支持面（上部格子板）(単位：mm) 

図 5－1(2) 支圧荷重の支持面（炉心支持板）(単位：mm) 

Ｖ

上部格子板 

Ｖ：鉛直力 

Ｖ
炉心支持板 

Ｖ：鉛直力 
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表 3－1 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄi 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 

P05，P06 

P07，P08 
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表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 
許容値

P01 

P02 
11 150＊

P01’
P02’

11 150＊

P03 

P04 
11 150＊

P03’
P04’

11 150＊

P05 

P06 
11 150＊

P05’
P06’

11 150＊

P07 

P08 
20 150＊

P07’
P08’

20 150＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 
許容値

P01 

P02 
11 226＊

P01’
P02’

11 226＊

P03 

P04 
11 226＊

P03’
P04’

11 226＊

P05 

P06 
11 226＊

P05’
P06’

11 226＊

P07 

P08 
20 226＊

P07’
P08’

20 226＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 5－1(1) 支圧応力の評価 

    応力評価面 ： 上部格子板支持面     （単位：MPa） 

条件 
平均支圧応力 

σb

許容支圧応力 

σba

供用状態Ｅ 1 217 

表 5－1(2) 支圧応力の評価 

    応力評価面 ： 炉心支持板支持面     （単位：MPa） 

条件 
平均支圧応力 

σb

許容支圧応力 

σba

供用状態Ｅ 1 217 

表 5－2 座屈に対する評価 

    応力評価部位 ： 下部胴      （単位：MPa） 

条件 
圧縮応力 

σc

許容圧縮応力 

σca

供用状態Ｅ 2 50 
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1. 一般事項 

  本計算書は，シュラウドサポートの応力計算書である。 

 1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図1－1に示す。 

 1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-3-2-1 炉心支持構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」と

いう。）の2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｆ 

ｆｃ

Ｉ 

ｉ 

ｋ

Ｔ

Λ 

λ 

ν 

シュラウドサポートレグ 1本当たりの断面積 

シュラウドサポートレグの幅 

部材両端の拘束条件に対する座屈長さの係数 

許容応力度 

許容圧縮応力 

座屈軸についての断面二次モーメント 

座屈軸についての断面二次半径 

シュラウドサポートレグの長さ 

座屈長さ 

シュラウドサポートレグの板厚 

限界細長比 

有効細長比 

設計・建設規格 SSB-3121.1(3)a.におけるν 

 mm2

mm 

－

MPa 

MPa 

 mm4

mm 

mm 

mm 

mm 

－

－

－
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1.3 考慮する荷重 

   考慮した荷重の値を「応力解析の方針」の4章に示す。 

 1.4 計算結果の概要 

   計算結果の概要を表1－1に示す。 

   なお，供用状態Ｅにおける評価結果は，添付書類「Ⅴ-2-3-3-2-3 シュラウドサポートの耐

震性についての計算書」にて選定した，各部分を代表する応力評価面について記載している。 

注：以下，シュラウドサポートレグ，シュラウドサポートシリンダ，シュラウドサポート

プレート及び炉心シュラウド下部胴を，それぞれ「レグ」，「シリンダ」，「プレート」

及び「下部胴」という。 
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図1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm）
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表1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 供用状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

（MPa） 

応力 

強さ 

許容値 応力評価面 応力 

強さ 

許容値 応力評価面 

レグ 

NCF600 
Ｅ 48 300 P01 - P02 48 450 P01 - P02 

シリンダ 

NCF600 
Ｅ 109 334 P07 - P08 109 501 P07 - P08 

プレート 

NCF600 
Ｅ 107 334 P13  P14 107 501 P13  P14 

下部胴 

SUS304L 
Ｅ 58 209 P17  P18 58 313 P17  P18 

NT2 補③ Ⅴ-3-別添 6-2 R0 

4
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2. 計算条件 

 2.1 解析範囲 

   解析範囲を図1－1に示す。 

2.2 重大事故等時の条件 

   重大事故等時の条件を「応力解析の方針」の4.2節に示す。 

 2.3 材料 

   各部の材料を図1－1に示す。 

 2.4 物性値及び許容限界 

   物性値及び許容限界は，「応力解析の方針」の3.4節及び3.6節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

 2.5 応力の記号と方向 

   応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

    σｔ： 周方向応力 

    σl ： 軸方向応力 

    σｒ ： 半径方向応力 

σｔ

σl

σｒ

σl

σｔ

σｒ
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3. 応力計算 

 3.1 応力評価点 

   応力評価点の位置を図1－1に示す。 

 3.2 外荷重による応力 

  3.2.1 荷重条件（L04） 

シュラウドサポートに作用する外荷重を「応力解析の方針」の4.4節に示す。 

3.3 応力の評価 

   各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の5.4節に示す。 

4. 応力強さの評価 

 4.1 一次一般膜応力強さの評価 

   供用状態Ｅにおける評価をまとめて，表4－1に示す。 

   表4－1より，供用状態Ｅの一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の3.6節及び3.7節に

示す許容値を満足する。 

 4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

   供用状態Ｅにおける評価をまとめて，表4－2に示す。 

   表4－2より，供用状態Ｅの一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の3.6節及

び3.7節に示す許容値を満足する。 
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5. 特別な評価 

 5.1 座屈に対する評価 

   レグには，シュラウドサポートに作用する外荷重により，圧縮応力が生じる。したがって，

これらの荷重の組合せにより発生する圧縮応力の評価を行う。 

   5.1.1 計算データ 

(1) 座屈長さ ｋ

ｋ＝Ｃ・ ＝ 0.7×  ＝  mm 

ここで，Ｃ＝ 0.7 

：レグの長さ＝  mm 

    (2) 座屈軸についての断面二次半径 ｉ 

i＝
Ａ

Ｉ
＝ ＝36.0844 mm 

      ここで，Ｉ：座屈軸についての断面二次モーメント 

＝
12

1
・Ｔ3・Ｂ＝  mm4

          Ｔ：レグの板厚＝ mm 

          Ｂ：レグの幅 ＝ mm 

          Ａ：レグ1 本当たりの断面積 

           ＝Ｔ・Ｂ＝  mm2

    (3) 有効細長比 λ 

λ＝
k

i
＝

 5.1.2 外荷重 

      シュラウドサポートに作用する外荷重を「応力解析の方針」の4.4節に示す。 

  5.1.3 圧縮応力 

     供用状態Ｅにおいてレグに発生する最大圧縮応力は，応力評価面P03'-P04'での一次一

般膜応力（σl）に注目して，表5－1に示す。 
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   5.1.4 許容圧縮応力 

     供用状態Ｅにおける許容圧縮応力の計算は，設計・建設規格 SSB-3121を準用して計算

する。 

      供用状態Ｅにおける許容応力度Ｆは，以下の3つの値のうち小さい方を用いる。 

      1.35・Ｓｙ＝ 261 MPa （  ℃における値） 

      0.7 ・Ｓｕ＝ 350 MPa （  ℃における値） 

      1.2 ・Ｓｙ＝ 294 MPa （室温における値） 

       したがって，許容応力度Ｆ＝ 261 MPaとする。 

  供用状態Ｅにおける許容圧縮応力ｆｃは，Ｆ＝ 261 MPa に対して次のように得られる。 

 限界細長比：Λ＝
Ｆ6・0

Ｅ・π2

.
＝

2616×0

×π2

.

＝

      ここで，Ｅ：縦弾性係数＝  MPa  ℃における値） 

      ゆえに，λ＜Λなのでｆｃは， 

ｆｃ＝1.5×
2

Λ

λ
・1－0.4 ・

ν

Ｆ

＝1.5×             ×         ＝245 MPa 

      ここで，ν＝1.5＋
3

2
・

2

Λ

λ

＝1.5＋
3

2
×  ＝1.54875 

   5.1.5 座屈に対する評価 

      供用状態Ｅにおける座屈に対する評価を表5－1に示す。 

表5－1より，各許容応力状態における圧縮応力は，許容圧縮応力を超えないため，座屈

は発生しない。 
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表4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

       （単位：MPa） 

評価面 

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 
許容値 

P01 

P02 48 300＊

P01’

P02’ 48 300＊

P03 

P04 43 334 

P03’

P04’ 43 334 

P05 

P06 82 334 

P05’

P06’ 82 334 

P07 

P08 109 334 

P07’

P08’ 109 334 

P09 

P10 104 334 

P09’

P10’ 104 334 

P11 

P12 94 300＊

P11’

P12’ 94 300＊

P13 

P14 107 334 

P13’

P14’ 107 334 

P15 

P16 69 300＊

P15’

P16’ 69 300＊

P17 

P18 58 209＊

P17’

P18’ 58 209＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

       （単位：MPa） 

評価面 

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 
許容値 

P01 

P02 48 450＊

P01’

P02’ 48 450＊

P03 

P04 43 501 

P03’

P04’ 43 501 

P05 

P06 82 501 

P05’

P06’ 82 501 

P07 

P08 109 501 

P07’

P08’ 109 501 

P09 

P10 104 501 

P09’

P10’ 104 501 

P11 

P12 94 450＊

P11’

P12’ 94 450＊

P13 

P14 107 501 

P13’

P14’ 107 501 

P15 

P16 69 450＊

P15’

P16’ 69 450＊

P17 

P18 58 313＊

P17’

P18’ 58 313＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表5－1 座屈に対する評価 

                               （単位：MPa） 

状態 圧縮応力 許容圧縮応力 

供用状態Ｅ 6 245 
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1. 一般事項 

本計算書は，上部格子板の応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-3-2-1 炉心支持構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」とい

う。）の 2章による。さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

ｂ

ｈa

Ｉy

Ｌ

断面積 

グリッドプレートの厚さ 

グリッドプレートの高さ 

断面二次モーメント 

最長グリッドプレートの長さ 

mm2 

mm 

mm

mm4 

mm 

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

a. 差圧 

b. 外荷重 

各荷重の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続及び厳しい荷重作用点に着目し，応力評

価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

P01,P01’

P02,P02’

P02,P02’

P01,P01’

ｙ

ｘ

ｚ
ｙ

ｘ
Ａ～Ａ断面図 

グリッドプレート 

〔SUS304 相当〕 

ｂ

ｈ
a

ｚ

ｂ ＝ 

ｈa ＝ 

Ａ

Ａ
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：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 



表 1－1 計算結果の概要

部分及び材料 供用状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋ 

一次曲げ応力強さ 

（MPa） 

応力 

強さ 
許容値

 応力 

 評価面 

応力 

強さ 
許容値 

 応力 

 評価点 

グリッドプレート 

SUS304  
Ｅ 2 260 P01-P02 5 391 P01 

NT2 補③ Ⅴ-3-別添 6-3 R0 

3
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界 

物性値及び許容限界は，「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

なお，主応力の算出は，「応力解析の方針」の 5.4.1 項に示される式において，σt，σ ， 

σr，τrtをそれぞれσx，σy，σz，τzxに添字を置き換えて求める。 

σx ：ｘ方向応力 

σy ：ｙ方向応力 

σz ：ｚ方向応力 

τzx ：せん断応力
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3. 応力計算 

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。また，各応力評価点の断面性状を表 3－1に示す。 

3.2 差圧による応力 

3.2.1 荷重条件（L02） 

重大事故等時の条件による差圧を「応力解析の方針」の 4.3節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，供用状態Ｅでの応力は，比例計算により求める。 

3.2.2 計算方法 

差圧Ｐ34 による応力は，以下により求める。なお，計算は，最大応力の発生する最長の

グリッドプレートについて行う。計算モデルを図 3－1に示す。 

(1) 一次応力 

a. 差圧Ｐ34による荷重 

・b・Ｌ＝－ＰＷ 34P

b. 端部におけるモーメント 

12

・ＬＷ
Ｍ＝

P

c. 曲げ応力 

2

ｈ
・

Ｉ

Ｍ
＝σ

a

y
x

d. せん断応力 

2・Ａ

Ｗ
＝τ

P
zx
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3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04） 

上部格子板に働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.4 節に示す。 

3.3.2 計算方法 

外荷重による応力は，以下により求める。 

(1) 一次応力 

a. 鉛直方向荷重による応力 

(a) グリッドプレートの端部における鉛直方向荷重   

Ｖ＝Ｗv

(b) グリッドプレートの端部におけるモーメント 

12

・ＬＷ
＝Ｍ

v
v

(c) 曲げ応力 

2

ｈ
・

Ｉ

Ｍ
＝σ

a

y

v
x

(d) せん断応力 

2・Ａ

Ｗ
＝τ

v
zx

3.4 応力の評価 

   各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強 

さを算出する。応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
3
-別

添
6
-
3 
R
0
 



7 

4. 応力強さの評価 

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－1に示す。 

表 4－1より，供用状態Ｅの一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7 節

に示す許容値を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－2に示す。 

表 4－2より，供用状態Ｅの一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節

及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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図 3－1 応力計算モデル（鉛直方向荷重）（単位：mm） 

表 3－1 断面性状 

応力評価点 
b 

(mm) 

ｈa

(mm) 

Ａ 

(mm2) 

Ｉy

(mm4) 

P01，P02 N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
3
-別

添
6
-
3 
R
0
 

ｙ ｘ

ｚ ｚ

Ｌ 

Ｖ

Ｍ

ｂ

ｈ
a

Ｐ34

Ｌ  ＝

ｈa ＝

ｂ  ＝
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表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
2 260 

P01’
P02’

2 260 

表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価点

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 

許容値

P01 5 391 

P01’ 5 391 

P02 5 391 

P02’ 5 391 
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1. 一般事項

本計算書は，炉心支持板の応力計算書である。

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-3-2-1 炉心支持構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」とい

う。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

ａi

ｂe

Ｄ 

ｄ 

ｅ0

ｅ0’
ｅ1

ｅ1’
ｅ2

ｅ3

ＦS

ｈc

ｈ0

ｈ1

Ｉ0

Ｉ1

Ｉ2

Ｉ3

i 

p

ｔ 

補強ビーム固定端から中央部までの長さ 

等価幅 

制御棒案内管用穴径 

中性子計測案内管用穴径 

中立軸からの距離 

中立軸からの距離 

中立軸からの距離 

中立軸からの距離 

中立軸からの距離 

中立軸からの距離 

せん断力 

支持板の厚さ 

補強ビーム固定端の高さ 

補強ビーム高さ 

断面二次モーメント 

断面二次モーメント 

断面二次モーメント 

断面二次モーメント 

補強ビーム固定端近傍から中央部までの長さ 

補強ビーム1スパン当たりの長さ 

補強ビーム厚さ 

mm

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

N 

mm 

mm 

mm 

mm4

mm4

mm4

mm4

mm 

mm 

mm 
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1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

ａ. 差圧 

ｂ. 外荷重 

各荷重の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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注 1：Ｂ部の詳細は図 1－1(2)に示す。  

注 2：各補強ビームの寸法を図 1－1(3)に示す。 

図 1－1(1) 形状・寸法・材料・応力評価点 

Ｘ

P07，P07’
P08，P08’

補強ビーム No.5

補強ビーム No.6

支持板 

〔SUS304 相当〕 

Ａ～Ａ断面図 

Ｙ

N
T
2
 
補
③
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-
3
-別

添
6
-
4 
R
0
 

補強ビーム 

〔SUS304 相当〕 

P01,P01’

補強ビーム No.7 

Ａ Ａ

補強ビーム No.1

補強ビーム No.2

補強ビーム No.3

補強ビーム No.4

P04,P04’

P03,P03’

P02,P02’

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材料 

Ｂ

P05，P05’
P06，P06’

P02,P02’
P01,P01’

P04,P04’
P03,P03’
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図 1－1(2) 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 
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P07,P07’P08,P08’

P05,P05’

：応力評価点 

支持板 

補強ビーム 

Ｃ～Ｃ断面図 Ｂ部詳細図 

P06,P06’Ｃ 

P06,P06’

P02,P02’

P02,P02’ P08,P08’
P07,P07’

P01,P01’

P01,P01’ P05,P05’

Ｃ 
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各補強ビームの寸法 

（単位：mm） 

寸法

ビーム No. 
ａｉ i ｈ0 ｈ1 ｈｃ ｔ 

補強ビーム No.1 

補強ビーム No.2 

補強ビーム No.3 

補強ビーム No.4 

補強ビーム No.5 

補強ビーム No.6 

補強ビーム No.7 

図 1－1(3) 形状・寸法・材料・応力評価点（補強ビーム）（単位：mm） 
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ｈ
0

ｉ

ｈ
c

ｔ

ａi ａi

ｉ

ｈ
1



表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 供用状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力 

強さ 
許容値

応力 

評価面 

応力 

強さ 
許容値 

応力 

評価点 

 補強ビーム 

SUS304 
Ｅ 16 195 P03-P04 98 293 P03 

支持板 

SUS304  
Ｅ 6 260 P07-P08 30 391 P06 

NT2 補③ Ⅴ-3-別添 6-4 R0 

6
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界 

物性値及び許容応力は，「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 
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2.6 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

なお，主応力の算出は，「応力解析の方針」5.4.1 項に示される式において，σt，σ ，σr， 

τ r，τrtをそれぞれσx，σy，σz，τyz，τzxに添字を置き換えて求める。 

σx ：ｘ方向応力

σy ：ｙ方向応力 

σz ：ｚ方向応力 

τyz：せん断応力 

τzx：せん断応力 

σｘ

σｚ

σｙ

支 持 板 
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補強ビーム 

σz

σy

σx
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3. 応力計算 

応力計算において，荷重は図 3－1及び図 3－3に示す各補強ビーム及び各支持板に加わると考

えて計算する。 

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。また，各応力評価点の断面性状を表 3－1に示す。 

3.2 差圧による応力 

3.2.1 荷重条件（L02） 

重大事故等時の条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，供用状態Ｅでの応力は，比例計算により求める。 

3.2.2 計算方法 

(1) 差圧による一次応力の計算 

a. 補強ビーム 

(a) 差圧による荷重 

補強ビームの荷重計算モデルを，図 3－1に示す。 

差圧による単位長さ当たりの分布荷重Ｗ1は，次式で求める。 

）Ｄ・
4

π
－2・・（2・

1
・＝ＰＷ 22

131 p
p

(b) 曲げ応力（一次応力） 

図 3－1に示す補強ビームの荷重計算モデルにより荷重を求め，図 3－2に示す補強

ビームの応力計算モデルにより曲げ応力を求める。ここで，断面二次モーメントＩ0，

Ｉ1は，支持板を穴の部分の面積を除いたものと等しい面積を持つ穴のない帯状の板に

置き換えて計算する。穴としては，制御棒案内管の入る穴及び中性子計測案内管の入

る穴を考慮する。なお，モーメントは最長の補強ビーム No.4 について求める。 

イ. 0≦ｘ≦ iのとき 

(イ) モーメント 

）ｘ－（a・ 22
iA

2

Ｗ
＋Ｍ－Ｍ＝

1

(ロ) 曲げ応力 

σx＝－
Ｍ

Ｉ1

・ｅ1   （補強ビームの下端） 

σx＝
Ｍ

Ｉ1

・ｅ1'   （補強ビームの上端） 

ここで，Ｉ1：Ｉ1部の断面二次モーメント 
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ロ. i≦ｘ≦ａiのとき 

(イ) モーメント 

）ａ・(
2

Ｗ
＋Ｍ＝－Ｍ 221

ｘ－iA

(ロ) 曲げ応力 

σx＝－
Ｍ

Ｉ0

・ｅ0   （補強ビームの下端） 

σx＝
Ｍ

Ｉ0

・ｅ0'   （補強ビームの上端） 

ここで，ＭA：固定端モーメント 

ｉｉ

ｉ
ｉ

iｉ

A
ａ･＋I・)－Ｉ(Ｉ

・ａ
3

Ｗ
・)＋I－Ｉ(Ｉ・

3
－ａ・

2
Ｗ

＝Ｍ
110

3１
110

2
21

Ｉ0：Ｉ0部の断面二次モーメント 

Ｉ1：Ｉ1部の断面二次モーメント 

(c) せん断応力（一次一般膜応力） 

補強ビームの固定端でせん断力は最大となり，補強ビームの中央でせん断力は 0と

なる。 

補強ビームの固定端におけるせん断応力は次式で求める。 

τzx＝
ＦS

Ａ0

ここで， ＦS ：固定端におけるせん断力 

 ＦS ＝Ｗ1・ａｉ

 Ａ0 ：固定端の断面積 

 Ａ0 ＝ｂe・ｈc＋ｈ0・ｔ 

b. 支持板 

支持板の計算モデルを，図 3－3に示す。 

(a) 差圧による荷重 

差圧による単位長さ当たりの分布荷重Ｗ2は，次式で求める。 

)Ｄ・
4

π
・－2・・(2・

2・

1
・＝ＰＷ 2

4

4

132 p

(b) 曲げ応力（一次応力） 

図 3－3に示す支持板の計算モデルにより曲げ応力を求める。 
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イ. モーメント 

22
42 ｙ・

2

Ｗ
ｙ＋・・－ＷＭ＝ＭA

ロ. 曲げ応力 

固定端における曲げ応力は，次式で求める。 

2
2

ｅ・
Ｉ

Ｍ
＝σ

A
y  （支持板の下面） 

2
2

ｅ・
Ｉ

Ｍ
－＝σ

A
y  （支持板の上面） 

また，ｙ＝ mm における曲げ応力は，次式で求める。 

3
3

ｅ・
Ｉ

Ｍ
＝σy  （支持板の下面） 

3
3

ｅ・
Ｉ

Ｍ
－＝σy  （支持板の上面） 

ここで，ＭA：固定端モーメント 

2

23

3

2
4

424323

3

2
4

Ｗ・

)－(・－1
Ｉ

Ｉ
＋・6

)・＋3・・－3・－(・－1
Ｉ

Ｉ
－2・

＝Ｍ

22333

A

Ｉ2：Ｉ2部の断面二次モーメント 

Ｉ3：Ｉ3部の断面二次モーメント 

(c) せん断応力（一次一般膜応力） 

固定端におけるせん断応力は，次式で求める。 

5

42

・ｈ

・Ｗ
＝τ

c
yz

ｙ＝  mmにおけるせん断応力は，次式で求める。 
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－(・
・ｈ

Ｗ
＝τ 4

6

2

c
yz

3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04） 

炉心支持板に働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.4 節に示す。 

3.3.2 計算方法 

(1) 外荷重による一次応力の計算 

a. 補強ビーム 

補強ビームの荷重計算モデルを，図 3－1に示す。 

(a)  死荷重による単位長さ当たりの分布荷重 

死荷重による単位長さ当たりの分布荷重Ｗ3は，次式で求める。 

p

1
3

Ｖ
＝－Ｗ

(b) 曲げ応力及びせん断応力 

3.2.2(1)a.項と同様にして求める。 

b. 支持板 

支持板の計算モデルを図 3－3に示す。 

(a)  死荷重による単位長さ当たりの分布荷重 

死荷重による単位長さ当たりの分布荷重Ｗ5は，次式で求める。 

4

2
5

2・

Ｖ
＝－Ｗ

(b) 曲げ応力及びせん断応力 

3.2.2(1)b.項と同様にして求める。 

3.4 応力の評価 

   各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

   応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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4. 応力強さの評価 

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－1に示す。 

表 4－1より，供用状態Ｅの一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7 節

に示す許容値を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－2に示す。 

表 4－2より，供用状態Ｅの一次一般膜＋一次曲げ応力強さは「応力解析の方針」の 3.6 節及

び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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Ｗ1，Ｗ3：鉛直方向分布荷重 Ｄ ＝

ｐ ＝ 

 ｔ ＝

図 3－1 補強ビームの荷重計算モデル（単位：mm） 

図 3－2(1) 補強ビームの応力計算モデル 
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ｅ1 ＝

ｅ1’ ＝
ｅ0 ＝

ｅ0’ ＝
ｂｅ ＝

ｄ ＝

ここで，ｂｅ＝ )・ｄ
4

π
－・Ｄ

4

π
－2・・(2・

1 222
p

p

図 3－2(2) 補強ビームの応力計算モデル（単位：mm） 
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 Ｄ ＝

 ｈｃ ＝

2 ＝

3 ＝

4 ＝

5 ＝

6 ＝

p ＝

Ｗ2，Ｗ5：鉛直方向分布荷重 

注記 ＊：固定端から最小幅になる部分までの距離 

図 3－3 支持板の荷重計算及び応力計算モデル（単位：mm） 
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表 3－1 断面性状 

応力評価点 
補強ビームに平行な軸 

Ｉ（mm4） ｅ（mm） 

P01，P02 

P03，P04 

P05，P06 

P07，P08 
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表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価点 

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 
許容値

P01＊1 0 260 

P01’ ＊1 0 260 

P02＊1 0 260 

P02’ ＊1 0 260 

P03＊1 16 195＊3

P03’ ＊1 16 195＊3

P04＊1 16 260 

P04’ ＊1 16 260 

P05＊2 3 156＊3

P05’ ＊2 3 156＊3

P06＊2 3 260 

P06’ ＊2 3 260 

P07＊2 6 260 

P07’ ＊2 6 260 

P08＊2 6 260 

P08’ ＊2 6 260 

注記 ＊1：補強ビーム 

                    ＊2：支持板 

＊3：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価点 

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 
許容値

P01＊1 29 391 

P01’ ＊1 29 391 

P02＊1 14 391 

P02’ ＊1 14 391 

P03＊1 98 293＊3

P03’ ＊1 98 293＊3

P04＊1 40 391 

P04’ ＊1 40 391 

P05＊2 17 234＊3

P05’ ＊2 17 234＊3

P06＊2 30 391 

P06’ ＊2 30 391 

P07＊2 20 391 

P07’ ＊2 20 391 

P08＊2 15 391 

P08’ ＊2 15 391 

注記 ＊1：補強ビーム 

                    ＊2：支持板 

＊3：継手効率を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項 

本計算書は，燃料支持金具の応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-3-2-1 炉心支持構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の方針」とい

う。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ｄi

Ｄo

Ｉ 

ｔ

断面積 

内 径 

外 径 

断面二次モーメント 

高 さ 

厚 さ 

mm2

mm 

mm 

mm4 

mm 

mm 

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

ａ. 差圧 

ｂ. 外荷重 

各荷重の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図1－1(1) 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

中央燃料支持金具 

〔SCS13 相当〕 

炉心支持板 

P02,P02’
P01,P01’

制御棒案内管 
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：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 
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図1－1(2) 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 
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＝

炉心支持板 

周辺燃料支持金具 

〔SUS304TP 相当〕 

 

P04,P04’

P03,P03’

：応力評価点 

〔   〕：ＪＩＳ相当材 

（   ）：材   料 



表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋ 

一次曲げ応力強さ 

（MPa） 

応力 

強さ 
許容値

応力 

評価面 

応力 

強さ 
許容値 

応力 

評価面 

中央 

燃料支持金具 

SCS13  

Ｅ 4 248 P01-P02 4 372 P01-P02 

周辺 

燃料支持金具

SUS304TP  

Ｅ 2 104 P03-P04 2 156 P03-P04 

4
 

NT2 補③ Ⅴ-3-別添 6-5 R0 
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界 

物性値及び許容限界は，「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

σt ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 σ

σr

σt
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3. 応力計算 

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 3－1に示す。 

3.2 差圧による応力 

3.2.1 荷重条件（L02） 

重大事故等時の条件による差圧を「応力解析の方針」の 4.2節に示す。 

計算は，設計条件に対して行い，供用状態Ｅでの応力は，比例計算により求める。 

3.2.2 計算方法 

中央燃料支持金具の差圧による応力は，応力評価点の位置における断面で，外径をφ

mmとし，かつ厚さが最小となる円筒を考え計算する。 

中央燃料支持金具の差圧による応力計算のモデルを，図 3－1に示す。 

周辺燃料支持金具の差圧による応力は，応力評価点の位置における断面の円筒を考え計

算する。 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐ13による一次一般膜応力は，次式で求める。 

13・Ｐ
Ｙ－1

1
＝σt

13・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ

2

13・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－σr

ここで，
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04） 

燃料支持金具に働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.4 節に示す。 

3.3.2 計算方法 

中央燃料支持金具の外荷重による応力は，応力評価点の位置における断面で，その断面

の最小幅を内径とし，かつ厚さが最小となる円筒を考え計算する。 

中央燃料支持金具の外荷重による応力計算のモデルを，図 3－2に示す。 

周辺燃料支持金具の外荷重による応力は，応力評価点の位置における断面の円筒を考え

計算する。 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

2

Ｄ
・

Ｉ

Ｍ
＋

Ａ

Ｖ
＝σ

o

Ａ

Ｈ
＝τt

ここで，Ｍ：応力評価点での水平力Ｈにより発生するモーメント 

Ｍ＝Ｈ・

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は，

一次一般膜応力と同じである。 

3.4 応力の評価 

  各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強 

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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4. 応力強さの評価 

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－1に示す。 

表 4－1より，供用状態Ｅの一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7 節

に示す許容値を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－2に示す。 

表 4－3より，供用状態Ｅの一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節

及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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表 3－1 断面性状 

応力評価点 
ｔ

（mm） 

Ｄo 

（mm） 

Ｄi 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01,P02＊

P03,P04 

注記 ＊：上段は差圧による応力計算のモデルの断面性状を示し，下段は外荷重による応力 

計算のモデルの断面性状を示す。 
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図 3－1 中央燃料支持金具の差圧による応力計算モデル（単位：mm） 

図 3－2 中央燃料支持金具の外荷重による応力計算モデル（単位：mm） 
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表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
4 248 

P01’
P02’

4 248 

P03 

P04 
2 104＊

P03’
P04’

2 104＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
4 372 

P01’
P02’

4 372 

P03 

P04 
2 156＊

P03’
P04’

2 156＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項 

本計算書は，制御棒案内管の応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類 「Ⅴ-2-3-3-2-1 炉心支持構造物の応力解析の方針」(以下「応力解析の方針」と

いう。)の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ｄi

Ｄo

Ｉ 

Ｒo

ｔ 

σca 

Ｐa

Ｌ 

断面積 

内径 

外径 

断面二次モーメント 

外半径 

厚さ 

許容圧縮応力 

許容外圧 

長さ 

mm2

mm 

mm 

mm4 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

mm 

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

ａ. 差圧 

ｂ. 外荷重 

差圧及び外荷重の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目

し，応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 
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ｔ Ｄi

Ｄo

Ａ 

P03,P03’

P04,P04’

ボディ 

〔SUS304TP 相当〕 

ベース 

〔SCS13A 相当〕 

Ａ部詳細図 

Ｄo ＝

Ｄi ＝

ｔ ＝

Ｌ ＝

P01,P01’

P02,P02’

Ｌ
 

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材料 



表 1－1(1) 計算結果の概要 

部分及び材料 許容応力状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力 

強さ 
許容値 

 応力 

 評価面 

応力 

強さ 
許容値 

  応力 

 評価面 

下部溶接部 

SCS13A 
Ｅ 10 113 P01-P02 10 170 P01-P02 

長手中央部 

SUS304TP 
Ｅ 9 130 P03-P04 9 195 P03-P04 

3
 

NT2 補③ Ⅴ-3-別添 6-6 R0 



表 1－1(2) 計算結果の概要 

部分及び材料 供用状態 
圧縮応力の評価 (MPa) 外圧の評価 (MPa) 

圧縮応力 許容圧縮応力 外圧 許容外圧 

ボディ 

SUS304TP 
Ｅ 5 55 0.89 

4
 

NT2 補③ Ⅴ-3-別添 6-6 R0 
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2. 計算条件

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界 

物性値及び許容限界は，「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

σt ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 σ

σr

σt
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3. 応力計算

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。また，各応力評価点の断面性状を表 3－1に示す。 

3.2 差圧による応力 

3.2. 荷重条件（L02） 

重大事故等時の条件による差圧を「応力解析の方針」の 4.3節に示す。 

計算は，設計条件に対して行い，供用状態Ｅでの応力は，比例計算により求める｡ 

3.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力

差圧Ｐ13による一次一般膜応力は，次式で求める。

13・Ｐ
Ｙ－1

Ｙ
＝－σt

＝0σ

13・Ｐ
Ｙ＋1

Ｙ
＝－σr

ここで，
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04） 

制御棒案内管に働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

3.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

2

Ｄ
・

Ｉ

Ｍ
＋

Ａ

Ｖ
＝σ

o

Ａ

Ｈ
＝τt

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は，

一次一般膜応力と同じである。 

3.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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4. 応力強さの評価

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－1に示す。 

表 4－1より，供用状態Ｅの一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7 節

に示す許容値を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－2に示す。 

表 4－2より，供用状態Ｅの一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節

及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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5. 特別な評価 

5.1 圧縮応力の評価 

制御棒案内管に圧縮応力を発生させる荷重は，「応力解析の方針」の表 4－1(6)に示す鉛直力

である。これらの荷重の組合せにより発生する圧縮応力の評価を行う。 

5.1.1 計算データ 

外径 ： Ｄo ＝  mm 

内径 ： Ｄi ＝Ｄo－2・ｔ 

   ＝

   ＝

断面積 ： Ａ ＝ )－Ｄ・(Ｄ
4

π 22
io

   ＝

   ＝

5.1.2 圧縮応力 

重大事故等時の条件での圧縮応力は，次のように求める。 

供用状態Ｅ 

cσ ＝
Ａ

Ｖ
＝

  ＝5 MPa 

5.1.3 許容圧縮応力 

重大事故等時の条件での許容圧縮応力は，次のように求める。 

供用状態Ｅにおける許容圧縮応力は，次の 2つの値のうち小さい方の値を用いる。 

2.0・Ｓm＝229 MPa 

2.0・Ｂ＝111 MPa 

(供用状態Ｅの温度  ℃における値) 

ここで，Ｂ値は次のようにして求める。 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 11 より， 

ｔ/Ｒ

0.125

o
＝

/

0.125
＝0.0038 

を用いて， 

2.0・Ｂ ＝111 MPa 

ゆえに，許容圧縮応力は継手効率を考慮し， 

σca＝55 MPa 
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5.1.4 圧縮応力の評価 

供用状態Ｅにおける圧縮応力の評価を表 5－1に示す。 

表5－1より，供用状態Ｅにおける圧縮応力は，5.1.3項に示す許容圧縮応力を満足する。 

5.2 外圧の評価 

ボディに作用する外圧の評価を行う。 

5.2.1 外圧 

重大事故等時の条件における外圧を「応力解析の方針」の図 4－2に示す。 

5.2.2 許容外圧 

供用状態Ｅにおける許容外圧を次に示す。 

(単位：MPa) 

条件 許容外圧 

供用状態Ｅ  2.0・
o3・Ｄ

・ｔ4・Ｂ＊1

＝0.89  

注記 ＊：設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図 11 より 

 求めた供用状態Ｅの温度 ℃におけるＢの値 

 ＝22 MPa 

5.2.3 外圧の評価 

供用状態Ｅにおける外圧の評価を表 5－2に示す。 

表 5－2より，供用状態Ｅにおける外圧は 5.2.2 項に示す許容外圧を満足する。 
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表 3－1 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄo 

（mm） 

Ｄi 

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 
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表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

(単位：MPa) 

応力 

評価面 

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 
許容値

P01 

P02 
10 124 * 

P01’
P02’

10 124 * 

P03 

P04 
9 130 * 

P03’
P04’

9 130 * 

＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

(単位：MPa) 

応力 

評価面

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 
許容値 

P01 

P02 
10 186 * 

P01’
P02’

10 186 * 

P03 

P04 
9 195 * 

P03’
P04’

9 195 * 

＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 5－1 軸圧縮応力の評価 

(単位：MPa) 

条件 圧縮応力 許容圧縮応力 

供用状態Ｅ 5 55 

表 5－2 外圧の評価 

(単位：MPa) 

条件 
外圧 

Ｐ13

許容外圧 

Ｐa

供用状態Ｅ 0.89 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
3
-別

添
6
-
6 
R
0
E 



Ⅴ-3-別添7-1 ジェットポンプの応力計算書 

東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号 工認-1038 改 0 

提出年月日 平成 30年 8 月 16 日 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
3
-別

添
7
-
1 
R
0
 

本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から

公開できません。 



目－1 

目次

1. 一般事項                                    1 

1.1 形状・寸法・材料                                    1 

1.2 記号の説明                                    1 

1.3 考慮する荷重                                    1 

1.4 計算結果の概要                                    1 

2. 計算条件                                    4 

2.1 解析範囲                                    4 

2.2 設計条件                                    4 

2.3 重大事故等時の条件                                    4 

2.4 材料                                    4 

2.5 物性値及び許容限界                                    4 

2.6 応力の記号と方向                                    4 

3. 応力計算                                    5 

3.1 応力評価点                                    5 

3.2 差圧による応力                                    5 

3.2.1 荷重条件（L02）                                    5 

3.2.2 計算方法                                    5 

3.3 外荷重による応力                                    6 

3.3.1 荷重条件（L04）                                    6 

3.3.2 計算方法                                    6 

3.4 応力の評価                                    6 

4. 応力強さの評価                                    7 

4.1 一次一般膜応力強さの評価                                    7 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価                                    7 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
3
-別

添
7
-
1 
R
0
 



目－2 

図表目次 

図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点                                     2 

表 1－1 計算結果の概要                                     3 

表 3－1 断面性状                                    8 

表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ                                     9 

表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ                            10 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
3
-別

添
7
-
1 
R
0
 



1

1. 一般事項 

本計算書は，ジェットポンプの応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の

方針」という。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ

Ｄi

Ｄo

Ｉ 

Ｉp 

ｔ 

断面積 

内径 

外径 

断面二次モーメント 

ねじり係数 

厚さ 

mm2

mm 

mm 

mm4

mm4 

mm 

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

a. 差圧 

b. 外荷重 

差圧の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。外荷重の値を添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-5 ジェ

ットポンプの耐震性についての計算書」の 3章に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 
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ライザブレース

〔SUS304 相当〕 

Ａ～Ａ矢視図 

Ｂ～Ｂ矢視図 

P06,P06’

P05,P05’

Ｃ

Ｃ

Ｃ～Ｃ矢視図

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材料 

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

P01,P01’

P02,P02’

ライザ

〔SUS304TP 相当〕 

ディフューザ 

〔SUS304 相当〕 

P04,P04’

P03,P03’

原子炉圧力容器 
再循環水入口ノズル

ロアーリング

〔NCF600 相当〕 
） 



表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 供用状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ 

（MPa） 

応力 

強さ 
許容値 応力評価面

応力 

強さ 
許容値 応力評価面 

ライザ 

SUS304TP  
Ｅ 12 130 P01-P02 45 195 P01-P02 

ディフューザ 

SUS304  
Ｅ 16 169 P03-P04 16 254 P03-P04 

ライザブレース

SUS304  
Ｅ 8 169 P05-P06 30 254 P05-P06 

NT2 補③ Ⅴ-3-別添 7-1 R0 

3
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界 

物性値及び許容限界は,「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

σt  ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr  ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 
σ

σr

σt
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3. 応力計算 

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 3－1に示す。 

3.2 差圧による応力 

3.2.1 荷重条件（L02） 

重大事故等時の条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，供用状態Ｅでの応力は，比例計算により求める。 

3.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐによる一次一般膜応力は，次式で求める。 

・Ｐ
Ｙ－1

１
＝σt

・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ

2

・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－　σr

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04） 

ジェットポンプに働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

3.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

Ａ

Ｆ
＝σ

L

m
p

S
t ・ｒ

Ｉ

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

ここで，rm：平均半径又はライザブレースの板厚 

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

1
L

・r
Ｉ

Ｍ

Ａ

Ｆ
＝σ

2
p

S
t ・r

Ｉ

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

ここで，r1：外半径又はライザブレースの中立軸から応力評価点までの距離 

    r2：外半径又はライザブレースの板厚 

3.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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4. 応力強さの評価 

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－1に示す。 

表 4－1より，供用状態Ｅの一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7 節

に示す許容値を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－2に示す。 

表 4－2より，供用状態Ｅの一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節

及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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表 3－1 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄo

（mm） 

Ｄi

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ＊

（mm4） 

Ip

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 

P05，P06 

注記 ＊：二段表記は上段が y軸まわり，下段が z軸まわりの値を示す。 

y 軸，z軸それぞれの方向は下図のとおりである。 

z(=t) 

y(=r) 

x(= ) 
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表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力評価面 

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 
許容値

P01 

P02 
12 130＊

P01’
P02’

12 130＊

P03 

P04 
16 169＊

P03’
P04’

16 169＊

P05 

P06 
8 169＊

P05’
P06’

8 169＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力評価面 

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 
許容値

P01 

P02 
45 195＊

P01’
P02’

31 195＊

P03 

P04 
16 254＊

P03’
P04’

16 254＊

P05 

P06 
30 254＊

P05’
P06’

29 254＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項 

本計算書は，高圧及び低圧炉心スプレイスパージャの応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の

方針」という。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ

Ｄi

Ｄo

Ｉ 

ｔ 

断面積 

内径 

外径 

断面二次モーメント 

厚さ 

mm2

mm 

mm 

mm4

mm 

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

a. 差圧 

b. 外荷重 

差圧の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。外荷重の値を添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-7 高圧

及び低圧炉心スプレイスパージャの耐震性についての計算書」の 3章に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

炉心シュラウド 

P01,P01’

P02,P02’

P04,P04’

P03,P03’

Ａ

パイプ 

〔SUS304LTP 相当〕 

ヘッダ

〔SUS304LTP 相当〕 

ブラケット

Ａ部詳細図 

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 
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表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料
供用状態 

（許容応力状態）

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力 

強さ 
許容値 応力評価面 

応力 

強さ 
許容値 応力評価面 

パイプ 

SUS304LTP 
Ｅ 6 150 P01-P02 9 226 P01-P02 

ヘッダ 

SUS304LTP 
Ｅ 5 150 P03-P04 26 226 P03-P04 

NT2 補③ Ⅴ-3-別添 7-2 R0 

3
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界 

物性値及び許容限界は,「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

σt  ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr  ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 σ
σr

σt
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3. 応力計算 

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 3－1に示す。 

3.2 差圧による応力 

3.2.1 荷重条件（L02） 

重大事故等時の条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，供用状態Ｅでの応力は，比例計算により求める。 

3.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐ74による一次一般膜応力は，次式で求める。 

74・Ｐ
Ｙ－1

１
＝σt

74
2

・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ

74・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－　σr

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04） 

高圧及び低圧炉心スプレイスパージャに働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.2 節に示

す。 

3.3.2 計算方法 

 (1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

Ａ

Ｆ
＝σ

L

m
S

t ・ｒ
・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

ここで，   
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

2

Ｄ
・

Ｉ

Ｍ

Ａ

Ｆ
＝σ

oL

2

Ｄ
・　

・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

oS
t

3.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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4. 応力強さの評価 

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－1に示す。 

表 4－1より，供用状態Ｅの一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7 節

に示す許容値を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－2に示す。 

表 4－2より，供用状態Ｅの一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節

及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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表 3－1 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄo

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 
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表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力評価面 

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 
許容値 

P01 

P02 
6 150＊

P01’
P02’

6 150＊

P03 

P04 
5 150＊

P03’
P04’ 5 150＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力評価面

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 
許容値 

P01 

P02 
9 226＊

P01’
P02’

7 226＊

P03 

P04 
26 226＊

P03’
P04’ 24 226＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項

本計算書は，残留熱除去系配管（原子炉圧力容器内部）（以下「残留熱除去系配管」という。）

の応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の

方針」という。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ

Ｄi

Ｄo

Ｉ 

ｔ 

断面積 

内径 

外径 

断面二次モーメント 

厚さ 

mm2

mm 

mm 

mm4

mm 

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

a. 差圧

b. 外荷重

差圧の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。外荷重の値を添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-8 残留

熱除去系配管（原子炉圧力容器内部）の耐震性についての計算書」の 3章に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1－1  形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

P02,P02’

P01,P01’

P03,P03’

P04,P04’

原
子
炉
圧
力
容
器
側

ベローズ 

フランジネック（4）
〔SUSF304相当〕 

フランジネック（3）

〔SUS304 相当〕

フランジネック（2）

〔SUS304 相当〕

フランジネック（1）
〔SUSF304 相当〕 
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炉
心
シ
ュ
ラ
ウ
ド
側

ピン

サーマルスリーブ

スリーブ
〔SUS304TP 相当〕 

P06,P06’

P05,P05’

P07,P07’

P08,P08’

リング

〔SUS304 相当〕 

：応力評価点 

〔 〕：ＪＩＳ相当材 

（ ）：材   料 



表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 
供用状態 

（許容応力状態）

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力 

強さ 
許容値 応力評価面 

応力 

強さ 
許容値 応力評価面 

フランジネック（4）

SUSF304  
Ｅ 3 169 P01-P02 3 254 P01-P02 

スリーブ 

SUS304TP  
Ｅ 12 260 P03-P04 12 391 P03-P04 

フランジネック（1）

SUSF304  
Ｅ 4 104 P05-P06 4 156 P05-P06 

リング 

SUS304 
Ｅ 14 260 P07-P08 14 391 P07-P08 

NT2 補③ Ⅴ-3-別添 7-3 R0 

3
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界 

物性値及び許容限界は,「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

σt  ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr  ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 σ
σr

σt
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3. 応力計算 

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 3－1に示す。 

3.2 差圧による応力 

3.2.1 荷重条件（L02） 

重大事故等時の条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，供用状態Ｅでの応力は，比例計算により求める。 

3.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐ135による一次一般膜応力は，次式で求める。 

135・Ｐ
Ｙ－1

１
＝σt

135
2

・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ

135・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－　σr

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04） 

残留熱除去系配管に働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.2節に示す。 

3.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

Ａ

Ｆ
＝σ

L

m
S

t ・ｒ
・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

ここで，   
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

2

Ｄ
・

Ｉ

Ｍ

Ａ

Ｆ
＝σ

oL

2

Ｄ
・　

・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

oS
t

3.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
3
-別

添
7
-
3 
R
0
 



7 

4. 応力強さの評価 

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－1に示す。 

表 4－1より，供用状態Ｅの一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7 節

に示す許容値を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－2に示す。 

表 4－2より，供用状態Ｅの一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節

及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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表 3－1 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄo

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 

P05，P06 

P07，P08 
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表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力評価面 

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 
許容値

P01 

P02 
3 169＊

P01’
P02’

3 169＊

P03 

P04 
12 260 

P03’
P04’ 12 260 

P05 

P06 
4 104＊

P05’
P06’ 4 104＊

P07 

P08 
14 260 

P07’
P08’

14 260 

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力評価面 

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 
許容値

P01 

P02 
3 254＊

P01’
P02’

3 254＊

P03 

P04 
12 391 

P03’
P04’ 12 391 

P05 

P06 
4 156＊

P05’
P06’ 4 156＊

P07 

P08 
14 391 

P07’
P08’

14 391 

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項 

本計算書は，高圧及び低圧炉心スプレイ配管（原子炉圧力容器内部）（以下「高圧及び低圧炉心

スプレイ配管」という。）の応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の

方針」という。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ

Ｄi

Ｄo 

Ｉ 

断面積 

内径 

外径 

断面二次モーメント 

mm2

mm 

mm 

mm4

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

a. 差圧 

b. 外荷重 

差圧の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。外荷重の値を添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-9 高圧

及び低圧炉心スプレイ配管（原子炉圧力容器内部）の耐震性についての計算書」の 3章に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

クランプ 

炉心シュラウド
  （上部胴）

原子炉圧力容器 

Ａ

Ｂ

炉心スプレイノズル 

 

Ａ部詳細図 

P01,P01’ P07,P07’
P02,P02’ P08,P08’
P04,P04’ P10,P10’
P03,P03’ P09,P09’

Ｂ部詳細図 

 

スリーブ 

〔SUS304LTP 相当〕 

P06,P06’ P12,P12’

P05,P05’ P11,P11’

注：（ ）内は低圧炉心スプレイ配管に適用する。 
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〔SUS304LTP 相当〕 

 

：応力評価点 

〔   〕 ：ＪＩＳ相当材

（   ） ：材   料 



表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料
供用状態 

（許容応力状態）

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力 

強さ 
許容値 応力評価面 

応力 

強さ 
許容値 応力評価面 

高圧炉心 

スプレイ配管

SUS304LTP 

Ｅ 6 104 P05-P06 15 261 P03-P04 

低圧炉心 

スプレイ配管

SUS304LTP 

Ｅ 6 104 P11-P12 15 261 P09-P10 

NT2 補③ Ⅴ-3-別添 7-4 R0 
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界 

物性値及び許容限界は,「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

σt  ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr  ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 σ
σr

σt
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3. 応力計算 

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 3－1に示す。 

3.2 差圧による応力 

3.2.1 荷重条件（L02） 

重大事故等時の条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，供用状態Ｅでの応力は，比例計算により求める。 

3.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐ75による一次一般膜応力は，次式で求める。 

75・Ｐ
Ｙ－1

１
＝σt

75
2

・Ｐ
－1Ｙ

1
＝σ

75・Ｐ
Ｙ＋1

1
＝－　σr

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04） 

高圧及び低圧炉心スプレイ配管に働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

3.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

Ａ

Ｆ
＝σ

L

m
S

t ・ｒ
・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

ここで，   
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

2

Ｄ
・

ＩＡ
σ

oL ＭＦ
＝

2

Ｄ
・　

・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

oS
t

3.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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4.  応力強さの評価 

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－1に示す。 

表 4－1より，供用状態Ｅの一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7 節

に示す許容値を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－2に示す。 

表 4－2より，供用状態Ｅの一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節

及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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表 3－1 断面性状 

応力評価点 
Ｄo

（mm） 

Ｄi

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 

P05，P06 

P07，P08 

P09，P10 

P11，P12 
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表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力評価面 

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 
許容値

P01 

P02 
3 104＊

P01’
P02’

3 104＊

P03 

P04 
7 174＊

P03’
P04’

7 174＊

P05 

P06 
6 104＊

P05’
P06’

6 104＊

P07 

P08 
3 104＊

P07’
P08’

3 104＊

P09 

P10 
7 174＊

P09’
P10’

7 174＊

P11 

P12 
6 104＊

P11’
P12’

6 104＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力評価面 

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 
許容値

P01 

P02 
4 156＊

P01’
P02’

3 156＊

P03 

P04 
15 261＊

P03’
P04’

14 261＊

P05 

P06 
6 156＊

P05’
P06’

6 156＊

P07 

P08 
4 156＊

P07’
P08’

3 156＊

P09 

P10 
15 261＊

P09’
P10’

14 261＊

P11 

P12 
6 156＊

P11’
P12’

6 156＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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1. 一般事項 

本計算書は，差圧検出・ほう酸水注入管（原子炉圧力容器内部）（以下「差圧検出・ほう酸水注

入管」という。）の応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

1.2 記号の説明 

添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-1 原子炉圧力容器内部構造物の応力解析の方針」（以下「応力解析の

方針」という。）の 2章による。 

さらに，本計算書において，以下の記号を用いる。 

記号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ

Ｄi

Ｄo 

Ｉ 

ｔ 

断面積 

内 径 

外 径 

断面二次モーメント 

厚 さ 

mm2

mm 

mm 

mm4 

mm

1.3 考慮する荷重 

考慮した荷重は，次のとおりである。 

a. 差 圧 

b. 外荷重 

差圧の値を「応力解析の方針」の 4章に示す。外荷重の値を添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-10 差圧

検出・ほう酸水注入管（原子炉圧力容器内部）の耐震性についての計算書」の 3章に示す。 

1.4 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1－1に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，形状不連続，溶接部及び厳しい荷重作用点に着目し，

応力評価上厳しくなる代表的な評価点を本計算書に記載している。 
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図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 
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炉心支持板 

炉心シュラウド

差圧検出・ほう酸水注入管ノズル（N10）

   〔NCF600 相当〕

原
子
炉
圧
力
容
器

シュラウド
サポート 

Ａ

差圧検出管（1） 

〔SUS304TP 相当〕 

Ｂ

Ｃ

差圧検出管（2） 

〔SUS304TP 相当〕 

差圧検出・ほう酸水注入管ノズルセーフエンド 

〔SUSF304 相当〕 

） 

Ａ部詳細図

Ｂ部詳細図 

 

Ｃ部詳細図

P03,P03’
P04,P04’

P05,P05’
P06,P06’

P07,P07’
P08,P08’

P01,P01’
P02,P02’

ほう酸水注入管（1） 

〔SUS304TP 相当〕 

ほう酸水注入管（2） 

〔SUS304TP 相当〕 

：応力評価点 

〔   〕 ：ＪＩＳ相当材

（   ） ：材   料 



表 1－1 計算結果の概要 

部分及び材料 供用状態 

一次一般膜応力強さ 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さ

（MPa） 

応力 

強さ 
許容値

応力 

評価面 

応力 

強さ 
許容値 

応力 

評価面 

差圧検出管 

SUS304TP 
Ｅ 1 169 P01-P02 5 254 P01-P02 

ほう酸水注入管

SUS304TP 
Ｅ 2 104 P07-P08 24 156 P07-P08 

NT2 補③ Ⅴ-3-別添 7-5 R0 

3
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2. 計算条件 

2.1 解析範囲 

解析範囲を図 1－1に示す。 

2.2 設計条件 

設計条件を「応力解析の方針」の 4.1 節に示す。 

2.3 重大事故等時の条件 

重大事故等時の条件を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

2.4 材料 

各部の材料を図 1－1に示す。 

2.5 物性値及び許容限界 

物性値及び許容限界は,「応力解析の方針」の 3.4 節及び 3.6 節による。 

溶接部の継手効率を「応力解析の方針」の 3.7 節に示す。 

2.6 応力の記号と方向 

応力の記号と方向は，以下のとおりとする。 

σt  ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr  ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 σ
σr

σt
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3. 応力計算 

3.1 応力評価点 

応力評価点の位置を図 1－1に示す。 

また，各応力評価点の断面性状を表 3－1に示す。 

3.2 差圧による応力 

3.2.1 荷重条件（L02） 

重大事故等時の条件における差圧を「応力解析の方針」の 4.3 節に示す。 

計算は，設計差圧に対して行い，供用状態Ｅでの応力は，比例計算により求める。 

3.2.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

差圧Ｐ13，Ｐ81及びＰ83による一次一般膜応力は，次式で求める。 

13・Ｐ
Ｙ－1

Ｙ
＝－σt  ， 81・Ｐ

Ｙ－1

１
＝σt  ， 83・Ｐ

Ｙ－1

１
＝σt

13
2

2

・Ｐ
－1Ｙ

Ｙ
＝－σ  ， 81

2
・Ｐ

－1Ｙ

1
＝σ  ， 83

2
・Ｐ

－1Ｙ

1
＝σ

13・Ｐ
Ｙ＋1

Ｙ
＝－　σr  ， 81・Ｐ

Ｙ＋1
＝－　σ

1
r  ， 83・Ｐ

Ｙ＋1

1
＝－　σr

ここで，   
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝  

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

差圧による一次曲げ応力は存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力は一次

一般膜応力と同じである。 
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3.3 外荷重による応力 

3.3.1 荷重条件（L04） 

差圧検出・ほう酸水注入管に働く外荷重を「応力解析の方針」の 4.2 節に示す。 

3.3.2 計算方法 

(1) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式で求める。 

Ａ

Ｆ
＝σ

L

m
S

t ・ｒ
・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

ここで，   
4

＋ＤＤ
＝ｒ

oi
m

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜＋一次曲げ応力は，次式で求める。 

2

Ｄ
・

Ｉ

Ｍ
±

Ａ

Ｆ
＝σ

oL

2

Ｄ
・　

・Ｉ2

Ｔ
＋

Ａ

Ｆ
＝τ

oS
t

3.4 応力の評価 

各応力評価点で計算された応力は，応力を分類ごとに重ね合わせ，組合せ応力を求め応力強

さを算出する。 

応力強さの算出方法は「応力解析の方針」の 5.4 節に示す。 
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4. 応力強さの評価 

4.1 一次一般膜応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－1に示す。 

表 4－1より，供用状態Ｅの一次一般膜応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節及び 3.7 節

に示す許容値を満足する。 

4.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

供用状態Ｅにおける評価を，表 4－2に示す。 

表 4－2より，供用状態Ｅの一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，「応力解析の方針」の 3.6 節

及び 3.7 節に示す許容値を満足する。 
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表 3－1 断面性状 

応力評価点 
ｔ 

（mm） 

Ｄo

（mm） 

Ａ 

（mm2） 

Ｉ 

（mm4） 

P01，P02 

P03，P04 

P05，P06 

P07，P08 

N
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③
 Ⅴ
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表 4－1 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面 

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
1 169＊

P01’
P02’

1 169＊

P03 

P04 
1 169＊

P03’
P04’

1 169＊

P05 

P06 
1 104＊

P05’
P06’

1 104＊

P07 

P08 
2 104＊

P07’
P08’

2 104＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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表 4－2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa） 

応力 

評価面 

供用状態Ｅ 

応力 

強さ 

許容値

P01 

P02 
5 254＊

P01’
P02’

4 254＊

P03 

P04 
1 254＊

P03’
P04’

1 254＊

P05 

P06 
1 156＊

P05’
P06’

1 156＊

P07 

P08 
24 156＊

P07’
P08’

24 156＊

注記 ＊：継手効率を乗じた値を示す。 
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1. 概要 

重大事故等時の使用温度が 100 ℃程度となる環境下でケミカルアンカーを使用することとし

ているが，ケミカルアンカーの耐熱温度はカタログでは 80 ℃とされていることが多いことから，

高温環境下での実験を行うことにより，その温度条件下で使用可能であることを示す。 

2. 適用範囲 

重大事故等時に 80 ℃を超える温度環境下で使用する以下の機器の基礎ボルトとして，以下の

有機系カプセル式のケミカルアンカーを使用しており，これに適用する。 

適用機器 

静的触媒式水素再結合装置

当該ケミカルアンカーは JCAA の製品認証を受けたものであり，80 ℃までの使用は保証されて

いる。 

3. ケミカルアンカーの許容引張荷重 

ケミカルアンカーの許容引張荷重は，日本建築学会「各種合成構造設計指針・同解説」（以下

「AIJ 指針」という。）に従う。 

ケミカルアンカーの許容引張荷重は，ボルトの降伏により決まる値又はボルトの付着力により

決まる値の小さい方とされており，ボルトの付着力により決まる許容引張荷重は， 

P � 	 α α α τ π 	 d l 	�N�

である。ここで， 

     ： 低減係数（=2/3：短期荷重） 

α , α , α ： ボルトの配置による低減係数 

τ ： ボルトの基本平均付着強度 = 10 Fc/21	 （N/mm �
Fc         ： コンクリートの設計基準強度 （N/mm �
d ： ボルト径 �mm�
l          ： 強度算定用埋込み長さで， l � 	 l 2d �mm�
l ： ボルトの有効埋込み長さ �mm�
である。 

まず，この式の先頭の係数 が引張荷重に対する安全率となっており，地震のような短期荷

重に対しては，その値を2/3（安全率1.5）とし，その後の式はボルトの付着強度の最低保証値で

あり，全体として安全率が最小で1.5 考慮されている。 

ケミカルアンカーの破壊モードにも，コンクリートのコーン状破壊があるが，AIJ 指針では，

これに対する制限を設けていない。付着力により決まる許容引張荷重を強度算定用埋込み深さ

（ l � 	 l 2d ）を用いて算定することによりコーン状破壊により決まる許容引張荷重が包
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絡できるためで，AIJ 指針 第4 編 各種アンカーボルト設計指針・解説の図4.30 に示されてい

る。 

したがって，τ = 10 Fc/21	には，ボルトの平均付着強度の上限値としての意味が内包さ

れている。 

また，τ = 10 Fc/21	は，JCAA「あと施工アンカー設計指針（案）・同解説」（2005）

（以下「JCAA 指針」という。）によれば，「接着系アンカーの接着剤の付着強度は，引張強度

試験結果に基づいて定めるものとし，実験値のばらつきを考慮した95 ％信頼強度とする」，

「不良率5%以下となる算定式」とされており，解図3.1.16(a)及び解図3.1.16(b)に計算値と実験

値の比較が示されているが，規格値を下回る実験データが存在することは問題とされていない。 

これらのことから，ボルトの付着強度 を実験により求め，その95 ％信頼強度が規格で定

められているτ 	� 10 Fc/21	 以上であることを確認することとする。 

4. 付着強度実験要領 

JACC 指針には，適切な引張強度試験方法として，JCAA「あと施工アンカー標準試験法・同解

説（現在の版は，あと施工アンカー試験方法）」があるとされていることから，この試験方法に

従う。以下に実験要領を示す。 

(1)  サンプル数 

型式毎に3 体とする。 

(2)  供試体形状 

供試体形状及び寸法を第 1 図に示す。コンクリートに孔を空け，ボルトを挿入し，ケミ

カルアンカーを施工・固着させたものとする。施工は技量認定を受けた施工者が施工要領

に基づき実施した。 

第１図 供試体の形状
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AIJ 指針 第4 編 各種アンカーボルト設計指針・解説によれば，「図4.31 に示す接着系アン

カーボルトのひずみ分布は，埋込み長さに対し，直線的な性状であり，埋込み長さ全長で平均的

に付着抵抗していることから，平均付着強度による設計法を採用した」とされており，また，

JACC 指針では，「接着剤の付着強度は，付着強度試験における最大荷重をアンカー筋の外径に

埋込み長さを乗じた数値で除して算出した数値」とされており，平均付着強度がアンカー筋の外

径や埋込み長さに依存するとは考えられていない。 

(3)  実験温度 

実験温度は150 ℃とする。 

供試体を加熱炉に入れ，コンクリート内部の温度が150 ℃となるまで加熱する。その後，

温度を安定させるために数時間加熱状態を保持する。 

コンクリート内部の温度は，供試体と同形状の温度測定用のコンクリート供試体に埋め込

まれた熱電対により計測する。 

(4)  評価要領 

上記供試体を引張実験装置で引張応力の平均増加率が毎秒19.6	N mm 以下の速度で引っ張

った際の最大荷重（Fb (N)）から，Fc � 21N mm 換算のケミカルアンカーの付着

�N mm �を次式により求める。 

コンクリートのコーン状破壊を防ぎつつ付着強度を調べる為，コンクリート表面を鋼板で

拘束する。 

�	
21 	 	

(5) 判定基準 

の95%信頼強度が，10�N mm � 以上であること。 
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5. 付着強度実験結果

下表に示すとおり，前項の実験で得られた150℃における の95 ％信頼強度は，10�N mm �
以上であり，150℃で使用することは可能である。 

�N mm �

供試体1 14.03 

供試体2 10.41 

供試体3 13.24 

平均値X �N mm � 12.56 

標準偏差σ

�
1
3 �x x� 1.554113 

95 ％信頼強度�N mm �
x 1.64

10.01 

判定値�N mm � 10 

6. 製品の品質管理

アンカーメーカーが，型式毎，ロット毎に材料証明書を作成している。

プラントメーカーがアンカーを購入する際には，指定した型式であることを確認の上，納品し

ている。 

7. 施工時の品質管理

あと施工アンカーの施工は，技量認定対象工事とされており，施工者は以下に示す何れかの

資格を有していることから，アンカー施工によるバラツキは小さい。 

(1) あと施工アンカーメーカー規定の資料に基づき，施工方法，商品説明等の技術的な講習

を受講後，施工実技実習時の試験に合格

(2) 日本建築あと施工アンカー協会が発行する第 1 種又は第 2 種あと施工アンカー施工士

8. 高温環境下での経時変化について

静的触媒式水素再結合装置に使用するケミカルアンカーは，重大事故等時に，ピーク温度

100 ℃を数時間経験するモードがあることから，この影響について考察する。ケミカルアンカー

に特有な劣化モードは樹脂の劣化で，高分子樹脂が熱の影響で低分子化することで，揮発成分が

ガス化し，その結果，重量が減少することにより生じる。 

なお，重量減少には酸化によるものも考えられるが，アンカーはコンクリートに埋まってお

り，酸化による影響は無視できる。また，劣化が化学的反応によるものであることから，樹脂に

生じている応力の影響はない。 
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したがって， に使用されている樹脂の熱分解挙動を実験

により確認した。 

(1)  昇温試験 

以下の条件により昇温試験を行い，この際の樹脂の重量減少をJIS K7120「プラスチックの

熱重量測定方法」に基づき測定した結果を第2 図に示す。 

・ 温度 ： 室温～450 ℃ 

・ 昇温速度 ： 5.0 ℃/min 

・ 測定雰囲気 ： 窒素 

第2図 温度と重量減少の関係 

150 ℃までの加熱では，重量減少は検出限界未満であり，樹脂の劣化はない。 

(2) 加速試験 

一定の昇温速度で240 ℃まで昇温した後，240 ℃で最長90 分保持し，この際の樹脂の重

量減少をJIS K7120「プラスチックの熱重量測定方法」に基づき測定した結果を第3 図に示

す。 

第3図 240 ℃保持試験 

樹脂の劣化に関して，アレニウス則に基づいた10 ℃半減則が適用される。すなわち，化

学的反応が劣化を支配している場合は，“温度が10 ℃上昇すると，寿命が1/2 になる”とさ

れ，環境温度が変化した場合の，高分子材料のおおよその寿命の目安を得ることができる



6 

[1]。 

10 ℃半減則に則って考えると，130 ℃×1ヶ月保持は240 ℃×21 分保持（加速倍率2048倍

に相当し，140 ℃×1ヶ月保持は240℃×42 分保持（加速倍率1024 倍）に相当する，150 ℃

×1ヶ月保持は240 ℃×84 分保持（加速倍率512 倍）に相当する。 

重量減少は僅かであり，樹脂の劣化はほとんどないと言える。 

[1] 渡辺茂隆, 日本ゴム協会誌, Vol.46, No.8, p96-103, 1973. 

以上のことから，重大事故等時に想定される熱履歴を受けた場合も，熱劣化の影響は少な

いと推定される。 

9.  実荷重に基づく評価 

Ss 地震によりアンカーボルト1 本に発生する引張荷重（Pb (N)）が，付着力により決まるア

ンカーボルト1 本当りの許容引張荷重�P �N��以下であることを示す。 

それぞれの荷重は次式で計算することができる。 

P � σ
π
4 d

P � 	 α α α τ π 	 d l

ここで， 

σ          ： ボルトの引張応力�N/mm �
d : ボルト呼径 �mm�

         : 低減係数 = 2/3 

α , α , α    : ボルトの配置による低減係数 

τ       : ボルトの基本平均付着強度 = 10 Fc/21	 �N/mm �
Fc         : コンクリートの設計基準強度 （N/mm �
d : ボルト径 �mm�
l          : 強度算定用埋込み長さで， l � 	 l 2d 	�mm�
l ： ボルトの有効埋込み長さ �mm�

静的触媒式水素再結合装置 

σ �N/mm � d �mm� α , α , α Fc �N/mm � l �mm�

14 M16 1 24 114 

P �N� P �N� P /P

2814 29375 0.095 
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常設高圧代替注水系ポンプ加振試験について 

1. 試験概要

常設高圧代替注水ポンプは標準的な機種から外れることから，既往の研究によって機能維持

を確認した加速度を適用できない。そのため，機能確認済加速度を設定することを目的とし，

を用いて東海第二発電所向けのポンプと同型式のポンプを加

振した。本ポンプはタービンと一体構造であり，ガバナ等の付属品を含む形で試験を実施した。

ポンプ断面イメージ図を図 1-1に示す。試験方法としては振動特性把握試験を実施し固有振動

数を求め，剛構造であることを確認した後，機器の据付位置における評価用加速度を包絡する

加振波で加振試験を実施した。また，加振試験に加え，試験前後の性能比較及び試験後に機器

毎の部品に分解し目視検査を実施することで健全性を確認している。振動試験装置外観を図 1-

2，振動台仕様を表 1-1 に示す。 

図 1-1 ポンプ断面イメージ図 

図 1-2 振動試験装置外観 
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表 1-1 振動台仕様 

寸法 

最大積載量 

運転周波数帯域 

2. 振動特性把握試験 

2.1 試験方法 

ポンプに 3軸加速度計を取付け，加振波として までの範囲でランダム波

を使用した各軸単独加振を実施し，応答加速度から周波数応答関数を得て，固有周期について

求める。 

2.2 試験結果 

試験により得られた固有振動数のうち最小のものを表 2-1 に示す。各軸方向について剛構

造と見なせる固有振動数 を十分に上回る結果が得られた。 

表 2-1 各軸方向での固有振動数 

方向 固有振動数[Hz] 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

3. 加振試験 

3.1 試験方法 

「2.2 試験結果」で示しているように，機器の固有振動数は を上回っており，剛構

造と見なせることから，機器据付位置における評価用加速度を包絡するような加振波を生成

し，加振試験を実施する。加振波は水平（前後）＋水平（左右）＋鉛直方向を加振方向として，

次のように生成される。機器設置位置における設備評価用床応答曲線と等価な試験用床応答

曲線を設定し，ランダム波を作成する。作成されたランダム波を入力とした加振台の時刻歴加

速度波形から床応答曲線に変換し，試験用床応答曲線と比較する。ここで加振台での床応答曲

線が試験用床応答曲線を満足する場合，これを最終的な入力加振波とする。満足していない場

合，ランダム波を補正し，再度確認するプロセスを繰り返して試験用床応答曲線を満足する入

力加振波を作成する。 
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3.2 試験結果 

以下について機器に異常のないことを確認し，本試験において振動台での最大加速度を整

数位で切り捨てた値を機能確認済加速度とした。 

(1) 振動台への時刻歴入力の最大加速度が機器据付位置における評価用加速度以上であるこ

と。（表 3-1 参照） 

(2) 漏えいのないこと。 

(3) 構造上損傷のないこと。 

(4) 加振中にガバナが 以上変位しないこと。 

(5) トリップ装置が誤作動しないこと。 

(6) 動作試験として，加振試験前後の性能比較を実施し，機器の健全性ならびに動作性に異

常のないこと。 

a. 高圧および低圧時における定格流量点で設計揚程の の範囲にあること。 

b. 高圧時による性能試験で，必要揚程を下回らないこと。 

c. 高圧時による性能試験で，設定締切揚程を上回らないこと。 

d. 正常にトリップ機能が動作すること 

e. 漏えいのないこと 

(7) 加振試験後に機器毎の部品に分解し，外観目視点検により損傷のないこと。 

表 3-1 評価用加速度と試験時の時刻歴最大加速度との比較 

（単位：×9.8 m/s2） 

方向 評価用加速度 機能確認済加速度 
振動台加振試験時 

最大加速度 

Ｘ 0.72 

Ｙ 0.72 

Ｚ 0.75 
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，電気配線貫通部が設計用地震力に対して十分な構造強度を有して

いることを説明するものである。その耐震評価は電気配線貫通部の地震応答解析，応力評価に

より行う。

電気配線貫通部は設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事故等対処設備

においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，そ

れぞれの分類に応じた耐震評価を示す。
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

電気配線貫通部の構造計画を表 2－1に示す。 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

電気配線貫通部は，原子炉格

納容器に支持される。 

・原子炉格納容器に円筒形ス

リーブ，アダプタ及びヘッダ

が取り付けられた鋼製構造物

である。 

NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-10 R1 

電気配線貫通部 

電気配線貫通部取付部 

電気配線貫通部 拡大図 

スリーブ 

アダプタ 

ヘッダ 
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2.2 評価方針

(1) 電気配線貫通部の応力評価は，原子炉格納容器側の応力については，原子炉格納容器に作

用する荷重（死荷重，圧力，地震荷重）による応力と，貫通部に作用する荷重による応力を

組み合わせて評価する。原子炉格納容器に作用する荷重による応力は，引用図書(1)で計算

した応力を用い，貫通部に作用する荷重による応力は，実績のある三次元シェルモデルによ

る有限要素解析手法を適用する。

(2) 解析コードはＮＡＳＴＲＡＮを用いる。なお，評価に用いる解析コードＮＡＳＴＲＡＮの

検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-1 計算機プログラム（解析コー

ド）の概要」に示す。 

(3) 本計算書における評価部位は，電気配線貫通部の形状及び応力レベルを考慮し，電気配線

貫通部の原子炉格納容器への取付部とする。 
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3. 形状及び主要寸法

電気配線貫通部の形状及び主要寸法を図 3－1及び表 3－1に示す。

図 3－1 電気配線貫通部の形状

表 3－1 電気配線貫通部の寸法

(単位：mm)

貫通部番号
取付位置

(EL.)
ＤＯ ｔ Ｔ１ Ｔ２ ＬＳＬ Ｌｉ ＬＯ
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Ｌｉ ＬＳＬ ＬＯ

ｔ
 

Ｄ
Ｏ

Ｔ１

Ｔ２
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4. 設計条件

4.1 設計荷重

(1) 設計基準対象施設としての最高使用圧力及び最高使用温度

内圧ＰＤ 310 kPa

外圧ＰＤＯ 14 kPa

温度ＴＤ 171 ℃

(2) 冷却材喪失事故後の最大内圧ＰＤＢＡ 255 kPa

(3) 重大事故等対処施設としての評価圧力及び評価温度

内圧ＰＳＡＬ 465 kPa （ＳＡ後長期）

内圧ＰＳＡＬＬ 200 kPa （ＳＡ後長々期）

温度ＴＳＡＬ 171 ℃ （ＳＡ後長期）

温度ＴＳＡＬＬ 150 ℃ （ＳＡ後長々期）

(4) 死荷重

a. 電気配線貫通部の自重

(5) 地震力による荷重

解析モデルによる固有値解析の結果を表 4-1，図 4-1，図 4-2 及び表 4-2，表 4-3，図 4-3

に示す。 

電気配線貫通部に加わる地震荷重について，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作

成方針」にて設定した応答スペクトルの作成方針に基づき，作成した設計用床応答曲線を用

いる。表 4－4，表 4-6 に示す設計震度により電気配線貫通部に加わる荷重を解析コードＮ

ＡＳＴＲＡＮを使用して計算する。計算モデルを図 4－1 に，計算モデルの諸元を表 5-2 に

示す。 

図 4－1 計算モデル
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接続箱中心位置に接続箱質量を設定し，スリーブは等分布質量を設定

格納容器との接合はシェルバネを考慮 
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表 4－1 固有周期（設計基準対象施設） 

モード
固有周期 

(s) 
卓越方向 

刺激係数 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 次 水平方向(周方向) 

2 次 鉛直方向 

3 次 水平方向（径方向） 

図 4－2モード変形図（設計基準対象施設） 
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0
 
R1
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表 4－2 固有周期（重大事故等対処設備） 

モード
固有周期 

(s) 
卓越方向 

刺激係数 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 次 水平方向(周方向) 

2 次 鉛直方向 

3 次 水平方向（径方向） 

図 4－3モード変形図（重大事故等対処設備） 
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表 4－3 設計震度（設計用床応答曲線）（設計基準対象施設）

地震動

設置場所

及び床面高さ

(m)

方向
減衰定数

(％)
備考

Ｓｄ

原子炉格納容器 

EL.21.420～

EL.24.422 

鉛直 1.0
水平方向はＸ方向 

及びＹ方向の包絡 

曲線を用いる。 水平 1.0

ＳＳ

原子炉格納容器 

EL.21.420～

EL.24.422 

鉛直 1.0 水平方向はＸ方向 

及びＹ方向の包絡 

曲線を用いる。水平 1.0

注記 ＊：電気配線貫通部は溶接構造物のため 1.0 %を適用 

表 4－4 設計震度（設計基準対象施設）

方向 Ｓｄ  ＳＳ

鉛直方向 

水平方向 
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表 4－5 設計震度（設計用床応答曲線）（重大事故等対処設備）

地震動

設置場所

及び床面高さ

(m)

方向
減衰定数

(％)
備考

Ｓｄ

原子炉格納容器 

EL.21.420～

EL.24.422 

鉛直 1.0 水平方向はＸ方向 

及びＹ方向の包絡 

曲線を用いる。 水平 1.0

ＳＳ

原子炉格納容器 

EL.21.420～

EL.24.422 

鉛直 1.0 水平方向はＸ方向 

及びＹ方向の包絡 

曲線を用いる。 水平 1.0

注記 ＊：電気配線貫通部は溶接構造物のため 1.0 %を適用 

表 4－6 設計震度（重大事故等対処設備）

方向 Ｓｄ ＳＳ

鉛直方向 

水平方向 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-9
-
2
-1
0
 
R0
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4.2 材料及び許容応力

(1) 材料 

表 4－7 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

原子炉格納容器胴 SGV49 相当 SGV480＊

補強板 SGV49 相当 SGV480＊

注記 ＊：現行の JIS を示す。 

(2) 荷重の組合せ及び許容応力

基準地震動の策定に伴う地震荷重との組合せの評価として，荷重の組合せ及び許容応力状

態のうち，設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－8 に，重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 4－9 に示す。各材料の許容応力状態に対する許容応力のうち，設計基準

対象施設の評価に用いるものを表 4－11に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4

－12に示す。

表4－8 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称

耐震設計上

の重要度分

類

機器等

の区分
荷重の組合せ

許容応力

状態

原子炉

格納施設

原子炉

格納容器

電気配線

貫通部
Ｓ

クラス

ＭＣ容器

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*＊ ⅣＡＳ 

注記 ＊：原子炉格納容器は冷却材喪失事故後の最終障壁となることから，構造全体としての安

全裕度を確認する意味で，冷却材喪失事故後の最大内圧との組合せを考慮する。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-9
-
2
-1
0
 
R1
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表4－9 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1
機器等

の区分
荷重の組合せ

許容応力 

状態

原子炉

格納施設

原子炉

格納容器

電気配線

貫通部

常設耐震／

防止

常設

／緩和

重大事故

等クラス

２容器

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ

＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとし

てⅣＡＳの許

容限界を用

いる。） 

＊2 

Ｄ＋ＰＳＡＬ

＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとし

てⅣＡＳの許

容限界を用

いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大

事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

＊2：原子炉格納容器は，放射性物質放出の最終障壁となること喪失事故後の最終障壁とな

ることから，重大事故等後の最高内圧と最高温度との組合せを考慮する。 



1
2
 

表4－10 許容限界（クラスＭＣ容器及び重大事故等クラス２容器） 

注記 ＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

   ＊2：設計・建設規格 PVB-3111に準じる場合は，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は，1.5のいずれか小さい方の値（α）

を用いる。 

許容応力状態 

許容限界＊1

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ピーク

応力 

特別な応力限界 

純せん 

断応力 
支圧応力 

ⅢＡＳ

Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さい

方。 

ただし，オーステナイト系

ステンレス鋼及高ニッケル

合金については1.2・Ｓと

する。 

左欄の 

1.5倍の値＊2

3・Ｓ＊3

Ｓｄ又はＳＳ地震動の

みによる応力振幅に

ついて評価する。 

＊4，＊5  

Ｓｄ又はＳＳ地震動の

みによる疲労解析を

行い，運転状態Ⅰ，

Ⅱにおける疲労累積

係数との和が1.0 以

下であること。 

0.6・Ｓ 
Ｓｙ

＊6

（1.5・Ｓｙ） 

ⅣＡＳ

構造上の連続な部分は

0.6・Ｓｕ，不連続な部分

は，Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さ

い方。 

ただし，オーステナイト系

ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金については，構造上

の連続な部分は2・Ｓと0.6

Ｓｕの小さい方，不連続な

部分は1.2・Ｓとする。 

左欄の 

1.5倍の値＊2
0.4・Ｓｕ

Ｓｕ
＊6

（1.5・Ｓｕ） ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳ

の許容限界を用い

る。） 

NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-10 R1 
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＊3：3・Ｓを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。ＳｍはＳと読み替える。）の弾塑性解

析を用いる。

＊4：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要。 

ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳＳ地震動による応力の全振幅」と読み替える。

＊5：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数を1.0以下とする。

＊6：（ ）内は，支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値。

NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-10 R1 
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表4－11 許容応力（設計基準対象施設）

(単位：MPa) 

材料 
温度 

（℃） 

許容応力 

状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力 

Ｐｍ ＰＬ＋Ｐｂ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 

SGV480 171 

ⅢＡＳ － 344 393 

ⅣＡＳ 
－ 344＊1 393 

－ 380＊2 393 

注記 ＊1：構造不連続部に対する許容応力を示す。 

＊2：構造連続部に対する許容応力を示す。

表4－12 許容応力（重大事故等対処設備）

(単位：MPa) 

材料 
温度 

（℃） 

許容応力 

状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力 

Ｐｍ ＰＬ＋Ｐｂ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 

SGV480 

171 ⅤＡＳ 
－ 344＊1 393 

－ 380＊2 393 

150 ⅤＡＳ 
－ 348＊1 393 

－ 381＊2 393 

注記 ＊1：構造不連続部に対する許容応力を示す。 

＊2：構造連続部に対する許容応力を示す。 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ

-
2
-9
-
2
-1
0
 
R1
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5. 応力計算 

5.1 応力評価点

電気配線貫通部の形状及び応力レベルを考慮して設定した応力評価点を表 5－1及び図 5－1

に示す。

表 5－1 応力評価点

貫通部番号 応力評価点番号 応力評価点

Ｐ１
原子炉格納容器胴とスリーブとの結合部（胴側） 

（Ｐ１－Ａ～Ｐ１－Ｃ）

Ｐ２ 
補強板結合部（胴側） 

（Ｐ２－Ａ～Ｐ２－Ｃ） 

図 5－1 応力評価点

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-9
-
2
-1
0
 
R0
 

P2 

B 

B 
P1 

P1 C 
P2 

C 

P1 A 

P2 
A 

P2 

B 

B 

P1 

P1 A 

P2 
A 



16

5.2 計算方針

5.2.1 原子炉格納容器に作用する荷重による応力 

原子炉格納容器に作用する最高使用圧力（内圧），最高使用圧力（外圧），死荷重及び地

震荷重による応力は，引用図書(1)で計算した応力を用いる。 

5.2.2 貫通部に作用する荷重による応力 

貫通部に作用する死荷重，地震荷重による応力は，解析コードＮＡＳＴＲＡＮを用いて

計算する。 

計算モデルを図 5－2に示す。 

図 5－2 計算モデル 

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-9
-
2
-1
0
 
R1
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表 5－2 解析モデル諸元表 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － SGV49相当 

質量 ｍ０ kg － 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 66 

等価縦弾性係数 Ｅ MPa 

等価ポアソン比 ν － 

応力増倍率 － － － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

配管貫通部の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を

満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅣＡＳに対する応力評価結果を表 6－1に示す。 

表 4－10 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ
*及びＤ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳの評価に

ついて，それぞれ発生値が高い方の評価を記載している。 

(2) 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅢＡＳに対する応力評価結果を表 6－2に示す。 

表 4－10 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ
*の評価について評価を記載してい

る。 

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-9
-
2
-1
0
 
R0
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表 6－1 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ又はＤ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ
*）

評価対象設備 評価部位 応力分類

ⅣＡＳ

判定 備考発生値 評価基準値 

MPa MPa

電気配線貫通部

Ｐ１－Ａ
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側）

一次膜応力＋一次曲げ応力 112 344 ○ ①＊

一次＋二次応力 516 393 ×＊ ① ＊

疲労評価 0.346 1 ○ 単位なし 

Ｐ１－Ｂ
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側）

一次膜応力＋一次曲げ応力 117 344 ○ ①＊

一次＋二次応力 524 393 ×＊ ① ＊

疲労評価 0.378 1 ○ 単位なし 

Ｐ１－Ｃ
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側）

一次膜応力＋一次曲げ応力 96 344 ○ ①＊

一次＋二次応力 336 393 ○ ①＊

Ｐ２－Ａ 補強板取付部（胴側）

一次膜応力＋一次曲げ応力 104 380 ○ ②＊

一次＋二次応力 440 393 ×＊ ① ＊

疲労評価 0.065 1 ○ 単位なし 

Ｐ２－Ｂ 補強板取付部（胴側）

一次膜応力＋一次曲げ応力 112 380 ○ ②＊

一次＋二次応力 446 393 ×＊ ① ＊

疲労評価 0.069 1 ○ 単位なし 

Ｐ２－Ｃ 補強板取付部（胴側）
一次膜応力＋一次曲げ応力 98 380 ○ ②＊

一次＋二次応力 320 393 ○ ①＊

注記 ＊：①：Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ / ②：Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ
*における結果を示す。 

Ｐ１－Ａ，Ｐ１－Ｂ及びＰ２－Ａ，Ｐ２－Ｂの一次＋二次応力評価結果は評価基準値を満足しないが，設計・建設規格（ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１－2005）PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，この結果より耐震性を有することを確認した。 

NT2 補② Ⅴ-2-9-2-10 R1 
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表 6－2 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ
*）

評価対象設備 評価部位 応力分類

ⅢＡＳ

判定 備考発生値 評価基準値 

MPa MPa

電気配線貫通部

Ｐ１－Ａ
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側）

一次膜応力＋一次曲げ応力 60 344 ○ 

一次＋二次応力 274 393 ○ 

Ｐ１－Ｂ
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側）

一次膜応力＋一次曲げ応力 66 344 ○ 

一次＋二次応力 276 393 ○ 

Ｐ１－Ｃ
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側）

一次膜応力＋一次曲げ応力 57 344 ○ 

一次＋二次応力 180 393 ○ 

Ｐ２－Ａ 補強板取付部（胴側）
一次膜応力＋一次曲げ応力 60 344 ○ 

一次＋二次応力 234 393 ○ 

Ｐ２－Ｂ 補強板取付部（胴側）
一次膜応力＋一次曲げ応力 59 344 ○ 

一次＋二次応力 236 393 ○ 

Ｐ２－Ｃ 補強板取付部（胴側）
一次膜応力＋一次曲げ応力 55 344 ○ 

一次＋二次応力 170 393 ○ 

NT2 補② Ⅴ-2-9-2-10 R1 
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6.2 重大事故等対処設備としての評価結果

電気配線貫通部の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基

準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。

(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価

許容応力状態ⅤＡＳに対する応力評価結果を表 6－3に示す。

表 4－10 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ又はＤ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬ

Ｌ＋ＳＳの評価について，それぞれ発生値が高い方の評価を記載している。

N
T
2
 
補
②
 Ⅴ

-
2
-9
-
2
-1
0
 
R0
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表 6－3 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ又はＤ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ）

評価対象設備 評価部位 応力分類

ⅤＡＳ 

判定 備考発生値 評価基準値 

MPa MPa

電気配線貫通部

Ｐ１－Ａ
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側）

一次膜応力＋一次曲げ応力 176 344 ○ ②＊

一次＋二次応力 512 393 ×＊ ① ＊

疲労評価 0.327 1 ○ 単位なし 

Ｐ１－Ｂ
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側）

一次膜応力＋一次曲げ応力 185 344 ○ ②＊

一次＋二次応力 520 393 ×＊ ①＊

疲労評価 0.350 1 ○ 単位なし 

Ｐ１－Ｃ
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部（胴側）

一次膜応力＋一次曲げ応力 162 344 ○ ②＊

一次＋二次応力 332 393 ○ ①＊

Ｐ２－Ａ 補強板取付部（胴側）

一次膜応力＋一次曲げ応力 174 380 ○ ②＊

一次＋二次応力 436 393 ×＊ ①＊

疲労評価 0.059 1 ○ 単位なし 

Ｐ２－Ｂ 補強板取付部（胴側）

一次膜応力＋一次曲げ応力 182 380 ○ ②＊

一次＋二次応力 442 393 ×＊ ①＊

疲労評価 0.063 1 ○ 単位なし 

Ｐ２－Ｃ 補強板取付部（胴側）
一次膜応力＋一次曲げ応力 166 380 ○ ②＊

一次＋二次応力 318 393 ○ ①＊

注記 ＊：①：Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ / ②：Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄにおける結果を示す。 

Ｐ１－Ａ，Ｐ１－Ｂ及びＰ２－Ａ，Ｐ２－Ｂの一次＋二次応力評価結果は評価基準値を満足しないが，設計・建設規格（ＪＳＭＥ Ｓ 

ＮＣ１－2005）PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，この結果より耐震性を有することを確認した。

NT2 補② Ⅴ-2-9-2-10 R1 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，配管貫通部が設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを説明するものである。その耐震評価は配管貫通部の地震応答解析，応力評価により行

う。 

配管貫通部は設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事故等対処設備にお

いては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，それぞ

れの分類に応じた耐震評価を示す。 
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

配管貫通部の構造計画を表 2－1に示す。 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

配管貫通部は原子炉格納容器

により支持される。 

原子炉格納容器に円筒形スリ

ーブが取り付けられた鋼製構

造物である。 

配管貫通部 
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2.2 評価方針 

(1) 配管貫通部の応力評価のうち，原子炉格納容器側の応力については，原子炉格納容器に

作用する荷重（死荷重，圧力，地震荷重）による応力と，貫通部に作用する荷重（配管

反力）による応力を組み合わせて評価する。原子炉格納容器に作用する荷重による応力

は，添付書類「Ⅴ-2-9-2-1 原子炉格納容器本体の耐震性についての計算書｣で計算した

応力を用い，貫通部に作用する荷重による応力は，実績のある三次元シェルモデルによ

る有限要素解析手法を適用する。 

(2) 解析コードはＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを用いる。なお，評価に用いる解析コードＭＳＣ 

ＮＡＳＴＲＡＮの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-1 計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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3. 形状及び主要寸法 

配管貫通部の形状及び主要寸法を図 3－1及び表 3－1に示す。 

図3－1 配管貫通部の形状 

表3－1 配管貫通部の主要寸法 

(単位：mm) 

貫通部番号 Ｔ１ Ｔ２ ｄｏ ｔｎｏ Ｒ＊

 

 

注記 ＊：原子炉格納容器中心から原子炉格納容器内側までの距離 

スリーブ

原子炉格納容器内側
ｔ

ｎ
ｏ

Ｒ＊

Ｔ２

φ
ｄ

ｏ

Ｔ１
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4. 設計条件 

4.1 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての最高使用圧力及び最高使用温度

内圧ＰＤ 310 kPa

外圧ＰＤＯ 14 kPa

温度ＴＤ 104.5 ℃

(2) 冷却材喪失事故後の最大内圧ＰＤＢＡ 196 kPa

(3) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

内圧ＰＳＡＬ  465 kPa (ＳＡ後長期) 

内圧ＰＳＡＬＬ  200 kPa (ＳＡ後長々期) 

温度ＴＳＡＬ  171 ℃ (ＳＡ後長期) 

温度ＴＳＡＬＬ  150 ℃ (ＳＡ後長々期) 

(4) 配管荷重 

貫通部に作用する配管反力による設計荷重を表 4－1 に示す。地震荷重の作用方向を図 4

－1に示す。 

表 4－1 配管反力による設計荷重 

貫通部番号 荷重の種類 
軸力(N) モーメント(N･mm) 

Ｐ ＭＣ ＭＬ

 

死荷重 

逃し安全弁 

作動時荷重 

地震荷重 
Ｓｄ

ＳＳ

 

死荷重 

逃し安全弁 

作動時荷重 

地震荷重 
Ｓｄ

ＳＳ
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図 4－1 地震荷重の作用方向 

鉛直方向 水平方向 

ＭＣ(Ｗ) 

原子炉格納容器胴 

ＭＣ(Ｅ) 

スリーブ 

Ｐ(Ｓ) 

Ｐ(Ｎ) 

原子炉格納容器胴 

ＭＬ(Ｕ) 

ＭＬ(Ｄ) 

スリーブ 
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4.2 材料及び許容応力 

(1) 材料 

表 4－2 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

原子炉格納容器胴 SGV49 相当 SGV480＊

補強板 SGV49 相当 SGV480＊

注記 ＊：新 JIS を示す。 

 (2) 荷重の組合せ及び許容応力 

基準地震動の策定に伴う地震荷重との組合せの評価として，荷重の組合せ及び許容応力状

態のうち，設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－3 に，重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 4－4に，許容応力状態に対する許容限界について表 4－5に示す。各材料

の許容応力状態に対する許容応力のうち，設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－6

に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－7に示す。 

表4－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称

耐震設計上

の重要度分

類

機器等

の区分
荷重の組合せ

許容応力

状態

原子炉

格納施設

原子炉

格納容器

配管 

貫通部
Ｓ

クラス

ＭＣ容器

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*＊ ⅣＡＳ 

注記 ＊：原子炉格納容器は冷却材喪失事故後の最終障壁となることから，構造全体としての安

全裕度を確認する意味で，冷却材喪失事故後の最大内圧との組合せを考慮する。 
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表4－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1
機器等

の区分
荷重の組合せ

許容応力 

状態

原子炉

格納施設

原子炉

格納容器

配管 

貫通部

常設耐震／

防止 

常設 

／緩和

重大事故

等クラス

２容器

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ

＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

＊2 

Ｄ＋ＰＳＡＬ

＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大

事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

＊2：原子炉格納容器は，放射性物質放出の最終障壁となること喪失事故後の最終障壁とな

ることから，重大事故等後の最高内圧と最高温度との組合せを考慮する。事故防止設

備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 



9
 

NT2 補③ Ⅴ-2-9-2-9 R1 

表4－5 許容限界（クラスＭＣ容器及び重大事故等クラス２容器） 

注記 ＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

   ＊2：設計・建設規格 PVB-3111に準じる場合は，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は，1.5のいずれか小さい方の値（α）

許容応力状態 

許容限界＊1

一次一般膜応力 

一次膜応力

＋ 

一次曲げ応

力 

一次＋二次応力 
一次＋二次＋ピーク

応力 

特別な応力限界 

純せん 

断応力 
支圧応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さい方。 

ただし，オーステナイト系ステン

レス鋼及高ニッケル合金について

は1.2・Ｓとする。 

左欄の 

1.5倍の値＊2

3・Ｓ＊3

Ｓｄ又はＳＳ地震動

のみによる応力振幅

について評価する。 

＊4，＊5  

Ｓｄ又はＳＳ地震動

のみによる疲労解析

を行い，運転状態

Ⅰ，Ⅱにおける疲労

累積係数との和が

1.0 以下であるこ

と。 

0.6・Ｓ 
Ｓｙ

＊6

（1.5・Ｓｙ） 

ⅣＡＳ 
構造上の連続な部分は0.6・Ｓｕ，

不連続な部分は，Ｓｙと0.6・Ｓｕ

の小さい方。 

ただし，オーステナイト系ステン

レス鋼及び高ニッケル合金につい

ては，構造上の連続な部分は2・

Ｓと0.6Ｓｕの小さい方，不連続な

部分は1.2・Ｓとする。 

左欄の 

1.5倍の値＊2
0.4・Ｓｕ

Ｓｕ
＊6

（1.5・Ｓｕ） ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡ

Ｓの許容限界を用

いる。） 
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を用いる。 

＊3：3・Ｓを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。ＳｍはＳと読み替える。）の弾塑性解

析を用いる。

＊4：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要。 

ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳｓ地震動による応力の全振幅」と読み替える。

＊5：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数を1.0以下とする。

＊6：（ ）内は，支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値 
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表4－6 許容応力（設計基準対象施設） 

(単位：MPa) 

材料 
温度 

（℃） 

許容応力 

状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力 

Ｐｍ ＰＬ＋Ｐｂ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ

SGV480 104.5 

ⅢＡＳ － 356 393 

ⅣＡＳ 
－ 356＊1 393 

－ 387＊2 393 

注記 ＊1：構造不連続部に対する許容応力を示す。 

   ＊2：構造連続部に対する許容応力を示す。 

表4－7 許容応力（重大事故等対処設備） 

(単位：MPa) 

材料 
温度 

（℃） 

許容応力 

状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力 

Ｐｍ ＰＬ＋Ｐｂ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ

SGV480 

171 ⅤＡＳ 
－ 344＊1 393 

－ 380＊2 393 

150 ⅤＡＳ 
－ 348＊1 393 

－ 381＊2 393 

注記 ＊1：構造不連続部に対する許容応力を示す。 

   ＊2：構造連続部に対する許容応力を示す。 
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5. 応力計算 

5.1 応力評価点 

貫通部の形状及び応力レベルを考慮して設定した応力評価点を表 5－1 及び図 5－1 に示す。 

表 5－1 応力評価点 

貫通部番号 応力評価点番号 応力評価点 

 

Ｐ１ 
原子炉格納容器胴とスリーブとの取付部 

（Ｐ１－Ａ～Ｐ１－Ｃ） 

Ｐ２ 
補強板取付部 

（Ｐ２－Ａ～Ｐ２－Ｃ） 

 

Ｐ３ 
原子炉格納容器胴とスリーブとの取付部 

（Ｐ３－Ａ～Ｐ３－Ｃ） 

Ｐ４ 
補強板取付部 

（Ｐ４－Ａ～Ｐ４－Ｃ） 
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図 5－1 配管貫通部の応力評価点 

Ａ～Ａ矢視図 

P2 B ,  P4 B

P1 C ,  P3 C

P1 A ,  P3 A

P2 C ,  P4 C

P1 B ,  P3 B

P2 A ,  P4 A

P1 B ,  P3 B

P2 B ,  P4 B

P2 A ,  P4 A

P1 A ,  P3 A

原子炉格納容器内側 原子炉格納容器外側 
Ａ 

Ａ 

スリーブ 
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5.2 計算方針 

5.2.1 原子炉格納容器に作用する荷重による応力 

原子炉格納容器に作用する最高使用圧力(内圧)，最高使用圧力(外圧)，死荷重及び地震

荷重による応力は，添付書類「Ⅴ-2-9-2-1 原子炉格納容器本体の耐震性についての計算

書｣で計算した応力を用いる。 

5.2.2 貫通部に作用する荷重による応力 

貫通部に作用する死荷重，地震荷重による応力は，解析コードＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ

を用いて計算する。 

貫通部番号 及び の計算モデルを図 5－2及び図 5－3に示す。 

図 5－2 貫通部番号 の解析モデル 
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図 5－3 貫通部番号 の解析モデル 
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表 5－2 解析モデル諸元表 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － SGV480 

質量 ｍ０ kg －＊

温度条件 Τ ℃ 4.1に記載のとおり 

縦弾性係数 Ｅ MPa  

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 図5-2～図5-3に 

記載のとおり 節点数 － 個 

注記 ＊：単位荷重による解析のため，質量は定義不要。 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

配管貫通部の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を

満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅣＡＳに対する応力評価結果を表 6－1に示す。 

表 4－3 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*及びＤ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳの評価に

ついて，それぞれ発生値が高い方の評価を記載している。 

(2) 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅢＡＳに対する応力評価結果を表 6－2に示す。 

表 4－3 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*の評価について評価を記載してい

る。 
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表 6－1 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋ＳＳ又はＤ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

配管貫通部 

X-31 

Ｐ１ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 176 356 ○ ①＊

一次＋二次応力 230 393 ○ ①＊

Ｐ２ 補強板取付部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 166 387 ○ ①＊

一次＋二次応力 226 393 ○ ①＊

配管貫通部 

X-34 

Ｐ３ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 176 356 ○ ①＊

一次＋二次応力 230 393 ○ ①＊

Ｐ４ 補強板取付部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 166 387 ○ ①＊

一次＋二次応力 232 393 ○ ①＊

注記 ＊：①：Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ / ②：Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*における結果を示す。 
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表 6－2 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

配管貫通部 

X-31 

Ｐ１ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 137 356 ○  

一次＋二次応力 130 393 ○  

Ｐ２ 補強板取付部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 130 356 ○  

一次＋二次応力 130 393 ○  

配管貫通部 

X-34 

Ｐ３ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 137 356 ○  

一次＋二次応力 130 393 ○  

Ｐ４ 補強板取付部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 129 356 ○  

一次＋二次応力 130 393 ○  
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6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

配管貫通部の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値

を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価 

許容応力状態ⅤＡＳに対する応力評価結果を表 6－3に示す。 

表 4－4に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ及びＤ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ

＋ＳＳの評価について，それぞれ評価基準値に対する発生値の割合が高い方の評価を記載し

ている。 
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表 6－3 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ又はＤ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

配管貫通部 

X-31 

Ｐ１ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 266 348 ○ ①＊

一次＋二次応力 346 393 ○ ①＊

Ｐ２ 補強板取付部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 258 380 ○ ②＊

一次＋二次応力 346 393 ○ ①＊

配管貫通部 

X-34 

Ｐ３ 
原子炉格納容器胴とスリー

ブとの取付部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 266 348 ○ ①＊

一次＋二次応力 344 393 ○ ①＊

Ｐ４ 補強板取付部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 258 380 ○ ②＊

一次＋二次応力 350 393 ○ ①＊

注記 ＊：①：Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋ＳＳ / ②：Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄにおける結果を示す。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度

及び機能維持の設計方針に基づき，ダイヤフラム・フロアが設計用地震力に対して十分

な構造強度を有していることを説明するものである。その耐震評価はダイヤフラム・フ

ロアの地震応答解析，応力評価により行う。 

ダイヤフラム・フロアは設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事

故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に

分類される。なお，ダイヤフラム・フロアはコンクリート構造物であり，重大事故等対

処設備としての評価は設計基準対象施設としての評価に包絡される。以下，設計基準対

象施設としての耐震評価を示す。

なお，技術基準規則第17条において，設計基準対象施設に関しては，技術基準

規則の要求に変更がないため，今回の申請において変更は行わない。 

1.1 基本方針 

ダイヤフラム・フロアの応力評価は，発電用原子力設備規格（コンクリート

製原子炉格納容器規格 ＪＳＭＥ Ｓ  ＮＥ１ -2003）（日本機械学会 2003

年12月）（以下「ＣＣＶ規格」という。），鋼構造設計規準（日本建築学会 200

5年改定），各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会 2010年改定）を適

用して評価する。
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

ダイヤフラム・フロアの構造計画を表2-1に示す。 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ダイヤフラム・フロアは鉛

直方向を原子炉本体の基礎

と柱によって支持され，水

平方向はシアラグによって

支持される。 

外径  mm，内径  mm，

スラブ厚さ  ㎜（強度部

材），  mm（断熱材

を含む）の鉄筋コンクリー

ト造スラブである。 

NT2 補② Ⅴ-2-9-4-1 R1 

ダイヤフラム・フロア

ダイヤフラム・フロア 拡大図

原子炉格納容器
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2.2 評価方針 

(1) ダイヤフラム・フロアの応力評価は，東海第二発電所 昭和 48 年 10 月 22 日付

け 48 公第 8316 号（既工認）にて認可された実績ある手法を適用する。各荷重に

よる応力は，実績のある三次元シェルモデルによる有限要素解析手法を適用する。 

(2) 解析コードはＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを用いる。なお，評価に用いる解析コード

ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類

「Ⅴ-5-1 計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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3. 形状及び主要寸法

構造概要を図3－1に示す。

図 3－1 構造概要図（単位：mm） 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
9
-
4
-
1
 
R
1
 



5 

4. 設計条件 

4.1 設計荷重 

設計基準対象施設の評価に用いる設計荷重を表4－1に示す。地震荷重は添付

書類「Ⅴ-2-1 耐震設計の基本方針」及び添付書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉

圧力容器及び圧力容器内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」

より設定する。 

表4－1 設計荷重 

    注1：Ｖは鉛直方向を示す。（下向きを正とする。） 

    注2：Ｈは水平方向を示す。 

荷         重 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄｽﾗﾌﾞに 

作用する荷重 

直接鉄骨大ば

りに作用する

荷重 

ｺﾗﾑｻﾎﾟｰﾄに 

作用する荷

重

Ｄ ＤＬ 死荷重  
Ｖ：スラブ用  kN/m2

Ｖ：鉄骨はり用  kN/m2

Ｖ: 

最大  kN 

Ｖ： 

 kN/m 

Ｏ 

Ｐ１

通常運転時 

圧

力 
Ｖ：      kN/m2 － －

Ｔ１
温

度 
上下面温度差     ℃ － －

Ｈ１

逃し安全弁作動時 

空気泡圧力による

荷重 

Ｒ：  kN/ﾍﾞﾝﾄ管 1 本 － －

Ｌ 

Ｐ２
地震と組合せる 

異常時圧力
Ｖ：10-1 年後   kN/m2 － －

Ｔ２
地震と組合せる 

異常時温度

10-1 年後上下面温度差

 ℃ 
－ －

Ｓｄ * Ｋ１

弾性設計用地震動

Ｓｄにより定まる

地震力又は静的地

震力 

Ｈ：11400 kN

Ｖ： 

鉛直震度 

±0.24 

Ｒ１： 

最大±1454 kN 
－

ＳＳ Ｋ２

基準地震動ＳＳに 

より定まる地震力 
Ｈ：18600 kN

Ｖ： 

鉛直震度 

±1.08 

Ｒ２： 

最大±2782 kN 
－
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4.2 材料及び許容応力 

    設計基準強度  ＦＣ =27.4 N/㎜ 2

    鉄筋    SD345＊（SD35）  

＊：新JISを示す 

各材料の許容応力度を表 4－2～表 4－6 に示す。 

設計基準対象施設の評価に用いる（荷重状態Ⅲ，Ⅳ）の荷重組合せを表 4－7

に示す。

表 4－2 コンクリートの許容圧縮応力度 

   （単位：N/mm2）  

荷 重 状 態 応力状態１＊ 1 応力状態２＊ 2

Ⅲ 18.2 20.5 

注記 ＊1：各荷重状態において，温度荷重により生じる応力を除い

た応力が生じている状態。 

＊2：各荷重状態において，応力が生じている状態。 

表 4－3 コンクリートの許容せん断応力度 

（単位：N/mm2）  

荷 重 状 態 許 容 値 

Ⅲ 1.14 

表4－ 4 鉄筋の許容応力度 

                           （単位：N/mm2）  

荷 重 状 態 

許 容 値 

圧縮及び引張り せん断 

Ⅲ，Ⅳ 345 345 

表4－5 鉄筋とコンクリートの許容ひずみ 

荷 重 状 態 
鉄筋 コンクリート 

圧縮 引張り 圧縮 

Ⅳ 0.005 0.005 0.003 
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表4－6 構造用鋼材の許容応力度 

                           （単位：N/mm2）  

 材 料 板厚 Ｆ値 許容応力度 

構造用鋼材
SM400B 

SS400 

40≧  235 
左記Ｆの値より求める。

40＜  215 

表4－7 荷重の組合せ 

   注：異常時の圧力と温度と配管荷重については時間のずれを考慮する。 

   注記 ＊：地震荷重と組み合わせる場合は，異常発生直後を除くその後

の状態の荷重と組み合わせる。 

荷重状態 荷重時名称 地震荷重 荷重番号 荷重の組合せ 

Ⅲ 地 震 時 Ｓｄ * ４ ＤＬ＋Ｐ１＋Ｔ１＋Ｈ１＋Ｒ１＋Ｋ１

Ⅳ 

地 震 時 ＳＳ ５ ＤＬ＋Ｐ１＋Ｔ２＋Ｈ１＋Ｒ２＋Ｋ２

（異常＊＋地震）時 Ｓｄ * ６ ＤＬ＋Ｐ２＋Ｔ２＋Ｒ１＋Ｋ１
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5. 応力計算 

5.1 応力評価点 

 ダイヤフラム・フロアの形状及び応力レベルを考慮して設定した応力評価点

を表 5－1 及び図 5－1 に示す。 

表5－1 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

No.1 RC スラブ 中間 

No.2 RC スラブ 端部 

No.3 RC スラブ ベント管近傍 

No.4 RC スラブ ベント管近傍 
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図5－1 解析モデル（ダイヤフラム・フロアの応力評価点）
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5.2 計算方針

各荷重によりダイヤフラム・フロアに生じる応力は，解析コードＭＳＣ ＮＡ

ＳＴＲＡＮを使用して計算する。ダイヤフラム・フロアの計算モデルを図 5－1

に示す。 

ダイヤフラム・フロアは鉛直方向を原子炉本体の基礎と柱によって支持され，

水平方向はシアラグによって支持されている軸対称形の構造をしている。解析

では，鉄筋コンクリートスラブ，鉄骨の大梁，小梁，柱を含む 360°全体をモ

デル化した。非対称形の荷重に対応できるように三次元的にモデル化し有限要

素法による弾性解析を行っている。

鉄筋コンクリートは，有限要素分割は四辺形及び三角形を用いることで板の

曲げと膜力を同時に考慮している。また，鉄骨の大梁，小梁，柱ははり要素を

用いて，軸力，曲げ，せん断力を同時に評価できるようにしている。 

解析に用いる材料の物性値は次のとおりとする。

コンクリートのヤング係数 ＥＣ＝2.43×107 kN/m2

コンクリートのせん断弾性係数 ＧＣ＝1.04×107 kN/m2

コンクリートのポアソン比 νＣ＝0.167 

コンクリートの線膨張係数 αＣ＝1.0×10-5 /℃  

鉄筋コンクリートの単位体積質量 γＣ＝24 kN/m3

鉄骨のヤング係数 ＥＳ＝2.06×108 kN/m2

鉄骨のポアソン比 νＳ＝0.3 

鉄骨の線膨張係数 αＳ＝1.0×10-5 /℃  

鉄骨の単位体積質量 γＳ＝77 kN/m3
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表5－ 2 解析モデル諸元表 

項目 記号 単位
入力値

鉄筋コンクリート 鉄骨部

材質 － － コンクリート SD345 

質量 ｍ０ kg －＊1 －＊1

縦弾性係数 Ｅ MPa 2.43×104 

ポアソン比 ν － 0.167 

要素数 － 個

節点数 － 個

注記 ＊1：単位荷重による解析のため，質量は定義不要。
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ダイヤフラム・フロアの設計基準対象施設としての評価を以下に示す。発生

値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 鉄筋コンクリート部 

鉄筋コンクリート部の解析結果とそれに基づく断面算定結果を表 6－ 1～

表 6－6 に示す。 

表 6－1 荷重状態Ⅲの軸力及び曲げモーメントによる応力検討結果（円周方向）

判

Ⅲ cσc  4 2 -107 -9 3380 -0.5 -6.5 -0.3 -20.5 -345 345 可

Ⅲ sσt  4 2 -98 -9 3380 -0.5 -6.2 0.2 -20.5 -345 345 可

Ⅲ cσc  4 2 -2699 103 16900 -4.3 -60.2 -31.2 -20.5 -345 345 可

Ⅲ sσt  4 2 3187 103 16900 0.0 73.8 114.8 -20.5 -345 345 可

Ⅲ cσc  4 2 -587 -136 13520 -2.8 -34.1 15.5 -20.5 -345 345 可

Ⅲ sσt  4 2 485 -136 13520 -1.4 -11.1 51.6 -20.5 -345 345 可

Ⅲ cσc  4 2 -638 -170 13520 -3.4 -41.0 22.5 -20.5 -345 345 可

Ⅲ sσt  4 2 672 -170 13520 -1.6 -12.4 67.2 -20.5 -345 345 可

     注１：  は検討ひずみの最大値を示す。

箇

所

名

荷

重

状

態

検

討

応

力

荷

重

番

号

応

力

状

態

設　計　応　力 引張応力及び圧縮応力 許　容　値

ａtx

Ｎx Ｍx cσc sσc sσt cｆc sｆc sｆt

（kN /m） （kN･m /m） （mm
2
/m） N/㎜

2
N/㎜

2
N/㎜

2
N/㎜

2
N/㎜

2
N/㎜

2 定

№1

№2

№3

№4

表 6－2 荷重状態Ⅳの軸力及び曲げモーメントによる応力検討結果（円周方向） 

判

Ⅳ sεt  5 1 15 -4 3380 -6 -2 28 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  6 1 8 -4 3380 -8 -4 26 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  5 1 5253 178 16900 0 585 932 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  6 1 2941 114 16900 0 314 536 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  5 1 1004 -226 13520 -126 -55 455 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  6 1 560 -130 13520 -75 -34 259 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  5 1 1207 -281 13520 -161 -73 558 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  6 1 673 -164 13520 -97 -46 320 -3000 -5000 5000 可

     注１：  は検討ひずみの最大値を示す。

箇

所

名

荷

重

状

態

検

討

応

力

荷

重

番

号

応

力

状

態

設　計　応　力 引張ひずみ及び圧縮ひずみ 許　容　値

ａtx

Ｎx Ｍx cεc sεc sεt cεcu sεcu sεtu

（kN /m） （kN･m /m） （mm
2
/m） (×10

6
) (×10

6
) (×10

6
) (×10

6
) (×10

6
) (×10

6
) 定

№1

№2

№3

№4

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
9
-
4
-
1
 
R
1
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表 6－3 面外せん断力による検討結果（円周方向） 

ＱA1

（N/mm）

Ⅲ  4 2 -10 11 11 339 可

Ⅳ  5 1 -4 16 16 339 可

Ⅲ  4 2 103 -256 256 5400 可

Ⅳ  5 1 178 -361 361 5400 可

Ⅲ  4 2 -136 751 751 3780 可

Ⅳ  5 1 -227 1292 1292 3780 可

Ⅲ  4 2 -171 -184 184 3780 可

Ⅳ  5 1 -282 -304 304 3780 可

注1： は面外せん断力の最大値を示す。

箇

所

名

荷

重

状

態

荷

重

番

号

応

力

状

態

設　計　応　力 許容値 判
Ｑx

Ｍx Ｑx （N/mm）
定

（kN･m/m） （kN/m）

№4

№1

№2

№3

N
T
2
 
補
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-
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-
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-
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表 6－4 荷重状態Ⅲの軸力及び曲げモーメントによる応力検討結果（半径方向） 

判

Ⅲ cσc  4 2 13 32 3380 -1.2 -11.0 34.1 -20.5 -345 345 可

Ⅲ sσt  4 2 88 32 3380 -1.0 -7.1 45.0 -20.5 -345 345 可

Ⅲ cσc  4 2 -295 9 16900 -0.5 -6.3 -3.8 -20.5 -345 345 可

Ⅲ sσt  4 2 382 9 16900 0.0 9.6 13.1 -20.5 -345 345 可

Ⅲ cσc  4 2 -89 -226 13520 -3.5 -39.3 54.2 -20.5 -345 345 可

Ⅲ sσt  4 2 38 -226 13520 -3.4 -36.6 58.5 -20.5 -345 345 可

Ⅲ cσc  4 2 -291 -92 13520 -1.8 -21.2 13.8 -20.5 -345 345 可

Ⅲ sσt  4 2 242 -92 13520 -1.1 -9.8 31.9 -20.5 -345 345 可

     注１：  は検討ひずみの最大値を示す。

箇

所

名

荷

重

状

態

検

討

応

力

荷

重

番

号

応

力

状

態

設　計　応　力 引張応力及び圧縮応力 許　容　値

ａty

Ｎy Ｍy cσc sσc sσt cｆc sｆc sｆt

（kN /m） （kN･m /m） （mm
2
/m） N/㎜

2
N/㎜

2
N/㎜

2
N/㎜

2
N/㎜

2
N/㎜

2 定

№1

№2

№3

№4

表 6－5 荷重状態Ⅳの軸力及び曲げモーメントによる応力検討結果（半径方向） 

判

Ⅳ sεt  5 1 124 63 3380 -119 -56 389 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  6 1 68 37 3380 -71 -34 227 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  5 1 605 19 16900 0 70 106 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  6 1 339 12 16900 0 38 61 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  5 1 18 -395 13520 -375 -268 490 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  6 1 14 -222 13520 -209 -149 277 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  5 1 490 -156 13520 -107 -59 278 -3000 -5000 5000 可

Ⅳ sεt  6 1 274 -90 13520 -62 -35 159 -3000 -5000 5000 可

     注１：  は検討ひずみの最大値を示す。

箇

所

名

荷

重

状

態

検

討

応

力

荷

重

番

号

応

力

状

態

設　計　応　力 引張ひずみ及び圧縮ひずみ 許　容　値

ａty

Ｎy Ｍy cεc sεc sεt cεcu sεcu sεtu

（kN /m） （kN･m /m） （mm
2
/m） (×10

6
) (×10

6
) (×10

6
) (×10

6
) (×10

6
) (×10

6
) 定

№1

№2

№3

№4

表 6－6 面外せん断力による検討結果（半径方向） 

ＱA1

（N/mm）

Ⅲ  4 2 33 -26 26 339 可

Ⅳ  5 1 64 -39 39 339 可

Ⅲ  4 2 9 13 13 5400 可

Ⅳ  5 1 19 20 20 5400 可

Ⅲ  4 2 -227 -477 477 3780 可

Ⅳ  5 1 -396 -846 846 3780 可

Ⅲ  4 2 -93 302 302 3780 可

Ⅳ  5 1 -157 529 529 3780 可

注1： は面外せん断力の最大値を示す。

箇

所

名

荷

重

状

態

荷

重

番

号

応

力

状

態

設　計　応　力 許容値 判
Ｑy

Ｍy Ｑy （N/mm）
定

（kN･m/m） （kN/m）

№1

№2

№3

№4

N
T
2
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(2) 鉄骨部 

鉄骨部の解析結果とそれに基づく評価結果を表 6－7～表 6－11 に示す。 

表 6－7 大梁の水平方向荷重に対する評価結果 

荷重 

組合せ 

Ｍ 

(kN･m) 

Ｑ  

(kN) 

σｂ

(N/mm2) 

τ  

(N/mm2) 

組合せ 

(N/mm2) 

許容値(N/mm2) 

せん断 
曲げ 

組合せ 

(4) 144.1 1440.6 37.0 33.4 68.7

135 235 (5) 222.9 2228.5 57.2 51.6 106.2

(6) 124.7 1247.5 32.1 28.9 59.5

表 6－8 大梁の鉛直方向荷重に対する評価結果 

荷重 

組合せ 

Ｍ 

(kN･m) 

Ｑ  

(kN) 

σｂ

(N/mm2) 

τ  

(N/mm2) 

組合せ 

(N/mm2) 

許容値(N/mm2) 

せん断 
曲げ 

組合せ 

(4) 752.8 995.3 31.3 31.1 62.3

135 235 (5) 1105.7 1547.9 46.0 48.4 95.7

(6) 723.1 1000.1 30.1 31.3 62.0

表 6－9 小梁の評価結果 

荷重 

組合せ 

Ｍ 

(kN･m) 

Ｑ  

(kN) 

σｂ

(N/mm2) 

τ  

(N/mm2) 

組合せ 

(N/mm2) 

許容値(N/mm2) 

せん断 
曲げ 

組合せ 

(4) 627.7 380.1 70.0 26.4 83.7

135 235 (5) 1019.5 645.1 113.6 44.8 137.6

(6) 646.4 379.3 72.0 26.4 85.3
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表 6－10 柱の評価結果 

表 6－11 シアコネクタの評価結果 

荷重 

組合せ 

Ｎ 

(kN) 

断面積 

(mm2) 

σＣ

(N/mm2) 

許容値 

(N/mm2) 

(4) 2349.8

52440

44.9

144 (5) 3426.8 65.4

(6) 2355.1 45.0

荷重 

組合せ 

Ｆ 

(kN) 

Ｔ  

(kN/本) 
本数 

許容値 

(kN/本) 

(4) 1440.6 40.1 

36 82 (5) 2228.5 61.9 

(6) 1247.5 34.7 

N
T
2
 
補
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-
2
-
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1. 概要 

本計算書は，ベント管の強度計算書である。 

ベント管は，設計基準対象施設のベント管を重大事故等クラス２管として兼用する管

である。 

設計基準対象施設としては，東海第二発電所 昭和 48 年 10 月 22 日付け 48 公第 8316

号にて認可された工事計画書の添付書類「Ⅲ-2-2-1 ベント管の規格計算書」，「Ⅲ-3-2-

2 ベント管の耐震性についての計算書」に評価結果があり，強度が十分であることを確

認している。 

以下，重大事故等クラス２管としての強度評価を示す。 
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

ベント管の構造計画を表 2－1に示す。 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ベント管上部をダイヤフラム

フロアに固定し，下部には水平

ブレースにて支持している。 

ベント管は内径  mm，板厚  

mm，長さ  mm の管でできて

いる。 

ベント管の上部には配管破断時

の防護のためジェットデフレク

タが取付けた構造である。 

                       ベント管詳細図 

ベント管 

NT2 補③ Ⅴ-3-9-2-1 R0 

ブレーシング

ベント管

ジェットデフレクタ
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2.2 評価方針

ベント管の応力評価は，東海第二発電所 昭和 48 年 10 月 22 日付け 48 公第 8316 号

（既工認）にて認可された実績のある手法を適用する。 
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3. 形状及び主要寸法

ベント管の形状及び主要寸法を図 3－1 に示す。

図 3－1 ベント管の形状及び主要寸法（単位：mm） 
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4. 設計条件

4.1 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

内圧ＰSA 173 kPa 

温度ＴSA 200 ℃ 

(2) 自重

ベント管 

(3) 逃がし安全弁作動時荷重

逃がし安全弁作動時空気泡圧力による荷重としては，気泡差圧による荷重と気泡

速度によるドラッグ力が作用する。 

2 2
max DmaxＰ＝（ΔＰ ） +（Ｐ ）

ここに， 

0 0

1 1

max max
1 1

ΔＰ ＝Ｐ ･Ｒ ･ －
ｒ ｒ ＋ａ

0
0

1

4

2
Dmax D max

γ Ｒ
Ｐ ＝ ･Ｃ ･Ｖ ･

2･ ｒg

Ｐ0max：最大気泡圧力 

Ｒ0：気泡半径 

ｒ1：気泡中心と構造物前面までの距離 

ａ：構造物の厚さ 

Ｖ0max：最大気泡表面速度 

ＣD：ドラッグ係数 

γ：比重量 

：重力加速度g

(4) 冷却材喪失事故時蒸気ブローダウンによる荷重

ベント管に加わる水平方向荷重

Ｆ1＝ ･sin(π･t/3) (×103 N) 0≦ｔ≦3 ms
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4.2 材料及び許容応力 

(1) 材料

表 4－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

ベント管 SGV49 相当 SGV480＊

注記 ＊：新 JIS を示す。 

(2) 荷重の組合せ及び許容応力

重大事故等対処設備の評価における荷重の組合せ及び供用状態を表 4－2 に，供用

状態に対する許容応力を表 4－3 に示す。 

表4－2 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊
機器等 

の区分 

荷重の 

組合せ 
供用状態 

原子炉 

格納施設 

圧力低

減設備

その他

の安全

設備 

ベント管 

常設耐震 

／防止 

常設／緩和 

重大事故

等クラス

２管 

Ｄ＋ＰＳＡ

＋ＭＳＡ

Ｅ 

（Ｅとして

Ｄ Ｓ の許容

限界を準用

する） 

注記 ＊：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常

設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」

は常設重大事故緩和設備を示す。

表4－3 許容応力（重大事故等対処設備） 

(単位：MPa) 

材料 供用状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力 

Ｐｍ ＰＬ＋Ｐｂ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ

SGV480 Ｅ － 379 － 
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5. 応力計算

5.1 応力評価点 

ベント管の形状及び応力レベルを考慮して設定した応力評価点を表 5－1，図 3－1 に

示す。 

表 5－1 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 上部 

Ｐ２ ブレーシング部 
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5.2 計算方針 

ベント管の応力評価は，東海第二発電所 昭和 48 年 10 月 22 日付け 48 公第 8316 号

（既工認）にて認可された実績のある手法を適用する。 
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6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

ベント管の重大事故等対処設備としての強度評価結果を以下に示す。発生値は評価

基準値を満足している。 

(1) 供用状態Ｅに対する評価

供用状態Ｅに対する応力評価結果を表 6－1 に示す。

表 4－2 に示す荷重の組合せについて記載している。
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表 6－1 供用状態Ｅに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

Ｅ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

ベント管 
Ｐ１ 上部 一次膜応力＋一次曲げ応力 98 379 ○ 

Ｐ２ ブレーシング部 一次膜応力＋一次曲げ応力 139 379 ○ 

NT2 補③ Ⅴ-3-9-2-1 R0E 
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1. 概要

本計算書は，原子炉格納容器貫通部の強度計算書である。

原子炉格納容器貫通部は，設計基準対象施設の原子炉格納容器貫通部を重大事故等クラス２

容器として兼用する機器である。 

設計基準対象施設としては，東海第二発電所 平成 20年 4月 7日付け平成 20・02・29 原第

41 号にて認可された工事計画書の参考資料，「参考資料 2-1 原子炉格納容器貫通部の評価につ

いて」に評価結果があり，強度が十分であることを確認している。 

以下，重大事故等クラス２容器としての強度評価を示す。 
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

原子炉格納容器貫通部の構造計画を表 2－1に示す。 
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NT2 補③ Ⅴ-3-9-1-4-1 R0 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉格納容器貫通部は原子

炉格納容器により支持され

る。 

原子炉格納容器に円筒形スリ

ーブが取り付けられた鋼製構

造物である。 

原子炉格納容器

貫通部 
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2.2 評価方針 

(1) 原子炉格納容器貫通部の応力評価のうち，原子炉格納容器側の応力については，原子炉

格納容器に作用する荷重（死荷重，圧力）による応力と，貫通部に作用する荷重（配管

反力）による応力を組み合わせて評価する。原子炉格納容器に作用する荷重による応力

は，添付書類「Ⅴ-3-9-1-1-4 ドライウェル本体及びサプレッション・チェンバ本体の

強度計算書」で計算した応力を用い，貫通部に作用する荷重による応力は，実績のある

三次元シェルモデルによる有限要素解析手法を適用する。

(2) 解析コードはＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを用いる。なお，評価に用いる解析コードＭＳＣ

ＮＡＳＴＲＡＮの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-1 計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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3. 形状及び主要寸法

原子炉格納容器貫通部の形状及び主要寸法を図 3－1及び表 3－1に示す。

図3－1 原子炉格納容器貫通部の形状 

表3－1 原子炉格納容器貫通部の主要寸法 

(単位：mm) 

貫通部番号 Ｔ1 Ｔ2 ｄｏ ｔｎｏ Ｒ＊

X-31

X-34

注記 ＊：原子炉格納容器中心から原子炉格納容器内側までの距離 

スリーブ

原子炉格納容器内側
ｔ

ｎ
ｏ

Ｒ＊

Ｔ2

φ
ｄ

o

Ｔ1
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4. 設計条件

4.1 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

内圧ＰＳＡ 620 kPa 

温度ＴＳＡ 200 ℃ 

(2) 配管荷重

貫通部に作用する配管反力による設計荷重を表 4－1に示す。設計荷重の作用方向を

図 4－1に示す。 

表 4－1 配管反力による設計荷重 

貫通部番号 荷重の種類 
軸力(N) モーメント(N･mm)

Ｐ ＭＣ ＭＬ

X-31 死荷重 

X-34 死荷重 
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図 4－1 地震荷重の作用方向 

鉛直方向 水平方向 

ＭＣ(Ｗ) 

原子炉格納容器胴 

ＭＣ(Ｅ) 

スリーブ

Ｐ(Ｓ) 

Ｐ(Ｎ) 

原子炉格納容器胴 

ＭＬ(Ｕ) 

ＭＬ(Ｄ) 

スリーブ
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4.2 材料及び許容応力 

(1) 材料

表 4－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

原子炉格納容器胴 SGV49 相当 SGV480＊

補強板 SGV49 相当 SGV480＊

注記 ＊：新 JIS を示す。 

(2) 荷重の組合せ及び許容応力

重大事故等対処設備の評価における荷重の組合せ及び供用状態を表 4－2 に，供用状態に

対する許容応力を表 4－3に示す。 

表4－2 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 供用状態 

原子炉 

格納施設 

原子炉 

格納容器 

原子炉 

格納容器 

貫通部 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故

等クラス

２容器 

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ

Ｅ 

（Ｅとし

てＤの許

容限界を

用いる） 

注記 ＊：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大

事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

表4－3 許容応力（重大事故等対処設備） 

(単位：MPa) 

材料 供用状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力 

Ｐ ＰＬ＋Ｐｂ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ

SGV480 Ｅ － 422 － 
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5. 応力計算

5.1 応力評価点 

貫通部の形状及び応力レベルを考慮して設定した応力評価点を表 5－1 及び図 5－1 に示す。 

表 5－1 応力評価点 

貫通部番号 応力評価点番号 応力評価点 

X-31

Ｐ１ 
原子炉格納容器胴とスリーブとの取付部 

（Ｐ１－Ａ～Ｐ１－Ｃ） 

Ｐ２ 
補強板取付部 

（Ｐ２－Ａ～Ｐ２－Ｃ） 

X-34

Ｐ３ 
原子炉格納容器胴とスリーブとの取付部 

（Ｐ３－Ａ～Ｐ３－Ｃ） 

Ｐ４ 
補強板取付部 

（Ｐ４－Ａ～Ｐ４－Ｃ） 
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図 5－1 応力評価点 

Ａ～Ａ矢視図 

P2 B ,  P4 B

P1 C ,  P3 C

P1 A ,  P3 A

P2 C ,  P4 C

P1 B ,  P3 B

P2 A ,  P4 A

P1 B ,  P3 B

P2 B ,  P4 B

P2 A ,  P4 A

P1 A ,  P3 A

原子炉格納容器内側 原子炉格納容器外側 
Ａ 

Ａ 

スリーブ
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5.2 計算方針 

5.2.1 原子炉格納容器に作用する荷重による応力 

原子炉格納容器に作用する内圧及び死荷重による応力は，添付書類「Ⅴ-3-9-1-1-4 ド

ライウェル本体及びサプレッション・チェンバ本体の強度計算書」で計算した応力を用い

る。 

5.2.2 貫通部に作用する荷重による応力 

貫通部に作用する死荷重による応力は，解析コードＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを用いて計

算する。 

貫通部番号 X-31 及び X-34 の計算モデルを図 5－2及び図 5－3に示す。 

図 5－2 貫通部番号 X-31 の解析モデル 
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図 5－3 貫通部番号 X-34 の解析モデル 
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表 5－2 解析モデル諸元表 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － SGV480 

質量 ｍ０ kg －＊1

温度条件 Τ ℃ 4.1に記載のとおり 

縦弾性係数 Ｅ MPa －＊2

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 図5-2～図5-3に 

記載のとおり 節点数 － 個 

注記 ＊1：単位荷重による解析のため，質量は定義不要。 

＊2：動的応答を考慮しない為，剛性（縦弾性係数）は解析結果に影響しない。 
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6. 評価結果

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉格納容器貫通部の重大事故等対処設備としての強度評価結果を以下に示す。発生値は

評価基準値を満足している。 

(1) 供用状態Ｅに対する評価

供用状態Ｅに対する応力評価結果を表 6－1に示す。

表 4－2に示す荷重の組合せについて記載している。
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表 6－1 供用状態Ｅに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

Ｅ

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

原子炉格納容器 

貫通部 

X-31

Ｐ１ 
原子炉格納容器胴とスリーブとの

取付部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 269 422 ○ 

Ｐ２ 補強板取付部 一次膜応力＋一次曲げ応力 270 422 ○ 

原子炉格納容器 

貫通部 

X-34

Ｐ３ 
原子炉格納容器胴とスリーブとの

取付部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 270 422 ○ 

Ｐ４ 補強板取付部 一次膜応力＋一次曲げ応力 270 422 ○
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計

方針に基づき，残留熱除去系熱交換器が設計用地震力に対して十分な構造強度を有しているこ

とを説明するものである。 

残留熱除去系熱交換器は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，

分類に応じた構造強度評価を示す。 

 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

残留熱除去系熱交換器の構造計画を表2－1に示す。 
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   表2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

胴を4個のラ

グ で 支 持

し，ラグを

それぞれ架

台に取付ボ

ルトで取り

付ける。 

 

水室，管板，

胴を有するラ

グ支持たて置

円筒形容器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

胴板 

（ラグ付根部） 

ラグ 取付ボルト 

（ラグ部） 
シアーラグ

取付ボルト 

（振れ止め部） 

胴板 

（振れ止め付根部） 

Ａ号機 

Ｂ号機 

ラグ 

シアーラグ

胴板 

（振れ止め付根部）

振れ止め 

取付ボルト 

（振れ止め部) 

取付ボルト 

（ラグ部） 

胴板 

（ラグ付根部） 

振れ止め 
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2.2 評価方針 

残留熱除去系熱交換器の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構

造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造

計画」にて示す残留熱除去系熱交換器の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所に

おいて，「4.4 解析モデル及び諸元」及び「4.5 固有周期」で算出した固有周期及び荷重

に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて

示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

残留熱除去系熱交換器の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 残留熱除去系熱交換器の耐震評価フロー 

 

解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

容器の構造強度評価 

設計用地震力 
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2.3 適用基準 

   適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単 位

ＡＬｂ 取付ボルト（ラグ部及び振れ止め部）の軸断面積 mm
2 

ＡＴｂ 取付ボルト（振れ止め部）の軸断面積 mm
2
 

ＡＬｓ１ 鉛直方向荷重に対するラグのせん断断面積 mm
2 

ＡＬｓ２ 円周方向荷重に対するラグのせん断断面積 mm
2
 

ＡＴｓ 鉛直方向荷重に対する振れ止めのせん断断面積 mm
2 

ＡＴ 半径方向荷重に対する振れ止めの断面積 mm
2 

ＡＳ せん断方向荷重に対するシアーラグの断面積 mm
2 

ａＬ ラグの半径方向端面から胴板までの距離 mm 

ａＴ 振れ止めの円周方向の幅 mm 

ｂＬ ラグの半径方向端面から取付ボルト中心までの距離 mm 

ＣＬ１ ラグの胴付根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の周方向） mm 

ＣＬ２ ラグの胴付根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の軸方向） mm 

ＣＴ１ 振れ止めの胴付根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の周方向） mm 

ＣＴ２ 振れ止めの胴付根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の軸方向） mm 

ＣＬｃｊ，ＣＴｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られる

値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 
－ 

ＣＬ ｊ 鉛直方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られ

る値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 
－ 

ｃＬ ラグの据付くシアーラグ端面から取付ボルト中心までの距離 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

ｄＴ 振れ止め中心から取付ボルト中心までの距離 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

Ｆ Ｆ値を求める際において，設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133

に定める値 

MPa 

ＦＶ 鉛直方向地震力による荷重 N 

ＦＬ０１ 運転時質量によりラグの取付ボルトに作用する鉛直方向荷重 N 

ＦＬ０１Ｖ 鉛直方向地震力によりラグの取付ボルトに作用する鉛直方向荷重 N 

ＦＬ１１ 水平方向地震力によりラグの取付ボルトに作用する鉛直方向荷重 N 

ＦＴｒ 運転時質量により胴の振れ止め付根部に半径方向に作用する荷重 N 

ＦＴｒＶ 鉛直方向地震力により胴の振れ止め付根部に半径方向に作用する荷重 N 

ＦＴｒＨ 水平方向地震力により胴の振れ止め付根部に半径方向に作用する荷重 N 

ＦＴｓｒ 振れ止めの引張方向に作用する荷重 N 

ＦＴｓ  振れ止めのせん断方向に作用する荷重 N 

ＦＴｂ 振れ止めの取付ボルトに作用するせん断方向の荷重 N 

fＳｓｂ シアーラグの許容せん断応力 MPa 

 

g 

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単 位

fＴｓｂ 振れ止めの取付ボルトの許容せん断応力 MPa 

fＬｔ ラグの許容引張応力 MPa 

fＴｔ 振れ止めの許容引張応力 MPa 

fＬｔｏ 引張力のみを受けるラグの取付ボルトの許容引張応力 MPa 

fＴｔｏ 引張力のみを受ける振れ止めの取付ボルトの許容引張応力 MPa 

fＴｔs
 引張力とせん断力を同時に受ける振れ止めの取付ボルトの許容引張応

力 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

ＩＬ ラグ部の胴の断面二次モーメント mm
４
 

ＩＴ 振れ止め部の胴の断面二次モーメント mm
４
 

ｋＬｃｊ，ｋＬ ｊ，

ｋＴｃｊ 

引用文献(1)によるアタッチメントパラメータの周方向及び軸方向の

補正係数（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 
－ 

Ｋ１Ｎｊ， Ｋ１Ｍｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの膜応力及び曲げ応力

に対する補正係数（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 
－ 

ＭＬＨ 水平方向地震力によるラグ部の胴の曲げモーメント N･mm

ＭＴＨ 水平方向地震力による振れ止め部の胴の曲げモーメント N･mm

ＭＬ１ 水平方向地震力によるラグ付根部の鉛直方向モーメント N･mm

ＭＬ３ 水平方向地震力によるラグ付根部のねじりモーメント N･mm

ＭＴ３ 水平方向地震力による振れ止め付根部のねじりモーメント N･mm

ＭＬｃ 水平方向地震力によるラグ付根部の周方向モーメント N･mm

ＭＴｃ 水平方向地震力による振れ止め付根部の周方向モーメント N･mm

ＭＬ  運転時質量によるラグ付根部の鉛直方向モーメント N･mm

ＭＬ Ｖ 鉛直方向地震力によるラグ付根部の鉛直方向モーメント N･mm

ＭＴｓ 振れ止めに作用する曲げモーメント N･mm

ＭＴｂ 振れ止めの取付ボルトの締結部に作用する曲げモーメント N･mm

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

Ｍｘ 胴に生じる軸方向の曲げモーメント N 

Ｍφ 胴に生じる周方向の曲げモーメント N 

Ｎｘ 胴に生じる軸方向の膜力 N/mm

Ｎφ 胴に生じる周方向の膜力 N/mm

ｎＬ ラグ1個当たりの取付ボルトの本数 － 

ｎＴ 振れ止め1個当たりの取付ボルトの本数 － 

Ｐ 半径方向荷重 N 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

ＰＴｂ 振れ止めの取付ボルトに作用する軸方向の荷重 N 
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記  号 記   号   の   説   明 単 位

ＱＬ 水平方向地震力によるラグ付根部の周方向荷重 N 

ＱＴ 水平方向地震力による振れ止め付根部の周方向荷重 N 

ＱＳ シアーラグに作用するせん断方向荷重 N 

ＲＬ 運転時質量によるラグ付根部の鉛直方向荷重 N 

ＲＬ１ 水平方向地震力によるラグ付根部の鉛直方向荷重 N 

ＲＬＶ 鉛直方向地震力によるラグ付根部の鉛直方向荷重 N 

ｒｍＬ ラグ部の胴の平均半径 mm 

ｒｍＴ 振れ止め部の胴の平均半径 mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

ｔＬ ラグ部の胴の厚さ mm 

ｔＴ 振れ止め部の胴の厚さ mm 

ＺＬｓｐ ラグのねじり断面係数 mm
3 

ＺＬｓ  ラグの半径方向軸に対する断面係数 mm
3 

ＺＬｓｔ ラグの周方向軸に対する断面係数 mm
3
 

ＺＴｓ 振れ止めの鉛直方向軸に対する断面係数 mm
3
 

β，βＬ１，βＬ２，

βＬｃ，βＬ ， 

βＴ１，βＴ２， 

βＴｃ，βＮ，βＭ

引用文献(2)によるアタッチメントパラメータ － 

γＬ，γＴ 引用文献(2)によるシェルパラメータ － 

π 円周率 － 

σＬ０ 胴のラグ付根部の一次一般膜応力最大値 MPa 

σＴ０ 胴の振れ止め付根部の一次一般膜応力最大値 MPa 

σＬ０φ 胴のラグ付根部の周方向一次一般膜応力 MPa 

σＴ０φ 胴の振れ止め付根部の周方向一次一般膜応力 MPa 

σＬ０ｘ  胴のラグ付根部の軸方向一次一般膜応力 MPa 

σＴ０ｘ 胴の振れ止め付根部の軸方向一次一般膜応力 MPa 

σＬ１ 胴のラグ付根部の一次応力の最大値 MPa 

σＴ１ 胴の振れ止め付根部の一次応力の最大値 MPa 

σＬ１１，σＬ１２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の組合せ一次応力 

MPa 

σＴ１１，σＴ１２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の組合せ一次応力 

MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単 位

σＬ２ 胴のラグ付根部の一次応力＋二次応力の最大値 MPa 

σＴ２ 胴の振れ止め付根部の一次応力＋二次応力の最大値 MPa 

σＬ２１，σＬ２２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の組合せ一次応力＋二次応力の変動値 

MPa 

σＴ２１，σＴ２２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の組合せ一次応力＋二次応力の変動値 

MPa 

σＬｂ ラグ部の取付ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σＴｂ 振れ止め部の取付ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σＬｓ ラグの組合せ応力の最大値 MPa 

σＴｓ 振れ止めの組合せ応力の最大値 MPa 

σＬｓ１ 運転時質量によるラグの曲げ応力 MPa 

σＴｓ１，σＴｓ２ 振れ止めの引張応力及び曲げ応力 MPa 

σＬｓ２ 水平方向地震力によるラグの曲げ応力 MPa 

σＬｓ７ 鉛直方向地震力によるラグの曲げ応力 MPa 

σＬｘｅ１，σＬｘｅ２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の軸方向一次応力の和 

MPa 

σＴｘｅ１，σＴｘｅ２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の軸方向一次応力の和 

MPa 

σＬφｅ１，σＬφｅ２

 

水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の周方向一次応力の和 

MPa 

σＴφｅ１，σＴφｅ２ 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の周方向一次応力の和 

MPa 

σＬ２ｘｅ１， 

σＬ２ｘｅ２ 

水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の軸方向一次応力＋二次応力 

MPa 

σＴ２ｘｅ１， 

σＴ２ｘｅ２ 

水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の軸方向一次応力＋二次応力 

MPa 

σＬ２φｅ１， 

σＬ２φｅ２ 

水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴のラグ付根部

の周方向一次応力＋二次応力 

MPa 

σＴ２φｅ１， 

σＴ２φｅ２ 

水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の振れ止め付

根部の周方向一次応力＋二次応力 

MPa 

σＬφ１，σＬｘ１ 内圧による胴のラグ付根部の周方向及び軸方向応力 MPa 

σＴφ１，σＴｘ１ 内圧による胴の振れ止め付根部の周方向及び軸方向応力 MPa 

σφ２ 静水頭に作用する鉛直方向地震力による胴の周方向応力 MPa 

σＬｘ２ 運転時質量による胴のラグ付根部及び軸方向応力 MPa 

σＴｘ２ 運転時質量による胴の振れ止め付根部及び軸方向応力 MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単 位

σＬφ３，σＬｘ３ 運転時質量により生じる鉛直方向モーメントによる胴のラグ付根部の

周方向及び軸方向応力 

MPa 

σＴφｒ ，σＴｘｒ 運転時質量により生じる半径方向荷重による胴の振れ止め付根部の周

方向及び軸方向応力 

MPa 

σＬｘ４ 水平方向地震力が作用した場合の転倒モーメントによる胴のラグ付根

部の軸方向応力 

MPa 

σＴｘ４ 水平方向地震力が作用した場合の転倒モーメントによる胴の振れ止め

付根部の軸方向応力 

MPa 

σＬφ５，σＬｘ５ 水平方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴のラグ

付根部の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＬ２φ５，σＬ２ｘ５ 水平方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴のラグ

付根部の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

σＬφ７，σＬｘ７ 水平方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによる胴のラグ付

根部の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＬ２φ７，σＬ２ｘ７ 水平方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによる胴のラグ付

根部の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

σＴφ７，σＴｘ７ 水平方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによる胴の振れ止

め付根部の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＴ２φ７，σＴ２ｘ７ 水平方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによる胴の振れ止

め付根部の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

σＴφｒＨ， 

σＴｘｒＨ 

水平方向地震力が作用した場合の半径方向荷重による胴の振れ止め付

根部の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＴ２φｒＨ， 

σＴ２ｘｒＨ 

水平方向地震力が作用した場合の半径方向荷重による胴の振れ止め付

根部の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

σＬｘ１１ 鉛直方向地震力によるラグ付根部の胴断面に生じる引張応力 MPa 

σＴｘ１１ 鉛直方向地震力による振れ止め付根部の胴断面に生じる引張応力 MPa 

σＬφ１２，σＬｘ１２ 鉛直方向地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴のラグ付根

部の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＴφｒＶ，σＴｘｒＶ 鉛直方向地震力により生じる半径方向荷重による胴の振れ止め付根部

の周方向及び軸方向一次応力 

MPa 

σＬ２φ１２， 

σＬ２ｘ１２ 

鉛直方向地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴のラグ付根

部の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

σＴ２φｒＶ， 

σＴ２ｘｒＶ 

鉛直方向地震力により生じる半径方向荷重による胴の振れ止め付根部

の周方向及び軸方向二次応力 

MPa 

   

g g 
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記  号 記   号   の   説   明 単 位

τＬ３ 水平方向地震力により胴のラグ付根部に生じるねじりモーメントによ

るせん断応力 

MPa 

τＴ３ 水平方向地震力により胴の振れ止め付根部に生じるねじりモーメント

によるせん断応力 

MPa 

τＴｂ 振れ止めの取付ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τＳ シアーラグに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τＬｃ１ 水平方向地震力により胴のラグ付根部に生じる周方向せん断応力 MPa 

τＴｃ１ 水平方向地震力により胴の振れ止め付根部に生じる周方向せん断応力 MPa 

τ Ｌ １  運転時質量により胴のラグ付根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τ Ｌ ２  水平方向地震力により胴のラグ付根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τ Ｌ ６  鉛直方向地震力により胴のラグ付根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τＬｓ１ 運転時質量によるラグのせん断応力 MPa 

τＴｓ１ 運転時質量と地震力による振れ止めのせん断応力 MPa 

τＬｓ２ 水平方向地震力によるラグのせん断応力 MPa 

τＬｓ７ 鉛直方向地震力によるラグのせん断応力 MPa 

注：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版

含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007年）をいう。 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

   ＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

   ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値と

する。 

長

さ
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3. 評価部位 

残留熱除去系熱交換器の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条

件に基づき，胴板（ラグ付根部及び振れ止め付根部），ラグ，振れ止め，取付ボルト（ラグ部

及び振れ止め部），シアーラグについて実施する。残留熱除去系熱交換器の耐震評価部位につ

いては，表2－1の概略構造図に示す。 

なお，残留熱除去系熱交換器はＡ号機とＢ号機で架台の形状が異なるため，Ａ号機とＢ号機

それぞれについて耐震評価を実施する。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 容器及び内容物の質量はラグの中心を基準にして  部分に分け，各部分の全質量が，そ

れぞれの重心に集中するものとする。 

(2) 地震力は，容器に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用するものとし，原則とし

て，応力評価において組合せるものとする。なお，取付ボルトにおいては，作用する荷重

の算出において組合せるものとする。 

(3) 容器の胴は4 個のラグで支持され，ラグはそれぞれ架台に取付ボルトで取り付いている。

また，容器の胴は4 個の振れ止めで横揺れを押さえられており，振れ止めはそれぞれ振れ

止めサポートに取付ボルトで取り付いている。 

(4) 水平方向は，胴をはりと考え，変形モードは胴の曲げ及びせん断変形を考慮する。胴の

鉛直方向は剛とみなす。 

(5) 胴板とラグ及び振れ止めとの取付部において胴板の局部変形を考慮する。 

(6)  ラグは，胴の半径方向にスライド可能とし，半径方向の荷重は受けもたないものとする。

また，円周方向の荷重に対しては，取付ボルト間の中心を軸とする回転方向に自由度を有

しているものとする。 

(7) 振れ止めは，胴の鉛直方向にスライド可能とし，鉛直方向の荷重は受けもたないものと

する。  
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

残留熱除去系熱交換器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－2に示す。 

 

4.2.2  許容応力 

   残留熱除去系熱交換器の許容応力を表4－3～表4－4に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価基準 

残留熱除去系熱交換器の使用材料の許容応力評価基準のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表4－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－6に示す。 

 

 



 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

残留熱除去 

設備 

残留熱除去系 

熱交換器 
Ｓ クラス２容器＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：クラス２容器の支持構造物を含む。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却

系統施設 

残留熱除去 

設備 

残留熱除去系 

熱交換器 

常設耐震/防止 

常設/緩和 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震/防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設/緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊1

NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-1 R0 

＊3

1
4
 

 
 

＊2 



 

 

 

表4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器（クラス２，３容器）） 

許容応力状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 

   一次＋ 

 二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓ y と 0.6・Ｓ u の小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合

金については上記値と 1.2・Ｓ

のうち大きい方とする。 

左欄の 1.5 倍の値 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみ

による疲労解析を行い，疲労累積係数が 1.0

以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の

変動値が 2・Ｓ y 以下であれば，疲労解析は不

要 ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，Ⅳ

ＡＳの許容限界を用

いる。） 

 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労

累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値

が 2・Ｓ y 以下であれば，疲労解析は不要 

注記 ＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略

する。 

   ＊2：2・Ｓ y を超えるときは弾塑性解析若しくは設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓ y と読み替え

る。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊2 

＊2 1
5
 

NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-1 R0 

*1 



 

 

 

表4－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ラグ及び振れ止め） 

許容限界＊1，＊2 

（取付ボルト） 

許容限界＊1，＊2 

（シアーラグ） 

一次応力 一次応力    一次応力 

組合せ 引張り せん断 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容

限界を用いる。） 

     注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価

を省略する。 

 

NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-1 R0 

1
6
 

＊ ＊＊ ＊



表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa) 

胴板 SB410 最高使用温度 249 － 180 391 － 

ラグ
SM400A 

（40mm＜厚さ≦75mm）
最高使用温度 249 － 160 373 － 

振れ止め 
SM400A 

（16mm＜厚さ≦40mm）
最高使用温度 249 － 173 373 － 

取付ボルト 周囲環境温度 － 764 906 － 

シアーラグ 周囲環境温度 － 211 394 － 

表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa) 

胴板 SB410 最高使用温度 249 － 180 391 － 

ラグ
SM400A 

（40mm＜厚さ≦75mm）
最高使用温度 249 － 160 373 － 

振れ止め 
SM400A 

（16mm＜厚さ≦40mm）
最高使用温度 249 － 173 373 － 

取付ボルト 周囲環境温度 － 685 847 － 

シアーラグ 周囲環境温度 － 194 373 － 

NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-1 R0 

1
7
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4.3 解析モデル及び諸元 

 残留熱除去系熱交換器の解析モデルを図4－1～図4－2に，解析モデルの概要を以下に示す。

また，機器の諸元を表4－7に示す。 

(1) 熱交換器本体及び架台をはり要素でモデル化する。なお，架台の形状が異なることから，

Ａ号機とＢ号機それぞれをモデル化する。 

(2) 熱交換器本体を  質点系振動モデルとして考える。 

(3) 拘束条件は，壁面及び床面と架台の取合い部を完全拘束とし，ラグ及び振れ止めは一方

向にスライド可能とする。 

(4) 解析コードは，「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，固有値及び荷重を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅴ-5-3

計算機プログラム（解析コード）の概要 ＳＡＰ－Ⅳ」に示す。 

図4－1 解析モデル（Ａ号機） 
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図4－2 解析モデル（Ｂ号機） 
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表4－7 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 m ０ kg 

温度条件 

（最高使用温度又

は雰囲気温度） 

Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表4－8及び表4－9に，振動モード図を図4－3及び図4－4に示す。 

表 4－8 固有値解析結果（Ａ号機） 

モード
固有周期 

（ s ） 
卓越方向 

刺激係数 

ＥＷ方向 ＮＳ方向 鉛直方向 

1 次 

2 次 

3 次 

4 次 

5 次 

6 次 

表 4－9 固有値解析結果（Ｂ号機） 

モード
固有周期 

（ s ） 
卓越方向 

刺激係数 

ＥＷ方向 ＮＳ方向 鉛直方向 

1 次 

2 次 

3 次 

4 次 

5 次 

6 次 

7 次 
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図4－3 振動モード（Ａ号機） 
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図4－4 振動モード（Ｂ号機）
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4.5 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書

類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数は添付書

類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

評価に用いる設計用地震力を表4－10及び表4－11に示す。 

表 4－10 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

減衰定数 

（％） 

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 鉛直方向

原子炉建屋 

EL. 2.0 ＊1 

0.198 

(Ａ号機)

0.066 

(Ａ号機)
ＣＨ＝0.63

又は＊2 

ＣＶ＝0.50

又は＊2 

ＣＨ＝0.73

又は＊3 

ＣＶ＝0.64 

又は＊3 
1.0＊4 1.0＊4 

0.196 

(Ｂ号機)

0.069 

(Ｂ号機)

注記 ＊1:基準床レベルを示す。 

＊2:弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊3:基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊4：溶接構造物に適用される減衰定数の値 

表 4－11 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

減衰定数 

（％） 

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 鉛直方向

原子炉建屋 

EL. 2.0 ＊1 

0.198 

(Ａ号機)

0.066 

(Ａ号機)

－ － 
ＣＨ＝0.73

又は＊2 

ＣＶ＝0.64 

又は＊2 
1.0＊3 1.0＊3 

0.196 

(Ｂ号機)

0.069 

(Ｂ号機)

注記 ＊1:基準床レベルを示す。 

＊2:基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊3：溶接構造物に適用される減衰定数の値 
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力の計算方法 

応力計算は，ＳＲＳＳ法を用いて行い，水平震度については，ＥＷ方向及びＮＳ方向

の場合に分けて組合せるものとする。 

4.6.1.1 胴板（ラグ付根部）の応力 

(1) 内圧による応力

 （4.6.1.1.1） 

＝0σ ２φ  （4.6.1.1.2） 

 （4.6.1.1.3） 

(2) 運転時質量による応力

                 （4.6.1.1.4） 

(3) 鉛直方向地震力により胴断面に生じる引張応力

鉛直方向地震力による荷重Ｆｖは，図4－1及び図4－2に示す解析モデルについて計

算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

 （4.6.1.1.5） 

(4) 運転時質量による胴のラグ付根部の応力

図4－9 鉛直荷重により胴及びラグに作用するモーメントと力 

０
Ｌｘ２

ｉ Ｌ Ｌ

＝
ｍ ・ 

・(Ｄ ＋ｔ )・ｔ
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π

g

Ｌ

Ｌｉｒ
ｘ１Ｌ

4・ｔ
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Ｖ
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＝
Ｆ

・(Ｄ ＋ｔ )・ｔ
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運転時質量による鉛直方向モーメントＭＬ 及び反力ＲＬは，図4－1及び図4－2に示

す計算モデルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

鉛直方向曲げモーメントＭＬ により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，引

用文献(2)により次のようにして求める。 

シェルパラメータγＬ及びアタッチメントパラメータβＬ は，以下のように定義

する。 

γＬ＝ｒｍＬ／ｔＬ   （4.6.1.1.6） 

βＬ１＝ＣＬ１／ｒｍＬ  （4.6.1.1.7） 

βＬ２＝ＣＬ２／ｒｍＬ  （4.6.1.1.8） 

 3 2 
２Ｌ１ＬＬ ・ββ＝β  （4.6.1.1.9） 

ただし，βＬ ≦0.5 

シェルパラメータγＬ及びアタッチメントパラメータβＬ によって引用文献(2)の

図より値（以下＊を付記するもの）を求めることにより，次式で求める。 

（4.6.1.1.10） 

（4.6.1.1.11） 

反力ＲＬによるせん断応力 

 （4.6.1.1.12） 

(5) 鉛直方向地震力による胴のラグ付根部の応力

鉛直方向地震力による鉛直方向モーメント
ＶＬＭ は，図4－1及び図4－2に示す解

析モデルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

鉛直方向地震力による鉛直方向曲げモーメント
ＶＬＭ により生じる周方向応力及

び軸方向応力はシェルパラメータγＬ及びアタッチメントパラメータβＬ によって

引用文献(2)の図より値（以下＊を付記するもの）を求めることにより，次式で求

める。 

一次応力 

（4.6.1.1.13） 

（4.6.1.1.14） 

2 2 

＊
Ｌφ

Ｌφ３ Ｌ １

Ｌ ｍＬ ｍＬ Ｌ Ｌ

ＭＮ
＝ ・　  ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・ｔ ・β
σ

2 2 

＊
Ｌｘ

Ｌｘ３ Ｌ ２

Ｌ ｍＬ ｍＬ Ｌ Ｌ

ＭＮ
＝ ・　 ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・β ) ｒ ・ｔ ・β
σ

１

Ｌ
Ｌ

Ｌ２ ＬＣ

Ｒ
＝

4・ ・ｔ
τ

2 2 

＊
Ｌ Ｖφ

Ｌφ１２ Ｌ １

Ｌ Ｖ ｍＬ ｍＬ Ｌ Ｌ

ＭＮ
＝ ・　  ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β ・ｔ
σ

2 2 

＊
Ｌ Ｖｘ

Ｌｘ１２ Ｌ ２

Ｌ Ｖ ｍＬ ｍＬ Ｌ Ｌ

ＭＮ
＝ ・　  ・Ｃ

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β ・ｔ
σ
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二次応力 

 （4.6.1.1.15） 

  （4.6.1.1.16） 

ここで，アタッチメントパラメータβＬ は，次式で表される。ただし，二次応

力を求める場合は更にｋＬ を乗じた値とする。 

 3 2
２Ｌ１ＬＬ ・ββ＝β  （4.6.1.1.17） 

鉛直方向地震力による反力ＲＬＶは，図4－1及び図4－2に示す解析モデルについ

て計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用し，反力ＲＬＶによるせん

断応力は，次式で表される。 

 （4.6.1.1.18） 

(6) 水平方向地震による胴の曲げ応力

 （4.6.1.1.19） 

水平方向地震力による曲げモーメントＭＬＨは，図4－1及び図4－2に示す解析モ

デルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

ここで，胴の断面二次モーメントＩＬは次のように求める。 

 （4.6.1.1.20） 

2

＊
Ｌ Ｖφ

Ｌ２φ１２

Ｌ Ｖ ｍＬ ｍＬ Ｌ Ｌ

6・ＭＭ
＝ ・　

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β ・ｔ
σ

2

＊
Ｌ Ｖｘ

Ｌ２ｘ１２

Ｌ Ｖ ｍＬ ｍＬ Ｌ Ｌ

6・ＭＭ
＝ ・　

Ｍ ／(ｒ ・β) ｒ ・β ・ｔ
σ

ＬＶ
Ｌ ６

Ｌ２ ＬＣ

Ｒ
＝ 

4・ ・ｔ
τ

Ｌ

ＬｉＬＨ
ｘ４Ｌ

Ｉ2・

)＋2・ｔ・(ＤＭ
 ＝σ

ＬＬｉＬ ・ｔ)＋ｔ・(Ｄ
8

π
 ＝Ｉ 3
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(7) 水平方向地震力による胴のラグ付根部に作用する荷重及びモーメント

図4－10 ラグに作用する周方向曲げモーメント及びねじりモーメントと力 

水平方向地震力による鉛直方向曲げモーメントの最大値ＭＬ１は，図4－1及び図

4－2に示す解析モデルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を

使用する。 

鉛直方向モーメントＭＬ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，

（4.6.1.1.10）式のσＬφ３及び（4.6.1.1.11）式のσＬｘ３と同様にして次式で求める。 

一次応力 

  （4.6.1.1.21） 

  （4.6.1.1.22） 

二次応力 

 （4.6.1.1.23） 

 （4.6.1.1.24） 

ここで，アタッチメントパラメータβＬ は次式で表される。ただし，二次応力

を求める場合は，更にｋＬ を乗じた値とする。 

 3 2
２Ｌ１ＬＬ ・ββ＝β  （4.6.1.1.25） 

 

１Ｌ

ＬＬＬｍ

１Ｌ
＊

Ｌｍ１Ｌ

φ
φ５Ｌ ・Ｃ 

・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

)・／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ

 2 2
β

２Ｌ

ＬＬＬｍ

１Ｌ
＊

Ｌｍ１Ｌ

ｘ
ｘ５Ｌ ・Ｃ 

・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ

 2 2

・ｔ・βｒ

Ｍ6・
・　

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ

ＬＬＬｍ

Ｌ１

＊

ＬｍＬ１

φ
Ｌ２φ５

2

・ｔ・βｒ

Ｍ6・
・　

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ

ＬＬＬｍ

Ｌ１

＊

ＬｍＬ１

ｘ
Ｌ２ｘ５

2
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水平方向地震による周方向曲げモーメントの最大値ＭＬｃは，図4－1及び図4－2

に示す解析モデルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用

する。 

周方向曲げモーメントＭＬｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，次

式で求める。 

一次応力 

（4.6.1.1.26） 

（4.6.1.1.27） 

二次応力 

  （4.6.1.1.28） 

  （4.6.1.1.29） 

ここで，アタッチメントパラメータβ ｃＬ は次式で表される。ただし，二次応力を

求める場合は更にｋ ｃＬ を乗じた値とする。 

 3  2 
２Ｌ１ＬｃＬ ・ββ＝β                                      （4.6.1.1.30）

水平方向地震による周方向せん断力の最大値ＱＬ，鉛直方向せん断力の最大値 

ＲＬ１及びねじりモーメントの最大値ＭＬ３は，図4－1及び図4－2に示す解析モデル

について計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

周方向せん断力ＱＬによるせん断応力 

 （4.6.1.1.31） 

鉛直方向せん断力ＲＬ１によるせん断応力 

 （4.6.1.1.32） 

ねじりモーメントＭＬ３により生じる胴のせん断応力 

 （4.6.1.1.33） 

ｃ１Ｌ

ＬｃＬＬｍ

ｃＬ
＊

ＬｍｃＬ

φ
φ７Ｌ ・Ｃ 

・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ

 2 2

ｃ２Ｌ

ＬｃＬＬｍ

ｃＬ
＊

ＬｍｃＬ

ｘ
ｘ７Ｌ ・Ｃ 

・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ

 2 2

・ｔ・βｒ

Ｍ6・
・　

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ

ＬｃＬＬｍ

ｃＬ
＊

ＬｍｃＬ

φ
Ｌ２φ７

2

・ｔ・βｒ

Ｍ6・
・　

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ

ＬｃＬＬｍ

ｃＬ
＊

ＬｍｃＬ

ｘ
Ｌ２ｘ７

2

Ｌ１Ｌ

Ｌ
ｃ１Ｌ

・ｔ4・Ｃ

Ｑ
＝τ

Ｌ２Ｌ

１Ｌ
２Ｌ

・ｔ4・Ｃ

Ｒ
＝τ

Ｌ１Ｌ

３Ｌ
３Ｌ

・ｔ2・π・Ｃ

Ｍ
＝τ

2
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(8) 組合せ応力

(1)～(7)によって算出される胴のラグ付根部に生じる応力は，以下により組み合

わされる。 

a. 一次一般膜応力

 （4.6.1.1.34） 

 （4.6.1.1.35） 

 （4.6.1.1.36） 

図4－11  胴（ラグ付根部）の評価点 

b. 一次応力

σＬ１＝Max(σＬ１１，σＬ１２)   （4.6.1.1.37） 

 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の一次応力は，次式で求め

る。 

第1評価点 

 （4.6.1.1.38） 

 （4.6.1.1.39） 

 （4.6.1.1.40） 

 

Ｌ０ｘＬ０φＬ０ ，σσax＝ｍσ

１ＬφＬ０φ＝σσ

２２

Ｌｘ４Ｌｘ１１Ｌｘ２Ｌｘ１Ｌ０ｘ ＋σσ＋＋σ＝σσ

２２

Ｌφ１２Ｌφ５Ｌφ３Ｌφ１Ｌφｅ１ ＋σσ＋＋σ＝σσ

２２

Ｌｘ１２Ｌｘ１１Ｌｘ５Ｌｘ４

Ｌｘ３Ｌｘ２Ｌｘ１Ｌｘｅ１

＋σσ＋＋σσ　＋

＋σ＋σ＝σσ

｝＋ττ＋－σσ＋

＋σ・｛σ
2

1
＝σ

２２

Ｌ３Ｌｃ１Ｌｘｅ１Ｌφｅ１

Ｌｘｅ１Ｌφｅ１Ｌ１１

4
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第2評価点 

 （4.6.1.1.41） 

 （4.6.1.1.42） 

 

 （4.6.1.1.43） 

c. 胴の一次＋二次応力の変動値

σＬ２＝Max(σＬ２１，σＬ２２)  （4.6.1.1.44） 

水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震のみによる 

一次＋二次応力の変動値は，次式で求める。 

第1評価点 

 （4.6.1.1.45） 

（4.6.1.1.46） 

 （4.6.1.1.47） 

第2評価点 

  （4.6.1.1.48） 

 （4.6.1.1.49） 

 

 （4.6.1.1.50） 

  

Ｌφ７Ｌφ１Ｌφｅ２ ＋σ＝σσ

２２

Ｌｘ１１Ｌｘ７Ｌｘ４Ｌｘ２Ｌｘ１Ｌｘｅ２ ＋σ＋σσ＋＋σ＝σσ

} 
τ＋)＋τ(τ＋τ・

)σ(σ

σσ ・{
2

1
σ

 2 
２２

２

６ＬＬ３２Ｌ１Ｌ

２ｅｘＬ２ｅφＬ

２ｅｘＬ２ｅφＬ１２Ｌ

4 ＋

－
＋    

＋ ＝

２２

Ｌ２φ１２Ｌφ１２Ｌ２φ５Ｌφ５Ｌ２φｅ１ ＋σσ＋＋σσ＝σ

２

２

Ｌ２ｘ１２Ｌｘ１２Ｌｘ１１

Ｌ２ｘ５Ｌｘ５Ｌｘ４

Ｌ２ｘｅ１
＋σ＋σσ＋

＋σ＋σσ
＝σ

２２

Ｌ３Ｌｃ１Ｌ２ｘｅ１Ｌ２φｅ１

Ｌ２ｘｅ１Ｌ２φｅ１Ｌ２１

＋ττ＋－σσ＋

＋σ＝σσ

4

７φＬ２７φＬ２ｅ２φＬ ＋σ＝σσ

２２

Ｌｘ１１Ｌ２ｘ７Ｌｘ７Ｌｘ４Ｌ２ｘｅ２ ＋σ＋σ＋σσ＝σ

 2 
２２

２

)＋τ(τ＋τ・     

)σ(σ

σσ＝σ

Ｌ３２Ｌ６Ｌ

２ｅ２ｘＬ２ｅ２φＬ

２ｅ２ｘＬ２ｅ２φＬ２２Ｌ

4 ＋

－
＋
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4.6.1.2 胴板（振れ止め付根部）の応力 

(1) 内圧による応力

 （4.6.1.2.1） 

＝0σφ２  （4.6.1.2.2） 

 （4.6.1.2.3） 

(2) 運転時質量による応力

  （4.6.1.2.4） 

(3) 鉛直方向地震力により胴断面に生じる引張応力

鉛直方向地震力による荷重ＦＶは，図4－1及び図4－2に示す解析モデルについて計

算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

 （4.6.1.2.5） 

(4) 運転時質量による胴の振れ止め付根部の応力

振れ止めは，鉛直方向にスライド可能であるため，振れ止め付根部に運転時質量

による鉛直方向モーメント及び反力は，生じないものとする。 

図4－12 胴及び振れ止めに作用するモーメントと力 

Ｔ

Ｔｉｒ
φ１Ｔ

2・ｔ

）1.2・ｔ＋（Ｄ ・Ｐ
＝σ

Ｔ

Ｔｉｒ
Ｔ

4・ｔ

）1.2・ｔ ＋（Ｄ ・Ｐ
＝σ １ｘ

ＴＴｉ

０
ｘ２Ｔ

)・ｔ＋ｔπ・(Ｄ

・ｍ
σ ＝

ｇ

Ｖ
Ｔｘ11

ｉ Ｔ Ｔ

＝
Ｆ

・(Ｄ ＋ｔ )・ｔ
σ

π
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運転時質量により半径方向に働く荷重ＦＴr は，図4－1及び図4－2に示す解析モデ

ルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。

半径方向に働く荷重ＦＴr により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，引用文

献(2)により次のようにして求める。 

シェルパラメータγＴ及びアタッチメントパラメータβＮは，Ｋ１Ｎ を用いて以下

のように定義する。 

γＴ＝ｒｍＴ／ｔＴ   （4.6.1.2.6） 

βＴ１＝ＣＴ１／ｒｍＴ   （4.6.1.2.7） 

βＴ２＝ＣＴ２／ｒｍＴ   （4.6.1.2.8） 

２Ｔ１Ｔ１Ｎ２Ｔ１ＴＮ ・ββ１－Ｋ・－１β／β・１－１／３＝β ・    （4.6.1.2.9） 

シェルパラメータγＴ及びアタッチメントパラメータβＮによって引用文献(2)

の図より値（以下＊を付記するもの）を求めることにより，次式で求める。 

 （4.6.1.2.10） 

 （4.6.1.2.11） 

(5) 鉛直方向地震力による胴の振れ止め付根部の応力

振れ止めは鉛直方向にスライド可能であるため，振れ止め付根部に鉛直方向地震

力による鉛直方向モーメント及び反力は，生じないものとする。 

鉛直方向地震力により半径方向に働く荷重ＦＴrＶは，図4－1及び図4－2に示す解析

モデルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。

半径方向に働く荷重ＦＴrＶにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，次のよ

うにして求める。 

一次応力 

 （4.6.1.2.12） 

 （4.6.1.2.13） 

二次応力 

 （4.6.1.2.14） 

 （4.6.1.2.15） 

g 

g 

＊
Ｔｒφ

Ｔφｒ

ｍＴ ｍＴ Ｔ

ＦＮ
＝ ・　

Ｐ／ｒ ｒ ・ｔ
σ

ｇ
ｇ

＊
Ｔｒｘ

Ｔｘｒ

ｍＴ ｍＴ Ｔ

ＦＮ
＝ ・　

Ｐ／ｒ ｒ ・ｔ
σ

ｇ
ｇ

＊
ＴｒＶφ

ＴφｒＶ

ｍＴ ｍＴ Ｔ

ＦＮ
＝ ・　

Ｐ／ｒ ｒ ・ｔ
σ

＊
ＴｒＶｘ

ＴｘｒＶ

ｍＴ ｍＴ Ｔ

ＦＮ
＝ ・　

Ｐ／ｒ ｒ ・ｔ
σ

２

＊
ＴｒＶφ

Ｔ２φｒＶ

Ｔ

6・ＦＭ
＝ ・　

Ｐ ｔ
σ

２

＊
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Ｔ
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ここで，アタッチメントパラメータβＭは，次式で表される。 

２Ｔ１Ｔ１Ｍ２Ｔ１ＴＭ ・ββ１－Ｋ・－１β／β・１－１／３＝β ・   （4.6.1.2.16） 

(6) 水平方向地震による胴の曲げ応力

 （4.6.1.2.17） 

水平方向地震による曲げモーメントＭＴＨは，図4－1及び図4－2に示す解析モデル

について計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

ここで，胴の断面二次モーメントＩＴは，次のように求める。 

 （4.6.1.2.18） 

(7) 水平方向地震力による胴の振れ止め付根部に作用する荷重及びモーメント

振れ止めは，鉛直方向にスライド可能であるため，振れ止め付根部に水平方向

地震による鉛直方向曲げモーメント及び鉛直方向せん断力は生じないものとする。 

水平方向地震による周方向曲げモーメントの最大値ＭＴｃは，図4－1及び図4－2

に示す解析モデルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用

する。 

周方向曲げモーメントＭＴｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，次

式で求める。 

一次応力 

（4.6.1.2.19） 

（4.6.1.2.20） 

二次応力 

 （4.6.1.2.21） 

 （4.6.1.2.22） 

ここで，アタッチメントパラメータβ ｃＴ は次式で表される。ただし，二次応力

を求める場合は，更にｋ ｃＴ を乗じた値とする。 

 3  2 
２Ｔ１ＴｃＴ ・ββ＝β                                      （4.6.1.2.23）

Ｔ

ＴｉＴＨ
ｘ４Ｔ

2・Ｉ

)＋2・ｔ・(ＤＭ
 ＝σ

ＴＴｉＴ ・ｔ)＋ｔ・(Ｄ
8

π
＝Ｉ ３

ｃ１Ｔ

ＴｃＴＴｍ

ｃＴ
＊

ＴｍｃＴ

φ
φ７Ｔ ・Ｃ 

・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ

 2 2

ｃ２Ｔ

ＴｃＴＴｍ

ｃＴ
＊

ＴｍｃＴ

ｘ
ｘ７Ｔ ・Ｃ 

・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ

 2 2

・ｔ・βｒ

Ｍ6・
・　

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ

 2
ＴｃＴＴｍ

ｃＴ
＊

ＴｍｃＴ

φ
Ｔ２φ７

・ｔ・βｒ

Ｍ6・
・　

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ

 2
ＴＴＴｍ

Ｔ
＊

ＴｍＴ

ｘ
Ｔ２ｘ７

ｃ

ｃ

ｃ
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水平方向地震による周方向せん断力の最大値ＱＴ，ねじりモーメントの最大値   

ＭＴ３及び半径方向に働く荷重ＦＴｒＨは，図4－1及び図4－2に示す解析モデルにつ

いて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

周方向せん断力ＱＴによるせん断応力 

 （4.6.1.2.24） 

ねじりモーメントＭＴ３により生じる胴のせん断応力 

 （4.6.1.2.25） 

半径方向に働く荷重ＦＴｒＨにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，

（4.6.1.2.12）式～（4.6.1.2.15）式と同様にして次のようにして求める。 

一次応力 

 （4.6.1.2.26） 

 （4.6.1.2.27） 

二次応力 

 （4.6.1.2.28） 

 （4.6.1.2.29） 

(8) 組合せ応力

(1)～(7)によって算出される胴の振れ止め付根部に生じる応力は，以下により

組み合わされる。 

a. 一次一般膜応力

 （4.6.1.2.30） 

１ＴφＴ０φ＝σσ  （4.6.1.2.31） 

 （4.6.1.2.32） 

 

Ｔ１Ｔ

Ｔ
ｃ１Ｔ

・ｔ4・Ｃ

Ｑ
＝τ

Ｔ１Ｔ

３Ｔ
３Ｔ

・ｔ2・π・Ｃ

Ｍ
＝τ

2

＊
ＴｒＨφ

ＴφｒＨ

ｍＴ ｍＴ Ｔ

ＦＮ
＝ ・　

Ｐ／ｒ ｒ ・ｔ
σ

＊
ＴｒＨｘ

ＴｘｒＨ

ｍＴ ｍＴ Ｔ

ＦＮ
＝ ・　

Ｐ／ｒ ｒ ・ｔ
σ

２

＊
ＴｒＨφ

Ｔ２φｒＨ

Ｔ

6・ＦＭ
＝ ・　

Ｐ ｔ
σ

２

＊
ＴｒＨｘ

Ｔ２ｘｒＨ

Ｔ

6・ＦＭ
＝ ・　

Ｐ ｔ
σ

２２

Ｔｘ４Ｔｘ１１Ｔｘ２Ｔｘ１Ｔ０ｘ ＋σσ＋＋σ＝σσ

Ｔ０ｘＴ０φＴ０ ，σσax＝ｍσ
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図4－13  胴（振れ止め付根部）の評価点 

b. 一次応力

σＴ１＝Max(σＴ１１，σＴ１２)  （4.6.1.2.33） 

 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の一次応力は，次式で求め

る。 

第1評価点 

 （4.6.1.2.34） 

 （4.6.1.2.35） 

 （4.6.1.2.36） 

第2評価点 

 （4.6.1.2.37） 

 （4.6.1.2.38） 

 （4.6.1.2.39） 

 

Ｔφｅ１＝σ

Ｔｘｅ１＝σ

｝＋ττ＋－σσ＋

＋σ・｛σ
2

1
＝σ

２２

Ｔ３Ｔｃ１Ｔｘｅ１Ｔφｅ１

Ｔｘｅ１Ｔφｅ１Ｔ１１

4

Ｔｘｅ２＝σ

} ・τ)σ(σ

σσ ・{
2

1
σ

２２

Ｔ３２ｅｘＴ２ｅφＴ

２ｅｘＴ２ｅφＴ１２Ｔ

4 ＋－＋

＋ ＝

Ｔφｅ２＝σ
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c. 胴の一次＋二次応力の変動値

σＴ２＝Max(σＴ２１，σＴ２２)  （4.6.1.2.40） 

 水平方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震のみによる一次＋二

次応力の変動値は，次式で求める。 

イ. 振れ止めの付根部

第1評価点

 （4.6.1.2.41） 

 （4.6.1.2.42） 

 （4.6.1.2.43） 

第2評価点 

 （4.6.1.2.44） 

  （4.6.1.2.45） 

 （4.6.1.2.46） 

 

Ｔ２φｅ１＝σ

Ｔ２ｘｅ１＝σ

２２

Ｔ３Ｔｃ１Ｔ２ｘｅ１Ｔ２φｅ１

Ｔ２ｘｅ１Ｔ２φｅ１Ｔ２１

＋ττ＋－σσ　＋

＋σ＝σσ

4

２ｅ２φＴ ＝σ

Ｔ２ｘｅ２＝σ

２２

Ｔ３２ｅ２ｘＴ２ｅ２φＴ

２ｅ２ｘＴ２ｅ２φＴ２２Ｔ

・τ)σ(σ

σσ σ

4 ＋－ ＋

＋＝
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4.6.1.3 ラグの応力 

(1) 運転時質量による応力 

 

                                           （4.6.1.3.1） 

 

 

                                           （4.6.1.3.2） 

 

(2) 鉛直方向地震力による応力 

 

                                           （4.6.1.3.3） 

 

 

                                           （4.6.1.3.4） 

 

(3) 水平方向地震力による応力 

 

                                  （4.6.1.3.5） 

 

 

                           （4.6.1.3.6） 

 

 

(4) 組合せ応力 

ラグの最大応力は，次式で求める。 

 

             （4.6.1.3.7） 
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Ｌｓ７
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Ｌｓ７

Ｌｓ１

Ｒ
＝

Ａ
τ

ｓＬ

ｃＬ

ｓｔＬ

１Ｌ
２ｓＬ

Ｚ

Ｍ
＋

Ｚ

Ｍ
＝σ

ｓ２Ｌ

Ｌ

ｓｐＬ
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4.6.1.4 振れ止めの応力 

(1) 運転時質量と地震力による応力

運転時質量と地震力により半径方向に働く荷重ＦＴｓｒ，鉛直方向に働く荷重

ＦＴＳ  及び曲げモーメントＭＴＳは，図4－1及び図4－2に示す解析モデルについ

て計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

 （4.6.1.4.1） 

 （4.6.1.4.2） 

 （4.6.1.4.3） 

(2) 組合せ応力

振れ止めの最大応力は次式で求める。

 （4.6.1.4.4） 

Ｔ

ｒｓＴ
ｓ１Ｔ

Ａ

Ｆ
＝σ

ｓＴ

ｓＴ
ｓ１Ｔ

Ａ

Ｆ
＝τ

ｓＴ

ｓＴ
２ｓＴ

Ｚ

Ｍ
＝σ

ｓＴ ＝σ
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4.6.1.5 取付ボルト（ラグ部）の応力 

  ，  ，  及び     ，    ，     は，図4－1及び図4－2に示す解析モ

デルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

 （4.6.1.5.1） 

 （4.6.1.5.2） 

 （4.6.1.5.3） 

 （4.6.1.5.4） 

4.6.1.6 取付ボルト（振れ止め部）の応力 

運転時質量と地震力により軸方向に作用する荷重 ＴｂＰ ，締結部の曲げモーメン

ト ＴｂＭ 及びせん断方向に作用する荷重 ＴｂＦ は，図4－1及び図4－2に示す解析モ

デルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により得られる値を使用する。 

 （4.6.1.6.1） 

 （4.6.1.6.2） 

4.6.1.7 シアーラグの応力 

シアーラグには，せん断応力のみ発生するものとする。

ＱＳは，図4－1及び図4－2に示す解析モデルについて計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」に

より得られる値を使用する。 

 （4.6.1.7.1） 

図4－14 シアーラグに作用する力 

Ｌ０１Ｆ

Ｌ１１Ｆ

Ｌ０１ＶＦ

ｂＬＬ

２

Ｌ０１Ｖ

２

Ｌ１１Ｌ０１
Ｌｂ

・Ａｎ

＋ＦＦＦ
＝σ

Ｔｂσ ＝

ｂＴＴ

Ｔｂ
ｂＴ

・Ａｎ

Ｆ
＝τ

Ｓ
Ｓ

Ｓ

Ｑ
＝

Ａ
τ

ＬＶＲＬ１ＲＬＲ ＬＭ Ｌ１Ｍ Ｌ ＶＭ

＝

＝
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【残留熱除去系熱交換器の耐

震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 胴の応力評価 

4.6.1.1項及び4.6.1.2項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ

以下であること。ただし，Ｓａは4.2.2項 表4－3による。 

 

4.8.2 ラグ及び振れ止めの応力評価 

4.6.1.3項で求めたラグ及び4.6.1.4項で求めた振れ止めの組合せ応力が許容応力ƒｔ以

下であること。 

ただし，ƒｔは下表による。 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 

Ｆ
・1.5

1.5  

Ｆ
・1.5

1.5  

 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

＊
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4.8.3 取付ボルトの応力評価 

4.6.1.5項及び4.6.1.6項で求めた取付ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引

張応力 ｔｓf 以下であること。ただし，ƒｔｏ は下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]                      (4.8.3.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ 以下であ

ること。ただし，ƒｓｂ は下表による。 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5
2

Ｆ

 
・1.5
2

Ｆ

 

許容せん断応力

ƒｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ

 
・1.5
31.5・

Ｆ

 

 

 

 

4.8.4 シアーラグの応力評価 

4.6.1.7項で求めたシアーラグのせん断応力が許容せん断応力ƒｓｂ 以下であること。

ただし，ƒｓｂ は下表による。 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

許容せん断応力

ƒｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ

 
・1.5
31.5・

Ｆ

 

 

 

＊
 

＊
 

＊
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

残留熱除去系熱交換器の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2  重大事故等対処設備としての評価結果 

残留熱除去系熱交換器の重大事故時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 

6. 引用文献 

(1) Bijlaard，P.P.: Stresses from Radial Loads and External Moments in Cylindrical 

Pressure Vessels，The Welding Journal，34(12)，Research Supplement，1955. 
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【残留熱除去系熱交換器の耐震性についての計算結果】

 1. 設計基準対象施設　残留熱除去系熱交換器Ａ号機

1.1 設 計 条 件

（m） （MPa） （℃） （℃）

Ｓ 3.45 249

EL. 2.0

注記 ＊1：基準床レベルを示す。

＊2：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値

1.2 機 器 要 目

ｍ０ Ｄｉ ｔＬ ｔＴ ＣＬ１ ＣＬ２ ＣＴ１ ＣＴ２ ＡＬｓ１ ＡＬｓ２ ＡＴｓ ＡＴ ＡＳ ＺＬｓｐ ＺＬｓ

（kg） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

3
） （mm

3
）

ＺＬｓｔ ＺＴｓ

（mm
3
） （mm

3
）

ａＬ ｂＬ ｃＬ ａＴ ｄＴ ＡＬｂ ＡＴｂ Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（胴板） Ｓ（胴板） Ｓｙ（ラグ） Ｓｕ（ラグ） Ｆ（ラグ） Ｆ　(ラグ)

（mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

180 391 － 160 373 160 192

Ｓｙ（振れ止め） Ｓｕ（振れ止め） Ｆ（振れ止め） Ｆ　(振れ止め) Ｓｙ(取付ボルト) Ｓｕ(取付ボルト) Ｆ(取付ボルト) Ｆ　(取付ボルト) Ｓｙ(シアーラグ) Ｓｕ（シアーラグ) Ｆ（シアーラグ） Ｆ　(シアーラグ)

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

173 373 173 207 764 906 634 634 211 394 211 253

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：ラグ部と振れ止め部は同一値

＊3：周囲環境温度で算出

4
4

水平方向 鉛直方向

ｋＬ １ ｋＬ ２ ｋＬｃ１ ｋＴｃ１ ｋＴｃ２ｋＬｃ２

ＣＨ＝0.63

又は＊2

ＣＶ＝0.50

又は＊2

ＣＨ＝0.73

又は＊3

ＣＶ＝0.64

又は＊3

耐震重要度分類
据付 場所 及 び 床面 高 さ

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

最 高 使 用 圧 力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度
機 器 名 称

残留熱除去系熱交換器
Ａ号機

原子炉建屋

* 3 * 3

ＣＬ １ ＣＬｃ１ ＣＬｃ２ＣＬ ２

固 有 周 期 ( s )

*1

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

＊

l l l l

l

ＣＴｃ１ ＣＴｃ２ ｎＬ ｎＴ

* 1* 1 * 1 *1 * 1

＊

*1 * 1

＊ * 2 * 2 * 2 * 2

*3 * 3

＊
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1.3 計 算 数 値（Ａ号機）

 1.3.1 胴板（ラグ付根部）に生じる応力

(1) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

93 －

47 － 4 4 4 93

－ －

93 －

47 － 4 4 4 93

－ －

(2) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

93 －

47 － 4 4 4 93

－ －

93 －

47 － 4 4 4 93

－ －

4
5

σＬφ１＝ － － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝

σＬφ１＝ － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝σＬｘ４＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬ０＝σＬｘ11＝σＬｘ２＝

－ － －

σＬｘ４＝

－ － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝

σＬφ１＝ － － －

σＬ０＝

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ11＝

－ － －

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ４＝

σＬｘ４＝

－

自 重 に よ る 応 力

周 方 向

軸 方 向

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

せ ん 断

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

地
震
の
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

地
震
の
種
類

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

地
震
の
種
類

基準地震動
Ｓｓ

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向
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(3) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 93 － － 5 － 7 － － 7

軸 方 向 47 － 4 3 4 4 － 4 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 95

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5

周 方 向 93 － － 5 － 8 － － 7

軸 方 向 47 － 4 3 4 5 － 4 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 95

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5

(4) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

4
6 応    力

周 方 向 93 － － 5 － 8 － － 9

軸 方 向 47 － 4 3 4 5 － 4 5 σＬ１１＝ 110

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 96

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 6

周 方 向 93 － － 5 － 9 － － 9

軸 方 向 47 － 4 3 4 5 － 4 5 σＬ１１＝ 110

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 96

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 6τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

τＬ３＝

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝ σＬφ12＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

σＬφ12＝

σＬｘ11＝σＬｘ２＝

σＬｘ11＝

τＬ３＝

σＬｘ５＝

σＬφ５＝

σＬｘ４＝

σＬｘ１＝ σＬｘ４＝

σＬｘ11＝

σＬｘ２＝ σＬｘ３＝

σＬｘ７＝

σＬφ12＝

σＬｘ12＝σＬｘ２＝

σＬφ３＝

σＬｘ12＝

σＬφ12＝

σＬｘ５＝ σＬｘ11＝

σＬｘ７＝

τＬ３＝

σＬｘ４＝σＬｘ２＝

評
価
点

σＬφ１＝ σＬφ３＝

評
価
点

σＬφ５＝

σＬφ１＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝

σＬｘ１＝

σＬｘ１＝

σＬφ１＝

σＬφ１＝

σＬｘ３＝ σＬｘ４＝

σＬφ３＝ σＬφ５＝

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

基

準

地

震

動

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｓ

l

l l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

ll l

l lll l

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｄ

l

l l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

ll l

l lll l

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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(5) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

7 9 7 10

4 4 17 4 4 17 70

0 4

1 3

4 4 1 1 20

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

7 9 8 10

4 4 17 4 5 18 73

0 4

1 4

4 4 1 2 22

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

(6) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

9 12 8 10

4 5 21 4 5 18 81

0 4

1 3

4 4 1 1 23

τＬ ６＝ 6 0 τＬ ２＝ 2

9 12 9 11

4 5 21 4 5 20 84

0 4

1 4

4 4 1 2 25

τＬ ６＝ 6 0 τＬ ２＝ 2

4
7

σＬ22＝

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向

－

σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ －

周 方 向 － － －

－ σＬｘ４＝ －

σＬｘ４＝軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬ21＝

σＬ22＝

せ ん 断

せ ん 断 τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

τＬ３＝

σＬφ５＝ σＬ2φ5＝周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ － －

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

周 方 向 － － － －

組 合 せ 一 次 
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
鉛直方向モーメントによる応力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ －

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

σＬｘ４＝

τＬ３＝

τＬ３＝ τＬｃ１＝

σＬｘ11＝ － －

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

－σＬφ５＝ σＬ2φ5＝

σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝

σＬ22＝

せ ん 断

－ σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

－σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝

周 方 向 － － －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬ22＝

せ ん 断

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ －

τＬ３＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ －

σＬ21＝

せ ん 断 －

周 方 向 － － － －

σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ －

σＬ2φ12＝ － σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －周 方 向 －

軸 方 向 σＬｘ11＝

σＬφ12＝

組 合 せ 一 次 
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
鉛直方向モーメントによる応力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

基

準

地

震

動

Ｓｓ

Ｅ

Ｗ

方

向

l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

l

l l

Ｅ

Ｗ

方

向
l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

l

l l

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｓｄ

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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 1.3.2 胴板（振れ止め付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

65 －

33 － 3 4 3 65

－ －

65 －

33 － 3 4 3 65

－ －

   (2) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

65 －

33 － 3 4 3 65

－ －

65 －

33 － 3 4 3 65

－ －

4
8

σＴ０＝

－ － －

σＴ０＝

σＴ０＝

－ －

－ － －

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝

σＴφ１＝

σＴφ１＝ － － －

σＴｘ１＝ σＴｘ11＝σＴｘ２＝ σＴｘ４＝

σＴｘ４＝

σＴ０＝

－

σＴφ１＝ － － －

σＴφ１＝ － － －

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝σＴｘ４＝

－ － －

－

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝

－ －

σＴｘ４＝

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｅ
Ｗ
方
向

Ｎ
Ｓ
方
向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ
Ｗ
方
向

Ｎ
Ｓ
方
向

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向
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   (3) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 65 － － 0 － 13 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 － 3 1 σＴ１１＝ 78

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 0 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 13 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 1 3 1 σＴ１２＝ 78

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 14 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 14 － 3 1 σＴ１１＝ 79

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 1 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 14 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 14 1 3 1 σＴ１２＝ 80

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

   (4) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

4
9 応    力

周 方 向 65 － － 0 － 14 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 － 3 1 σＴ１１＝ 79

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 0 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 14 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 1 3 1 σＴ１２＝ 79

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 15 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 15 － 3 1 σＴ１１＝ 80

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 1 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 15 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 15 1 3 1 σＴ１２＝ 81

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＶ＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ７＝

評
価
点

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴｘ11＝

σＴφ１＝

σＴｘ１＝ σＴｘ４＝

σＴφｒ ＝

σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝

σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝σＴφ１＝

σＴφ７＝

σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφｒＶ＝

σＴｘｒＶ＝σＴｘ２＝ σＴｘ11＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝

σＴｘ１＝ σＴｘ４＝ σＴｘ７＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴφｒ ＝

σＴｘｒ ＝

σＴφｒＨ＝

評
価
点

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

g

g

g

gg

g

g

g

gg

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｄ

Ｎ

Ｓ

方

向

g

g

g

gg

g

g

g

gg

基

準

地

震

動

Ｓｓ

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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   (5) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

1 2 13 35

3 1 2 4 13 33 97

0 0

1 2 13 35 1 3

3 1 2 4 13 33 1 2 101

0

1 2 14 38

3 1 2 4 14 36 106

0 1

1 2 14 38 1 4

3 1 2 4 14 36 1 2 111

0

   (6) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

1 2 14 36

3 1 2 4 13 34 101

0 0

1 2 14 36 1 3

3 1 2 4 13 34 1 2 106

0

1 2 15 41

3 1 2 4 15 39 113

0 1

1 2 15 41 1 4

3 1 2 4 15 39 1 2 119

0

5
0

－

σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝σＴｘｒＨ＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝

τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝ －

σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

せ ん 断 －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝

周 方 向

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－ σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ22＝

せ ん 断 － τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝周 方 向

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－

組 合 せ 一 次 
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

－ τＴ３＝

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

せ ん 断

軸 方 向 σＴｘ11＝

σＴφｒＨ＝

τＴ３＝

σＴ2φｒＨ＝

σＴ2ｘｒＨ＝

σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝

τＴ３＝

－

－

せ ん 断 －

周 方 向 －

σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

σＴ21＝

τＴｃ１＝

σＴ2φ7＝σＴφ７＝

－

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

せ ん 断

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝

－

軸 方 向 σＴｘ11＝

－

σＴ2φｒＶ＝周 方 向 － －

σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝

σＴφｒＶ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

τＴｃ１＝

σＴｘ４＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

－

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ － σＴ21＝σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴ2φｒＨ＝

σＴ2ｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝

σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝周 方 向

せ ん 断 － τＴ３＝

組 合 せ 一 次 
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

－ σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

基

準

地

震

動

Ｓｓ

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｓｄ

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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1.3.3 ラグに生じる応力

（単位：MPa）

3 5 4 7 4 7 σＬｓ＝ 27

3 τＬｓ1＝ 5 4 8 4 7 σＬｓ＝ 28

3 5 4 8 4 9 σＬｓ＝ 30

3 τＬｓ1＝ 5 5 9 4 9 σＬｓ＝ 30

1.3.4 振れ止めに生じる応力

（単位：MPa）

11 1 2 σＴｓ＝ 12

12 τＴｓ1＝ 1 2 σＴｓ＝ 13

11 1 2 σＴｓ＝ 13

12 τＴｓ1＝ 1 2 σＴｓ＝ 14

1.3.5 取付ボルト（ラグ部）に生じる応力 1.3.6 取付ボルト（振れ止め部）に生じる応力

（単位：MPa） （単位：MPa）

355 － σＴｂ＝ 60 τＴｂ＝ 1

358 － σＴｂ＝ 66 τＴｂ＝ 2

401 － σＴｂ＝ 62 τＴｂ＝ 2

405 － σＴｂ＝ 71 τＴｂ＝ 2

1.3.7 シアーラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ 12

－ 13

－ 13

－ 14

5
1

τＳ＝

τＳ＝

地震の種類

τＳ＝

τＳ＝

地震の種類 地 震 の 方 向

σＬｂ＝

σＬｂ＝

地震の種類

σＬｂ＝

σＬｂ＝

地 震 の 方 向

σＴｓ１＝

地 震 の 方 向

σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

σＴｓ１＝ τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

σＴｓ１＝ σＴｓ２＝

σＴｓ２＝

τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

地震の種類

σＴｓ１＝

地 震 の 方 向

地震の種類

σＬｓ１＝

σＬｓ１＝

地 震 の 方 向

σＬｓ１＝

τＬｓ1＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝

τＬｓ７＝

σＬｓ１＝ τＬｓ７＝σＬｓ７＝τＬｓ２＝

σＬｓ７＝

σＬｓ２＝

σＬｓ２＝ τＬｓ２＝τＬｓ1＝

σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

曲 げ

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

せ ん 断

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

引 張 り せ ん 断 曲 げ
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 と 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ
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1.4. 結  論（Ａ号機）

 1.4.1 固有周期

１次

２次

３次

４次

５次

 1.4.2 応    力

（単位：MPa）

σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 180 σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 234

SB410 σＬ１＝ 108 Ｓａ＝ 270 σＬ１＝ 110 Ｓａ＝ 351

σＬ２＝ 73 Ｓａ＝ 360 σＬ２＝ 84 Ｓａ＝ 360

σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 180 σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 234

SB410 σＴ１＝ 80 Ｓａ＝ 270 σＴ１＝ 81 Ｓａ＝ 351

σＴ２＝ 111 Ｓａ＝ 360 σＴ２＝ 119 Ｓａ＝ 360

SM400A σＬｓ＝ 28 fＬｔ＝ 160 σＬｓ＝ 30 fＬｔ＝ 192

SM400A σＴｓ＝ 13 fＴｔ＝ 173 σＴｓ＝ 14 fＴｔ＝ 207

σＴｂ＝ 66 fＴｔｓ＝ 475
＊ σＴｂ＝ 71 fＴｔｓ＝ 475

＊

SCM435

せ  ん  断 τＴｂ＝ 2 fＴｓｂ＝ 366 τＴｂ＝ 2 fＴｓｂ＝ 366

SM400A τＳ＝ 13 fＳｓｂ＝ 121 τＳ＝ 14 fＳｓｂ＝ 146

注記 ＊：ƒＴｔｓ＝Min[1.4・ƒＴｔｏ－1.6・τＴb， ƒＴｔｏ]より算出

5
2

取付ボルト
（ラグ部）

取付ボルト
（振れ止め部）

シアーラグ

モ ー  ド

部     材

胴     板
（ラグ付根部）

胴     板
（振れ止め
  付根部）

ラ グ

振れ止め

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ
材     料 応     力

卓  越

方  向

固  有  周  期
（ｓ）

一次一般膜

一 次

一次＋二次

組  合  せ

SCM435

せ  ん  断

引　張　り

一次一般膜

一 次

一次＋二次

組  合  せ

引　張　り σＬｂ＝ 405 fＬｔｏ＝ 475σＬｂ＝ 358 fＬｔｏ＝ 475

算 出 応 力 許 容 応 力

すべて許容応力以下である。

算 出 応 力 許 容 応 力
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【残留熱除去系熱交換器の耐震性についての計算結果】

 2. 設計基準対象施設　残留熱除去系熱交換器Ｂ号機

2.1 設 計 条 件

（m） （MPa） （℃） （℃）

Ｓ 3.45 249

EL. 2.0

注記 ＊1：基準床レベルを示す。

＊2：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値

2.2 機 器 要 目

ｍ０ Ｄｉ ｔＬ ｔＴ ＣＬ１ ＣＬ２ ＣＴ１ ＣＴ２ ＡＬｓ１ ＡＬｓ２ ＡＴｓ ＡＴ ＡＳ ＺＬｓｐ ＺＬｓ

（kg） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

3
） （mm

3
）

ＺＬｓｔ ＺＴｓ

（mm
3
） （mm

3
）

ａＬ ｂＬ ｃＬ ａＴ ｄＴ ＡＬｂ ＡＴｂ Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（胴板） Ｓ（胴板） Ｓｙ（ラグ） Ｓｕ（ラグ） Ｆ（ラグ） Ｆ　(ラグ)

（mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

180 391 － 160 373 160 192

Ｓｙ（振れ止め） Ｓｕ（振れ止め） Ｆ（振れ止め） Ｆ　(振れ止め) Ｓｙ(取付ボルト) Ｓｕ(取付ボルト) Ｆ(取付ボルト) Ｆ　(取付ボルト) Ｓｙ(シアーラグ) Ｓｕ(シアーラグ) Ｆ（シアーラグ） Ｆ　(シアーラグ)

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

173 373 173 207 764 906 634 634 211 394 211 253

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：ラグ部と振れ止め部は同一値

＊3：周囲環境温度で算出

ｋＬ １ ｋＬ ２ ｋＬｃ１ ｋＬｃ２ ｋＴｃ１ ｋＴｃ２

ＣＨ＝0.63

又は＊2

ＣＶ＝0.50

又は＊2

ＣＨ＝0.73

又は＊3

ＣＶ＝0.64

又は＊3

5
3

水平方向 鉛直方向

耐震重要度分類
据付 場所 及 び 床面 高 さ

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

最 高 使 用 圧 力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度
機 器 名 称

残留熱除去系熱交換器
Ｂ号機

原子炉建屋

ＣＬ １ ＣＬｃ１ ＣＬｃ２

固 有 周 期 ( s )

*1

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

＊

l l l

l

ＣＴｃ１ ＣＴｃ２ ｎＬ ｎＴ

* 1* 1 * 1 *1 * 1

＊

*1 * 1

＊ * 2 * 2 * 2 * 2 ＊

ＣＬ ２l

*1

* 3 * 3 *3 * 3
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2.3 計 算 数 値（Ｂ号機）

 2.3.1 胴板（ラグ付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

   (2) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝ σＬ０＝

－ － －

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ４＝

－ －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝σＬｘ４＝

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ４＝ σＬｘ11＝ σＬ０＝

σＬφ１＝ － － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝σＬｘ４＝

5
4

σＬφ１＝ － － －

－ － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝

σＬφ１＝ － － －

σＬφ１＝ －

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｅ
Ｗ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時) 鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時) 鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向
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   (3) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 93 ― ― 5 ― 6 ― ― 6

軸 方 向 47 ― 4 3 4 4 ― 3 4 σＬ１１＝ 106

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 3 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 2 3 ― σＬ１２＝ 95

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 4

周 方 向 93 ― ― 5 ― 7 ― ― 6

軸 方 向 47 ― 4 3 4 4 ― 3 4 σＬ１１＝ 107

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 2 3 ― σＬ１２＝ 95

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 4

   (4) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

5
5 応    力

周 方 向 93 ― ― 5 ― 7 ― ― 7

軸 方 向 47 ― 4 3 4 4 ― 3 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 3 3 ― σＬ１２＝ 96

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5

周 方 向 93 ― ― 5 ― 7 ― ― 7

軸 方 向 47 ― 4 3 4 4 ― 3 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 2 3 ― σＬ１２＝ 96

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

τＬ３＝

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝ σＬφ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝σＬｘ７＝

評
価
点

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝

σＬｘ12＝σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬｘ11＝

σＬφ12＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

τＬ３＝

τＬ３＝

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝ σＬφ12＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

評
価
点

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝ σＬφ12＝

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

基

準

地

震

動

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｓ

l

l l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

ll l

l lll l

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力 曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｄ

l

l l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

ll l

l lll l

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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   (5) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

6 8 6 8

3 4 13 4 4 14 58

0 3

1 8

3 4 2 3 24

τＬ ６＝ 4 0 τＬ ２＝ 2

6 8 7 9

3 4 13 4 4 16 62

0 4

1 7

3 4 2 3 24

τＬ ６＝ 4 0 τＬ ２＝ 2

   (6) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

7 9 7 9

3 4 17 4 4 15 67

0 4

1 9

3 4 3 4 29

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

7 9 7 10

3 4 17 4 4 17 71

0 4

1 8

3 4 2 4 28

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

τＬ３＝ τＬｃ１＝

周 方 向 － － －

σＬ22＝

せ ん 断 τＬ３＝

－ σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

σＬ22＝

せ ん 断 τＬ３＝

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ － σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 －

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

周 方 向 － － － －

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝

σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

－ σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬ22＝

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力
組 合 せ 一 次 
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ） 転倒モーメント

 に よ る 応 力
鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力

σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

周 方 向 － － － － σＬφ７＝

せ ん 断 τＬ３＝

σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

周 方 向 － － － －

σＬ22＝

せ ん 断 τＬ３＝

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ － σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

組 合 せ 一 次 
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ） 転倒モーメント

 に よ る 応 力
鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

－ σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝

5
6

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ －

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

基

準

地

震

動

Ｓｓ

Ｅ

Ｗ

方

向

l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

l

l l

Ｅ

Ｗ

方

向
l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

l

l l

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｓｄ

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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 2.3.2 胴板（振れ止め付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

65 ―

33 ― 3 3 2 65

― ―

65 ―

33 ― 3 3 2 65

― ―

   (2) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

65 ―

33 ― 3 4 2 65

― ―

65 ―

33 ― 3 4 2 65

― ―

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝ σＴ０＝

― ― ―

σＴ０＝

― ― ―

σＴｘ４＝

― ―

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝σＴｘ４＝

σＴ０＝

― ― ―

σＴｘ４＝ σＴｘ11＝ σＴ０＝

σＴφ１＝ ― ― ―

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝σＴｘ４＝

5
7

σＴφ１＝ ― ― ―

― ― ―

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝

σＴφ１＝ ― ― ―

σＴφ１＝ ―

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ
Ｗ
方
向

Ｎ
Ｓ
方
向

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向
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   (3) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 65 ― ― 1 ― 14 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 3 14 ― 2 1 σＴ１１＝ 80

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 14 3 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 3 14 6 2 1 σＴ１２＝ 82

せ ん 断 ― ― ― τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 16 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 3 16 ― 2 1 σＴ１１＝ 81

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 16 3 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 3 16 5 2 1 σＴ１２＝ 84

せ ん 断 ― ― ― τＴ３＝ 0 ―

   (4) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

5
8 応    力

周 方 向 65 ― ― 1 ― 15 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 15 ― 2 1 σＴ１１＝ 81

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 15 4 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 15 6 2 1 σＴ１２＝ 84

せ ん 断 ― ― ― τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 17 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 16 ― 2 1 σＴ１１＝ 82

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 17 4 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 16 6 2 1 σＴ１２＝ 85

せ ん 断 ― ― ― τＴ３＝ 0 ―

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

評
価
点

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

評
価
点

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

g

g

g

gg

g

g

g

gg

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｄ

Ｎ

Ｓ

方

向

g

g

g

gg

g

g

g

gg

基

準

地

震

動

Ｓｓ

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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   (5) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

1 3 14 38

2 1 3 3 14 36 110

0 3

1 3 14 38 3 26

2 1 3 3 14 36 6 14 161

0

1 3 16 42

2 1 3 3 16 41 121

0 3

1 3 16 42 3 24

2 1 3 3 16 41 5 13 169

0

   (6) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

1 3 15 40

2 1 3 4 15 38 117

0 3

1 3 15 40 4 31

2 1 3 4 15 38 6 16 177

0

1 3 17 45

2 1 3 4 16 43 129

0 3

1 3 17 45 4 28

2 1 3 4 16 43 6 15 185

0

σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

周 方 向 －

τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝ －

σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

せ ん 断 －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－ σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

せ ん 断 － τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

組 合 せ 一 次 
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－ σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

せ ん 断 － τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

－ σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

－ σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

せ ん 断 － τＴ３＝

5
9

組 合 せ 一 次 
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

周 方 向

基

準

地

震

動

Ｓｓ

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｓｄ

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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 2.3.3 ラグに生じる応力

（単位：MPa）

3 5 4 6 3 6 σＬｓ＝ 23

3 τＬｓ1＝ 5 4 7 3 6 σＬｓ＝ 24

3 5 4 7 4 7 σＬｓ＝ 26

3 τＬｓ1＝ 5 4 8 4 7 σＬｓ＝ 26

 2.3.4 振れ止めに生じる応力

（単位：MPa）

12 21 12 σＴｓ＝ 43

13 τＴｓ1＝ 20 11 σＴｓ＝ 41

12 25 14 σＴｓ＝ 50

14 τＴｓ1＝ 23 13 σＴｓ＝ 48

 2.3.5 取付ボルト（ラグ部）に生じる応力  2.3.6 取付ボルト（振れ止め部）に生じる応力

（単位：MPa） （単位：MPa）

311 － σＴｂ＝ 183 τＴｂ＝ 30

315 － σＴｂ＝ 178 τＴｂ＝ 28

348 － σＴｂ＝ 210 τＴｂ＝ 35

352 － σＴｂ＝ 204 τＴｂ＝ 33

 2.3.7 シアーラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ 11

－ 12

－ 11

－ 12

τＳ＝

τＳ＝

τＳ＝

τＳ＝

σＬｂ＝

σＬｂ＝

地震の種類 地 震 の 方 向

地震の種類 地 震 の 方 向 地震の種類 地 震 の 方 向

σＬｂ＝

σＬｂ＝

σＴｓ１＝ τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

σＴｓ１＝ σＴｓ２＝

τＬｓ1＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ τＬｓ７＝

σＬｓ１＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

σＬｓ７＝

τＬｓ1＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

σＬｓ１＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

σＬｓ２＝

6
0

地震の種類 地 震 の 方 向

σＬｓ１＝

σＬｓ１＝

地震の種類 地 震 の 方 向

σＴｓ１＝ τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

σＴｓ１＝ σＴｓ２＝

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

曲 げ

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

せ ん 断

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

引 張 り せ ん 断 曲 げ
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 と 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ
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2.4 結  論（Ｂ号機）

 2.4.1 固有周期

１次

２次

３次

４次

５次

６次

 2.4.2 応    力

（単位：MPa）

σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 180 σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 234

SB410 σＬ１＝ 107 Ｓａ＝ 270 σＬ１＝ 108 Ｓａ＝ 351

σＬ２＝ 62 Ｓａ＝ 360 σＬ２＝ 71 Ｓａ＝ 360

σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 180 σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 234

SB410 σＴ１＝ 84 Ｓａ＝ 270 σＴ１＝ 85 Ｓａ＝ 351

σＴ２＝ 169 Ｓａ＝ 360 σＴ２＝ 185 Ｓａ＝ 360

SM400A σＬｓ＝ 24 fＬｔ＝ 160 σＬｓ＝ 26 fＬｔ＝ 192

SM400A σＴｓ＝ 43 fＴｔ＝ 173 σＴｓ＝ 50 fＴｔ＝ 207

σＴｂ＝ 183 fＴｔｓ＝ 475
＊ σＴｂ＝ 210 fＴｔｓ＝ 475

＊

SCM435

せ  ん  断 τＴｂ＝ 30 fＴｓｂ＝ 366 τＴｂ＝ 35 fＴｓｂ＝ 366

SM400A τＳ＝ 12 fＳｓｂ＝ 121 τＳ＝ 12 fＳｓｂ＝ 146

注記 ＊：ƒＴｔｓ＝Min[1.4・ƒＴｔｏ－1.6・τＴb， ƒＴｔｏ]より算出

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

fＬｔｏ＝ 475315 fＬｔｏ＝ 475 σＬｂ＝ 352

取付ボルト
（振れ止め部）

引　張　り

シアーラグ せ  ん  断

σＬｂ＝

ラ グ 組  合  せ

振れ止め 組  合  せ

取付ボルト
（ラグ部）

SCM435 引　張　り

6
1

胴     板
（ラグ付根部）

一次一般膜

一 次

一次＋二次

モ ー  ド
卓  越固  有  周  期

（ｓ） 方  向

胴     板
（振れ止め
  付根部）

一次一般膜

一 次

一次＋二次

部     材 材     料 応     力

算 出 応 力 許 容 応 力

すべて許容応力以下である。

算 出 応 力 許 容 応 力
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【残留熱除去系熱交換器の耐震性についての計算結果】

 3. 重大事故等対処設備　残留熱除去系熱交換器Ａ号機

3.1 設 計 条 件

（m） （MPa） （℃） （℃）

3.45 249

EL. 2.0

注記 ＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値

3.2 機 器 要 目

ｍ０ Ｄｉ ｔＬ ｔＴ ＣＬ１ ＣＬ２ ＣＴ１ ＣＴ２ ＡＬｓ１ ＡＬｓ２ ＡＴｓ ＡＴ ＡＳ ＺＬｓｐ ＺＬｓ

（kg） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

3
） （mm

3
）

ＺＬｓｔ ＺＴｓ

（mm
3
） （mm

3
）

ａＬ ｂＬ ｃＬ ａＴ ｄＴ ＡＬｂ ＡＴｂ Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（胴板） Ｓ（胴板） Ｓｙ（ラグ） Ｓｕ（ラグ） Ｆ（ラグ） Ｆ　(ラグ)

（mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

180 391 － 160 373 － 192

Ｓｙ（振れ止め） Ｓｕ（振れ止め） Ｆ（振れ止め） Ｆ　(振れ止め) Ｓｙ(取付ボルト) Ｓｕ(取付ボルト) Ｆ(取付ボルト) Ｆ　(取付ボルト) Ｓｙ(シアーラグ) Ｓｕ（シアーラグ) Ｆ（シアーラグ） Ｆ　(シアーラグ)

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

173 373 － 207 685 847 － 592 194 373 － 232

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：ラグ部と振れ止め部は同一値

＊3：周囲環境温度で算出

6
2

水平方向 鉛直方向

ｋＬ １ ｋＬ ２ ｋＬｃ１

－ －
ＣＨ＝0.73

又は＊2

ＣＶ＝0.64

又は＊2

ｋＴｃ１ ｋＴｃ２

常設耐震／防止
常設／緩和

ｋＬｃ２

設 備 分 類
据付 場所 及 び 床面 高 さ

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

最 高 使 用 圧 力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度
機 器 名 称

残留熱除去系熱交換器
Ａ号機

原子炉建屋

* 3 * 3

ＣＬ １ ＣＬｃ１ ＣＬｃ２ＣＬ ２

固 有 周 期 ( s )

*1

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

＊

l l l l

l

ＣＴｃ１ ＣＴｃ２ ｎＬ ｎＴ

* 1* 1 *1 * 1

＊

*1 * 1

＊ * 2 * 2 * 2 * 2

*3 * 3

＊

*1
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3.3 計 算 数 値（Ａ号機）

 3.3.1 胴板（ラグ付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

－ －

－ － －

－ －

－ －

－ － －

－ －

   (2) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

93 －

47 － 4 4 4 93

－ －

93 －

47 － 4 5 4 93

－ －

6
3

σＬφ１＝ － － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝

σＬφ１＝ － －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝σＬｘ４＝

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ11＝

－ － －

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ４＝

－

自 重 に よ る 応 力

周 方 向

軸 方 向

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

せ ん 断

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

地
震
の
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

地
震
の
種
類

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

地
震
の
種
類

基準地震動
Ｓｓ

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向
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   (3) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － －

   (4) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

6
4 応    力

周 方 向 93 － － 5 － 8 － － 9

軸 方 向 47 － 4 3 4 5 － 4 5 σＬ１１＝ 110

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 96

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 6

周 方 向 93 － － 5 － 9 － － 9

軸 方 向 47 － 4 3 4 5 － 4 5 σＬ１１＝ 110

せ ん 断 － － － τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 －

周 方 向 93 － － － － － σＬφ７＝ 1 － －

軸 方 向 47 － 4 － 4 － 1 4 － σＬ１２＝ 96

せ ん 断 － － τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 6τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

τＬ３＝

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝ σＬφ12＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

σＬφ12＝σＬφ５＝

－

－

－

－

－

－

評
価
点

σＬφ１＝ σＬφ３＝

評
価
点

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

基

準

地

震

動

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｓ

Ｎ

Ｓ

方

向

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｄ

l

l l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

ll l

l lll l

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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   (5) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

－ －

－ －

   (6) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

9 12 8 10

4 5 21 4 5 18 81

0 4

1 3

4 4 1 1 23

τＬ ６＝ 6 0 τＬ ２＝ 2

9 12 9 11

4 5 21 4 5 20 84

0 4

1 4

4 4 1 2 25

τＬ ６＝ 6 0 τＬ ２＝ 2

6
5

σＬ22＝

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向

－

σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ －

周 方 向 － － －

－ σＬｘ４＝ －

σＬｘ４＝軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬ21＝

σＬ22＝

せ ん 断

せ ん 断 τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

τＬ３＝

σＬφ５＝ σＬ2φ5＝周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ － －

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

周 方 向 － － － －

組 合 せ 一 次 
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
鉛直方向モーメントによる応力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝

－

－

－

τＬｃ１＝

σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ －

　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

－ －

－

せ ん 断

－

軸 方 向

せ ん 断 －

－

周 方 向 － － －

軸 方 向 －

－

せ ん 断 －

周 方 向 － －

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

－

－－ －－

－－

－

－

－

－

組 合 せ 一 次 
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）

－ －

－

－

－

－

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力
 転倒モーメント
 に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

周 方 向 －

軸 方 向 －

－

－

－ －

－

－ －

－

－

せ ん 断

周 方 向 － －

軸 方 向 －

基

準

地

震

動

Ｓｓ

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

Ｅ

Ｗ

方

向
l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

l

l l

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｓｄ

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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 3.3.2 胴板（振れ止め付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

   (2) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

65 －

33 － 3 4 3 65

－ －

65 －

33 － 3 4 3 65

－ －

6
6

－ － －

σＴ０＝

－ －

－ － －

σＴ０＝

－ － －

－ － －

－ － －

－

－ －

－

－ － －

－ － －

σＴｘ11＝σＴｘ４＝

－

－

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝

－ －

σＴｘ４＝

－

σＴφ１＝

σＴφ１＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｅ
Ｗ
方
向

Ｎ
Ｓ
方
向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ
Ｗ
方
向

Ｎ
Ｓ
方
向

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向
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   (3) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

   (4) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

6
7 応    力

周 方 向 65 － － 0 － 14 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 － 3 1 σＴ１１＝ 79

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 0 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 14 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 13 1 3 1 σＴ１２＝ 79

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 15 － － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 15 － 3 1 σＴ１１＝ 80

せ ん 断 － － － τＴｃ１＝ 1 τＴ３＝ 0 －

周 方 向 65 － － 0 － 15 1 － 1

軸 方 向 33 － 3 0 4 15 1 3 1 σＴ１２＝ 81

せ ん 断 － － － τＴ３＝ 0 －

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

評
価
点

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

評
価
点

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｄ

Ｎ

Ｓ

方

向

g

g

g

gg

g

g

g

gg

基

準

地

震

動

Ｓｓ

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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   (5) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

－

－ －

－

－

－ －

－

－

－ －

－

－

－ －

－

   (6) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

1 2 14 36

3 1 2 4 13 34 101

0 0

1 2 14 36 1 3

3 1 2 4 13 34 1 2 106

0

1 2 15 41

3 1 2 4 15 39 113

0 1

1 2 15 41 1 4

3 1 2 4 15 39 1 2 119

0

6
8

－

σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝σＴｘｒＨ＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝

τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝ －

σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

せ ん 断 －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝

周 方 向

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－ σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

σＴ22＝

せ ん 断 － τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝周 方 向

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

－ σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

せ ん 断

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

－ －

組 合 せ 一 次 
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

－

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－

－

－軸 方 向

－

－

－－

－

せ ん 断 －

周 方 向 －

－ －

－

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向 －

－－ －

組 合 せ 一 次 
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

－ －

－

－

－

－

－

－

－

－

－

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

－ －

せ ん 断 －

軸 方 向

周 方 向

軸 方 向

－

周 方 向 －

基

準

地

震

動

Ｓｓ

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｓｄ

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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3.3.3 ラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ － － － － － －

－ － － － － － －

3 5 4 8 4 9 σＬｓ＝ 30

3 τＬｓ1＝ 5 5 9 4 9 σＬｓ＝ 30

3.3.4 振れ止めに生じる応力

（単位：MPa）

－ － － －

－ － － －

11 1 2 σＴｓ＝ 13

12 τＴｓ1＝ 1 2 σＴｓ＝ 14

3.3.5 取付ボルト（ラグ部）に生じる応力 3.3.6 取付ボルト（振れ止め部）に生じる応力

（単位：MPa） （単位：MPa）

－ － － －

－ － － －

401 － σＴｂ＝ 62 τＴｂ＝ 2

405 － σＴｂ＝ 71 τＴｂ＝ 2

3.3.7 シアーラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ －

－ －

－ 13

－ 14

6
9

τＳ＝

τＳ＝

地震の種類

地震の種類 地 震 の 方 向

σＬｂ＝

σＬｂ＝

地震の種類 地 震 の 方 向 地 震 の 方 向

σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

σＴｓ１＝ τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

σＴｓ１＝ σＴｓ２＝

地震の種類 地 震 の 方 向

地震の種類

σＬｓ１＝

地 震 の 方 向

σＬｓ１＝

τＬｓ1＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

曲 げ

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

せ ん 断

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

引 張 り せ ん 断 曲 げ
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 と 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ



NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-1 R0

3.4. 結  論（Ａ号機）

 3.4.1 固有周期

１次

２次

３次

４次

５次

 3.4.2 応    力

（単位：MPa）

－ － σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 234

SB410 － － σＬ１＝ 110 Ｓａ＝ 351

－ － σＬ２＝ 84 Ｓａ＝ 360

－ － σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 234

SB410 － － σＴ１＝ 81 Ｓａ＝ 351

－ － σＴ２＝ 119 Ｓａ＝ 360

SM400A － － σＬｓ＝ 30 fＬｔ＝ 192

SM400A － － σＴｓ＝ 14 fＴｔ＝ 207

－ － σＴｂ＝ 71 fＴｔｓ＝ 444
＊

SCM435

せ  ん  断 － － τＴｂ＝ 2 fＴｓｂ＝ 341

SM400A － － τＳ＝ 14 fＳｓｂ＝ 133

注記 ＊：ƒＴｔｓ＝Min[1.4・ƒＴｔｏ－1.6・τＴb， ƒＴｔｏ]より算出

モ ー  ド
固  有  周  期

（ｓ）

卓  越

方  向

7
0

取付ボルト
（ラグ部）

取付ボルト
（振れ止め部）

シアーラグ

部     材

胴     板
（ラグ付根部）

胴     板
（振れ止め
  付根部）

ラ グ

振れ止め

せ  ん  断

引　張　り

一次一般膜

一 次

一次＋二次

組  合  せ

引　張　り

組  合  せ

fＬｔｏ＝ 444

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ
材     料 応     力

一次一般膜

σＬｂ＝ 405

一 次

一次＋二次

SCM435 － －

算 出 応 力 許 容 応 力

すべて許容応力以下である。

算 出 応 力 許 容 応 力



NT2 補③ Ⅴ-2-5-4-1-1 R0

【残留熱除去系熱交換器の耐震性についての計算結果】

4. 重大事故等対処設備　残留熱除去系熱交換器Ｂ号機

4.1 設 計 条 件

（m） （MPa） （℃） （℃）

3.45 249

EL. 2.0

注記 ＊1：基準床レベルを示す。

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値

4.2 機 器 要 目

ｍ０ Ｄｉ ｔＬ ｔＴ ＣＬ１ ＣＬ２ ＣＴ１ ＣＴ２ ＡＬｓ１ ＡＬｓ２ ＡＴｓ ＡＴ ＡＳ ＺＬｓｐ ＺＬｓ

（kg） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

3
） （mm

3
）

ＺＬｓｔ ＺＴｓ

（mm
3
） （mm

3
）

ａＬ ｂＬ ｃＬ ａＴ ｄＴ ＡＬｂ ＡＴｂ Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（胴板） Ｓ（胴板） Ｓｙ（ラグ） Ｓｕ（ラグ） Ｆ（ラグ） Ｆ　(ラグ)

（mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm
2
） （mm

2
） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

180 391 － 160 373 － 192

Ｓｙ（振れ止め） Ｓｕ（振れ止め） Ｆ（振れ止め） Ｆ　(振れ止め) Ｓｙ(取付ボルト) Ｓｕ(取付ボルト) Ｆ(取付ボルト) Ｆ　(取付ボルト) Ｓｙ(シアーラグ) Ｓｕ(シアーラグ) Ｆ（シアーラグ） Ｆ　(シアーラグ)

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

173 373 － 207 685 847 － 592 194 373 － 232

注記 ＊1：最高使用温度で算出

＊2：ラグ部と振れ止め部は同一値

＊3：周囲環境温度で算出

ｋＬ １ ｋＬ ２ ｋＬｃ１ ｋＬｃ２ ｋＴｃ１ ｋＴｃ２

－ －
ＣＨ＝0.73

又は＊2

ＣＶ＝0.64

又は＊2

7
1

常設耐震／防止
常設／緩和

水平方向 鉛直方向

設 備 分 類
据付 場所 及 び 床面 高 さ

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

最 高 使 用 圧 力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度
機 器 名 称

残留熱除去系熱交換器
Ｂ号機

原子炉建屋

ＣＬ １ ＣＬｃ１ ＣＬｃ２

固 有 周 期 ( s )

*1

水 平 方 向
設 計 震 度

鉛 直 方 向
設 計 震 度

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

＊

l l l

l

ＣＴｃ１ ＣＴｃ２ ｎＬ ｎＴ

* 1* 1 * 1 *1 * 1

＊

*1 * 1

＊ * 2 * 2 * 2 * 2 ＊

ＣＬ ２l

*1*1

* 3 * 3 *3 * 3
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4.3 計 算 数 値（Ｂ号機）

 4.3.1 胴板（ラグ付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

－ －

－ － －

－ －

－ －

－ － －

－ －

   (2) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

93 －

47 － 4 4 3 93

－ －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝ σＬ０＝

－ － －

σＬ０＝

－ － －

σＬｘ４＝

－ －

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ11＝σＬｘ４＝

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

7
2

－ － －

－ － －

σＬφ１＝ － － －

σＬφ１＝ －

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｅ
Ｗ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時) 鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力地
震
の
方
向

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時) 鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向
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   (3) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － －

   (4) 胴板（ラグ付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

7
3 応    力

周 方 向 93 ― ― 5 ― 7 ― ― 7

軸 方 向 47 ― 4 3 4 4 ― 3 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 3 3 ― σＬ１２＝ 96

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5

周 方 向 93 ― ― 5 ― 7 ― ― 7

軸 方 向 47 ― 4 3 4 4 ― 3 4 σＬ１１＝ 108

せ ん 断 ― ― ― τＬｃ１＝ 4 τＬ３＝ 0 ―

周 方 向 93 ― ― ― ― ― σＬφ７＝ 1 ― ―

軸 方 向 47 ― 4 ― 4 ― 2 3 ― σＬ１２＝ 96

せ ん 断 ― ― τＬ １＝ 4 τＬ ２＝ 2 0 τＬ ６＝ 5τＬ３＝

σＬｘ11＝ σＬｘ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

σＬｘ７＝

τＬ３＝

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝ σＬφ12＝

σＬφ１＝

σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ４＝ σＬｘ11＝σＬｘ７＝

σＬφ１＝ σＬφ３＝ σＬφ５＝

σＬｘ12＝σＬｘ１＝ σＬｘ２＝ σＬｘ３＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬｘ11＝

σＬφ12＝

評
価
点

－

－ －

－

－ －

評
価
点

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

基

準

地

震

動

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｓ

Ｎ

Ｓ

方

向

地
震
の
方
向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力 曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向地震による応力

鉛直方向モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地
震
の
種
類

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｓｄ

l

l l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

ll l

l lll l

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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   (5) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

－ －

－ －

   (6) 胴板（ラグ付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

7 9 7 9

3 4 17 4 4 15 67

0 4

1 9

3 4 3 4 29

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

7 9 7 10

3 4 17 4 4 17 71

0 4

1 8

3 4 2 4 28

τＬ ６＝ 5 0 τＬ ２＝ 2

τＬ３＝ τＬｃ１＝

周 方 向 － － －

σＬ22＝

せ ん 断 τＬ３＝

－ σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

σＬ22＝

せ ん 断 τＬ３＝

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝ － σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝ σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 －

σＬφ７＝ σＬ2φ7＝

軸 方 向 σＬｘ11＝ － σＬｘ４＝ － σＬｘ７＝ σＬ2ｘ7＝

周 方 向 － － － －

周 方 向 － σＬφ12＝ σＬ2φ12＝

σＬ2ｘ5＝ － σＬ21＝

せ ん 断 － τＬ３＝ τＬｃ１＝

－ σＬφ５＝ σＬ2φ5＝ －

軸 方 向 σＬｘ11＝ σＬｘ12＝ σＬ2ｘ12＝ σＬｘ４＝ σＬｘ５＝

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力
組 合 せ 一 次 
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ） 転倒モーメント

 に よ る 応 力
鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力

周 方 向 － － － －

せ ん 断

軸 方 向 － －

－ －

－

－ － －

周 方 向 － － －

軸 方 向 －

せ ん 断 －

－

－ － －

－

組 合 せ 一 次 
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ） 転倒モーメント

 に よ る 応 力
鉛直方向モーメントによる応力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

－

せ ん 断 －

－

軸 方 向 － － －

－

7
4

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

周 方 向 － －

鉛 直 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛直方向モーメントによる応力

軸 方 向 － －

周 方 向 － － － －

せ ん 断

－

－

－ －

－ －

－ － － － －

基

準

地

震

動

Ｓｓ

Ｅ

Ｗ

方

向

Ｎ

Ｓ

方

向

Ｅ

Ｗ

方

向
l

l

Ｎ

Ｓ

方

向

l

l l

弾

性

設

計

用

地

震

動

又

は

静

的

震

度

Ｓｄ

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点

第
1
評
価
点

第
2
評
価
点
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 4.3.2 胴板（振れ止め付根部）に生じる応力

   (1) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

   (2) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

65 ―

33 ― 3 4 2 65

― ―

65 ―

33 ― 3 4 2 65

― ―

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝ σＴ０＝

― ― ―

σＴ０＝

― ― ―

σＴｘ４＝

― ―

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘ11＝σＴｘ４＝

－

－ － － －

－ － －

－ － －

－ － －

7
5

－ － －

－ － －

σＴφ１＝ ― ― ―

σＴφ１＝ ―

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

Ｎ
Ｓ
方
向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ
Ｗ
方
向

Ｎ
Ｓ
方
向

基準地震動
Ｓｓ

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向

地
震
の
種
類

自 重 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水平方向地震による応力

転 倒モーメン トによる応力

組 合 せ 一 次

一 般 膜 応 力

応 力 静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
に よ る 応 力
(鉛直方向地震時)

鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力
地
震
の
方
向

Ｅ
Ｗ
方
向
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   (3) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

応    力

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

周 方 向 － － － － － － － － －

軸 方 向 － － － － － － － － － －

せ ん 断 － － － － －

   (4) 胴板（振れ止め付根部）に生じる一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

7
6 応    力

周 方 向 65 ― ― 1 ― 15 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 15 ― 2 1 σＴ１１＝ 81

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 15 4 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 15 6 2 1 σＴ１２＝ 84

せ ん 断 ― ― ― τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 17 ― ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 16 ― 2 1 σＴ１１＝ 82

せ ん 断 ― ― ― τＴｃ１＝ 3 τＴ３＝ 0 ―

周 方 向 65 ― ― 1 ― 17 4 ― 1

軸 方 向 33 ― 3 1 4 16 6 2 1 σＴ１２＝ 85

せ ん 断 ― ― ― τＴ３＝ 0 ―

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ７＝

σＴｘｒＶ＝

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴφｒＶ＝

σＴｘ１＝ σＴｘ２＝ σＴｘｒ ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴｘ11＝

評
価
点

σＴφ１＝ σＴφｒ ＝ σＴφｒＨ＝ σＴφｒＶ＝

評
価
点

地
震
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向

運転 時 質量 によ る応力

自 重 に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

転 倒 モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

静 水 頭 又 は 内 圧
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鉛直方向地震による応力
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に よ る 応 力
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   (5) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

－

－ －

－

－

－ －

－

－

－ －

－

－

－ －

－

   (6) 胴板（振れ止め付根部）に生じる地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

1 3 15 40

2 1 3 4 15 38 117

0 3

1 3 15 40 4 31

2 1 3 4 15 38 6 16 177

0

1 3 17 45

2 1 3 4 16 43 129

0 3

1 3 17 45 4 28

2 1 3 4 16 43 6 15 185

0

σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

周 方 向 －

τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝ －

σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

せ ん 断 －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

－ σＴ21＝

せ ん 断 － τＴ３＝ τＴｃ１＝

σＴ2ｘｒＨ＝ σＴｘ７＝ σＴ2ｘ7＝ σＴ22＝

せ ん 断 － τＴ３＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ σＴφ７＝ σＴ2φ7＝

σＴφｒＨ＝ σＴ2φｒＨ＝ －

軸 方 向 σＴｘ11＝ σＴｘｒＶ＝ σＴ2ｘｒＶ＝ σＴｘ４＝ σＴｘｒＨ＝ σＴ2ｘｒＨ＝

周 方 向 － σＴφｒＶ＝ σＴ2φｒＶ＝ －

周 方 向

組 合 せ 一 次 
＋ 二 次 応 力
（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評
価
点

応   力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 　水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

せ ん 断 －

－

軸 方 向

－

－ －

せ ん 断 －

軸 方 向

周 方 向 － －

－ －

－

－

－

－

軸 方 向

－ －

せ ん 断 －

－

7
7

組 合 せ 一 次 
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（ 変 動 値 ）鉛 直 方 向 荷 重

に よ る 応 力
半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力

 転倒モーメント
 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重 に よ る 応 力 周 方 向 モ ー メ ン ト に よ る 応 力
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 4.3.3 ラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ － － － － － －

－ － － － － － －

3 5 4 7 4 7 σＬｓ＝ 26

3 τＬｓ1＝ 5 4 8 4 7 σＬｓ＝ 26

 4.3.4 振れ止めに生じる応力

（単位：MPa）

－ － － －

－ － － －

12 25 14 σＴｓ＝ 50

14 τＴｓ1＝ 23 13 σＴｓ＝ 48

 4.3.5 取付ボルト（ラグ部）に生じる応力  4.3.6 取付ボルト（振れ止め部）に生じる応力

（単位：MPa） （単位：MPa）

－ － － －

－ － － －

348 － σＴｂ＝ 210 τＴｂ＝ 35

352 － σＴｂ＝ 204 τＴｂ＝ 33

 4.3.7 シアーラグに生じる応力

（単位：MPa）

－ －

－ －

－ 11

－ 12

τＳ＝

τＳ＝

σＬｂ＝

σＬｂ＝

地震の種類 地 震 の 方 向

地震の種類 地 震 の 方 向 地震の種類 地 震 の 方 向

σＴｓ１＝ τＴｓ1＝ σＴｓ２＝

σＴｓ１＝ σＴｓ２＝

τＬｓ1＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ τＬｓ７＝

σＬｓ１＝ σＬｓ２＝ τＬｓ２＝ σＬｓ７＝ τＬｓ７＝

σＬｓ７＝

7
8

地震の種類 地 震 の 方 向

σＬｓ１＝

地震の種類 地 震 の 方 向

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

曲 げ

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

せ ん 断

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

引 張 り せ ん 断 曲 げ
組 合 せ 応 力

運 転 時 質 量 と 地 震 に よ る 応 力

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

引 張 応 力 せ ん 断 応 力

弾性設計用地
震動Ｓｄ
又は

静的震度

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

Ｅ Ｗ 方 向

Ｎ Ｓ 方 向

基準地震動
Ｓｓ
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4.4. 結  論（Ｂ号機）

 4.4.1 固有周期

１次

２次

３次

４次

５次

６次

 4.4.2 応    力

（単位：MPa）

－ － σＬ０＝ 93 Ｓａ＝ 234

SB410 － － σＬ１＝ 108 Ｓａ＝ 351

－ － σＬ２＝ 71 Ｓａ＝ 360

－ － σＴ０＝ 65 Ｓａ＝ 234

SB410 － － σＴ１＝ 85 Ｓａ＝ 351

－ － σＴ２＝ 185 Ｓａ＝ 360

SM400A － － σＬｓ＝ 26 fＬｔ＝ 192

SM400A － － σＴｓ＝ 50 fＴｔ＝ 207

－ － σＴｂ＝ 211 fＴｔｏ＝ 444
＊

SCM435

せ  ん  断 － － τＴｂ＝ 35 fＴｓｂ＝ 341

SM400A － － τＳ＝ 12 fＳｓｂ＝ 133

注記 ＊：ƒＴｔｓ＝Min[1.4・ƒＴｔｏ－1.6・τＴb， ƒＴｔｏ]より算出

モ ー  ド
固  有  周  期

（ｓ）

卓  越

方  向

fＬｔｏ＝ 444

取付ボルト
（振れ止め部）

引　張　り

シアーラグ せ  ん  断

－ σＬｂ＝ 352－

振れ止め 組  合  せ

取付ボルト
（ラグ部）

SCM435 引　張　り

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ
応     力

ラ グ 組  合  せ

部     材 材     料

一次一般膜

一 次

一次＋二次

7
9

胴     板
（振れ止め
  付根部）

胴     板
（ラグ付根部）

一次一般膜

一 次

一次＋二次

算 出 応 力 許 容 応 力

すべて許容応力以下である。

算 出 応 力 許 容 応 力
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」，「Ⅴ-2-1-11 機器・配管の耐

震支持設計方針」及び「Ⅴ-2-1-13-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基

づき，管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度又は動的機能を有し

ていることを説明するものである。 

評価結果記載方法は以下に示す通りである。 

 (1) 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析

モデル単位に記載する。また，全２４モデルのうち，各応力区分における最大応力評価

点の許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及

び評価結果を記載する。代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を 4.2.4 に記載

する。 

 (2) 支持構造物 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式ごとの反力が最大となる支持点の評

価結果を代表として記載する。 

 (3) 弁 

機能確認済加速度の応答加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁を代表と

して評価結果を記載する。 
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3.4 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設備評価用床応答曲線を下表に

示す。 

なお，設備評価用床応答曲線は添付資料「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づ

き策定したものを用いる。また，減衰定数は添付資料「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」

に記載の減衰定数を用いる。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持

の設計方針に基づき，アキュムレータが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説

明するものである。 

アキュムレータは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備において

は常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対象施

設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

アキュムレータの構造計画を表2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 備考 

基礎・支持構造 主体構造 

胴を 4 個の脚で

支持し，脚を 

溶接で架台に 

据え付ける。 

上面及び下面に

鏡板を有する 

たて置円筒形 

 
・逃がし安全弁 

自動減圧機能用 

アキュムレータ 

Ｄｉ＝550 

 ＝645 

胴を 4 個の脚で

支持し，脚を 

溶接で架台に 

据え付ける。 

上面及び下面に

鏡板を有する 

たて置円筒形 

・逃がし安全弁 

逃がし弁機能用 

アキュムレータ 

Ｄｉ＝400 

 ＝577 

NT2 補② Ⅴ-2-5-3-1-1 R2 

Ｘ 

Ｚ 

Ｘ断面Ｚ断面 

架台

胴板

脚

第 1脚 

第 2脚 

第 4脚

(第 2 脚) 

第 3脚

(第 1 脚)

Ｘ 

Ｚ

Ｄｉ 

 
 

（単位：mm） 
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2.2 評価方針 

アキュムレータの応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の

制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す

アキュムレータの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」に

て算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造

強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

アキュムレータの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 アキュムレータの耐震評価フロー 

 

 

 

 

  

地震時における応力 
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計算モデルの設定 

設計用地震力 

理論式による固有周期の算出 
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2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ

４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気

協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62 年 8 月及び平成 3 年 6 月）に準拠して評価

する。 
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2.4  記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm
2
 

Ａｆ 脚の圧縮フランジの断面積 mm
2
 

Ａｓ 脚の断面積 mm
2
 

Ａｓ１ 脚の半径方向軸に対するせん断断面積 mm
2
 

Ａｓ２ 脚の周方向軸に対するせん断断面積 mm
2
 

Ａｓｆ 脚の圧縮フランジとせいの6分の1から成るＴ形断面の断面積 mm
2
 

Ａｓｒ 脚の半径方向軸に対する有効せん断断面積 mm
2
 

Ａｓｔ 脚の周方向軸に対する有効せん断断面積 mm
2
 

Ｃ 脚の座屈曲げモーメントに対する修正係数 － 

Ｃ１ 脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の周方向） mm 

Ｃ２ 脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の軸方向） mm 

Ｃｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られる

値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｃ ｊ 鉛直方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られる

値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3に定める値 MPa 

Ｆ０ 振動モデル系における水平力 N 

ＦＶ 鉛直方向荷重 N 

ƒｂｒ 脚の半径方向軸回りの許容曲げ応力 MPa 

ƒｂｔ 脚の半径方向に直角な方向の軸回りの許容曲げ応力 MPa 

ƒｃ 脚の許容圧縮応力 MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

ƒｔ 脚の許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ 脚のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

ｈ 脚断面のせい mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm4 

ｉ 脚の弱軸についての断面二次半径 mm 

ｉｆ 脚の圧縮フランジとせいの6分の1から成るＴ形断面のウェッブ軸回りの

断面二次半径 

mm 

Ｉｓｆ 脚の圧縮フランジとせいの6分の1から成るＴ形断面のウェッブ軸回りの

断面二次モーメント 

mm
4
 

Ｉｓｒ 脚の半径方向軸に対する断面二次モーメント mm
4
 

Ｉｓｔ 脚の周方向軸に対する断面二次モーメント mm
4
 

Ｊｓ 脚のねじりモーメント係数 mm
4
 

   Ｋ１ｊ，Ｋ２ｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｋｃ 胴の脚付け根部における周方向曲げモーメントに対する局部ばね定数

（引用文献(1)より得られる値） 

－ 

ＫＨ ばね定数（水平方向） N/m 

Ｋ  胴の脚付け根部における長手方向曲げモーメントに対する局部ばね定数

（引用文献(1)より得られる値） 

－ 

Ｋｒ 胴の脚付け根部における半径方向荷重に対する局部ばね定数 

（引用文献(1)より得られる値） 

－ 

ＫＶ ばね定数（鉛直方向） N/m 

ｋｃ，ｋ  引用文献(1)によるアタッチメントパラメータの周方向及び軸方向の 

補正係数 

－ 

 脚の長さ mm 

ｃ  脚の中立軸間の距離 mm 

ｇ 架台から容器重心までの距離 mm 

ｋ  脚の有効座屈長さ mm 

Ｍ１ Ｚ方向地震による胴の脚付け根部の鉛直方向モーメント  N･mm 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ｍ３ Ｚ方向地震による胴の脚付け根部のねじりモーメント N･mm 

Ｍｃ Ｚ方向地震による胴の脚付け根部の周方向モーメント N･mm 

Ｍ  

Ｍ ２ 

運転時質量による胴の脚付け根部の鉛直方向モーメント 

鉛直方向地震による胴の脚付け根部の鉛直方向モーメント 

N･mm 

N･mm 

Ｍｓ１，Ｍｓ２ 脚の上下両端に作用する曲げモーメント N･mm 

Ｍｘ 胴に生じる軸方向の曲げモーメント N･mm /mm 

Ｍφ 胴に生じる周方向の曲げモーメント N･mm /mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

Ｎｘ 胴に生じる軸方向の膜力 N/mm 

Ｎφ 胴に生じる周方向の膜力 N/mm 

Ｐ 運転時質量による胴の脚付け根部の半径方向荷重 N 

Ｐ１ Ｚ方向地震による胴の脚付け根部の半径方向荷重 N 

Ｐ２ 鉛直方向地震による胴の脚付け根部の半径方向荷重 N 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｑ Ｚ方向地震による胴の脚付け根部の周方向荷重 N 

Ｒ 運転時質量による脚の軸力 N 

Ｒ１ Ｚ方向地震により脚に作用する軸力 N 

Ｒ２ 鉛直方向地震により脚に作用する軸力 N 

ｒｍ 胴の平均半径 mm 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

ＴＨ 水平方向の固有周期 s 

Ｔｖ 鉛直方向の固有周期 s 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｕ 脚の中心軸から胴板の厚さの中心までの距離 mm 

Ｚｓｐ 脚のねじり断面係数 mm
3
 

Ｚｓｒ 脚の半径方向軸に対する断面係数 mm
3
 

Ｚｓｔ 脚の周方向軸に対する断面係数 mm
3
 

β，β１，β２ 引用文献(2) によるアタッチメントパラメータ － 

γ 引用文献(2) によるシェルパラメータ － 

δＨ 水平力Ｆ０による胴重心の水平方向変位量 mm 

δＶ 胴重心の鉛直方向変位量 mm 

Δｒ 運転時質量による胴の半径方向局部変位量 mm 

Δｒ１ 水平力Ｆ０による胴の半径方向局部変位量 mm 

Δｘ１ 水平力Ｆ０による第1脚上端の水平方向変位量 mm 

Δｘ３ 水平力Ｆ０による第2脚上端の水平方向変位量 mm 

Δｙ１ 水平力Ｆ０による第1脚の鉛直方向変位量 mm 

Δｙ2 鉛直方向荷重Ｆｖによる支持脚の鉛直方向変位量 mm 

Δｙ３ 鉛直方向荷重Ｆｖによる胴の鉛直方向変位量 mm 

Δｙ４ 運転時質量による胴付け根部における局部傾き角による鉛直方向変位量 mm 

θ 運転時質量による胴の脚付け根部における局部傾き角 rad 

θ０ 水平力Ｆ０による胴の中心軸の傾き角 rad 

θ１ 水平力Ｆ０による第1脚の傾き角 rad 

θ１′ 水平力Ｆ０による胴の第1脚付け根部における局部傾き角 rad 

θ３ 水平力Ｆ０による第2脚の傾き角 rad 

Λ 脚の限界細長比 － 

λ 脚の有効細長比 － 

ν 座屈に対する安全率 － 

π 円周率 － 

 

 

 

 

 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2-

5
-3

-
1-

1
 R

0 



 

11                                               
9 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０φ 胴の周方向の一次一般膜応力 MPa 

σ０ｘ 胴の軸方向の一次一般膜応力 MPa 

σ１ 胴の一次応力の最大値 MPa 

σ２ 胴の一次＋二次応力の最大値 MPa 

σ１１，σ１２ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次応力 

MPa 

σ１３，σ１４ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次応力 

MPa 

σ１５，σ１６ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次応力 

MPa 

σ２１，σ２２ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次＋二次応力 

MPa 

σ２３，σ２４ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次＋二次応力 

MPa 

σ２５，σ２６ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次＋二次応力 

MPa 

σｓ 脚の組合せ応力の最大値 MPa 

σｓ１，σｓ２ 運転時質量による脚の圧縮及び曲げ応力 MPa 

σｓ３，σｓ４ 鉛直方向地震による脚の圧縮及び曲げ応力 MPa 

σｓ５,σｓ６,σｓ７ Ｚ方向地震による脚の圧縮並びに第1脚及び第2脚の曲げ応力 MPa 

σｓ８,σｓ９,σｓ１０ Ｘ方向地震による脚の圧縮並びに半径方向及び周方向の曲げ応力 MPa 

σｓｃ 脚の圧縮応力の和 MPa 

σｓｒ 脚の半径方向軸回りの圧縮側曲げ応力の和 MPa 

σｓｔ 脚の半径方向に直角な軸回りの圧縮側曲げ応力の和 MPa 

σｓｘ Ｘ方向地震が作用した場合の脚の組合せ応力 MPa 

σｓｚ１，σｓｚ２ Ｚ方向地震が作用した場合の第1脚及び第2脚の組合せ応力 MPa 

σφ１，σｘ１ 内圧による胴の周方向及び軸方向応力 MPa 

σｘ２ 運転時質量による胴の軸方向応力 MPa 

σφ３，σｘ３ 運転時質量により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び 

軸方向応力 

MPa 

σφ４，σｘ４ 運転時質量により生じる半径方向荷重による胴の周方向及び軸方向応力 MPa 

σｘ５ 水平方向地震が作用した場合の転倒モーメントによる胴の軸方向応力 MPa 

σφ７，σｘ７ 鉛直方向地震による胴の周方向応力及び軸方向応力 MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

σφ８，σｘ８ 鉛直方向地震により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び 

軸方向応力 

MPa 

σφ９，σｘ９ 鉛直方向地震により生じる半径方向荷重による胴の周方向及び軸方向応力 MPa 

σφ１０，σx１０ 鉛直方向地震により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び 

軸方向応力 

MPa 

σφ１１，σx１１ 鉛直方向地震により生じる半径方向荷重による胴の周方向及び軸方向応力 MPa 

σφ６１，σｘ６１

σφ６２，σｘ６２

Ｚ方向地震が作用した場合の半径方向荷重による胴の周方向及び 

軸方向応力  

MPa 

σφ７１，σｘ７１

σφ７２，σｘ７２

Ｚ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び 

軸方向応力 

MPa 

σφ８１，σｘ８１

σφ８２，σｘ８２

Ｚ方向地震が作用した場合の周方向モーメントによる胴の周方向及び 

軸方向応力 

MPa 

σφ９１，σｘ９１

σφ９２，σｘ９２

Ⅹ方向地震が作用した場合の半径方向荷重による胴の周方向及び 

軸方向応力 

MPa 

σφ１０１,σｘ１０１

σφ１０２,σｘ１０２

Ｘ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴の周方向 

及び軸方向応力 

MPa 

σφ１１１,σｘ１１１

σφ１１２,σｘ１１２

Ｘ方向地震が作用した場合の周方向モーメントによる胴の周方向及び

軸方向応力 

MPa 

σｘｘ１，σｘｘ２ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び第2評価

点における軸方向一次応力の和 

MPa 

σｘｘ３，σｘｘ４ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び第2評価

点における軸方向一次＋二次応力の和 

MPa 

σｘｚ１，σｘｚ２ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及び第2評

価点における軸方向一次応力の和 

MPa 

σｘｚ３，σｘｚ４ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及び第2評

価点における軸方向一次応力の和 

MPa 

σｘｚ５，σｘｚ６ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及び第2評

価点における軸方向一次＋二次応力の和 

MPa 

σｘｚ７，σｘｚ８ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及び第2評

価点における軸方向一次＋二次応力の和 

MPa 

σφｘ１，σφｘ２ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び第2評価

点における周方向一次応力の和 

MPa 

σφｘ３，σφｘ４ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び第2評価

点における周方向一次＋二次応力の和 

MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

σφｚ１，σφｚ２ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及び

第2評価点における周方向一次応力の和 

MPa 

σφｚ３，σφｚ４ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及び

第2評価点における周方向一次応力の和 

MPa 

σφｚ５，σφｚ６ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及び

第2評価点における周方向一次＋二次応力の和 

MPa 

σφｚ７，σφｚ８ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及び

第2評価点における周方向一次＋二次応力の和 

MPa 

τ３ Ｚ方向地震により胴の脚付け根部に生じるねじりモーメントによ

るせん断応力 

MPa 

τ６ Ｘ方向地震により胴の脚付け根部に生じるねじりモーメントによ

るせん断応力 

MPa 

τｃ１ Ｚ方向地震により胴の脚付け根部に生じる周方向せん断応力 MPa 

τｃ４ Ｘ方向地震により胴の脚付け根部に生じる周方向せん断応力 MPa 

τ １  運転時質量により胴の脚付け根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τ ２  Ｚ方向地震により胴の脚付け根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τ ５  Ｘ方向地震により胴の脚付け根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τ ３  鉛直方向地震により胴の脚付け根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τｓ１ 運転時質量による脚のせん断応力 MPa 

τｓ２  鉛直方向地震による脚のせん断応力 MPa 

τｓ３，τｓ４ Ｚ方向地震による第1脚及び第2脚のせん断応力 MPa 

τｓ５ Ｘ方向地震による脚のせん断応力 MPa 

注：「設計･建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含

む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007年9月）をいう。 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

最高使用圧力 MPa － － 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長 

さ 

下記以外の長さ mm － － 整数位＊1 

胴板の厚さ ㎜ － － 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ及び逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレー

タは，胴及び脚について評価を実施する。 

逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ及び逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレー

タの耐震評価部位については，表2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 固有周期 

 4.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

本容器は，2.1節より脚下端の支持条件を組み合わせることで次の計算モデルができる。 

a. 第 1 脚及び第 2脚とも固定の場合 

図4－1にa項の変形モードを示す。 

(2) 固有周期 

それぞれの脚及び胴について，荷重，モーメント及び変形の釣合い条件の方程式を作る

ことにより，以下のように固有周期を求める。 

a. 水平方向の固有周期 

第 1脚及び第 2脚とも固定の場合（図 4－1参照），水平力の釣合いより 

2・Ｐ１＋2・Ｑ＝Ｆ０                                           (4.1.1) 

転倒モーメントの釣合いより 

2・Ｍ１－2・Ｍ３＋2・Ｒ１・ｒｍ＝Ｆ０・( ｇ－ )                   (4.1.2) 

ただし， 

ｒｍ＝（Ｄｉ＋ｔ）／2                                         (4.1.3) 

水平力Ｆ０による第 1脚の水平方向変位量，傾き角及び鉛直方向変位量は 

ｓｔｓｓｒｓｓｔｓ
ｘ

・Ｉ2・Ｅ

・ｕ)・－ＲＭ(
 ＋ 

・ＡＧ

・Ｐ
 ＋ 

・I3・Ｅ

・Ｐ
 ＝Δ

2 
１１１

3 
１

１  

                                    (4.1.4) 
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ここで，（図 4－1 参照）
 

ｍ
ｃ
－ｒ 

2
 ｕ＝                                                (4.1.5) 

ｓｔｓｓｔｓ ・Ｉ2・Ｅ

・Ｐ
 ＋ 

・ＩＥ

・ｕ)・－ＲＭ(
 ＝θ

2 
１１１

１                    (4.1.6) 

ｓｓ
ｙ

・ＥＡ

・Ｒ
 ＝

１
１Δ                                             (4.1.7) 

 

水平力Ｆ０による胴の半径方向局部変位量と局部傾き角は 

・Ｅ

・ＰＫ
 ＝Δ

ｍ

ｒ

ｒ

１
ｒ１                                             (4.1.8) 

・Ｅ・βｒ

・ＭＫ
 ′θ

 2  3 

１

ｍ
 ＝１                                        (4.1.9) 

ここで，Ｋｒ 及びＫ は引用文献(1)に基づく胴の半径方向荷重による局部変位と長手

方向曲げモーメントによる局部傾き角に対する定数であり，シェルパラメータγ及び

アタッチメントパラメータβは，以下のように定義する。 

ｒｍ＝（Ｄｉ＋ｔ）／2                                         (4.1.10)
 

γ＝ ｒｍ／ｔ                                                 (4.1.11) 

β１＝ Ｃ１／ｒｍ                                              (4.1.12) 

β２＝ Ｃ２／ｒｍ                                              (4.1.13)
 

 3 2 
２１・ββ・ｋ β  ＝                                         (4.1.14) 

水平力Ｆ０による第 2 脚の傾き角（胴の中心軸の傾き角に同じ。）と水平方向変

位量は 

ｓｒｓｓｒｓ ・Ｉ2・Ｅ

Ｑ・
 ＋ 

・ＩＥ

・－Ｍ
 ＝θ

2 
３

０                            (4.1.15)
 

ｓｒｓｓｔｓｓｒｓ
ｘ

・Ｉ2・Ｅ

・Ｍ
 － 

・ＡＧ

Ｑ・
 ＋ 

・Ｉ3・Ｅ

Ｑ・
 ＝Δ

2 
３

3 

３          (4.1.16)
 

第 1脚と胴の傾き角の釣合いより
 

θ１＋θ１′－θ０＝0                                          (4.1.17)
 

水平力Ｆ０による第 2脚のねじれ角と胴の局部傾き角は等しいから
 

・Ｅ・βｒ

・ＭＫ

・ＪＧ

・Ｑ・ｕ－Ｍ
 ＝θ

 2  3 
ｍ

ｃｃ

ｓｓ

ｃ
 ＝ 

)(
３                  (4.1.18) 
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ここで，Ｋｃは，引用文献(1)に基づく胴の周方向曲げモーメントによる局部傾き角に

対する定数であり，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβは，（4.1.10）

式～（4.1.14）式とする。ただし，（4.1.14）式のｋ をｋｃ，β１をβ２及びβ２をβ１に

置き換える。 

脚と胴の水平方向変位量の釣合いより 

Δｘ１＋Δｒ１＝Δｘ３＋ｕ・θ３                                  (4.1.19) 

さらに，鉛直方向の釣合いより 

Δｙ１－ｕ・θ１－ｒｍ・θ０＝0                                  (4.1.20) 

（4.1.20）式へ（4.1.6）式，（4.1.7）式及び（4.1.15）式を代入して
 

ｓｒｓ

ｍ

ｓｔｓｓｔｓｓｓ ・ＩＥ

・・Ｍｒ
 ＋ 

・Ｉ2・Ｅ

・ｕ・Ｐ
 － 

・ＩＥ

・ｕ)・Ｒｕ・(Ｍ
 － 

・ＥＡ

・Ｒ ３
2 

１１１１   

0 ＝ 
・Ｉ2・Ｅ

・Ｑ・ｒ
 －

ｓｒｓ

ｍ
2 

                                   (4.1.21)
 

（4.1.17）式へ（4.1.6）式，（4.1.9）式及び（4.1.15）式を代入して
 

ｓｔｓｓｔｓｓｒｓｓｒｓ ・Ｉ・Ｅ2

・Ｐ
＋

・ＩＥ

・・ｕ)－ＲＭ(
 ＋ 

・Ｉ・Ｅ2

Ｑ・
 － 

・ＩＥ

・Ｍ 2 
１１１

2 
３      

0 ＝ 
・Ｅ・βｒ

・ＭＫ
 ＋

 2  3 

１

ｍ
                                        (4.1.22)

 

（4.1.18）式を変形して 

0 ＝ 
・Ｅ・βｒ

・ＭＫ
 － 

・ＪＧ

・Ｍ
 － 

・ＪＧ

ｕ・Ｑ・
 2  3 

ｍ

ｃｃ

ｓｓ

ｃ

ｓｓ
                (4.1.23)

 

（4.1.19）式へ（4.1.4）式，（4.1.8）式，（4.1.16）式及び（4.1.18）式を代入して 

・Ｅｒ

・ＰＫ
＋

・Ｉ2・Ｅ

・ｕ)・－Ｒ(Ｍ
＋

・ＡＧ

・Ｐ
＋

・Ｉ3・Ｅ

・Ｐ

ｍ

ｒ

ｓｔｓｓｒｓｓｔｓ

１
2 

１１１
3 

１   

0 ＝
・Ｅ・βｒ

・Ｍu・Ｋ
－

・Ｉ2・Ｅ

・Ｍ
＋

・ＡＧ

Ｑ・
－

・Ｉ3・Ｅ

Ｑ・
－

2 3

2 
３

3 

ｍ

ｃｃ

ｓｒｓｓｔｓｓｒｓ
 

                                                              (4.1.24) 

以上より，6 変数Ｐ１，Ｑ，Ｒ１，Ｍ１，Ｍ３及びＭｃに対して（4.1.1）式，（4.1.2）

式及び（4.1.21）式～（4.1.24）式を連立させ，Δｘ１，Δｒ１及びθ０を求める。 

胴重心の変位量δＨ，ばね定数ＫＨ及び固有周期ＴＨは次式で求める。 

００ ０１１ ・Ｆ
Ｇ・Ａ

)－(
 ＋・Ｆ 

3・Ｅ・Ｉ

)－(
 ＋)・θ－＋(＋

ｅ

ｇ
3 

ｇ
ｇｒｘ ΔΔ＝δＨ   

                                                    (4.1.25) 
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Ｈδ
０1000・Ｆ

＝ＫＨ                                              (4.1.26) 

Ｈ
Ｈ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
π                                           (4.1.27) 

ここで，胴の断面性能は次式で求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ 
8

π
 Ｉ＝  3 

ｉ                                      (4.1.28) 

ｔ)・ｔ・π・(Ｄ
3

2
＝Ａ ｉｅ                                    (4.1.29) 

b. 鉛直方向の固有周期 

鉛直方向荷重Ｆｖによる支持脚の鉛直方向変位量と胴の鉛直方向変位量は次式で 

求める。 

ｓｓ

ｖ
ｙ

・Ｅ4・Ａ

・Ｆ
＝Δ ２                                           (4.1.30) 

３

g
ｙ

ｖ

s

Ｆ ・( － )

Ａ ・Ｅ
Δ ＝                                          (4.1.31) 

ここで， 

Ａｓ＝π・(Ｄｉ＋ｔ)・ｔ                                      (4.1.32) 

運転時質量による胴の脚付け根部における局部傾き角による鉛直方向変位量は次式

で求める。 

Δｙ４＝θ・ｕ                                                 (4.1.33) 

局部傾き角は脚下端の支持条件により，脚下端が固定の場合 

・Ｅ・βｒ

・Ｋ
θ＝

ｍ
23

M
                                             (4.1.34) 

ここで， 

ｓｔｓ

ｖ

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ ・Ｉ4・Ｅ

・ｕ・Ｆ
・

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ12・Ｅ
＝Ｍ

3 

 

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ3・Ｅ
／　

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ

3 

 

2
2

23 ｓｔｓｍｓｔｓ ・Ｉ・Ｅ2
－

・Ｅ・βｒ

Ｋ
＋

・ＩＥ
・  

                            (4.1.35) 

以上により，胴重心の鉛直方向変位量δＶ，ばね定数ＫＶ及び固有周期ＴＶは次

式で求める。 

δＶ＝Δｙ２＋Δｙ３＋Δｙ４                                    (4.1.36) 

ｖ

ｖ
ｖ

δ
・Ｆ1000

＝Ｋ                                              (4.1.37) 

ｖ
ｖ

Ｋ

ｍ
π

０
・＝2Ｔ                                             (4.1.38) 
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Δｘ３

θ１′
θ1′

θ０

Ｆ０

δＨ

Ｍ３

ｒｍ

ｕ

Δｘ１

Δｙ１

Ｒ１
Ｍ１

Ｐ１

θ１

Δｘ１

Δｙ１

Ｒ１Ｍ１

Ｐ１

θ１
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(第3脚)

Δｒ１

Δｒ１

Ｐ１ Ｐ１

Ｑ

Ｑ

Ｍｃ

Ｍｃ

Ｆ０

θ３

θ３

 

 

図 4－1 第 1脚及び第 2脚とも脚下端が固定 

 されている場合の変形モード 
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4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，「6.1 設計基準対象施設としての評価結果」及び「6.2 

重大事故等対処設備としての評価結果」の機器要目に示す。 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の評価結果を，表4-1に示す。計算結果より，剛であることを確認した。 

表 4-1 固有周期（ｓ） 

水平方向 鉛直方向 

逃がし安全弁自動減圧機能用 

アキュムレータ

逃がし安全弁逃がし弁機能用 

アキュムレータ

5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) 容器及び内容物の質量は，重心に集中するものとする。

(2) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。

(3) アキュムレータは胴を 4 個の脚で支持し，脚は溶接で架台に据え付けているため，固定端と

して評価する。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

アキュムレータの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2に示す。 

5.2.2 許容応力 

アキュムレータの許容応力を表 5－3及び表 5－4 に示す。

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

アキュムレータの許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 5－5

に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－6 に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉冷却材

の循環設備 

・逃がし安全弁自動減圧機能用 

アキュムレータ 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用 

アキュムレータ 

Ｓ クラス３容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉冷却材

の循環設備 

・逃がし安全弁自動減圧機能用 

アキュムレータ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容 

限界を用いる）

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 5－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系

ステンレス鋼及び高ニッケ

ル合金については上記の値

と 1.2・Ｓとの大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓの

みによる疲労解析を行い，疲労累積係数が 1.0

以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変

動値が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析は行

わない。 ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。) 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲

労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変

動値が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析は行

わない。 

    注記 ＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

 

 

 

NT2 補② Ⅴ-2-5-3-1-1 R0 

＊1, ＊2 
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表 5－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

許容応力状態 

 許容限界 

 （脚） 

 一次応力 

組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・fｔ 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。)

注記 ＊：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は 

      評価を省略する。 

NT2 補② Ⅴ-2-5-3-1-1 R0 

＊

＊



  

 

2
2 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SUS304 最高使用温度 171 113 150 413 － 

脚 
SS400 

（厚さ≦16mm）
周囲環境温度 171 － 201 373 － 

  

  

 

表 5－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SUS304 最高使用温度 171 113 150 413 － 

脚 
SS400 

（厚さ≦16mm）
周囲環境温度 171 － 201 373 － 
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 5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－7～表 5－9に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は添付書類「Ⅴ-

2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。

表 5－7 逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

原子炉格納 
容器 

EL. 27.432＊ 
ＣH＝0.88 ＣV＝0.66 ＣH＝1.61 ＣV＝1.25

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

表 5－8 逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

原子炉格納 
容器 

EL. 27.432＊ 
ＣH＝0.88 ＣV＝0.66 ＣH＝1.61 ＣV＝1.25

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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表 5－9 逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

原子炉格納 
容器 

EL. 27.432＊ 
－ － ＣH＝1.61 ＣV＝1.25

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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5.4  計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

応力計算において，静的地震力を用いるため絶対値和を用いる。 

5.4.1.1 胴の応力 

(1) 内圧による応力 

・ｔ2

・ｔ）1.2＋・（ＤＰ
＝

ｉｒ
φ１σ

  
                                 (5.4.1.1.1) 

σφ７＝0                                                         (5.4.1.1.2) 

・ｔ4

・ｔ）1.2＋・（ＤＰ
＝

ｉｒ
ｘ１σ                                    (5.4.1.1.3) 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・ｍ
＝

ｉ
ｘ

π
σ

０
２

g
                                      (5.4.1.1.4) 

g０ ・
７

ｖ・ Ｃ
ｘ ＝

・( ＋ )・ｉＤ

ｍ
ｔ ｔ

σ
π

                                          (5.4.1.1.5)  

(3) 運転時質量による胴の脚付け根部の応力 

脚下端が固定の場合，脚の半径方向変位量と胴の半径方向局部変位量は等しいから 

ｓｔｓｓｒｓｓｔｓ
ｒ

・Ｉ2・Ｅ

）・（Ｒ・ｕ－Ｍ
＋

・ＡＧ

－Ｐ・
＋

・Ｉ3・Ｅ

－Ｐ・
＝Δ

2 3 

 

・Ｅｒ

・ＰＫ
　＝

ｍ

ｒ

                  (5.4.1.1.6)
 

また，脚上端の傾き角と胴の局部傾き角は等しいから 

ｓｔｓｓｔｓ ・Ｉ2・Ｅ

－Ｐ・
＋

・ＩＥ

）・（Ｒ・ｕ－Ｍ
θ＝

2 

 

・Ｅ・βｒ

・ＭＫ
　＝

 2  3
ｍ

             (5.4.1.1.7) 

ここで， 

4

・ｍ
＝Ｒ

０ g
                    (5.4.1.1.8) 

  

 

 

 

 

 

 

 

ｕ

Δｒ Ｒ Ｍ

Ｐθ

θ

Δｒ

図 5－1  脚下端が固定されている 

場合の運転時質量による 

脚及び胴の変形 
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したがって，（5.4.1.1.8）式を（5.4.1.1.6）式及び（5.4.1.1.7）式に代入した

式を連立することにより，Ｍ を以下のように求める。 

ｓｔｓｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ ・Ｉ4・Ｅ

・ｕ・・ｍ
・

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ12・Ｅ
＝Ｍ

０
3 g

 

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ3・Ｅ
／　

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ

3 

 

2
2 

 2  3
ｓｔｓｍｓｔｓ ・Ｉ2・Ｅ

－
・Ｅ・βｒ

Ｋ
＋

・ＩＥ
・  

                                                     (5.4.1.1.9) 

Ｐは（5.4.1.1.6）式に（5.4.1.1.8）式を代入して整理すると 

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ3・Ｅ

・
・Ｉ2・Ｅ

・ｕ－Ｍ
4

・ｍ

Ｐ＝

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ

ｓｔｓ
3 

2 

０ g

                      (5.4.1.1.10) 

となる。 

鉛直方向曲げモーメントＭ により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は引用文献(2)

により次のようにして求める。 

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβを以下のように定義する。 

ｒｍ＝（Ｄｉ＋ｔ）／2                                            (5.4.1.1.11) 

γ＝ｒｍ／ｔ                                                   (5.4.1.1.12) 

β１＝Ｃ１／ｒｍ                                                 (5.4.1.1.13) 

β２＝Ｃ２／ｒｍ                                                 (5.4.1.1.14) 

 3 2 
２１・βββ＝                                               (5.4.1.1.15) 

ただし，β≦0.5 

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図よ

り値（以下＊を付記するもの）を求めることにより，次式で求める。 

１
ｍ

＊

ｍ

φ
φ ・Ｃ 

・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β）／（ｒＭ

Ｎ
 ＝

 2  2 
３σ              (5.4.1.1.16) 

２
 2  2 

３ ・Ｃ 
・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β）／（ｒＭ

Ｎ
 ＝

ｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘσ              (5.4.1.1.17) 

半径方向荷重Ｐにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

４

＊

ｍ ｍ

φ
φ

Ｎ Ｐ

Ｐ ｔ
σ ＝ ・　

／ｒ ｒ ・
                               (5.4.1.1.18) 

４

＊

ｍ ｍ

ｘ
ｘ

Ｎ Ｐ

Ｐ ｔ
σ ＝ ・　

／ｒ ｒ ・
                              (5.4.1.1.19) 
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ここで，γ及びβは（5.4.1.1.11）式～（5.4.1.1.15）式によるが，（5.4.1.1.15）式を 

4≧β１／β２≧1のとき 

２１１２１ ・ββ・）－Ｋ1）・（1－／β・（β
3

1
－1β＝ ｊ  

                                      (5.4.1.1.20) 

ただし，β≦0.5 

4

1
≦β１／β２＜1のとき 

２１２２１ ・ββ・))・(1－Ｋ／β・(1－β
3

4
1－β＝ ｊ   

                                   (5.4.1.1.21) 

ただし，β≦0.5 

に置き換える。 

反力Ｒによるせん断応力は 

・ｔ・Ｃ4

Ｒ
＝

２

１τ                                                (5.4.1.1.22) 

(4) 水平方向地震による胴の曲げ応力 

水平方向地震により胴に転倒モーメントが作用するため，脚が取り付く胴の円周上

に以下の曲げ応力が発生する。 

g０
５

ｇ ｉＨＣ ・ ・ ・( － )・(Ｄ ＋2・ｔ)
ｘ ＝

2・Ｉ
ｍσ

                       (5.4.1.1.23)
 

(5) Ｚ方向地震による胴の脚付け根部の応力 

4.1 節の固有周期計算において（4.1.1）式及び（4.1.2）式の水平力Ｆ０を 

ＣＨ・ｍ０・gに置き換えて得られる数値を使用する。 
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1 

第 1 脚

第 2脚

Ｘ

Ｚ

Ｘ

Ｚ

第 3脚
(第 1 脚) 

＊１,＊２ 

第 4脚
(第 2 脚) 

＊１,＊２ 

注記  ＊1：本計算書において地震の方向はＸ方向とＺ方向を考慮し，Ｚ方向地震による応力の
      計算においては，第 3 脚を第 1脚に，第 4 脚を第 2脚に読み替える。 
   ＊2：脚部材については胴の半径方向をｒ軸，その直角方向をｔ軸とする。 

図 5－2 水平地震の方向
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a. 一次応力 

半径方向荷重Ｐ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

（5.4.1.1.18）式及び（5.4.1.1.19）式と同様にして 

６１
１

１／

＊

φ
φ

ｍ ｍ

Ｎ Ｐ

Ｐ ｒ ｒ ・ｔ
σ ＝ ・　                            (5.4.1.1.24)  

６１
１

１／

＊

ｘ
ｘ

ｍ ｍ

Ｎ Ｐ

Ｐ ｒ ｒ ・ｔ
σ ＝ ・　                            (5.4.1.1.25) 

鉛直方向曲げモーメントＭ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は

（5.4.1.1.16）式及び（5.4.1.1.17）式と同様にして 

  

１
７１

１
2 2 

１

＊

φ
φ ＝  ・Ｃ

・ ・／ ・ ｍ βｍ β

Ｎ Ｍ
ｔＭ

σ
ｒｒ                  (5.4.1.1.26)

 

２
2 

１

2 
１

７１ ・Ｃ 
・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β）／（ｒＭ

Ｎ
 ＝

ｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘσ           (5.4.1.1.27) 

周方向曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は

（5.4.1.1.16）式及び（5.4.1.1.17）式と同様にして 

１
 2  2 

１φ８ ｃ
ｍ

ｃ
＊

ｍｃ

φ
・Ｃ 

・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β）／（ｒＭ

Ｎ
 ＝σ          (5.4.1.1.28) 

２
 2  2 

８１ ｃ
ｍ

ｃ
＊

ｍｃ
・Ｃ 

・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β）／（ｒＭ

ｘＮ
 ＝ｘσ          (5.4.1.1.29) 

ここで，γ及びβは（5.4.1.1.11）式～（5.4.1.1.15）式によるが,（5.4.1.1.15）式を 

  
２

 2 
１

3 ・βββ＝                                               (5.4.1.1.30) 

ただし，β≦0.5 

に置き換える。 

 

周方向せん断力Ｑによるせん断応力は 

・ｔ4・Ｃ

Ｑ
＝

１

１Ｃτ                                             (5.4.1.1.31) 

鉛直方向せん断力Ｒ1によるせん断応力は 

１

２
２＝

・ ・

Ｒ
4 Ｃ ｔ

τ                                               (5.4.1.1.32) 

ねじりモーメントＭ３により生じる胴のせん断応力は 

３
３

 2 
１

＝
・ ・ ・

Ｍ

2 Ｃ ｔπ
τ                                           (5.4.1.1.33) 

ここで，Ｃ１＞Ｃ２のときＣ１をＣ２に置き換える。（図 5－2参照） 
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b. 二次応力 

半径方向荷重 P１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

 2
6

６２φ
１

１

φ
＊

Ｍ Ｐ

Ｐ ｔ

・
σ ＝ ・　                                  (5.4.1.1.34) 

 2
6 １

１

６２ｘ

＊
Ｍｘ Ｐ

Ｐ ｔ

・
σ ＝ ・　                                  (5.4.1.1.35) 

鉛直方向曲げモーメントＭ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

 2
6

 
７２

１
φ

１

＊
φ

ｍ ｍ

Ｍ Ｍ

Ｍ ｔ β

・
σ ＝ ・　  

／（ｒ ・β） ｒ ・  ・
           (5.4.1.1.36) 

 2
6

７２

１
ｘ

１
 

＊

ｍ ｍ

Ｍｘ Ｍ

Ｍ β βｒ ｒ

・
σ ＝ ・　  

／（ ・ ） ・ｔ  ・
           (5.4.1.1.37) 

 

周方向曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

 2
6

 
８２φ

＊
φ ｃ

ｃ ｍ ｍ

Ｍ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ

・
σ ＝ ・　  

／（ ・β） ・  ・
           (5.4.1.1.38) 

 2
6

 
８２ｘ

＊

ｍ

ｘ ｃ

ｃ ｍ

Ｍ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ

・
σ ＝ ・　  

／（ ・β） ・  ・
           (5.4.1.1.39) 

(6) Ｘ方向地震による胴の脚付け根部の応力 

a. 一次応力 

  半径方向荷重Ｐ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

     ９１ ６１ φ φ ／ ２σ ＝σ
                                       (5.4.1.1.40) 

   ９１ ６１ ｘ ｘ ／ ２σ ＝σ
                                       (5.4.1.1.41) 

鉛直方向曲げモーメントＭ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

  １０１ ７１ φ φ ／ ２σ ＝σ
                                      (5.4.1.1.42) 

 １０１ ７１ ｘ ｘ ／ ２σ ＝σ
                                      (5.4.1.1.43) 

周方向曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

 １１１ ８１ ／ φ φ ２σ ＝σ
                                      (5.4.1.1.44) 

１１１ ８１ ｘ ｘ ／ ２σ ＝σ
                                      (5.4.1.1.45) 

周方向せん断力Ｑによるせん断応力は 

４ １＝ ｃ  ／ 　ｃ ２τ τ                                             (5.4.1.1.46) 

鉛直方向せん断力Ｒ1によるせん断応力は 

５ ２＝  ／ 　２τ τ                                              (5.4.1.1.47) 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2-

5
-3

-
1-

1
 R

0 



  

 
30 

ねじりモーメントＭ３により生じる胴のせん断応力は 

６ ３＝  ／ 　２ττ  
                                               (5.4.1.1.48) 

       b. 二次応力 

          半径方向荷重Ｐ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

９２ ６２ φ φ ／ ２σ ＝σ                                         (5.4.1.1.49) 

９２ ６２ ｘ ｘ ／ ２σ ＝σ                                         (5.4.1.1.50) 

          鉛直方向曲げモーメントＭ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

１０２ ７２ φ φ ／ ２σ ＝σ                                        (5.4.1.1.51) 

１０２ ７２ ｘ ｘ ／ ２σ ＝σ                                        (5.4.1.1.52) 

          周方向曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

１１２ ８２ φ φ ／ ２σ ＝σ                                        (5.4.1.1.53) 

１１２ ８２ ｘ ｘ ／ ２σ ＝σ                                        (5.4.1.1.54) 

(7) 鉛直方向地震による胴の脚付け根部の応力 

脚下端が固定の場合の軸力，胴の脚付け根部の鉛直方向モーメント及び半径方向荷

重を以下のように求める。 

4

・Ｃ・ｍ
＝Ｒ

ｖ０

２
g

                                           (5.4.1.1.55) 

ｓｔｓｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ ・ＩＥ

・ｕ・Ｒ
・

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ12・Ｅ
＝Ｍ

２
3 

２  

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ3・Ｅ
／　

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ

3 

 

2
2 

 2  3
ｓｔｓｍｓｔｓ ・Ｉ2・Ｅ

－
・Ｅ・βｒ

Ｋ
＋

・ＩＥ
・           (5.4.1.1.56) 

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ・Ｅ3
／

・Ｉ・Ｅ2

・・ｕ－ＭＲ
＝Ｐ

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓｓ

3 

ｓｔ

2 
２２

２  

                                                     (5.4.1.1.57) 

          a. 一次応力 

鉛直方向曲げモーメントＭ ２により生じる胴の周方向及び軸方向応力は次式で

求める。 

2 2 
８

２

２

＊

ｍ ｍ

φ
φ １

Ｎ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ
σ ＝ ・　  ・Ｃ

／（ ・β） ・  ・
       (5.4.1.1.58) 

2 2 
８

２

２

＊

ｍ ｍ

ｘ
ｘ ２

Ｎ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ
σ ＝ ・　  ・Ｃ

／（ ・β） ・  ・
       (5.4.1.1.59) 
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半径方向荷重Ｐ２により生じる胴の周方向及び軸方向応力は次式で求める。 

  

２
９

２

＊
φ

φ ＝ ・ 
／ ・ｍ ｍ
Ｎ Ｐ

Ｐ ｔｒ ｒ
σ

                                (5.4.1.1.60) 

２
９

２

＊

ｘ ＝ ・ 
／ ・ｍ ｍ
Ｎｘ Ｐ

Ｐ ｔｒ ｒ
σ                                 (5.4.1.1.61) 

       b. 二次応力 

鉛直方向曲げモーメントＭ ２により生じる胴の周方向及び軸方向応力は次式で 

求める。 

 2
6

 
１０

２

２

＊

ｍ ｍ

φ
φ

Ｍ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ

・
σ ＝ ・　  

／（ ・β） ・  ・
          (5.4.1.1.62) 

 2
6

 
１０

２

２

＊

ｍ ｍ
ｘ

Ｍｘ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ

・
σ ＝ ・　  

／（ ・β） ・  ・
          (5.4.1.1.63) 

  半径方向荷重Ｐ2により生じる胴の周方向及び軸方向応力は次式で求める。 

 2
6 ２

２

１１φ
φ

＊
Ｍ Ｐ

Ｐ ｔ

・
σ ＝ ・　                                 (5.4.1.1.64) 

 2
6 ２

２

１１ｘ
ｘ

＊
Ｍ Ｐ

Ｐ ｔ

・
σ ＝ ・　                                 (5.4.1.1.65) 

せん断応力は次による。 

τ ３＝ ２

２

Ｒ
４・Ｃ ・ｔ

                                        (5.4.1.1.66) 

(8) 組合せ応力 

(1)～(7)によって求めた胴の脚付け根部に生じる応力を以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

σ０＝Max｛周方向応力（σ０φ），軸方向応力（σ０ｘ）｝        (5.4.1.1.67) 

ここで， 

【絶対値和】 

σ０φ＝σφ１＋σφ７                                       (5.4.1.1.68) 

σ０ｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ７＋σｘ５                         (5.4.1.1.69) 
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b. Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の組合せ一次応力 

 

 

 

 

 

 

【絶対値和】 

(a) 第1脚付け根部 

第1評価点については 

σφｚ１＝σφ１＋σφ７＋σφ３＋σφ４＋σφ６１＋σφ７１＋σφ８ 

＋σφ９                                      (5.4.1.1.70) 

σｘｚ１＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ５＋σｘ６１＋σｘ７１ 

                           ＋σｘ７＋σｘ８＋σｘ９                        (5.4.1.1.71) 

2 
１１１１１１ )－( )＋＋( ・

2

1
＝ ｘｚφｚｘｚφｚ σσσσ σ   

                                                 (5.4.1.1.72) 

 

 

第2評価点については 

σφｚ２＝σφ１＋σφ７＋σφ４＋σφ６１＋σφ９          (5.4.1.1.73) 

σｘｚ２＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ５＋σｘ６１＋σｘ７＋σｘ９ 

                       (5.4.1.1.74) 

１２

２ ２

２ ２

２ ２ １ ２ ３

 

　　　　＋ φｚ － ｘｚ ＋４・ ＋ ＋

 φｚ ＋ ｘｚ
1
2

σ σ

σ ＝ σ σ

τ τ τ
  

                      (5.4.1.1.75) 

(b) 第2脚付け根部 

第1評価点については 

σφｚ３＝σφ１＋σφ７＋σφ３＋σφ４＋σφ８＋σφ９ 

                       (5.4.1.1.76) 

σｘｚ３＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ７＋σｘ８＋σｘ９ 

                       (5.4.1.1.77) 

    
３ ３ １ ３

１３

2 2

３ ３＝

     　＋  φｚ － ｘｚ ） ＋ 4・（ ｃ ＋ ）

・ ( ＋ )φｚ ｘｚ
1
2

σ  

σ σ τ τ

σ σ
 

         (5.4.1.1.78) 

 

2･Ｃ１ 

2･Ｃ２

第 1評価点

第 2評価点

アタッチメント

図 5－3 胴の評価点 
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第2評価点については 

σφｚ４＝σφ１＋σφ７＋σφ４＋σφ９＋σφ８１          (5.4.1.1.79) 

σｘｚ４＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ８１＋σｘ７＋σｘ９  

                       (5.4.1.1.80) 

       

１４

２ ２

４ ４

４ ４ １ ３ ３

＝

　　　 ＋ 　 φｚ － ｘｚ ＋４・ ＋ ＋

　　 φｚ ＋ ｘｚ
1
2

σ

σ σ τ τ τ

σ σ
  

                    (5.4.1.1.81) 

 c. Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の組合せ一次応力 

【絶対値和】 

第1評価点については 

σφｘ１＝σφ１＋σφ７＋σφ３＋σφ４＋σφ９１＋σφ１０１ 

＋σφ８＋σφ９                                   (5.4.1.1.82) 

σｘｘ１＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ５＋σｘ９１ 

＋σｘ１０１＋σｘ７＋σｘ８＋σｘ９                      (5.4.1.1.83) 

2 
６４

 2 
１１

１１１５

）＋（ 4・ ＋）－（ ＋      

)＋（・ 
2

1
＝

ττσσ

σσσ

ｃｘｘφｘ

ｘｘφｘ

 

 

      

  

(5.4.1.1.84) 

 

 

 

第2評価点については 

σφｘ２＝σφ１＋σφ７＋σφ４＋σφ９１＋σφ１１１＋σφ９ 

                               (5.4.1.1.85) 

σｘｘ２＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ５＋σｘ９１＋σｘ１１１ 

＋σｘ７＋σｘ９                                    (5.4.1.1.86) 

  

２ ２

 2 2
２ ２ １ ５ ６ ３

１６＝  （ ＋ )

      ＋ （ φｘ － ｘｘ ） ＋ 4・（ ＋ ＋ ＋ ）

φｘ ｘｘ・
1
2

σ σ σ

σ σ τ τ τ τ
 

                      (5.4.1.1.87) 

d. 胴の一次応力の最大値 

ここで，b項及びc項により組み合わせた一次応力のうち最大のものをσ１とする。 

σ１＝Max（σ１１，σ１２，σ１３，σ１４，σ１５，σ１６）           (5.4.1.1.88) 
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e. 地震力のみによる一次＋二次応力の変動値 

【絶対値和】 

Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

(a) 第1脚付け根部 

第1評価点については 

σφｚ５＝σφ７＋σφ８＋σφ９＋σφ１０＋σφ１１＋σφ６１＋σφ６２ 

＋σφ７１＋σφ７２                             (5.4.1.1.89) 

           σｘｚ５＝σｘ７＋σｘ８＋σｘ９＋σｘ１０＋σｘ１１＋σｘ５＋σｘ６１ 

                           ＋σｘ６２＋σｘ７１＋σｘ７２                     (5.4.1.1.90) 

σ２１＝σφｚ５＋σｘｚ５＋ 2
５ ５φｚ － ｘｚσ σ   

                                                 (5.4.1.1.91) 

第2評価点については 

σφｚ６＝σφ７＋σφ９＋σφ１１＋σφ６１＋σφ６２          (5.4.1.1.92) 

σｘｚ６＝σｘ７＋σｘ９＋σｘ１１＋σｘ５＋σｘ６１＋σｘ６２ 

                       (5.4.1.1.93) 

σ２２＝σφｚ６＋σｘｚ６＋ 22
６ ６ ２ ３φｚ － ｘｚ ＋　4　 ＋σ σ τ τ   

                      (5.4.1.1.94) 

 

(b) 第2脚付け根部 

第1評価点については 

σφｚ７＝σφ７＋σφ８＋σφ９＋σφ１０＋σφ１１            (5.4.1.1.95) 

           σｘｚ７＝σｘ７＋σｘ８＋σｘ９＋σｘ１０＋σｘ１１            (5.4.1.1.96) 

σ２３＝σφｚ７＋σｘｚ７＋ 2 2
７ ７ １ ３φｚ － ｘｚ ＋　4　 ｃ ＋σ σ τ τ   

                                                 (5.4.1.1.97) 

第2評価点については 

σφｚ８＝σφ７＋σφ９＋σφ１１＋σφ８１＋σφ８２           (5.4.1.1.98) 

σｘｚ８＝σｘ７＋σｘ９＋σｘ１１＋σｘ８１＋σｘ８２           (5.4.1.1.99) 

σ２４＝σφｚ８＋σｘｚ８＋ 2 2
８ ８ ３ ３φｚ － ｘｚ ＋　4 ＋σ σ τ τ   

                      (5.4.1.1.100) 
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f. Ⅹ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

第1評価点については 

σφｘ３＝σφ７＋σφ８＋σφ９＋σφ１０＋σφ１１＋σφ９１＋σφ１０１ 

＋σφ９２＋σφ１０２                           (5.4.1.1.101) 

            σｘｘ３＝σｘ７＋σｘ８＋σｘ９＋σｘ１０＋σｘ１１＋σｘ５＋σｘ９１ 

                           ＋σｘ１０１＋σｘ９２＋σｘ１０２                   (5.4.1.1.102) 

σ２５＝σφｘ３＋σｘｘ３＋ 2 2
３ ３ ４ ６φｘ － ｘｘ ＋　4 ｃ ＋σ σ τ τ   

                                                 (5.4.1.1.103) 

第2評価点については 

σφｘ４＝σφ９＋σφ１１＋σφ９１＋σφ９２＋σφ１１１＋σφ１１２ 

                        (5.4.1.1.104) 

σｘｘ４＝σｘ７＋σｘ９＋σｘ１１＋σｘ５＋σｘ９１＋σｘ９２ 

＋σｘ１１１＋σｘ１１２                         (5.4.1.1.105) 

σ２６＝σφｘ４＋σｘｘ４＋ 2 2
４ ４ ５ ６ ３φｘ － ｘｘ ＋　4 ＋ ＋σ σ τ τ τ   

                      (5.4.1.1.106) 

g. 胴の一次＋二次応力の最大値 

ここで，e項及びf項により組み合わせた一次＋二次応力のうち最大のものをσ２

とする。 

σ２＝Max（σ２１，σ２２，σ２３，σ２４，σ２５，σ２６）          (5.4.1.1.107) 

 

   5.4.1.2 脚の応力 

脚にかかる荷重について計算する。 

(1) 運転時質量による応力 

ｓ
ｓ

Ａ

Ｒ
＝１σ                                                       (5.4.1.2.1) 

ｓｔ
ｓ

Ｚ

) Ｒ・ｕ－Ｍ，－Ｐ・ Ｒ・ｕ－Ｍ(Max
＝２σ               (5.4.1.2.2) 

１

１

ｓ
ｓ

Ａ

Ｐ
＝τ                                                     (5.4.1.2.3) 

 

(2) 鉛直方向地震による応力 

ｓ
ｓ

Ａ

Ｒ
＝

２
３σ                                                       (5.4.1.2.4) 
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ｓｔ
ｓ

Ｚ

) ・ｕ－ＭＲ，・－Ｐ ・ｕ－ＭＲ(Max
＝

２２２２２

４σ  

                                                (5.4.1.2.5) 

１

２
２

ｓ
ｓ

Ａ

Ｐ
＝τ                                                     (5.4.1.2.6) 

 

(3) Ｚ方向地震による応力 

第 1脚については  

ｓ
ｓ

Ａ

Ｒ
＝

１
５σ                                                       (5.4.1.2.7) 

ｓｔ
ｓ

Ｚ

） ・ｕ－ＭＲ  ，  ・－Ｐ・ｕ－ＭＲMax（　
＝

 １１１１１

６σ  

                                                        (5.4.1.2.8) 

１

１
３

ｓ
ｓ

Ａ

Ｐ
＝τ                                                    (5.4.1.2.9) 

第 2脚については 

ｓｒ
ｓ

Ｚ

） Ｍ  ，－ＭＱ・ Max（
＝

 ３ ３

７σ                               (5.4.1.2.10) 

ｓｐ

ｃ

ｓ
ｓ

Ｚ

Ｑ・ｕ－Ｍ
＋

Ａ

Ｑ
＝

２

４τ                                       (5.4.1.2.11) 

 

(4) Ｘ方向地震による応力 

ｓ
ｓ

・Ａ2

Ｒ
＝

１
８σ                                                 (5.4.1.2.12) 

ｓｔ
ｓ

・Ｚ 2

）・ｕ－ＭＲ  ， ・－Ｐ・ｕ－ＭＲMax（
＝

１１１１１

９σ  

                                                           (5.4.1.2.13) 

ｓｒ
ｓ

・Ｚ 2

）Ｍ ，Ｍ － Ｑ・Max（
＝

３３

１０σ                            (5.4.1.2.14) 

ｓｐ

ｃ

ｓｓ
ｓ

・Ｚ2

Ｑ・ｕ－Ｍ
＋

・Ａ2

Ｑ
＋

・Ａ2

Ｐ
＝

２１

１
５τ                       (5.4.1.2.15) 
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(5) 組合せ応力 

脚の最大応力は次式で求める。 

a. Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

【絶対値和】 

第1脚については 

2 
３２１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 2 
６５４３２１

１

)＋＋3・( ＋

)＋＋＋＋＋(
 ＝

ｓｓｓ

ｓｓｓｓｓｓ
ｓｚ

τττ

σσσσσσ
σ    

                           (5.4.1.2.16) 

第2脚については  

2 ４２１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 2 
７４２１

２

)＋＋3・( ＋

)＋＋＋＋(
 ＝

ｓｓｓ

ｓｓｓ3ｓｓ
ｓｚ

τττ

σσσσσ
σ           

                           (5.4.1.2.17) 

b. Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

【絶対値和】 

2 
５２１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 2 
１０９８４３２１

)＋＋3・( ＋

)＋＋＋＋＋＋(
 ＝

ｓｓｓ

ｓｓｓｓｓｓｓ
ｓｘ

τττ

σσσσσσσ
σ  

                                                         (5.4.1.2.18) 

ここで，組み合わせた応力のうち最大のものをσｓとする。 

σｓ＝Max（σｓｚ１，σｓｚ２，σｓｘ）                           (5.4.1.2.19) 

 

 N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2-

5
-3

-
1-

1
 R

0 



  

 
38 

5.5  計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの耐震

性についての計算結果】及び【逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.6 応力の評価 

 5.6.1 脚の応力評価 

(1) 5.4.2項で求めた脚の組合せ応力が許容引張応力ƒｔ以下であること。 

・1.5
1.5

Ｆ
＝ｔf

  
                                                 (5.6.1.1) 

           (2) 圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せは次式を満足すること。(座屈の評価) 

1≦
ｃ

ｓｃ

ｂｔ

ｓｔ

ｂｒ

ｓｒ σ＋σ＋σ
fff                                         (5.6.1.2)

 

a. ƒｃは次による。 

λ≦Λのとき 

ν

Ｆ
・ 

Λ

λ
 1－0.4・ ＝1.5・

2

ｃf                                    (5.6.1.3) 

          λ＞Λのとき 

2

λ

Λ
 ・Ｆ・＝1.5・0.277ｃf                                       (5.6.1.4) 

ここで， 

λ＝ ｋ／ｉ                                                    (5.6.1.5) 

0.6・Ｆ

・Ｅ
Λ＝

ｓ
 2 π

                                                (5.6.1.6) 

2

Λ

λ
 ・ 

3

2
 ＋ ＝1.5ν                                             (5.6.1.7) 

ｓ

ｓｒｓｔ

Ａ

)，ＩMin(Ｉ
ｉ＝                                        (5.6.1.8) 

ｋは有効座屈長さで脚下端を固定とする場合は1.2・ とする。  

b. ƒｂｒ，ƒｂｔは次による。 

(a) 脚が鋼管の場合 

ƒｂｒ＝ƒｂｔ＝ƒｔ                                            (5.6.1.9) 

 

 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2-

5
-3

-
1-

1
 R

0 



  

 
39 

(b) 脚が形鋼の場合で弱軸が半径方向軸の場合 

イ. みぞ形鋼 

ƒｂｒ＝ƒｔ                                                 (5.6.1.10) 

ƒｂｔは次の2つの式より計算した値のうちいずれか大きい値又はƒｔのいずれか

小さい方の値とする。 

ｔｔｂ ・ 
・ｉＣ・Λ

 0.4・ 1－
2 

ｆ
 2

2 

ff                          (5.6.1.11) 

1.5・
・ｈ

・Ａ・Ｅ0.433 ｆｓ
ｂｔf                                (5.6.1.12) 

ここで，ｉｆは脚の圧縮フランジとはりのせいの6分の1から成るＴ形断面の 

ウェッブ軸回りの断面二次半径で次式による。 

ｓｆ

ｓｆ
ｆ

Ａ

Ｉ
＝ｉ                                              (5.6.1.13) 

Ｃは次の計算式より計算した値又は2.3のうちいずれか小さい方の値とし，Ｍｓ２

及びＭｓ１はそれぞれの脚の両端における強軸回りの曲げモーメントとする。 

この場合においてＭｓ２とＭｓ１との比は1より小さいものとし，単曲率の場合を

正に，複曲率の場合を負とする。 

 
2

１

２

１

２

ｓ

ｓ

ｓ

ｓ

Ｍ

Ｍ
 0.3・ ＋ 

Ｍ

Ｍ
 －1.05・ Ｃ＝1.75                   (5.6.1.14) 

脚が形鋼の場合で強軸が半径方向軸の場合は，(b)と同様にして求めたƒｂｒをƒｂｔ

に，ƒｂｔをƒｂｒに置き換える。 

 

c. 応力の区分は次のようにする。 

(a) Ｚ方向地震が作用した場合の第1脚及び第3脚について 

σｓｃ＝σｓ１＋σｓ３＋σｓ５                                (5.6.1.15) 

σｓｔ＝σｓ２＋σｓ４＋σｓ６                                (5.6.1.16) 

σｓｒ＝0                                                  (5.6.1.17) 

脚の強軸が半径方向に直角で脚下端がその軸回りに固定の場合，強軸回りの曲げ

モーメントＭｓ１及びＭｓ２は次の2つの式より計算し，Ｍｓ２の絶対値がＭｓ１の絶

対値より大きいときはＭｓ１とＭｓ２を置き換える。（以下同じ。） 

【絶対値和】 

Ｍｓ１＝－（Ｍ ＋Ｍ ２＋Ｍ１）＋（Ｒ＋Ｒ２＋Ｒ１）・ｕ 

                             (5.6.1.18) 

Ｍｓ２＝－（Ｐ＋Ｐ２＋Ｐ１）・ －（Ｍ ＋Ｍ ２＋Ｍ１） 

＋（Ｒ＋Ｒ２＋Ｒ１）・ｕ                            (5.6.1.19) 
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(b) Ｚ方向地震が作用した場合の第2脚及び第4脚について 

σｓｃ＝σｓ１＋σｓ３                                       (5.6.1.20) 

σｓｔ＝σｓ２＋σｓ４                                       (5.6.1.21) 

σｓｒ＝σｓ７                                              (5.6.1.22) 

脚の強軸が半径方向で脚下端がその軸回りに固定の場合，強軸回りの曲げ 

モーメントは 

Ｍｓ１＝Ｍ３                                                 (5.6.1.23) 

Ｍｓ２＝Ｍ３－Ｑ・                                           (5.6.1.24) 

脚の強軸が半径方向に直角で脚下端がその軸回りに固定の場合，強軸回りの曲げ

モーメントは 

Ｍｓ１＝－(Ｍ ＋Ｍ ２)＋(Ｒ＋Ｒ２)・ｕ                         (5.6.1.25) 

Ｍｓ２＝－(Ｐ＋Ｐ２)・ －(Ｍ ＋Ｍ ２)＋(Ｒ＋Ｒ２)・ｕ 

                            (5.6.1.26) 

(c) Ｘ方向地震が作用した場合について 

σｓｃ＝σｓ１＋σｓ３＋σｓ８                                (5.6.1.27) 

σｓｔ＝σｓ２＋σｓ４＋σｓ９                                (5.6.1.28) 

σｓｒ＝σｓ１０                                             (5.6.1.29) 

脚の強軸が半径方向に直角で脚下端がその軸回りに固定の場合，強軸回りの曲げ

モーメントは 

【絶対値和】 

・ｕ）＋Ｒ（－Ｍ・
2

1
・ｕ＋）＋ＲＲ（＋）Ｍ＋Ｍ（＝－Ｍ １１２２１ｓ    

                            (5.6.1.30) 

・ｕ）＋ＲＲ（＋）Ｍ＋Ｍ（－・）＋ＰＰ（＝－Ｍ ２２２２ｓ  

・ｕ)＋Ｒ－Ｍ・・(－Ｐ
2

1
＋ １１１

                      (5.6.1.31) 

脚の強軸が半径方向で脚下端がその軸回りに固定の場合，強軸回りの曲げ 

モーメントは 

３１ ・Ｍ
2

1
＝Ｍｓ                                            (5.6.1.32) 

）－Ｑ・・（Ｍ
2

1
＝Ｍ ３２ｓ                                  (5.6.1.33) 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

6.1.1 逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ 

逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの設計基準対象施設としての耐震評価結果 

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.1.2 逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの設計基準対象施設としての耐震評価結果を

以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有

していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

    構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

6.2.1 逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ 

逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐

震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分

な構造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

    構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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NT2 補② Ⅴ-2-5-3-1-1 R3

【逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの耐震性についての計算結果】

1. 設計基準対象施設

 1.1　設 計 条 件

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向

（m） 設計震度 設計震度 設計震度 設計震度 （MPa） （℃） （℃）

＊

 1.2　機 器 要 目

（kg） （mm） （mm） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （mm） （mm） （mm）

＊1 ＊2 ＊1 ＊2

（mm2）

― ―

― ―

＊1 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 ＊2

注記   : 最高使用温度で算出

  : 周囲環境温度で算出

  : 表中で上段は一次応力、下段は二次応力の係数とする。

（mm3）

ｍ０ Ｄｉ ｔ Ｅ ＥＳ Ｇ ＧＳ

（mm2） （mm2） （mm2）

Ａｓｔ Ａｓ1

645 689

（mm3）

141

（mm3）

Ｚｓｐ Ｚｓｒ Ｚｓｔ

（mm） （mm） （mm4） （mm4） （mm4）

Ｃ1 Ｃ2 Ｉｓｆ Ｉｓｒ Ｉｓｔ

（mm2）

Ａｆ

（MPa） （MPa） （MPa）

ＪＳ ｈ

（mm4） （mm）

鉛直方向水平方向

ＣＣ1 ＣＣ2

固有周期(s)

Ｋ11 Ｋ12 Ｋ21 Ｋ22 Ｋ 1 Ｃ 2Ｋ 2 ＫＣ1

注記　＊：基準床レベルを示す。

EL.27.432

（mm2）

Ａｓ Ａｓｆ

171

Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（脚）Ｓｙ（脚）Ｓ（胴板）Ｓｕ（胴板） Ｆ（脚） Ｆ（脚）

ＫＣ2 Ｃ 1

ＣＨ＝0.88 ＣＶ＝0.66 ＣＨ＝1.61 ＣＶ＝1.25 2.28

c ｇ

426.4

Ａｓ2

Ｓ

550 12.0 184000 193000 70800

375.0 1.192×103 420.8

411

666.7 489.0 536.4

74200

Ａｓｒ

（mm2）

4
2

75 90 9.890×104 1.880×106 2.600×105

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

3.760×104 7.520×103

1.760×104 100

2.347×103

耐震設計上の
重要度分類

860 968

241150 413 113 201 373 201

最高使用圧力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度

機 器 名 称

*1

*2

原子炉格納容器

ＫＣ Ｋｒ

*3

逃がし安全弁
自動減圧機能用
アキュムレータ

*3 * 3 * 3 * 3

据付場所及び床面高さ

Ｋ

*



NT2 補② Ⅴ-2-5-3-1-1 R1

 1.3　計算数値

　 1.3.1　胴に生じる応力

　　  (1)　一次一般膜応力 （単位：MPa）

σφ1＝ 54 σφ1＝ 54

σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ7＝ 0 σＸ5＝ 1 σ０＝ 54 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ7＝ 1 σＸ5＝ 1 σ０＝ 54

　　  (2)　胴に生じる一次応力 （単位：MPa）

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1 σφ71＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ71＝ 1 σ11＝ 55

せん断

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σ12＝ 54

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 σ13＝ 55

せん断 τ3＝ 1 τｃ1＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ81＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ81＝ 1 σ14＝ 54

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ3＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ91＝ 1 σφ101＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ101＝ 1 σ15＝ 55

せん断 τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ91＝ 1 σφ111＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ111＝ 1 σ16＝ 54

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1
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点
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基準地震動Ｓｓ

鉛直地震による応力 水平地震による応力
組合せ一次
一般膜応力

自重による応力
応　　力 内圧による応力

運転時質量による応力

自重による応力

水平地震による応力

転倒モーメントによる応力

鉛直地震による応力

自重による応力

組合せ一次
一般膜応力

内圧による応力
自重による応力 転倒モーメントによる応力

―

―

―

運転時質量による応力

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

――4
3

―

―

―

―

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度
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弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度
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周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

運 転 時 質 量 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛直方向モーメ
ントによる応力

周方向モーメン
ト に よる 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半径 方向 荷 重
に よ る 応 力

内圧による応力 半径 方向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

半径 方向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類

地 震 力 の 種 類
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（単位：MPa）

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1 σφ71＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ71＝ 1 σ11＝ 56

せん断

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σ12＝ 54

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σ13＝ 55

せん断 τ3＝ 2 τｃ1＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ81＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ81＝ 1 σ14＝ 55

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ3＝ 2

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ91＝ 1 σφ101＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ101＝ 1 σ15＝ 56

せん断 τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ91＝ 1 σφ111＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ111＝ 1 σ16＝ 55

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1
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運 転 時 質 量 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛直方向モーメ
ントによる応力

周方向モーメン
ト に よる 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半径 方向 荷 重
に よ る 応 力

内圧による応力 半径 方向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

半径 方向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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　　  (3)　胴に生じる地震動のみによる一次＋二次応力 （単位：MPa）

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1 σφ71＝ 1 σφ72＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σＸ71＝ 1 σＸ72＝ 1 σ21＝ 6

せん断

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σ22＝ 3

せん断 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σ23＝ 4

せん断 τ3＝ 1 τｃ1＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ81＝ 1 σφ82＝ 3

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ81＝ 1 σＸ82＝ 1 σ24＝ 7

せん断 τ 3＝ 1 τ3＝ 1

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ101＝ 1 σφ102＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ101＝ 1 σＸ102＝ 1 σ25＝ 6

せん断 τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ111＝ 1 σφ112＝ 2

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ111＝ 1 σＸ112＝ 1 σ26＝ 7

せん断 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1
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転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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（単位：MPa）

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1 σφ71＝ 1 σφ72＝ 2

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σＸ71＝ 1 σＸ72＝ 2 σ21＝ 11

せん断

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σ22＝ 6

せん断 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σ23＝ 7

せん断 τ3＝ 2 τｃ1＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ81＝ 1 σφ82＝ 5

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ81＝ 1 σＸ82＝ 2 σ24＝ 13

せん断 τ 3＝ 1 τ3＝ 2

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ101＝ 1 σφ102＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ101＝ 1 σＸ102＝ 2 σ25＝ 11

せん断 τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ111＝ 1 σφ112＝ 4

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ111＝ 1 σＸ112＝ 2 σ26＝ 12

せん断 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1
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に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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   1.3.2  脚に生じる応力

（単位：MPa）

地震の方向

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ5＝ 2 σＳ6＝ 10 τＳ3＝ 1 σsz1＝ 14

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ7＝ 10 τＳ4＝ 3 σsz2＝ 13

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ8＝ 2 σＳ9＝ 7 σＳ10＝ 7 τＳ5＝ 3 σｓｘ＝ 18

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ5＝ 3 σＳ6＝ 17 τＳ3＝ 1 σsz1＝ 24

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ7＝ 18 τＳ4＝ 5 σsz2＝ 23

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ8＝ 3 σＳ9＝ 12 σＳ10＝ 13 τＳ5＝ 4 σｓｘ＝ 31

4
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―

―

第 １ 脚 側

第 ２ 脚 側

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組合せ応力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｚ 方 向

Ｘ 方 向

圧 縮 圧 縮曲 げ せ ん 断

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

圧 縮

第 １ 脚 側

第 ２ 脚 側

Ｚ 方 向

Ｘ 方 向

地 震 力
の 種 類

弾性設計用地
震動Ｓｄ又は

静的震度

基準地震動Ｓｓ
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 1.4　結  論
   1.4.1　固有周期

（単位：ｓ）
方 向 固   有   周   期
水  平  方  向
鉛　直　方　向

   1.4.2　 応    力
（単位：MPa）

σ0＝ 54 Ｓａ＝ 150 σ0＝ 54 Ｓａ＝ 248

σ1＝ 55 Ｓａ＝ 225 σ1＝ 56 Ｓａ＝ 372

σ2＝ 7 Ｓａ＝ 300 σ2＝ 13 Ｓａ＝ 300

σＳ＝ 18 ƒｔ＝ 201 σＳ＝ 31 ƒｔ＝ 241

0.09 0.13

すべて許容応力以下である。

圧縮と曲げ
の組合せ

基準地震動Ｓｓ

算　出　応　力 許　容　応　力
部     材 材     料 応     力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

算　出　応　力 許　容　応　力

4
8

（座屈の評価）

胴     板 SUS304

SS400脚

一次一般膜

一 次

一次＋二次

組  合  せ

σｓｒ σｓｔ＋ ≦１＋
σｓｃ

ƒｂｒ ƒｂｔ ƒｃ

σｓｒ σｓｔ＋ ≦１＋
σｓｃ

ƒｂｒ ƒｂｔ ƒｃ

注記 ＊1：本計算書において地震の方向はＸ方向とＺ方向を考慮し，Ｚ方向地震による応力の計算に
おいては，第3脚を第1脚に，第4脚を第2脚に読み替える。

＊2：脚部材については胴の半径方向をｒ軸，その直角方向をｔ軸とする。

胴板

脚

架台

Di t

 
ｇ

mo・g

第1脚

第2脚

Ｘ

Ｚ

Ｘ

Ｚ

第3脚
(第1脚)

＊１,＊２

第4脚
(第2脚)

＊１,＊２
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【逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの耐震性についての計算結果】

2. 設計基準対象施設

 2.1　設 計 条 件

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向

（m） 設計震度 設計震度 設計震度 設計震度 （MPa） （℃） （℃）

Ｓ

＊

 2.2　機 器 要 目

（kg） （mm） （mm） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （mm） （mm） （mm）

＊1 ＊2 ＊1 ＊2

（mm2）

― ―

― ―

＊1 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 ＊2

150 413 113 201 373 201 241

注記   : 最高使用温度で算出

  : 周囲環境温度で算出

  : 表中で上段は一次応力、下段は二次応力の係数とする。

鉛直方向水平方向

ＣＣ1 ＣＣ2

固有周期(s)

Ｋ11 Ｋ12 Ｋ21 Ｋ22 Ｋ 1 Ｋ 2 ＫＣ1

600

307.5

Ａｓｆ

（mm2）

Ａｓｒ

（mm2）

Ｓｕ（脚）Ｓｙ（脚）Ｓ（胴板）Ｓｕ（胴板） Ｆ（脚） Ｆ（脚）

4
9

注記　＊：基準床レベルを示す。

ＣＨ＝0.88 ＣＶ＝0.66 ＣＨ＝1.61 ＣＶ＝1.25 1.45 171

EL.27.432

400 12.0 184000 193000 70800 74200 577 534

50 75 4.506×104 7.530×105 1.220×105 280.0

（mm4）

396.6 314.1 1.670×103 2.010×104

199 83.4 615

Ａｓ1 Ａｓ2

（mm3）

4.470×103

1.169×104 75

ＡｓＣ1 Ｃ2

（mm） （mm）

Ｉｓｆ

501.2 366.3

Ａｆ

（mm2）

881.8

ＫＣ2 Ｃ 1 Ｃ 2

（mm2）

Ｚｓｒ

（mm3）

Ｚｓｔ

（mm3）

ｇ

Ａｓｔ

（mm2） （mm2）

Ｚｓｐ

ＪＳ

（mm4）

（MPa） （MPa） （MPa）

（mm）

ｈ

Ｓｙ（胴板）

Ｄｉ cＧＳＧｍ０ ＥＳＥ

耐震設計上の
重要度分類

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

ｔ

（mm4）

Ｉｓｒ

（mm4）

Ｉｓｔ

最高使用圧力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度

機 器 名 称

*1

*2

原子炉格納容器

ＫＣ Ｋ Ｋｒ

*3

逃がし安全弁
逃がし弁機能用
アキュムレータ

*3 * 3 * 3 * 3

据付場所及び床面高さ

*
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 2.3　計算数値

　 2.3.1　胴に生じる応力

　　  (1)　一次一般膜応力 （単位：MPa）

σφ1＝ 25 σφ1＝ 25

σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ7＝ 0 σＸ5＝ 0 σ０＝ 25 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ7＝ 1 σＸ5＝ 0 σ０＝ 25

　　  (2)　胴に生じる一次応力 （単位：MPa）

評価点 応  力

周方向 σφ1＝ 25 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1 σφ71＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ61＝ 1 σＸ71＝ 0 σ11＝ 26

せん断

周方向 σφ1＝ 25 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ61＝ 1 σ12＝ 26

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 0 τ 2＝ 1

周方向 σφ1＝ 25 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 σ13＝ 26

せん断 τ3＝ 1 τｃ1＝ 1

周方向 σφ1＝ 25 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ81＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ81＝ 1 σ14＝ 26

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 0 τ3＝ 1

周方向 σφ1＝ 25 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ91＝ 0 σφ101＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ91＝ 0 σＸ101＝ 0 σ15＝ 26

せん断 τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ1＝ 25 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ91＝ 0 σφ111＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ91＝ 0 σＸ111＝ 1 σ16＝ 26

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 0 τ6＝ 1 τ 5＝ 1

―

―

―

―

―

― ―

――

―

―

―

― ―

― ―

―

―

― ―

―

―

―

― ―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

5
0

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

―

― ―

― ―

―

―

運転時質量による応力 鉛直地震による応力 水平地震による応力
組合せ一次
一般膜応力

自重による応力

組合せ一次
一般膜応力

内圧による応力
自重による応力 転倒モーメントによる応力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

応　　力 内圧による応力
運転時質量による応力

自重による応力

水平地震による応力

転倒モーメントによる応力

鉛直地震による応力

自重による応力

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

地
震
の
方
向

第

一

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第

二

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

運 転 時 質 量 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛直方向モーメ
ントによる応力

周方向モーメン
トによる応力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半径方向荷重
に よ る 応 力

内圧による応力 半径方向荷重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

半径方向荷重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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（単位：MPa）

評価点 応  力

周方向 σφ1＝ 25 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1 σφ71＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ61＝ 1 σＸ71＝ 1 σ11＝ 26

せん断

周方向 σφ1＝ 25 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ61＝ 1 σ12＝ 26

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ1＝ 25 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σ13＝ 26

せん断 τ3＝ 2 τｃ1＝ 1

周方向 σφ1＝ 25 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ81＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ81＝ 1 σ14＝ 26

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ3＝ 2

周方向 σφ1＝ 25 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ91＝ 1 σφ101＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ91＝ 1 σＸ101＝ 1 σ15＝ 27

せん断 τ6＝ 2 τｃ4＝ 1

周方向 σφ1＝ 25 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ91＝ 1 σφ111＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ91＝ 1 σＸ111＝ 1 σ16＝ 26

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ6＝ 2 τ 5＝ 1

―

―

5
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―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―
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―

―
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―
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―

―

―

―

―

――

―

―

―

―

―

―

―

―

―
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―

―

―

―

基準地震動Ｓｓ

―

―

―

―

―

― ―

―

―

―

―

―

―

―

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

地
震
の
方
向

第

一

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第

二

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

運 転 時 質 量 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛直方向モーメ
ントによる応力

周方向モーメン
トによる応力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半径方向荷重
に よ る 応 力

内圧による応力 半径方向荷重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

半径方向荷重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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　　  (3)　胴に生じる地震動のみによる一次＋二次応力 （単位：MPa）

評価点 応  力

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1 σφ71＝ 1 σφ72＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σＸ71＝ 0 σＸ72＝ 1 σ21＝ 3

せん断

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σ22＝ 2

せん断 τ 3＝ 0 τ 2＝ 1

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σ23＝ 4

せん断 τ3＝ 1 τｃ1＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ81＝ 1 σφ82＝ 2

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ81＝ 1 σＸ82＝ 1 σ24＝ 6

せん断 τ 3＝ 0 τ3＝ 1

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 0 σφ92＝ 1 σφ101＝ 1 σφ102＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ91＝ 0 σＸ92＝ 1 σＸ101＝ 0 σＸ102＝ 1 σ25＝ 4

せん断 τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 0 σφ92＝ 1 σφ111＝ 1 σφ112＝ 2

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ91＝ 0 σＸ92＝ 1 σＸ111＝ 1 σＸ112＝ 1 σ26＝ 5

せん断 τ 3＝ 0 τ6＝ 1 τ 5＝ 1
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弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

―

―
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―
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―

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

地
震
の
方
向

第

一

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第

二

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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（単位：MPa）

評価点 応  力

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1 σφ71＝ 1 σφ72＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σＸ71＝ 1 σＸ72＝ 1 σ21＝ 6

せん断

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σ22＝ 3

せん断 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σ23＝ 6

せん断 τ3＝ 2 τｃ1＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ81＝ 1 σφ82＝ 4

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ81＝ 1 σＸ82＝ 2 σ24＝ 11

せん断 τ 3＝ 1 τ3＝ 2

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ101＝ 1 σφ102＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ101＝ 1 σＸ102＝ 1 σ25＝ 7

せん断 τ6＝ 2 τｃ4＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ111＝ 1 σφ112＝ 3

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ111＝ 1 σＸ112＝ 1 σ26＝ 9

せん断 τ 3＝ 1 τ6＝ 2 τ 5＝ 1
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基準地震動Ｓｓ
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第
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点
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脚

側

第
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価
点

第
二
評
価
点

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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   2.3.2  脚に生じる応力

（単位：MPa）

地震の方向

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ5＝ 1 σＳ6＝ 8 τＳ3＝ 1 σsz1＝ 11

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ7＝ 9 τＳ4＝ 2 σsz2＝ 12

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ8＝ 1 σＳ9＝ 6 σＳ10＝ 7 τＳ5＝ 2 σｓｘ＝ 15

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ5＝ 2 σＳ6＝ 15 τＳ3＝ 1 σsz1＝ 19

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ7＝ 17 τＳ4＝ 4 σsz2＝ 20

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ8＝ 2 σＳ9＝ 11 σＳ10＝ 12 τＳ5＝ 3 σｓｘ＝ 27

5
4

―

―

第 １ 脚 側

第 ２ 脚 側

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組合せ応力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｚ 方 向

Ｘ 方 向

圧 縮 圧 縮曲 げ せ ん 断

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

圧 縮

第 １ 脚 側

第 ２ 脚 側

Ｚ 方 向

Ｘ 方 向

地 震 力
の 種 類

弾性設計用地
震動Ｓｄ又は

静的震度

基準地震動Ｓｓ
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 2.4　結  論
   2.4.1　固有周期

（単位：ｓ）
方 向 固   有   周   期
水  平  方  向
鉛　直　方　向

   2.4.2　 応    力
（単位：MPa）

σ0＝ 25 Ｓａ＝ 150 σ0＝ 25 Ｓａ＝ 248

σ1＝ 26 Ｓａ＝ 225 σ1＝ 27 Ｓａ＝ 372

σ2＝ 6 Ｓａ＝ 300 σ2＝ 11 Ｓａ＝ 300

σＳ＝ 15 ƒｔ＝ 201 σＳ＝ 27 ƒｔ＝ 241

0.08 0.11

すべて許容応力以下である。

一次＋二次

組  合  せ

圧縮と曲げ
の組合せ

（座屈の評価）

応     力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

算　出　応　力 許　容　応　力

一次一般膜

一 次

5
5

胴     板 SUS304

SS400脚

基準地震動Ｓｓ

算　出　応　力 許　容　応　力
部     材 材     料

σｓｒ σｓｔ＋ ≦１＋
σｓｃ

ƒｂｒ ƒｂｔ ƒｃ

σｓｒ σｓｔ＋ ≦１＋
σｓｃ

ƒｂｒ ƒｂｔ ƒｃ

注記 ＊1：本計算書において地震の方向はＸ方向とＺ方向を考慮し，Ｚ方向地震による応力の計算に
おいては，第3脚を第1脚に，第4脚を第2脚に読み替える。

＊2：脚部材については胴の半径方向をｒ軸，その直角方向をｔ軸とする。

胴板

脚

架台

Di t

 
ｇ

mo・g

第1脚

第2脚

Ｘ
Ｚ

Ｘ

Ｚ

第3脚
(第1脚)

＊１,＊２

第4脚
(第2脚)

＊１,＊２
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【逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの耐震性についての計算結果】

3. 重大事故等対処設備

 3.1　設 計 条 件

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向

（m） 設計震度 設計震度 設計震度 設計震度 （MPa） （℃） （℃）

＊

 3.2　機 器 要 目

ｍ０ Ｄｉ ｔ Ｅ ＥＳ Ｇ ＧＳ c ｇ

（kg） （mm） （mm） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （mm） （mm） （mm）

＊1 ＊2 ＊1 ＊2

Ｃ1 Ｃ2 Ｉｓｆ Ｉｓｒ Ｉｓｔ Ａｆ Ａｓ Ａｓｆ Ａｓｒ Ａｓｔ Ａｓ1 Ａｓ2 Ｚｓｐ Ｚｓｒ Ｚｓｔ

（mm） （mm） （mm4） （mm4） （mm4） （mm2） （mm2） （mm2） （mm2） （mm2） （mm2） （mm2） （mm3） （mm3） （mm3）

―

― ―

ＪＳ ｈ

（mm4） （mm）

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

＊1 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2

注記   : 最高使用温度で算出

  : 周囲環境温度で算出

  : 表中で上段は一次応力、下段は二次応力の係数とする。

1.760×104 100

241150 413 113 201 373 ―

1.192×103 420.8 2.347×103 3.760×104 7.520×1032.600×105 375.0

Ｋ 1

666.7 489.0 536.4 426.4

968

5
6

75 90 9.890×104 1.880×106

ＣＨ＝1.61 171

550 12.0 184000 193000 70800

常設耐震／防止
常設／緩和

74200

― ＣＶ＝1.25 2.28

141645 689 860 411

―

EL.27.432

Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（脚）Ｓｙ（脚）Ｓ（胴板）Ｓｕ（胴板）

Ｋ11 Ｋ12 Ｋ21 Ｋ22 ＫＣ2 Ｃ 1 Ｃ 2Ｋ 2

Ｆ（脚） Ｆ（脚）

設備分類

鉛直方向水平方向

ＣＣ1 ＣＣ2

固有周期(s)

ＫＣ1

注記　＊：基準床レベルを示す。

最高使用圧力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度

機 器 名 称

*1

*2

原子炉格納容器

ＫＣ Ｋｒ

*3

逃がし安全弁
自動減圧機能用
アキュムレータ

*3 * 3 * 3 * 3

据付場所及び床面高さ

Ｋ

*
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 3.3　計算数値

　 3.3.1　胴に生じる応力

　　  (1)　一次一般膜応力 （単位：MPa）

σφ1＝ 54

σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ7＝ 1 σＸ5＝ 1 σ０＝ 54

　　  (2)　胴に生じる一次応力 （単位：MPa）

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

― ― ―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

― ―

―

―

―

― ―

―

―

―

― ―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

――

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

応　　力 内圧による応力
運転時質量による応力

自重による応力

水平地震による応力

転倒モーメントによる応力

鉛直地震による応力

自重による応力

鉛直地震による応力 水平地震による応力
組合せ一次
一般膜応力

自重による応力

組合せ一次
一般膜応力

内圧による応力
自重による応力 転倒モーメントによる応力

5
7

―

―

―

―

―

―

―

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

運転時質量による応力

―

―

―― ―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

― ― ―

― ―

―

―

―

―

―

―

― ―

―

――

―

―

―

―

―― ―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

― ―

―

―

―

― ―

―

――

―

― ―

第
二
評
価
点

―

―

―

―

―

―

―

―

―

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

評価点 応  力

地
震
の
方
向

第

一

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第

二

脚

側

第
一
評
価
点

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

運 転 時 質 量 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛直方向モーメ
ントによる応力

周方向モーメン
トによる応力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半径方向荷重
に よ る 応 力

内圧による応力 半径方向荷重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

半径方向荷重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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（単位：MPa）

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1 σφ71＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ71＝ 1 σ11＝ 56

せん断

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σ12＝ 54

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σ13＝ 55

せん断 τ3＝ 2 τｃ1＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ81＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ81＝ 1 σ14＝ 55

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ3＝ 2

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ91＝ 1 σφ101＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ101＝ 1 σ15＝ 56

せん断 τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ91＝ 1 σφ111＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ111＝ 1 σ16＝ 55

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1

―

―

―

―

基準地震動Ｓｓ

5
8

―

―

― ―

―

―

―

―

― ―

―

―

―

―

―

―

――

―

―

― ―

――

―

―

―

―

―

― ―

― ―

――

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

― ―

― ―

― ―

―

第
二
評
価
点

― ―

―

―

― ―

―

―

―

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

地
震
の
方
向

評価点 応  力

第

一

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第

二

脚

側

第
一
評
価
点

運 転 時 質 量 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛直方向モーメ
ントによる応力

周方向モーメン
トによる応力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半径方向荷重
に よ る 応 力

内圧による応力 半径方向荷重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

半径方向荷重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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　　  (3)　胴に生じる地震動のみによる一次＋二次応力 （単位：MPa）

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

――

―

―

―

―

―

―

―

―

―

――

―

―

―

―

―

―

―

――

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

5
9

―

―

―

―

―

――

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

――

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

第
二
評
価
点

―

―

― ―

―

―

―

―

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

地
震
の
方
向

評価点 応  力

第

一

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第

二

脚

側

第
一
評
価
点

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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（単位：MPa）

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1 σφ71＝ 1 σφ72＝ 2

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σＸ71＝ 1 σＸ72＝ 2 σ21＝ 11

せん断

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σ22＝ 6

せん断 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σ23＝ 7

せん断 τ3＝ 2 τｃ1＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ81＝ 1 σφ82＝ 5

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ81＝ 1 σＸ82＝ 2 σ24＝ 13

せん断 τ 3＝ 1 τ3＝ 2

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ101＝ 1 σφ102＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ101＝ 1 σＸ102＝ 2 σ25＝ 11

せん断 τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ111＝ 1 σφ112＝ 4

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ111＝ 1 σＸ112＝ 2 σ26＝ 12

せん断 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1

基準地震動Ｓｓ

6
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―

第
二
評
価
点

―

―

―

―

―

―

―

―

―

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

地
震
の
方
向

評価点 応  力

第

一

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第

二

脚

側

第
一
評
価
点

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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   3.3.2  脚に生じる応力

（単位：MPa）

地震の方向

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ5＝ 3 σＳ6＝ 17 τＳ3＝ 1 σsz1＝ 24

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ7＝ 18 τＳ4＝ 5 σsz2＝ 23

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ8＝ 3 σＳ9＝ 12 σＳ10＝ 13 τＳ5＝ 4 σｓｘ＝ 31

―

―

―― ―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

――

―

―

―

―

―

―

―

6
1

―

―

―

―

―

―

―

―

第 １ 脚 側

第 ２ 脚 側

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組合せ応力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｚ 方 向

Ｘ 方 向

圧 縮 圧 縮曲 げ せ ん 断

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

圧 縮

第 １ 脚 側

第 ２ 脚 側

Ｚ 方 向

Ｘ 方 向

地 震 力
の 種 類

弾性設計用地
震動Ｓｄ又は

静的震度

基準地震動Ｓｓ
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 3.4　結  論
   3.4.1　固有周期

（単位：ｓ）
方 向 固   有   周   期
水  平  方  向
鉛　直　方　向

   3.4.2　 応    力
（単位：MPa）

― ― σ0＝ 54 Ｓａ＝ 248

― ― σ1＝ 56 Ｓａ＝ 372

― ― σ2＝ 13 Ｓａ＝ 300

― ― σＳ＝ 31 ƒｔ＝ 241

0.13

すべて許容応力以下である。

組  合  せ

圧縮と曲げ
の組合せ

（座屈の評価）

基準地震動Ｓｓ

算　出　応　力 許　容　応　力
部     材 材     料 応     力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

算　出　応　力 許　容　応　力

6
2

胴     板 SUS304

SS400脚

―

―

一次一般膜

一 次

一次＋二次

σｓｒ σｓｔ＋ ≦１＋
σｓｃ

ƒｂｒ ƒｂｔ ƒｃ

注記 ＊1：本計算書において地震の方向はＸ方向とＺ方向を考慮し，Ｚ方向地震による応力の計算に
おいては，第3脚を第1脚に，第4脚を第2脚に読み替える。

＊2：脚部材については胴の半径方向をｒ軸，その直角方向をｔ軸とする。

胴板

脚

架台

Di t

 
ｇ

mo・g

第1脚

第2脚

Ｘ
Ｚ

Ｘ

Ｚ

第3脚
(第1脚)

＊１,＊２

第4脚
(第2脚)

＊１,＊２
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，低圧マニホールドが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し

ていることを説明するものである。 

低圧マニホールドは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設計

基準対象施設としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

低圧マニホールドの構造計画を表2－1に示す。
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   表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴を 4 個の脚で

支持し，脚を 

溶接で架台に 

据え付ける。 

上面及び下面に

鏡板を有する 

たて置円筒形 

 

架台 

脚

胴板

NT2 補② Ⅴ-2-9-5-4-1 R2 

Ｘ 

Ｚ 

Ｘ断面 Ｚ断面 

Ｚ 

Ｘ 

750 

第 1 脚

第 2 脚

第 4 脚

(第 2脚)

第 3 脚

(第 1脚)

7
3
0 

（単位：mm） 
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2.2 評価方針 

低圧マニホールドの応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強

度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」

にて示す低圧マニホールドの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 

固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まるこ

とを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評

価結果」に示す。 

低圧マニホールドの耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 低圧マニホールドの耐震評価フロー 
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 地震時における応力 

低圧マニホールドの 

構造強度評価 

計算モデルの設定 

設計用地震力 

理論式による固有周期の算出 
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2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ

４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本

電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9月，昭和 62 年 8月及び平成 3 年 6 月）に準拠

して評価する。 
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2.4  記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm
2
 

Ａｆ 脚の圧縮フランジの断面積 mm
2
 

Ａｓ 脚の断面積 mm
2
 

Ａｓ１ 脚の半径方向軸に対するせん断断面積 mm
2
 

Ａｓ２ 脚の周方向軸に対するせん断断面積 mm
2
 

Ａｓｆ 脚の圧縮フランジとせいの6分の1から成るＴ形断面の断面積 mm
2
 

Ａｓｒ 脚の半径方向軸に対する有効せん断断面積 mm
2
 

Ａｓｔ 脚の周方向軸に対する有効せん断断面積 mm
2
 

Ｃ 脚の座屈曲げモーメントに対する修正係数 － 

Ｃ１ 脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の周方向） mm 

Ｃ２ 脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の軸方向） mm 

Ｃｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られる

値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｃ ｊ 鉛直方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られ

る値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3に定める値 MPa 

Ｆ０ 振動モデル系における水平力 N 

ＦＶ 鉛直方向荷重 N 

ƒｂｒ 脚の半径方向軸回りの許容曲げ応力 MPa 

ƒｂｔ 脚の半径方向に直角な方向の軸回りの許容曲げ応力 MPa 

ƒｃ 脚の許容圧縮応力 MPa 

 

 

 

 

 

 

 

 

*
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

ƒｔ 脚の許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ 脚のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

ｈ 脚断面のせい mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm4 

ｉ 脚の弱軸についての断面二次半径 mm 

ｉｆ 脚の圧縮フランジとせいの6分の1から成るＴ形断面のウェッブ軸回

りの断面二次半径 

mm 

Ｉｓｆ 脚の圧縮フランジとせいの6分の1から成るＴ形断面のウェッブ軸回

りの断面二次モーメント 

mm
4
 

Ｉｓｒ 脚の半径方向軸に対する断面二次モーメント mm
4
 

Ｉｓｔ 脚の周方向軸に対する断面二次モーメント mm
4
 

Ｊｓ 脚のねじりモーメント係数 mm
4
 

   Ｋ１ｊ，Ｋ２ｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｋｃ 胴の脚付け根部における周方向曲げモーメントに対する局部ばね定

数（引用文献(1)より得られる値） 

－ 

ＫＨ ばね定数（水平方向） N/m 

Ｋ  胴の脚付け根部における長手方向曲げモーメントに対する局部ばね

定数（引用文献(1)より得られる値） 

－ 

Ｋｒ 胴の脚付け根部における半径方向荷重に対する局部ばね定数 

（引用文献(1)より得られる値） 

－ 

ＫＶ ばね定数（鉛直方向） N/m 

ｋｃ，ｋ  引用文献(1)によるアタッチメントパラメータの周方向及び軸方向の

補正係数 

－ 

 脚の長さ mm 

ｃ  脚の中立軸間の距離 mm 

ｇ 架台から容器重心までの距離 mm 

ｋ  脚の有効座屈長さ mm 

Ｍ１ Ｚ方向地震による胴の脚付け根部の鉛直方向モーメント  N･mm 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ｍ３ Ｚ方向地震による胴の脚付け根部のねじりモーメント N･mm 

Ｍｃ Ｚ方向地震による胴の脚付け根部の周方向モーメント N･mm 

Ｍ  

Ｍ ２ 

運転時質量による胴の脚付け根部の鉛直方向モーメント 

鉛直方向地震による胴の脚付け根部の鉛直方向モーメント 

N･mm 

N･mm 

Ｍｓ１，Ｍｓ２ 脚の上下両端に作用する曲げモーメント N･mm 

Ｍｘ 胴に生じる軸方向の曲げモーメント N･mm /mm 

Ｍφ 胴に生じる周方向の曲げモーメント N･mm /mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

Ｎｘ 胴に生じる軸方向の膜力 N/mm 

Ｎφ 胴に生じる周方向の膜力 N/mm 

Ｐ 運転時質量による胴の脚付け根部の半径方向荷重 N 

Ｐ１ Ｚ方向地震による胴の脚付け根部の半径方向荷重 N 

Ｐ２ 鉛直方向地震による胴の脚付け根部の半径方向荷重 N 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｑ Ｚ方向地震による胴の脚付け根部の周方向荷重 N 

Ｒ 運転時質量による脚の軸力 N 

Ｒ１ Ｚ方向地震により脚に作用する軸力 N 

Ｒ２ 鉛直方向地震により脚に作用する軸力 N 

ｒｍ 胴の平均半径 mm 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

ＴＨ 水平方向の固有周期 s 

Ｔｖ 鉛直方向の固有周期 s 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｕ 脚の中心軸から胴板の厚さの中心までの距離 mm 

Ｚｓｐ 脚のねじり断面係数 mm
3
 

Ｚｓｒ 脚の半径方向軸に対する断面係数 mm
3
 

Ｚｓｔ 脚の周方向軸に対する断面係数 mm
3
 

β，β１，β２ 引用文献(2) によるアタッチメントパラメータ － 

γ 引用文献(2) によるシェルパラメータ － 

δＨ 水平力Ｆ０による胴重心の水平方向変位量 mm 

δＶ 胴重心の鉛直方向変位量 mm 

Δｒ 運転時質量による胴の半径方向局部変位量 mm 

Δｒ１ 水平力Ｆ０による胴の半径方向局部変位量 mm 

Δｘ１ 水平力Ｆ０による第1脚上端の水平方向変位量 mm 

Δｘ３ 水平力Ｆ０による第2脚上端の水平方向変位量 mm 

Δｙ１ 水平力Ｆ０による第1脚の鉛直方向変位量 mm 

Δｙ2 鉛直方向荷重Ｆｖによる支持脚の鉛直方向変位量 mm 

Δｙ３ 鉛直方向荷重Ｆｖによる胴の鉛直方向変位量 mm 

Δｙ４ 運転時質量による胴付け根部における局部傾き角による鉛直方向変

位量 

mm 

θ 運転時質量による胴の脚付け根部における局部傾き角 rad 

θ０ 水平力Ｆ０による胴の中心軸の傾き角 rad 

θ１ 水平力Ｆ０による第1脚の傾き角 rad 

θ１′ 水平力Ｆ０による胴の第1脚付け根部における局部傾き角 rad 

θ３ 水平力Ｆ０による第2脚の傾き角 rad 

Λ 脚の限界細長比 － 

λ 脚の有効細長比 － 

ν 座屈に対する安全率 － 

π 円周率 － 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０φ 胴の周方向の一次一般膜応力 MPa 

σ０ｘ 胴の軸方向の一次一般膜応力 MPa 

σ１ 胴の一次応力の最大値 MPa 

σ２ 胴の一次＋二次応力の最大値 MPa 

σ１１，σ１２ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次応力 

MPa 

σ１３，σ１４ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次応力 

MPa 

σ１５，σ１６ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次応力 

MPa 

σ２１，σ２２ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次＋二次応力 

MPa 

σ２３，σ２４ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次＋二次応力 

MPa 

σ２５，σ２６ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次＋二次応力 

MPa 

σｓ 脚の組合せ応力の最大値 MPa 

σｓ１，σｓ２ 運転時質量による脚の圧縮及び曲げ応力 MPa 

σｓ３，σｓ４ 鉛直方向地震による脚の圧縮及び曲げ応力 MPa 

σｓ５，σｓ６，σｓ７ Ｚ方向地震による脚の圧縮並びに第1脚及び第2脚の曲げ応力 MPa 

σｓ８，σｓ９，σｓ１０ Ｘ方向地震による脚の圧縮並びに半径方向及び周方向の曲げ応力 MPa 

σｓｃ 脚の圧縮応力の和 MPa 

σｓｒ 脚の半径方向軸回りの圧縮側曲げ応力の和 MPa 

σｓｔ 脚の半径方向に直角な軸回りの圧縮側曲げ応力の和 MPa 

σｓｘ Ｘ方向地震が作用した場合の脚の組合せ応力 MPa 

σｓｚ１，σｓｚ２ Ｚ方向地震が作用した場合の第1脚及び第2脚の組合せ応力 MPa 

σφ１，σｘ１ 内圧による胴の周方向及び軸方向応力 MPa 

σｘ２ 運転時質量による胴の軸方向応力 MPa 

σφ３，σｘ３ 運転時質量により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び 

軸方向応力 

MPa 

σφ４，σｘ４ 運転時質量により生じる半径方向荷重による胴の周方向及び軸方向

応力 

MPa 

σｘ５ 水平方向地震が作用した場合の転倒モーメントによる胴の軸方向応

力 

MPa 

σφ７，σｘ７  鉛直方向地震による胴の周方向応力及び軸方向応力 MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

σφ８，σｘ８ 鉛直方向地震により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び 

軸方向応力 

MPa 

σφ９，σｘ９ 鉛直方向地震により生じる半径方向荷重による胴の周方向及び軸方向応

力 

MPa 

σφ１０，σx１０ 鉛直方向地震により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び 

軸方向応力 

MPa 

σφ１１，σx１１ 鉛直方向地震により生じる半径方向荷重による胴の周方向及び軸方向応

力 

MPa 

σφ６１，σｘ６１ 

σφ６２，σｘ６２ 

Ｚ方向地震が作用した場合の半径方向荷重による胴の周方向及び 

軸方向応力  

MPa 

σφ７１，σｘ７１ 

σφ７２，σｘ７２ 

Ｚ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び

軸方向応力 

MPa 

σφ８１，σｘ８１ 

σφ８２，σｘ８２ 

Ｚ方向地震が作用した場合の周方向モーメントによる胴の周方向及び 

軸方向応力 

MPa 

σφ９１，σｘ９１ 

σφ９２，σｘ９２ 

Ⅹ方向地震が作用した場合の半径方向荷重による胴の周方向及び 

軸方向応力 

MPa 

σφ１０１，σｘ１０１

σφ１０２，σｘ１０２

Ｘ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴の周方向

及び軸方向応力 

MPa 

σφ１１１，σｘ１１１

σφ１１２，σｘ１１２

Ｘ方向地震が作用した場合の周方向モーメントによる胴の周方向及

び軸方向応力 

MPa 

σｘｘ１，σｘｘ２ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び第2評

価点における軸方向一次応力の和 

MPa 

σｘｘ３，σｘｘ４ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び第2評

価点における軸方向一次＋二次応力の和 

MPa 

σｘｚ１，σｘｚ２ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及び第

2評価点における軸方向一次応力の和 

MPa 

σｘｚ３，σｘｚ４ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及び第

2評価点における軸方向一次応力の和 

MPa 

σｘｚ５，σｘｚ６ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及び第

2評価点における軸方向一次＋二次応力の和 

MPa 

σｘｚ７，σｘｚ８ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及び第

2評価点における軸方向一次＋二次応力の和 

MPa 

σφｘ１，σφｘ２ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び第2評

価点における周方向一次応力の和 

MPa 

σφｘ３，σφｘ４ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び第2評

価点における周方向一次＋二次応力の和 

MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

σφｚ１，σφｚ２ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及

び第2評価点における周方向一次応力の和 

MPa 

σφｚ３，σφｚ４ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及

び第2評価点における周方向一次応力の和 

MPa 

σφｚ５，σφｚ６ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及

び第2評価点における周方向一次＋二次応力の和 

MPa 

σφｚ７，σφｚ８ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及

び第2評価点における周方向一次＋二次応力の和 

MPa 

τ３ Ｚ方向地震により胴の脚付け根部に生じるねじりモーメントに

よるせん断応力 

MPa 

τ６ Ｘ方向地震により胴の脚付け根部に生じるねじりモーメントに

よるせん断応力 

MPa 

τｃ１ Ｚ方向地震により胴の脚付け根部に生じる周方向せん断応力 MPa 

τｃ４ Ｘ方向地震により胴の脚付け根部に生じる周方向せん断応力 MPa 

τ １  運転時質量により胴の脚付け根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τ ２  Ｚ方向地震により胴の脚付け根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τ ５  Ｘ方向地震により胴の脚付け根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τ ３  鉛直方向地震により胴の脚付け根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τｓ１ 運転時質量による脚のせん断応力 MPa 

τｓ２  鉛直方向地震による脚のせん断応力 MPa 

τｓ３，τｓ４ Ｚ方向地震による第1脚及び第2脚のせん断応力 MPa 

τｓ５ Ｘ方向地震による脚のせん断応力 MPa 

注記：「設計･建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版

含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007年9月）をいう。 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長 

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

胴板の厚さ ㎜ ― ― 小数点以下第 1位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位まで 

の値とする。 
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3. 評価部位 

主蒸気隔離弁漏えい抑制系低圧マニホールドは，胴及び脚について評価を実施する。 

主蒸気隔離弁漏えい抑制系低圧マニホールドの耐震評価部位については，表2－1の概略構造図

に示す。 

 

4. 固有周期 

 4.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

本容器は，2.1項より脚下端の支持条件を組み合わせることで次の計算モデルができる。 

a. 第 1 脚及び第 2脚とも固定の場合 

図4－1にa項の変形モードを示す。 

(2) 固有周期 

それぞれの脚及び胴について，荷重，モーメント及び変形の釣合い条件の方程式を作る

ことにより，以下のように固有周期を求める。 

a. 水平方向の固有周期 

 第 1脚及び第 2 脚とも固定の場合（図 4－1 参照）,水平力の釣合いより  

2・Ｐ１＋2・Ｑ＝Ｆ０                                             (4.1.1) 

転倒モーメントの釣合いより 

2・Ｍ１－2・Ｍ３＋2・Ｒ１・ｒｍ＝Ｆ０・( ｇ－ )                     (4.1.2) 

ただし， 

ｒｍ＝（Ｄｉ＋ｔ）／2                                            (4.1.3) 

水平力Ｆ０による第 1脚の水平方向変位量，傾き角及び鉛直方向変位量は 

ｓｔｓｓｒｓｓｔｓ
ｘ

・Ｉ2・Ｅ

・ｕ)・－ＲＭ(
 ＋ 

・ＡＧ

・Ｐ
 ＋ 

・I3・Ｅ

・Ｐ
 ＝Δ

2 
１１１

3 
１

１  

                                            (4.1.4)  

ここで，（図 4－1参照）
 

ｍ
ｃ

－ｒ 
2

 ｕ＝                                                 (4.1.5) 

ｓｔｓｓｔｓ ・Ｉ2・Ｅ

・Ｐ
 ＋ 

・ＩＥ

・ｕ)・－ＲＭ(
 ＝θ

2 
１１１

１                      (4.1.6) 

ｓｓ
ｙ

・ＥＡ

・Ｒ
 ＝

１
１Δ                                              (4.1.7) 
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14 

水平力Ｆ０による胴の半径方向局部変位量と局部傾き角は 

・Ｅ

・ＰＫ
 ＝Δ

ｍ

ｒ

ｒ

１
ｒ１                                            (4.1.8) 

・Ｅ・βｒ

・ＭＫ
 ′θ

 2  3 

１

ｍ
 ＝１                                       (4.1.9) 

ここで，Ｋｒ 及びＫ は引用文献(1)に基づく胴の半径方向荷重による局部変位と 

長手方向曲げモーメントによる局部傾き角に対する定数であり，シェルパラメータγ 

及びアタッチメントパラメータβは，以下のように定義する。 

ｒｍ＝（Ｄｉ＋ｔ）／2                                         (4.1.10)
 

γ＝ ｒｍ／ｔ                                                 (4.1.11) 

β１＝ Ｃ１／ｒｍ                                              (4.1.12) 

β２＝ Ｃ２／ｒｍ                                              (4.1.13)
 

 3 2 
２１・ββ・ｋ β  ＝                                         (4.1.14) 

水平力Ｆ０による第 2脚の傾き角（胴の中心軸の傾き角に同じ。）と水平方向変位量は 

ｓｒｓｓｒｓ ・Ｉ2・Ｅ

Ｑ・
 ＋ 

・ＩＥ

・－Ｍ
 ＝θ

2 
３

０                           (4.1.15)
 

ｓｒｓｓｔｓｓｒｓ
ｘ

・Ｉ2・Ｅ

・Ｍ
 － 

・ＡＧ

Ｑ・
 ＋ 

・Ｉ3・Ｅ

Ｑ・
 ＝Δ

2 
３

3 

３          (4.1.16)
 

第 1 脚と胴の傾き角の釣合いより
 

θ１＋θ１′－θ０＝0                                           (4.1.17)
 

水平力Ｆ０による第 2脚のねじれ角と胴の局部傾き角は等しいから
 

・Ｅ・βｒ

・ＭＫ

・ＪＧ

・Ｑ・ｕ－Ｍ
 ＝θ

 2  3 
ｍ

ｃｃ

ｓｓ

ｃ
 ＝ 

)(
３                   (4.1.18) 

 

ここで，Ｋｃは，引用文献(1)に基づく胴の周方向曲げモーメントによる局部傾き角

に対する定数であり，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβは，

（4.1.10）式～（4.1.14）式とする。ただし，（4.1.14）式のｋ をｋｃ，β１をβ２及

びβ２をβ１に置き換える。 

脚と胴の水平方向変位量の釣合いより 

Δｘ１＋Δｒ１＝Δｘ３＋ｕ・θ３                                  (4.1.19) 

さらに，鉛直方向の釣合いより 

Δｙ１－ｕ・θ１－ｒｍ・θ０＝0                                  (4.1.20) 
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（4.1.20）式へ（4.1.6）式，（4.1.7）式及び（4.1.15）式を代入して
 

ｓｒｓ

ｍ

ｓｔｓｓｔｓｓｓ ・ＩＥ

・・Ｍｒ
 ＋ 

・Ｉ2・Ｅ

・ｕ・Ｐ
 － 

・ＩＥ

・ｕ)・Ｒｕ・(Ｍ
 － 

・ＥＡ

・Ｒ ３
2 

１１１１
  

0 ＝ 
・Ｉ2・Ｅ

・Ｑ・ｒ
 －

ｓｒｓ

ｍ
2 

                                       (4.1.21)
 

（4.1.17）式へ（4.1.6）式，（4.1.9）式及び（4.1.15）式を代入して
 

ｓｔｓｓｔｓｓｒｓｓｒｓ ・Ｉ・Ｅ2

・Ｐ
＋

・ＩＥ

・・ｕ)－ＲＭ(
 ＋ 

・Ｉ・Ｅ2

Ｑ・
 － 

・ＩＥ

・Ｍ 2 
１１１

2 
３      

0 ＝ 
・Ｅ・βｒ

・ＭＫ
 ＋

 2  3 

１

ｍ
                                       (4.1.22)

 

（4.1.18）式を変形して 

0 ＝ 
・Ｅ・βｒ

・ＭＫ
 － 

・ＪＧ

・Ｍ
 － 

・ＪＧ

ｕ・Ｑ・
 2  3 

ｍ

ｃｃ

ｓｓ

ｃ

ｓｓ
                 (4.1.23)

 

（4.1.19）式へ（4.1.4）式，（4.1.8）式，（4.1.16）式及び（4.1.18）式を代

入して 

・Ｅｒ

・ＰＫ
＋

・Ｉ2・Ｅ

・ｕ)・－Ｒ(Ｍ
＋

・ＡＧ

・Ｐ
＋

・Ｉ3・Ｅ

・Ｐ

ｍ

ｒ

ｓｔｓｓｒｓｓｔｓ

１
2 

１１１
3 

１
  

0 ＝
・Ｅ・βｒ

・Ｍu・Ｋ
－

・Ｉ2・Ｅ

・Ｍ
＋

・ＡＧ

Ｑ・
－

・Ｉ3・Ｅ

Ｑ・
－

2 3

2 
３

3 

ｍ

ｃｃ

ｓｒｓｓｔｓｓｒｓ
 

                                                           (4.1.24) 

以上より，6 変数Ｐ１，Ｑ，Ｒ１，Ｍ１，Ｍ３及びＭｃに対して（4.1.1）式，（4.1.2）

式及び（4.1.21）式～（4.1.24）式を連立させ，Δｘ１，Δｒ１及びθ０を求める。 

胴重心の変位量δＨ，ばね定数ＫＨ及び固有周期ＴＨは次式で求める。 

００ ０１１ ・Ｆ
Ｇ・Ａ

)－(
 ＋・Ｆ 

3・Ｅ・Ｉ

)－(
 ＋)・θ－＋(＋

ｅ

ｇ
3 

ｇ
ｇｒｘ ΔΔ＝δＨ   

                                                     (4.1.25) 

Ｈδ
０1000・Ｆ

＝ＫＨ                                             (4.1.26) 

Ｈ
Ｈ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
π                                           (4.1.27) 

ここで，胴の断面性能は次式で求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ 
8

π
 Ｉ＝  3 

ｉ                                     (4.1.28) 

ｔ)・ｔ・π・(Ｄ
3

2
＝Ａ ｉｅ                                    (4.1.29) 
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b. 鉛直方向の固有周期 

鉛直方向荷重Ｆｖによる支持脚の鉛直方向変位量と胴の鉛直方向変位量は次式で 

求める。 

 
ｓｓ

ｖ
ｙ

・Ｅ4・Ａ

・Ｆ
＝Δ ２                                            (4.1.30) 

３
g

ｙ
ｖ

s

Ｆ ・( － )

Ａ ・Ｅ
Δ ＝                                            (4.1.31) 

ここで， 

Ａｓ＝π・(Ｄｉ＋ｔ)・ｔ                                         (4.1.32) 

運転時質量による胴の脚付け根部における局部傾き角による鉛直方向変位量は

次式で求める。 

Δｙ４＝θ・ｕ                                                    (4.1.33) 

局部傾き角は脚下端の支持条件により，脚下端が固定の場合 

・Ｅ・βｒ

・Ｋ
θ＝

ｍ
23

M
                                                 (4.1.34) 

ここで， 

ｓｔｓ

ｖ

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ ・Ｉ4・Ｅ

・ｕ・Ｆ
・

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ12・Ｅ
＝Ｍ

3 

 

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ3・Ｅ
／　

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ

3 

 

2
2

23 ｓｔｓｍｓｔｓ ・Ｉ・Ｅ2
－

・Ｅ・βｒ

Ｋ
＋

・ＩＥ
・  

                         (4.1.35) 

以上により，胴重心の鉛直方向変位量δＶ，ばね定数ＫＶ及び固有周期ＴＶは次式で 

求める。 

δＶ＝Δｙ２＋Δｙ３＋Δｙ４                                         (4.1.36) 

ｖ

ｖ
ｖ

δ
・Ｆ1000

＝Ｋ                                                (4.1.37) 

ｖ
ｖ

Ｋ

ｍ
π

０
・＝2Ｔ                                                (4.1.38) 
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Δｘ３

θ１′
θ1′

θ０

Ｆ０

δＨ

Ｍ３

ｒｍ

ｕ

Δｘ１

Δｙ１

Ｒ１
Ｍ１

Ｐ１

θ１

Δｘ１

Δｙ１

Ｒ１Ｍ１

Ｐ１

θ１

g

第1脚 第2脚 第1脚
(第3脚)

Δｒ１

Δｒ１

Ｐ１ Ｐ１

Ｑ

Ｑ

Ｍｃ

Ｍｃ

Ｆ０

θ３

θ３

 

 

図 4－1 第 1脚及び第 2脚とも脚下端が固定 

 されている場合の変形モード 
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4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，「6.1 設計基準対象施設としての評価結果」の 

機器要目に示す。 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の評価結果を，表4-1に示す。計算結果より，剛であることを確認した。 

表 4-1 固有周期（ｓ） 

水平方向 鉛直方向 

5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) 容器及び内容物の質量は，重心に集中するものとする。

(2) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。

(3) 低圧マニホールドは胴を 4個の脚で支持し，脚は溶接で架台に据え付けているため，

固定端として評価する。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

低圧マニホールドの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に 

用いるものを表 5－1 に示す。 

5.2.2 許容応力 

低圧マニホールドの許容応力を表 5－2及び表 5－3 に示す。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

低圧マニホールドの許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表 5－4 に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

原子炉格納施設
圧力低減設備 

その他の安全設備

主蒸気隔離弁漏えい抑制系

低圧マニホールド 
Ｓ クラス３容器

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：クラス３容器の支持構造物を含む。

＊

NT2 補② Ⅴ-2-9-5-4-1 R1 



2
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表 5－2 許容応力（クラス２，３容器） 

許容応力状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合

金 に つ い て は 上 記 の 値 と

1.2・Ｓとの大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓ

のみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応

力の変動値が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労

解析は行わない。   ⅣＡＳ 0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

    注記 ＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 

＊1，＊2

NT2 補② Ⅴ-2-9-5-4-1 R1 
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表 5－3 許容応力（クラス２，３支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界 

（脚） 

一次応力 

組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・fｔ 

  ⅣＡＳ 1.5・fｔ 

注記 ＊：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で 

代表可能である場合は評価を省略する。 

＊

NT2 補② Ⅴ-2-9-5-4-1 R1 

＊



2
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SM400B 最高使用温度 100 － 221 373 － 

脚 
SS400 

（厚さ≦16mm）
周囲環境温度 50 － 241 394 － 

NT2 補② Ⅴ-2-9-5-4-1 R1 
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 5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－5 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は添付書

類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

表 5－5 低圧マニホールドの設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

原子炉建屋
EL. 20.3＊

ＣH＝0.78 ＣV＝0.54 ＣH＝1.34 ＣV＝1.01

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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 5.4  計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

 応力計算において，静的地震力を用いるため絶対値和を用いる。 

5.4.1.1  胴の応力 

(1) 内圧による応力 

・ｔ2

・ｔ）1.2＋・（ＤＰ
＝

ｉｒ
φ１σ

  
                                 (5.4.1.1.1) 

σφ７＝0                                                       (5.4.1.1.2) 

・ｔ4

・ｔ）1.2＋・（ＤＰ
＝

ｉｒ
ｘ１σ                                    (5.4.1.1.3) 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・ｍ
＝

ｉ
ｘ

π
σ

０
２

g
                                      (5.4.1.1.4) 

g０ ・
７

ｖ・ Ｃ
ｘ ＝

・( ＋ )・ｉＤ

ｍ
ｔ ｔ

σ
π

                                          (5.4.1.1.5) 

(3) 運転時質量による胴の脚付け根部の応力 

脚下端が固定の場合,脚の半径方向変位量と胴の半径方向局部変位量は等しいから 

ｓｔｓｓｒｓｓｔｓ
ｒ

・Ｉ2・Ｅ

）・（Ｒ・ｕ－Ｍ
＋

・ＡＧ

－Ｐ・
＋

・Ｉ3・Ｅ

－Ｐ・
＝Δ

2 3 

 

・Ｅｒ

・ＰＫ
　＝

ｍ

ｒ

                  (5.4.1.1.6)
 

また，脚上端の傾き角と胴の局部傾き角は等しいから 

ｓｔｓｓｔｓ ・Ｉ2・Ｅ

－Ｐ・
＋

・ＩＥ

）・（Ｒ・ｕ－Ｍ
θ＝

2 

 

・Ｅ・βｒ

・ＭＫ
　＝

 2  3
ｍ

  
           (5.4.1.1.7) 

ここで， 

4

・ｍ
＝Ｒ

０ g    
                (5.4.1.1.8) 

 

 

 

 

 

 

 

したがって，（5.4.1.1.8）式を（5.4.1.1.6）式及び（5.4.1.1.7）式に代入し

ｕ

Δｒ Ｒ Ｍ

Ｐθ

θ

Δｒ

図 5－1  脚下端が固定されている 

場合の運転時質量による 

脚及び胴の変形 
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た式を連立することにより，Ｍ を以下のように求める。 

ｓｔｓｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ ・Ｉ4・Ｅ

・ｕ・・ｍ
・

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ12・Ｅ
＝Ｍ

０
3 g

 

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ3・Ｅ
／　

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ

3 

 

2
2 

 2  3
ｓｔｓｍｓｔｓ ・Ｉ2・Ｅ

－
・Ｅ・βｒ

Ｋ
＋

・ＩＥ
・  

                                                     (5.4.1.1.9) 

Ｐは（5.4.1.1.6）式に（5.4.1.1.8）式を代入して整理すると 

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ3・Ｅ

・
・Ｉ2・Ｅ

・ｕ－Ｍ
4

・ｍ

Ｐ＝

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ

ｓｔｓ
3 

2 

０ g

                      (5.4.1.1.10) 

となる。 

鉛直方向曲げモーメントＭ により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は引用文

献(2)により次のようにして求める。 

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβを以下のように定義する。 

ｒｍ＝（Ｄｉ＋ｔ）／2                                            (5.4.1.1.11) 

γ＝ｒｍ／ｔ                                                   (5.4.1.1.12) 

β１＝Ｃ１／ｒｍ                                                 (5.4.1.1.13) 

β２＝Ｃ２／ｒｍ                                                 (5.4.1.1.14) 

 3 2 
２１・βββ＝                                               (5.4.1.1.15) 

ただし，β≦0.5 

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図

より値（以下＊を付記するもの）を求めることにより，次式で求める。 

１
ｍ

＊

ｍ

φ
φ ・Ｃ 

・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β）／（ｒＭ

Ｎ
 ＝

 2  2 
３σ              (5.4.1.1.16) 

２
 2  2 

３ ・Ｃ 
・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β）／（ｒＭ

Ｎ
 ＝

ｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘσ              (5.4.1.1.17) 

半径方向荷重Ｐにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

４

＊

ｍ ｍ

φ
φ

Ｎ Ｐ

Ｐ ｔ
σ ＝ ・　

／ｒ ｒ ・
                               (5.4.1.1.18) 

４

＊

ｍ ｍ

ｘ
ｘ

Ｎ Ｐ

Ｐ ｔ
σ ＝ ・　

／ｒ ｒ ・
                              (5.4.1.1.19) 

ここで，γ及びβは（5.4.1.1.11）式～（5.4.1.1.15）式によるが，(5.4.1.1.15）
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式を 

4≧β１／β２≧1のとき 

２１１２１ ・ββ・）－Ｋ1）・（1－／β・（β
3

1
－1β＝ ｊ               (5.4.1.1.20) 

ただし，β≦0.5 

4

1
≦β１／β２＜1のとき 

２１２２１ ・ββ・))・(1－Ｋ／β・(1－β
3

4
1－β＝ ｊ                  (5.4.1.1.21) 

ただし，β≦0.5 

に置き換える。 

反力Ｒによるせん断応力は 

・ｔ・Ｃ4

Ｒ
＝

２

１τ                                                (5.4.1.1.22) 

(4) 水平方向地震による胴の曲げ応力 

水平方向地震により胴に転倒モーメントが作用するため，脚が取り付く胴の円周

上に以下の曲げ応力が発生する。 

g０
５

ｇ ｉＨＣ ・ ・ ・( － )・(Ｄ ＋2・ｔ)
ｘ ＝

2・Ｉ
ｍσ

                       (5.4.1.1.23)
 

(5) Ｚ方向地震による胴の脚付け根部の応力 

4.1 節の固有周期計算において（4.1.1）式及び（4.1.2）式の水平力Ｆ０を 

ＣＨ・ｍ０・gに置き換えて得られる数値を使用する。 
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注記  ＊1：本計算書において地震の方向はＸ方向とＺ方向を考慮し，Ｚ方向地震による応力の 
計算においては，第 3 脚を第 1脚に，第 4 脚を第 2脚に読み替える。 

   ＊2：脚部材については胴の半径方向をｒ軸，その直角方向をｔ軸とする。 

第 1脚

第 2脚

Ｘ

Ｚ

Ｘ

Ｚ

第 3脚 
(第 1 脚) 

＊１,＊２

第 4脚
(第 2 脚) 

＊１,＊２ 

図 5－2 水平地震の方向 
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a. 一次応力 

半径方向荷重Ｐ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は（5.4.1.1.18）式

及び（5.4.1.1.19）式と同様にして 

６１
１

１／

φ
φ

ｍ ｍ

＊
Ｎ Ｐ

Ｐ ｒ ｒ ・ｔ
σ ＝ ・　                           (5.4.1.1.24) 

６１
１

１／

ｘ
ｘ

ｍ ｍ

＊
Ｎ Ｐ

Ｐ ｒ ｒ ・ｔ
σ ＝ ・　                           (5.4.1.1.25) 

鉛直方向曲げモーメントＭ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は

（5.4.1.1.16）式及び（5.4.1.1.17）式と同様にして 

  

１
７１

１
2 2 

１

＊

φ
φ ＝  ・Ｃ

・ ・／ ・ ｍ βｍ β

Ｎ Ｍ
ｔＭ

σ
ｒｒ

                  (5.4.1.1.26) 

2
  

１
７１

１
2 2 

＊

ｘ ＝  ・Ｃ
・ ・／ ・ ｍ βｍ β

Ｎｘ Ｍ
ｔＭ

σ
ｒｒ

                  (5.4.1.1.27) 

周方向曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は

（5.4.1.1.16）式及び（5.4.1.1.17）式と同様にして 

１
 2  2 

１φ８ ｃ
ｍ

ｃ
＊

ｍｃ

φ
・Ｃ 

・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β）／（ｒＭ

Ｎ
 ＝σ         (5.4.1.1.28) 

２
 2  2 

８１ ｃ
ｍ

ｃ
＊

ｍｃ
・Ｃ 

・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β）／（ｒＭ

ｘＮ
 ＝ｘσ         (5.4.1.1.29) 

ここで，γ及びβは（5.4.1.1.11）式～（5.4.1.1.15）式によるが，

（5.4.1.1.15）式を 

  
２

 2 
１

3 ・βββ＝                                               (5.4.1.1.30) 

ただし，β≦0.5 

に置き換える。 

周方向せん断力Ｑによるせん断応力は 

・ｔ4・Ｃ

Ｑ
＝

１

１Ｃτ                                             (5.4.1.1.31) 

鉛直方向せん断力Ｒ１によるせん断応力は 

１

２
２＝

・ ・

Ｒ
4 Ｃ ｔ

τ                                               (5.4.1.1.32) 

ねじりモーメントＭ３により生じる胴のせん断応力は 

３
３

 2 
１

＝
・ ・ ・

Ｍ

2 Ｃ ｔπ
τ                                           (5.4.1.1.33) 

ここで，Ｃ１＞Ｃ２のときＣ１をＣ２に置き換える。（図5－2参照） 
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b. 二次応力 

半径方向荷重Ｐ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

 2
6

６２φ
１

１

φ
＊

Ｍ Ｐ

Ｐ ｔ

・
σ ＝ ・　                                  (5.4.1.1.34) 

 2
6 １

１

６２ｘ

＊
Ｍｘ Ｐ

Ｐ ｔ

・
σ ＝ ・　                                  (5.4.1.1.35) 

鉛直方向曲げモーメントＭ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

 2
6

 
７２

１
φ

１

＊
φ

ｍ ｍ

Ｍ Ｍ

Ｍ ｔ β

・
σ ＝ ・　  

／（ｒ ・β） ｒ ・  ・
           (5.4.1.1.36) 

 2
6

７２

１
ｘ

１
 

＊

ｍ ｍ

Ｍｘ Ｍ

Ｍ β βｒ ｒ

・
σ ＝ ・　  

／（ ・ ） ・ｔ  ・
           (5.4.1.1.37) 

 

周方向曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

 2
6

 
８２φ

＊
φ ｃ

ｃ ｍ ｍ

Ｍ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ

・
σ ＝ ・　  

／（ ・β） ・  ・
            (5.4.1.1.38) 

 2
6

 
８２ｘ

＊

ｍ

ｘ ｃ

ｃ ｍ

Ｍ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ

・
σ ＝ ・　  

／（ ・β） ・  ・
             (5.4.1.1.39) 

(6) Ｘ方向地震による胴の脚付け根部の応力 

a. 一次応力 

    半径方向荷重Ｐ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

      ９１ ６１φ ＝ φ  ／ 　２σ σ                                           (5.4.1.1.40) 

    ９１ ６１ｘ ＝ ｘ  ／ 　２σ σ                                           (5.4.1.1.41) 

鉛直方向曲げモーメントＭ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

   １０１ ７１φ ＝ φ  ／ 　２σ σ  
                                      (5.4.1.1.42) 

  １０１ ７１ｘ ＝ ｘ  ／ 　２σ σ  
                                      (5.4.1.1.43) 

周方向曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

  １１１ ８１φ ＝ φ  ／ 　２σ σ  
                                      (5.4.1.1.44) 

１１１ ８１ｘ ＝ ｘ  ／ 　２σ σ                                        (5.4.1.1.45) 

周方向せん断力Ｑによるせん断応力は 

４ １＝ ｃ  ／ 　ｃ ２τ τ                                            (5.4.1.1.46) 

鉛直方向せん断力Ｒ１によるせん断応力は 

５ ２＝  ／ 　２τ τ                                             (5.4.1.1.47) 

ねじりモーメントＭ３により生じる胴のせん断応力は 
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６ ３＝  ／ 　２ττ                                                 (5.4.1.1.48) 

       b. 二次応力 

           半径方向荷重Ｐ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

９２ ６２φ ＝ φ  ／ 　２σ σ                                           (5.4.1.1.49) 

９２ ６２ｘ ＝ ｘ  ／ 　２σ σ                                           (5.4.1.1.50) 

            鉛直方向曲げモーメントＭ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

１０２ ７２φ ＝ φ  ／ 　２σ σ                                         (5.4.1.1.51) 

１０２ ７２ｘ ＝ ｘ  ／ 　２σ σ                                         (5.4.1.1.52) 

            周方向曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

１１２ ８２φ ＝ φ  ／ 　２σ σ                                         (5.4.1.1.53) 

１１２ ８２ｘ ＝ ｘ  ／ 　２σ σ                                          (5.4.1.1.54) 

 

 

(7) 鉛直方向地震による胴の脚付け根部の応力 

脚下端が固定の場合の軸力，胴の脚付け根部の鉛直方向モーメント及び半径方向 

荷重を以下のように求める。 

4

・Ｃ・ｍ
＝Ｒ

ｖ０

２
g

                                           (5.4.1.1.55) 

ｓｔｓｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ ・ＩＥ

・ｕ・Ｒ
・

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ12・Ｅ
＝Ｍ

２
3 

２  

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ3・Ｅ
／　

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ

3 

 

2
2 

 2  3
ｓｔｓｍｓｔｓ ・Ｉ2・Ｅ

－
・Ｅ・βｒ

Ｋ
＋

・ＩＥ
・           (5.4.1.1.56) 

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ・Ｅ3
／

・Ｉ・Ｅ2

・・ｕ－ＭＲ
＝Ｐ

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓｓ

3 

ｓｔ

2 
２２

２  

                                                     (5.4.1.1.57) 

           a. 一次応力 

鉛直方向曲げモーメントＭ ２により生じる胴の周方向及び軸方向応力は

次式で求める。 

2 2 
８

２

２

＊

ｍ ｍ

φ
φ １

Ｎ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ
σ ＝ ・　  ・Ｃ

／（ ・β） ・  ・
       (5.4.1.1.58) 

2 2 
８

２

２

＊

ｍ ｍ

ｘ
ｘ ２

Ｎ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ
σ ＝ ・　  ・Ｃ

／（ ・β） ・  ・
       (5.4.1.1.59) 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-9
-
5
-4
-
1
 R
1
 



  

25 30 

半径方向荷重Ｐ２により生じる胴の周方向及び軸方向応力は次式で求める。 

２
９

２

＊
φ

φ ＝ ・ 
／ ・ｍ ｍ
Ｎ Ｐ

Ｐ ｔｒ ｒ
σ                                 (5.4.1.1.60) 

２
９

２

＊

ｘ ＝ ・ 
／ ・ｍ ｍ
Ｎｘ Ｐ

Ｐ ｔｒ ｒ
σ                                 (5.4.1.1.61) 

b. 二次応力 

鉛直方向曲げモーメントＭ ２により生じる胴の周方向及び軸方向応力は

次式で求める。 

 2
6

 
１０

２

２

＊

ｍ ｍ

φ
φ

Ｍ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ

・
σ ＝ ・　  

／（ ・β） ・  ・
         (5.4.1.1.62) 

 2
6

 
１０

２

２

＊

ｍ ｍ
ｘ

Ｍｘ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ

・
σ ＝ ・　  

／（ ・β） ・  ・
         (5.4.1.1.63) 

半径方向荷重Ｐ２により生じる胴の周方向及び軸方向応力は次式で求める。 

 2
6 ２

２

１１φ
φ

＊
Ｍ Ｐ

Ｐ ｔ

・
σ ＝ ・　     ･････････････････････････     (5.4.1.1.64) 

 2
6 ２

２

１１ｘ
ｘ

＊
Ｍ Ｐ

Ｐ ｔ

・
σ ＝ ・　     ･････････････････････････     (5.4.1.1.65) 

せん断応力は次による。 

     τ ３＝ ２

２

Ｒ
４・Ｃ ・ｔ

   ･････････････････････････････････     (5.4.1.1.66) 

(8) 組合せ応力 

(1)～(7)によって求めた胴の脚付け根部に生じる応力を以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

σ０＝Max｛周方向応力（σ０φ），軸方向応力（σ０ｘ）｝       (5.4.1.1.67) 

ここで， 

【絶対値和】 

σ０φ＝σφ１＋σφ７                                          (5.4.1.1.68) 

σ０ｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ７＋σｘ５                           (5.4.1.1.69) 
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b. Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の組合せ一次応力 

 

 

 

 

 

 

【絶対値和】 

(a) 第1脚付け根部 

第1評価点については 

σφｚ１＝σφ１＋σφ７＋σφ３＋σφ４＋σφ６１＋σφ７１＋σφ８ 

＋σφ９                                      (5.4.1.1.70) 

σｘｚ１＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ５＋σｘ６１＋σｘ７１ 

                           ＋σｘ７＋σｘ８＋σｘ９                            (5.4.1.1.71) 

2 
１１１１１１ )－( )＋＋( ・

2

1
＝ ｘｚφｚｘｚφｚ σσσσ σ   

                                                 (5.4.1.1.72) 

 

第2評価点については 

σφｚ２＝σφ１＋σφ７＋σφ４＋σφ６１＋σφ９          (5.4.1.1.73) 

σｘｚ２＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ５＋σｘ６１＋σｘ７＋σｘ９ 

                       (5.4.1.1.74) 

１２

２ ２

２ ２

２ ２ １ ２ ３　　　　＋ φｚ － ｘｚ ＋４・ ＋ ＋

・ φｚ ＋ ｘｚ
1
2

σ σ

σ ＝  σ σ

τ τ τ
  

                      (5.4.1.1.75) 

(b) 第2脚付け根部 

第1評価点については 

σφｚ３＝σφ１＋σφ７＋σφ３＋σφ４＋σφ８＋σφ９ 

                       (5.4.1.1.76) 

σｘｚ３＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ７＋σｘ８＋σｘ９ 

                       (5.4.1.1.77) 

    
３ ３ １ ３

１３

2 2

３ ３＝

     　＋  φｚ － ｘｚ ）＋ 4・（ ｃ ＋ ）

・ ( ＋ )φｚ ｘｚ
1
2

σ  

σ σ τ τ

σ σ
 

         (5.4.1.1.78) 

 

 

2･Ｃ１ 

2･Ｃ２

第 1 評価点

第 2 評価点

アタッチメント

図 5－3 胴の評価点
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第2評価点については 

σφｚ４＝σφ１＋σφ７＋σφ４＋σφ９＋σφ８１          (5.4.1.1.79) 

σｘｚ４＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ８１＋σｘ７＋σｘ９  

                       (5.4.1.1.80) 

       

１４

２ ２

４ ４

４ ４ １ ３ ３

＝

　　　 ＋ 　 φｚ － ｘｚ ＋４・ ＋ ＋

・ φｚ ＋ ｘｚ
1
2

σ  

σ σ τ τ τ

σ σ
  

                    (5.4.1.1.81) 

 c. Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の組合せ一次応力 

【絶対値和】 

第1評価点については 

σφｘ１＝σφ１＋σφ７＋σφ３＋σφ４＋σφ９１＋σφ１０１ 

＋σφ８＋σφ９                                   (5.4.1.1.82) 

σｘｘ１＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ５＋σｘ９１ 

＋σｘ１０１＋σｘ７＋σｘ８＋σｘ９                      (5.4.1.1.83) 

2 
６４

 2 
１１

１１１５

）＋（ 4・ ＋）－（ ＋      

)＋（・ 
2

1
＝

ττσσ

σσσ

ｃｘｘφｘ

ｘｘφｘ

 

 

       (5.4.1.1.84)

 

 

第2評価点については 

σφｘ２＝σφ１＋σφ７＋σφ４＋σφ９１＋σφ１１１＋σφ９ 

                               (5.4.1.1.85) 

σｘｘ２＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ５＋σｘ９１＋σｘ１１１ 

＋σｘ７＋σｘ９                                    (5.4.1.1.86) 

  

２ ２

 2 2
２ ２ １ ５ ６ ３

１６＝  （ ＋ )

      ＋ （ φｘ － ｘｘ ） ＋ 4・（ ＋ ＋ ＋ ）

φｘ ｘｘ・
1
2

σ σ σ

σ σ τ τ τ τ
 

                      (5.4.1.1.87) 

d. 胴の一次応力の最大値 

ここで，b項及びc項により組み合わせた一次応力のうち最大のものをσ１とする。 

σ１＝Max（σ１１，σ１２，σ１３，σ１４，σ１５，σ１６）          (5.4.1.1.88) 
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e. 地震力のみによる一次＋二次応力の変動値 

【絶対値和】 

Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

  (a) 第1脚付け根部 

第1評価点については 

σφｚ５＝σφ７＋σφ８＋σφ９＋σφ１０＋σφ１１＋σφ６１＋σφ６２ 

＋σφ７１＋σφ７２                             (5.4.1.1.89) 

           σｘｚ５＝σｘ７＋σｘ８＋σｘ９＋σｘ１０＋σｘ１１＋σｘ５＋σｘ６１ 

                           ＋σｘ６２＋σｘ７１＋σｘ７２                    (5.4.1.1.90) 

σ２１＝σφｚ５＋σｘｚ５＋ 2
５ ５φｚ － ｘｚσ σ   

                                                 (5.4.1.1.91) 

第2評価点については 

σφｚ６＝σφ７＋σφ９＋σφ１１＋σφ６１＋σφ６２          (5.4.1.1.92) 

σｘｚ６＝σｘ７＋σｘ９＋σｘ１１＋σｘ５＋σｘ６１＋σｘ６２ 

                       (5.4.1.1.93) 

σ２２＝σφｚ６＋σｘｚ６＋ 22
６ ６ ２ ３φｚ － ｘｚ ＋　4　 ＋σ σ τ τ   

                    (5.4.1.1.94) 

 

(b) 第2脚付け根部 

第1評価点については 

σφｚ７＝σφ７＋σφ８＋σφ９＋σφ１０＋σφ１１            (5.4.1.1.95) 

           σｘｚ７＝σｘ７＋σｘ８＋σｘ９＋σｘ１０＋σｘ１１            (5.4.1.1.96) 

σ２３＝σφｚ７＋σｘｚ７＋ 2 2
７ ７ １ ３φｚ － ｘｚ ＋　4　 ｃ ＋σ σ τ τ   

                                                 (5.4.1.1.97) 

第2評価点については 

σφｚ８＝σφ７＋σφ９＋σφ１１＋σφ８１＋σφ８２            (5.4.1.1.98) 

σｘｚ８＝σｘ７＋σｘ９＋σｘ１１＋σｘ８１＋σｘ８２            (5.4.1.1.99) 

σ２４＝σφｚ８＋σｘｚ８＋ 2 2
８ ８ ３ ３φｚ － ｘｚ ＋　4 ＋σ σ τ τ   

                      (5.4.1.1.100) 
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f. Ⅹ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

第1評価点については 

σφｘ３＝σφ７＋σφ８＋σφ９＋σφ１０＋σφ１１＋σφ９１＋σφ１０１ 

＋σφ９２＋σφ１０２                           (5.4.1.1.101) 

            σｘｘ３＝σｘ７＋σｘ８＋σｘ９＋σｘ１０＋σｘ１１＋σｘ５＋σｘ９１ 

                           ＋σｘ１０１＋σｘ９２＋σｘ１０２                  (5.4.1.1.102) 

σ２５＝σφｘ３＋σｘｘ３＋ 2 2
３ ３ ４ ６φｘ － ｘｘ ＋　4 ｃ ＋σ σ τ τ   

                                                 (5.4.1.1.103) 

第2評価点については 

σφｘ４＝σφ９＋σφ１１＋σφ９１＋σφ９２＋σφ１１１＋σφ１１２ 

                        (5.4.1.1.104) 

σｘｘ４＝σｘ７＋σｘ９＋σｘ１１＋σｘ５＋σｘ９１＋σｘ９２ 

＋σｘ１１１＋σｘ１１２                          (5.4.1.1.105) 

σ２６＝σφｘ４＋σｘｘ４＋ 2 2
４ ４ ５ ６ ３φｘ － ｘｘ ＋　4 ＋ ＋σ σ τ τ τ   

                      (5.4.1.1.106) 

g. 胴の一次＋二次応力の最大値 

ここで，e項及びf項により組み合わせた一次＋二次応力のうち最大のも

のをσ２とする。 

σ２＝Max（σ２１，σ２２，σ２３，σ２４，σ２５，σ２６）           (5.4.1.1.107) 

 

  5.4.1.2 脚の応力 

脚にかかる荷重について計算する。 

(1) 運転時質量による応力 

ｓ
ｓ

Ａ

Ｒ
＝１σ                                                     (5.4.1.2.1) 

ｓｔ
ｓ

Ｚ

) Ｒ・ｕ－Ｍ，－Ｐ・ Ｒ・ｕ－Ｍ(Max
＝２σ              (5.4.1.2.2) 

１

１

ｓ
ｓ

Ａ

Ｐ
＝τ                                                   (5.4.1.2.3) 

 

 (2) 鉛直方向地震による応力 

ｓ
ｓ

Ａ

Ｒ
＝

２
３σ                                                     (5.4.1.2.4) 
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ｓｔ
ｓ

Ｚ

) ・ｕ－ＭＲ，・－Ｐ ・ｕ－ＭＲ(Max
＝

２２２２２

４σ  

                                              (5.4.1.2.5) 

１

２
２

ｓ
ｓ

Ａ

Ｐ
＝τ                                                   (5.4.1.2.6) 

 

 (3) Ｚ方向地震による応力 

第 1 脚については  

ｓ
ｓ

Ａ

Ｒ
＝

１
５σ                                                    (5.4.1.2.7) 

ｓｔ
ｓ

Ｚ

） ・ｕ－ＭＲ  ，  ・－Ｐ・ｕ－ＭＲMax（　
＝

 １１１１１

６σ  

                                                     (5.4.1.2.8) 

１

１
３

ｓ
ｓ

Ａ

Ｐ
＝τ                                                  (5.4.1.2.9) 

第 2 脚については 

ｓｒ
ｓ

Ｚ

） Ｍ  ，－ＭＱ・ Max（
＝

 ３ ３

７σ                             (5.4.1.2.10) 

ｓｐ

ｃ

ｓ
ｓ

Ｚ

Ｑ・ｕ－Ｍ
＋

Ａ

Ｑ
＝

２

４τ                                     (5.4.1.2.11) 

 

 (4) Ｘ方向地震による応力 

ｓ
ｓ

・Ａ2

Ｒ
＝

１
８σ                                               (5.4.1.2.12) 

ｓｔ
ｓ

・Ｚ 2

）・ｕ－ＭＲ  ， ・－Ｐ・ｕ－ＭＲMax（
＝

１１１１１

９σ  

                                                        (5.4.1.2.13) 

ｓｒ
ｓ

・Ｚ 2

）Ｍ ，Ｍ － Ｑ・Max（
＝

３３

１０σ                           (5.4.1.2.14) 

ｓｐ

ｃ

ｓｓ
ｓ

・Ｚ2

Ｑ・ｕ－Ｍ
＋

・Ａ2

Ｑ
＋

・Ａ2

Ｐ
＝

２１

１
５τ                      (5.4.1.2.15) 
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(5) 組合せ応力 

脚の最大応力は次式で求める。 

a. Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

【絶対値和】 

第1脚については 

2 
３２１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 2 
６５４３２１

１

)＋＋3・( ＋

)＋＋＋＋＋(
 ＝

ｓｓｓ

ｓｓｓｓｓｓ
ｓｚ

τττ

σσσσσσ
σ                

                         (5.4.1.2.16) 

第2脚については  

2 
４２１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 2 
７４２１

２

)＋＋3・( ＋

)＋＋＋＋(
 ＝

ｓｓｓ

ｓｓｓ3ｓｓ
ｓｚ

τττ

σσσσσ
σ           

                         (5.4.1.2.17) 

b. Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

【絶対値和】 

2 ５２１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 2 
１０９８４３２１

)＋＋3・( ＋

)＋＋＋＋＋＋(
 ＝

ｓｓｓ

ｓｓｓｓｓｓｓ
ｓｘ

τττ

σσσσσσσ
σ  

                                                      (5.4.1.2.18) 

ここで，組み合わせた応力のうち最大のものをσｓとする。 

σｓ＝Max（σｓｚ１，σｓｚ２，σｓｘ）                          (5.4.1.2.19) 
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5.5  計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【主蒸気隔離弁漏えい抑制系低圧マニホー

ルドの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.6 応力の評価 

  5.6.1 脚の応力評価 

(1) 5.4.2 項で求めた脚の組合せ応力が許容引張応力 ƒｔ以下であること。 

・1.5
1.5

Ｆ
＝ｔf

  
                                                 (5.6.1.1) 

(2) 圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せは次式を満足すること。(座屈の評価)
 

1≦
ｃ

ｓｃ

ｂｔ

ｓｔ

ｂｒ

ｓｒ σ＋σ＋σ
fff                                         (5.6.1.2)

 

a. ƒｃは次による。 

λ≦Λのとき 

ν

Ｆ
・ 

Λ

λ
 1－0.4・ ＝1.5・

2

ｃf                                   (5.6.1.3) 

            λ＞Λのとき 

2

λ

Λ
 ・Ｆ・＝1.5・0.277ｃf                                       (5.6.1.4) 

ここで， 

λ＝ ｋ／ｉ                                                    (5.6.1.5) 

0.6・Ｆ

・Ｅ
Λ＝

ｓ
 2 π

                                                (5.6.1.6) 

2

Λ

λ
 ・ 

3

2
 ＋ ＝1.5ν                                             (5.6.1.7) 

ｓ

ｓｒｓｔ

Ａ

)，ＩMin(Ｉ
ｉ＝                                        (5.6.1.8) 

ｋは有効座屈長さで脚下端を固定とする場合は1.2・ とする。  

b. ƒｂｒ，ƒｂｔは次による。 

(a) 脚が鋼管の場合 

ƒｂｒ＝ƒｂｔ＝ƒｔ                                            (5.6.1.9) 

 

 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-9
-
5
-4
-
1
 R
1
 



  

25 38 

(b) 脚が形鋼の場合で弱軸が半径方向軸の場合 

イ. みぞ形鋼 

ƒｂｒ＝ƒｔ                                                  (5.6.1.10) 

ƒｂｔは次の2つの式より計算した値のうちいずれか大きい値又はƒｔのいずれ

か小さい方の値とする。 

ｔｔｂ ・ 
・ｉＣ・Λ

 0.4・ 1－
2 

ｆ
 2

2 

ff                          (5.6.1.11) 

1.5・
・ｈ

・Ａ・Ｅ0.433 ｆｓ
ｂｔf                                (5.6.1.12) 

ここで，ｉｆは脚の圧縮フランジとはりのせいの6分の1から成るＴ形断

面のウェッブ軸回りの断面二次半径で次式による。 

ｓｆ

ｓｆ
ｆ

Ａ

Ｉ
＝ｉ                                              (5.6.1.13) 

Ｃは次の計算式より計算した値又は2.3のうちいずれか小さい方の値とし， 

Ｍｓ２及びＭｓ１はそれぞれの脚の両端における強軸回りの曲げモーメントとする。 

この場合においてＭｓ２とＭｓ１との比は1より小さいものとし，単曲率の場合を

正に，複曲率の場合を負とする。 

 
2

１

２

１

２

ｓ

ｓ

ｓ

ｓ

Ｍ

Ｍ
 0.3・ ＋ 

Ｍ

Ｍ
 －1.05・ Ｃ＝1.75                  (5.6.1.14) 

脚が形鋼の場合で強軸が半径方向軸の場合は，(b)と同様にして求めたƒｂｒを 

ƒｂｔに，ƒｂｔをƒｂｒに置き換える。 

 

c. 応力の区分は次のようにする。 

(a) Ｚ方向地震が作用した場合の第1脚及び第3脚について 

σｓｃ＝σｓ１＋σｓ３＋σｓ５                                (5.6.1.15) 

σｓｔ＝σｓ２＋σｓ４＋σｓ６                                (5.6.1.16) 

σｓｒ＝0                                                  (5.6.1.17) 

脚の強軸が半径方向に直角で脚下端がその軸回りに固定の場合，強軸回り

の曲げモーメントＭｓ１及びＭｓ２は次の2つの式より計算し，Ｍｓ２の絶対値が

Ｍｓ１の絶対値より大きいときはＭｓ１とＭｓ２を置き換える。（以下同じ。） 

【絶対値和】 

Ｍｓ１＝－（Ｍ ＋Ｍ ２＋Ｍ１）＋（Ｒ＋Ｒ２＋Ｒ１）・ｕ 

                             (5.6.1.18) 

Ｍｓ２＝－（Ｐ＋Ｐ２＋Ｐ１）・ －（Ｍ ＋Ｍ ２＋Ｍ１） 

＋（Ｒ＋Ｒ２＋Ｒ１）・ｕ                            (5.6.1.19) 
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(b) Ｚ方向地震が作用した場合の第2脚及び第4脚について 

σｓｃ＝σｓ１＋σｓ３                                       (5.6.1.20) 

σｓｔ＝σｓ２＋σｓ４                                       (5.6.1.21) 

σｓｒ＝σｓ７                                              (5.6.1.22) 

脚の強軸が半径方向で脚下端がその軸回りに固定の場合，強軸回りの曲げ 

モーメントは 

Ｍｓ１＝Ｍ３                                                 (5.6.1.23) 

Ｍｓ２＝Ｍ３－Ｑ・                                           (5.6.1.24) 

脚の強軸が半径方向に直角で脚下端がその軸回りに固定の場合，強軸回りの

曲げモーメントは 

Ｍｓ１＝－(Ｍ ＋Ｍ ２)＋(Ｒ＋Ｒ２)・ｕ                         (5.6.1.25) 

Ｍｓ２＝－(Ｐ＋Ｐ２)・ －(Ｍ ＋Ｍ ２)＋(Ｒ＋Ｒ２)・ｕ 

                            (5.6.1.26) 

 (c) Ｘ方向地震が作用した場合について 

σｓｃ＝σｓ１＋σｓ３＋σｓ８                                (5.6.1.27) 

σｓｔ＝σｓ２＋σｓ４＋σｓ９                                (5.6.1.28) 

σｓｒ＝σｓ１０                                             (5.6.1.29) 

脚の強軸が半径方向に直角で脚下端がその軸回りに固定の場合，強軸回りの

曲げモーメントは 

【絶対値和】 

・ｕ）＋Ｒ（－Ｍ・
2

1
・ｕ＋）＋ＲＲ（＋）Ｍ＋Ｍ（＝－Ｍ １１２２１ｓ    

                            (5.6.1.30) 

・ｕ）＋ＲＲ（＋）Ｍ＋Ｍ（－・）＋ＰＰ（＝－Ｍ ２２２２ｓ  

・ｕ)＋Ｒ－Ｍ・・(－Ｐ
2

1
＋ １１１

                      (5.6.1.31) 

脚の強軸が半径方向で脚下端がその軸回りに固定の場合，強軸回りの曲げ 

モーメントは 

３１ ・Ｍ
2

1
＝Ｍｓ                                             (5.6.1.32)

）－Ｑ・・（Ｍ
2

1
＝Ｍ ３２ｓ                                  (5.6.1.33) 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

 低圧マニホールドの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は 

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

  (1) 構造強度評価結果 

    構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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NT2 補② Ⅴ-2-9-5-4-1 R2

【低圧マニホールドの耐震性についての計算結果】

1. 設計基準対象施設

 1.1　設 計 条 件

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向

（m） 設計震度 設計震度 設計震度 設計震度 （MPa） （℃） （℃）

Ｓ ＣＨ＝ Ｃｖ＝ ＣＨ＝ Ｃｖ＝ 0.35 100

EL 20.3

2. 機 器 要 目

ｍ０ Ｄｉ ｔ Ｅ ＥＳ Ｇ ＧＳ Ｃ ｇ Ｈ

（kg） （mm） （mm） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （mm） （mm） （mm） （mm）

750 12.0 198000 201000 76200 77300 730 888 970 － 816 237 1520

Ｃ1 Ｃ2 Ｉｓｆ Ｉｓｒ Ｉｓｔ Ａｆ Ａｓ Ａｓｆ Ａｓｒ Ａｓｔ Ａｓ1 Ａｓ2 Ｚｓｐ Ｚｓｒ Ｚｓｔ

（mm） （mm） （mm
4
） （mm

4
） （mm

4
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

3
） （mm

3
） （mm

3
）

100 125 4.531×10
5

8.610×10
6

1.170×10
6 750.0 2.371×10

3 847.5 1.329×10
3 954.8 1.079×10

3 839.4 6.190×10
3

1.150×10
5

2.240×10
4

－ －

－

ＪＳ ｈ

（mm
4
） （mm）

6.190×10
4 150

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

221 373 － 241 394 241 276

(厚さ≦16 mm)

： 最高使用温度で算出

： 周囲環境温度で算出

： 表中で上段は一次応力、下段は二次応力の係数とする。

注記

Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（脚）Ｓｙ（脚）Ｓ（胴板）

Ｋ 1 Ｋ 2Ｋ21 Ｋ22 Ｃ 2ＫＣ1

1.01

ＣＣ1

固有周期(s)

Ｋ11

0.78

Ｋ12

  Ｆ （脚）

0.54

鉛直方向水平方向

Ｆ（脚）Ｓｕ（胴板）

注記　＊：基準床レベルを示す。

1.34

ＫＣ2 Ｃ 1

 主蒸気隔離弁漏えい抑制系
 低圧マニホールド

ＣＣ2

*2

最高使用圧力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度

機 器 名 称

*1

* 2

原子炉建屋

* 1 * 2 * 2

ＫＣ Ｋ Ｋｒ

* 1 * 2* 1

* 1

* 3

* 3 * 3 * 3 * 3

耐震設計上の
重 要 度 分 類

据付場所及び床面高さ

*

*

4
1



NT2 補② Ⅴ-2-9-5-4-1 R1

3. 計算数値

 3.1 胴に生じる応力

　（1） 一次一般膜応力 （単位：MPa）

σφ1＝ 12 － σφ1＝ 12

σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 σＸ7＝ 0 σＸ5＝ 1 σ０＝ 12 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 σＸ7＝ 1 σＸ5＝ 1 σ０＝ 12

－

　（2）胴に生じる一次応力 （単位：MPa）

評価点 応  力

周方向 σφ1＝ 12 － σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 － σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 － σφ61＝ 1 σφ71＝ 1 －

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ71＝ 0 － σ11＝ 12

せん断 － － － －

周方向 σφ1＝ 12 － － σφ4＝ 0 － － σφ9＝ 0 － σφ61＝ 1 － －

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 － σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 － σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 － － σ12＝ 12

せん断 － τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ1＝ 12 － σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 － σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 － － － －

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 － － － － σ13＝ 12

せん断 － － － τ3＝ 1 τｃ1＝ 1

周方向 σφ1＝ 12 － － σφ4＝ 0 － － σφ9＝ 0 － － － σφ81＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 － σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 － σＸ9＝ 0 － － － σＸ81＝ 1 σ14＝ 12

せん断 － τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ3＝ 1

周方向 σφ1＝ 12 － σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 － σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 － σφ91＝ 1 1 －

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 0 － σ15＝ 12

せん断 － － － τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ1＝ 12 － － σφ4＝ 0 － － σφ9＝ 0 － σφ91＝ 1 － 1

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 － σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 － σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 － 1 σ16＝ 12

せん断 － τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1

σφ101＝

σＸ101＝

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

応　　力 内圧による応力
運転時質量による応力

自重による応力

水平地震による応力

転倒モーメントによる応力転倒モーメントによる応力

鉛直地震による応力

自重による応力

運転時質量による応力 鉛直地震による応力 水平地震による応力

－

－

－

σφ111＝

組合せ一次
一般膜応力

自重による応力

組合せ一次
一般膜応力

内圧による応力
自重による応力

－

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

σＸ111＝

－

－

－

－

－

－

－

－

地
震
の
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

運 転 時 質 量 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛直方向モーメ
ントによる応力

周方向モーメン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

第

一

脚

側

第

二

脚

側

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

内圧による応力 半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

4
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（単位：MPa）

評価点 応  力

周方向 σφ1＝ 12 － σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 － σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 － σφ61＝ 1 σφ71＝ 1 －

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ71＝ 1 － σ11＝ 13

せん断 － － － －

周方向 σφ1＝ 12 － － σφ4＝ 0 － － σφ9＝ 0 － σφ61＝ 1 － －

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 － σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 － σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 － － σ12＝ 12

せん断 － τ １＝ 1 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ1＝ 12 － σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 － σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 － － － －

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 － － － － σ13＝ 13

せん断 － － － τ3＝ 2 τｃ1＝ 1

周方向 σφ1＝ 12 － － σφ4＝ 0 － － σφ9＝ 0 － － － σφ81＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 － σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 － σＸ9＝ 0 － － － σＸ81＝ 1 σ14＝ 13

せん断 － τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ3＝ 2

周方向 σφ1＝ 12 － σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 － σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 － σφ91＝ 1 1 －

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 1 － σ15＝ 13

せん断 － － － τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ1＝ 12 － － σφ4＝ 0 － － σφ9＝ 0 － σφ91＝ 1 － 1

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 － σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 － σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 － 1 σ16＝ 13

せん断 － τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1

σφ111＝

σＸ111＝

σφ101＝

σＸ101＝

基準地震動Ｓｓ

地
震
の
方
向

運 転 時 質 量 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛直方向モーメ
ントによる応力

周方向モーメン
ト に よ る 応 力

第

一

脚

側

第

二

脚

側

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

内圧による応力 半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

Ｘ

方

向

組 合 せ
一 次 応 力

4
3
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　（3）胴に生じる地震動のみによる一次＋二次応力 （単位：MPa）

評価点 応  力

周方向 － σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 － σφ61＝ 1 σφ62＝ 1 σφ71＝ 1 σφ72＝ 1 －

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σＸ71＝ 0 σＸ72＝ 1 － σ21＝ 5

せん断 － －

周方向 － － σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 － σφ61＝ 1 σφ62＝ 1 － －

軸方向 σＸ7＝ 0 － σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 － － σ22＝ 4

せん断 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 － σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 － － － －

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 － － － － σ23＝ 4

せん断 － τ3＝ 1 τｃ1＝ 1

周方向 － － σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 － － － σφ81＝ 1 σφ82＝ 3

軸方向 σＸ7＝ 0 － σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 － － － σＸ81＝ 1 σＸ82＝ 1 σ24＝ 7

せん断 τ 3＝ 1 τ3＝ 1

周方向 － σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 － σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ101＝ 1 σφ102＝ 1 －

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ101＝ 0 σＸ102＝ 1 － σ25＝ 5

せん断 － τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 － － σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 － σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 － σφ111＝ 1 σφ112＝ 2

軸方向 σＸ7＝ 0 － σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 － σＸ111＝ 1 σＸ112＝ 1 σ26＝ 8

せん断 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

地
震
の
方
向

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

第
一
評
価
点

第

一

脚

側

第

二

脚

側

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

第
二
評
価
点

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

Ｘ

方

向

4
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（単位：MPa）

評価点 応  力

周方向 － σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 1 － σφ61＝ 1 σφ62＝ 2 σφ71＝ 1 σφ72＝ 1 －

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σＸ71＝ 1 σＸ72＝ 1 － σ21＝ 8

せん断 － －

周方向 － － σφ9＝ 0 σφ11＝ 1 － σφ61＝ 1 σφ62＝ 2 － －

軸方向 σＸ7＝ 1 － σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 － － σ22＝ 7

せん断 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 － σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 1 － － － －

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 － － － － σ23＝ 6

せん断 － τ3＝ 2 τｃ1＝ 1

周方向 － － σφ9＝ 0 σφ11＝ 1 － － － σφ81＝ 1 σφ82＝ 5

軸方向 σＸ7＝ 1 － σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 － － － σＸ81＝ 1 σＸ82＝ 2 σ24＝ 12

せん断 τ 3＝ 1 τ3＝ 2

周方向 － σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 1 － σφ91＝ 1 σφ92＝ 2 σφ101＝ 1 σφ102＝ 1 －

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ101＝ 1 σＸ102＝ 1 － σ25＝ 9

せん断 － τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 － － σφ9＝ 0 σφ11＝ 1 － σφ91＝ 1 σφ92＝ 2 － σφ111＝ 1 σφ112＝ 4

軸方向 σＸ7＝ 1 － σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 － σＸ111＝ 1 σＸ112＝ 2 σ26＝ 13

せん断 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1

基準地震動Ｓｓ

地
震
の
方
向

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

第
一
評
価
点

第

一

脚

側

第

二

脚

側

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

第
二
評
価
点

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

4
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 3.2　脚に生じる応力

（単位：MPa）

地震の方向

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ5＝ 2 σＳ6＝ 6 τＳ3＝ 1 σsz1＝ 10

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ7＝ 6 τＳ4＝ 2 σsz2＝ 9

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ8＝ 1 σＳ9＝ 5 σＳ10＝ 4 τＳ5＝ 2 σｓｘ＝ 12

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ5＝ 2 σＳ6＝ 10 τＳ3＝ 1 σsz1＝ 16

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ7＝ 10 τＳ4＝ 4 σsz2＝ 14

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ8＝ 2 σＳ9＝ 7 σＳ10＝ 7 τＳ5＝ 3 σｓｘ＝ 19

－

－

第 １ 脚 側

第 ２ 脚 側

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組合せ応力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｚ方向

Ｘ 方 向

圧 縮 圧 縮曲 げ せ ん 断

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

圧 縮

地 震 力
の 種 類

弾性設計用地
震動Ｓｄ又は
静的震度

第 １ 脚 側

第 ２ 脚 側
Ｚ方向

Ｘ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

4
6



NT2 補② Ⅴ-2-9-5-4-1 R1

4. 結  論
4.1 固有周期

（単位：ｓ）
方 向 固   有   周   期
水  平  方  向
鉛　直　方　向

 4.2 応    力
（単位：MPa）

一次一般膜 σ0＝ 12 Ｓａ＝ 221 σ0＝ 12 Ｓａ＝ 223

一 次 σ1＝ 12 Ｓａ＝ 331 σ1＝ 13 Ｓａ＝ 335

一次＋二次 σ2＝ 8 Ｓａ＝ 442 σ2＝ 13 Ｓａ＝ 442

組  合  せ σＳ＝ 12  ｔ＝ 241 σＳ＝ 19  ｔ＝ 276

0.05   (無次元) 0.07   (無次元)

すべて許容応力以下である。

基準地震動Ｓｓ

算　出　応　力 許　容　応　力
部     材 材     料 応     力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

算　出　応　力 許　容　応　力

胴     板 SM400B

SS400脚
σｓｒ σｓｔ＋ ≦１

（ 座 屈 の 評 価）

圧 縮 と 曲 げ
の 組 合 せ ＋

σｓｃ

ｂｒ ｂｔ ｃ

σｓｒ σｓｔ＋ ≦１＋
σｓｃ

ｂｒ ｂｔ ｃ

注記 ＊1：本計算書において地震の方向はＸ方向とＺ方向を考慮し，Ｚ方向地震による応力の計算に
おいては，第3脚を第1脚に，第4脚を第2脚に読み替える。

＊2：脚部材については胴の半径方向をｒ軸，その直角方向をｔ軸とする。

第1脚

第2脚

Ｘ

Ｚ

Ｘ

Ｚ

第3脚
(第1脚)

＊１,＊２

第4脚
(第2脚)

＊１,＊２

胴板

架台

Di t

 
ｇ

mo・g

脚

4
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方

針に基づき，フィルタ装置が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明する

ものである。 

フィルタ装置は，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類される。以下，

重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 
2.1 構造計画 

フィルタ装置の構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図＊ 

基礎・支持構造 主体構造 

胴をスカートで支持

し，スカートを基礎

ボルトで基礎に据え

付ける。 

上面及び下面に鏡板

を有するたて置円筒

形 

 

        注記 ＊:フィルタ装置の内部構造物（金属フィルタ，銀ゼオライトフィルタ，ベンチュリノズル等）は溶接等により容器 

に固定される構造であり，水平・鉛直ともに変位は拘束されることから容器と一体として評価する。 
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2
 

基礎ボルト 

スカート 

胴板 

17
90

 
10

80
0 

φ4600 

金属ﾌｨﾙﾀ 

銀ｾﾞｵﾗｲﾄﾌｨﾙﾀ 

ﾍﾞﾝﾁｭﾘﾉｽﾞﾙ 

（単位：mm）



 

 

3. 構造強度評価 
3.1 構造強度評価方法 

フィルタ装置の構造はスカート支持たて置円筒形容器であるため，構造強度評価は，「Ⅴ

-2-1-13-1  スカート支持たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記

載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 
3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

フィルタ装置の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 3－1に示す。 

 
3.2.2 許容応力 

フィルタ装置の許容応力を表 3－2～表 3－3に示す。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

フィルタ装置の使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 3－4 に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納

施設 

圧力逃がし

装置 
フィルタ装置 常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

4
 

＊2

＊1

NT2 補② Ⅴ-2-9-7-1-2 R2 



 

 

 

表 3－2 許容応力（重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は行わない。 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：座屈に対する評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 3－3 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（スカート）

許容限界＊1，＊2

（基礎ボルト）

一次応力 一次応力 

組合せ 引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fｔ 1.5・fｓ
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用い

る。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

表 3－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa)

胴 板 SUS316L 最高使用温度 200 ― 120 407 ― 

ス カ ー ト SUS304 最高使用温度 200 ― 144 402 205 

基 礎 ボ ル ト 

（H1075） 
SUS630 周囲環境温度 ― 829 932 ― 

6
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4. 評価結果

4.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

フィルタ装置の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【フィルタ装置の耐震性についての計算結果】 

1． 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

フィルタ装置 常設／緩和 

格納容器圧力逃がし

装置格納槽 

EL. -12.8＊
― ― ＣＨ＝2.15 ＣＶ＝1.07 0.62 200 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｄｓ

(mm) 

ｔＳ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｇｓ

(MPa) 

4600 30.0 4600 30.0 183000＊1 183000＊1 70400＊1 70400＊1 

(mm) 

 ｓ 

(mm) 

Ｄ１

(mm) 

Ｄ２

(mm) 

Ｄ３

(mm) 

Ｄ4

(mm) 

Ｄ5

(mm) 
s ｎ 

Ｄｃ 

(mm) 

Ｄｂｏ

(mm) 

1790 

Ｄｂｉ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｙ

(mm) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

Ｍｓ 

(N･mm) 

Ｍｓ 

(N･mm) 

― 1.334×1010 

Ｓｙ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｕ(胴板)

(MPa) 

Ｓ(胴板) 

(MPa) 

Ｓｙ(スカート)

(MPa) 

Ｓｕ(スカート)

(MPa) 

Ｆ(スカート)

(MPa) 

Ｆ (スカート)

(MPa) 

120＊1 407＊1 ― 144＊1 402＊1 ― 194 

Ｓｙ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｓｕ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｆ(基礎ボルト)

(MPa) 

Ｆ (基礎ボルト)

(MPa) 

829＊2 

（H1075） 

932＊2 

（H1075） 
― 652 

注記  ＊1：最高使用温度で算出

＊2：周囲環境温度で算出

8
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1.3 計算数値 

 1.3.1 胴に生じる応力 

  (1) 一次一般膜応力 （単位：MPa） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭又は内圧による応力 ― ― ― σφ1＝48 σx1＝24 ― 

運転時質量による引張応力 ― ― ― ― σx2＝2 ― 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― ― σx5＝2 ― 

空 質 量 に よ る 圧 縮 応 力 ― ― ― ― σx3＝2 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― ― ― ― σx6＝2 ― 

水 平 方向 地 震に よる 応 力 ― ― ― ― σx4＝17 τ＝14 

応 力 の 和 
引 張 側 ― ― ― σφ＝48 σxt＝43 ― 

圧 縮 側 ― ― ― σφ＝-48 σxc＝-4 ― 

組 合 せ 応 力 
引 張 り ― σ0t＝59 

圧 縮 ― ― 

 (2)地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 （単位：MPa） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― ― σx5＝2 ― 

鉛直方向地震による圧縮応力 ― ― ― ― σx6＝2 ― 

水 平 方向 地 震に よる 応 力 ― ― ― ― σx4＝17 τ＝14 

応 力 の 和 
引 張 側 ― ― ― σ2φ＝0 σ2xt＝18 ― 

圧 縮 側 ― ― ― σ2φ＝0 σ2xc＝19 ― 

組 合 せ 応 力 

（ 変 動 値 ） 

引 張 り ― σ2t＝50 

圧 縮 ― σ2c＝51 

1.3.2  スカートに生じる応力 （単位：MPa）    1.3.3  基礎ボルトに生じる応力     （単位：MPa） 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ 

応 力 組合せ応力 応 力 組合せ応力 引 張 応 力 ― σb＝118 

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 ― 

― 

σs1＝4 

σs＝50 

せん断応力 ― τb＝40 

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力 ― σs3＝4 

水平方向地震 

に よ る 応 力 

曲 げ ― σs2＝35 

せ ん 断 ― τs＝15 

9
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1.4 結論

1.4.1 固有周期 

 （単位：s） 

方  向 固 有 周 期 

水 平 方 向 ＴＨ＝  

鉛 直 方 向 ＴＶ＝

1.4.2 応力 

  （単位：MPa） 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

部 材 材 料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ 

算 出 応 力 許 容 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 

胴 板 SUS316L 

一 次 一 般 膜 ― ― σ0＝59 Sa＝244 

一 次 ＋ 二 次 ― ― σ2＝51 Sa＝240 

ス カ ー ト

組 合 せ ― ― σs＝50 ƒt＝194

圧 縮 と 曲 げ 

の 組 合 せ 

(座屈の評価) 

ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1 ƒb

+
η ・ σs2η ・ （ σs1 + σs3 ）

ƒc

≦ 1

― 0.23（無次元） 

基礎ボルト 
引 張 り ― ― σb＝118 ƒts＝489＊

せ ん 断 ― ― τb＝40 ƒsb＝376

1
0
 

NT2 補② Ⅴ-2-9-7-1-2 R2E 



 

N
T
2
 
補

③
 
Ⅴ

-
2
-
7
-
2
-
2
-
1
 
R
0
 

N
T
2
 
補

③
 
Ⅴ

-
2
-
7
-
2
-
2
-
1
 
R
0
 

Ⅴ-2-7-2-2-1 管の耐震性についての計算書 
 

 

 

東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号 工認-741 改0 

提出年月日 平成30年8月16日 

本資料のうち，枠囲みの内容は，
営業秘密または防護上の観点から
公開できません。



 

N
T
2
 
補

③
 
Ⅴ

-
2
-
7
-
2
-
2
-
1
 
R
0
 

 

 目次 

 

 

 

1. 概要 .............................................................................. 1 

2. 概略系統図及び鳥瞰図 .............................................................. 2 

2.1 概略系統図 .................................................................... 2 

2.2 鳥瞰図 ........................................................................ 7 

3. 計算条件 ......................................................................... 18 

3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 ................................................. 18 

3.2 設計条件 ..................................................................... 19 

3.3 材料及び許容応力 ............................................................. 25 

3.4 設計用地震力 ................................................................. 26 

4. 解析結果及び評価 ................................................................. 27 

4.1 固有周期及び設計震度 ......................................................... 27 

4.2 評価結果 ..................................................................... 33 

4.2.1 管の応力評価結果 ......................................................... 33 

4.2.2 弁の動的機能維持評価結果 ................................................. 34 

4.2.3 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 ............................... 35 

 

 

 

 

 

 



 1 

N
T
2
 
補

③
 
Ⅴ

-
2
-
7
-
2
-
2
-
1
 
R
0
 

 
1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」及び「Ⅴ-2-1-14-6 管の耐震性につい

ての計算書作成の基本方針」に基づき，管が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し

ていること説明するものである。 

評価結果記載方法は以下に示す通りとする。 

 

(1) 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解

析モデル単位に記載する。また，全3モデルのうち，各応力区分における最大応力評

価点の許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条

件及び評価結果を記載する。代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を4.2.3

に記載する。 
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2.  概略系統図及び鳥瞰図 
2.1  概略系統図 

 

概略系統図記号凡例 

 

 

 

記 号 内 容 

（太線）
工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

（細線）
工事計画記載範囲外の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

（細線）

工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の 

管のうち，他系統の管であって系統の概略を示すために 

表記する管 

   
鳥瞰図番号 

（鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載する範囲） 

   鳥瞰図番号（評価結果のみ記載する範囲） 

 アンカ 

[管クラス]  

クラス３ クラス３管 
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NT2 補③ Ⅴ-2-7-2-2-1 R0 

液体廃棄物処理系(機器ドレン処理系)概略系統図(1/2)
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NT2 補③ Ⅴ-2-7-2-2-1 R0 

液体廃棄物処理系(機器ドレン処理系)概略系統図(2/2)
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NT2 補③ Ⅴ-2-7-2-2-1 R0 

液体廃棄物処理系(床ドレン処理系)概略系統図(1/2)
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NT2 補③ Ⅴ-2-7-2-2-1 R0 

液体廃棄物処理系(床ドレン処理系)概略系統図(2/2)
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記 号 内 容 

（太線）

工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を

「(SA)」，設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を

「(DB)」とする。） 

（細線） 工事計画記載範囲外の管のうち，本計算書記載範囲の管 

質 点 

ア ン カ

レストレイント

注： 鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。 
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鳥瞰図 C-02-1360-002 (DB) (1/10)
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鳥瞰図 C-02-1360-002 (DB) (2/10)
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鳥瞰図 C-02-1360-002 (DB) (3/10)
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NT2 補③ Ⅴ-2-7-2-2-1 R0 

鳥瞰図 C-02-1360-002 (DB) (4/10)
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NT2 補③ Ⅴ-2-7-2-2-1 R0 

鳥瞰図 C-02-1360-002 (DB) (5/10)
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鳥瞰図 C-02-1360-002 (DB) (6/10)
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鳥瞰図 C-02-1360-002 (DB) (7/10)
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鳥瞰図 C-02-1360-002 (DB) (8/10)
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鳥瞰図 C-02-1360-002 (DB) (9/10)
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NT2 補③ Ⅴ-2-7-2-2-1 R0 

鳥瞰図 C-02-1360-002 (DB) (10/10)
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3. 計算条件
3.1  荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 

分類＊1 
設備分類 

機器等 

の区分 

耐震設計上の

重要度分類 

荷重の組合せ 

＊2,3

許容応力

状態 

放射性廃棄物 

の廃棄施設 
液体廃棄物処理系 

機器ドレン処理系

床ドレン処理系 
ＤＢ ― クラス３管 Ｂ 

ⅠL＋1/2Ｓd

ⅡL＋1/2Ｓd

ＢAＳ 

注記 ＊1： ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 

＊2： 運転状態の添字Lは荷重を示す。 

＊3： 許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 
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3.2 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥瞰図番号  C-02-1360-002 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

耐震設計上の
重要度分類

縦弾性係数

（MPa） 

P1 A00～A04N 1.42 65 114.3 6.0 STPT42 B 

P11 

A04N～B02 

B05～C06 

C00～C12 

D13～I00 

1.42 65 114.3 6.0 STPT410 B 

P2 B05～B09 1.32 65 114.3 6.0 STPT42 B 

P12 C12～D05 1.32 65 114.3 6.0 STPT410 B 

S1 D00～D10 1.32 65 114.3 4.0 SUS304TP B 

S6 

D10～D19 

D17～E04 

E01～H04 

1.42 65 114.3 4.0 SUS304TP B 

P13 

D19～D24 

E04～E11 

E08～F01F 

1. 03 65 114.3 6.0 STPT410 B 

P15 C08～K03 1.42 65 27.2 3.9 STPT410 B 

P3 F01F～F03 1.03 65 114.3 6.0 STPT42 B 

P6 F02～G01 1.03 65 27.2 3.9 STPT42 B 

S2 D09～J08 1.32 65 114.3 6.0 SUS304TP B 
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配管の付加質量  

 

鳥瞰図番号   C-02-1360-002 

質量 対応する評価点 

1 kg C13,G01 

5 kg K03 
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フランジ部の質量 

 

鳥瞰図番号   C-02-1360-002 

質量 対応する評価点 

5 kg C13,C13 
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弁部の質量 

鳥瞰図番号   C-02-1360-002 

質量 対応する評価点 

4 kg K02～K03 

42 kg B05～B06,J04～J05 

45 kg D15～D16 

80 kg C11～C12 

145 kg D07～D08,D10～D11,D19～D20,E04～E05 
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弁部の寸法 

 

鳥瞰図番号   C-02-1360-002 

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 

K02～K03 27.2 3.9 117 

D15～D16 114.3 4.0 292 

D07～D08,D10～D11 114.3 4.0 305 

B05～B06,C11～C12,

D19～D20,E04～E05,

J04～J05 

114.3 6.0 305 
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支持点及び貫通部ばね定数 

 

鳥瞰図番号   C-02-1360-002 

 *印のＹ軸方向のばね定数はマイナス側にのみとする。 

 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

 A00  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A01  1.8×109 － 1.8×109 － － － 

 A03  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A06  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A07  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 A08  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 A09  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 B03  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 B07  1.8×109 － 1.8×109 － － － 

 B09  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 C00  1.8×109 1.8×109 1.8×109 1.4×1010 1.4×1010 1.4×1010

 C01  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 C04  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 C05  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 C10  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 C14  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 C16  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 D00  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 D04  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 D06  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 D12  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 D14  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 D18  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 D21  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 D24  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 E03  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 E06  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 E11  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 F03  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

* H03 * － 1.8×109 － － － － 

 H04  1.8×109 1.8×109 1.8×109 － － － 

 I00  1.8×109 1.8×109 1.8×109 1.4×1010 1.4×1010 1.4×1010

 I01  1.8×109 1.8×109 － － － － 

 J02  － 1.8×109 1.8×109 － － － 

 J06  1.8×109 － 1.8×109 － － － 

 J08  － 1.8×109 1.8×109 － － － 
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3.3  材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材 料 
最高使用温度

（℃） 

許容応力（MPa）* 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

STPT410 65 ― 232 ― 103 

STPT42 65 ― 232 ― 103 

SUS304TP 65 ― 189 ― 126 

注記 ＊：評価に使用しない許容応力については「―」と記載する。 
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3.4  設計用地震力 
本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設備評価用床応答曲線を下表に示

す。 

なお，設備評価用床応答曲線は，「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策

定したものを用いる。また，減衰定数は「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載の減

衰定数を用いる。 

鳥瞰図 建物・構築物 標高 減衰定数(％) 

C-02-1360-002 原子炉建屋付属棟 
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4. 解析結果及び評価
4.1 固有周期及び設計震度

鳥瞰図番号   C-02-1360-002

耐震設計上の重要度分類 Ｂ

適用する地震動等 静的震度*5 1/2 Ｓd

モード
固有周期 
（s） 

応答水平震度*1 応答鉛直震度*1 応答水平震度*1 応答鉛直震度*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

― ― ― 0.65 0.65 1.10 

― ― ― 0.65 0.65 0.93 

― ― ― 0.65 0.65 0.56 

― ― ― 0.56 0.56 0.50 

― ― ― 0.53 0.53 0.45 

― ― ― 0.52 0.52 0.42 

― ― ― 0.29 0.29 0.36 

動 的 震 度*2 ― ― ― 2.05 2.05 2.72 

静 的 震 度*3 0.44 0.44 ― ― ― ― 

注記 ＊1： 各モードの固有周期に対し，設備評価用床応答曲線より得られる震度を示す。 

  ＊2： Ｓd地震動に基づく最大設備評価用床応答加速度より定めた震度を示す。 

  ＊3： 1.8ＣIより定めた震度を示す。 

＊4： 固有周期が0.050s以下であることを示す。 

＊5： 静的震度を示す為，応答震度については「－」と記載する。 
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各モードに対応する刺激係数 

鳥瞰図番号  C-02-1360-002

モード
固 有 周 期 

（s） 

刺 激 係 数*1 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

注記 ＊1：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリクスの積から算出した値 

を示す。 
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代表的振動モード図 

 

振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を赤

線で図示し，次ページ以降に示す。 
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鳥瞰図 C-02-1360-002
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鳥瞰図 C-02-1360-002
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鳥瞰図 C-02-1360-002
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4.2  評価結果 
4.2.1 管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

クラス３管

鳥 瞰 図 

許 容 応 力 

状 態 

最 大 応 力 

評 価 点 

最 大 応 力 

区 分 

一次応力評価（MPa） 一次＋二次応力評価（MPa） 疲労評価 

計算応力 

Ｓprm（Ｓd） 

許容応力 

Sy 

計算応力 

Ｓn（Ｓd） 

許容応力 

2Ｓy 

疲労累積係数

ＵＳs 

C-02-1360-002 ＢＡＳ H01N Ｓprm（Ｓd） 189 ― ― ― 
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4.2.2 弁の動的機能維持評価結果 

下表に示すとおり応答加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。 

弁番号 形式 
要求 

機能 

応答加速度 

(×9.8 m/s2) 

機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

構造強度評価結果 

(MPa) 

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力 

― ― ― ― ― ― ― ― ― 
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4.2.3 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果

を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（クラス3範囲） 

No 
配管 

モデル

許容応力状態 BAS 

一次応力 

評価点 
計算応力 

[MPa] 

許容応力 

[MPa] 
裕度 代表 

1 C-01-1360-001 A15N 12 232 19.33 ― 

2 C-02-1360-001 A32 18 232 12.88 ― 

3 C-02-1360-002 H01N 39 189 4.84 ○
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Ⅴ-2-9-7-1-3  移送ポンプの耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，移送ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有

していることを説明するものである。 

移送ポンプは，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重

大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

移送ポンプの構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプはポンプベー

スに固定され，ポン

プベースは基礎ボル

トで基礎に据え付け

る。 

うず巻形横軸ポンプ  

 

 

 

 

ポンプ（原動機と一体） 

ポンプベース 

ポンプ取付ボルト（上） 

基礎ボルト 

ポンプ取付ボルト（下） 

914 

61
0 

（単位：mm） 
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

移送ポンプの構造は横軸ポンプであるため，構造強度評価は，「Ⅴ-2-1-13-4 横軸ポンプの

耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

移送ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用いる

ものを表 3－1に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

移送ポンプの許容応力を表 3－2～表 3－3 に示す。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

移送ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用いるも

のを表 3－4 に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納

施設 

圧力逃がし 

装置 
移送ポンプ 常設／緩和 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊1
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表 3－2 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。)

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

＊
 

＊
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表 3－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 188 479 205 

ポンプ取付ボルト（下） 最高使用温度 200 ― 633 759 ― 

ポンプ取付ボルト（上） 最高使用温度 200 ― 633 759 ― 
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4. 機能維持評価

4.1 動的機能維持評価方法 

移送ポンプの地震後の動的機能維持評価について，以下に示す。 

移送ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性であるため，

「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能確認済加速度

を表 4－1に示す。 

表 4－1 機能確認済加速度 （単位：×9.8 m/s2） 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
横形単段遠心式 

ポンプ 

水平 

鉛直 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

移送ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していること

を確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【移送ポンプの耐震性についての計算結果】 

1．重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び 
床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動

による震度

最高使用 
温度 
（℃） 

周囲環境 
温度 
（℃） 

水平方向 鉛直方向
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向
設計震度

鉛直方向
設計震度

移送ポンプ 常設／緩和 
格納槽内 

EL. -12.8＊1 
－＊2 －＊2 － － ＣH＝0.47 ＣV＝0.55 ＣP＝0.21 200 

1.2 機器要目

部     材 
ｍｉ  
(kg) 

ｈｉ  
(mm) 

１ｉ

(mm)
２ｉ

(mm) 

Ａ
ｂｉ

(mm2) 
ｎｉ 

ｎｆｉ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

4 － 
2 

2 

ポンプ取付ボルト（下） 
(ｉ＝2) 

6 － 
2 

3 

ポンプ取付ボルト（上）

(ｉ＝3) 
6 － 

2 

3 

部     材 
Ｓ

ｙｉ

 (MPa) 

Ｓ
ｕｉ

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

転倒方向 ＭＰ(N・mm) 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
188＊1 479＊1 － 246 － 軸直角 － － 

ポンプ取付ボルト（下）
(ｉ＝2) 

633＊2

（径≦63mm）

759＊2

（径≦63mm）
－ 531 － 軸直角 － － 

ポンプ取付ボルト（上）
(ｉ＝3) 

633＊2

（径≦63mm）

759＊2

（径≦63mm）
－ 531 

－
軸直角 － － 

予想最大両振幅 

(μm) 

回転速度 

(min
-1
)

Ｈｐ＝  Ｎ＝  

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

注記 ＊1：周囲環境温度で算出 
＊2：最高使用温度で算出 
＊3：各ボルトの機器要目における上段は軸方向転倒に

対する評価時の要目を示し，下段は軸直角方向転

倒に対する評価時の要目を示す。

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力   (単位：N) 

部   材 

Ｆbｉ Ｑbｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
－ 1.375×103 － 3.801×103

ポンプ取付ボルト（下） 

(ｉ＝2) 
－ 1.762×103 － 3.374×103

ポンプ取付ボルト（上） 
(ｉ＝3) 

－ 955.7 － 3.288×103

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト
引張り － － σb1＝  7 ƒts1＝184＊

せん断 － － τb1＝  5 ƒsb1＝142

ポンプ取付ボルト（下）
引張り － － σb2＝  9 ƒts2＝398＊

せん断 － － τb2＝  3 ƒsb2＝306

ポンプ取付ボルト（上）
引張り － － σb3＝  5 ƒts3＝398＊

せん断 － － τb3＝  3 ƒsb3＝306

すべて許容応力以下である。 注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出

1.4.2 動的機能の評価結果  (単位：×9.8m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 0.44 

鉛直方向 0.50 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。
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1. 概要

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-11-1 波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震

評価方針」の耐震評価方針に基づき，下位クラスであるチャンネル着脱機（以下「着脱機」とい

う。）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，下部に設置

された上位クラスである使用済燃料プールに対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するも

のである。その耐震評価は着脱機の地震応答解析，応力評価，及び荷重評価により行う。 

2. 一般事項

 2.1 配置概要 

 着脱機は，原子炉建屋原子炉棟 6 階に設置される。着脱機は，図 2－1 の位置関係図に示す

ように，上位クラス施設である使用済燃料プールの壁面に設置されており，落下により使用済

燃料プールに対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

図 2－1 チャンネル着脱機と使用済燃料プール等の位置関係図 
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2.2 構造計画 

着脱機の構造計画を表 2－1に示す。 

表 2－1 構造計画 

計 画 の 概 要 
概略構造図 

基礎･支持構造 主体構造 

2
 



3 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-1
1
-
2-
4
 
R0
 

 2.3 評価方針 

着脱機の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-11-1 波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス

施設の耐震評価方針」の「3. 耐震評価方針」に従い実施する。 

評価については，「2.2 構造計画」にて示す着脱機の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて

設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有

周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及

び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に

示す。 

着脱機の耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

図 2－2 着脱機の耐震評価フロー 

着脱機の構造強度評価 

固有値解析

着脱機本体

解析モデルの設定

有限要素法モデルの作成

地震応答解析

地震時における応力

設計用地震力 

吊具

計算モデルの設定

地震時に作用する荷重

設計用地震力 
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 2.4 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－ 

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62年 8 月及び平成 3年 6 月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建

設規格」という。） 
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2.5 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 
Ａ１Ｇ ガイドレールの断面積 mm2 

ＡＬ ローラチェーンの許容荷重 N 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｅ ガイドレール及びカートの縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 MPa 

ＦｘＧ ガイドレールに作用する軸力 N 

ＦｙＧ ガイドレールに作用するせん断力（ｙ方向） N 

ＦｚＧ ガイドレールに作用するせん断力（ｚ方向） N 

ＦＣ ローラチェーンに作用する荷重 N 

ƒｃ 許容組合せ応力 MPa 

ƒｓ 許容せん断応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける固定ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔ 許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける固定ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける固定ボルトの許容引張応力 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ＭｘＧ ガイドレールのねじりモーメント N･mm 

ＭｙＧ ガイドレールのｙ軸周り曲げモーメント N･mm 

ＭｚＧ ガイドレールのｚ軸周り曲げモーメント N･mm 

ｍＧ ガイドレールの質量 kg 

ｍＦ カートの質量 kg 

ｍｍ 吊荷の質量 kg 

ｍｗＨ 水平方向の排除水質量 kg 

ｍｗＮ 鉛直方向の排除水質量 kg 

Ｓｕ ガイドレール及びカート：日本工業規格 JIS B 8265（2017）

に定める値 

固定ボルト：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に

定める値 

MPa 

Ｓｙ ガイドレール及びカート：日本工業規格 JIS B 8265（2017）

に定める値 

固定ボルト：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に

定める値 

MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の

40℃における値 

MPa 

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 
ＺｐＧ ガイドレールのねじり断面係数 mm3 

ＺｙＧ ガイドレールのｙ軸周り断面係数 mm3 

ＺｚＧ ガイドレールのｚ軸周り断面係数 mm3 

ν ポアソン比 － 

θ 最外郭固定ボルト角度 rad 

σ１Ｇ ガイドレールの曲げ応力 MPa 

σｃ１Ｇ ガイドレールの組合せ応力 MPa 

σｘＧ ｘ方向の荷重によるガイドレールの曲げ応力 MPa 

σｙＧ ｙ方向のモーメントによるガイドレールの曲げ応力 MPa 

σｚＧ ｚ方向のモーメントによるガイドレールの曲げ応力 MPa 

σ１Ｂ 固定ボルトの引張応力 MPa 

σｘＢ ｘ方向の荷重による固定ボルトの引張応力 MPa 

σｙＢ ｙ方向のモーメントによる固定ボルトの引張応力 MPa 

σｚＢ ｚ方向のモーメントによる固定ボルトの引張応力 MPa 

τ１Ｇ ガイドレールのせん断応力 MPa 

τｘＧ ｘ方向のモーメントによるガイドレールのせん断応力 MPa 

τｙＧ ｙ方向の荷重によるガイドレールのせん断応力 MPa 

τｚＧ ｚ方向の荷重によるガイドレールのせん断応力 MPa 

注： 記号右端添え字にＧが付くものは，ガイドレール評価用を代表で示したものであり，カート

評価用についてはＧ→Ｆ，固定ボルト評価用についてはＧ→Ｂに置き換えるものとする。 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

   精度は 6桁以上を確保する。 

   表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁  処理方法  表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

 下記以外の長さ mm － － 整数位＊1 

 厚さ mm － － 小数点以下第 1 位

断面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

角度 rad 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

注記＊1： 設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

  ＊2： 絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

  ＊3： 設計・建設規格 付録材料図表及び日本工業規格 JIS B 8265（2017）に記載され 

た温度の中間における引張強さ及び降伏点は，比例法により補間した値の小数点以 

下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

 

 

長

さ
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3. 評価部位  

着脱機の耐震評価は，本体及び吊荷の落下により，使用済燃料プールが損傷することを防止す

るために，主要構造物であるガイドレール，カート，固定ボルト及び吊具（ローラチェーン）に

ついて実施する。着脱機の耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価  

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 着脱機を構成する部材をはり要素にてモデル化した有限要素法モデルによるスペクトル

モーダル解析を適用する。 

(2) 地震力は，ガイドレール及びカートに対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用する

ものとし，強度評価において組合せるものとする。 

(3) ガイドレールは，使用済燃料プール壁面の固定ボルト及び金物により荷重を支持する構

造であるため，該当部位の変位を拘束する。 

(4) カートに設置される使用済燃料は，集中質量として設定する。 

(5) カートはガイドレールに対して鉛直方向にスライド可能とし，鉛直方向はローラチェー

ンにより支持される。 

(6) カートの位置については，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の条件に対する評

価条件としてカート位置が上端，中間及び下端のうち最も厳しい場合について評価する。 

(7) 吊具については，ローラチェーンの鉛直方向を剛とみなし，鉛直方向の設計震度に対応

した荷重を算出する。 

(8) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
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4.2 荷重組合せ及び許容応力 

 4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

着脱機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 4－1 に, 重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2 に示す。 

 

 4.2.2 許容応力 

着脱機の許容応力を表 4－3 に示す。 

 

 4.2.3 使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件 

着脱機の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－4 に, 

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－6に示す。 

着脱機の許容荷重評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－5 に, 

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－7に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設) 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱

施設及び貯蔵施設 
燃料取扱設備 

チャンネル 

着脱機 
Ｂ－2 

 

－＊ 

 

Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊： その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備) 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱

施設及び貯蔵施設
燃料取扱設備 

チャンネル 

着脱機 
－ －＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ＶＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を 

用いる。） 

注記＊： その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物（設計基準対象施設としての評価及び重大事故等対処設備としての評価）） 

許容応力状態 

許容限界＊ 

（ボルト等以外） 

許容限界＊ 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張り せん断 組合せ 引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆＳ 

ＶＡＳ 

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。）

注記＊： 当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 
＊ ＊ ＊ ＊ ＊
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ(ＲＴ) 

（MPa） 

ガイドレール 周囲環境温度 － 

カート 周囲環境温度 － 

固定ボルト 周囲環境温度 － 

表 4－5 使用材料の許容荷重評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

許容荷重 

（N） 

ローラチェーン 周囲環境温度
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表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ(ＲＴ) 

（MPa） 

ガイドレール 周囲環境温度 －

カート 周囲環境温度 －

固定ボルト 周囲環境温度 －

表 4－7 使用材料の許容荷重評価条件（重大事故等対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

許容荷重 

（N） 

ローラチェーン 周囲環境温度



14 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-1
1
-
2-
4
 
R0
 

4.3 解析モデル及び諸元 

 着脱機の解析モデルを図 4－1 に，解析モデル概要を以下に示す。また，機器の諸元を表 4 

－8 に示す。 

(1) ガイドレール及びカートをはり要素でモデル化した有限要素法モデルによって求める。

(2) 拘束条件は，固定ボルト部を完全拘束とする。また，金物の水平方向及び鉛直軸まわり

の回転方向を拘束する。カートについては，ローラチェーン接続部の鉛直方向を拘束

する。結合条件として，カート及びガイドレール間の水平方向及び鉛直軸まわりの回

転方向のみを結合する。

(3) 解析コードは「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，固有値及び荷重を求める。

なお，評価に用いる計算機コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅴ-5-

3 計算機プログラム（解析コード）の概要 ・ＳＡＰ－Ⅳ」に示す。

(4) 質量には着脱機自身の質量，使用済燃料の質量及び排除水質量を考慮する。

図 4－1 解析モデル 
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表 4－8 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 

ガイドレール － 

カート － 

固定ボルト － 

ローラチェーン － 

質量 
ガイドレール ｍＧ 

カート ｍＦ 

温度条件 

（周囲環境温度，設計基準対象施設） 
－ 

温度条件 

（周囲環境温度，重大事故等対処設備） 
－ 

縦弾性係数 
ガイドレール Ε 

カート Ε 

ポアソン比 ν 

要素数 － 

節点数 － 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4－9 に示す。また，振動モード図を図 4－2～図 4－8 に示す。 

表 4－9 固有値解析結果 

モード
固有周期 

（s） 
卓越方向 

刺激係数 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 鉛直方向 

図 4－2 振動モード図（1 次） 
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図 4－3 振動モード図（2 次） 

図 4－4 振動モード図（3 次） 
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図 4－5 振動モード図（4 次） 

図 4－6 振動モード図（5 次） 
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図 4－7 振動モード図（6 次） 

図 4－8 振動モード図（7 次） 
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 4.5 設計用地震力 

 「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類

「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数は添付書類

「Ｖ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

耐震評価に用いる設計用地震力を表 4－10及び表 4－11 に示す。

表 4－10 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期

（s） 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

減衰定数 

（%） 

水平

方向

鉛直

方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平 鉛直

注記＊1： 基準床レベルを示す。 

＊2： 基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊3： 全体的にボルト締結による構造であるため，ボルト及びリベット構造物の減衰定数 

を使用する 

表 4－11 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期

（s） 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

減衰定数 

（%） 

水平

方向

鉛直

方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平 鉛直

注記＊1： 基準床レベルを示す。 

＊2： 基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

＊3： 全体的にボルト締結による構造であるため，ボルト及びリベット構造物の減衰定数 

を使用する 
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 4.6 計算方法 

  4.6.1 応力の計算方法 

   (1) ガイドレールの応力 

     ガイドレールに加わる荷重を図 4－1 の解析モデルにより計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」 

を用いて，スペクトルモーダル解析及び静解析により求め，応力を図 4－9を用いて 

計算する。負担力は，並進力ＦｘＧ，ＦｙＧ，ＦｚＧ，モーメント力ＭｘＧ，ＭｙＧ，ＭｚＧ 

とする。 

    a. 応力成分 

      上記荷重による応力成分は次式となる。 

 

 

 

 

    b. 曲げ応力 

      曲げ応力は次式となる。 

 

 

    c. せん断応力 

      せん断応力は次式となる。 

 

 

 

    d. 組合せ応力 

      組合せ応力は次式となる。 

 

 

 

σ１Ｇ＝σｘＧ＋σｙＧ＋σｚＧ ・・・・・・・・・・・・・ (4.6.1.3) 

・・・・ (4.6.1.4) 
(τｘＧ＋τｙＧ)2＋τｚＧ

2 

，σｙＧ＝ ，σｚＧ＝

，τｙＧ＝ ，τｚＧ＝

・・ (4.6.1.1) 

大きい方 

σｘＧ＝
Ａ１Ｇ 

ＦｘＧ 

τｙＧ
2＋(τｘＧ＋τｚＧ)2

ＭｙＧ 

ＺｙＧ 

ＭｚＧ 

ＺｚＧ 

・・ (4.6.1.2) 

τ１Ｇ＝ 

σｃ１Ｇ＝   σ１Ｇ
2＋3・τ１Ｇ

2 

τｘＧ＝

・・・・・・・・・・・ (4.6.1.5) 

)

ＭｘＧ 

ＺｐＧ Ａ１Ｇ 

ＦｙＧ 

Ａ１Ｇ 

ＦｚＧ 
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   (2) カートの応力 

     カートに加わる荷重を図 4－1の解析モデルにより計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」 

を用いて，スペクトルモーダル解析及び静解析により求め，応力を図 4－9を用いて 

計算する。負担力は，並進力ＦｘＦ，ＦｙＦ，ＦｚＦ，モーメント力ＭｘＦ，ＭｙＦ，ＭｚＦ 

とする。 

    a. 応力成分 

      上記荷重による応力成分は次式となる。 

 

 

 

 

    b. 曲げ応力 

      曲げ応力は次式となる。 

 

 

    c. せん断応力 

      せん断応力は次式となる。 

 

 

 

    d. 組合せ応力 

      組合せ応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

σ１Ｆ＝σｘＦ＋σｙＦ＋σｚＦ ・・・・・・・・・・・・・ (4.6.1.8) 

σｘＦ＝ ，σｙＦ＝ ，σｚＦ＝

・・ (4.6.1.7) 

・・・・ (4.6.1.9) 
τｙＦ

2＋(τｘＦ＋τｚＦ)2

ＭｘＦ 

ＺｐＦ 

τ１Ｆ＝ (τｘＦ＋τｙＦ)2＋τｚＦ
2 

大きい方 

，τｙＦ＝

 

ＦｙＦ 

Ａ１Ｆ 
，τｚＦ＝

ＦｚＦ 

Ａ１Ｆ 

・・ (4.6.1.6) 

σｃ１Ｆ＝   σ１Ｆ
2＋3・τ１Ｆ

2 ・・・・・・・・・・・ (4.6.1.10) 

)

ＦｘＦ 

Ａ１Ｆ 

ＭｙＦ 

ＺｙＦ 

ＭｚＦ 

ＺｚＦ 

τｘＦ＝
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   (3) 固定ボルトの応力 

     固定ボルトに加わる荷重を図 4－1の解析モデルにより計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」 

を用いて，スペクトルモーダル解析及び静解析により求め，応力を図 4－9を用いて 

計算する。負担力は，並進力ＦｘＢ，ＦｙＢ，ＦｚＢ，モーメント力ＭｘＢ，ＭｙＢ，ＭｚＢ 

とする。 

    a. 応力成分 

      上記荷重による応力成分は次式となる。 

 

 

 

 

    b. 引張応力 

      引張応力は次式となる。 

 

 

    c. せん断応力 

      せん断応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・・・・ (4.6.1.14) 

(τｙＢ＋τｘＢ・sinθ)2＋(τｚＢ＋τｘＢ・cosθ)2 τ１Ｂ＝ 

σ１Ｂ＝σｘＢ＋σｙＢ＋σｚＢ ・・・・・・・・・・・・・ (4.6.1.13) 

σｘＢ＝ ，σｙＢ＝ ，σｚＢ＝

・・ (4.6.1.12)
ＭｘＢ 

ＺｐＢ 
，τｙＢ＝

ＦｙＢ 

Ａ１Ｂ 
，τｚＢ＝

ＦｚＢ 

Ａ１Ｂ 

・・ (4.6.1.11)
ＦｘＢ 

Ａ１Ｂ 

ＭｙＢ 

ＺｙＢ 

ＭｚＢ 

ＺｚＢ 

τｘＢ＝
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      ガイドレールの最大応力発生部材を図 4－1 の a  ，カートの最大応力発生部位を 

     図 4－1 の b  に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ガイドレール          カート          固定ボルト 
 

図 4－9 部材断面 

   注： x，y，zは要素に与えられた座標軸で，x軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

 

 

yx

z

yx

z

θx 

z

y
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 4.6.2 荷重の計算方法 

(1) 吊り具の荷重

図 4－10 ローラチェーン 
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 4.7 計算条件  

  耐震解析に用いる自重（着脱機）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【着脱機の耐震性につい

ての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

 4.8 応力及び荷重の評価 

  4.8.1 ガイドレール及びカートの応力評価 

     4.6.1項で求めたガイドレール及びカートの各応力が各許容応力以下であること。 

ただし，各許容応力は下表による。 

 

 基準地震動Ｓｓによる荷重 
との組合せの場合 

許容引張応力 
ƒｔ 

       Ｆ 

        1.5 
許容せん断応力 

ƒｓ 
       Ｆ 

      1.5・√3 
許容組合せ応力 

ƒｃ 
       Ｆ 

        1.5 

 

  4.8.2 固定ボルトの応力評価 

     4.6.1項で求めた固定ボルトの引張応力σ１Ｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下である

こと。ただし，ƒｔｏは下表による。 
      
 

 

せん断応力τ１Ｂは，せん断力のみを受ける固定ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし，各許容応力は下表による。 

 

 基準地震動Ｓｓによる荷重 
との組合せの場合 

許容引張応力 
ƒｔｏ 

       Ｆ 

        2 
許容せん断応力 

ƒｓｂ 
       Ｆ 

      1.5・√3 
 

  4.8.3 吊具の荷重評価 

     4.6.2項で求めたローラチェーンの荷重が許容荷重以下であること。 

1.5 ・
＊

1.5 ・

＊

1.5 ・

＊

1.5 

＊

1.5 ・

・

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ１Ｂ, ƒｔｏ] ・・・・・・・・・・ (4.8.2.1) 

＊
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

着脱機の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足し

ており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

   (1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

着脱機の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

   (1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【着脱機の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設 計 条 件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期（s）
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 最高使用 

温度 

（℃） 

周囲環境

温度 

（℃） 
水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向

設計震度

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

チャンネル

着脱機
Ｂ－2 

注記＊1： 基準床レベルを示す。 

＊2： 基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

1.2 機 器 要 目 

ｍＧ 

（kg） 

ｍＦ 

（kg） 

ｍｍ 

（kg） 

ｍｗＨ

(kg) 

ｍｗＮ

(kg) 

Ｅ 

（MPa） 

Ａ１Ｇ 

（mm2） 

ＺｐＧ 

（mm3） 

ＺｙＧ 

（mm3） 

ＺｚＧ 

（mm3） 

Ａ１Ｆ 

（mm2） 

ＺｐＦ 

（mm3） 

ＺｙＦ 

（mm3） 

ＺｚＦ 

（mm3） 

Ａ１Ｂ 

（mm2） 

ＺｐＢ 

（mm3） 

ＺｙＢ 

（mm3） 

ＺｚＢ 

（mm3） 

θ 

（rad） 

2
8
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Ｓｙ（ガイドレール） 

（MPa） 

Ｓｕ（ガイドレール） 

（MPa） 

Ｆ （ガイドレール） 

（MPa） 

Ｓｙ（カート）

（MPa） 

Ｓｕ（カート）

（MPa） 

Ｆ （カート） 

（MPa） 

Ｓｙ（固定ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（固定ボルト）

（MPa） 

Ｓｙ(ＲＴ)（固定ボルト）

（MPa） 

Ｆ （固定ボルト） 

（MPa） 

ＡＬ（ローラチェーン）

（N） 

＊＊

2
9
 

＊



NT2 補③ Ⅴ-2-11-2-4 R0 

1.3 計 算 数 値 

1.3.1 ガイドレールの荷重及びモーメント 

部 材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＧ

（N） 

ＦｙＧ

（N） 

ＦｚＧ

（N） 

ＭｘＧ

（N･mm） 

ＭｙＧ

（N･mm） 

ＭｚＧ

（N･mm） 

ガイドレール 

1.3.2 カートの荷重及びモーメント 

部 材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＦ

（N） 

ＦｙＦ

（N） 

ＦｚＦ

（N） 

ＭｘＦ

（N･mm） 

ＭｙＦ

（N･mm） 

ＭｚＦ

（N･mm） 

カート

1.3.3 固定ボルトの荷重及びモーメント 

部 材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＢ

（N） 

ＦｙＢ

（N） 

ＦｚＢ

（N） 

ＭｘＢ

（N･mm） 

ＭｙＢ

（N･mm） 

ＭｚＢ

（N･mm） 

固定ボルト 

3
0
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1.4 結 論 

1.4.1 固有周期 

（単位：s） 

モ ー ド 固 有 周 期 卓 越 方 向 

3
1
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1.4.2 応 力 

（単位：MPa） 

部 材 材 料 応 力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算 出 応 力 許 容 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 

ガイドレール 

曲 げ － － σ１Ｇ ＝ ƒｔ ＝

せ ん 断 － － τ１Ｇ ƒｓ ＝

組 合 せ － － σｃ１Ｇ＝ ƒｃ ＝

カート

曲 げ － － σ１Ｆ ＝ ƒｔ ＝

せ ん 断 － － τ１Ｆ ƒｓ ＝

組 合 せ － － σｃ１Ｆ＝ ƒｃ ＝

固定ボルト 
引 張 り － － σ１Ｂ ＝ ƒｔｓ＝

せ ん 断 － － τ１Ｂ ＝ ƒｓｂ＝

注記＊1： ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ１Ｂ, ƒｔｏ]より算出。

すべて許容応力以下である。 

1.4.3 荷 重 

（単位：N） 

部 材 材 料 荷 重
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算 出 荷 重 許 容 荷 重 算 出 荷 重 許 容 荷 重 

ローラチェーン 吊 荷 荷 重 － －

すべて許容荷重以下である。 

3
2
 

＝

＝
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3
3
 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設 計 条 件 

機器名称 設備分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期（s）
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 最高使用

温度 

（℃） 

周囲環境

温度 

（℃） 
水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向

設計震度

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

チャンネル

着脱機
－ 

注記＊1： 基準床レベルを示す。 

＊2： 基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値 

2.2 機 器 要 目 

ｍＧ 

（kg） 

ｍＦ 

（kg） 

ｍｍ 

（kg） 

ｍｗＨ

(kg) 

ｍｗＮ

(kg) 

Ｅ 

（MPa） 

Ａ１Ｇ 

（mm2） 

ＺｐＧ 

（mm3） 

ＺｙＧ 

（mm3） 

ＺｚＧ 

（mm3） 

Ａ１Ｆ 

（mm2） 

ＺｐＦ 

（mm3） 

ＺｙＦ 

（mm3） 

ＺｚＦ 

（mm3） 

Ａ１Ｂ 

（mm2） 

ＺｐＢ 

（mm3） 

ＺｙＢ 

（mm3） 

ＺｚＢ 

（mm3） 

θ 

（rad） 
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3
4
 

Ｓｙ（ガイドレール） 

（MPa） 

Ｓｕ（ガイドレール） 

（MPa） 

Ｆ （ガイドレール） 

（MPa） 

Ｓｙ（カート）

（MPa） 

Ｓｕ（カート）

（MPa） 

Ｆ （カート） 

（MPa） 

Ｓｙ（固定ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（固定ボルト）

（MPa） 

Ｓｙ(ＲＴ)（固定ボルト）

（MPa） 

Ｆ （固定ボルト） 

（MPa） 

ＡＬ（ローラチェーン）

（N） 

＊＊

＊
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2.3 計 算 数 値 

2.3.1 ガイドレールの荷重及びモーメント 

部 材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＧ

（N） 

ＦｙＧ

（N） 

ＦｚＧ

（N） 

ＭｘＧ

（N･mm） 

ＭｙＧ

（N･mm） 

ＭｚＧ

（N･mm） 

ガイドレール 

2.3.2 カートの荷重及びモーメント 

部 材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＦ

（N） 

ＦｙＦ

（N） 

ＦｚＦ

（N） 

ＭｘＦ

（N･mm） 

ＭｙＦ

（N･mm） 

ＭｚＦ

（N･mm） 

カート

2.3.3 固定ボルトの荷重及びモーメント 

部 材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＢ

（N） 

ＦｙＢ

（N） 

ＦｚＢ

（N） 

ＭｘＢ

（N･mm） 

ＭｙＢ

（N･mm） 

ＭｚＢ

（N･mm） 

固定ボルト 
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2.4 結 論 

2.4.1 固有周期 

（単位：s） 

モ ー ド 固 有 周 期 卓 越 方 向 

3
6
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2.4.2 応 力 

（単位：MPa） 

部 材 材 料 応 力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算 出 応 力 許 容 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 

ガイドレール 

曲 げ － － σ１Ｇ ＝ ƒｔ ＝

せ ん 断 － － τ１Ｇ ƒｓ ＝

組 合 せ － － σｃ１Ｇ＝ ƒｃ ＝

カート

曲 げ － － σ１Ｆ ＝ ƒｔ ＝

せ ん 断 － － τ１Ｆ ＝ ƒｓ ＝

組 合 せ － － σｃ１Ｆ＝ ƒｃ ＝

固定ボルト 
引 張 り － － σ１Ｂ ＝ ƒｔｓ＝

せ ん 断 － － τ１Ｂ ＝ ƒｓｂ＝

注記＊1： ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ１Ｂ, ƒｔｏ]より算出。

すべて許容応力以下である。 

2.4.3 荷 重 

（単位：N） 

部 材 材 料 荷 重
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算 出 荷 重 許 容 荷 重 算 出 荷 重 許 容 荷 重 

ローラチェーン 吊 荷 荷 重 － － 

すべて許容荷重以下である。 

3
7
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，原子炉隔離時冷却系ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度及

び動的機能を有していることを説明するものである。 

原子炉隔離時冷却系ポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処

設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉隔離時冷却系ポンプの構造計画を表 2－1に示す。 
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2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプはポンプベース

に固定され，ポンプベ

ースは基礎ボルトで基

礎に据え付ける。 

ターボ形横軸ポンプ  

 

7
1
1
2

14732
（単位：ｍｍ） 

原動機側 

基礎ボルト 

ポンプベース 

ポンプ取付ボルト ポンプ 
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

原子炉隔離時冷却系ポンプの構造は横軸ポンプであるため，構造強度評価は，添付書類「Ⅴ

-2-1-13-4 横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基

づき評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉隔離時冷却系ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 3－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

原子炉隔離時冷却系ポンプの許容応力を表 3－3に示す。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉隔離時冷却系ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 3－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－5に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心

冷却設備そ

の他原子炉

注水設備 

原子炉隔離時冷却系ポンプ Ｓ クラス２ポンプ＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 

注記 ＊：クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却

系統施設 

非常用炉心

冷却設備そ

の他原子炉

注水設備 

原子炉隔離時冷却系ポンプ
常設耐震／防止

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。）

注記 ＊1：｢常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，｢常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊1
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表 3－3 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。)

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

＊
 

＊
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表 3－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 － 730 868 － 

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 66＊2 － 330 535 － 

注記 

＊2：ポンプの最高使用温度は 60 ℃である。 

表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 － 730 868 － 

ポンプ取付ボルト 最高使用温度 106 － 313 524 － 

注記 



 

 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-5
-
6
-1
-
1
 R
0
 

7 

4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

原子炉隔離時冷却系ポンプの地震後の動的機能維持評価について，以下に示す。 

原子炉隔離時冷却系ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特

性であるため，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用

する。機能確認済加速度を表 4－1に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度      （×9.8 m/s2）   

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
横形多段遠心式 

ポンプ 

水平 1.4 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉隔離時冷却系ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有している

ことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉隔離時冷却系ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を

有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉隔離時冷却系ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機  器  名  称 耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 
ポンプ振動

による震度 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉隔離時冷却系

ポンプ 
Ｓ 

原子炉建屋 

EL. -4.0＊1 
－＊2 －＊2 ＣH＝0.58 ＣV＝0.48 ＣH＝0.87 ＣV＝0.90 ＣP＝0.46 66＊3

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：ポンプの最高使用温度は 60 ℃である。 

1.2 機器要目 

部     材 
ｍｉ  

(kg) 

ｈｉ  

(mm) 
1ｉ

＊3

(mm) 

2ｉ
＊3

(mm) 

Ａ
ｂｉ

(mm2) 
ｎｉ 

ｎｆｉ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

ＳＳ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
4 2 

2 

2 

ポンプ取付ボルト

(ｉ＝2) 
4 2 

2 

2 

部     材 
Ｓ

ｙｉ

 (MPa) 

Ｓ
ｕｉ

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

転倒方向 ＭＰ(N・mm) 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

ＳＳ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

ＳＳ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
730＊2 868＊2 607 607 軸 軸 － － 

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
330＊1 535＊1 330 375 軸直角 軸 1.148×106 －

 注記 ＊1：最高使用温度で算出 

    ＊2：周囲環境温度で算出 
  ＊3：各ボルトの機器要目における上段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は 

軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

予想最大両振幅 

(μm) 

回転速度 

(min-1) 

Ｈｐ＝  Ｎ＝  

＊

＊3
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部   材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

ＳＳ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

ＳＳ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
1.060×104 1.678×104 3.039×104 3.887×104 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
333.4 4.274×103 2.438×104 3.117×104 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力     (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

引張り σｂ1＝17 ƒｔｓ1＝455＊2 σｂ1＝27 ƒｔｓ1＝455＊

せん断 τｂ1＝12 ƒｓｂ1＝350 τｂ1＝16 ƒｓｂ1＝350

ポンプ取付ボルト 

引張り σｂ2＝ 1 ƒｔｓ2＝247＊2 σｂ2＝ 6 ƒｔｓ2＝281＊

せん断 τｂ2＝ 8 ƒｓｂ2＝190 τｂ2＝10 ƒｓｂ2＝216

すべて許容応力以下である。     注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出 

1.4.2 動的機能維持の評価結果    (単位：×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 0.72 1.4 

鉛直方向 0.75 1.0 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【原子炉隔離時冷却系ポンプの耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 
ポンプ振動

による震度 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉隔離時冷却系

ポンプ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

EL. -4.0＊1 
－＊2 －＊2 － － ＣH＝0.87 ＣV＝0.90 ＣP＝0.46 106 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

2.2 機器要目 

部     材 
ｍｉ  

(kg) 

ｈｉ  

(mm) 
1ｉ

(mm) 

2ｉ

(mm) 

Ａ
ｂｉ

(mm2) 
ｎｉ 

ｎｆｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

ＳＳ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
4 － 

2 

2 

ポンプ取付ボルト

(ｉ＝2) 
4 － 

2 

2 

部     材 
Ｓ

ｙｉ

 (MPa) 

Ｓ
ｕｉ

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

Ｆi

(MPa) 

転倒方向 ＭＰ(N・mm) 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

ＳＳ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

ＳＳ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
730＊2 868＊2 － 607 － 軸 － － 

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
313＊1 524＊1 － 366 － 軸 － － 

 注記 ＊1：最高使用温度で算出 

  ＊2：周囲環境温度で算出 
＊3：各ボルトの機器要目における上段は軸方向転倒に対する評価時の要目 

を示し，下段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

予想最大両振幅 

(μm) 

回転速度 

(min-1) 

  Ｈｐ＝  Ｎ＝  

＊3＊

＊3

＊3 ＊3
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部   材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
－ 1.678×104 － 3.887×104 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
－ 4.274×103 － 3.117×104 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力     (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

引張り － － σｂ1＝27 ƒｔｓ1＝455＊

せん断 － － τｂ1＝16 ƒｓｂ1＝350

ポンプ取付ボルト 

引張り － － σｂ2＝ 6 ƒｔｓ2＝275＊

せん断 － － τｂ2＝10 ƒｓｂ2＝211

すべて許容応力以下である。     注記 ＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出

2.4.2 動的機能の評価結果     (単位：×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 0.72 1.4 

鉛直方向 0.75 1.0 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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転倒方向 

基礎ボルト 

ポンプ取付ボルト 

21 11 

2
2
  

＊
1
 

＊
1
 

1
2
 

22 
＊2 

＊2 
12 

軸方向転倒

軸
直

角
方

向
転

倒
 

A～A 矢視図
ポンプ取付ボルト

転倒方向 原動機側 

AA

ｈ
2
 

基礎ボルト 

転倒方向 

ｈ
1
 

注記 ＊1：ポンプ取付ボルトの弾性設計用地震動Ｓd又は静的震度に対する評価時の寸法を示す。

＊2：ポンプ取付ボルトの基準地震動Ｓｓに対する評価時の寸法を示す。 

（ 1i ≦ 2i ) 

ｍ２重心 
ｍ1重心



Ⅴ-2-5-6-1-2  原子炉隔離時冷却系ポンプ駆動用蒸気タービンの耐震性に

ついての計算書
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の検討方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，原子炉隔離時冷却系タービンが設計用地震力に対して十分な構造強度

及び動的機能を有していることを説明するものである。 

原子炉隔離時冷却系タービンは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対

処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以

下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示

す。 

 

2.  一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉隔離時冷却系タービンの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

タービンはタービンベースに固定さ

れ，タービンベースは基礎ボルトで基

礎に据え付ける。 

衝動螺旋流背圧式蒸気タービン  

2
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基礎ボルト

タービン

取付ボルト

7
6
2 

924 

（単位：ｍｍ） 
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3.  構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

原子炉隔離時冷却系タービンの構造は衝動螺旋流背圧式蒸気タービンであり，構造強度評価

は，添付書類「Ⅴ-2-1-13-4 横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載

の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉隔離時冷却系タービンの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 3－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2に示

す。 

 

3.2.2 許容応力 

原子炉隔離時冷却系タービンの許容応力を表 3－3に示す。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉隔離時冷却系タービンの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 3－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－5に示

す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

非常用炉心

冷却設備そ

の他原子炉

注水設備 

原子炉隔離時冷却系タービン Ｓ クラス２ポンプ＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ
＊ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却

系統施設 

非常用炉心

冷却設備そ

の他原子炉

注水設備 

原子炉隔離時冷却系タービン
常設耐震／防止

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊３ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。）

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

4
 

NT2 補③ Ⅴ-2-5-6-1-2 R0 



 

 

表 3－3 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
* 1.5・ｆｓ

* 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡ

Ｓの許容限界を

用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 3－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(RT) 

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 320 507 － 

タービン取付ボルト 最高使用温度 302 591 847 － 

注記＊：  

表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(RT) 

(MPa)

基礎ボルト 周囲環境温度 320 507 － 

タービン取付ボルト 最高使用温度 302 591 847 － 

注記＊：  

6
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4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

原子炉隔離時冷却系タービンの地震後の動的機能維持評価について，以下に示す。 

原子炉隔離時冷却系タービンは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動

特性であるため，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適

用する。機能確認済加速度を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度      （×9.8 m/s2） 

評価部位 形式 方向 
機能確認済加速度 

 

タービン 

原子炉隔離時冷

却ポンプ駆動用

蒸気タービン 

水平 2.4 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉隔離時冷却系タービンの地震後の動的機能維持評価について，以下に示す。発生値は

評価基準値を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有している

ことを確認した。 

(1)  構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2)  機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉隔離時冷却系タービンの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は評価基準値を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機

能を有していることを確認した。 

 

(1)  構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2)  機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉隔離時冷却系タービンの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 
ポンプ振動

による震度 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

原子炉隔離時冷却系

タービン Ｓ 
原子炉建屋 

EL. -4.0＊1 －＊2 ＣＨ＝0.58 Ｃｖ＝0.48 ＣＨ＝0.87 Ｃｖ＝0.90 Ｃｐ＝0.46 302 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

1.2 機器要目 

部材 ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

1ｉ

(mm) 

2ｉ

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

ｎｆｉ 

弾性設計用 

地 震 動 Ｓ ｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

タービン取付ボルト

（ｉ＝2） 

部材 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ  (MPa) 転倒方向 Ｍｐ(N･mm) 

弾性設計用

地 震 動 Ｓ ｄ

又は静的震度

基準地震動

Ｓｓ 

弾性設計用

地 震 動 Ｓ ｄ

又は静的震度

基準地震動

Ｓｓ 

弾性設計用 

地 震 動 Ｓ ｄ 

又は静的震度 

基準地震動

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
320＊2 507＊2 320 354 軸直角 軸直角 1.148×106 1.148×106 

タービン取付ボルト

（ｉ＝2） 
591＊1 847＊1 591 592 軸直角 軸直角 1.148×106 1.148×106 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出

＊3：各ボルトの機器要目における上段は軸方向転倒に対する評価時の要目

を示し，下段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示す。

予想最大両振幅

(μm)

回転速度 

(min-1)

Ｈｐ＝ Ｎ＝

9
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＊3 ＊3

＊3

 22 12

 21 11

h1 

h2 

転倒方向



1.3 計算数値 

ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 
Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 6.496×103 9.712×103 2.183×104 2.791×104 

タービン取付ボルト 
（ｉ＝2） 1.132×104 1.760×104 1.764×104 2.256×104 

1.4 結    論
1.4.1 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り σｂ1＝15 ƒｔｓ1＝240＊2 σｂ1＝22 ƒｔｓ1＝266＊1

せん断 τｂ1＝ 8 ƒｓｂ1＝184 τｂ1＝11 ƒｓｂ1＝204

タービン取付ボルト
引張り σｂ2＝58 ƒｔｓ2＝443＊2 σｂ2＝89 ƒｔｓ2＝444＊1

せん断 τｂ2＝45 ƒｓｂ2＝341 τｂ2＝57 ƒｓｂ2＝342

すべて許容応力以下である。     注記＊1：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出

1.4.2 動的機能維持の評価結果     (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

駆動用蒸気タービン 

水平方向 0.72 2.4 

鉛直方向 0.75 1.0 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

1
0
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【原子炉隔離時冷却系タービンの耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動

による震度

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

原子炉隔離時冷却系

タービン 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

EL. -4.0＊1 －＊2 － － ＣＨ＝0.87 Ｃｖ＝0.90 Ｃｐ＝0.46 302 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

2.2 機器要目 

部材 ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

1ｉ

(mm) 

2ｉ

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

ｎｆｉ 

弾性設計用 

地 震 動 Ｓ ｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

タービン取付ボルト

（ｉ＝2） 

部材 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ(MPa) 転倒方向 Ｍｐ(N･mm) 

弾性設計用

地 震 動 Ｓ ｄ

又は静的震度

基準地震動

Ｓｓ 

弾性設計用

地 震 動 Ｓ ｄ

又は静的震度

基準地震動

Ｓｓ 

弾性設計用 

地 震 動 Ｓ ｄ 

又は静的震度 

基準地震動

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
320＊2 507＊2 － 354 － 軸直角 － 1.148×106

タービン取付ボルト

（ｉ＝2） 
591＊1 847＊1 － 592 － 軸直角 － 1.148×106 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出

＊3：各ボルトの機器要目における上段は軸方向転倒に対する評価時の要

目を示し，下段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示す。

1
1
 

予想最大両振幅

(μm)

回転速度 

(min-1)

Ｈｐ＝ Ｎ＝

NT2 補③ Ⅴ-2-5-6-1-2 R0 

＊3 ＊3

＊3

 21 11

h1 

h2 

転倒方向



2.3 計算数値 

ボルトに作用する力  (単位：N)

2.4 結    論
2.4.1 ボルトの応力    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張り － － σｂ1＝22 ƒｔｓ1＝266 *

せん断 － － τｂ1＝11 ƒｓｂ1＝204

ポンプ取付ボルト 
引張り － － σｂ2＝89 ƒｔｓ2＝444 *

せん断 － － τｂ2＝57 ƒｓｂ2＝342

すべて許容応力以下である。     注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出

2.4.2 動的機能維持の評価結果     (×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

駆動用蒸気タービン 

水平方向 0.72 2.4 

鉛直方向 0.75 1.0 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

部材 
Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト 
（ｉ＝1） － 9.712×103 － 2.791×104 

ポンプ取付ボルト 
（ｉ＝2） － 9.964×103 － 2.256×104 

1
2
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1. 概要  

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計

方針に基づき，使用済燃料貯蔵ラック（以下「ラック」という。）が設計用地震力に対して十分

な構造強度を有していることを説明するものである。 

ラックは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処施設においては常

設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対象施

設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ラックの構造計画を表 2－1 に示す。 
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2

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ラックは，たて置形

で原子炉建屋の使用

済燃料プールの床に

置かれた共通ベース

上に設置されラック

取付ボルトで固定し

ている。共通ベース

は，使用済燃料プー

ル床に取り付けてあ

る基礎ボルトにより

固定している。 

角管市松模様

配列構造ラック 

使用済燃料貯蔵ラッ

クは，70 体ラックが

7 個，110 体ラック

が 16 個ある。 

寸法は 110 体ラックの値（単位：ｍｍ） 
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2.2 評価方針 

ラックの応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の制限」

にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示すラ

ックの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸

元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限

界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認すること

で実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

ラックの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ラックの耐震評価フロー 

 

 

  

解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

ラックの構造強度評価 

設計用地震力 



 

4 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-2
 
R
0 

2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規格」と

いう。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

 Ａｂ 

 ＣＨ 

 ＣＶ 

 Ｅ 

 Ｆ 

 Ｆ 

Ｆｉ 

 Ｆａｉ

Ｆｂｉ 

 ｆｊｉ

 ｆｓ 

 ｆｓｂ

 

 ｆｔ 

 ｆｔｏ

 

 ｆｔｓ

 

  Ｇ 

 ｇ 

  ｈ1 

  ｈ2 

 ｇｉ

ｊｉ 

 Ｍｉ 

 Ｍａｉ

Ｍｂｉ 

Ｍｃｉ 

 

Ｍｔｉ 

ｎ 

 ｎｊｉ

ラック取付ボルト又は基礎ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1 又は SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 

ラックベース底部に働くせん断力（70 体又は 110 体） 

110 体ラックベース底部に働くせん断力 

共通ベース底部に働くせん断力 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに働く引張力（1 本当たり）

部材の許容せん断応力 

せん断力のみを受けるラック取付ボルト又は基礎ボルトの許

容せん断応力 

部材の許容引張応力 

引張力のみを受けるラック取付ボルト又は基礎ボルトの許容

引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるラック取付ボルト又は基礎

ボルトの許容引張応力 

せん断弾性係数 

重力加速度（=9.80665） 

使用済燃料貯蔵時のラック重心高さ 

共通ベース高さ 

ラックベース端又は共通ベース端から重心までの距離 

ラックベース端又は共通ベース端から各ボルトまでの距離 

ラックベース底部の転倒モーメント（70 体又は 110 体） 

110 体ラックベース底部の転倒モーメント 

共通ベース底部の転倒モーメント 

110 体ラックのせん断力による共通ベース底部の転倒モーメ

ント 

ラック据付時の全体の転倒モーメント 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトの全本数 

ラック取付ボルト又は基礎ボルト各部の本数 

mm2 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

 

MPa 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

 

N･mm 

－ 

－ 

＊
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Ｓｕ 

 Ｓｙ 

ｔ 

ｍ 

ｍａ 

ｍｂ 

ｍＦ 

ｍＲ 

ｍｔ 

ｍＷ 

 σｂ 

 σｘ,σｙ

 σｆａ

 τｂ 

 τｘｙ

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

部材の板厚 

使用済燃料貯蔵時のラック全質量（70 体又は 110 体） 

110 体ラックの全質量 

共通ベースの質量 

燃料の質量 

ラックの質量 

ラック据付時の共通ベースの全質量 

ラックに含まれる水の質量 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに生じる引張応力 

部材に生じる引張応力 

部材に生じる組合せ応力 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに生じるせん断応力 

部材に生じるせん断応力 

MPa 

MPa 

mm 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 注 1：Ｆｉ，Ｆａｉ，Ｆｂｉ，ｆｊｉ， ｇｉ， ｊｉ，Ｍｉ，Ｍａｉ，Ｍｂｉ，Ｍｃｉ，Ｍｔｉ及び 

ｎｊｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

                 ｉ＝Ｎ：ＮＳ方向 

                       ｉ＝Ｅ：ＥＷ方向 

  注 2：ｆｊｉ， ｊｉ及びｎｊｉの添字ｊはボルトの列番号を示す。 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位

設計震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

最高使用温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ mm － － 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

   ＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

   ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における設計引張強さ 

及び設計降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て， 

整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

ラックの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐

震評価上厳しくなる角管及びプレート，シートプレート及びラックベース，ラック取付ボルト，

基礎ボルトについて実施する。ラックの耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1)ラックは，原子炉建屋の使用済燃料プールの底部（EL.34.69 m）に置かれた共通ベース上

に設置され，ラック取付ボルトにより固定されるものとする。 

(2)ラックの質量には，使用済燃料の質量とラック自身の質量のほか，ラックに含まれる水の

質量及びラック外形の排除水質量＊を考慮する。 

(3)地震力は，ラックに対して水平方向から作用するものとする。 

ここで，水平方向地震力は，ラックの長辺方向に作用する場合と短辺方向に作用する場合

を考慮する。 

また，鉛直方向地震力は，水平方向地震力と同時に不利な方向に作用するものとする。 

(4)構造概念図（110 体ラックの例）を図 4－1 に，各ラックの構造概要図を図 4－2～図 4－3

に示す。 

 

注記 ＊：排除水質量とは，水中の機器の形状により排除される機器周囲の流体の質量である。 
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図 4－1 構造概念図（110 体ラック）

シートプレート 

角管 

プレート 

ラックベース
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図 4－2 構造概要図（70 体ラック）（単位：mm） 
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図 4－3 構造概要図（110 体ラック）（単位：mm） 
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 4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ラックの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表4－1に,重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

ラックの許容応力を表4－3に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ラックの許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表4－4に,

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－5に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設) 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の 

取扱施設及び 

貯蔵施設 

使用済燃料 

貯蔵設備 

使用済燃料 

貯蔵ラック 
Ｓ －＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ＊2 ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊1：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊2：Ｓｓと組合せ，ⅢＡＳの評価を実施する。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備) 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

使用済燃料 

貯蔵設備 

使用済燃料 

貯蔵ラック 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備,「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物) 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張り せん断 引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5･ft 1.5･fs 1.5･ft 1.5･fs 

ⅣＡＳ 

1.5･ft 1.5･fs 1.5･ft 1.5･fs 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる）

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 

  

 

 

  

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ*1

(MPa) 

Ｓｕ*1 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)*2

(MPa) 

角管及び 

プレート 
最高使用温度 66 － 188

＊3
479

＊3
205

＊3

シート

プレート 
SUS304L 最高使用温度 66 － 160 443 175 

ラック

ベース
SUS304L 最高使用温度 66 － 160 443 175 

ラック取付

ボルト
SUS304 最高使用温度 66 － 188 479 205 

基礎ボルト SUS304 最高使用温度 66 － 188 479 205 

注記 ＊1：最高使用温度（66 ℃）で算出 

＊2：室温で算出 

＊3： のＳｙ，Ｓｕの値は，SUS304 の規格値を上回っているので安全側の評価とするため，Ｓｙ，Ｓｕの値は，

SUS304 の値を使用する。 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ*1

(MPa) 

Ｓｕ*1 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)*2

(MPa) 

角管及び 

プレート 
最高使用温度 100 － 171＊3

 441
＊3

205
＊3

シート

プレート 
SUS304L 最高使用温度 100 － 145 408 175 

ラック

ベース
SUS304L 最高使用温度 100 － 145 408 175 

ラック取付

ボルト
SUS304 最高使用温度 100 － 171 441 205 

基礎ボルト SUS304 最高使用温度 100 － 171 441 205 

注記 ＊1：最高使用温度（100 ℃）で算出 

＊2：室温で算出 

＊3： のＳｙ，Ｓｕの値は，SUS304 の規格値を上回っているので安全側の評価とするため，Ｓｙ，Ｓｕの値は，

SUS304 の値を使用する。 
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4.3 解析モデル及び諸元 

ラックの解析モデルを図 4－4，図 4－5に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器の

諸元を表 4-6 に示す。 

ラックは，70 体，110 体ラック各々について，シェル要素を用いた有限要素モデルとする。 

ラックは，ラックベース底部で取付ボルトを介し共通ベースに固定されている。共通ベース

は剛構造であるため，ラックはそれぞれ独立した系として計算する。 

また，ラックの質量には使用済燃料の質量，ラック自身の質量，ラックに含まれる水の質量

及び排除水質量を考慮し，これら使用済燃料，ラックに含まれる水の質量及び排除水質量は角

管及びプレート全長にわたって等分布に与える。 

本ラックに使用する であり，

縦弾性係数は を用いるものとする。 

また，計算に用いる設計条件，固有周期の算出及び部材とラック取付ボルト，基礎ボルトの

応力評価に用いる要目を 4 章及び 5章に示す。 

解析コードは，「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要につい

ては，「Ⅴ-5-3 計算機プログラム（解析コード）の概要 ＳＡＰ－Ⅳ」に示す。 
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図 4－4  70 体ラック解析モデル
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図 4－5  110 体ラック解析モデル
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表4－6 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 

－ － 
SUS304L（シートプレ

ート及びラックベー

ス），

SUS304（ラック取付ボ

ルト及び基礎ボルト）

質量 
m kg 

温度条件 

（最高使用温度）
Τ ℃ 66 

縦弾性係数 

Ε*1 MPa 

192000（シートプレー

ト及びラックベー

ス），

192000（ラック取付ボ

ルト及び基礎ボルト）

ポアソン比 ν － 

要素数 
－ 個 

節点数 
－ 個 

注記 ＊1：最高使用温度（66 ℃）で算出 

＊2：
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4-7 に，振動モード図を図 4－6～図 4-11 に示す。鉛直方向は，5次

モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。

表 4-7 固有値解析結果 

ラック モード
固有周期 

（ｓ） 
卓越方向 

刺激係数 

Ｘ Ｙ Ｚ 

70 体 

ラック

1 

2 

3 

4 

110 体

ラック

1 

2 

3 

4 

図 4－6 振動モード（70体ラック 1 次モード ） 
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図 4－7 振動モード（70体ラック 2 次モード ） 

図 4－8 振動モード（70体ラック 3 次モード ） 
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図 4－9 振動モード（110 体ラック 1次モード ） 

図 4－10 振動モード（110 体ラック 2次モード ） 
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図 4－11 振動モード（110 体ラック 3次モード ） 
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4.5 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類

「Ｖ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数は添付書類

「Ｖ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

評価に用いる設計用地震力を表4－8及び表4－9に示す。 

表 4－8 設計用地震力（設計基準対象施設） 

a. 70 体ラック

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉建屋 

EL. 34.7＊1 

0.05 

以下＊2
－*3 －*3 

ＣＨ＝

1.10 

又は＊4 

ＣV＝0.90 1.0＊5 － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

＊3：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

＊4：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

＊5：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 

b. 110 体ラック

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉建屋 

EL. 34.7＊1 

0.05 

以下＊2 
－*3 －*3 

ＣＨ＝

1.10 

又は＊4 

ＣV＝0.90 1.0＊5 － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

＊3：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

＊4：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

＊5：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 
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表 4－9 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

a. 70 体ラック

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉建屋 

EL. 34.7＊1 

0.05*2

以下 
－ － 

ＣＨ＝

1.10 

又は＊3 

ＣV＝0.90 1.0＊4 － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

＊4：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 

b. 110 体ラック

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 減衰定数(％) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

水平 

方向 

鉛直 

方向 

原子炉建屋 

EL. 34.7＊1 

0.05*3

以下 
－ － 

ＣＨ＝

1.10 

又は＊3 

ＣV＝0.90 1.0＊4 － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり剛であることを確認した。 

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

＊4：溶接構造物に適用される減衰定数の値。 
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力の計算方法 

4.6.1.1 部材の応力 

部材についての応力計算は，図 4－4，図 4－5 の解析モデルにて，角管及びプレ

ート，シートプレート，ラックベースから成る系全体での応力計算を解析コード「Ｓ

ＡＰ－Ⅳ」を使用して行い，引張応力，せん断応力を求め，本項に示す計算方法に

従って組合せ応力を計算する。 

計算機コード内では，各部材の局所座標系及びせん断応力τｘｙ，引張応力σｘ,

σｙの働く向きを図 4－6に示すように設定している。 

各シェル部材の組合せ応力σｆａは，上述で計算したせん断応力τｘｙ，引張応力 

σｘ,σｙを用いて（4.6.1）式より求める。 

                                      （4.6.1） 

Ｙ

Ｘ
σｙ

τｘｙ

σｘ

τｘｙ

σｙ

τｘｙ

τｘｙ

σｘ

図 4－6 部材の応力計算モデル 

2

ｘｙｙｘ

2

ｙ

2

ｘｆａ τ･3＋σ･σ－σ＋σ＝σ
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4.6.1.2 ラック取付ボルトの応力 

ラックの系全体での荷重計算を解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用して行い，求

められた地震時のラックに作用する転倒モーメントＭｉ及びラックベース底部に

作用するせん断力Ｆｉが，ラックに図 4－7 のように負荷されるものとしてラック

取付ボルトの応力を求める。 

ラック取付ボルトの荷重状態を図 4－7に示す。

図 4－7 ラック取付ボルトの荷重状態 
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(1) 引張応力

図 4－7 において支点回りのモーメントの平衡によりラック取付ボルト 1 本当たりの

引張力ｆ1ｉ～ｆｊｉを求める。 

ｆ1ｉ＞ｆ2ｉ＞・・・・＞ｆｊｉの関係にあるのでｆ1ｉのみを（4.6.2）式より求める。

      （4.6.2） 

したがって，引張力ｆ1ｉによりラック取付ボルトに生じる引張応力σｂは，（4.6.3）式

より求める。 

  
ｂ

ｉ1
ｂ

Ａ

ｆ
＝σ  （4.6.3） 

 ただし，ｆ1ｉの値が負となった場合は，引張力が生じないので以後の引張応力の計算 

 は省略する。 

(2) せん断応力

せん断力Ｆｉによりラック取付ボルトに生じるせん断応力τｂは，（4.6.4）式より求め

る。 

         （4.6.4） 

2

ｊｉｊｉ

2

ｉ2ｉ2

2

ｉ1ｉ1

ｇｉＶｉｉ1

ｉ1
･n＋･･････＋･n＋･n

｝･･ｍ･Ｃ－(1－Ｍ｛･
＝

ｇ)  
ｆ

ｂ

ｉ
ｂ

Ａ･ｎ

Ｆ
＝τ
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4.6.1.3 基礎ボルトの応力 

共通ベースの種類としては110 体ラック1 台と70 体ラック1 台設置用が4 台，

110 体ラック 2 台設置用が 3 台，110 体ラック 2 台と 70 体ラック 1 台設置用が 3 

台あり，この中で荷重条件が厳しい 110 体ラック 2 台設置用について以下に示す。 

本ケースのラック及び共通ベースに作用する水平方向の力は合計 18 本の共通ベ

ース基礎ボルトで固定される。地震時に発生するラック据付時の全体の転倒モーメ

ントＭｔｉ及び共通ベース底部に作用するせん断力Ｆｂｉが，ラック及び共通ベース

から成る系全体において図 4－8 のように負荷されるものとして基礎ボルトの応力

を求める。 

基礎ボルトの荷重状態を図 4－8 に示す。 

 

 

 

図 4－8 基礎ボルトの荷重状態 
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(1) 引張応力 

図 4－8 において支点回りのモーメントの平衡により基礎ボルト 1 本当たりの引張力 

ｆ1ｉ～ｆｊｉを求める。 

               ｆ1ｉ＞ｆ2ｉ＞・・・・＞ｆｊｉの関係にあるのでｆ1ｉのみを（4.6.5）式より求める。 

                                                               （4.6.5） 

ここで， 

     

 

 

したがって，引張力ｆ1ｉにより基礎ボルトに生じる引張応力σｂは，（4.6.6）式より 

    求める。 

  
ｂ

ｉ1
ｂ

Ａ

ｆ
＝σ                                                       （4.6.6） 

 

    ただし，ｆ1ｉの値が負となった場合は，引張力が生じないので以後の引張応力の計算 

   は省略する。 

 

(2) せん断応力 

せん断力Ｆｂｉにより基礎ボルトに生じるせん断応力τｂは，（4.6.7）式より求める。 

                                                                   （4.6.7） 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重は，本計算書の【使用済燃料貯蔵ラックの耐震性についての

計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.8 応力の評価 

4.8.1 部材の応力評価 

4.6.1.1 項で求めた各部材の引張応力σｘ，σｙ及び組合せ応力σｆａが，許容引張応力

ｆｔ以下であること。 

また，4.6.1.1 項で求めた各部材のせん断応力τｘｙが，許容せん断応力ｆｓ以下である

こと。 

ただし，ｆｔ及びｆｓは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

許容引張応力ｆｔ 1.5･
1.5

Ｆ  ＊ 1.5･
1.5

Ｆ  ＊

許容せん断応力ｆｓ 1.5･
3･1.5

Ｆ  ＊ 1.5･
3･1.5

Ｆ  ＊ 

注記 ＊： の引張強さと降伏点（0.2 ％耐力）の値は，SUS304 

 の規格値を上回っているので安全側の評価とするため，Ｆ値は SUS304 の値 

  を使用する。

4.8.2 ラック取付ボルト及び基礎ボルトの応力評価 

4.6.1.2 項，4.6.1.3 項で求めたラック取付ボルト，基礎ボルトの引張応力σｂが，次式

より求めた許容引張応力ｆｔｓ以下であること。 

また，4.6.1.2 項，4.6.1.3 項で求めたラック取付ボルト，基礎ボルトのせん断応力τｂ

が，せん断力のみを受けるラック取付ボルト，基礎ボルトの許容せん断応力ｆｓｂ以下で

あること。 

  ｆｔｓ＝1.4 ･ｆｔｏ－1.6 ･τｂ                                                （4.8.1）

かつ，  

  ｆｔｓ≦ｆｔｏ                                                      （4.8.2） 

ただし，ｆｔｏ及びｆｓｂは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

許容引張応力ｆｔｏ 1.5･
2

Ｆ  1.5･
2

Ｆ
 

許容せん断応力ｆｓｂ 1.5･
3･1.5

Ｆ
1.5･

3･1.5

Ｆ
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ラックの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足し

ており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。なお，弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的震度

は基準地震動Ｓｓを下回っており，基準地震動Ｓｓによる発生値が，弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度に対する評価における許容限界を満足するため，弾性設計用地震動Ｓ

ｄ又は静的震度による発生値の算出を省略した。 

 

5.2  重大事故等対処設備としての評価結果 

ラックの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【使用済燃料貯蔵ラックの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ（m） 
ラック

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向 

使用済燃料貯蔵ラック Ｓ 
原子炉建屋 

EL. 34.7＊1 

70 体ラック 0.05 以下 －*2 －*2 ＣＨ＝1.10又は＊3 ＣＶ＝0.90 
－ 66 － 

110 体ラック 0.05 以下 －*2 －*2 ＣＨ＝1.10又は＊3 ＣＶ＝0.90 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

1.2 ラック取付ボルトの応力評価に用いる要目 

ラック
ｍ 

（kg）
ｍＦ 

（kg）
ｍＲ 

（kg）
ｍＷ 

（kg）
ｈ１ 

 （mm） 
１Ｎ 

（mm） 
２Ｎ 

（mm） 
３Ｎ 

（mm） 
４Ｎ 

（mm）
１Ｅ 

（mm）
２Ｅ 

（mm）
３Ｅ 

（mm）
４Ｅ 

（mm） 
gＮ 

（mm） 
gＥ 

（mm） 

70 体ラック 2100 1072 909 257 94 1561 1398 257 94 583 827.5 

110 体ラック 2100 1724 1561 257 94 1561 1398 257 94 909 827.5 

Ａｂ

（mm2） 
ｎ ｎ１Ｎ ｎ２Ｎ ｎ３Ｎ ｎ４Ｎ ｎ１Ｅ ｎ２Ｅ ｎ３Ｅ ｎ４Ｅ 

1017.9 
（M36） 

16 4 4 4 4 4 4 4 4 

1017.9 
（M36） 

16 4 4 4 4 4 4 4 4 

注記 ＊1：最高使用温度（66 ℃）で算出 
＊2：室温で算出 

ラック取付
ボルト材料

Ｓｙ＊1

（MPa） 
Ｓｙ（ＲＴ）＊2

（MPa） 
Ｓｕ＊1

（MPa） 
Ｆ（ラック取付ボルト）

（MPa） 
Ｆ  （ラック取付ボルト）

（MPa） 

SUS304 188 205 479 205 205 

SUS304 188 205 479 205 205 

ラック 地震力の種類 
ＦＮ

（N） 
ＦＥ

（N） 
ＭＮ

（N･mm） 
ＭＥ

（N･mm） 

70 体ラック 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

－ － － － 

基準地震動Ｓｓ 4.767×105 3.465×105 1.152×109 7.993×108 

110 体ラック 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

－ － － － 

基準地震動Ｓｓ 5.407×105 5.407×105 1.263×109 1.341×109 

* 
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1.3 基礎ボルトの応力評価に用いる要目 

ｍｔ 
（kg）

ｍｂ 
（kg）

ｈ２ 
（mm） 

１Ｎ 

（mm）
２Ｎ 

（mm） 
３Ｎ 

（mm） 
４Ｎ 

（mm） 
５Ｎ 

 （mm）
６Ｎ 

（mm）
７Ｎ 

（mm）
８Ｎ 

（mm）
９Ｎ 

（mm）
１Ｅ 

（mm）
２Ｅ 

（mm）
３Ｅ 

（mm） 
４Ｅ 

（mm） 

共通ベース 195 3264 3191 2634 2561 1374 1301 744 671 114 1572 1415 270 113 

ｇＮ 

（mm） 
ｇＥ 

（mm） 
Ａｂ

（mm2） 
ｎ ｎ１Ｎ ｎ２Ｎ ｎ３Ｎ ｎ４Ｎ ｎ５Ｎ ｎ６Ｎ ｎ７Ｎ ｎ８Ｎ ｎ９Ｎ ｎ１Ｅ ｎ２Ｅ ｎ３Ｅ ｎ４Ｅ 

1929.75 842.5 
1551.8 

（1 3/4-5UNC）
18 2 2 2 2 2 2 2 2 2 4 5 4 5 

注記 ＊1：最高使用温度（66 ℃）で算出 

＊2：室温で算出 

基礎ボルト材料 
Ｓｙ＊1

（MPa） 
Ｓｙ（ＲＴ）＊2

（MPa） 
Ｓｕ＊1

（MPa） 
Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 
Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

SUS304 188 205 479 205 205 

地震力の種類 
ＦａＮ

（N） 

ＦａＥ

（N） 

ＦｂＮ

（N） 

ＦｂＥ

（N） 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

－ － － － 

基準地震動Ｓｓ 5.407×105 5.407×105 1.103×106 1.103×106 

ＭａＮ

（N･mm） 

ＭａＥ

（N･mm） 

ＭｂＮ

（N･mm） 

ＭｂＥ

（N･mm） 

－ － － － 

1.263×109 1.341×109 2.151×106 2.151×106

* 
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1.4 計算数値 

1.4.1 部材に生じる応力 

(1) 角管及びプレート

（単位：MPa） 

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

70 体 

ラック

引張り σｘ － － 5 5 

引張り σｙ － － 37 21 

せん断τｘｙ － － 28 17 

組合せσｆａ － － 59 35 

110 体 

ラック

引張り σｘ － － 7 5 

引張り σｙ － － 31 36 

せん断τｘｙ － － 30 19 

組合せσｆａ － － 59 47 

(2) シートプレート及びラックベース

（単位：MPa） 

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

70 体 

ラック

SUS304L 

引張り σｘ － － 14 5 

引張り σｙ － － 55 20 

せん断τｘｙ － － 10 4 

組合せσｆａ － － 52 19 

110 体 

ラック

引張り σｘ － － 14 12 

引張り σｙ － － 20 42 

せん断τｘｙ － － 15 15 

組合せσｆａ － － 31 46 
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1.4.2 ラック取付ボルトに生じる応力

（単位：MPa） 

ラック取付

ボルト
材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

70 体 

ラック
SUS304 

引張り σｂ － － 146 67 

せん断 τｂ － － 30 22 

110 体 

ラック

引張り σｂ － － 94 112 

せん断 τｂ － － 34 34 

1.4.3 基礎ボルトに生じる応力 

（単位：MPa） 

基礎ボルト 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

共通ベース SUS304 
引張り σｂ － － 69 141 

せん断 τｂ － － 40 40 
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1.5 応力 

(1) 部材に生じる応力

a. 角管及びプレート

（単位：MPa） 

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

70 体 

ラック

引張り σｘ ＝ 5＊ ｆｔ＝205 σｘ ＝ 5 ｆｔ＝205 

引張り σｙ ＝37＊ ｆｔ＝205 σｙ ＝37 ｆｔ＝205 

せん断 τｘｙ＝28＊ ｆｓ＝118 τｘｙ＝28 ｆｓ＝118 

組合せ σｆａ＝59＊ ｆｔ＝205 σｆａ＝59 ｆｔ＝205 

110 体 

ラック

引張り σｘ ＝ 7＊ ｆｔ＝205 σｘ ＝ 7 ｆｔ＝205 

引張り σｙ ＝31＊ ｆｔ＝205 σｙ ＝31 ｆｔ＝205 

せん断 τｘｙ＝30＊ ｆｓ＝118 τｘｙ＝30 ｆｓ＝118 

組合せ σｆａ＝59＊ ｆｔ＝205 σｆａ＝59 ｆｔ＝205 

注記 ＊：基準地震動Ｓｓによる算出応力の値 

すべて許容応力以下である。 

b. シートプレート及びラックベース

（単位：MPa） 

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

70 体 

ラック

SUS304L 

引張り σｘ ＝14＊ ｆｔ＝175 σｘ ＝14 ｆｔ＝175 

引張り σｙ ＝55＊ ｆｔ＝175 σｙ ＝55 ｆｔ＝175 

せん断 τｘｙ＝10＊ ｆｓ＝101 τｘｙ＝10 ｆｓ＝101 

組合せ σｆａ＝52＊ ｆｔ＝175 σｆａ＝52 ｆｔ＝175 

110 体 

ラック

引張り σｘ ＝12＊ ｆｔ＝175 σｘ ＝12 ｆｔ＝175 

引張り σｙ ＝42＊ ｆｔ＝175 σｙ ＝42 ｆｔ＝175 

せん断 τｘｙ＝15＊ ｆｓ＝101 τｘｙ＝15 ｆｓ＝101 

組合せ σｆａ＝46＊ ｆｔ＝175 σｆａ＝46 ｆｔ＝175 

注記 ＊：基準地震動Ｓｓによる算出応力の値 

すべて許容応力以下である。 
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(2) ラック取付ボルトに生じる応力

（単位：MPa） 

ラック取付

ボルト
材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

70 体 

ラック

SUS304 

引張り σｂ＝146＊1 ｆｔｓ＝153＊2 σｂ＝146 ｆｔｓ＝153＊2

せん断 τｂ＝ 30＊1 ｆｓｂ＝118 τｂ＝ 30 ｆｓｂ＝118 

110 体 

ラック

引張り σｂ＝112＊1 ｆｔｓ＝153＊2 σｂ＝112 ｆｔｓ＝153＊2

せん断 τｂ＝ 34＊1 ｆｓｂ＝118 τｂ＝ 34 ｆｓｂ＝118 

注記 ＊1：基準地震動Ｓｓによる算出応力の値 

＊2：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

すべて許容応力以下である。 

(3) 基礎ボルトに生じる応力

（単位：MPa） 

基礎ボルト 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

共通ベース SUS304 

引張り σｂ＝141＊1 ｆｔｓ＝150＊2 σｂ＝141 ｆｔｓ＝150＊2

せん断 τｂ＝ 40＊1 ｆｓｂ＝118 τｂ＝ 40 ｆｓｂ＝118 

注記 ＊1：基準地震動Ｓｓによる算出応力の値 

＊2：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

すべて許容応力以下である。 
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【使用済燃料貯蔵ラックの耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ（m） 
ラック

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向 

使用済燃料貯蔵ラック Ｓ 
原子炉建屋 

EL. 34.7＊1 

70 体ラック 0.05 以下 － － ＣＨ＝1.10又は＊2 ＣＶ＝0.90 
－ 100 － 

110 体ラック 0.05 以下 － － ＣＨ＝1.10又は＊2 ＣＶ＝0.90 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設備評価用床応答曲線より得られる値。 

2.2 ラック取付ボルトの応力評価に用いる要目 

ラック
ｍ 

（kg）
ｍＦ 

（kg）
ｍＲ 

（kg）
ｍＷ 

（kg）
ｈ１ 

 （mm） 
１Ｎ 

（mm） 
２Ｎ 

（mm） 
３Ｎ 

（mm） 
４Ｎ 

（mm）
１Ｅ 

（mm）
２Ｅ 

（mm）
３Ｅ 

（mm）
４Ｅ 

（mm） 
gＮ 

（mm） 
gＥ 

（mm） 

70 体ラック 2100 1072 909 257 94 1561 1398 257 94 583 827.5 

110 体ラック 2100 1724 1561 257 94 1561 1398 257 94 909 827.5 

Ａｂ

（mm2） 
ｎ ｎ１Ｎ ｎ２Ｎ ｎ３Ｎ ｎ４Ｎ ｎ１Ｅ ｎ２Ｅ ｎ３Ｅ ｎ４Ｅ 

1017.9 
（M36） 

16 4 4 4 4 4 4 4 4 

1017.9 
（M36） 

16 4 4 4 4 4 4 4 4 

注記 ＊1：最高使用温度（100 ℃）で算出 
＊2：室温で算出 

ラック 地震力の種類 
ＦＮ

（N） 
ＦＥ

（N） 
ＭＮ

（N･mm） 
ＭＥ

（N･mm） 

70 体ラック 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

－ － － － 

基準地震動Ｓｓ 4.767×105 3.465×105 1.152×109 7.993×108 

110 体ラック 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

－ － － － 

基準地震動Ｓｓ 5.407×105 5.407×105 1.263×109 1.341×109 

ラック取付
ボルト材料

Ｓｙ＊1

（MPa） 
Ｓｙ（ＲＴ）＊2

（MPa） 
Ｓｕ＊1

（MPa） 
Ｆ（ラック取付ボルト）

（MPa） 
Ｆ  （ラック取付ボルト）

（MPa） 

SUS304 171 205 441 205 205 

SUS304 171 205 441 205 205 
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2.3 基礎ボルトの応力評価に用いる要目 

ｍｔ 
（kg）

ｍｂ 
（kg）

ｈ２ 
（mm） 

１Ｎ 

（mm）
２Ｎ 

（mm） 
３Ｎ 

（mm） 
４Ｎ 

（mm） 
５Ｎ 

 （mm）
６Ｎ 

（mm）
７Ｎ 

（mm）
８Ｎ 

（mm）
９Ｎ 

（mm）
１Ｅ 

（mm）
２Ｅ 

（mm）
３Ｅ 

（mm） 
４Ｅ 

（mm） 

共通ベース 195 3264 3191 2634 2561 1374 1301 744 671 114 1572 1415 270 113 

ｇＮ 

（mm） 
ｇＥ 

（mm） 
Ａｂ

（mm2） 
ｎ ｎ１Ｎ ｎ２Ｎ ｎ３Ｎ ｎ４Ｎ ｎ５Ｎ ｎ６Ｎ ｎ７Ｎ ｎ８Ｎ ｎ９Ｎ ｎ１Ｅ ｎ２Ｅ ｎ３Ｅ ｎ４Ｅ 

1929.75 842.5 
1551.8 

（1 3/4-5UNC）
18 2 2 2 2 2 2 2 2 2 4 5 4 5 

注記 ＊1：最高使用温度（100 ℃）で算出 

＊2：室温で算出 

基礎ボルト材料 
Ｓｙ＊1

（MPa） 
Ｓｙ（ＲＴ）＊2

（MPa） 
Ｓｕ＊1

（MPa） 
Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 
Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

SUS304 171 205 441 205 205 

地震力の種類 
ＦａＮ

（N） 

ＦａＥ

（N） 

ＦｂＮ

（N） 

ＦｂＥ

（N） 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

－ － － － 

基準地震動Ｓｓ 5.407×105 5.407×105 1.103×106 1.103×106 

ＭａＮ

（N･mm） 

ＭａＥ

（N･mm） 

ＭｂＮ

（N･mm） 

ＭｂＥ

（N･mm） 

－ － － － 

1.263×109 1.341×109 2.151×106 2.151×106
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2.4 計算数値 

2.4.1 部材に生じる応力 

(1) 角管及びプレート

（単位：MPa） 

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

70 体 

ラック

引張り σｘ － － 5 5 

引張り σｙ － － 37 21 

せん断τｘｙ － － 28 17 

組合せσｆａ － － 59 35 

110 体 

ラック

引張り σｘ － － 7 5 

引張り σｙ － － 31 36 

せん断τｘｙ － － 30 19 

組合せσｆａ － － 59 47 

(2) シートプレート及びラックベース

（単位：MPa） 

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

70 体 

ラック

SUS304L 

引張り σｘ － － 14 5 

引張り σｙ － － 55 20 

せん断τｘｙ － － 10 4 

組合せσｆａ － － 52 19 

110 体 

ラック

引張り σｘ － － 14 12 

引張り σｙ － － 20 42 

せん断τｘｙ － － 15 15 

組合せσｆａ － － 31 46 
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2.4.2 ラック取付ボルトに生じる応力

（単位：MPa） 

ラック取付

ボルト
材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

70 体 

ラック
SUS304 

引張り σｂ － － 146 67 

せん断 τｂ － － 30 22 

110 体 

ラック

引張り σｂ － － 94 112 

せん断 τｂ － － 34 34 

2.4.3 基礎ボルトに生じる応力 

（単位：MPa） 

基礎ボルト 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

共通ベース SUS304 
引張り σｂ － － 69 141 

せん断 τｂ － － 40 40 
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2.5 応力 

(1) 部材に生じる応力

a. 角管及びプレート

（単位：MPa） 

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

70 体 

ラック

引張り － － σｘ ＝ 5 ｆｔ＝205 

引張り － － σｙ ＝37 ｆｔ＝205 

せん断 － － τｘｙ＝28 ｆｓ＝118 

組合せ － － σｆａ＝59 ｆｔ＝205 

110 体 

ラック

引張り － － σｘ ＝ 7 ｆｔ＝205 

引張り － － σｙ ＝31 ｆｔ＝205 

せん断 － － τｘｙ＝30 ｆｓ＝118 

組合せ － － σｆａ＝59 ｆｔ＝205 

すべて許容応力以下である。 

b. シートプレート及びラックベース

（単位：MPa） 

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

70 体 

ラック

SUS304L 

引張り － － σｘ ＝14 ｆｔ＝175 

引張り － － σｙ ＝55 ｆｔ＝175 

せん断 － － τｘｙ＝10 ｆｓ＝101 

組合せ － － σｆａ＝52 ｆｔ＝175 

110 体 

ラック

引張り － － σｘ ＝12 ｆｔ＝175 

引張り － － σｙ ＝42 ｆｔ＝175 

せん断 － － τｘｙ＝15 ｆｓ＝101 

組合せ － － σｆａ＝46 ｆｔ＝175 

すべて許容応力以下である。 
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(2) ラック取付ボルトに生じる応力

（単位：MPa） 

ラック取付

ボルト
材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

70 体 

ラック

SUS304 

引張り － － σｂ＝146 ｆｔｓ＝153＊

せん断 － － τｂ＝ 30 ｆｓｂ＝118 

110 体 

ラック

引張り － － σｂ＝112 ｆｔｓ＝153＊

せん断 － － τｂ＝ 34 ｆｓｂ＝118 

注記 ＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

すべて許容応力以下である。 

(3) 基礎ボルトに生じる応力

（単位：MPa） 

基礎ボルト 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

共通ベース SUS304 

引張り － － σｂ＝141 ｆｔｓ＝150＊

せん断 － － τｂ＝ 40 ｆｓｂ＝118 

注記 ＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

すべて許容応力以下である。 



 

Ⅴ-2-6-3-2-1  水圧制御ユニットの耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計

方針に基づき，水圧制御ユニットが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

説明するものである。 

水圧制御ユニットは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備に

おいては常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故

等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

水圧制御ユニットの構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

水圧制御ユニットのフレー

ムは，十分剛な支持架構に

取付ボルトにより固定され

ている。 

配管ユニット，スクラ

ム弁，セレクタ弁，ス

クラムパイロット弁，

端子箱，アキュムレー

タ，窒素容器，計装ユ

ニット等の水圧制御ユ

ニット構成部品がフレ

ームに固定された構

造。 

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R1 

2

（単位：ｍｍ）
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2.2 評価方針 

水圧制御ユニットの応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強

度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」

にて示す水圧制御ユニットの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 

解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力によ

る応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法

にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

水圧制御ユニットの耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2－1 水圧制御ユニットの耐震評価フロー 
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解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

水圧制御ユニットの構造強度評価 

設計用地震力 
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2.3 適用基準 

   適用基準を以下に示す。 

(1)   原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  ＪＥＡＧ４６０１・補－      

1984, ＪＥＡＧ４６０１-1987 及びＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版）（日本電気協会

電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月, 昭和 62 年 8 月及び平成 3 年 6月）  

(2)   発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版 （2007 年追補版含む。 ） ） 

ＪＳＭＥ  Ｓ ＮＣ１－2005/2007) （日本機械学会  2007 年 9月）（以下「設計・建

設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 
Ａ 

Ａb 
ＣH 
ＣV 
Ｄo 
Ｄi 
Ｅ 
Ｆ  
Ｆ 
 

Ｆb 
Ｆx 
Ｆy 
Ｆz 
fｂ 

fｃ 
fｓ 

fｓｂ 
fｔ 

fｔｏ 
fｔｓ 
Ip 

Iy 
Iz 

ｉ 
 
k 

Ｍx 
Ｍy 
Ｍz 

ｍi 
Ｑb 

Ｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

フレームの断面積 
取付ボルトの軸断面積 
水平方向設計震度 
鉛直方向設計震度 
外径 
内径 
縦弾性係数 
設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 
Ｆ値を求める際において，設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-

3133に定める値 
取付ボルトに作用する引張力 
フレームの軸力（ｘ方向） 
フレームのせん断力（ｙ方向） 
フレームのせん断力（ｚ方向） 

フレームの許容曲げ応力 
フレームの許容圧縮応力 
フレームの許容せん断応力 
せん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 
フレームの許容引張応力 
引張力のみを受ける取付ボルトの許容引張応力 
引張力とせん断力を同時に受ける取付ボルトの許容引張応力 

フレームの断面二次極モーメント 
フレームの断面二次モーメント（ｙ軸） 
フレームの断面二次モーメント（ｚ軸） 
断面二次半径 
取付ボルト間の距離 
座屈長さ 
フレームのねじりモーメント（ｘ軸） 
フレームの曲げモーメント（ｙ軸） 
フレームの曲げモーメント（ｚ軸） 
荷重位置の質量（ｉ＝ａ，ｂ，ｃ，ｄ，ｅ） 
取付ボルトに作用するせん断力 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

mm2 

mm2 

－ 
－ 
mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm  

kg 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

  

＊
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 
Ｓｙ(ＲＴ) 

 
Ｘ，Ｙ，Ｚ 
ｘ，ｙ，ｚ 

Ｚp 

Ｚy 

Ｚz 

Λ 
λ 
ν 
σb 

σc 

σf 

σfa 
σt 
σtb 
τ 

τb 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 
40 ℃における値 
絶対（節点）座標軸 
局所（要素）座標軸 
フレームのねじり断面係数 
フレームの断面係数（ｙ軸） 
フレームの断面係数（ｚ軸） 
フレームの限界細長比 
フレームの有効細長比 
座屈に対する安全率 
フレームに生じる曲げ応力 
フレームに生じる圧縮応力 
フレームに生じる組合せ応力 
フレームに生じる引張応力又は圧縮応力と曲げ応力の和 
フレームに生じる引張応力 
取付ボルトに生じる引張応力 
フレームに生じるせん断応力 
取付ボルトに生じるせん断応力 

MPa 

 
－ 
－ 
mm3 

mm3 

mm3 

－ 
－ 
－ 
MPa  

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位＊1 

質量 kg ― ― 
整数位又は 

小数点以下第 1位 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 
小数点以下第 2位 

又は第 3 位 
四捨五入 

小数点以下第 1位 

又は第 2 位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

座屈の評価 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

注 記＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位 

水圧制御ユニットの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に

基づき，フレーム及び取付ボルトについて実施する。なお, 水圧制御ユニットは，構造物とし

て十分な剛性を有しており，支持構造物であるフレーム及び取付ボルトが健全であればスクラ

ム機能を維持できるため，フレーム及び取付ボルトを評価対象とする。水圧制御ユニットの耐

震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 水圧制御ユニットのフレームは，十分剛な水圧制御ユニット支持架構に取付ボルトによ

り固定されるものとする。 

(2) 水圧制御ユニットの質量には，フレーム自身の質量のほか，配管ユニット，スクラム弁，

セレクタ弁，スクラムパイロット弁，端子箱，アキュムレータ，窒素容器，計装ユニッ

ト及びそれらに内包する水の質量を考慮する。 

(3) 地震力は，水圧制御ユニットに対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用するものと

し，作用する荷重の算出において組み合わせるものとする。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(5) 概略構造図を表 2－1に示す。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

水圧制御ユニットの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

水圧制御ユニットの許容応力を表 4－3に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

水圧制御ユニットの許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表 4－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5 示す。 

N
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御系統

施設 

制御材駆動 

装置 
水圧制御ユニット Ｓ 

クラス２ 

支持構造物 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御系統

施設 

制御材駆動 

装置 
水圧制御ユニット 常設耐震/防止

重大事故等 

クラス２支持構造物

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊2 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

      ＊2：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 



 

 

1
0
 

表 4－3 許容応力（クラス２支持構造物及び重大事故等クラス 2支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1,＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1,＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張り せん断 引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fｓ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 

           

 

 

 

  
＊ ＊

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 

＊＊



1
1
 

表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa)

フレーム

周囲環境温度 ― 205 365 ― 

周囲環境温度 ― 241 394 ― 

取付ボルト 周囲環境温度 ― 231 394 ― 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa)

フレーム

周囲環境温度 ― 189 357 ― 

周囲環境温度 ― 234 385 ― 

取付ボルト 周囲環境温度 ― 225 385 ― 

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 
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4.3 解析モデル及び諸元 

水圧制御ユニットの解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器

の諸元を表 4－6に示す。 

(1) 図 4－1 中○内の数字は部材番号（要素番号），数字は節点番号を示す。

(2) 図 4－1 中の   は荷重位置を示し，ｍa，ｍbは  kg，ｍcは  kg，ｍdは  

kg，ｍeは  kg であり，総質量は  kg である。 

(3) 図 4－1 中実線はフレーム部材，点線はフレーム部と荷重位置の質量ｍa～ｍeとを結ぶ

要素を示す。

(4) 拘束条件は，ＨＣＵフレーム下端と上端を固定（ボルトによる固定）とする。ＨＣＵ

フレーム中段をフレーム軸方向自由，フレーム軸直角方向固定（Ｕボルトによる固

定）とする。 

(5) 部材の応力算出に必要な機器要目を表 4－6に示す。

(6) 解析コードは，「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，固有値及び荷重を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅴ－5－3

計算機プログラム（解析コード）の概要 ・ＳＡＰ－Ⅳ」に示す。

表 4－6 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

－ － 

質量 ｍa kg 

ｍb kg 

ｍc kg 

ｍd kg 

ｍe kg 

温度条件 
Ｔ ℃ 

縦弾性係数 
Ｅ MPa 

ポアソン比 
ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 

N
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図 4－1 水圧制御ユニット解析モデル（単位：mm） 
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表 4－7 部材の機器要目 

材料 

対象要素 ①―⑭ ⑮―⑰ ⑱―⑳ ― 

Ａ（mm2） 

Iy（mm4） 

Iz（mm4） 

Ip（mm4） 

Zy（mm3） 

Zz（mm3） 

Zp（mm3） 

断面形状（㎜）

Do＝  

Di＝  

 

4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4－8に示す。 

1 次モードは水平方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認し

た。また，鉛直方向は 2次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり剛であること

を確認した。 

表 4－8 固有値解析結果 

モード
固有周期 

(s) 
卓越方向 

1 次 0.009 水平 

a 

b

c

b

a

Do

Di

b 

a
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4.5 設計用地震力 
評価に用いる設計用地震力を表 4－9 及び表 4－10 に示す。 
「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，「Ⅴ-2-1-

7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 
 

表 4－9 設計用地震力（設計基準対象施設） 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

 
 

表 4－10 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

 
 

 
  

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

原子炉建屋

EL. 20.3＊1
0.009

0.05

以下＊2
ＣH＝0.79 ＣV＝0.62 ＣH＝1.55 ＣV＝1.17

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向

設計震度

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

原子炉建屋

EL. 20.3＊1
0.009

0.05

以下＊2
― ― ＣH＝1.55 ＣV＝1.17
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4.6 計算方法 
4.6.1 応力の計算方法 

4.6.1.1 フレームの応力 

解析による計算で得られる各要素端での軸力Ｆx，せん断力Ｆy，Ｆz，ねじりモーメ

ントＭx及び曲げモーメントＭy，Ｍzより各応力を次のように求める。 

(1) 引張応力又は圧縮応力 

Ａ

|Ｆ|
＝σ

x
t                                                     (4.6.1.1.1) 

Ａ

|Ｆ|
-＝σ

x
c                                                  (4.6.1.1.2) 

(2) せん断応力 

2222

Ａ

|Ｆ|
＋

Ｚ

|Ｍ|
＋

Ａ

|Ｆ|

Ａ

|Ｆ|
＋

Ｚ

|Ｍ|
＋

Ａ

|Ｆ|
＝Max

y

p

xzz

p

xy

，

τ       (4.6.1.1.3) 

(3) 曲げ応力 

鋼管の場合は， 

22

z

z

y

y
b

Ｚ

Ｍ

Ｚ

Ｍ
＝σ                                         (4.6.1.1.4) 

形鋼の場合は， 

z

z

y

y
b

Ｚ

|Ｍ|
＋

Ｚ

|Ｍ|
＝σ                                             (4.6.1.1.5) 

(4) 組合せ応力 

22＋3･σ＝σ faf                                             (4.6.1.1.6) 

ここで， 

b
x

fa ＋σ
Ａ

|Ｆ|
＝σ                                              (4.6.1.1.7)
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4.6.1.2 取付ボルトの応力 

取付ボルトに生じる応力は，地震による引張応力とせん断応力について計算する。 

(1) ボルト取付要領 

水圧制御ユニットの取付ボルトの取付図を図 4－2に示す。 

 

 

 

図 4－2 取付ボルトの取付図 

 

(2) 引張応力 

取付ボルトに対する引張応力は，ボルトの軸方向引張力ＦyとモーメントＭzを考え，

これを保守的にボルトで受けるものとして計算する。 

a. 引張力 

||Ｍ
＋|Ｆ|＝Ｆ

z
yb                                              (4.6.1.2.1) 

b. 引張応力 

b

b
tb

Ａ

Ｆ
＝σ                                                     (4.6.1.2.2) 

(3) せん断応力 

a. せん断力 

2

2 |Ｍ|
＋

iＤ

|Ｍ|
＋|Ｆ|＋|Ｆ|＝Ｑ

yx
zxb                         (4.6.1.2.3) 

b. せん断応力 

b

b
b

Ａ2・

Ｑ
＝τ                                                  (4.6.1.2.4) 

x 

y 

z 

モーメントＭz 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-6
-
3
-2
-
1
 R
0
 



 

18 

4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（水圧制御ユニット）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【水圧制

御ユニットの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 フレームの応力評価 

(1) 4.6.1.1 項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，許容組合

せ応力は fｔ以下であること。 

 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震

度による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔ 
・1.5

1.5

Ｆ

 
・1.5

1.5

Ｆ

 

許容圧縮応力

fｃ 

STPG38 

 (λ≦Λ) 
・1.5

ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2

 ・1.5
ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2

 

SS41 

(λ＞Λ) 
・1.5

λ

Λ
0.277・Ｆ・

2

 ・1.5
λ

Λ
0.277・Ｆ・

2

許容せん断応力 

fｓ 
  

許容曲げ応力 

fｂ 
・1.5

1.5

Ｆ
 ・1.5

1.5

Ｆ
 

 

ただし， 

k

i
＝                                                            (4.8.1.1) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度による荷重との組合せの場合 

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

                                                     (4.8.1.2) 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

                                                     (4.8.1.3) 

                                                  (4.8.1.4) 

  

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ

2

Λ

λ
・
3

2
ν＝1.5

N
T
2
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＊

＊
 

＊
 

＊

＊
＊

i
＝
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(2) 圧縮力と曲げモーメントを受ける部材の応力は次式を満足すること。 

1≦
|

ｂ

ｂ

ｃ

ｃ σ＋σ|
ff

 かつ 1≦
||－

t

ｃｂ σσ
f                                 (4.8.1.5) 

 

4.8.2 取付ボルトの応力評価 

4.6.1.2項で求めた取付ボルトの引張応力σtb は次式より求めた許容引張応力 fｔｓ以下

であること。ただし，fｔｏは下表によること。 

fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ]                              (4.8.2.1) 

 

せん断応力τbはせん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 fｓｂ以下であるこ

と。ただし，fｓｂは下表による。 

 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震

度による荷重との組合せの場合 
基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
fｔｏ 

・1.5
2

Ｆ
 ・1.5

2

Ｆ
 

許容せん断応力

fｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ
 ・1.5

31.5・

Ｆ
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

水圧制御ユニットの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

水圧制御ユニットの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認

した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【水圧制御ユニットの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機 器 名 称 
設計上の 

耐震重要度分類 

据付場所及び床面高さ

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水圧制御ユニット Ｓ 
原子炉建屋 

EL. 20.3＊1 
0.009

0.05

以下＊2 ＣH＝0.79 ＣV＝0.62 ＣH＝1.55 ＣV＝1.17 － － 

 注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であることを確認した。 

1.2 機器要目 

(mm) 

Ａb 

(mm2) 

Ｄi 

(mm) 

材料 
要素

番号
Ｅ 

(MPa) 

k 

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ Λ ν 

STPG38 
○8

○12

SS41 ○20

要素番号 

○8 ○10○12 ○20
Ａ(mm2) 

Ｚy(mm3) 

Ｚz(mm3) 

Ｚp(mm3) 

材料 

部材 材料 
Ｓy 

(MPa) 

Ｓu 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

フレーム 
205 365 205 246 

241 394 241 276 

取付ボルト 231 394 231 276 

注記 ＊1：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度による荷重との組合せの場合 

＊2：基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 

Ｄi 
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1.3 計算数値 

1.3.1 フレームの荷重及びモーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx

(N) 

Ｆy

(N) 

Ｆz

(N) 

Ｍx

(N･mm) 

Ｍy

(N･mm) 

Ｍz

(N･mm) 

○8 10 

○10 10 

○12 12 

○20 20 

注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

要素 

番号 

節点 

番号 

基準地震動Ｓｓ 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx

(N) 

Ｆy

(N) 

Ｆz

(N) 

Ｍx

(N･mm) 

Ｍy

(N･mm) 

Ｍz

(N･mm) 

○8 10 

○10 10 

○12 12 

○20 20 

注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 
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1.3.2 取付ボルトの荷重及びモーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx

(N) 

Ｆy

(N) 

Ｆz

(N) 

Ｍx

(N･mm) 

Ｍy

(N･mm) 

Ｍz

(N･mm) 

○14 14 

注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

要素 

番号 

節点 

番号 

基準地震動Ｓｓ 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx

(N) 

Ｆy

(N) 

Ｆz

(N) 

Ｍx

(N･mm) 

Ｍy

(N･mm) 

Ｍz

(N･mm) 

○13 13 

○14 14 

注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 
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1.4 結論 

1.4.1 応力 

(単位:MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

要素番号 節点番号 算出応力 許容応力 要素番号 節点番号 算出応力 許容応力

フレーム 

引張り ○12 12 σt ＝1 f t ＝205 ○12 12 σt ＝1 f t ＝246

圧縮 ○12 12 σc ＝1＊1 f c ＝183 ○12 12 σc ＝1＊1 f c ＝214

せん断 ○10 10 τ  ＝1 f s ＝118 ○10 10 τ  ＝2 f s ＝142

曲げ ○8 10 σb ＝2 f b ＝205 ○8 10 σb ＝3 f b ＝246

組合せ ○8 10 σf ＝2 f t ＝205 ○8 10 σf ＝3 f t ＝246

圧縮と曲げの

組合せ 

(座屈の評価)
○8 10 

1≦
|

ｂ

ｂ

ｃ

ｃ σ＋σ|
ff 1≦

|

t

ｃ－ｂ σ|σ
f

○8 10 

1≦
|

ｂ

ｂ

ｃ

ｃ σ＋σ|
ff 1≦

|

t

ｃ－ｂ σ|σ
f

0.01（無次元） 0.01（無次元） 

引張り ○20 20 σt ＝2 f t ＝241 ○20 20 σt ＝4 f t ＝276

圧縮 ○20 20 σc ＝2＊1 f c ＝43 ○20 20 σc ＝4＊1 f c ＝43

せん断 ○20 20 τ  ＝6 f s ＝139 ○20 20 τ  ＝9 f s ＝159

曲げ ○20 20 σb ＝40 f b ＝241 ○20 20 σb ＝69 f b ＝276

組合せ ○20 20 σf ＝43 f t ＝241 ○20 20 σf ＝74 f t ＝276

圧縮と曲げの

組合せ 

(座屈の評価)
○20 20 

1≦
|

ｂ

ｂ

ｃ

ｃ σ＋σ|
ff 1≦

|

t

ｃ－ｂ σ|σ
f

○20 20 

1≦
|

ｂ

ｂ

ｃ

ｃ σ＋σ|
ff 1≦

|

t

ｃ－ｂ σ|σ
f

0.22（無次元） 0.34（無次元） 

取付ボルト 
引張り ○14 14 σtb＝1 f ts＝173＊2 ○13 13 σtb＝1 f ts＝207＊2

せん断 ○14 14 τb ＝1 f sb＝133 ○14 14 τb ＝1 f sb＝159

すべて許容応力以下である。 注記 ＊1：絶対値を記載 

＊2：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 

かつ かつ

かつ かつ
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機 器 名 称 設 備 分 類 
据付場所及び床面高さ

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又

は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 水平

方向

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水圧制御ユニット －(Ｓｓ) 
原子炉建屋 

EL. 20.3＊1 
0.009

0.05

以下＊2
－ － ＣH＝1.55 ＣV＝1.17 － － 

 注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であることを確認した。 

2.2 機器要目 

(mm) 

Ａb 

(mm2) 

Ｄi 

(mm) 

材料 
要素

番号
Ｅ 

(MPa) 

k 

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ Λ ν 

STPG38 
○8

○12

SS41 ○20

要素番号 

○8 ○10○12 ○20
Ａ(mm2) 

Ｚy(mm3) 

Ｚz(mm3) 

Ｚp(mm3) 

材料 

部材 材料 
Ｓy 

(MPa) 

Ｓu 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

フレーム 
189 357 － 227 

234 385 － 270 

取付ボルト 225 385 － 270 

注記 ＊：基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 
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2.3 計算数値 

2.3.1 フレームの荷重及びモーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 

基準地震動Ｓｓ 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx

(N) 

Ｆy

(N) 

Ｆz

(N) 

Ｍx

(N･mm) 

Ｍy

(N･mm) 

Ｍz

(N･mm) 

○8 10 

○10 10 

○12 12 

○20 20 

注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 
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2.3.2 取付ボルトの荷重及びモーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 

基準地震動Ｓｓ 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx

(N) 

Ｆy

(N) 

Ｆz

(N) 

Ｍx

(N･mm) 

Ｍy

(N･mm) 

Ｍz

(N･mm) 

○13 13 

○14 14 

注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 
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2.4 結論 

2.4.1 応力

(単位:MPa) 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

要素番号 節点番号 算出応力 許容応力

フレーム 

引張り ○12 12 σt ＝1 f t ＝227

圧縮 ○12 12 σc ＝1＊1 f c ＝200

せん断 ○10 10 τ  ＝2 f s ＝131

曲げ ○8 10 σb ＝3 f b ＝227

組合せ ○8 10 σf ＝3 f t ＝227

圧縮と曲げの

組合せ 

(座屈の評価)
○8 10 

1≦
|

ｂ

ｂ

ｃ

ｃ σ＋σ|
ff 1≦

|

t

ｃ－ｂ σ|σ
f

0.02（無次元） 

引張り ○20 20 σt ＝4 f t ＝270

圧縮 ○20 20 σc ＝4＊1 f c ＝43

せん断 ○20 20 τ  ＝9 f s ＝155

曲げ ○20 20 σb ＝69 f b ＝270

組合せ ○20 20 σf ＝74 f t ＝270

圧縮と曲げの

組合せ 

(座屈の評価)
○20 20 

1≦
|

ｂ

ｂ

ｃ

ｃ σ＋σ|
ff 1≦

|

t

ｃ－ｂ σ|σ
f

0.34（無次元） 

取付ボルト 
引張り ○13 13 σtb＝1 f ts＝202＊2

せん断 ○14 14 τb ＝1 f sb＝155

すべて許容応力以下である。   注記 ＊1：絶対値を記載 

＊2：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0E 

かつ

かつ
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ（以下「ブロワ」という。）

が設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

ブロワは設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設計基準対象施設と

しての構造強度評価及び機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ブロワの構造計画を表 2－1 に示す。 

 

1 



NT2 補③ Ⅴ-2-9-5-3-2 R0 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

溶接でベースを架

台に固定する。 

キャンド形遠心式ブロワ

2
 

ブレース 

サポートプレート

ベース 

ベース取付

溶接部

架台 

(単位：mm) 
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2.2 評価方針 

ブロワの構造強度評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の

制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示

すブロワの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて

算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界に収まることを，「5. 構造

強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，ブロワの機能維持評価は，「Ⅴ-

2-1-9 機能維持の基本方針 4.1 動的機能維持 (2) 回転機器及び弁」にて設定した動的

機器の機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が動的機能維持確認済加速度以下である

ことを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 

評価結果」に示す。 

ブロワの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ブロワの耐震評価フロー 

 

2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版)（日本電気協

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62年 8月及び平成 3年 6 月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格(2005 年版（2007 年追補版含む。））      

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9月）（以下「設計・建設

規格」という。） 

 

 

  

計算モデルの設定 

地震時における応力 

設計用地震力 

固有周期の算出 

ブロワの構造強度評価 

3 

ブロワの機能維持評価 

評価用加速度 
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2.4 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａｂ 

ＡＨＷ 

ＡＶＷ 

ＣＨ 

ＣⅤ 

ＣＰ 

 Ｅ 

 Ｆ 

 Ｆ 

ＦＣ 

ＦＨ 

ＦＨＷ 

ＦＶＷ 

ＦＶ 

 ｃ 

 ｓ 

g 

ＨＰ 

ｈ 

 ｉ 

  Ｌ 

 b 

 k 

 ｍ 

Ｎ  

Ｐ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

ブレースの断面積 

水平方向荷重を受ける溶接部の有効断面積 

鉛直方向荷重を受ける溶接部の有効断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ブロワ振動による震度 

支持構造物の縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3 に定める値 

ブレースに作用する圧縮力 

ブレースに作用する水平方向反力 

ベース取付溶接部に作用する水平方向せん断荷重 

ベース取付溶接部に作用する鉛直方向せん断荷重 

ブレースに作用する鉛直方向反力 

ブレースの許容圧縮応力 

ベース取付溶接部の許容せん断応力 

重力加速度（＝9.80665） 

予想最大両振幅 

ブロワ重心位置 

座屈軸についての断面二次半径 

ブロワ重心高さ 

ブロワベース長さ 

ブレース水平方向投影長さ 

ブレース長さ 

ブロワ質量 

回転速度（原動機の同期回転速度） 

ブレースに作用する水平方向荷重 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

mm2 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

m/s2 

μm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

min-1 

N 

MPa 

MPa 

  

＊

4 



 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-9
-
5
-3
-
2
 R
0
 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

 Ｔ 

 Λ 

 λ 

 ν 

 π 

τｗ 

τｗ1 

τｗ2 

σｃ 

固有周期 

圧縮材の限界細長比 

圧縮材の有効細長比 

設計・建設規格＊ SSB-3121.1(3)に定める値 

円周率 

ベース取付溶接部に作用する最大せん断応力 

ベース取付溶接部に作用する水平方向せん断応力 

ベース取付溶接部に作用する鉛直方向せん断応力 

ブレースに生じる圧縮応力 

s 

－ 

－ 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記 ＊：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007

年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007）（日本機械学会 2007 年 9

月）をいう。 

 

2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と

する。 
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3. 評価部位 

ブロワの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる

ブレース及びベース取付溶接部について実施する。ブロワの耐震評価部位については，表 2－1

の概略構造図に示す。 

 

4. 固有周期 

ブロワは，サポートプレート及びベースに支持されており，ベースは架台に溶接にて固定され

ている。サポートプレート及びベースはブレースによって強固な構造であり，全体的に剛体とみ

なせるため、固有周期の計算は省略する。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) ブロワの質量は重心に集中するものとする。 

(2) 地震力はブロワに対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) ブロワは溶接により架台に固定された固定端とする。 

(4) ブレース 

a. ブロワの質量は，2 本のブレースに均等にかかるため，1 本のブレースについて計算す

る。 

b. 転倒方向はブレースの応力が最も厳しい方向として図 5－1の方向を計算する。 

(5) ベース取付溶接部 

a. 荷重がベース取付溶接部に水平方向せん断荷重として作用する場合と，転倒モーメント

による鉛直方向せん断荷重として作用する場合について計算する。 

b. 水平方向せん断荷重はベース取付溶接部に作用するものとして計算する。 

c. 転倒方向はベース取付溶接部に対する鉛直方向せん断荷重が最も厳しい方向として図 5

－2 の転倒支点を支点とする方向を計算する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ブロワの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表 5－1 に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

ブロワの許容応力を表 5－2 に示す。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ブロワの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表

5－3に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉 

格納施設 

可燃性ガス濃

度制御設備 

可燃性ガス濃度 

制御系再結合装置 

ブロワ 

Ｓ －＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ
  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊1：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

   ＊2：Ｓｓと組合せ，ⅢＡＳの評価を実施する。 

7
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表 5－2 許容応力（その他支持構造物） 

許容応力状態 

 許 容 限 界＊1，＊2

（ボ ル ト 等 以 外） 

一 次 応 力 

圧縮 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ   1.5・ｆｃ   1.5・ｆｓ

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準等で省略可能とされている場合及びその他の応力で代表可能であ

る場合は評価を省略する。 

表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

ブレース 
最高使用温度 171 201 373 － 

ベース取付溶接部 
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5.3 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類

「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定される。 

評価に用いる設計用地震力を表 5－4 に示す。 

 

表 5－4 設計用地震力（設計基準対象施設） 

耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向
設計震度

鉛直方向 
設計震度 

水平方向
設計震度

鉛直方向
設計震度

Ｓ 
原子炉建屋
 EL. 20.30＊1 ―＊2 ―＊2 ―＊3 ―＊3 ＣH＝1.34 ＣV＝1.01

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

   ＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

 

5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 ブレースの応力 

(1) 圧縮応力 

ブレースに作用する水平方向反力は 

 gｍ＋ＣＣＰＦ ｐＨＨ )(
2
1

                                                 (5.4.1.1) 

ここで，Ｃｐ  はブロワ振動による振幅及び原動機の同期回転速度を考慮して定め

る値で，次式で求める。 

 
・1000

60

Ｎ
2・π・・

1000

Ｈ
・
2

1

Ｃ

2
ｐ

ｐ＝
g

                                                (5.4.1.2) 

ブレースに作用する鉛直方向反力は 

 
ｂ

ＬｍＣ＋Ｃｈ＋ｍＣ＋Ｃ＋1
Ｆ

ｐｐ ＨＶ

Ｖ

gg )(
2
1)(

2
1

       (5.4.1.3) 

ブレースに作用する圧縮力は 

 Ｆ Ｆ ＦＣ Ｈ
2

Ｖ
2＋                                                                 (5.4.1.4)
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圧縮応力 

 
ｂＡ

Ｆ
σ

Ｃ

Ｃ                                                                                 (5.4.1.5) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.4.1.2 ベース取付溶接部の応力 

(1) 水平方向せん断応力 

水平方向せん断荷重 

  gｍ＋ＣＣＦ ｐＨＨＷ )(                                                     (5.4.1.6) 

水平方向せん断応力 

  τ Ｗ1

Ｆ

Ａ

ＨＷ

ＨＷ

                                                                       (5.4.1.7) 

 

(2) 鉛直方向せん断応力  

鉛直方向せん断荷重 

  
ＬｍＣ＋Ｃｈ＋ｍ－１Ｃ＋Ｃ

Ｆ
ｐｐ ＨＶ

ＶＷ
gg )()(

        (5.4.1.8) 

鉛直方向せん断応力 

  τ Ｗ2
Ｆ

Ａ

ＶＷ

ＶＷ

                                                                         (5.4.1.9) 

  

地
震
荷
重 

 
 

＋ 

機
械
的
荷
重 

鉛
直
方
向 

図 5－1 ブレースに作用する荷重 

ｈ

Ｐ
ｍ・g

ブレース 

Ｆ Ｈ

Ｆ Ｃ
Ｆ Ｖ

水平方向 

地震荷重 

＋ 

機械的荷重Ｌ
 

ｂ
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(3) ベース取付溶接部の応力 

 τ ｝τ，鉛直方向せん断応力τ水平方向せん断応力｛Ｍax Ｗ2Ｗ1Ｗ )()(   

                                                                               (5.4.1.10) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.5 計算条件 

5.5.1 ブレース及びベース取付溶接部の応力計算条件 

ブレース及びベース取付溶接部の応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【可燃性

ガス濃度制御系再結合装置ブロワの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要

目に示す。 

  

転倒支点 

ｍ・g

ＦＶＷ

水平方向 

地震荷重 

＋ 

機械的荷重 Ｌ
 

図 5－2 ベース取付溶接部に作用する荷重 

ｈ 

地
震
荷
重 

 
 

＋ 

機
械
的
荷
重 

 

鉛
直
方
向 

転倒方向
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5.6 応力の評価 

5.6.1 ブレースの応力評価 

5.4.1.1 項で求めたブレースの圧縮応力σｃは許容圧縮応力   Ｃ   以下であること。 

ただし，  Ｃ   は下表による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで， は圧縮材の有効細長比で，次の計算式による。 

ｉ

k                                                                                 (5.6.1.1) 

 

は，限界細長比で，次の計算式による。 

2

0.6 Ｆ

・

・

Ｅ
                                                                   (5.6.1.2) 

     注：基準地震動Ｓｓ評価の場合は，ＦをＦ  に置き換える 

 

νは，次の計算式による。 

ν 1 5＋
2

3

2

. ・                                                             (5.6.1.3) 

  

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓ 

による荷重との 

組合せの場合 

許容圧縮応力

 Ｃ 

 

1 0 4
Ｆ

1 5

2

. .
ν

 

 

 

51
ν

Ｆ
401

2

..  

 

*
 

＊
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5.6.2 ベース取付溶接部の応力評価 

5.4.1.2 項で求めたベース取付溶接部のせん断応力τＷは許容せん断応力  ｓ以下であ

ること。 

ただし， ｓ は下表による。 

 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓ 

による荷重との 

組合せの場合 

許容せん断応力

 ｓ 

 

Ｆ

1 5 3
1 5

.
.

・
・  

 

Ｆ

1 5 3
1 5

.
.

・
・  
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6. 機能維持評価 

6.1 機能維持評価方法 

ブロワの地震後の動的機能維持評価について以下に示す。 

なお，評価用加速度は添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定す

る。 

ブロワは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性であるため，添付

書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

 

  表 6－1 機能確認済加速度 

評価部位 形式 方向 
機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

ブロワ 遠心直動型ファン 

水平 2.6 

鉛直 1.0 

原動機 
横形ころがり 

軸受電動機 

水平 4.7 

鉛直 1.0 

 

 

7. 評価結果 

7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ブロワの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足し

ており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。なお，弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的震

度は基準地震動Ｓｓを下回っており，基準地震動Ｓｓによる発生値が弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度に対する評価における許容限界を満足するため，弾性設計用地震動Ｓ

ｄ又は静的震度による発生値の算出を省略した。 

 

(2) 機能維持評価結果 

機能維持評価結果を次頁以降の表に示す。 
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【 可 燃性 ガス 濃度 制御 系再 結合 装置 ブ ロワ の耐 震性 につ いて の計 算結 果 】  

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ブロワ震動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

可燃性ガス濃度制御系

再結合装置ブロワ 
Ｓ 

原子炉建屋 

  EL. 20.30＊1
  －＊2 －＊3 －＊3 ＣＨ＝1.34 ＣＶ＝1.01 171 － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

1.2 機器要目 

機 器 名 称 
ｍ 

(kg) 

Ｌ 

(mm) 

ｈ 

(mm) (mm) 

ｂ

(mm) 

ｋ

(mm) 

Ｅ＊1 

(MPa) 

Ａｂ 

(mm2) 

ＡＨＷ 

(mm2) 

ＡＶＷ 

(mm2) 

ｉ 

(mm) 

可燃性ガス濃度制御系 

再結合装置ブロワ 

機 器 名 称 
Ｓｙ

＊ 

(MPa) 

Ｓｕ
＊ 

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ ブレース ベース取付溶接部 ブレース ベース取付溶接部

可燃性ガス濃度制御系 

再結合装置ブロワ 
 201  373 201 90 241 108 － ブ ロ ワ軸 方向

予想最大両振幅 

（μm） 

回転速度 

（min-1） 

1
5
 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ブレースに作用する力   (単位：N) 

部  材 

ＦＨ ＦＶ ＦＣ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ 

ブレース － － － 

1.3.2 ベース取付溶接部に作用する力  (単位：N) 

部  材 

ＦＨＷ ＦＶＷ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ 

ベース取付溶接部 － － 

1.4 結論 

1.4.1 応力    (単位：MPa) 

部  材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力＊ 許容応力 算出応力 許容応力 

ブレース 圧縮 σc＝11  ｃ＝162 σc＝11  ｃ＝187 

ベース取付溶接部 せん断 τw＝32  ｓ＝ 52 τw＝32  ｓ＝ 62 

すべて許容応力以下である。 注記 ＊：基準地震動Ｓｓによる算出値 

1.4.2 動的機能維持の評価結果  (単位：×9.8 m/s2) 

評価用加速度 機能確認済加速度 

ブロワ 
水平方向 1.11 2.6 

鉛直方向 0.84 1.0 

原動機 
水平方向 1.11 4.7 

鉛直方向 0.84 1.0 

評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。

1
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方

針に基づき，可燃性ガス濃度制御系再結合装置（以下「再結合装置」という。）が設計用地震力

に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

再結合装置は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，分類に応じた

構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

再結合装置の構造計画を表2－1に示す。

1 
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表2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ブロワ，配管，

再結合器及び加

熱器を一体化

し，スキッド内

に組み込み取付

ボルトで基礎架

台に据え付け

る。 

熱反応式再結合

装置  

 

（単位：ｍｍ）

2
 

4242 

2
2
4
8 

1
7
2
7 
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2.2 評価方針 

再結合装置の構造強度評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度

上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」に

て示す再結合装置の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周

期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界に収まることを，「5. 

構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示

す。 

再結合装置の耐震評価フローを図2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 再結合装置の耐震評価フロー 

 

2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版)（日本電気協

会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62年 8月及び平成 3年 6 月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格(2005 年版（2007 年追補版含む。））      

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9月）（以下「設計・建設

規格」という。） 

 

 

 

計算モデルの設定 

地震時における応力 

設計用地震力 

固有周期の算出 

再結合装置の構造強度評価 
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2.4 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣⅤ 

 ｄ 

 Ｆ 

 Ｆ 

Ｆｂ 

 ｓｂ 

 ｔｏ 

 ｔｓ 

g 

 ｈ 

 1 

 2 

 ｍ 

ｎ  

ｎｆ 

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

 Ｔ 

 π 

σｂ 

τｂ 

取付ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

取付ボルトの呼び径 

設計・建設規格＊1 SSB-3131に定める値 

設計・建設規格＊1 SSB-3133に定める値 

取付ボルトに作用する引張力（1本当たり） 

せん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける取付ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける取付ボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

据付面から重心までの距離 

重心と取付ボルト間の水平方向距離＊2 

重心と取付ボルト間の水平方向距離＊2 

再結合装置の質量 

取付ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待する取付ボルトの本数 

取付ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格＊1 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格＊1 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

固有周期 

円周率 

取付ボルトに生じる引張応力 

取付ボルトに生じるせん断応力 

mm2 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

kg 

－ 

－ 

N 

MPa 

MPa 

s 

－ 

MPa 

MPa 

注記 ＊1：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年

追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007）（日本機械学会 2007年9月）を

いう。 

＊2： 1≦ 2 

 

＊
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－2に示すとおりである。 

 

表2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第4位 四捨五入 小数点以下第3位

震度 ― 小数点以下第3位 切上げ 小数点以下第2位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ＊1 mm ― ― 整数位 

面積 mm2 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊2 

力 N 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が1000以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

 

3. 評価部位 

再結合装置の耐震評価は，取付ボルトについて実施する。再結合装置の耐震評価部位について

は，表2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 固有周期 

再結合装置は，十分な剛性を有しているスキッドにブロワ，再結合器等の構成部品を取付ボル

ト又は溶接にて取付けた構造である。装置全体の重心位置は低く，下面が取付ボルトで基礎架台

に固定されており，全体的に剛体とみなせるため、固有周期の計算は省略する。 
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5. 構造強度評価部位 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 再結合装置の質量は重心に集中するものとする。 

(2) 地震力は再結合装置に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 再結合装置全体の構造強度評価に対するブロワの運転による影響は微小であるためブロ 

ワの質量は考慮してあるが，ブロワの運転は考慮しないものとする。 

(4) 再結合装置は取付ボルトで基礎架台に固定された固定端とする。ここで，基礎架台につ 

いては剛となるように設計する。 

(5) 転倒方向は図5－1及び図5－2における長辺方向及び短辺方向について検討し，計算書に 

は計算結果の厳しい方を記載する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

再結合装置の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に 

用いるものを表5－1に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

再結合装置の許容応力を表5－2に示す。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

再結合装置の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの 

を表5－3に示す。 
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表5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉 

格納施設 

可燃性ガス濃

度制御設備 

可燃性ガス濃度 

制御系再結合装置 
Ｓ ―＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊1：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

   ＊2：Ｓｓと組合せ，ⅢＡＳの評価を実施する。 

 

7
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表5－2 許容応力（その他支持構造物） 

許容応力状態 

 許 容 限 界＊1，＊2

（ボ ル ト 等） 

一 次 応 力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ   1.5・ｆｔ
＊2 1.5・ｆｓ

＊2

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準等で省略可能とされている場合及びその他の応力で代表可能である場合は評

価を省略する。 

表5－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

取付ボルト 周囲環境温度 194 373 ― 

8
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5.3 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は添付書類

「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

評価に用いる設計用地震力を表5－4に示す。 

表 5－4 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向
設計震度

鉛直方向
設計震度

水平方向
設計震度

鉛直方向
設計震度

原子炉建屋
 EL. 20.30＊1 ―＊2 ―＊2 ―＊3 ―＊3 ＣH＝1.34 ＣV＝1.01

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

取付ボルトの応力は地震による震度によって生じる引張力とせん断力について計算す

る。 

図 5－1 計算モデル（長辺方向転倒） 
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図 5－2 計算モデル（短辺方向転倒） 
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(1) 引張応力

取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図5－1及び図5－2に示す

モデルにより イ 点を支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の取付ボルト

で受けるものとして計算する。 

引張力 

)(
)(
21

2

　　ｎ

　ｍＣ1ｈｍＣ
Ｆ

ｆ
ｂ

ＶＨ gg
(5.3.1.1) 

引張応力 

ｂ

ｂ
ｂ

Ａ

Ｆ
σ (5.3.1.2) 

ここで，取付ボルトの軸断面積Ａｂ は

2ｄ
4

π
Ａｂ (5.3.1.3) 

(2) せん断応力

取付ボルトに対するせん断力は，取付ボルト全本数で受けるものとして計算す

る。 

せん断力 

gｍＣＱ Ｈｂ (5.3.1.4) 

せん断応力 

ｂ

ｂ
ｂ

Ａｎ

Ｑ
τ (5.3.1.5) 
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5.5 計算条件 

5.5.1 ボルトの応力計算条件 

取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【可燃性ガス濃度制御系再結

合装置の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4.1項で求めた取付ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ｔｓ以下

であること。 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 ｓｂ 以下であ

ること。 

 ｔｓ＝1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ (5.6.1.1) 

かつ， 

 ｔｓ≦ ｔｏ (5.6.1.2)

ただし， ｔｏ及び  ｓｂは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓ 

による荷重との 

組合せの場合 

許容引張応力 

ｔｏ
51

 2

Ｆ . 51
 2

Ｆ .

許容せん断応力 

ｓｂ

51
351

Ｆ .
.

51
351

Ｆ .
.

＊
＊
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

再結合装置の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満

足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。なお，弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的震

度は基準地震動Ｓｓを下回っており，基準地震動Ｓｓによる発生値が弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度に対する評価における許容限界を満足するため，弾性設計用地震動Ｓ

ｄ又は静的震度による発生値の算出を省略した。 

14 
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【 可 燃性 ガス 濃度 制御 系再 結合 装置 の 耐震 性に つい ての 計算 結果 】  

1. 設計 基準 対象 施設  

1.1 設 計条 件  

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

可燃性ガス濃度 

制御系再結合装置 
Ｓ 

原子炉建屋 

  EL. 20.30＊1
  －＊2 －＊3 －＊3 ＣＨ＝1.34 ＣＶ＝1.01 － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

1.2 機 器要 目  

部  材 
ｍ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

１

(mm) 

２

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ 

ｎｆ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト 

部  材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト  194  373 194 232 － 短 辺  

＊

1
5
 

注記 ＊：取付ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の 
要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計 算数 値  

 ボ ルト に作 用す る力   (単位 ： N) 

部  材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度
基準地震動Ｓｓ 

取 付 ボ ル ト － － 

1.4 結   論  

ボル トの 応力   (単 位 ： MPa) 

部  材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力＊1 許容応力 算出応力 許容応力 

取 付 ボ ル ト 
引張り σb＝31 fts＝142＊2 σb＝31  fts＝174＊2 

せん断 τb＝38 fsb＝112 τb＝38 fsb＝134 

すべて許容応力以下である。   注記 ＊1： 基準地震動Ｓｓによる算出値 

＊2： Min[1.4・ ｔｏi－1.6・τｂｉ，  ｔｏi]より算出 

1
6
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単位：mm 



 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-6
-
3
-1
 
R
0 

Ⅴ-2-6-3-1 制御棒駆動機構の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ－2－1－9 機能維持の基本方針」にて設定している構造

強度の設計方針に基づき，制御棒駆動機構が設計用地震力に対して十分な構造強度を有

していることを説明するものである。 

制御棒駆動機構は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，設計基準対象施設及

び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

制御棒駆動機構の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

制御棒駆動機構は，

圧力容器下部から延

長している制御棒駆

動機構ハウジング内

に収容する一体構造

物で，制御棒駆動機

構ハウジングの下端

フランジに締付ボル

トで接合される。

ラッチ機構を備

えた水圧ピスト

ンシリンダ構

造。水圧ピスト

ンシリンダは，

ピストンチュー

ブ，インデック

スチューブ，シ

リンダーチュー

ブ等から構成さ

れる。また，ラ

ッチ機構は，コ

レットフィンガ

ー，コレットス

プリング等から

構成される。 

2
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2.2 評価方針 

制御棒駆動機構の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 

構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.1 構造計画」にて示す制御棒駆動機構の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設

定する箇所において，添付書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構

造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」に基づく発生荷重による応力等が許

容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実

施する。 

制御棒駆動機構の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

注記 ＊：発生荷重は，添付書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造

物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」における原子炉本体地震応答解

析より得られる値。 

図 2－1 制御棒駆動機構の耐震評価フロー 

地震時における応力 

原子炉本体地震応答解析＊ 

制御棒駆動機構の構造強度評価 

制御棒駆動機構の計算モデル設定 
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2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０

１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補

版)（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62 年 8

月及び平成 3 年 6 月）

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格(2005 年版（2007 年追補版含む。））

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9月）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｂ１，Ｂ２ 設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 

（一次応力の計算に使用するもの） 

－ 

Ｃ２ 設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 

（一次＋二次応力の計算に使用するもの） 

－ 

Ｄ０ 管の外径 mm 

Ｅ 設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1 に規定する縦弾性

係数 

MPa 

Ｆｗ 制御棒駆動機構の自重 N 

Ｆｓｃｒ スクラム反力により制御棒駆動機構に生じる荷重 N 

Ｆｖ 鉛直方向震度により制御棒駆動機構に生じる地震荷重 N 

Ｋ２ 設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 

（ピーク応力の計算に使用するもの） 

－ 

Ｋｅ 設計・建設規格 PPB-3536 に規定する係数 

（繰返しピーク応力強さの計算に使用するもの） 

－ 

Ｍｈｓｇ 水平方向震度により制御棒駆動機構ハウジングに生じるモーメ

ント

N･mm 

Ｍｉｐ 管の機械的荷重（地震による慣性力を含む。）により生じるモ

ーメント 

N･mm 

Ｍｉｓ 管の地震動の慣性力と相対変位により生じるモーメントの全振

幅 

N･mm 

ｎｉ 繰返し荷重 i の実際の繰返し回数 回 

Ｎｉ 設計・建設規格 PPB-3534 による繰返し荷重 i の許容繰返し回

数 

回 

Ｐ 地震と組合せるべき運転状態における圧力 MPa 

Ｓ 繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓｍ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1 に規定する材料の

設計応力強さ 

MPa 

Ｓｎ 一次＋二次応力 MPa 

Ｓｐ ピーク応力 MPa 

Ｓｐｒｍ 一次応力 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の

設計降伏点 

MPa 

ｔ 管の厚さ mm 

Ｕ 疲労累積係数 － 

Ｚｉ 管の断面係数 mm3 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

断面係数 mm3 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊1 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊1 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊1 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

設計震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

圧力 MPa 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位

長さ 

下記以外の

長さ 
mm 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位

計算上必要

な厚さ 
mm 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

最小厚さ mm 小数点以下第 3 位 切捨て 小数点以下第 2 位

温度 ℃ － － 整数位 

疲労累積係数 － 小数点以下第 5 位 切上げ 小数点以下第 4 位

注記 ＊1：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における設計

応力強さ，許容引張応力及び設計降伏点は，比例法により補間した値

の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。  
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3. 評価部位 

制御棒駆動機構の要求機能は，クラス１の耐圧バウンダリとスクラム機能である。本

計算書では，クラス１の耐圧バウンダリであるフランジについて耐震評価を実施する。

また，スクラム機能の耐震評価については，添付書類「Ⅴ－2－6－2－1 制御棒の耐震

性についての計算書」にて確認している。 

 

4. 固有周期 

表 2－1 の概略構造図に示すように，制御棒駆動機構は制御棒駆動機構ハウジングに

据付部材を介さずに，締付ボルトにて直接接続される構造である。固有周期は，添付書

類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基礎の

地震応答計算書」において，原子炉本体地震応答解析により確認する。 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) 制御棒駆動機構ハウジングの下端フランジとの接合部品である制御棒駆動機構フラ

ンジを評価部位とし，フランジの最小板厚部を管とみなして評価を実施する。

図 5－1 評価モデル 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

制御棒駆動機構の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 5－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2 に示

す。 

5.2.2 許容応力 

制御棒駆動機構の許容応力を表 5－3 に示す。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

制御棒駆動機構の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 5－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－5 に示す。 

最小板厚部 
管の耐震性についての計算 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御系統 

設備 

制御材駆動 

装置 
制御棒駆動機構 Ｓ －* 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 
ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*

注記 ＊：クラス１管の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御系統 

設備 

制御材駆動 

装置 
制御棒駆動機構 常設耐震／防止 －*2 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 
ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*

－＊3 ⅤＡＳ＊3 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２管（クラス１管）の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲は重大事故等発生時の環境条件が設計条件（圧力・温度等）を超える時間が短期（10-1年未満）で

あるため，運転状態ⅤにおいてＳｄ又はＳｓ地震力との組合せは考慮不要とする。 

9
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表 5－3 許容応力（クラス１管及び重大事故等クラス２管であってクラス１管） 

許容応力状態 

許容限界 

一次応力 一次＋二次応力 一次＋二次＋ピーク応力 

ⅢＡＳ Min(2.25･Ｓｍ，1.8･Ｓｙ) 3･Ｓｍ 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる応

力振幅について評価する。 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる疲労解析を

行い，運転状態Ⅰ，Ⅱにおける疲労累積係

数との和が 1.0 以下であること。 ⅣＡＳ Min(3･Ｓｍ，2･Ｓｙ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

1
0
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

材料 
最高使用温度

(℃) 

Ｓｍ

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｈ

(MPa) 

SUSF304 302 114 126 － － 

SUSF304 相当 
302 114 126 － － 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

材料 
最高使用温度

(℃) 

Ｓｍ

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｈ

(MPa) 

SUSF304 302 114 126 － － 

SUSF304 相当 
302 114 126 － － 

5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6 及び表 5－7に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類

「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答

計算書」に基づき設定する。 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

EL. 17.142＊1 
－＊2 ＣV＝0.73 －＊2 ＣV＝1.34

注記 ＊1：制御棒駆動機構ハウジングの取付面のレベルを示す。 

＊2：発生する荷重は原子炉本体地震応答解析より得られる値。 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

EL. 17.142＊1 
－ － －＊2 ＣV＝1.34

注記 ＊1：制御棒駆動機構ハウジングの取付面のレベルを示す。 

＊2：発生する荷重は原子炉本体地震応答解析より得られる値。 



 

12 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-6
-
3
-1
 
R
0 

5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 管の計算方法 

地震荷重として制御棒駆動機構ハウジングの応答の最大値が作用するものとして実施

する。 

耐震評価モデルを図 5－2に示す。 

 

 

図 5－2 耐震評価モデル 

 

a. 管に作用するモーメント 

 

(a) 管の機械的荷重（地震による慣性力を含む）により生じるモーメント 

機械的荷重として自重とスクラム反力による荷重，地震による慣性力として地震動

による鉛直荷重と応答モーメントを考慮すると以下となる。 

Ｍ
ｉｐ

= Ｍ
ｈｓｇ

＋Ｍ
ｅ
 

  = Ｍ
ｈｓｇ

＋
Ｄ

０
+ Ｄ

０
２ ｔ

８ Ｄ
０

Ｆ
ｍ
 ・・・・・・（5.4.1）

ここで， 

Ｆ
ｍ

= Ｆ
ｗ

+ Ｆ
ｓｃｒ

+ Ｆ
ｖ
 ・・・・・・（5.4.2）
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(b) 管の地震動の慣性力と相対変位により生じるモーメントの全振幅 

相対変位は生じないことから，地震動の慣性力として地震動による鉛直荷重と応答

モーメントを考慮すると以下となる。 

Ｍ
ｉｓ

= Ｍ
ｈｓｇ

＋
Ｄ

０
+ Ｄ

０
２ ｔ

８ Ｄ
０

Ｆ
ｖ

× ２ ・・・・・・（5.4.3）

 

b. 耐震性についての計算 

(a) 一次応力 

Ｓ
ｐｒｍ

= Ｂ
１

Ｐ Ｄ
０

２ ｔ
+ Ｂ

２
Ｍ

ｉｐ

Ｚ
ｉ

 ・・・・・・・・・・・・・（5.4.4）

ここで， 

Ｚ
ｉ

= π

３２

Ｄ
０

Ｄ
０

２ ｔ

Ｄ
０

 ・・・・・・・・・・・・・（5.4.5）

とする。 

(b) 一次＋二次応力 

Ｓ
ｎ

= Ｃ
２

Ｍ
ｉｓ

Ｚ
ｉ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.6）

(c) ピーク応力 

Ｓ
ｐ

= Ｋ
２

Ｃ
２

Ｍ
ｉｓ

Ｚ
ｉ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.7）

(d) 繰返しピーク応力強さ 

Ｓ
 

= Ｋ
ｅ

Ｓ
ｐ

２
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.8）

(e) 疲労累積係数 

ｎ
ｉ

Ｎ
ｉ

１．０ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.9）
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5.5 計算条件 

表 5－8 計算条件 

項目 記号 単位 
数値等 

管ＮＯ．１ 管ＮＯ．２

材料 － － SUSF304 

SUSF304 相当

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 Ｂ１ － 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 Ｂ２ － 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 Ｃ２ － 

管の外径 Ｄｏ mm 

使用温度における材料の縦弾性係数 Ｅ MPa 

自重 Ｆｗ N 

スクラム反力により生じる荷重 Ｆｓｃｒ N 

鉛直方向震度（Ｓｄ）により生じる地震荷重 Ｆｖ N 

鉛直方向震度（Ｓｓ）により生じる地震荷重 Ｆｖ N 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 Ｋ２ － 

設計・建設規格 PPB-3536 に規定する係数 Ｋｅ － 

水平方向震度（Ｓｄ又は静的震度）により制御

棒駆動機構ハウジングに生じるモーメントの 

最大値＊ 

Ｍｈｓｇ N･mm 

水平方向震度（Ｓｓ）により制御棒駆動機構 

ハウジングに生じるモーメントの最大値＊
Ｍｈｓｇ N･mm 

地震と組合せるべき運転状態における圧力 Ｐ MPa 

管の厚さ ｔ mm 

注記 ＊：添付書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の

基礎の地震応答計算書」の原子炉本体地震応答解析により得られた値。 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 管の応力評価 

5.4.1 項で求めた応力が許容応力以下であること。許容応力は 5.5.2 項 表 5－3 による。 

 

6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

制御棒駆動機構の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界

を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

制御棒駆動機構の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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NT 2 補③ Ⅴ-2-6-3-1 R0 

【制御棒駆動機構の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

制御棒駆動機構 Ｓ 
原子炉建屋 

EL. 17.142＊1 
－＊2 －＊2 ＣV＝0.73 －＊2 ＣV＝1.34 302 － 

注記  ＊1：制御棒駆動機構ハウジングの取付面のレベルを示す。 

＊2：発生する荷重は原子炉本体地震応答解析より得られる値。 

1.2 機器要目 

部  材 
Ｄ０ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｍｈｓｇ(N･mm) 

Ｆｗ 

(N) 

Ｆｓｃｒ 

(N) 

Ｆｖ(N) 

Ｐ 

(MPa) 

ｎｉ 

(回) 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

管ＮＯ．１ 

管ＮＯ．２ 

部  材 
Ｚｉ 

(mm3) 
Ｂ１ Ｂ２ Ｃ２ Ｋ２ Ｋｅ 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

縦弾性係数 

Ｅ(MPa) 

管ＮＯ．１ 114 126 176000＊2 

管ＮＯ．２ 114 126 176000＊2 

注記  ＊1：運転条件の回数に設計用地震応力繰返し回数 を加えた回数 

＊2：最高使用温度で算出 
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NT 2 補③ Ⅴ-2-6-3-1 R0 

1.3 計算数値 

管に作用するモーメント 

部  材 

Ｍｉｐ（N･mm） Ｍｉｓ（N･mm） 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

管ＮＯ．１ 

管ＮＯ．２ 

許容繰返し回数 

部  材 

Ｓｐ（MPa） Ｓl（MPa） Ｎｉ(回) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

管ＮＯ．１ 

管ＮＯ．２ 
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NT 2 補③ Ⅴ-2-6-3-1 R0 

 

1.4 結論 

1.4.1 応力 

許容応力状態 
最大応力評

価点 
最大応力区分 

一次応力評価(MPa) 一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価 

一次応力 

Ｓｐｒｍ（Ｓｄ） 

Ｓｐｒｍ（Ｓｓ） 

許容応力 

Min(2.25･Ｓｍ，1.8･Ｓｙ) 

Min(3･Ｓｍ，2･Ｓｙ) 

一次＋二次応力 

Ｓｎ（Ｓｄ） 

Ｓｎ（Ｓｓ） 

許容応力 

3･Ｓｍ 

3･Ｓｍ 

疲労累積係数

Ｕ＋ＵＳｄ 

Ｕ＋ＵＳｓ 

ⅢＡＳ 

管ＮＯ．1 

最小断面 

Ｓｐｒｍ（Ｓｄ） 21 226 － － － 

ⅢＡＳ Ｓｎ（Ｓｄ） － － 14 342 － 

ⅢＡＳ Ｕ＋ＵＳｄ － － － － 0.0000 

ⅣＡＳ Ｓｐｒｍ（Ｓｓ） 22 252 － － － 

ⅣＡＳ Ｓｎ（Ｓｓ） － － 15 342 － 

ⅣＡＳ Ｕ＋ＵＳｓ － － － － 0.0000 

ⅢＡＳ 

管ＮＯ．2 

最小断面 

Ｓｐｒｍ（Ｓｄ） 21 226 － － － 

ⅢＡＳ Ｓｎ（Ｓｄ） － － 14 342 － 

ⅢＡＳ Ｕ＋ＵＳｄ － － － － 0.0000 

ⅣＡＳ Ｓｐｒｍ（Ｓｓ） 22 252 － － － 

ⅣＡＳ Ｓｎ（Ｓｓ） － － 15 342 － 

ⅣＡＳ Ｕ＋ＵＳｓ － － － － 0.0000 

すべて許容応力以下である。 
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NT 2 補③ Ⅴ-2-6-3-1 R0 

【制御棒駆動機構の耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機 器 名 称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

制御棒駆動機構 常設耐震／防止 
原子炉建屋 

EL. 17.142＊1 
－＊2 － － －＊2 ＣV＝1.34 302 － 

注記  ＊1：制御棒駆動機構ハウジングの取付面のレベルを示す。 

＊2：発生する荷重は原子炉本体地震応答解析より得られる値。 

2.2 機器要目 

部  材 
Ｄ０ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｍｈｓｇ(N･mm) 

Ｆｗ 

(N) 

Ｆｓｃｒ 

(N) 

Ｆｖ(N) 

Ｐ 

(MPa) 

ｎｉ 

(回) 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

管ＮＯ．１ － － 

管ＮＯ．２ － － 

部  材 
Ｚｉ 

(mm3) 
Ｂ１ Ｂ２ Ｃ２ Ｋ２ Ｋｅ 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

縦弾性係数 

Ｅ(MPa) 

管ＮＯ．１ 114 126 176000＊2 

管ＮＯ．２ 114 126 176000＊2 

注記  ＊1：運転条件の回数に設計用地震応力繰返し回数 を加えた回数 

＊2：最高使用温度で算出 



2
0
 

NT 2 補③ Ⅴ-2-6-3-1 R0 

2.3 計算数値 

管に作用するモーメント 

部  材 

Ｍｉｐ（N･mm） Ｍｉｓ（N･mm） 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

管ＮＯ．１ － － 

管ＮＯ．２ － － 

許容繰返し回数 

部  材 

Ｓｐ（MPa） Ｓl（MPa） Ｎｉ(回) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

管ＮＯ．１ － － － 

管ＮＯ．２ － － － 
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NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-1 R0E 

 

2.4 結論 

2.4.1 応力 

許容応力状態 
最大応力評

価点 
最大応力区分 

一次応力評価(MPa) 一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価 

一次応力 

Ｓｐｒｍ（Ｓｓ） 

許容応力 

Min(3･Ｓｍ，2･Ｓｙ) 

一次＋二次応力 

Ｓｎ（Ｓｓ） 

許容応力 

3･Ｓｍ 

疲労累積係数

Ｕ＋ＵＳｓ 

ⅣＡＳ 

管ＮＯ．1 

最小断面 

Ｓｐｒｍ（Ｓｓ） 22 252 － － － 

ⅣＡＳ Ｓｎ（Ｓｓ） － － 15 342 － 

ⅣＡＳ Ｕ＋ＵＳｓ － － － － 0.0000 

ⅣＡＳ 

管ＮＯ．2 

最小断面 

Ｓｐｒｍ（Ｓｓ） 22 252 － － － 

ⅣＡＳ Ｓｎ（Ｓｓ） － － 15 342 － 

ⅣＡＳ Ｕ＋ＵＳｓ － － － － 0.0000 

すべて許容応力以下である。 
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